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４．３ 溶接規格 2020 

４．３．１ 総則的要求事項 

本規格は、溶接規格の総則的要求事項について、「第 1章 総則」等に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 溶接施工法の衝撃試験の対象にコンクリート製原子炉格納容器及び炉心支持構造

物を追加(N-0030) 

② コンクリート製原子炉格納容器の溶接の規定を追加(第 10章) 

③ 炉心支持構造物の溶接の規定を追加(第 11章) 

④ 溶接士を溶接技能者及び溶接オペレータに変更（N-0050） 

⑤ 溶接士の資格有効期間に関する規定を削除（N-0050） 

⑥ 機器の溶接は、溶接技能確認試験の有資格者が行う規定を追加（N-0050） 

⑦ 溶接規格とコンクリート製原子炉格納容器規格との関係を追加（N-0060） 

 

表 4.3.1 総則的要求事項の変更点 

 
1 日本機械学会 発電用原子力設備規格 溶接規格 2012 年版（2013 年追補までを含む。） 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013）1 

N-0030 溶接施工法 

(1)(略) 

(2)クラス 1 機器，クラス MC 容器クラス 2

機器，クラス 3 機器（安全設備に関する

ものに限る。），コンクリート製原子炉格

納容器及び炉心支持構造物の溶接は，表

N-0030-1に規定する温度以下で行われた

衝撃試験に適合した溶接施工法により行

う。 

N-0030 溶接施工法 

(1)(略) 

(2)クラス 1 機器，クラス MC 容器，クラス

2 機器及びクラス 3 機器（安全設備に関

するものに限る。）の溶接は，表 N-0030-

1 に規定する温度以下で行われた衝撃試

験に適合した溶接施工法によって行われ

なければならない 

第 10章 コンクリート製原子炉格納容器 

(略) 

（新設） 

第 11章 炉心支持構造物 

(略) 

（新設） 

N-0050 溶接技能者及び溶接オペレータ 

(1)本規格で規定される溶接を行う溶接技

能者及び溶接オペレータは，第 3 部「溶

接技能確認試験」によって確認されたも

の，又はこれと同等と認められるものと

する。 

(2)本規格で規定される機器の溶接は，第 3

部に定める有資格者が行う。 

 

 

 

 

N-0050 溶接士 

(1)本規格で規定される溶接を行う溶接士

は，第 3 部に定める溶接士技能認証標準

によって認証されたもの，又はこれと同

等と認められるものでなければならな

い。 

(2)溶接士技能認証標準によって資格を得

た溶接士のうち，自動溶接機を用いない

溶接士の資格は，2年間有効とする。自動

溶接機を用いる溶接士の資格は，10年間

有効とする。 

(3)自動溶接機を用いない溶接士及び自動

溶接機を用いる溶接士の資格は，有効期

限の満了前に，発電用原子力機器の溶接
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（２）日本機械学会による変更の理由 

①、②、③、⑦ 事例規格「コンクリート製原子炉格納容器溶接規格」の内容を溶接規

格で規定するように改定した。また、設計・建設規格には炉心支持構造物の規定があ

るが、溶接規格にはないため、炉心支持構造物の溶接に関する規定を追加した2。 

④ JIS 規格では、「溶接士」の用語は使用されておらず、手溶接又は半自動溶接を行

う溶接士は「溶接技能者」、自動溶接又は全自動溶接を行う溶接士は「溶接オペレー

タ」の用語が使用されている。そのため、JIS規格での用語に合わせるように溶接規

格 2020年版の改定で「自動溶接機を用いない溶接士」は「溶接技能者」、「自動溶接

機を用いる溶接士」は「溶接オペレータ」の用語を使用するように改定した3。 

⑤ 溶接士の資格の有効期間及び起算日を第 3部に規定した。 

⑥ 溶接士資格の有効期間及び期間延長の規定は、第 3部 WQ-350、WQ-450に移設した

ことに伴い、機器の溶接と溶接技能確認試験の有資格者の関係を追記した。 

 

（３）検討の結果 

①、②、③、⑦ 溶接施工法の衝撃試験の対象に、コンクリート製原子炉格納容器及び

炉心支持構造物が追加された。これは、「第 1部 溶接規格」に「第 10章 コンクリー

ト製原子炉格納容器」及び「第 11章 炉心支持構造物」を追加したものによるもので

ある。日本機械学会によれば「第 10章 コンクリート製原子炉格納容器」は、「発電

設備技術検査協会「コンクリート製原子炉格納容器溶接施工技術指針」（JAPEIC-W-

W02-1991)を参考にした。」4とのことである。また、「N-0060 他の規格との関係」に

は、溶接規格は、「コンクリート製原子炉格納容器規格と一体となって，溶接に対し

て使用する」とのことであるが、技術評価されたコンクリート製原子炉格納容器規格

は 2003年版である。このため、例えば、「N-CVOIO 溶接部の設計」には「溶接部の設

計は，コンクリート製原子炉格納容器規格 CVE-4500 「溶接部の設計」の規定による。」

とあるが、コンクリート製原子炉格納容器規格の 2003年版には「CVE-4500 溶接部の

設計」がない等の問題がある。 

以上を踏まえ、「第 10章 コンクリート製原子炉格納容器」は、今後、コンクリー

ト製原子炉格納容器規格の技術評価を行う際に技術評価することとし、技術評価の

 
2 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4 10,11 頁 
3 溶接規格 2020「第 4 部解説」、「N-0050 溶接技能者及び溶接パラメータ」 
4 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4 15 頁 

を行い，本規格に規定されている試験に

適合している場合は，その資格は更新さ

れるものとする。 

N-0060 他の規格との関係 

本規格は，日本機械学会 発電用原子力設

備規格設計・建設規格又はコンクリート製

原子炉格納容器規格と一体となって，溶接

に対して使用する技術規定とする。 

N-0060 他の規格との関係 

本規格は，日本機械学会 発電用原子力設

備規格 設計・建設規格と一体となって， 溶

接に対して使用する技術規定とする。 
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対象外とする。また、炉心支持構造物の溶接部は規制対象ではない5ことから、「第 11

章 炉心支持構造物」は、適用除外とする。 

なお、これらの規定に対する気付き事項を「４．３．３８ 技術評価対象外の規定

に対するコメント」にまとめた。 

④ 溶接士を溶接技能者及び溶接オペレータに変更したことについては、「４．３．２

５ 溶接技能確認試験における総則的事項」において評価する。 

⑤ 溶接士の資格の有効期間及び起算日が「WQ-350 溶接技能者の資格有効期間」の「WQ-

351 有効期間」及び「WQ-450 溶接オペレータの資格有効期間」の「WQ-451 有効期

間」に移行されたものであり、「４．３．２９ 溶接技能者資格の有効期間」及び「４．

３．３０ 溶接オペレータの資格」において評価する。 

⑥ 機器の溶接は、溶接技能確認試験の有資格者が行うと規定したことは、記載の明確

化であり、変更は妥当と判断する。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)コンクリート製原子炉格納容器の部位に関する用語及び炉心支持構造物の溶接継手

に関する用語を「N-0020 定義」と別に記載する理由 

「N-CV002 用語の定義」にコンクリート製原子炉格納容器の部位に関する用語を、

「N-CSS001 継手区分の定義」に炉心支持構造物の溶接継手に関する用語を定義して

いる。用語の定義を 2ヶ所に分けている理由について日本機械学会は、次のように説

明している6。 

N-0020 は溶接規格全体に関連する用語を定義しており、これに含まれない、

CCV及び CSSに限定的に使用される用語についてはそれぞれ、「N-CV002 用語の

定義」及び「N-CSS001 継手区分の定義」の 2ヶ所に分けて規定に規定していま

す。 

総則において定義の項目を設けているので、「N-CV002 用語の定義」及び「N-CSS001 

継手区分の定義」も「N-0020 定義」に含めることを要望する。 

(b)補助ボイラー及びその附属施設への火技解釈の適用 

「N-HB050 補助ボイラー及びその附属設備の溶接部」は、「発電用火力設備の技術

基準の解釈の一部改正について」（平成 17・12・21 原院第 1 号 平成 17 年 12 月 27

日）の規定を準用するとされているが、当該解釈は平成 25年 5月 17日に廃止され、

「発電用火力設備の技術基準の解釈」（平成 25 年 5 月 17 日付け 20130507 商局第 2

号）（以下「火技解釈」という。）が制定されている。他方、日本機械学会は、「改正

された発電用火力設備の技術基準の解釈で規定されている耐圧試験圧力に改定した。」

 
5技術基準規則第 17 条第 15 号は、「クラス 1 容器、クラス 1 管、クラス 2 容器、クラス 2 管、クラス 3 容

器、クラス 3 管、クラス 4 管及び原子炉格納容器のうち主要な耐圧部の溶接部（溶接金属部及び熱影響部

をいう。） は、次に定めるところによること。」としている。 
6 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(8) 
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としており7、平成 28年の解釈改正が反映されている。古い技術基準の解釈を適用す

る理由について、日本機械学会は、次のように説明している8。 

補助ボイラー及びその附属施設については、火技解釈の引用ではなく、溶接規

格にて本文規定化することも検討しておりますが、まだ方針が定まらず、引き続

き「発電用火力設備の技術基準の解釈」（以下、火技解釈）の引用としています。

補助ボイラー及びその附属施設における、旧改正版と現行版の比較ができてい

ないため、平成 17・12・21制定のものが残存しています。クラス 3相当配管及

びクラス 3相当配管については、耐圧試験圧力だけの改正であったため、補助ボ

イラー及びその附属施設における規定の評価は実施しておりません。 

  溶接規格 2007年版（以下「溶接規格 2007」という。）の技術評価書9において、「「溶

接規格」においては、原子力施設の補助ボイラー及びその付属設備について平成 17

年 12月 27日付け NISA文書「発電用火力設備の技術基準の解釈の一部改正について

（平成 17・12・21 原院第１号）のボイラー等及び熱交換器の規定を準用することを

規定しているが、当該 NISA文書は既に廃止されていることから、「溶接規格」の適用

に当たっては、補助ボイラーにあっては「発電用火力設備の技術基準の解釈（平成 19

年 7 月 10 日付け平成 19・06・06 原院第１号）」に規定する「第 10 章 溶接部」の

「第２節 ボイラー等」、補助ボイラーの附属設備にあっては同「第３部 熱交換器等」

の規定によること、との条件を付すものとする。」としており、溶接規格 2012(2013)

技術評価書においても同様の条件を付している（「４．３．３４ 以前の技術評価に

ついての反映状況」参照）。 

(c)引用年版の適用時期 

「N-0015 引用規格」の表において、№8の JIS Z 2320-1「非破壊試験-磁粉探傷試

験-第 1 部：一般通則」は 2007 年版が適用されているが、その後、2017 年版が発行

されている。一方、№10の JIS Z 2343-1「非破壊試験－浸透探傷試験－第１部：一

般通則：浸透探傷試験方法及び浸透指示模様の分類」は 2017年版が適用されている。

JIS Z 2320-1「非破壊試験-磁粉探傷試験-第 1部：一般通則」の 2017年版と JIS Z 

2343-1「非破壊試験－浸透探傷試験－第１部：一般通則：浸透探傷試験方法及び浸透

指示模様の分類」の 2017年版は同日（2017年 3月 21日）に改正されている。JIS Z 

2320-1「非破壊試験-磁粉探傷試験-第 1部：一般通則」は古い方の年版を適用した理

由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

JIS Z 2320-1は改正点が多く、溶接規格 2020年版発刊時には改正による影響

の評価が完了していなかったため、旧年版のままとしております。なお、溶接規

格 2022年版では JIS Z 2320-1の 2017年版を適用するよう改定しました。 

日本産業標準調査会によれば、「JIS の改正は、技術的動向や市場実態、国際規格

との整合化等の観点から行われ、旧版の JISは効力を持たなくなるため、常に最新版

 
7 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム資料 1-1-4 

12 ページ No.34 
8 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(11) 
9 日本機械学会「発電用原子力設備規格溶接規格」（2007 年版）に関する技術評価書（平成 20 年 10 月原

子力安全・保安院 独立行政法人原子力安全基盤機構） 
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の JISを適用することが望まれます。」とされている。類似する JIS規格の適用年版

は同時に適用することが望まれる。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

①、②、③、⑦ 

○ 「第 10章 コンクリート製原子炉格納容器」及び「第 11章 炉心支持構造物」は、

適用除外とする。 

④、⑤、⑥ 

なし 

変更点以外 

 なし 

 

（６）要望事項 

○ 総則において定義の項目を設けているので、「N-CV002 用語の定義」及び「N-CSS001 

継手区分の定義」も「N-0020 定義」に含めることを要望する。 

 

４．３．２ 溶接部の強度等 

本規格は、溶接部の強度等について、「N-1040 溶接部の強度等」、「N-2040 溶接部の

強度等」、「N-3040 溶接部の強度等」、「N-4040 溶接部の強度等」、「N-5040 溶接部

の強度等」、「N-6040 溶接部の強度等」、「N-7040 溶接部の強度等」、「N-8040 溶接

部の強度等」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.2 溶接部の強度等の変更点」参照） 

① 溶接部は「母材の強度と同等以上の強度を有するもの」から「母材の強度と同等以

上とする」に変更(N-1040 (1)等) 

② 溶接部に「割れがな」いことを追加(N-1040 (2)等) 

③ 溶接金属の区分の A-7 を A-8 に変更し、オーステナイト系ステンレス鋼のデルタ

フェライト量について「適切な量」を追加し、溶加材 R-8及び心線 E-8を追加(N-1040 

(3)等) 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 規定文の表現の仕方について、「・・・すること。」、「・・・しなければならない。」

という規定文は、「・・・する。」という表現に修正するように改定した10。 

② 割れと有害な欠陥は両方があってはならないが、現状の規定の仕方の「又は」であ

ると誤解を招くおそれがあるため修正した（①の理由を含む）11。 

 
10 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№40 
11 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№40 
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③ デルタフェライトに関する規定に関し、溶接金属の区分が A-7に限定されており、

溶加材・ウェルドインサート、心線を使用する溶接が適用外になっていることから、

溶加材・ウェルドインサート、心線も含むよう改定した12。 

 

（３）検討の結果 

① 「N-1040 溶接部の強度等」(1)等の規定は「溶接部は母材と同等以上の強度を有す

るものでなければならない」から「溶接部の強度は母材の強度と同等以上とする」に

変更され、「有するもの」が削除されている。溶接規格 2012（2013）は溶接部につい

て規定しており、溶接部とは溶接金属及び熱影響部を含んだ部分の総称であること

から、溶接金属及び熱影響部は継手の形状に関係なく母材と同等以上の強度が求め

られていた。溶接規格 2020は溶接部の強度について規定しており、溶接部（継手部）

の強度は、「N-1010 溶接部の設計」において、溶接部の設計は設計・建設規格による

こととされている。なお、溶接規格の解説には、以下のように記載されている。 

N-1040 溶接部の強度等 

(解説) 

1. 本文(1)項は，溶接部の強度についての一般的事項についての規定であり，次の

2つに分けて考えることができる。 

① 完成した溶接部の強度 

② 使用される溶接材料の選択 

(1) ①については，機器の全体の強度は，母材と溶接部とで総合的に評価され，強

度計算，応力解析等には母材の強度が用いられるため溶接部は母材の強度と同等

以上の強度を有することが必要である。したがって，これを確認するためにそれ

ぞれの機器区分の溶接部について機械試験の実施を規定している。 

(2) ②については，溶接部の強度は，本規格の規定による機械試験の結果による強

度のみで満足されるとは限らない。例えば，本規格の規定により機械試験を要求

されていない継手があり，また，要求されていても高温用材は常温における強度

のみでは使用状態における評価は困難であり，鋼材の合金成分等によって大きく

左右される。したがって，溶接施工者は溶接部が使用される条件において母材の

必要となる各種の強度と同等以上の強度を有する溶接材料を選定する必要があ

る。 

この変更の妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している13。 

JIS Z 8301：2019規格票の様式及び作成方法により、この文では”もの”を

用いない表現が適切であると判断しました。 

溶接部の強度は、母材の強度と同等以上、とは、溶接開先や寸法を含めた溶接部の

強度確保を求めていることとなり、溶接規格の範疇を超えて設計・建設規格に規定す

べき内容となっていることから、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「溶接部の強度は，母材の強度（母材の強度が異なる場合は，弱い方

の強度）と同等以上とする。」は溶接規格 2012(2013)の規定と同じ「溶接部は，母材

の強度（母材の強度が異なる場合は，弱い方の強度）と同等以上の強度を有するもの

でなければならない。」に読み替える。 

 
12 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：2.№3 
13 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(2) 
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② 割れについて「割れがなく」としたことは、JIS B 8265 (2017)「圧力容器の構造

－一般事項」の「溶接接手は，溶込みが十分で，割れがなく，かつ，有害なアンダｰ

カット，オーバラップ，クレータ，スラグ巻込み，ブローホール，ジグ跡などがない

ように製作する。」と同等であり、割れの存在を許容しないことが明確であることか

ら、変更は妥当と判断する。 

有害なものが「あってはならない」から「ないようにする」への変更については、

禁止事項であったものが、努力義務に緩和されたように読めるが、その理由について、

日本機械学会は、次のように説明している14。 

JIS B 8265(2017)「圧力容器の構造－一般事項」の箇条 6.1.1 c)「溶接継手

は，溶込みが十分で，割れがなく，かつ，有害なアンダｰカット，オーバラップ，

クレータ，スラグ巻込み，ブローホール，ジグ跡などがないように製作する。」

に近い規定文にしております。「する」は指示又は要求を表し「規格に適合する

には厳密にこれにしたがい、これから外れることを認めない。」表現です。従来

より緩和した規定ではありません。 

従来より緩和した規定ではなく、溶接部に割れがあってはならないことを明確に

したものであり、変更は妥当と判断する。 

「N-1040 溶接部の強度等」(2)等の「ないようにする」は規定として適切な表現で

はないことから、「ないものにする」、「ないこと」等に修正することを要望する。 

③ 溶接規格 2012(2013)技術評価書15において、「溶着金属にデルタフェライトが含ま

れる」は「高温割れ防止の観点から溶着金属にデルタフェライトが適切量含まれる」

に読み替えることとされた。これを踏まえ、「溶着金属にデルタフェライトが適切な

量含まれる溶接材料」としたものである。また、デルタフェライトの要求事項は、溶

接金属の区分が A-8になる溶接棒（F-5）及び溶加材若しくはウェルドインサート又

は心線（R-8 及び E-8）にも適用することを明確にしたものであり、変更は妥当と判

断する。 

なお、溶接金属の区分が A-7から A-8へ変更されているが、これについては「４．

３．１８ 溶接施工法確認試験における溶接材料」の（３）⑥において評価する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

① 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

N-1040 溶接部の強度等 

 

(1)溶接部の強度は，母材の

強度（母材の強度が異な

る場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

(1)溶接部は，母材の強度

（母材の強度が異なる場

合は，弱い方の強度）と同

等以上の強度を有するも

のでなければならない。 

N-2040 溶接部の強度等 (1)溶接部の強度は，母材の (1)溶接部は，母材の強度

 
14 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(3) 
15 日本機械学会「発電用原子力設備規格 溶接規格（2012 年版/2013 年追補）」（JSME SNB1-2012/2013）に

関する技術評価書(平成２７年２月 原子力規制委員会) 
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 強度（母材の強度が異な

る場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

（母材の強度が異なる場

合は，弱い方の強度）と同

等以上の強度を有するも

のでなければならない。 

N-3040 溶接部の強度等 

 

(1)溶接部の強度は，母材の

強度（母材の強度が異な

る場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

(1)溶接部は，母材の強度

（母材の強度が異なる場

合は，弱い方の強度）と同

等以上の強度を有するも

のでなければならない。 

N-4040 溶接部の強度等 

 

(1)溶接部の強度は，母材の

強度（母材の強度が異な

る場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

(1)溶接部は，母材の強度

（母材の強度が異なる場

合は，弱い方の強度）と同

等以上の強度を有するも

のでなければならない。 

N-5040 溶接部の強度等 

 

(1)溶接部の強度は，母材の

強度（母材の強度が異な

る場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

(1)溶接部は，母材の強度

（母材の強度が異なる場

合は，弱い方の強度）と同

等以上の強度を有するも

のでなければならない。 

N-6040 溶接部の強度等 

 

(1)溶接部の強度は，母材の

強度（母材の強度が異な

る場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

(1)溶接部は，母材の強度

（母材の強度が異なる場

合は，弱い方の強度）と同

等以上の強度を有するも

のでなければならない。 

N-7040 溶接部の強度等 

 

(1)溶接部の強度は，母材の

強度（母材の強度が異な

る場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

(1)溶接部は，母材の強度

（母材の強度が異なる場

合は，弱い方の強度）と同

等以上の強度を有するも

のでなければならない。 

N-8040 溶接部の強度等 

 

(1)溶接部の強度は，母材の

強度（母材の強度が異な

る場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

(1)溶接部は，母材の強度

（母材の強度が異なる場

合は，弱い方の強度）と同

等以上の強度を有するも

のでなければならない。 

②、③ 

なし 

 

（５）要望事項 

○ 「N-1040 溶接部の強度等」(2)等の「ないようにする」は規定として適切な表現で

はないことから、「ないものにする」、「ないこと」等に修正することを要望する。 

 

４．３．３ 溶接部の機械試験 

４．３．３．１ 機械試験板 

本規格は、溶接部の機械試験の試験板の規定について、「N-1053 溶接部の機械試験」、

「N-2053 溶接部の機械試験」、「N-3053 溶接部の機械試験」、「N-4053 溶接部の機械
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試験」、「N-5053 溶接部の機械試験」、「N-6053 溶接部の機械試験」、「N-7053 溶接

部の機械試験」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.3.1 試験板の変更点」参照） 

① 「機械試験を行い，これに適合する」としていたものを「N-1110 に規定されてい

る判定基準に適合しなければならない。」に変更し、機械試験板の作製要領を「表 N-

X050-3 溶接部の機械試験板の作製要領」として追加（N-1053等） 

② 衝撃試験温度の表のクラス 1 配管、クラス 2 配管及びクラス 3 配管（安全設備の

係るものに限る。）の「溶接の区分」に継手区分 Dを追加（表 N-0030-1） 

③ 溶接部の機械試験板は突合せ溶接部に適用すること及び胴の内径の採り方を追加

（表 N-X050-2） 

④ 機械試験板に関する以下の解説又は注記を規定として追加（表 N-X050-3） 

④-1 試験板の製作における試験板の材料、厚さ及び形状、試験板の製作の優先順位

（「1. 機械試験板の材料及び形状」及び「2.機械試験板の製作の優先順位」） 

④-2 試験板の数における溶接が同一の条件、試験板の製作における試験板の取付

け（「3. 溶接が同一の条件」及び「4.試験板の取付け方法」） 

④-3 試験板の製作における試験板の溶接姿勢、試験板の溶接要領及び試験板の溶

接後の加工、冷間曲げ加工（「5.機械試験板の溶接姿勢」、「6.機械試験板の溶接

要領」、「7.機械試験板の整形」及び「8.冷間曲げ加工」） 

④-4 試験板の製作における溶接後熱処理（「9. 溶接後熱処理」） 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接部の機械試験板の具体的な作製要領は、解説に記載されているが、本文に「表

N-X050-3 溶接部の機械試験板の作製要領」を設け、本文で規定するように改訂する。 

② 「表 N-0030-1 衝撃試験温度」で規定されているクラス 1配管、2配管、3配管の

場合の溶接の区分が、継手区分 A、B、Cになっているが、表 N-0030-1は、「表 N-0030-

1に規定する温度以下で行われた衝撃試験に適合した溶接施工法をクラス 1機器，MC

容器，2 機器及び 3 機器の溶接に使用する。」ということを規定するためのものであ

るため、継手区分 Dの場合の溶接施工法にも適用する必要がある。そのため、「表 N-

0030-1 衝撃試験温度」で規定されているクラス 1配管、2配管、3配管の場合の溶接

の区分に継手区分 Dを追加するように改訂する16。 

③ 「表 N-X050-2 機械試験板」は、突合せ溶接部に対して要求されていることを明確

にした17。 

④ 溶接規格 2012(2013)「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の解説に記載されている

要求事項の記載を、本文で規定するように改訂する18。 

 
16 溶接規格改訂提案 提案番号 W15-17 
17 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№3 
18 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：2.№8 
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（３）検討の結果 

① 「N-1053 溶接部の機械試験」(1)において、溶接規格 2012(2013)では「表 N-X050-

2 溶接部の機械試験板」の「試験板の作成方法」により作製した試験板について、「表

N-X110-2 継手引張試験、型曲げ試験及びローラ曲げ試験」を行い、「これに適合する

もの」とされていたが、溶接規格 2020では「N-1110に規定されている判定基準に適

合する」ことに変更され、「N-1110 機械試験」は(3)において「表 N-X110-2 継手引

張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験」及び「表 N-X110-3 破壊靭性試験」の「判

定基準」に適合していることとされている。「N-1110の規定に適合する」ではなく「N-

1110に規定されている判定基準に適合する」とした理由について、日本機械学会は、

次のように説明している19。 

2012 年版の N-1053 における「これに適合するもの」は、「これ」が指示する

箇所が不明瞭であるため、「判定基準」であることを明確にしました。N-1053の

機械試験の方法に関する要求については、第 1 部-10 頁の N-1110 の(1)及び(2)

にて規定を行っているため、要求事項が変更されたわけではございません。 

「N-1110に規定されている判定基準に適合する」とあるが、「N-1110 機械試験」

の判定基準以外についても適合する必要があることから、変更は妥当とは判断でき

ない。 

したがって、「N-1110に規定されている判定基準に適合」は「N-1110に適合」に読

み替える。 

「表 N-X050-3 溶接部の機械試験板の作製要領」を追加したことについては、③に

おいて評価する。 

「N-1053 溶接部の機械試験」(1)等において、「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」

の「溶接部の区分」に応じ、「試験板の作製方法」に示す方法により試験板を作製す

ると規定しているが、(2)において、機械試験板の作成は「表 N-X050-3 溶接部の機

械試験板の作製要領」にて行うとしており、試験板の作成規定が二つ存在するように

読める。「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の「試験板の作製方法」の意味（試験

板の数を意図しているのか）について、日本機械学会は、次のように説明している20。 

その通りです。ご指摘の通り、表 N-X050-2の「試験板の作製方法」は、「試験

片の数」とする方が意味が明確ですので、今後改定を検討します。 

「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の「溶接部の区分」に応じ、「試験板の作製

方法」に示す試験板の数を満足する数の試験板を作製することが分かるよう、記載を

修正することを要望する。 

なお、日本機械学会の説明において「試験片の数」とあるが、「試験板の数」が適

切である。 

② 「表 N-0030-1 衝撃試験温度」で規定されているクラス 1～3配管の溶接の区分に、

継手区分 Dを追加している。溶接規格 2012（2013）技術評価書の「別記 溶接規格改

 
19 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(5) 
20 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(6) 
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訂において考慮されることが望まれる事項」において、「N-0020 定義(9)には、「溶接

区分 D」として発電用原子力設備の管に管台を取り付ける継手が含まれているが、衝

撃試験温度に関する表（表-N-0030-1）のうち機器区分が「クラス 1 配管、クラス 2 

配管、クラス 3 配管（安全設備の係るものに限る。）」には、継手区分 Dが含まれて

おらず、整合性がない。」21と指摘したことに対する検討結果であり、変更は妥当と判

断する。 

溶接施工法が適用される溶接部は「N-0030 溶接施工法」(1)で「本規格で規定され

る溶接」とされており、衝撃試験についても継手区分 A～Dだけではなく、「表 N-X050-

1 溶接部の非破壊試験」に規定される肉盛座、継手区分 A～D及び前記肉盛座を除く

耐圧部の溶接部、キャノピーシール継手、管と管板の溶接部、クラッド溶接部、ラグ、

ブラケット等の重要なものを取り付ける溶接部等（「表 N-0030-1 衝撃試験温度」の

注書きで除外されるものは除く。）も対象範囲であると読める。継手区分 A～Dに限定

する理由について、日本機械学会は、次のように説明している22。 

クラス 1～3配管の耐圧部である溶接継手については、突合せ溶接を要求する

とともに衝撃試験要求をしています。一方、キャノピーシール継手、管と管板、

クラッド溶接部は強度が要求される溶接部位ではありません。 

ラグ、ブラケット等の重要なものを取り付ける溶接部も衝撃試験を要求しない理

由について、日本機械学会は、次のように説明している23。 

次の理由からラグ、ブラケット等の溶接部に対して衝撃試験を含め機械試験

は、要求していません。 

・機械試験の要求がある溶接部は突合せ溶接である。 

・ラグ、ブラケットの溶接部は、耐圧部に取り付く非耐圧部であり、すみ肉溶接、

T 継手である。 

日本機械学会は、機械試験の要求の観点から衝撃試験の要否を説明しているが、

「表 N-0030-1 衝撃試験温度」は溶接施工法確認試験にも関係している。溶接施工法

において衝撃試験が要求される溶接部は継手区分 A～D だけではなく、「表 N-X050-1

溶接部の非破壊試験」に規定される肉盛座、継手区分 A～D及び前記肉盛座を除く耐

圧部の溶接部（例：伸縮継手との溶接部）、ラグ、ブラケット等の重要なものを取り

付ける溶接部等（「表 N-0030-1 衝撃試験温度」の注書きで除外されるものは除く。）

も対象範囲である。「表 N-0030-1 衝撃試験温度」の「溶接の区分」は対象範囲を明

確にすることを要望する。 

③ 機械試験板は突合せ溶接部に適用し、及び胴の内径の採り方について「表 N-X050-

2 溶接部の機械試験板」の解説に記載されていた内容を本文規定として追加したも

のであり、「電気工作物の溶接の技術基準―省令及び解釈―[解説]」（以下「溶技解釈」

 
21 「３．記載内容の整合性に関する事項」の「（１）衝撃試験温度に関する溶接区分（表 N-0030-1）と定義

(9)（N-0020）の整合性」 
22  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-4：1.(5) 
23 令和６年８月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 1.(5) 
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という。）の「（別表第 23 解説）」の 1.の一部と実質的に同じ内容であり、妥当と判

断する。 

④ 溶接規格 2012(2013)の「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の(注)1.～4.及び（解

説）の内容の一部が、新たに「表 N-X050-3 溶接部の機械試験板の作製要領」として

規定された。 

④-1 試験板の製作における試験板の材料、厚さ及び形状、試験板の製作の優先順位

（「1. 機械試験板の材料及び形状」及び「2.機械試験板の製作の優先順位」）「1. 

機械試験板の材料及び形状」の要領(1)には「機械試験板の材料は，原則として機

械試験板を取り付ける対象となる本体の溶接部の母材と同じ材料とする」とある

が、「ただし，これが困難な場合は，本体の溶接部の母材と同一の規格の材料を使

用してもよい。「同一の規格の材料」とは、「溶接が同一区分の条件」の(2)項の「母

材の区分」で規定されている材料の場合である。」と規定されている。「溶接が同一

区分の条件」とは、項目「3. 溶接が同一の条件」のことを指すかについて、日本

機械学会は、次のように説明している24。 

「溶接が同一区分の条件」とは、項目「3. 溶接が同一の条件」のことという

理解で良いです。表記に不整合が生じているため、今後正誤表の発行もしくは改

定を検討いたします。 

その場合、項目「3. 溶接が同一の条件」の要領「(2)母材の区分」は「1) 表 N-

G01に掲げる P-No.が同一のもの。」とあるが、「表 N-G01 母材の区分」においては

P番号が同じ P-1（炭素鋼）でも引張強さによりグループ番号 1,2,3に区分されて

おり、SS400(グループ番号１)と SB480(グループ番号 2)が「同一の規格の材料」扱

いとなる。「ただし，これが困難な場合は，本体の溶接部の母材と同一の規格の材

料を使用してもよい。「同一の規格の材料」とは，「溶接が同一区分の条件」の(2)

項の「母材の区分」で規定されている材料の場合である。」の妥当性について、日

本機械学会は、次のように説明している25。 

ご指摘のように、SS400(グループ番号１)と SB480(グループ番号 2)は、表記上

は低強度材を本体付試験材として使用可であるように読めますので、今後正誤

表の発行もしくは改定を検討します。 

「1. 機械試験板の材料及び形状」の要領(1)は規定の誤りであり、低強度材を本

体付試験材として使用可能であるように読めることから、妥当とは判断できない。 

したがって、「表 N-X050-3 溶接部の機械試験板の作製要領」1.(1)の「ただし，

これが困難な場合は，本体の溶接部の母材と同一の規格の材料を使用してもよい。

「同一の規格の材料」とは、「溶接が同一区分の条件」の(2)項の「母材の区分」で

規定されている材料の場合である。」は削る。 

要領(3)に示す「図-1 溶接後に加工を行う場合の機械試験板の厚さ」の溶接前の

図は、1枚の試験板に溝加工を行い溶接で埋めるように見える。本体の溶接部とは

 
24 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(25)(a) 
25  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(25)(b) 
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異なる条件であるが、その妥当性について日本機械学会は、次のように説明してい

る26。 

 

図-1に示す図は、機械試験板ではなく、本体（製品）を表しております。当該

図は、本体（製品）の溶接後に図に示した通り、本体（製品）を減厚加工する場

合において、機械試験の種類を決定する際に適用すべき試験板の厚さをどのよ

うに考えるかを規定したものです。 

「図-１ 溶接後に加工を行う場合の機械試験板の厚さ」は、「表 N-X050-3 溶接部

の機械試験板の作製要領」の図であるが、左図は溶接前の開先を示しているので、U

開先の下端に 1 本の縦線があり、左右の本体が突合せ片側溶接される図に訂正する

ことを要望する。また、「図－１ 溶接後に加工を行う場合の機械試験板の厚さ」が本

体(製品)の溶接部を示しているということであれば題目を見直すことを要望する。 

 

また、試験板の厚さが試験の種類に関係するのは、破壊靭性試験と曲げ試験であ

るが、破壊靭性試験の場合は溶接時の厚さとすることも考えられる。さらに熱処理

の時期も関係する。機械試験の種類を決定する際に適用すべき試験板の厚さを「図

１ 溶接後に加工を行う場合の機械試験板の厚さ」としてよい理由について、日本

機械学会は、次のように説明している27。 

内容に間違いはございません。左右の本体が突合せ片側溶接される図への訂

正は正誤表にて対応いたします。機械試験板は、本体（製品）溶接部の機械的性

質を確認するため本体（製品）を模擬した試験板で機械試験を行うためのもので

す。そのため、本体（製品）溶接線の延長線上に取り付けて溶接すると規定して

おり、本体（製品）と同じ工程、同じ条件で製作することを前提としています。 

「表 N-X110-1 機械試験」の(注)6.において、厚さが 16mm未満の溶接部は破壊

靭性試験を必要としないと規定されているが、溶接施工法における母材の厚さは

加工前厚さ Tであり、溶接後熱処理も Tの厚さで条件が決まる（溶接後熱処理前に

減厚加工を行うことは想定されない）。このため、破壊靭性試験が必要な場合には、

加工後の厚さ t ではなく、加工前厚さ T により試験片の採取位置を決めることと

 
26  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(26) 
27 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(26) 
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なる。曲げ試験は厚さ 19mmを閾値として側曲げ試験と裏曲げ試験が規定されてお

り、いずれかが行われる。このため、必ずしも「加工後の厚さｔ」であるとはいえ

ず、妥当とは判断できない。 

したがって、「1. 機械試験板の材料及び形状」の要領「(3)本体の溶接を行った

後に加工を行い，厚さを減じる場合の機械試験の種類を決定する溶接部の厚さ及

び試験板の厚さは，加工後の厚さ tとする。」は削る。 

「2. 機械試験板作製の優先順位」の要領「(2)管の場合」に継手区分 Dの優先順

位が規定されていない。継手区分 Dの優先順位について、日本機械学会は、次のよ

うに説明している28。 

表 N-X050-3における継手区分 Dの優先順位の規定については、今後正誤表の

発行もしくは改定を検討いたします。 

機械試験板作製の優先順位について、「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の解

説に記載されていた内容を本文規定として追加したものであり、溶技解釈の「（別

表第 23 解説）」の 2.「(1)優先順位」と実質的に同じ内容であるが、管の継手区分

Dの優先順位が規定されていないため、妥当とは判断できない。 

したがって、「2. 機械試験板作製の優先順位」の要領(2)に「③管台の継手区分

A ④管台の継手区分 B及び継手区分 C ⑤継手区分 D」を加える。 

④-2 試験板の数における溶接が同一の条件、試験板の製作における試験板の取付け

（「3. 溶接が同一の条件」及び「4.試験板の取付け方法」） 

「3. 溶接が同一の条件」の要領「(1)溶接施工法」は「溶接施工法確認試験「WP-

300 確認事項」の規定による確認事項の区分が同一のもの」と規定されている。

「WP-300 確認事項」の「確認事項の区分」とは何か、日本機械学会は、次のよう

に説明している29。 

「表 WP-300-1」、「表 WP-300-2」、「表 WP-300-3」の各表における”確認項目”

欄に記載の項目に基づく区分を指します。 

「確認項目」と「確認事項」の統一については、現在改定検討を実施中です。 

「確認事項の区分」が「確認項目」と同じであるか不明確であることから、妥当

とは判断できない。 

したがって、「3. 溶接が同一の条件」の要領「(1)溶接施工法」の「溶接施工法

確認試験「WP-300 確認事項」の規定による確認事項の区分が同一のもの」は「溶

接施工法確認試験「WP-300 確認項目」の規定による確認項目の区分が同一のもの」

と読み替える。 

また、「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」に規定する特殊技能の区分

が考慮されていない妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している30。 

 
28  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(27) 
29  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(28)(a) 
30 令和６年６月 14 日受領資料（URL）：2.1(28)(b) 
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機械試験板における評価対象は溶接部の機械的性能（引張強さ、吸収エネルギ

ーなど）です。溶接部の機械的性能は、特殊技能を持った溶接技能者が健全な（溶

接技能者の技量に起因した溶接欠陥のない）溶接施工がなすことを前提として

評価します。 

機械試験板は本体の溶接部と同一の条件で溶接されることが必要である。溶接規

格 2012(2013)で溶接方法の区分に含まれていた Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用

いない片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接））、TF

（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用

いるもの））、Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））が溶接規格 2020の「表

WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」に示す特殊技能の区分に移行されているの

で、「WP-300 確認項目」に規定する確認項目だけで同一の溶接条件を確保することは

できない。これについて、日本機械学会は、次のように説明している31。 

対象継手の溶接施工法および継手設計に適応した、第 3 部の溶接士技能を持

つ技能者（これには、Ao,TB,TF,TFB,Moの特殊技能も含みます）が施工することを

前提として、第 2部の WP-300の溶接施工法における確認事項の区分が同一のも

のという意図の規定となっております。溶接施工法としての Ao, TF ,TFB,Mo は

第 3部に移行したものではなく、第 2部の A,T,Mに含まれます。 

これについては「４．３．１６ 溶接施工法確認試験における溶接方法と溶接方

法の区分」（３）③において評価する。 

要領「(2)母材の区分」は 1)のただし書で「P-11A（合金鋼）については,グルー

プ番号ごとの区分とする。」と規定しているが、「表 N-G01 母材の区分」には、P-

11A（Ni公称成分が 3.50%を超え 9.0%以下、合金鋼）のほかに P-1（炭素鋼）、P-3

（Mo鋼）、P-4（Cr-Mo鋼、ただし Cr+Mo の公称成分量が 2.75％以下）及び P-5（Cr-

Mo鋼、ただし Cr+Moの公称成分量が 2.75％を超え 12％以下）にもグループ番号で

細区分されている。溶接規格 2012(2013)技術評価書の「５．１．２．２ 解説から

本文への移行の検討を要望するもの」(1)において、火技解釈では「母材の区分は 

P-11A の他に P-3 及び P-5 についてもグループ番号に細区分されているので「P-

11A(合金鋼)」は「P-3、P-5又は P-11A」に読み替える。」と規定していたものに

ついて、「機械試験板が対象とする溶接部を代表できるものとするための製作上の

重要事項であるので本文扱いとすることを検討することが望ましい。」としたが、

改定に反映されていない。溶接規格 2020の「表 N-G01 母材の区分」は、さらにグ

ループ番号による細区分に P-1及び P-4が加わっている。以上により、「P-11A(合

金鋼)」だけを規定することは、妥当とは判断できない。 

したがって、「3. 溶接が同一の条件」の要領「(2)母材の区分」の 1)の「ただし，

P-11A（合金鋼）については,グループ番号ごとの区分とする。」は、「P-1（炭素鋼），

P-3（Mo鋼），P-4（Cr-Mo鋼。ただし Cr+Moの公称成分量が 2.75％以下の場合に限

る。），P-5（Cr-Mo鋼。ただし Cr+Moの公称成分量が 2.75％を超え 12％以下の場合

 
31 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(28) 
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に限る。）又は P-11A（Ni 鋼であって Ni 公称成分量が 3.50%を超え 9.0%以下のも

の及び最小引張強さが 660MPa 以上 730MPa 以下の合金鋼に限る。）については,グ

ループ番号ごとの区分とする。」に読み替える。 

要領「(2)母材の区分」は「2)破壊靱性試験を必要とする場合は，(略)設計・建

設規格で規定されている母材の吸収エネルギーの値が同一のものの区分とする」

と規定されている。「設計・建設規格で規定されている母材の吸収エネルギーの値」

とは何かについて、日本機械学会は、次のように説明している32。 

設計・建設規格 付録材料図表（2008 年以降、材料規格に分けられた）に吸

収エネルギーが記載されていた前提の記述となっておりますが、現在は母材ご

との吸収エネルギーは削除されていますので、正誤表による修正をいたします。

「設計・建設規格で規定されている母材の吸収エネルギーの値」は、表 WP-520-

2「溶接部の吸収エネルギー」と同値ですので、表 WP-520-2の値を適用します。 

「(2)母材の区分」は溶接部の区分ではないので、「表 WP-520-2 溶接部の吸収エネ

ルギー」を引用するとの説明は適切でない。設計・建設規格 2020 においては、厚さ

が 63mm以下の材料の場合は「PVE-2331.2 衝撃試験」(2)、厚さが 63mmを超える材料

の場合は「PVE-2333.2 衝撃試験」に吸収エネルギーが規定されており、材料の最小

降伏点に基づいた吸収エネルギーの判定基準が「表 PVE-2331.2-2 吸収エネルギーの

判定基準」及び「表 PVE-2332-2 吸収エネルギーの判定基準」に記載されている33。

「設計・建設規格で規定されている母材の吸収エネルギーの値」とは「表 PVE-2331.2-

2 吸収エネルギーの判定基準」及び「表 PVE-2332-2 吸収エネルギーの判定基準」の

ことと思われる。設計・建設規格等の他規格を引用する場合は、規定番号を明確にす

ることが望まれる。 

  要領「(5)溶接姿勢」は「溶接を行う際の溶接姿勢の区分は問わない」と規定され

ている。しかし、「第 2部 溶接施工法確認試験」の「表 WP-300-1 溶接方法別の確認

項目」では「衝撃試験が要求される場合」に衝撃試験温度のほかにも「層」、「溶接姿

勢」、「パス間温度」、「溶接入熱」が確認項目に規定されている。「溶接姿勢の区分は

問わない」とすることの妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している
34。 

製品溶接部の機械的性能は、溶接施工法試験の認証に基づき網羅的に保証さ

れます。製品の溶接部に対して要求される機械試験板は、前述の溶接施工法試験

に基づく保証に追加して、実際の製品の溶接部に対しても評価をすることが目

的でありますが、この試験で全ての溶接部の機械的性能を網羅的に確認する意

図はなく、代表されるものに対して付加的に確認する（部分的なサンプリング）

位置づけで実施されます。 

 
32 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(29) 
33 「PVE-2333.2 衝撃試験」の「ただし、SM400B、SM400C、SLA325A、SLA325B 及び SCPH61は材料の最小降

伏点にかかわらず、3 個の平均は 27J 以上、最小値は 21J以上とする。」は「PVE-2331.2 衝撃試験」(2)に

適用されない。 
34  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(30) 
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したがいまして、網羅性を担保する目的の溶接施工法試験と部分的なサンプ

リングを目的とする機械試験板では、後者の方が選択のメッシュが粗くなりま

す。 

ここで、「3.溶接が同一の条件」とは、一定程度の頻度で機械試験板の対象と

してサンプリングされる製品の溶接部のサンプリング条件を示しております。

当該サンプリングの条件として、「層」「溶接姿勢」「パス間温度」「溶接入熱」ま

では考慮不要と考えます。 

機械試験板は当該容器又は管について 1 個（溶接が同一の条件で行われない場

合は、条件の異なる部分ごとに 1個）を原則としており、サンプリングではない。

溶接施工法の確認項目において、機械試験の結果に影響する可能性がある衝撃試

験に関する確認項目も同一の条件で行われる必要がある。しかし、衝撃試験が要求

される場合について規定していないため、妥当とは判断できない。 

したがって、「3. 溶接が同一の条件」の要領「(5)溶接姿勢」の「溶接を行う際

の溶接姿勢の区分は，問わない。」は「溶接を行う際の溶接姿勢の区分は，問わな

い。ただし、衝撃試験が要求される場合には，溶接施工法における「溶接姿勢」

と同一の溶接姿勢とする。当該容器又は管に複数の溶接姿勢が組み合わされる場

合の機械試験板の溶接姿勢は立向上進姿勢、管の場合は水平固定とする。」に読み

替える。 

要領「(6)溶接後熱処理」は「保持温度の計画値が同一のもの。この場合，保持

時間，加熱速度及び冷却速度は問わない」と規定されている。「保持時間は問わな

い」とすることの妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している35。 

製品溶接部の機械的性能は、溶接施工法試験の認証に基づき網羅的に保証さ

れます。製品の溶接部に対して要求される機械試験板は、前述の溶接施工法試験

に基づく保証に追加して、実際の製品の溶接部に対しても評価をすることが目

的でありますが、この試験で全ての溶接部の機械的性能を網羅的に確認する意

図はなく、代表されるものに対して付加的に確認する（部分的なサンプリング）

位置づけで実施されます。 

したがいまして、網羅性を担保する目的の溶接施工法試験と部分的なサンプ

リングを目的とする機械試験板では、後者の方が選択のメッシュが粗くなりま

す。 

ここで、「3.溶接が同一の条件」とは、一定程度の頻度で機械試験板の対象と

してサンプリングされる製品の溶接部のサンプリング条件を示しております。

当該サンプリングの条件として、「溶接後熱処理の保持時間」までは考慮不要と

考えます。 

前述の通り、機械試験板は当該容器又は管について 1個（溶接が同一の条件で行

われない場合は、条件の異なる部分ごとに 1個）を原則としており、サンプリング

ではない。溶接施工法確認試験において、溶接後熱処理を行う場合は保持温度の下

 
35  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(31) 
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限及び溶接部の厚さの最小保持時間の組合せを 1 区分としているが、保持時間に

ついて規定していないため、妥当とは判断できない。 

したがって、「(6)溶接後熱処理」の「保持温度の計画値が同一のもの。この場合，

保持時間，加熱速度及び冷却速度は問わない。」は「保持温度の計画値が同一であ

って中間熱処理を含めた保持時間の合計が最長のもの。この場合，加熱速度及び冷

却速度は問わない。」に読み替える。 

機械試験板は本体と同時に溶接するのが原則であるが、「4. 機械試験板の取付

け方法」の要領(1)は継手区分 A（長手継手）で本体と別個に置いてもよい場合と

して次の 1)～4)を掲げている。 

1)機械試験板を取り付ける対象となる本体の溶接部であって，溶接が完了する以

前に他の部材を取り付ける必要がある場合 

2)本体の溶接部の裏はつりや裏側からの溶接等のために反転する必要があり，そ

の際に機械試験板が障害となる場合 

3)試験板の位置が高くなり，溶接を行う場合に不安定となる場合 

4)その他本体に取り付けることが，著しく困難な場合 

  1）は工程管理により、2)は反転ではなく回転させることにより対応が可能で

ある。また、3)は本体の溶接に懸念があり、4)は「著しく困難な場合」が具体的

でない。 

1)～4)の具体例について、日本機械学会は、次のように説明している36。 

1)（具体例） 

円筒胴長手溶接継手が機械試験板の対象継手であった場合で、長手溶接を途

中段階まで進め、その段階で他の円筒胴との周溶接を途中段階の長手溶接に先

行して実施する場合。 

 

2)（具体例） 

図のような円錐（コニカル）形状の胴長手が機械試験板の対象継手でマニプレ

ータによる自動溶接をする場合に、機械試験板と溶接装置が干渉して機械試験

板の溶接が同時に出来ない。 

 
36  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(32) 
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3)（具体例） 

図のような状況で、機械試験板を本体に取り付けた場合に、溶接時に不安定と

なる場合。 

 

4)（具体例） 

1)～3)以外の状況で、個別に作業が難しいと判断出来る場合。 

 

1)の図は円錐胴の長手継手であるが、説明は円筒胴としている。長手継手の途中段

階で周継手溶接を行うとしているが、図に示すような複数の板を組み合わせて円錐

胴にする場合に、端部を面一にそろえることは難しく、組み立て後に周継手の開先加

工を行うと推定される。長手継手と周継手の T字交差部は、開先形状が他の部位と異

なるので、開先面を改造したことになり、品質が確保されるとはいえず、工程管理で

解決されるべきものである。 

2)は本体を反転する際に機械試験板が障害となる場合であるが、2)の図は円錐胴

の小径端に機械試験板を取り付けており、自動溶接機が小径端側に干渉するとのこ

とであり、反転作業での障害の説明になっていない。機械試験板の取付位置を大径端

側にすれば自動溶接機の干渉の問題は解決すると思われるので本体と別個に置いて

もよい場合とはいえない。 

3)の図はあらかじめ鏡板に機械試験板を取り付ける必要があり、その拘束部材

が存在するはずである。外側溶接から内側溶接に移行する際に拘束部材を取り外

さなければ、機械試験板が不安定になることはない。 

4)は別個にしなければ作業が難しい事例が想定できない。 

長手継手に対する機械試験板は溶接作業が本体と連続するように取り付けるこ

とで、当該長手継手の溶接部と機械試験板の溶接部とが同じものであることを確

保している。この原則は守る必要があり安易に別個に置くべきでない。周継手につ
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いては、別個に置く以外に手段がないため、許容している37。以上により、本体と

別個に置いてもよいとすることは、妥当とは判断できない。 

したがって、「4. 機械試験板の取付け方法」の(1)の「継手区分 Aの場合は，原

則として機械試験板を本体の溶接線の延長線上に取り付ける。ただし，次に示す場

合は，本体と別個に置いてもよい。」は「継手区分 Aの場合は，原則として機械試

験板を本体の溶接線の延長線上に取り付ける。」に読み替え、1)から 4)までは削る。 

④-3 試験板の製作における試験板の溶接姿勢、試験板の溶接要領及び試験板の溶接

後の加工、冷間曲げ加工（「5.機械試験板の溶接姿勢」、「6.機械試験板の溶接要領」、

「7.機械試験板の整形」及び「8.冷間曲げ加工」） 

「5.機械試験板の溶接姿勢」の要領(2)において「試験板を本体と別個に溶接部

の付近に置く場合は，試験板を取り付ける対象となる本体の溶接部と同じ姿勢で

行う。」と規定しているが、溶接規格 2012(2013)技術評価書の「５．１．２．２ 解

説から本文への移行の検討を要望するもの」(1)において「5)試験板の溶接姿勢 b)

に記載する「なお、試験板が代表する本体の溶接部の溶接姿勢が 2種類以上となる

場合の試験板の溶接姿勢は、その中で最も厳しい姿勢で行うこととし、その順序は、

上向(o)、立向(v)、横向(h)、下向(f)の順とする。」は、「機械試験板が対象とする

溶接部を代表できるものとするための製作上の重要事項であるので本文扱いとす

ること」を要望していた。日本機械学会は、「表 N-X050-3 溶接部の機械試験板の

作製要領」を追加した理由として「「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の解説に

記載されている要求事項の記載を、本文で規定化するように改訂する。」としてい

るが、「機械試験板が対象とする溶接部を代表できるものとするための製作上の重

要事項」を規定せず、解説に残したことは、妥当とは判断できない。 

したがって、「5.機械試験板の溶接姿勢」(2)の末尾に「なお、試験板が代表する

本体の溶接部の溶接姿勢が 2 種類以上となる場合の試験板の溶接姿勢は、その中

で最も厳しい姿勢で行うこととし、その順序は、上向(o)、立向(v)、横向(h)、下

向(f)の順とする。」を加える。 

「8. 冷間曲げ加工」の要領にコンクート製原子炉格納容器の場合が追加された

が、クラス 2、3機器にも破壊靭性試験を行う場合がある。クラス 2、3機器に係る

規定がないことの妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している38。 

クラス 1機器は特に重要な機器であるので規定しています。 

クラス 2 容器及びクラス 3 容器については、溶接部を含む部材の冷間加工の

ニーズを踏まえ、今後の改定を検討いたします。 

「8. 冷間曲げ加工」は、クラス 2 容器及びクラス 3容器への適用について検討

することを要望する。 

④-4 試験板の製作における溶接後熱処理（「9. 溶接後熱処理」） 

 
37 円筒胴を半割にしたような状態で先に周継手を溶接すれば、機械試験板を本体に連続するように取り付

けることができるが、長手継手が周継手と交差する形となるので溶接継手の設計として推奨できるもので

はない。 
38  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(33) 
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「9. 溶接後熱処理」の要領(2)において「機械試験板の溶接部は，原則として機

械試験板を取り付ける対象となる本体の継手の溶接部と同時に溶接後熱処理を行

う。ただし，同時に行うことが困難な場合は，別個に行ってもよい。」としている。

熱処理炉を使わない局部加熱による溶接後熱処理は「同時に行うことが困難な場

合」に該当すると思われるが、これ以外に事例があるのかについて、日本機械学会

は、次のように説明している39。 

熱処理を実施する工場の熱処理炉の炉内有効寸法（熱処理温度のコントロー

ルを保証する範囲）に対して、機械試験板を取り付けた本体を含む形状が、そこ

から逸脱する場合などで、設備の寸法上の制約で本体に機械試験板を取り付け

た状態で同時に熱処理を実施することが困難だと判断できる場合が想定されま

す。 

要領(2)の規定は「機械試験板を取り付ける対象となる本体の継手の溶接部と同時

に溶接後熱処理を行う」としており、本体に機械試験板を取り付けた状態で同時に熱

処理を実施することは要求していない。この点において、本体よりも機械試験板の方

が大きく熱処理炉に機械試験板が入らない場合は別であるが、通常は本体の横に機

械試験板を置き溶接後熱処理すればよいので、「同時に行うことが困難な場合」に該

当するものは局部加熱による溶接後熱処理のほかにはないといえる。なお、数回にわ

たって同時に溶接後熱処理を行った結果、本体の継手と機械試験板の継手の累積保

持時間の差が大きくなり、最終溶接後熱処理の保持時間で両者を調整することも考

えられる。 

「9. 溶接後熱処理」要領(2)の規定は、機械試験板と本体の継手の溶接部とを同

時に溶接後熱処理を行うことが困難な場合について、明確にすることを要望する。 

  要領(3)「2)保持時間」②において、「本体の継手区分 Aの溶接部とこれ以外の継

手の溶接部との溶接後熱処理及び機械試験を別個に行う場合の当該継手区分 A を

代表する試験板の保持時間は，その後に行う本体の継手区分 A 以外の溶接後熱処

理による保持時間も考慮して決定する。」としている。この「溶接後熱処理」及び

「機械試験」を別個に行うとは、どのような意味かについて、日本機械学会は、次

のように説明している40。 

溶接試験板を取付ける計画で、①本体の継手区分 Aの溶接部と、②本体で他の

継手区分の溶接部がある場合で、次の様な製作手順が想定される場合、 

＜製作手順＞ 

(1)本体溶接①⇒(2)溶接後熱処理①⇒(3)本体溶接②⇒(4)溶接後熱処理② 

上記の場合において、各溶接継手に対しては以下の溶接後熱処理が実施され

る。 

本体溶接①： 溶接後熱処理①＋溶接後熱処理② 

本体溶接②： 溶接後熱処理② 

 
39  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(34) 
40  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(35) 
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溶接①及び、溶接②はそれぞれに異なる溶接後熱処理の履歴を受けるため、機

械試験板に対しても別個の溶接後熱処理及び機械試験を行うという意味です。 

また、表 N-X050-3 溶接部の機械試験板の作製要領（解説）1. (6) 2) d)に

も例を記載しております。 

「9. 溶接後熱処理」要領(3)「2)保持時間」②には、「溶接後熱処理及び機械試

験を別個に行う」とあるが、そもそも溶接後熱処理と機械試験は別個に行われるも

のである。このため、「溶接後熱処理及び機械試験を別個に行う」との規定は意味

をなさず、「機械試験」は「機械試験板の溶接後熱処理」と思われることから、妥

当とは判断できない。 

したがって、「9. 溶接後熱処理」要領(3)「2)保持時間」②の「本体の継手区分

A の溶接部とこれ以外の継手の溶接部との溶接後熱処理及び機械試験を別個に行

う場合」は「本体の継手区分 Aの溶接部とこれ以外の継手の溶接部との溶接後熱処

理及び当該本体の機械試験板の溶接後熱処理を別個に行う場合」に読み替える。 

「9. 溶接後熱処理」要領(3) は、「本体の継手の溶接部と別個に機械試験板の溶接

部の溶接後熱処理を行う場合」の規定で、(2)の「ただし，同時に行うことが困難な

場合は，別個に行ってもよい。」を受けた規定であるので、それが明確になるよう修

文することを要望する。 

また、要領(3)「2)保持時間」②において、継手区分 Aの溶接後熱処理の保持時

間について、「なお、この場合において，その後に行う本体の溶接後熱処理を局部

加熱で行う場合は，考慮しなくてもよい」とし、「表 N-X050-3 溶接部の機械試験

板の作製要領」（解説）「2)保持時間」d)において「局部加熱により継手区分 Bの溶

接後熱処理を行う場合は，影響する当該継手区分 Aの範囲が小さいため」とされて

いるが、この場合、機械試験板は当該継手区分 Aの一部の保持時間を代表できない

ことになる。局部加熱の保持時間を考慮不要とすることの妥当性41について、日本

機械学会は、次のように説明している42。 

製品溶接部の機械的性能は、溶接施工法試験の認証に基づき網羅的に保証さ

れます。製品の溶接部に対して要求される機械試験板は、前述の溶接施工法試験

に基づく保証に追加して、実際の製品の溶接部に対しても評価をすることが目

的であるが、この試験で全ての溶接部の機械的性能を網羅的に確認する意図は

なく、代表されるものに対して付加的に確認する（部分的なサンプリング）位置

づけで実施されます。したがいまして、網羅性を担保する目的の溶接施工法試験

と部分的なサンプリングを目的とする機械試験板では、後者の方が選択のメッ

シュが粗くなります。 

ご指摘の通り、継手区分 Aの一部は継手区分 Bの局部熱処理により、一部がそ

の影響を受けるが、これらの効果に対する機械的性能担保の網羅性については、

 
41 「解説図 表 N-X050-3-3 機械試験板の溶接後熱処理の保持時間」は異なる長手継手を同じ継手区分○Ａで

表しており、各継手の累積保持時間と試験板の保持時間の妥当性が不明である。 
42 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考
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溶接施工法試験において担保されおり、その点においては機械的性能は保証さ

れます。 

機械試験板は、前述の通りサンプリング的な位置づけであり、全ての条件を網

羅することに対して配慮しておりません。 

前述のとおり、機械試験板は当該容器又は管について 1個（溶接が同一の条件で

行われない場合は、条件の異なる部分ごとに 1個）を原則としており、サンプリン

グではない。日本機械学会の説明のうち、溶接施工法確認試験における機械的性能

担保の網羅性については、母材の区分が同一であれば製品溶接部の母材と前記確

認試験での試験板が同じである必要はないことから、直接的な保証にはなってお

らず、妥当とは判断できない。 

したがって、「9. 溶接後熱処理」要領(3)「2)保持時間」②の「なお，この場合

において，その後に行う本体の溶接後熱処理を局部加熱で行う場合は，考慮しなく

てもよい。」は削る。 

なお、「解説図 表 N-X050-3-3 機械試験板の溶接後熱処理の保持時間」において、

炉内熱処理の場合の保持時間は長手継手 Aが 2時間、周継手 Bが 1時間とあるが、

長手継手 A の 2 時間は当該継手単独の保持時間 1 時間と周継手の保持時間 1 時間

の合計のことである。機械試験板の対象継手を長手継手 A とした場合に保持時間

を 3h としているが、2 時間でよいはずである。周継手 B が局部熱処理の場合に長

手継手 A の保持時間を 2 時間としているのは、当該継手単独の保持時間 1 時間と

局部的に周継手の保持時間 1時間を受けるからである。これを踏まえ、「解説図 表

N-X050-3-3 機械試験板の溶接後熱処理の保持時間」の見直しを要望する。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)安全設備の範囲に関する規定 

溶接規格 2012(2013)の「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の(注)5.（安全設備の

範囲に関する規定）は、技術基準規則第 2 条第 2 項第 9 号と整合していないことか

ら、技術基準規則解釈の「別記－５ 日本機械学会「溶接規格」等の適用に当たって」

（以下「別記－５」という。）において適用除外としているが、同じものが「表 N-X050-
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2 溶接部の機械試験板」に(注)3.として規定されている43。その理由について、日本

機械学会は、次のように説明している44。 

ご指摘の事項については、改定検討を実施中です。 

「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」（注）3.は、技術基準規則第 2 条第 2 項第 9

号と整合していないことから、削る。 

なお、「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」については、溶接規格 2007技術評価書

において、クラス 2容器、及びクラス 3容器（安全設備に属するものに限る。）の胴

の内径が 600mmを超えるものについては、「試験実績の結果、不合格がない」ことを

もって試験板を作成しないことは妥当ではないとして、「クラス 2容器、及びクラス

３容器（安全設備に属するものに限る。）の胴の内径が 600mmを超えるものについて

は、同表のクラス 1容器と同様に試験板を作成すること。」との適用に当たっての条

件を付している。（「４．３．３４ 以前の技術評価についての反映状況」参照）。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

①、④ 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

N-1053 溶接部の機械試

験 

 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ

同表の「試験板の作製方法」

に示す方法により作製した

試験板について機械試験を

行い，N-1110に規定されて

いる判定基準に適合しなけ

ればならない。 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ

同表の「試験板の作製方法」

に示す方法により作製した

試験板について機械試験を

行い，N-1110に適合しなけ

ればならない。 

N-2053 溶接部の機械試

験 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ

同表の「試験板の作製方法」

に示す方法により作製した

試験板について機械試験を

行い，N-2110に規定されて

いる判定基準に適合しなけ

ればならない。 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2 の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ同

表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試

験板について機械試験を行

い，N-2110 に適合しなけれ

ばならない。 

N-3053 溶接部の機械試

験 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ

同表の「試験板の作製方法」

に示す方法により作製した

試験板について機械試験を

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2 の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ同

表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試

験板について機械試験を行

 
43 第１回会合資料 1-1-4の 35頁「2012 年版/2013 年追補の技術評価に対する検討中案件」に№３「安全設

備の定義」には、「今後検討」とされている。 
44 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：1.(3) 
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行い，N-3110に規定されて

いる判定基準に適合しなけ

ればならない。 

い，N-3110 に適合しなけれ

ばならない。 

N-4053 溶接部の機械試

験 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050・2の「溶接

部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「試験板の作製方

法」に示す方法により作製

した試験板について機械試

験を行い，N-4110に規定さ

れている判定基準に適合し

なければならない。 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050・2の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ同

表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試

験板について機械試験を行

い，N-4110 に適合しなけれ

ばならない。 

N-5053 溶接部の機械試

験 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ

同表の「試験板の作製方法」

に示す方法により作製した

試験板について機械試験を

行い，N-5110に規定されて

いる判定基準に適合しなけ

ればならない。 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2 の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ同

表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試

験板について機械試験を行

い，N-5110 に適合しなけれ

ばならない。 

N-6053 溶接部の機械試

験 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ

同表の「試験板の作製方法」

に示す方法により作製した

試験板について機械試験を

行い，N-6110に規定されて

いる判定基準に適合しなけ

ればならない。 

(1)突合せ溶接による溶接部

は，表 N-X050-2 の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ同

表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試

験板について機械試験を行

い，N-6110 に適合しなけれ

ばならない。 

N-7053 溶接部の機械試

験 

(1) 突合せ溶接による溶接部

は，表 N—X050-2 の「溶接

部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「試験板の作製方

法」に示す方法により作製

した試験板について機械試

験を行い，N-7110に規定さ

れている判定基準に適合し

なければならない。 

(1) 突合せ溶接による溶接部

は，表 N—X050-2 の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ同

表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試

験板について機械試験を行

い，N-7110 に適合しなけれ

ばならない。 

表 N-X050-3 溶接部の機

械試験板の作製要領 

 

項

目 

要領 

1. 

機

械

試

験

板

の

(1)機械試験板の材料

は，原則として機械

試験板を取り付け

る対象となる本体

の溶接部の母材と

同じ材料とする。 

ただし，これが困

項

目 

要領 

1. 

機

械

試

験

板

の

(1)機械試験板の材料

は，原則として機械

試験板を取り付け

る対象となる本体

の溶接部の母材と

同じ材料とする。 
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材

料

及

び

形

状 

難な場合は，本体の

溶接部の母材と同

一の規格の材料を

使用してもよい。 

「同一の規格の

材料」とは，「溶接

が同一区分の条件」

の(2)項の「母材の

区分」で規定されて

いる材料の場合で

ある。 

(2)（略） 

(3)本体の溶接を行っ

た後に加工を行い，

厚さを減じる場合

の機械試験の種類

を決定する溶接部

の厚さ及び試験板

の厚さは，加工後の

厚さ tとする。 
 

材

料

及

び

形

状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)（略） 
 

項目 要領 

2. 機

械 試

験 板

作 製

の 優

先 順

位 

(2)管の場合 

①継手区分 A 

②継手区分 B及び

継手区分 C 

 

項目 要領 

2.機

械試

験板

作製

の優

先順

位 

(2)管の場合 

①継手区分 A 

②継手区分 B 及び

継手区分 C 

③管台の継手区分

A 

④管台の継手区分

B 及び継手区分

C 

⑤継手区分 D 
 

項目 要領 

3.溶

接が

同一

の条

件 

(1)溶接施工法 

溶接施工法確認

試験「WP-300 確認

事項」の規定による

確認事項の区分が

同一のもの。 

(2)母材の区分 

1) 表 N-GO1 に掲

げる P-No.が同

一のもの。ただ

し，P-llA(合金

鋼）については，

グループ番号ご

との区分とす

る。 

 

項目 要領 

3.溶

接が

同一

の条

件 

(1)溶接施工法 

溶接施工法確認

試験「WP-300 確認

項目」の規定による

確認項目の区分が

同一のもの。 

(2) 母材の区分 

1) 表 N-GO1 に掲

げる P-No.が同

一のもの。ただ

し，P-1（炭素

鋼），P-3（Mo鋼），

P-4（Cr-Mo鋼。

ただし Cr+Mo の

公称成分量が

2.75％以下の場

949



 

718 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2)(略) 

(3)、(4)（略） 

(5)溶接姿勢 

溶接を行う際の

溶接姿勢の区分は，

問わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)溶接後熱処理 

保持温度の計画

値が同一のもの。 

この場合，保持時

間，加熱速度及び冷

却速度は問わない。 
 

合に限る。），P-

5（Cr-Mo鋼。た

だし Cr+Mo の公

称 成 分 量 が

2.75 ％ を 超 え

12％以下の場合

に限る。）又は P-

11A（Ni鋼であっ

て Ni 公称成分

量が 3.50%を超

え 9.0%以下のも

の及び最小引張

強さが 660MPa

以上 730MPa 以

下の合金鋼に限

る。）について

は,グループ番

号ごとの区分と

する。 

2)(略) 

(3)、(4)（略） 

(5)溶接姿勢 

溶接を行う際の

溶接姿勢の区分は，

問わない。 

ただし，衝撃試験

が要求される場合

には，溶接施工法に

おける「溶接姿勢」

と同一の溶接姿勢

とする。当該容器又

は管に複数の溶接

姿勢が組み合わさ

れる場合の機械試

験板の溶接姿勢は

立向上進姿勢，管の

場合は水平固定と

する。 

(6)溶接後熱処理 

保持温度の計画

値が同一であって

中間熱処理を含め

た保持時間の合計

が最長のもの。 

この場合，加熱速

度及び冷却速度は

問わない。 
 

項目 要領 

4.機 (1)継手区分 A の場

項目 要領 

4. (1)継手区分 A の場
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械試

験板

の取

付け

方法 

合は，原則として

機械試験板を本体

の溶接線の延長線

上に取り付ける。

ただし，次に示す

場合は，本体と別

個に置いてもよ

い。 

1)機械試験板を取

り付ける対象と

なる本体の溶接

部であって，溶

接が完了する以

前に他の部材を

取り付ける必要

がある場合 

2) 本体の溶接部

の裏はつりや裏

側からの溶接等

のために反転す

る必要があり，

その際に機械試

験板が障害とな

る場合 

3)試験板の位置が

高くなり，溶接

を行う場合に不

安定となる場合 

4)その他本体に取

り付けること

が，著しく困難

な場合 
 

機械

試験

板の

取付

け方

法 

合は，原則として

機械試験板を本体

の溶接線の延長線

上に取り付ける。 

 

項目 要領 

5.機

械試

験板

の溶

接姿

勢 

(2)試験板を本体と

別個に溶接部の

付近に置く場合

は，試験板を取り

付ける対象とな

る本体の溶接部

と同じ姿勢で行

う。 
 

項目 要領 

5.機

械試

験板

の溶

接姿

勢 

(2)試験板を本体と

別個に溶接部の

付近に置く場合

は，試験板を取り

付ける対象とな

る本体の溶接部

と同じ姿勢で行

う。なお、試験板

が代表する本体

の溶接部の溶接

姿勢が 2 種類以

上となる場合の

試験板の溶接姿

勢は、その中で最

も厳しい姿勢で

行うこととし、そ
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の順序は、上向

(o)、立向(v)、横

向(h)、下向(f)の

順とする。 
 

項目 要領 

9. 

溶接

後熱

処理 

(3)（略） 

1)保持温度 

（略） 

2)保持時間 

①（略） 

② 本体の継手区分

Aの溶接部とこれ

以外の継手の溶

接部との溶接後

熱処理及び機械

試験を別個に行

う場合の当該継

手区分 A を代表

する試験板の保

持時間は，その後

に行う本体の継

手区分 A 以外の

溶接後熱処理に

よる保持時間も

考慮して決定す

る。 

なお，この場合に

おいて，その後に

行う本体の溶接

後熱処理を局部

加熱で行う場合

は，考慮しなくて

もよい。 
 

項目 要領 

9. 

溶接

後熱

処理 

(3)（略） 

1)保持温度 

（略） 

2)保持時間 

①（略） 

② 本体の継手区分

Aの溶接部とこれ

以外の継手の溶

接部との溶接後

熱処理及び当該

本体の機械試験

板の溶接後熱処

理を別個に行う

場合の当該継手

区分 A を代表す

る試験板の保持

時間は，その後に

行う本体の継手

区分 A 以外の溶

接後熱処理によ

る保持時間も考

慮して決定する。 
 

②、③ 

なし 

変更点以外 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-X050-2 溶接部の機械

試験板 

（注） 

1.、2.（略） 

3.「安全設備」とは，次の(1)

から(3)までのいずれか

に掲げる設備であって，

その故障損壊等により公

衆に放射線障害を及ぼす

おそれを間接に生じされ

るものをいう。 

(1)一次冷却系統に係る設

備，制御系統に係る設備

（注） 

1.、2.（略） 

3.クラス 2 容器，及びクラ

ス 3容器（安全設備に属す

るものに限る。）の胴の内

径が 600mm を超えるもの

については，同表のクラ

ス 1 容器と同様に試験板

を作成すること。 
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その他の通常時におい

て原子炉を安全に運転

するために必要な設備

の付属設備 

(2)非常用炉心冷却装置，

非常停止装置その他の

非常時に原子炉の安全

を確保するために必要

な設備の付属設備 

(3)非常用電源設備及びそ

の付属設備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）要望事項 

○ 「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の「溶接部の区分」に応じ、「試験板の作製

方法」に示す試験板の数を満足する数の試験板を作製することが分かるよう、記載

を修正することを要望する。 

○ 溶接施工法において衝撃試験が要求される溶接部は継手区分 A～D だけではなく、

「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」に規定される肉盛座、継手区分 A～D及び前

記肉盛座を除く耐圧部の溶接部（例：伸縮継手との溶接部）、ラグ、ブラケット等

の重要なものを取り付ける溶接部等（「表 N-0030-1 衝撃試験温度」の注書きで除

外されるものは除く。）も対象範囲である。「表 N-0030-1 衝撃試験温度」の「溶接

の区分」は対象範囲を明確にすることを要望する。 

○ 「図-１ 溶接後に加工を行う場合の機械試験板の厚さ」は、「表 N-X050-3 溶接部

の機械試験板の作製要領」の図であるが、左図は溶接前の開先を示しているので、

U開先の下端に 1 本の縦線があり、左右の本体が突合せ片側溶接される図に訂正す

ることを要望する。 

○ 「図－１ 溶接後に加工を行う場合の機械試験板の厚さ」が本体(製品)の溶接部を

示しているということであれば題目を見直すことを要望する。 

○ 「8. 冷間曲げ加工」は、クラス 2容器及びクラス 3容器への適用について検討す

ることを要望する。 

○ 「9. 溶接後熱処理」要領(2)の規定は、機械試験板と本体の継手の溶接部とを同

時に溶接後熱処理を行うことが困難な場合について、明確にすることを要望する。 

○ 「9. 溶接後熱処理」要領(3)は、「本体の継手の溶接部と別個に機械試験板の溶接

部の溶接後熱処理を行う場合」の規定で、(2)の「ただし，同時に行うことが困難

な場合は，別個に行ってもよい。」を受けた規定であるので、それが明確になるよ

う修文することを要望する。 

○ 「解説図 表 N-X050-3-3 機械試験板の溶接後熱処理の保持時間」の見直しを要望

する。 

 

４．３．３．２ 機械試験の種類 

本規格は、機器の区分と溶接部の区分に基づく機械試験の種類を「表 N-X110-1 機械試

験」に規定している。 
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（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.3.2 機械試験の種類の変更点」参照） 

① 「表 N-X110-1 機械試験」の「試験の種類」において「型曲げ試験」を「曲げ試験」

に変更 

② 「クラス 1 配管」、「クラス 2配管」及び「クラス 3配管、クラス 3相当管」の「溶

接部の区分」において「継手区分 B及び継手区分 Cの溶接部」に継手区分 Dの溶接部

を追加 

③ (注)1.に突合せ溶接部に適用する旨を追加 

④ (注)2.の表中「試験の種類」における「型曲げ試験」を「曲げ試験」に、破壊靭性

試験の欄の「試験片の数」の項における「溶接金属部」を「溶接金属」に変更 

⑤ (注)4.の規定（ローラ曲げ試験の厚さ制限）を削除し、（注）3.に型曲げ試験又は

ローラ曲げ試験のいずれでも可とする規定を追加 

⑥ (注)3.における型曲げ試験を（注）5. において曲げ試験に変更 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①、④、⑤、⑥ JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」が 2013年に改訂され

たため、その内容を反映するように曲げ試験要領の規定を改訂する。 

② 表 N-X050-2「溶接部の機械試験板」では、クラス 1 配管、2 配管、3 配管の場合、

継手区分 A、B、C、Dに対して機械試験板の作製が要求されているが、表 N-X110-1「機

械試験」では、継手区分 A、B、Cの場合に機械試験を実施するように規定されており、

表 N-X050-2「溶接部の機械試験板」と表 N-X110-1「機械試験」で要求されている内

容が一致していない。そのため、表 N-X050-2「溶接部の機械試験板」と表 N-X110-1

「機械試験」の規定内容を一致させるように表 N-X110-1「機械試験」の規定を改訂

する。 

③ 表 N-X050-2「機械試験板」は、突合せ溶接部に対して要求されていることを明確

にする改定をした。 

 

（３）検討の結果 

①、④、⑤、⑥ 「表 N-Xl10-1 機械試験」において、「試験の種類」の「型曲げ試験」

が「曲げ試験」に変更され、(注)3.で「曲げ試験は，型曲げ試験又はローラ曲げ試験

のいずれでもよい。」と追加されている。しかし、「解説表 表 N-X110-1-1 機械試験

における試験板の採取方法及び試験の種類」の「試験の種類」では「型曲げ」と記載

されている。どちらが正しいかについて、日本機械学会は、次のように説明している
45。 

正式な名称は「型曲げ試験」ですので、第 1部が正です。解説表 表 N-X110-

1-1の「試験の種類」では、「継手引張」、「破壊靱性」とも、"試験"を省略した形

で記載しております。 

 
45 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(14) 
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「表 N-Xl10-1 機械試験」の解説によれば、「溶接継手の曲げ試験は，曲げ試験片

に一定の曲げ歪を与え，溶接部が健全であるかどうかを確認する試験であることか

ら，曲げ試験片に必要な曲げ歪が与えられれば，曲げ試験の目的は達成することがで

きる。表 N-Xll0-1で規定されている曲げ試験半径であれば，型曲げ試験とローラ曲

げ試験は，同様の曲げ歪が得られると考えられ（注 1,2),JIS Z 3122 (2013)「突合

せ溶接継手の曲げ試験方法」及び「発電用火力設備の技術基準の解釈の改正」（経済

産業省平成 28 年 2 月 25 日）でも、型曲げ試験又はローラ曲げ試験のいずれの試験

方法でもよいと規定されている。 

注：参考文献 

1) JIS Z 3122 (1990) 「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」（解説） 

2) 太田、中田、飯塚 「突合せ溶接継手の曲げ試験方法に関する研究」溶接学会

誌第 34巻(1965) 第 9号」とされている。 

「型曲げ試験」から「曲げ試験」への変更は、技術的根拠に基づいて改定されたも

のであり、妥当と判断する。 

日本機械学会は「正式な名称は「型曲げ試験」ですので、第 1部が正です。」と説

明しているが、「第１部 溶接規格」では「曲げ試験」とされているので意味が通じな

い。「解説表 表 N-X110-1-1 機械試験における試験板の採取方法及び試験の種類」の

「試験の種類」における「型曲げ」は「曲げ」と見直すことを要望する。 

(注)2.の表において破壊靭性試験の欄の「試験片の数」の項における「溶接金属部」

を「溶接金属」に変更したことについては、JIS Z 3001-1「溶接用語－第一部：一般」

に基づくと溶接部は溶接金属及び熱影響部を含んだ部分の総称と規定しており、用

語の適正化であることから妥当と判断する。 

② 溶接規格 2012(2013)技術評価において、「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」では

クラス 1配管、2配管、3配管の継手区分 A、B、C、Dに対して機械試験板の作製が要

求されているが、「表 N-X110-1 機械試験」では継手区分 Dに機械試験を実施するよ

うに規定されていない旨指摘したことを踏まえ改定したものであり、変更は妥当と

判断する。 

③ 機械試験板は、突合せ溶接に対して要求されるが、「表 N-X110-1 機械試験」には

突合せ溶接部にならない継手区分 C、Dに対しても機械試験を要求しているように読

めることから修正したものであり、変更は妥当と判断する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

なし 

 

（５）要望事項 

○ 「解説表 表 N-X110-1-1 機械試験における試験板の採取方法及び試験の種類」の

「試験の種類」における「型曲げ」は「曲げ」と見直すことを要望する。 
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４．３．３．３ 継手引張試験、型曲げ試験及びローラ曲げ試験 

本規格は、溶接部の機械試験（継手引張試験、型曲げ試験及びローラ曲げ試験）の試験

片、試験の方法及び判定基準について、「表 N-Xll0-2 継手引張試験，型曲げ試験及びロ

ーラ曲げ試験」及び「表 WP-510-1 継手引張試験，曲げ試験，ローラ曲げ試験及び衝撃試

験」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.3.3 継手引張試験、型曲げ試験及びローラ曲

げ試験の変更点」参照） 

① JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の曲げ試験片のほかに「図 N-

Xll0-1曲げ試験片の形状及び寸法」を追加 

①-1 曲げ試験片のりょうの丸みを JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験

方法」の「5.6.6.4試験片のりょうの丸み」の最大 3mmから最大 1.5mmに変更 

①-2 母材の区分が P-23(Al-Mg-Si 合金であって、Mg の含有量が 0.45%以上 1.4%未

満で、かつ、Si の含有量が 0.2%以上 0.8%以下のもの)の場合の試験片の厚さに

ついて、3.2mmとしていたものを 3mmに変更 

②型曲げ試験片 

②-1 試験片の採取要領を追加 

②-2 ジグの寸法の表に母材の区分 P-61（Zr）及び「上記の母材区分以外のもの」

を追加 

③ 側曲げ試験片の幅（溶接部の厚さ）が大きすぎて試験ができない場合に分割できる

幅を 50mm超えから 40mm超えに変更 

④ ローラ曲げ試験片 

④-1 裏曲げ試験、縦表曲げ試験及び縦裏曲げ試験の場合の規定を追加 

④-2 試験片の採取要領を追加 

④-3 試験の方法において、180°曲げる規定を削除 

④-4 ジグの寸法の表に d(押しジグの先端直径）を追加し、母材の区分に P-61（Zr）

を追加 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 次の理由より JIS Z 3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」で規定されて

いた寸法を図 N-Xll0-1 「曲げ試験片の形状及び寸法」で規定するようにしている。 

 JIS Z 3122 (2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」では、「関連適用規格で寸法

が規定されている場合は，それに従う。」と規定されていることから、溶接規格で

曲げ試験片の寸法を規定しても JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方

法」に適合することになる。 

 JIS B 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」では、曲げ試験片の長さ、幅

は、解説表表 N-Xll0-2-1のように規定されており、特定の曲げ試験片の寸法が規

定されている訳ではなく、板厚ごとに種々の寸法の曲げ試験片の選択が可能にな

ることから、曲げ試験片の加工指示や寸法検査等を行う場合に少し運用がし難い。 
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 JIS Z 3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」で規定されている曲げ試験片

の寸法は、JISZ 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」で規定されている

寸法にもほぼ適合する。 

また、JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」で規定されている形

状・寸法も選択できるように JISZ 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の

「5.6 試験片の形状及び寸法」の引用を併記する規定にしている46。 

①-1 試験片のりょうの丸み寸法(r)は、JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試

験方法」では「0.2ts(ts:試験片の厚さ）を超えず，最大 3mm」と規定されており、

JIS Z 3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」で規定されていた「1.5mm以

下」は、試験片の厚さが 7.5mm未満の場合 JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の

曲げ試験方法」の規定を満足しなくなる。そのため、りょうの丸み寸法(r)は、「試

験片の厚さが 7.5mm 以上の場合は 1.5mm 以下」、「試験片の厚さが 7.5mm 末満の場

合は 0.2t以下(t: 試験片の厚さ）」と規定することにより JIS Z 3122(2013)「突

合せ溶接継手の曲げ試験方法」の規定内容も満足させるようにした47。 

①-2 ASME Sec.Ⅸ48 (2015)の FigureQW-462.2「SideBend」,Figure QW-462.3(a)「Fa-

ceand RootBends-Transverse」及び FigureQW-462.3(b)「Faceand Root Bends-Lon-

gitudial」を参考にした49。 

②-1 試験片を採取する場合、切断時の熱が試験片に悪影響を与えないようにする必

要があることから、試験片の採取要領は、JISZ 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲

げ試験方法」の「5.5採取」によると規定している50。 

②-2 ASME Sec.Ⅲの規定を参考にして、ジルコニウム材の曲げ試験のジグの R寸法を

5ｔに改定した51。 

③ 型曲げ試験とローラ曲げ試験の押しジグの寸法は 50mmであり、側曲げ試験片の幅

が押しジグの寸法と同じ 50mmであると側曲げ試験片の端部が十分の曲げられないお

それがある。そのため、側曲げ試験片を分割できる幅は、JISZ 3122 (2013)「突合せ

溶接継手の曲げ試験方法」の規定と同様の 40mmにしている52。 

④-1 JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」が 2013年に改訂されたため、そ

の内容を反映するように曲げ試験要領の規定を改訂する。 

④-2 試験片を採取する場合、切断時の熱が試験片に悪影響を与えないようにする必

要があることから、試験片の採取要領は、JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲

げ試験方法」の「5.5採取」によると規定している53 

 
46 溶接規格 2020 第 4 部ｰ 1-147 頁 
47 溶接規格 2020 第 4 部ｰ 1-147 頁 
48 Welding, Brazing, and Fusing Qualifications 
49 溶接規格 2020 第 4 部ｰ 1-148 頁 
50 溶接規格 2020 第 4 部ｰ 1-148 頁 
51 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№35 
52 溶接規格 2020 第 4 部ｰ 1-148 頁 
53 溶接規格 2020 第 4 部ｰ 1-148 頁 
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④-3 JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」が 2013年に改訂されたため、JIS 

Z 3122(2013)の内容を反映するように曲げ試験要領の規定を改訂する54。 

④-4 ASME Sec.Ⅲの規定を参考にして、ジルコニウム材の曲げ試験のジグの R寸法を

5ｔに改定した55。 

 

（３）検討の結果 

① 「図 N-X110-1 曲げ試験片の形状及び寸法」は新規に追加され、表中の試験片の幅

Wに関する裏曲げ試験片において、「管の外形≦34（呼び径１B）」の場合は「管を 4等

分して得られる幅」と規定されている。しかし、JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手

の曲げ試験方法」には当該規定はない。JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試

験方法」の解説「3.3 外径が 34mm 以下の管の表及び裏曲げ試験片」において「旧規

格では外径が 34mm以下の場合，管を 4 分割して得られる幅を試験片幅とする規定が

あった。これは AWS/ASMEに準拠したものであり，その取扱いが議論された。この規

格では，その試験片の形状を許容することから，特に触れないことにした。」と記載

されている。試験片寸法について JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方

法」との整合について、日本機械学会は、次のように説明している56。 

ASME Sec. IX (2015)の規定と整合させています。 

JIS Z 3122 (2013)では、箇条 5.6.6.3 a) 2)において，「管の試験片の幅 bは，

関連適用規格に規定されている場合はそれによる」ことが規定されており、関連

適用規格による規定が認められているため、整合性に問題はないと考えていま

す。 

JIS Z 3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」で規定されていた寸法を「図

N-X110-1 曲げ試験片の形状及び寸法」として規定したものであり、JIS Z 3122(2013)

「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」では、5.6.6.3 a)2)において、「管の試験片の幅

bは，関連適用規格に規定されている場合はそれによる」とされていることから、「図

N-X110-1 曲げ試験片の形状及び寸法」の追加は妥当と判断する。 

①-1 曲げ試験片のりょうの丸みを最大 3mm から最大 1.5mm に変更したことについて

は、「４．３．２３ 溶接施工法確認試験における試験方法と判定基準」（３）①及

び②において評価する。 

①-2 「表 N-Xl10-2 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験」において、試験

片の項にただし書で「試験片の厚さは 10mm（母材の区分が表 N-G01に掲げる P-23

にあっては，3.2mm）」と規定されていたものが「形状及び寸法は，図 N-X110-1「曲

げ試験片の形状及び寸法」又は JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の

「5.6 試験片の形状及び寸法」による。」に変更され、「図 N-X110-1 曲げ試験片の

形状及び寸法」において試験片の厚さ(mm)を「ただし，母材の区分が P-23の場合

 
54 溶接規格改訂提案 提案番号 W15-13 
55 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№35 
56  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(52) 
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は，3」と規定されている（側曲げ試験、裏曲げ試験、縦表曲げ試験、縦裏曲げ試

験に共通）。しかし、JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」には上

記ただし書はない。（JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工法の確認試験」では

「表４－試験片の曲げ半径」において「曲げ半径が 5t以上の場合は，試験片の厚

さを薄くできる。ただし、下限値は 3.2mmとする。」と規定されている（「図 WP-510-

1 曲げ試験片の形状及び寸法」についても同じ。）。 

母材の区分が P-23（Al-Mg-Si合金であって、Mgの含有量が 0.45%以上 1.4%未満

で、かつ、Siの含有量が 0.2%以上 0.8%以下のもの）の場合は 3mmとすることの理

由について、日本機械学会は、次のように説明している57。 

(1)試験の項目のただし書きの削除理由  

ただし書きの内容は図 N-X110-1で規定する様に改定しています。 

(2)P-23 の場合の試験片厚さが 3mmの理由 

ASME Sec. IX (2015)の規定と整合させています。また、アルミニウム及び

アルミニウム合金の JIS板材の場合、標準寸法の厚さは 3 mm である（3.2 mmは

ない）ことも考慮しました。 

ASME Code Sec.Ⅲは、1998年版までは単に「1/8in」としていたが、2001年版で

は「1/8in（3.2mm）」と表示され、2004年版以降は「1/8in（3mm）」とされている。

ASME Code Sec.Ⅲ 2004年版における 1/8inの換算の変更を反映したもので、ASME 

Code Sec.Ⅲでは 20 年前から 3mm としてたことにあわせたものであり、変更は妥

当と判断する。 

JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」には「ただし，母材の区分

が P-23の場合は，3」との規定はなく、JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ

試験方法」を引用することにより規定が曖昧になることから、「表 N-Xll0-2 継手

引張試験，型曲げ試験，ローラ曲げ試験」において、試験の種類が型曲げ試験及び

ローラ曲げ試験の場合の試験片に対する規定「1．形状及び寸法は，図 N-X110-1「曲

げ試験片の形状及び寸法」又は JIS Z 3122の「5.6 試験片の形状及び寸法」によ

る。」は、「1．形状及び寸法は，図 N-X110-1「曲げ試験片の形状及び寸法」による。」

と読み替える。 

②-1 溶接規格 2012(2013)では、試験片の採取要領が規定されていなかったが、JIS Z 

3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の「5.5採取」には、試験片採取に

用いる機械的又は熱的手法は、試験片の性質に何ら変化を与えてはならないこと、

及びその制限が規定されている。試験片採取における注意事項を取り込んだもの

であり、追加は妥当と判断する。 

②-2 母材の区分 P-61（Zr）の追加は、「４．３．１２ 母材の区分」の（３）⑤にお

いて評価する。 

③ 側曲げ試験片の幅については、溶接規格 2012(2013)で「溶接部の厚さとし，試験

片の幅が 50 mmを超え試験ができない場合は，これを分割（分割された当該試験片の

 
57  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(49) 
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幅は同一とし，かつ，25 mm以上とする。）することができる。」と規定されていたも

のが、溶接規格 2020で「40mmを超え，試験ができない場合は，側曲げ試験片を分割

することができる。側曲げ試験片の採取要領は JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手

の曲げ試験方法」の「5.6.2突合せ溶接の側曲げ試験片」の「図 5継手における側曲

げ試験片の位置」による。」に変更された。試験片の幅「50mmを超え」を「40mmを超

え」に変更した理由について、日本機械学会は、次のように説明している58。 

JIS Z 3122(2013)に整合させるために 50mmから 40mmに改定しています。ま

た、一般に、ジグは幅が 50 mm（JIS は参考値の位置付け）で製作されており、

試験片の幅が同じ 50 mm になると、両端付近について厳密に曲げ試験ができな

いことも考慮しました。 

溶接規格 2012(2013)で引用する JIS Z 3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試験方

法」においても「4.試験片」(5)において試験片の幅が 40mmを超える場合は分割して

の試験を許容していたことから、50mm という値は溶接規格独自の規定であると思わ

れる。試験片の幅 50mm 以下の側曲げ試験ができているのに 40mm 超えに変更するこ

とについて、日本機械学会は、次のように説明している59。 

溶接規格 2012年版では、試験片の幅が 50mmの場合、分割なしで試験が可能な

試験装置(治具)を準備する必要がありました。しかし、JIS Z 3122 (2013)に合

わせて幅 40mmを超える場合の分割での試験を許容することにより、溶接規格に

対応するための試験装置(治具)を特別に準備することなく、JISに対応可能な汎

用的な装置(治具)での試験が可能な様に改定を行いました。 

ジグの幅が 50mm で、試験片の幅が 50mm では曲げ試験が適切に行えないことから

JIS Z 3122(2013) 「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の規定に合わせたものであり、

変更は妥当と判断する。 

④-1 裏曲げ試験、縦表曲げ試験及び縦裏曲げ試験の場合の規定を追加したことにつ

いては、「４．３．３．２ 機械試験の種類」の（３）①、④、⑤及び⑥において

述べたとおり、妥当と判断する。 

④-2 試験片の採取要領を追加したことについては、②-1 において述べたとおり、妥

当と判断する。 

④-3 溶接規格 2012(2013)は「JIS Z 3122 の「5.2 ローラ曲げ試験方法」により 180°

曲げる」と規定していたが、JIS Z 3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」

には、180°曲げるとの記載はないことから、溶接規格の規定と思われる。溶接規

格 2020は「JIS Z 3122の「6.3.1ローラ曲げ試験」による」と規定しているが、

「押しジグによって徐々に連続的に曲げる」と規定しているのみで 180°曲げるこ

とに係る記載はない。JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の「6.6 

曲げ角度及び試験の終了」において、「試験は，関連適用規格に与えられた試験終

了の条件に到達したら終了する。なお，関連適用規格に試験終了の条件がない場合
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には，次の条件を適用してもよい。」と規定され、ローラ曲げ試験の場合は「試験

は，試験片がジグの底から排出された時点で終了する。」と規定されている。試験

片は完全に 180°曲がることにはならないが、型曲げ試験と同等の曲げ角度は得ら

れることから、削除は妥当と判断する。 

溶接規格 2020には JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」で追加

された「6.6 曲げ角度及び試験の終了」についての記載がないことから、「表 N-

Xll0-2 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(3/3)」及び「表 WP-510-1  

継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(3/4)」の試験の方法において「JIS 

Z 3122の「6.3.1ローラ曲げ試験」による。」は、「JIS Z 3122の「6.3.1ローラ曲

げ試験」及び「6.6曲げ角度及び試験の終了」による。」に読み替える。 

④-4 母材の区分 P-61（Zr）の追加に関する評価は、「４．３．１２ 母材の区分」の

（３）⑤において評価する。 

ローラ曲げ試験の「試験の方法」の項に「押しジグの形状を示す JIS Z 3122「突

合せ溶接継手の曲げ試験方法」の「図 9 ローラ曲げ試験方法」の d(押しジグの先

端直径）及び先端半径 R」と規定されているが、JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲

げ試験方法」に規定する R は「受けローラ及び巻付け曲げ試験の外側ローラの半

径」であり Rの対象が異なる。溶接規格における「先端半径 R」について、日本機

械学会は、次のように説明している60。 

溶接規格における「先端半径 R」とは JIS Z 3122 (2013)における「押しジグ

先端の直径 d」の半径（d/2）を意図しています。JIS Z 3122と溶接規格で使用

している用語（記号）に相違がありますので、正誤表を発行いたします。 

日本機械学会は正誤表を発行するとしていることから、「表 N-Xll0-2 継手引張

試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験」及び「表 WP-510-1 継手引張試験，型曲げ

試験及びローラ曲げ試験」の「試験の種類」が「型曲げ試験」の「試験の方法」の

「この場合において,型曲げ試験のジグの形状を示す JIS Z 3122の「図 10 型曲げ

試験方法」の d(押しジグ先端直径),rD(U型ジグの底の半径)及び押しジグ先端半径

R は，母材の区分に応じ,それぞれ下表に示す寸法とする。」は、「この場合におい

て,型曲げ試験のジグの形状を示す JIS Z 3122 の「図 10 型曲げ試験方法」の d(押

しジグ先端直径)及び rD(U型ジグの底の半径)は，母材の区分に応じ,それぞれ下表

に示す寸法とする。」に読み替え、当該下表の Rの列は削る。また、「試験の種類」

が「ローラ曲げ試験」の「試験の方法」の「この場合において，押しジグの形状を

示す JIS Z 3122の「図 9ローラ曲げ試験方法」の d(押しジグの先端直径）及び先

端半径 Rは，母材の区分に応じ，それぞれ下表の寸法とする。」は「この場合にお

いて，押しジグの形状を示す JIS Z 3122 の「図 9ローラ曲げ試験方法」の d(押し

ジグの先端直径）は，母材の区分に応じ，それぞれ下表の寸法とする。」に読み替

え、当該下表の Rの列は削る。 

 

 
60  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(51) 
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（４）適用に当たっての条件 

①、④ 

読み替えられる字句 

表 N-Xll0-2 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(2/3) 

試験の種類 試験片 試験の方法 

型

曲

げ

試

験 

側曲げ試

験，裏曲

げ試験， 

縦表曲げ

試験，縦

裏曲げ試

験 

1．形状及び寸法

は ， 図 N-

X110-1「曲げ

試験片の形状

及び寸法」又

は JIS Z 3122 

の「5.6 試験

片の形状及び

寸法」による。 

JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の

「6.3.2 型曲げ試験」による。 

この場合において,型曲げ試験のジグの形状を示す

JIS Z 3122の「図 10 型曲げ試験方法」の d(押しジ

グ先端直径),rD(U 型ジグの底の半径)及び押しジグ

先端半径 Rは,母材の区分に応じ,それぞれ下表に示

す寸法とする。 

母材の区分 ジグの寸法 

R d rD 

P-11A, P-

11B又は P-25 
3
1

3
𝑡 6

2

3
𝑡 4

1

3
𝑡 + 1.6 

P-23 
8
1

4
𝑡 16

1

2
𝑡 9

1

4
𝑡 + 0.8 

P-51 4t 8t 5t+1.6 

P-52 

P-61 
5t 10t 6t+1.6 

上記の母材

区分以外の

もの 

2t 4t 3t+2 

（注） 

 （略） 

 

表 WP-510-1 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(2/4)  

試験の種類 試験片 試験の方法 

型

曲

げ

試

験 

側曲げ試

験，裏曲

げ試験， 

縦表曲げ

試験，縦

裏曲げ試

験 

1．形状及び寸法

は ， 図 WP-

510-1「曲げ試

験片の形状及

び寸法」又は

JIS Z 3122 

の「5.6 試験

片の形状及び

寸法」による。 

JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の

「6.3.2 型曲げ試験」による。 

この場合において,型曲げ試験のジグの形状を示す

JIS Z 3122の「図 10 型曲げ試験方法」の d(押しジ

グ先端直径),rD(U 型ジグの底の半径)及び押しジグ

先端半径 Rは,母材の区分に応じ,それぞれ下表に示

す寸法とする。 

母材の区分 ジグの寸法 

R d rD 

P-11A, P-

11B又は P-25 
3
1

3
𝑡 6

2

3
𝑡 4

1

3
𝑡 + 1.6 

P-23 
8
1

4
𝑡 16

1

2
𝑡 9

1

4
𝑡 + 0.8 

P-51 4t 8t 5t+1.6 

P-52 

P-61 
5t 10t 6t+1.6 

上記の母材

区分以外の

もの 

2t 4t 3t+2 

962



 

731 

（注） 

 （略） 
 

表 N-Xll0-2 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(3/3) 

試験の種類 試験片 

 

試験の方法 

ロ
ー
ラ
曲
げ
試
験 

側曲げ試

験，裏曲

げ試験，

縦表曲げ

試験，縦

裏曲げ試

験 

1．形状及び寸法

は ， 図 N-

X110-1「曲げ

試験片の形状

及び寸法」又

は JIS Z 3122 

の「5.6 試験

片の形状及び

寸法」による。 

JIS Z 3122 の「6.3.1ローラ曲げ試験」による。 

この場合において，押しジグの形状を示す JIS Z 

3122 の「図 9 ローラ曲げ試験方法」の d(押しジグ

の先端直径）及び先端半径 R は，母材の区分に応

じ，それぞれ下表の寸法とする。 

母材の区分 
ジグの寸法 

R d 

P-11A, P-11B

又は P-25 
3
1

3
𝑡 6

2

3
𝑡 

P-23 
8
1

4
𝑡 16

1

2
𝑡 

P-51 4t 8t 

P-52 

P-61 
5t 10t 

上記の母材区

分以外のもの 
2t 4t 

 

 

表 WP-510-1 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(3/4) 

試験の種類 試験片 

 

試験の方法 

ロ
ー
ラ
曲
げ
試
験 

側曲げ試

験，裏曲

げ試験，

縦表曲げ

試験，縦

裏曲げ試

験 

1．形状及び寸法

は，図 WP510-

1「曲げ試験片

の形状及び寸

法」又は JIS Z 

3122 の「5.6 

試験片の形状

及び寸法」に

よる。 

JIS Z 3122 の「6.3.1ローラ曲げ試験」による。 

この場合において，押しジグの形状を示す JIS Z 

3122 の「図 9 ローラ曲げ試験方法」の d(押しジグ

の先端直径）及び先端半径 R は，母材の区分に応

じ，それぞれ下表の寸法とする。 

母材の区分 
ジグの寸法 

R d 

P-11A, P-11B

又は P-25 
3
1

3
𝑡 6

2

3
𝑡 

P-23 
8
1

4
𝑡 16

1

2
𝑡 

P-51 4t 8t 

P-52 

P-61 
5t 10t 

上記の母材区

分以外のもの 
2t 4t 

 
 

読み替える字句 

表 N-Xll0-2 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(2/3) 

試験の種類 試験片 試験の方法 

型

曲

げ

試

側 曲 げ 試

験，裏曲げ

試験，縦表

曲げ試験，

1．形状及び寸法

は ， 図 N-

X110-1「曲げ

試験片の形状

JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の

「6.3.2 型曲げ試験」による。 

この場合において,型曲げ試験のジグの形状を示

す JIS Z 3122の「図 10 型曲げ試験方法」の d(押
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験 縦裏曲げ試

験 

及び寸法」に

よる。 

しジグ先端直径)及び rD(U型ジグの底の半径)は，

母材の区分に応じ,それぞれ下表に示す寸法とす

る。 

母材の区分 ジグの寸法 

d rD 

P-11A, P-

11B又は P-25 
6
2

3
𝑡 4

1

3
𝑡 + 1.6 

P-23 
16

1

2
𝑡 9

1

4
𝑡 + 0.8 

P-51 8t 5t+1.6 

P-52 10t 6t+1.6 

上記の母材

区分以外の

もの 

4t 3t+2 

（注） 

 （略） 

 

表 WP-510-1 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(2/4)  

試験の種類 試験片 試験の方法 

型

曲

げ

試

験 

側 曲 げ 試

験，裏曲げ

試験，縦表

曲げ試験，

縦裏曲げ試

験 

1．形状及び寸法

は，図 WP510-

1「曲げ試験片

の形状及び寸

法」による。 

JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の

「6.3.2型曲げ試験」による。 

この場合において,型曲げ試験のジグの形状を示

す JIS Z 3122の「図 10 型曲げ試験方法」の d(押

しジグ先端直径)及び rD(U型ジグの底の半径)は，

母材の区分に応じ,それぞれ下表に示す寸法とす

る。 

母材の区分 ジグの寸法 

d rD 

P-11A, P-

11B又は P-25 
6
2

3
𝑡 4

1

3
𝑡 + 1.6 

P-23 
16

1

2
𝑡 9

1

4
𝑡 + 0.8 

P-51 8t 5t+1.6 

P-52 10t 6t+1.6 

上記の母材

区分以外の

もの 

4t 3t+2 

（注） 

 （略） 
 

表 N-Xll0-2 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(3/3) 

 

試験の種類 試験片 試験の方法 

ロ
ー
ラ
曲
げ
試
験 

側 曲 げ 試

験，裏曲げ

試験，縦表

曲げ試験，

縦裏曲げ試

験 

1．形状及び寸法

は ， 図 N-

X110-1「曲げ

試験片の形状

及び寸法」に

よる。 

JIS Z 3122の「6.3.1ローラ曲げ試験」及び「6.6

曲げ角度及び試験の終了」による。 

この場合において，押しジグの形状を示す JIS Z 

3122 の「図 9 ローラ曲げ試験方法」の d(押しジ

グの先端直径）は，母材の区分に応じ，それぞれ

下表の寸法とする。 
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母材の区分 
ジグの寸法 

d 

P-11A, P-11B

又は P-25 
6
2

3
𝑡 

P-23 
16

1

2
𝑡 

P-51 8t 

P-52 10t 

上記の母材区

分以外のもの 
4t 

 

 

表 WP-510-1 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験(3/4) 

試験の種類 試験片 試験の方法 

ロ
ー
ラ
曲
げ
試
験 

側 曲 げ 試

験，裏曲げ

試験，縦表

曲げ試験，

縦裏曲げ試

験 

1．形状及び寸法

は，図 WP510-

1「曲げ試験片

の形状及び寸

法」による。 

JIS Z 3122の「6.3.1ローラ曲げ試験」及び「6.6

曲げ角度及び試験の終了」による。 

この場合において，押しジグの形状を示す JIS Z 

3122 の「図 9 ローラ曲げ試験方法」の d(押しジ

グの先端直径）は，母材の区分に応じ，それぞれ

下表の寸法とする。 

母材の区分 
ジグの寸法 

d 

P-11A, P-11B

又は P-25 
6
2

3
𝑡 

P-23 
16

1

2
𝑡 

P-51 8t 

P-52 10t 

上記の母材区

分以外のもの 
4t 

 
 

②、③ 

 なし 

 

４．３．３．４ 破壊靭性試験 

本規格は、溶接部の機械試験のうち破壊靭性試験について「表 N-X110-3 破壊靭性試験」

及び「表 N-X120-1 再試験」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.3.5 破壊靭性試験の変更点」参照） 

① クラス MC容器を除く各クラスの容器、相当容器、配管及び相当管のマルテンサイ

ト系ステンレス鋼に関する規定「母材の区分が表 N-G01に掲げる P-6で，かつ，溶接

金属がマルテンサイト系ステンレス鋼の場合であるもの以外のもの」を削除し、代替

規定を(注)１に記載 

② 「クラス MC容器、コンクリート製原子炉格納容器」の厚さが 63mm以下のものの判

定基準において、「2.衝撃試験」の(1)及び(2)に「この場合,3個の平均の判定基準を

満足する試験片の個数は 2個以上とする。」を追加 
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③ 「クラス 2容器、クラス 3容器、クラス 3相当容器、クラス 2 配管、クラス 3配管

及びクラス 3 相当管」であって「厚さが 63mm以下の」ものの判定基準において、「2.

衝撃試験」の(1)及び(2)に「この場合,3 個の平均の判定基準を満足する試験片の個

数は 2個以上とする。」を追加 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 破壊靭性試験と再試験の規定に対してつけられたマルテンサイト系ステンレス鋼

の扱いについて改定した。また解説で補足説明をするようにした61。 

②、③ 破壊靭性試験の判定基準は設計・建設規格の関連規定と整合化を図るようにし

て規定しているが、設計・建設規格での規定の未反映部分があるため改定した62。 

 

（３）検討の結果 

① 溶接規格 2012(2013)において、母材の区分が P-6（マルテンサイト系ステンレス

鋼）で、かつ、溶接金属がマルテンサイト系ステンレス鋼である場合の規定がクラス

1容器の規定から削除されたが、溶接規格 2012(2013)技術評価書の「３.２.２.９ 破

壊靱性試験及び再試験」（３）１）①において、「設計・建設規格において当該材料に

関する規定は除外されておらず、溶接規格の他の規定においても溶接を制限してい

ない。溶接規格のクラス 1容器に係る規定から削除した場合、当該材料に対する破壊

靱性要求がなくなることから、削除することは妥当ではないと判断する。」とされた。 

溶接規格 2020において、各クラスの容器、相当容器、配管及び相当管（クラス MC

容器を除く）のマルテンサイト系ステンレス鋼に関する記載が削除され、(注 1)に以

下のとおり規定された。 

（注） 

1.表 N-X110-3の機器の区分は，母材の区分が P-1,P-3,P-4,P-5,P-7,P-9A,P-9B,P-

11A,P-11Bの場合に適用する。 

また，クラス 1容器，クラス 2容器及びクラス 3容器の機械試験板の材質が P-

6(マルテンサイト系ステンレス鋼）の場合の溶接金属及び熱影響部は，下記の規

定に従い行う。 

機器 適用する規定 

クラス 1容器 設計・建設規格 PVB-2332 

クラス 2容器 

クラス 3容器 

表 N-X110-3 のクラス 2 容器，クラス 3 容器の厚さが 63mm 以

下の場合の規定 
 

しかし、マルテンサイト系ステンレス鋼の SUS403 及び SUS410 は、材料規格 2020

において「Part2 第 1 章 表 1 使用する材料の規格」から削除されている63。マルテ

ンサイト系析出硬化型ステンレス鋼の JIS G 4303「ステンレス鋼棒」SUS630は材料

規格 2020に規定されているが、所定の機械的性質を得るために固溶化熱処理と析出

 
61 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：2. №10 
62 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：2. №1 

 
63 JIS G 4304(2015)熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯、JIS G 4305(2015)冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼

帯 
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硬化熱処理が行われている。用途としては軸類、タービン部品、ばね材等に適用され

るのが一般的である。JIS B 8265「圧力容器の構造－一般事項」は当該材料について

許容引張応力の参照材料を ASME Code Sec.Ⅱ SA-564 Type 630としているが、当材

料は ASME Code Sec.Ⅱ (2017) Part Dにおいて「Not for welded construction.」

(仮訳：溶接構造に適用不可)と規定されている64。また、SUS630材が溶接構造物とし

て使用されることはないと考えられる。このため、（注 1）の「また,クラス 1 容器，

クラス 2 容器及びクラス 3 容器の機械試験板の材質が P-6(マルテンサイト系ステン

レス鋼）の場合」以降は対象材料が存在しない。 

したがって、（注）1.の規定のうち、次は削る。 

「また，クラス 1 容器，クラス 2 容器及びクラス 3 容器の機械試験板の材質が P-

6(マルテンサイト系ステンレス鋼）の場合の溶接金属及び熱影響部は，下記の規定に

従い行う。 

機器 適用する規定 

クラス 1容器 設計・建設規格 PVB-2332 

クラス 2容器 

クラス 3容器 

表 N-X110-3のクラス 2容器，クラス 3容器の厚さが 63mm以下の

場合の規定 

」 

また、「表 N-X120-1 再試験」にも同じ内容の規定があるため、同様に削る。 

「表 N-X110-3 破壊靭性試験」（解説）の「1. 破壊靱性試験の方法及び判定基準」

2)において「JIS G 4304，JIS G 4305の SUS410(マルテンサイト系ステンレス鋼）は

使用できる」とされていることから、本文規定と合わせて修正することを要望する。

また、設計・建設規格だけでなく、材料規格の改定も反映することが望まれる。 

②、③ 設計・建設規格の「表 PVE-2331.2-1 横膨出量の判定基準」及び「表 PVE-2331.2-

2 吸収エネルギーの判定基準」には判定基準が規定されており、「PVE-2331.2 衝撃試

験」(1)及び(2)には、試験片は 3個、3 個の平均の判定基準を満足する試験片の個数

を 2 個以上と規定されていることから、これを追加したものであり、妥当と判断す

る。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)クラス MC容器、コンクリート製原子炉格納容器であって厚さが 63mmを超えるもの

の衝撃試験の判定基準 

「表 N-X110-3 破壊靭性試験」の「機器の区分」が「クラス MC容器、コンクリー

ト製原子炉格納容器」であって「厚さが 63mmを超えるもの」について、「判定基準」

は「3個の試験片の吸収エネルギーの平均値及び最小値が，設計・建設規格の表 PVE-

2333.2-2「ボルト材以外で厚さが 63mmを超える材料の吸収エネルギーの判定基準」

を満足すること。ただし，SM400B，SM400C，SLA325A，SLA325B及び SCPH61は材料の

最小降伏点にかかわらず，3 個の平均値は 27J 以上，最小値は 21J 以上とする。」と

規定されている。「４．１．５ 使用する材料」（４）(b)で述べたとおり、「ただし，

 
64 JIS B 8265(2024)「圧力容器の構造－一般事項」にあっても「表 B.1－鉄鋼材料の許容引張応力」の注に

おいて「この材料は溶接して使用してはならない。」と規定されている。 
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SM400B，SM400C，SLA325A，SLA325B 及び SCPH61 は材料の最小降伏点にかかわらず，

3個の平均値は 27J以上，最小値は 21J以上とする。」のうち、SLA325A，SLA325B及

び SCPH61の吸収エネルギー値については、妥当とは判断できない。 

したがって、「表 N-X110-3 破壊靭性試験」の「機器の区分」が「クラス MC容器、

コンクリート製原子炉格納容器」であって「厚さが 63mmを超えるもの」の判定基準

のうち、「ただし，SM400B，SM400C，SLA325A，SLA325B 及び SCPH61 は材料の最小降

伏点にかかわらず，3 個の平均値は 27J 以上，最小値は 21J 以上とする。」は「ただ

し，SM400B及び SM400Cは材料の最小降伏点にかかわらず，3個の平均値は 27J以上，

最小値は 21J 以上とする。」と読み替える。 

「表 N-X110-3 破壊靭性試験」(注)2.の落重試験(2)及び 3.の衝撃試験(4)におい

て、コンクリート製原子炉格納容器に関する規定が除外されている。除外する根拠に

ついて、日本機械学会は、次のように説明している65。 

(注)2.の落重試験(2)及び 3.の衝撃試験(4)において、コンクリート製原子炉

格納容器に関して記載すべきところ反映漏れです。今後、正誤表対応をいたしま

す。 

  クラス MC容器とコンクリート製原子炉格納容器の機能及び重要度は同じであり、

破壊靭性試験の要求事項（「表 N-X110-3 破壊靭性試験」）に差があるとは考えられな

いことから見直すことを要望する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

① 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-X110-3 破壊靭性試験 

 

(注) 

1. 表 N—Xll0-3 の機器の区

分は，母材の区分が P-1, 

P-3, P-4, P-5, P-7, P-

9A, P-9B, P-llA, P-llB

の場合に適用する。また，

クラス 1容器，クラス 2容

器及びクラス 3 容器の機

械試験板の材質が P-6 (マ

ルテンサイト系ステンレ

ス鋼）の場合の溶接金属及

び熱影響部は，下記の規定

に従い行う。 

機器 適用する規定 

クラス

1容器 

設計・建設規格

PVB-2332 

クラス

2容器 

表 N-Xll0-3のク

ラス 2 容器，ク

(注) 

1. 表 N—Xll0-3 の機器の区

分は，母材の区分が P-1, 

P-3, P-4, P-5, P-7, P-

9A, P-9B, P-llA, P-llB

の場合に適用する。 

 
65  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(55) 

968



 

737 

クラス

3容器 

ラス 3 容器の厚

さが 63mm以下の

場合の規定 
 

表 N-X120-1 再試験 

 

(注) 

1. 破壊靱性試験の再試験

は， 母材の区分が P-1,P-

3,P-4,P-5,P-7,P-9A,P-

9B,P-llA,P-llB の場合に

適用する。 

クラス 1容器，クラス 2容

器及びクラス 3 容器の機

械試験板の材質が P-6 (マ

ルテンサイト系ステンレ

ス鋼）の場合の溶接金属及

び熱影響部は，下記の規定

に従い行う。 

機器 適用する規定 

クラス

1容器 

設計・建設規格

PVB-2332 

クラス

2容器 

クラス

3容器 

表 N-Xll0-3のク

ラス 2 容器，ク

ラス 3 容器の厚

さが 63mm以下の

場合の規定 
 

(注) 

1. 破壊靱性試験の再試験

は，母材の区分が P-1,P-

3,P-4,P-5,P-7,P-9A,P-

9B,P-llA,P-llB の場合に適

用する。 

②、③ 

 なし 

変更点以外 

読み替え

る規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-

X110-3

破壊靭

性試験 

機器の区分 判定基準 

ク ラ

ス MC

容

器 ，

コ ン

ク リ

ー ト

製 原

子 炉

格 納

容器 

厚さ

が

63mm

を超

える

もの 

2.衝撃試験 

3 個の試験片の吸収

エネルギーの平均

値及び最小値が，設

計・建設規格の表

PVE-2333.2-2「ボル

ト材以外で厚さが

63mm を超える材料

の吸収エネルギー

の判定基準」を満足

すること。ただし，

SM400B ， SM400C ，

SLA325A，SLA325B及

び SCPH61 は材料の

最小降伏点にかか

わらず，3 個の平均

値は 27J以上，最小

値は 21J 以上とす

機器の区分 判定基準 

ク ラ

ス MC

容

器 ，

コ ン

ク リ

ー ト

製 原

子 炉

格 納

容器 

厚さ

が

63mm

を超

える

もの 

2.衝撃試験 

3 個の試験片の吸収

エネルギーの平均

値及び最小値が，設

計・建設規格の表

PVE-2333.2-2「ボル

ト材以外で厚さが

63mm を超える材料

の吸収エネルギー

の判定基準」を満足

すること。ただし，

SM400B，SM400Cは材

料の最小降伏点に

かかわらず，3 個の

平均値は 27J以上，

最小値は 21J以上と

する。 
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る。 
 

 

（５）要望事項 

○ 解説「表 N-X110-3 破壊靭性試験」の「1. 破壊靱性試験の方法及び判定基準」2)に

おいて「JIS G 4304，JIS G 4305の SUS410(マルテンサイト系ステンレス鋼）は使

用できる」とされていることから、本文規定と合わせて修正することを要望する。 

○ クラス MC容器とコンクリート製原子炉格納容器の機能及び重要度は同じであり、

破壊靭性試験の要求事項（「表 N-X110-3 破壊靭性試験」）に差があるとは考えられ

ないことから見直すことを要望する。 

 

４．３．４ 溶接部の表面 

本規格は、溶接部の表面及び余盛について、「N-1080 溶接部の表面」、「N-2080 溶接

部の表面」、「N-3080 溶接部の表面」、「N-4080 溶接部の表面」、「N-5080 溶接部の

表面」、「N-6080 溶接部の表面」、「N-7080 溶接部の表面」及び「N-1081 溶接部の余

盛」、「N-2081 溶接部の余盛」、「N-3081 溶接部の余盛」、「N-4081 溶接部の余盛」、

「N-5081 溶接部の余盛」、「N-6081 溶接部の余盛」及び「N-7081 溶接部の余盛」に規

定している。 

 

（１）変更の内容 

① 溶接部の表面が滑らかで溶接のままで非破壊試験の実施に支障がない場合は、仕

上げなくてもよい規定を追加 

② アンダカットについて深さの許容値 0.8mmを追加 

 

表 4.3.4 溶接部の表面の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

N-1080 溶接部の表面 

(1)非破壊試験を行う溶接部の表面は，非破

壊試験の実施に支障がないように滑らか

で，母材の表面より低くなく，かつ，母材

の表面と段がつかないように仕上げる。 

なお，溶接部の表面が滑らかで溶接の

ままで非破壊試験の実施に支障がない場

合は，仕上げなくてもよい。 

(2)アンダカットの深さの許容値は，0.8mm

以下とし，かつ要求される断面の厚さが

確保されるようにする。 

 

N-1081 溶接部の余盛 

N-1050及び N-1100の非破壊試験により，

放射線透過試験を必要とする突合せ溶接部

の余盛の高さは，表 N-1081-1の「母材の厚

さ」に応じ，それぞれ同表の「余盛の高さ」

の値以下とする。 

N-1080 継手の仕上げ 

非破壊試験を行うものの表面は，滑らか

で，母材の表面より低くなく，かつ，母材の

表面と段がつかないように仕上げなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合において，N-1050及び N-1100の

非破壊試験により，放射線透過試験を必要

とする突合せ溶接部の余盛の高さは，表 N-

1080-1の左欄に掲げる「母材の厚さ（母材

の厚さが異なる場合は，薄い方の厚さ）の
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表 N-1081-1 余盛の高さの許容値 

母材の厚さ (t) (mm) 

（注 1.) 

余 盛 の 高 さ 

(mm) 

t ≦12 1.5 

12< t ≦25 2.5 

25< t ≦50 3 

50< t ≦100 4 

100< t 5 

（注） 

1. 母材の厚さが異なる場合は，薄い方の厚

さを「母材の厚さ」とする。 

区分」に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げ

る値以下でなければならない。 

 

表 N-1080-1 余盛高さの許容値 

 

母材の厚さの区分 余盛の値 

12 mm以下 1.5 mm 

12 mmを超え 25 mm以下 2.5 mm 

25 mmを超え 50 mm以下 3 mm 

50 mmを超え 100 mm 以下 4 mm 

100 mmを超えるもの 5 mm 
 

N-2080 溶接部の表面 

(1) 非破壊試験を行う溶接部の表面は，非

破壊試験の実施に支障がないように滑ら

かで，母材の表面より低くなく，かつ，母

材の表面と段がつかないように仕上げ

る。 

なお，溶接部の表面が滑らかで溶接の

ままで非破壊試験の実施に支障がない場

合は，仕上げなくてもよい。 

(2) アンダカットの深さの許容値は，0.8mm

以下とし，かつ要求される断面の厚さが

確保されるようにする。 

 

N-2081 溶接部の余盛 

N-2050及び N-2100の非破壊試験により，

放射線透過試験を必要とする突合せ溶接部

の余盛の高さは，表 N-2081-1の「母材の厚

さ」に応じ，それぞれ同表の「余盛の高さ」

の値以下とする。 

 

 

 

表 N-2081-1 余盛の高さの許容値 

母材の厚さ (t) (mm) 

（注 1.) 

余 盛 の 高 さ 

(mm) 

t ≦12 1.5 

12< t ≦25 2.5 

25< t ≦50 3 

50< t ≦100 4 

100< t 5 

（注） 

1. 母材の厚さが異なる場合は，薄い方の厚

さを「母材の厚さ」とする。 

N-2080 継手の仕上げ 

非破壊試験を行うものの表面は，滑らか

で，母材の表面より低くなく，かつ，母材の

表面と段がつかないように仕上げなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合において，N-2050及び N-2100の

非破壊試験により，放射線透過試験を必要

とする突合せ溶接部の余盛の高さは，表 N-

2080-1の左欄に掲げる「母材の厚さ（母材

の厚さが異なる場合は，薄い方の厚さ）の

区分」に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げ

る値以下でなければならない。 

 

表 N-2080-1 余盛高さの許容値 

 

母材の厚さの区分 余盛の値 

12 mm以下 1.5 mm 

12 mmを超え 25 mm以下 2.5 mm 

25 mmを超え 50 mm以下 3 mm 

50 mmを超え 100 mm 以下 4 mm 

100 mmを超えるもの 5 mm 
 

N-3080 溶接部の表面 N-3080 継手の仕上げ 
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(1) 非破壊試験を行う溶接部の表面は，非

破壊試験の実施に支障がないように滑ら

かで，母材の表面より低くなく，かつ，母

材の表面と段がつかないように仕上げ

る。 

なお，溶接部の表面が滑らかで溶接の

ままで非破壊試験の実施に支障がない場

合は，仕上げなくてもよい。 

(2) アンダカットの深さの許容値は，0.8mm

以下とし，かつ要求される断面の厚さが

確保されるようにする。 

 

N-3081 溶接部の余盛 

N-3050及び N-3100の非破壊試験により，

放射線透過試験を必要とする突合せ溶接部

の余盛の高さは，表 N-3081-1の「母材の厚

さ」に応じ，それぞれ同表の「余盛の高さ」

の値以下とする。 

 

 

 

表 N-3081-1 余盛の高さの許容値 

母材の厚さ (t) (mm) 

（注 1.) 

余 盛 の 高 さ 

(mm) 

t ≦12 1.5 

12< t ≦25 2.5 

25< t ≦50 3 

50< t ≦100 4 

100< t 5 

（注） 

1. 母材の厚さが異なる場合は，薄い方の厚

さを「母材の厚さ」とする。 

非破壊試験を行うものの表面は，滑らか

で，母材の表面より低くなく，かつ，母材の

表面と段がつかないように仕上げなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合において，N-3050及び N-3100の

非破壊試験により，放射線透過試験を必要

とする突合せ溶接部の余盛の高さは，表 N-

3080-1の左欄に掲げる「母材の厚さ（母材

の厚さが異なる場合は，薄い方の厚さ）の

区分」に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げ

る値以下でなければならない。 

 

表 N-3080-1 余盛高さの許容値 

 

母材の厚さの区分 余盛の値 

12 mm以下 1.5 mm 

12 mmを超え 25 mm以下 2.5 mm 

25 mmを超え 50 mm以下 3 mm 

50 mmを超え 100 mm 以下 4 mm 

100 mmを超えるもの 5 mm 
 

N-4080 溶接部の表面 

(1) 非破壊試験を行う溶接部の表面は，非

破壊試験の実施に支障がないように滑ら

かで，母材の表面より低くなく，かつ，母

材の表面と段がつかないように仕上げ

る。 

なお，溶接部の表面が滑らかで溶接の

ままで非破壊試験の実施に支障がない場

合は，仕上げなくてもよい。 

(2) アンダカットの深さの許容値は，0.8mm

以下とし，かつ要求される断面の厚さが

確保されるようにする。 

 

N-4081 溶接部の余盛 

N-4050及び N-4100の非破壊試験により，

放射線透過試験を必要とする突合せ溶接部

N-4080 継手の仕上げ 

非破壊試験を行うものの表面は，滑らか

で，母材の表面より低くなく，かつ，母材の

表面と段がつかないように仕上げなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合において，N-4050及び N-4100の

非破壊試験により，放射線透過試験を必要
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の余盛の高さは，表 N-1081-1の「母材の厚

さ」に応じ，それぞれ同表の「余盛の高さ」

の値以下とする。 

 

 

 

表 N-4081-1 余盛の高さの許容値 

母材の厚さ (t) (mm) 

（注 1.) 

余 盛 の 高 さ 

(mm) 

t ≦12 1.5 

12< t ≦25 2.5 

25< t ≦50 3 

50< t ≦100 4 

100< t 5 

（注） 

1. 母材の厚さが異なる場合は，薄い方の厚

さを「母材の厚さ」とする。 

とする突合せ溶接部の余盛の高さは，表 N-

4080-1の左欄に掲げる「母材の厚さ（母材

の厚さが異なる場合は，薄い方の厚さ）の

区分」に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げ

る値以下でなければならない。 

 

表 N-4080-1 余盛高さの許容値 

 

母材の厚さの区分 余盛の値 

12 mm以下 1.5 mm 

12 mmを超え 25 mm以下 2.5 mm 

25 mmを超え 50 mm以下 3 mm 

50 mmを超え 100 mm 以下 4 mm 

100 mmを超えるもの 5 mm 
 

N-5080 溶接部の表面 

(1) 非破壊試験を行う溶接部の表面は，非

破壊試験の実施に支障がないように滑ら

かで，母材の表面より低くなく，かつ，母

材の表面と段がつかないように仕上げ

る。 

なお，溶接部の表面が滑らかで溶接の

ままで非破壊試験の実施に支障がない場

合は，仕上げなくてもよい。 

(2) アンダカットの深さの許容値は，0.8mm

以下とし，かつ要求される断面の厚さが

確保されるようにする。 

 

N-5081 溶接部の余盛 

N-5050及び N-5100の非破壊試験により，

放射線透過試験を必要とする突合せ溶接部

の余盛の高さは，表 N-5081-1の「母材の厚

さ」に応じ，それぞれ同表の「余盛の高さ」

の値以下とする。 

 

 

 

表 N-5081-1 余盛の高さの許容値 

母材の厚さ (t) (mm) 

（注 1.) 

余 盛 の 高 さ 

(mm) 

t ≦12 1.5 

12< t ≦25 2.5 

25< t ≦50 3 

50< t ≦100 4 

100< t 5 

（注） 

N-5080 継手の仕上げ 

非破壊試験を行うものの表面は，滑らか

で，母材の表面より低くなく，かつ，母材の

表面と段がつかないように仕上げなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合において，N-5050及び N-5100の

非破壊試験により，放射線透過試験を必要

とする突合せ溶接部の余盛の高さは，表 N-

5080-1の左欄に掲げる「母材の厚さ（母材

の厚さが異なる場合は，薄い方の厚さ）の

区分」に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げ

る値以下でなければならない。 

 

表 N-5080-1 余盛高さの許容値 

 

母材の厚さの区分 余盛の値 

12 mm以下 1.5 mm 

12 mmを超え 25 mm以下 2.5 mm 

25 mmを超え 50 mm以下 3 mm 

50 mmを超え 100 mm 以下 4 mm 

100 mmを超えるもの 5 mm 
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1. 母材の厚さが異なる場合は，薄い方の厚

さを「母材の厚さ」とする。 

N-6080 溶接部の表面 

(1) 非破壊試験を行う溶接部の表面は，非

破壊試験の実施に支障がないように滑ら

かで，母材の表面より低くなく，かつ，母

材の表面と段がつかないように仕上げ

る。 

なお，溶接部の表面が滑らかで溶接の

ままで非破壊試験の実施に支障がない場

合は，仕上げなくてもよい。 

(2) アンダカットの深さの許容値は，0.8mm

以下とし，かつ要求される断面の厚さが

確保されるようにする。 

 

N-6081 溶接部の余盛 

N-6050及び N-6100の非破壊試験により，

放射線透過試験を必要とする突合せ溶接部

の余盛の高さは，表 N-6081-1の「母材の厚

さ」に応じ，それぞれ同表の「余盛の高さ」

の値以下とする。 

 

 

 

表 N-6081-1 余盛の高さの許容値 

母材の厚さ (t) (mm) 

（注 1.) 

余 盛 の 高 さ 

(mm) 

t ≦12 1.5 

12< t ≦25 2.5 

25< t ≦50 3 

50< t ≦100 4 

100< t 5 

（注） 

1. 母材の厚さが異なる場合は，薄い方の厚

さを「母材の厚さ」とする。 

N-6080 継手の仕上げ 

非破壊試験を行うものの表面は，滑らか

で，母材の表面より低くなく，かつ，母材の

表面と段がつかないように仕上げなければ

ならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この場合において，N-6050及び N-6100の

非破壊試験により，放射線透過試験を必要

とする突合せ溶接部の余盛の高さは，表 N-

6080-1の左欄に掲げる「母材の厚さ（母材

の厚さが異なる場合は，薄い方の厚さ）の

区分」に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げ

る値以下でなければならない。 

 

表 N-6080-1 余盛高さの許容値 

 

母材の厚さの区分 余盛の値 

12 mm以下 1.5 mm 

12 mmを超え 25 mm以下 2.5 mm 

25 mmを超え 50 mm以下 3 mm 

50 mmを超え 100 mm 以下 4 mm 

100 mmを超えるもの 5 mm 
 

N-7080 溶接部の表面 

(1) 非破壊試験を行う溶接部の表面は，非

破壊試験の実施に支障がないように滑ら

かで，母材の表面より低くなく，かつ，母

材の表面と段がつかないように仕上げ

る。 

なお，溶接部の表面が滑らかで溶接の

ままで非破壊試験の実施に支障がない場

合は，仕上げなくてもよい。 

(2) アンダカットの深さの許容値は，0.8mm

以下とし，かつ要求される断面の厚さが

確保されるようにする。 

 

N-7080 継手の仕上げ 

非破壊試験を行うものの表面は，滑らか

で，母材の表面より低くなく，かつ，母材の

表面と段がつかないように仕上げなければ

ならない。 
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① 「N-1080 継手の仕上げ」の解説に、「一般に非破壊試験を行う溶接部の表面は、滑

らかになっていることが必要であるが、判定が明確になるような状態であればよい

と考えられ、溶接の方法によって比較的滑らかなビード面が得られる場合について

は、特に仕上げる必要はない。」としていた。 

② アンダカットに関する制限が定性的な規定となっていたため、ASME Sec.Ⅲを参考

に許容値を規定化した。併せてアンダカットと余盛高さに関する規定を分けるよう

に改定した66。 

 

（３）検討の結果 

① 「非破壊試験の実施に支障がないように滑らかで，母材の表面より低くなく，かつ，

母材の表面と段がつかないように仕上げる。」という原則に対して、「非破壊試験の実

施に支障がない場合は，仕上げなくてもよい。」とした例外規定である。仕上げは非

破壊試験に支障がないように行うものであるので、変更は妥当と判断する。 

② アンダカットは、JIS Z 3001-4(2013)「溶接用語－第 4部：溶接不完全部」におい

て「母材又は既溶接の上に溶接して生じた止端部の溝」と定義されており、溶接部表

面の形状不良で、補修可能なものである。「N-1080 溶接部の表面」の(1)において、

「非破壊試験を行う溶接部の表面は(略)母材の表面より低くなく、かつ、母材の表面

と段がつかないように仕上げる」と規定しており、アンダカットはこれに適合しない。

「(2)アンダカットの深さの許容値は，0.8mm 以下とし，かつ要求される断面の厚さ

 
66 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№24 

N-7081 溶接部の余盛 

N-7050及び N-7100の非破壊試験により，

放射線透過試験を必要とする突合せ溶接部

の余盛の高さは，表 N-7081-1の「母材の厚

さ」に応じ，それぞれ同表の「余盛の高さ」

の値以下とする。 

 

 

 

表 N-7081-1 余盛の高さの許容値 

母材の厚さ (t) (mm) 

（注 1.) 

余 盛 の 高 さ 

(mm) 

t ≦12 1.5 

12< t ≦25 2.5 

25< t ≦50 3 

50< t ≦100 4 

100< t 5 

（注） 

1. 母材の厚さが異なる場合は，薄い方の厚

さを「母材の厚さ」とする。 

 

この場合において，N-7050及び N-7100の

非破壊試験により，放射線透過試験を必要

とする突合せ溶接部の余盛の高さは，表 N-

7080-1の左欄に掲げる「母材の厚さ（母材

の厚さが異なる場合は，薄い方の厚さ）の

区分」に応じ，それぞれ同表の右欄に掲げ

る値以下でなければならない。 

 

表 N-7080-1 余盛高さの許容値 

 

母材の厚さの区分 余盛の値 

12 mm以下 1.5 mm 

12 mmを超え 25 mm以下 2.5 mm 

25 mmを超え 50 mm以下 3 mm 

50 mmを超え 100 mm 以下 4 mm 

100 mmを超えるもの 5 mm 
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が確保されるようにする。」との規定を追加し、アンダカットを許容する規定とした

理由について、日本機械学会は、次のように説明している67。 

 本規格 第 4部 第 4章用語集（番号：4-1-33）では「アンダカット」は、「溶

接の止端に沿って母材が掘られて、溶接金属が満たされないで溝となってい

る部分をいう」と記載しており、有害な欠陥と判断するためには、判定基準

が必要である。 

 一方で、第 1部 第 2章 N-1040 (2) では、 「溶接部は，溶込みが十分で，

かつ，割れ又はアンダカット，オーバラップ（中略）等で有害なものがあっ

てはならない」 との記載があったが（2012年版/2013追補）、「有害なもの」

の定義が明確ではなかったため、定義をより明確にすることを目的に改定を

実施した。 

「溶接部の表面(1)」の規定について 

 「非破壊試験を行う溶接部の表面は(略)母材の表面より低くなく，かつ，母

材の表面と段がつかないように仕上げる」との記載は、溶接金属のみが周囲

の母材より凹まないようにかつ、非破壊試験に支障の無い範囲で段がつかな

いようななめらかな面を要求する旨の記載である。 

 したがって、有害でない（非破壊試験の判定に影響を与えない）アンダカッ

トは、この要求に合致していることを意図している。 

アンダカット許容値に対する評価 

 許容値を評価する目的から、構造物製作に関わる各規格の状況を調査した

（調査対象規格：ASME Sec.I, III, VIII、JIS B 8265）。その結果、ASME 

Sec.III で採用されている 0.8mm が妥当であると評価した。 

 JIS Z 3801（0.4mm）は、手溶接技術検定に対する基準であり構造物に対す

る基準でないこと、また、記載されているアンダカットの許容値は参考値と

して扱われていることから、評価対象外とした。 

また、アンダカットに関する許容値については、規格が幾つか挙げられ、規格の目

的に応じてどういう許容値を使ったという説明がされている。ASME Code Sec.Ⅲの

値が妥当とのことであるが、構造物としては、そのほかにも溶接品質に関する ISO 

581768があり、例えば、品質レベル Bだと板厚にもよるが最大 0.5mm等が規定されて

いる。アンダカットの許容値を板厚に関係なく一律に 0.8mm とした技術的根拠につ

いて、日本機械学会は、次のように説明している69。 

①ISO 5817 を採用しなかった理由 

・対象としている溶接プロセスは限定されており、JSME 溶接規格と比較して

対象としている範囲が狭いこと。 

 
67 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 3-

3：3(5) (a) 
68 Welding — Fusion-welded joints insteel, nickel, titanium and their alloys(beam welding ex-

cluded) — Qualitylevels for imperfections 
69 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 5-

1-1：101 頁 3(5)(a) 
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・ISO は、品質要求レベルを規定したものであり、複数のレベルが規定されて

いる。そのレベルに応じてアンダカットの許容値も 0.5mm から 1.0mm と幅

があるが、各品質要求レベルの具体的な適用対象等の例示がなく、品質要求

レベルの意図が不明であること。 

②0.8mm の技術的根拠 

・ASME Sec.IIIに記載の数値であるが、ASMESec.III規格は、JSME溶接規格

の用途に近く参考として最適と考えた。 

・ASME Sec.IIIに記載の 0.8mmという数値については、1/32インチからきて

おり、溶接作業現場において一般的に守られるべきワークマンシップ（全て

の溶接施工部位に対する仕上げ・手入れの程度）という観点で設定されてい

るものと考える。 

ASME Code Sec.Ⅲに基づき疲労強度を踏まえて考えた場合でもアンダカット深さ

が一律 0.8mm でよいとした技術的根拠について、日本機械学会は、次のように説明し

ている70。 

・本項目で規定するアンダーカット許容値（0.8㎜）は、溶接作業場において

一般的に守られるべきワークマンシップ（全ての溶接施工部位に対する仕上

げ・手入れの程度）という観点で設定されている。 

・一方で溶接構造物を構成する溶接継手に対しては、その設計条件に応じて個

別に考慮すべき特異な条件（疲労強度など）があると考える。これについて

は個別の溶接継手毎に考慮すべき事項であり、本項では考慮の対象外とした。 

①全ての溶接部に対する要求事項⇒アンダーカット 0.8mm 以下 

②個別の溶接継手毎に考慮すべき事項：⇒設計条件毎に設定される追加要

求事項 

①の要求事項はすべての溶接部に要求される事項であり、②の要求事項は、

設計条件に応じて①に追加して要求される事項である。 

技術基準規則第 17条第 15号イにおいて、主要な耐圧部の溶接部は、「不連続で特

異な形状でないものであること。」と規定し、同号ロにおいて、「溶接による割れが生

ずるおそれがなく、かつ、健全な溶接部の確保に有害な溶込み不良その他の欠陥がな

いことを非破壊試験により確認したものであること。」と規定している。また、その

解釈において、「「溶接による割れが生ずるおそれがなく」とは、溶接後の非破壊試験

において割れがないことに加え、溶接時の有害な欠陥により割れが生じるおそれが

ないこと」をいうと規定している。しかし、日本機械学会は、アンダカットにより割

れが生ずるおそれがないことを説明できていない。また、日本溶接協会の資料による

と、アンダカットの許容値寸法については、部材厚さ、荷重条件等について現在でも

議論がある71。以上により、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「N-1080 溶接部の表面」等の「(2) アンダカットの深さの許容値は，

0.8mm以下とし，かつ要求される断面の厚さが確保されるようにする。」は削る。 

 
70 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 5-

1-1：104 頁 3(5)(a) 
71 一般社団法人日本溶接協会溶接情報センター 接合・溶接技術Ｑ＆Ａ / Q04-01-37 
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（４）適用に当たっての条件 

① 

なし 

② 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

N-1080 溶接部の表面 (2) アンダカットの深さの

許容値は，0.8mm 以下と

し，かつ要求される断面

の厚さが確保されるよう

にする。 

（削る） 

N-2080 溶接部の表面 (2) アンダカットの深さの

許容値は，0.8mm 以下と

し，かつ要求される断面

の厚さが確保されるよう

にする。 

（削る） 

N-3080 溶接部の表面 (2) アンダカットの深さの

許容値は，0.8mm 以下と

し，かつ要求される断面

の厚さが確保されるよう

にする。 

（削る） 

N-4080 溶接部の表面 (2) アンダカットの深さの

許容値は，0.8mm 以下と

し，かつ要求される断面

の厚さが確保されるよう

にする。 

（削る） 

N-5080 溶接部の表面 (2) アンダカットの深さの

許容値は，0.8mm 以下と

し，かつ要求される断面

の厚さが確保されるよう

にする。 

（削る） 

N-6080 溶接部の表面 (2) アンダカットの深さの

許容値は，0.8mm 以下と

し，かつ要求される断面

の厚さが確保されるよう

にする。 

（削る） 

N-7080 溶接部の表面 (2) アンダカットの深さの

許容値は，0.8mm 以下と

し，かつ要求される断面

の厚さが確保されるよう

にする。 

（削る） 

 

４．３．５ 再試験 

本規格は、再試験について、「N-1120 再試験」、「N-2120 再試験」、「N-3120 再試

験」、「N-4120 再試験」、「N-5120 再試験」、「N-6120 再試験」及び「N-7120 再試験」

に規定している。 
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（１）変更の内容 

① 「表 N-X120-1 再試験」の再試験が行える場合の条件を削除 

 

表 4.3.5 再試験の変更点 

溶接規格 2020(正誤表を含む。) 溶接規格 2012（2013） 

N-1120 再試験 

N-1053 の機械試験を行ったとき， N-

1110(3)の判定基準に適合しない機械試験

について，次の(1)及び(2)に従い再試験を

行うことができる。 

 

 

(1)再試験に用いる試験片は，不合格となっ

た試験の試験片を採取した試験板又はこ

れと同時に作製した試験板より採取し，

その形状及び寸法は N-1110(2)の規定に

よる。 

(2)再試験の試験片について，表 N-Xl20-1

の「再試験片の数」の再試験を行う。 

 

再試験の結果が，N-1110(3)の判定基準を

満足する場合，適合とする。 

N-1120 再試験 

N-1050(3)の機械試験を行ったとき，N-

1110(3)の判定基準に適合しない場合であ

って，表 N-X120-1の再試験が行える場合に

該当するときは，判定基準に適合しない機

械試験について次の(1)及び(2)に従い再試

験を行うことができる。 

(1)機械試験の再試験に用いる試験片は，不

合格となった試験の試験片を採取した試

験板又はこれと同時に作製した試験板よ

り採取するものとし，その形状及び寸法

は N-1110(2)の規定によるものとする。 

(2)機械試験の再試験の試験片について，表

N-X120-1の「再試験片の数」の再試験を 

行う。 

(3)(1)及び(2)の結果，N-1110(3)の判定基

準に適合する場合は，これを合格とする。 

N-2120 再試験 

N-2053 の機械試験を行ったとき， N-

2110(3)の判定基準に適合しない機械試験

について，次の(1)及び(2)に従い再試験を

行うことができる。 

 

 

(1)再試験に用いる試験片は，不合格となっ

た試験の試験片を採取した試験板又はこ

れと同時に作製した試験板より採取し，

その形状及び寸法は N-2110(2)の規定に

よる。 

(2)再試験の試験片について，表 N-Xl20-1

の「再試験片の数」の再試験を行う。 

再試験の結果が，N-2110(3)の判定基準を

満足する場合，適合とする。 

N-2120 再試験 

N-2050(3)の機械試験を行ったとき，N-

2110(3)の判定基準に適合しない場合であ

って，表 N-X120-1の再試験が行える場合に

該当するときは，判定基準に適合しない機

械試験について次の(1)及び(2)に従い再試

験を行うことができる。 

(1)機械試験の再試験に用いる試験片は，不

合格となった試験の試験片を採取した試

験板又はこれと同時に作製した試験板よ

り採取するものとし，その形状及び寸法

は N-2110(2)の規定によるものとする。 

(2)機械試験の再試験の試験片について，表

N-X120-1の「再試験片の数」の再試験を 

行う。 

(3)(1)及び(2)の結果，N-2110(3)の判定基

準に適合する場合は，これを合格とする。 

N-3120 再試験 

N-3053 の機械試験を行ったとき， N-

3110(3)の判定基準に適合しない機械試験

について，次の(1)及び(2)に従い再試験を

行うことができる。 

 

 

(1)再試験に用いる試験片は，不合格となっ

N-3120 再試験 

N-3050(3)の機械試験を行ったとき，N-

3110(3)の判定基準に適合しない場合であ

って，表 N-X120-1の再試験が行える場合に

該当するときは，判定基準に適合しない機

械試験について次の(1)及び(2)に従い再試

験を行うことができる。 

(1)機械試験の再試験に用いる試験片は，不
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た試験の試験片を採取した試験板又はこ

れと同時に作製した試験板より採取し，

その形状及び寸法は N-3110(2)の規定に

よる。 

(2)再試験の試験片について，表 N-Xl20-1

の「再試験片の数」の再試験を行う。 

 

再試験の結果が，N-3110(3)の判定基準を

満足する場合，適合とする。 

合格となった試験の試験片を採取した試

験板又はこれと同時に作製した試験板よ

り採取するものとし，その形状及び寸法

は N-3110(2)の規定によるものとする。 

(2)機械試験の再試験の試験片について，N-

X120-1の「再試験片の数」の再試験を 行

う。 

(3)(1)及び(2)の結果，N-3110(3)の判定基

準に適合する場合は，これを合格とする。 

N-4120 再試験 

N-4053 の機械試験を行ったとき， N-

4110(3)の判定基準に適合しない機械試験

について，次の(1)及び(2)に従い再試験を

行うことができる。 

 

 

(1)再試験に用いる試験片は，不合格となっ

た試験の試験片を採取した試験板又はこ

れと同時に作製した試験板より採取し，

その形状及び寸法は N-4110(2)の規定に

よる。 

(2)再試験の試験片について，表 N-Xl20-1

の「再試験片の数」の再試験を行う。 

 

再試験の結果が，N-4110(3)の判定基準を

満足する場合，適合とする。 

N-4120 再試験 

N-4050(3)の機械試験を行ったとき，N-

4110(3)の判定基準に適合しない場合であ

って，表 N-X120-1の再試験が行える場合に

該当するときは，判定基準に適合しない機

械試験について次の(1)及び(2)に従い再試

験を行うことができる。 

(1)機械試験の再試験に用いる試験片は，不

合格となった試験の試験片を採取した試

験板又はこれと同時に作製した試験板よ

り採取するものとし，その形状及び寸法

は N-4110(2)の規定によるものとする。 

(2)機械試験の再試験の試験片について，表

N-X120-1の「再試験片の数」の再試験を 

行う。 

(3)(1)及び(2)の結果，N-4110(3)の判定基

準に適合する場合は，これを合格とする。 

N-5120 再試験 

N-5053 の機械試験を行ったとき， N-

5110(3)の判定基準に適合しない機械試験

について，次の(1)及び(2)に従い再試験を

行うことができる。 

 

 

(1)再試験に用いる試験片は，不合格となっ

た試験の試験片を採取した試験板又はこ

れと同時に作製した試験板より採取し，

その形状及び寸法は N-5110(2)の規定に

よる。 

(2)再試験の試験片について，表 N-Xl20-1

の「再試験片の数」の再試験を行う。 

 

再試験の結果が，N-5110(3)の判定基準を

満足する場合，適合とする。 

N-5120 再試験 

N-5050(3)の機械試験を行ったとき，N-

5110(3)の判定基準に適合しない場合であ

って，表 N-X120-1の再試験が行える場合に

該当するときは，判定基準に適合しない機

械試験について次の(1)及び(2)に従い再試

験を行うことができる。 

(1)機械試験の再試験に用いる試験片は，不

合格となった試験の試験片を採取した試

験板又はこれと同時に作製した試験板よ

り採取するものとし，その形状及び寸法

は N-5110(2)の規定によるものとする。 

(2)機械試験の再試験の試験片について，表

N-X120-1の「再試験片の数」の再試験を 

行う。 

(3)(1)及び(2)の結果，N-5110(3)の判定基

準に適合する場合は，これを合格とする。 

N-6120 再試験 

N-6053 の機械試験を行ったとき， N-

6110(3)の判定基準に適合しない機械試験

について，次の(1)及び(2)に従い再試験を

行うことができる。 

 

N-6120 再試験 

N-6050(3)の機械試験を行ったとき，N-

6110(3)の判定基準に適合しない場合であ

って，表 N-X120-1の再試験が行える場合に

該当するときは，判定基準に適合しない機

械試験について次の(1)及び(2)に従い再試

980



 

749 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 推奨表記集、JIS Z 8301に記載されている規定文の表現の仕方に従うように規定

文の表現の仕方を改定する72。 

 

（３）検討の結果 

① 「N-1120 再試験」の規定は、再試験が行える場合の条件を削除し、試験片が採取

可能であれば無条件に再試験が可能な規定に変更された。削除の妥当性について、日

本機械学会は、次のように説明している73。 

ご指摘の通り、不整合が生じているので、正誤表もしくは改定にて対応いたし

ます。 

日本機械学会によれば、再試験が行える場合の条件を削除したことは不整合との

ことであるので、「N-1120 再試験」の「N-1053の機械試験を行ったとき，N-1110(3)

の判定基準に適合しない機械試験について，次の(1)及び(2)に従い再試験を行うこ

とができる。」は「N-1053の機械試験において，判定基準に適合しない場合であって，

 
72 溶接規格改訂提案 提案番号 W19-10 
73 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(5) 

 

(1)再試験に用いる試験片は，不合格となっ

た試験の試験片を採取した試験板又はこ

れと同時に作製した試験板より採取し，

その形状及び寸法は N-6110(2)の規定に

よる。 

(2)再試験の試験片について，表 N-Xl20-1

の「再試験片の数」の再試験を行う。 

 

再試験の結果が，N-6110(3)の判定基準を

満足する場合，適合とする。 

験を行うことができる。 

(1)機械試験の再試験に用いる試験片は，不

合格となった試験の試験片を採取した試

験板又はこれと同時に作製した試験板よ

り採取するものとし，その形状及び寸法

は N-6110(2)の規定によるものとする。 

(2)機械試験の再試験の試験片について，表

N-X120-1の「再試験片の数」の再試験を 

行う。 

(3)(1)及び(2)の結果，N-6110(3)の判定基

準に適合する場合は，これを合格とする。 

N-7120 再試験 

N-7053 の機械試験を行ったとき， N-

7110(3)の判定基準に適合しない機械試験

について，次の(1)及び(2)に従い再試験を

行うことができる。 

 

 

(1)再試験に用いる試験片は，不合格となっ

た試験の試験片を採取した試験板又はこ

れと同時に作製した試験板より採取し，

その形状及び寸法は N-7110(2)の規定に

よる。 

(2)再試験の試験片について，表 N-Xl20-1

の「再試験片の数」の再試験を行う。 

 

再試験の結果が，N-7110(3)の判定基準を

満足する場合，適合とする。 

N-7120 再試験 

N-7050(3)の機械試験を行ったとき，N-

7110(3)の判定基準に適合しない場合であ

って，表 N-X120-1の再試験が行える場合に

該当するときは，判定基準に適合しない機

械試験について次の(1)及び(2)に従い再試

験を行うことができる。 

(1)機械試験の再試験に用いる試験片は，不

合格となった試験の試験片を採取した試

験板又はこれと同時に作製した試験板よ

り採取するものとし，その形状及び寸法

は N-7110(2)の規定によるものとする。 

(2)機械試験の再試験の試験片について，表

N-X120-1の「再試験片の数」の再試験を 

行う。 

(3)(1)及び(2)の結果，N-7110(3)の判定基

準に適合する場合は，これを合格とする。 
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表 N-X120-1 の再試験が行える場合に該当するときは，N-1110(3)の判定基準に適合

しない機械試験について，次の(1)及び(2)に従い再試験を行うことができる。」に読

み替える。 

 

（４）適用に当たっての条件 

① 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

N-1120 再試験 N-1053 の機械試験を行った

とき，N-1110(3)の判定基準

に適合しない機械試験につ

いて，次の(1)及び(2)に従

い再試験を行うことができ

る。 

N-1053 の機械試験におい

て，判定基準に適合しない

場合であって，表 N-X120-1

の再試験が行える場合に該

当するときは，N-1110(3)の

判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び

(2)に従い再試験を行うこ

とができる。 

N-2120 再試験 

 

N-2053 の機械試験を行った

とき，N-2110(3)の判定基準

に適合しない機械試験につ

いて，次の(1)及び(2)に従

い再試験を行うことができ

る。 

N-2053 の機械試験におい

て，判定基準に適合しない

場合であって，表 N-X120-1

の再試験が行える場合に該

当するときは，N-2110(3)の

判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び

(2)に従い再試験を行うこ

とができる。 

N-3120 再試験 

 

N-3053 の機械試験を行った

とき，N-3110(3)の判定基準

に適合しない機械試験につ

いて，次の(1)及び(2)に従

い再試験を行うことができ

る。 

N-3053 の機械試験におい

て，判定基準に適合しない

場合であって，表 N-X120-1

の再試験が行える場合に該

当するときは，N-3110(3)の

判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び

(2)に従い再試験を行うこ

とができる。 

N-4120 再試験 

 

N-4053 の機械試験を行った

とき，N-4110(3)の判定基準

に適合しない機械試験につ

いて，次の(1)及び(2)に従

い再試験を行うことができ

る。 

N-4053 の機械試験におい

て，判定基準に適合しない

場合であって，表 N-X120-1

の再試験が行える場合に該

当するときは，N-4110(3)の

判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び

(2)に従い再試験を行うこ

とができる。 

N-5120 再試験 

 

N-5053 の機械試験を行った

とき，N-5110(3)の判定基準

に適合しない機械試験につ

いて，次の(1)及び(2)に従

N-5053 の機械試験におい

て，判定基準に適合しない

場合であって，表 N-X120-1

の再試験が行える場合に該

982



 

751 

い再試験を行うことができ

る。 

当するときは，N-5110(3)の

判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び

(2)に従い再試験を行うこ

とができる。 

N-6120 再試験 

 

N-6053 の機械試験を行った

とき，N-6110(3)の判定基準

に適合しない機械試験につ

いて，次の(1)及び(2)に従

い再試験を行うことができ

る。 

N-6053 の機械試験におい

て，判定基準に適合しない

場合であって，表 N-X120-1

の再試験が行える場合に該

当するときは，N-6110(3)の

判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び

(2)に従い再試験を行うこ

とができる。 

N-7120 再試験 

 

N-7053 の機械試験を行った

とき，N-7110(3)の判定基準

に適合しない機械試験につ

いて，次の(1)及び(2)に従

い再試験を行うことができ

る。 

N-7053 の機械試験におい

て，判定基準に適合しない

場合であって，表 N-X120-1

の再試験が行える場合に該

当するときは，N-7110(3)の

判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び

(2)に従い再試験を行うこ

とができる。 

 

４．３．５．１ 再試験の方法 

本規格は、再試験の方法について、「表 N-X120-1 再試験」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.5.1 再試験の方法の変更点」参照） 

① 「継手引張試験」及び「側曲げ試験、裏曲げ試験、縦表曲げ試験及び縦裏曲げ試験」

の「再試験片の数」を「試験片 1 個について 2 個」から「試験片 1 個について 2 個

（継手引張試験片を分割した場合は，分割後の個数の 2倍）」に変更 

② クラス 1配管、クラス 2容器、クラス 3容器、クラス 3相当容器、クラス 2配管、

クラス 3 配管及びクラス 3 相当管の「厚さが 63mm 以下，又は母材の区分が表 N-G01

に掲げる P-6 で，かつ，溶接金属がマルテンサイト系ステンレス鋼であって」を「厚

さが 63mm以下のものであって」に変更し、母材の区分が P-6で溶接金属がマルテン

サイト系ステンレス鋼の場合を削除し、クラス MC容器及びコンクリート製原子炉格

納容器を除く各クラスの容器、相当容器、配管、相当管の破壊靭性試験について、(注

１)を追加 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 
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① 再試験に規定している試験片の個数は、基本的に所要の厚さに分割する前の個数

であるが、厚さを分割した場合も同じ個数でよいと誤って解釈されるおそれがある

ため、表現を見直した74。 

② 破壊靭性試験と再試験の規定に対してつけられたマルテンサイト系ステンレス鋼

の扱いについて改定した。また解説で補足説明をするようにした75。 

 

（３）検討の結果 

① 「継手引張試験」及び「側曲げ試験、裏曲げ試験、縦表曲げ試験及び縦裏曲げ試験」

の「再試験片の数」を「試験片 1 個について 2 個」から「試験片 1 個について 2 個

（継手引張試験片を分割した場合は，分割後の個数の 2倍）」に変更したのは、継手

引張試験片を分割した場合は、分割後の個数の 2 倍であることを明確化したもので

あり、変更は妥当と判断する。 

② 母材の区分が P-6（マルテンサイト系ステンレス鋼）で溶接金属がマルテンサイト

系ステンレス鋼の場合を削除したことについて、クラス 1～3配管については、マル

テンサイト系ステンレス鋼が材料規格 2020 において「Part2 第 1 章 表 1 使用する

材料の規格」から削除されていることによるものであり、妥当と判断する。 

破壊靭性試験の欄における「(注１)」はクラス 1～3容器に係る規定であるが、「再

試験が行える場合」の項のクラス 1配管にも付されている。クラス 1配管に「（注 1）」

付す理由について、日本機械学会は、次のように説明している76。 

クラス 1 配管に注 1は不要です。今後、正誤表対応をいたします。 

クラス 3相当容器及びクラス 3相当配管については、材料規格 2020に規定がない

ことから、使用する材料等について定義することを要望する。 

 

（４）変更点以外の評価 

「４．３．３．４ 破壊靭性試験」（４）で評価したように、「表 N-X110-3 破壊靭

性試験」の「機器の区分」が「クラス MC 容器、コンクリート製原子炉格納容器」で

あって「厚さが 63mm を超えるもの」についての「判定基準」は読み替えられてい

る。「表 N-X120-1 再試験」の「再試験が行える場合」にも同じものが規定されてい

ることから、同様に読み替える。 

 

（５）適用に当たっての条件変更点 

   なし 

変更点以外 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-X120-1 再試験 試 再試験が行える場合 試 再試験が行える場合 

 
74 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№26 
75 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：2. №10 
76  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(56) 
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験

の

種

類 

破

壊

靭

性

試

験 

ク

ラ

ス

MC

容

器

，

コ

ン

ク

リ

ー

ト

製

原

子

炉

格

納

容

器 

2.板厚 63mm を超

える場合（溶接金

属及び熱影響部） 

(2)衝撃試験 

1 組（3 個）の試

験片の平均値お

よび当該 1 組の

試験片のうち 2

個以上の試験片

の最小値が，それ

ぞれ設計・建設規

格 の 表 PVE-

2333.2-2「ボルト

材以外で厚さが

63mm を超える材

料の吸収エネル

ギーの判定基準」

に掲げる吸収エ

ネルギーの値以

上である場合 

ただし，SM400B，

SM400C，SLA325A，

SLA325B 及 び

SCPH61 は材料の

最小降伏点にか

かわらず，3個の

平均値は 27J 以

上，最小値が 21J

以上である場合 
 

験

の

種

類 

破

壊

靭

性

試

験 

ク

ラ

ス

MC

容

器

，

コ

ン

ク

リ

ー

ト

製

原

子

炉

格

納

容

器 

2.板厚 63mm を超

える場合（溶接金

属及び熱影響部） 

(2)衝撃試験 

1 組（3 個）の試

験片の平均値お

よび当該 1 組の

試験片のうち 2

個以上の試験片

の最小値が，それ

ぞれ設計・建設規

格 の 表 PVE-

2333.2-2「ボルト

材以外で厚さが

63mm を超える材

料の吸収エネル

ギーの判定基準」

に掲げる吸収エ

ネルギーの値以

上である場合 

ただし，SM400B，

SM400C は材料の

最小降伏点にか

かわらず，3個の

平均値は 27J 以

上，最小値が 21J

以上である場合 
 

 

（６）要望事項 

○ クラス 3相当容器及びクラス 3相当配管については、材料規格 2020に規定がない

ことから、使用する材料等について定義することを要望する。 

 

４．３．６ 耐圧試験 

本規格は、耐圧試験について、「N-1130 耐圧試験」、「N-2130 耐圧試験」、「N-3130

耐圧試験」、「N-4130 耐圧試験」、「N-5130 耐圧試験」、「N-6130 耐圧試験」、「N-

7130 耐圧試験」及び「N-8130 耐圧試験」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 耐圧試験の保持時間を 10分間から 10 分間以上に変更（N-1130、N-2130、N-3130、

N-4130、N-5130、N-6130、N-7130、N-8130) 
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② 最初の燃料を装入した後のクラス 1 容器の耐圧保持後の検査における圧力を「通

常運転時における圧力以上の圧力」から「通常運転時における圧力を超える圧力」に

変更（N-1130） 

③ クラス 4配管の(3)最高許容耐圧試験圧力を削除（N-8130） 

 

表 4.3.6 耐圧試験の変更点 

溶接規格 2020（正誤表を含む。） 溶接規格 2012（2013） 

N-1130 耐圧試験 

(1)～(4)(略) 

(5)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間以

上とする。 

(6)耐圧保持後の検査（漏えいの確認を含

む） 

(略) 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原子

炉圧力容器以外の機器の耐圧試験を原子

炉圧力容器と一体で行う必要がある場

合，最初の燃料を装入した後は，耐圧保

持後の検査における圧力を通常運転時に

おける圧力を超える圧力とする。 

N-1130 耐圧試験 

(1)～(3)(略) 

(4)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間と

する。 

(5)耐圧保持後の検査（漏えいの確認を含

む） 

(略) 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原子

炉圧力容器以外の機器の耐圧試験を原子

炉圧力容器と一体で行う必要がある場

合，最初の燃料を装入した後は，耐圧保

持後の検査における圧力を通常運転時に

おける圧力以上の圧力とする。 

N-2130 耐圧試験 

(1)～(6)(略) 

(7)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間以上

とする。 

N-2130 耐圧試験 

(1)～(4)(略) 

(5)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間とす

る。 

N-3130 耐圧試験 

(1)～(4)(略) 

(5)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間以上

とする。 

N-3130 耐圧試験 

(1)～(3)(略) 

(4)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間とす

る。 

N-4130 耐圧試験 

(1)～(4)(略) 

(5)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間以上

とする。 

N-4130 耐圧試験 

(1)～(3)(略) 

(4)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間とす

る。 

N-5130 耐圧試験 

(1)～(4)(略) 

(5)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間以上

とする。 

N-5130 耐圧試験 

(1)～(3)(略) 

(4)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間とす

る。 

N-6130 耐圧試験 

(1)～(4)(略) 

(5)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間以上

とする。 

N-6130 耐圧試験 

(1)～(3)(略) 

(4)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間とす

る。 
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① 推奨表記集、JIS Z 8301に記載されている規定文の表現の仕方に従うように規定

文の表現の仕方を改定する77。 

② 不明78 

③ 設計・建設規格の規定と整合を図るように、クラス 4配管の耐圧試験の最高許容耐

圧試験圧力の規定を削除するように改定した79。 

 

（３）検討の結果 

① 「N-1130 耐圧試験」の「(5)耐圧試験圧力の保持時間」において、保持時間が 10

分間から 10分間以上に変更されている。一方、設計・建設規格 2020の PHT-4010で

は弁以外の機器の場合は 10分間と規定されている。保持時間を「以上」と変更した

技術的背景について、日本機械学会は、次のように説明している80。 

保持時間 10 分間の要求であっても、現実的には 10 分を超えて保持をするこ

とから 10分間以上としました。また、溶接規格は、事業者検査に用いられるた

め、保持時間を 10分と規定した場合、許容される誤差を提示する必要があり、

マイナス側の誤差を認めないことがわかるようにしました。表記に違いはあり

ますが、技術的な要求事項としては同等です。 

マイナス側の誤差を認めないことが分かるように耐圧試験の実態に合わせて改定

されたもので、変更は妥当と判断する。 

 
77 溶接規格改訂提案 提案番号 W19-10 
78 日本機械学会によれば、審議資料がないため、変更理由は不明とのこと。 
79 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№38 
80 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考資

料 6-1-5：2.1(7) 

N-7130 耐圧試験 

(1)～(4)(略) 

(5)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間以上

とする。 

N-7130 耐圧試験 

(1)～(3)(略) 

(4)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間とす

る。 

N-8130 耐圧試験 

(1)～(3)（略） 

 

 

 

 

 

 

(4)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間以上

とする。 

N-8130 耐圧試験 

(1)、(2)（略） 

(3)最高許容耐圧試験圧力 

耐圧試験圧力の上限は，表 N-X130-1に規

定される耐圧試験圧力の 106%未満に抑える

こと。ただし，これを超える場合は，設計・

建設規格 PHT-2230を満足すること。また，

系統で耐圧試験を行う場合も同様とする。 

(4)耐圧試験圧力の保持時間 

耐圧試験圧力の保持時間は，10分間とす

る。 
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耐圧試験は、溶接規格（10分間以上）と設計・建設規格（10 分間）の両方を適用

して行うことが多いことから、設計・建設規格 2020の規定と溶接規格 2020の規定と

整合させるよう要望する。 

② 「N-1130 耐圧試験」(6)は、「通常運転時における圧力以上の圧力」から「通常運

転時における圧力を超える圧力」に変更されているが、「N-3130 耐圧試験」(6)、「N-

4130 耐圧試験」(6)、「N-5130 耐圧試験」(6)、「N-6130 耐圧試験」(6)及び「N-7130 

耐圧試験」(6)は「通常運転時における圧力以上の圧力」のままで変更されていない。

「N-1130 耐圧試験」(6)以外を変更していない理由について日本機械学会は、次のよ

うに説明している81。 

N-3130～N-7130 についても「超える」として合わせるべきところ改定できて

いませんでした。今後、正誤表対応します。 

技術基準規則第 21条において、クラス 1機器、クラス 2機器、クラス 3機器、ク

ラス 4管及び原子炉格納容器の「内圧を受ける機器に係る耐圧試験の圧力は、機器の

最高使用圧力を超え、かつ、機器に生ずる全体的な変形が弾性域の範囲内となる圧力

とすること。」とされていることから、これに整合するものであり、変更は妥当と判

断する。 

「N-3130 耐圧試験」(6)、「N-4130 耐圧試験」(6)、「N-5130 耐圧試験」(6)、「N-

6130 耐圧試験」(6)、「N-7130 耐圧試験」(6)については、「なお，（中略），最初の燃

料を装入した後は，耐圧保持後の検査における圧力を通常運転時における圧力以上

の圧力とする。」は「なお，（中略），最初の燃料を装入した後は，耐圧保持後の検査

における圧力を通常運転時における圧力を超える圧力とする。」に読み替える。 

③ クラス 4配管の「N-8130 耐圧試験」において、「(3)最高許容耐圧試験圧力」に関

する規定が削除されている。この妥当性について、日本機械学会は、次のように説明

している82。 

クラス 4 配管の耐圧試験圧力は大気圧に近く、気圧試験は気温の変化にも敏

感であり、たとえば、直射日光、発泡液の適用等によっても圧力は敏感に変化し

ます。これらの理由から、最高許容耐圧試験圧力を 106％未満に制限して耐圧試

験を行うことが実際的には難しく、設計・建設規格では、クラス 4配管の場合は

対象外にされています。したがって、設計・建設規格との整合性を図るように ク

ラス 4 配管の場合の最高許容耐圧試験圧力を 106％未満に制限する規定を削除

しました。 

設計・建設規格 2020との整合を図り、また、試験の実態に合わせたものであり、

変更は妥当と判断する。 

 

（４）変更点以外の評価 

 
81  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(8) 
82  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(10) 
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(a)複数の溶接方法を組み合わせた溶接部におけるプログレス MT又はプログレス PTの

実施時期 

「N-1130 耐圧試験」において、(2)のプログレス磁粉探傷試験（以下「プログレス

MT」という。）又はプログレス浸透探傷試験（以下「プログレス PT」という。）に関す

る部分が(3)に分割され、以降の番号が繰り下げられている。 

N-1130 耐圧試験（抜粋） 

(3)表 N-X130-2の耐圧代替非破壊試験は，表 N-X050-1「溶接部の非破壊試験」で

要求される規定試験以外の放射線透過試験，超音波探傷試験，プログレス磁粉

探傷試験又はプログレス浸透探傷試験のうちのいずれか適当な試験とする。 

1)プログレス磁粉探傷試験は，溶接深さの 1/2 (溶接深さの 1/2が 13mmを超え

る場合は 13mmごと）及び最終層表面の磁粉探傷試験である。 

2)プログレス浸透探傷試験は，溶接深さの 1/2(溶接深さの 1/2が 13mmを超え

る場合は 13mmごと）及び最終層表面の浸透探傷試験である。 

複数の溶接方法を組み合わせた溶接部の場合など、初層部や溶接方法の異なる境

界部にプログレス MT 又はプログレス PT と同様のプロセスを適用する必要性につい

て、日本機械学会は、次のように説明している83。 

溶接方法の異なる部位の初層部、境界部などに対する検査ではないのでプロ

グレス MT又はプログレス PTの適用は必要はありません。 

複数の溶接方法を組み合わせる溶接部の場合は、溶接士が交替することも考えら

れる。初層部や溶接方法の異なる境界部において中間 MT又は PTを実施すれば、後

工程への引継に際して溶接不良がないことを確認できるが、これについて日本機械

学会は、次のように説明している84。 

溶接技能者は前層の状態を確認した後に、次の層の施工をするため、交替の都

度の 中間 MT 又は PT は不要と判断します。初層部や溶接方法の異なる境界部

については、施工工場の溶接施工管理にかかわるものであるため、溶接規格とし

て規定する性質のものではありません。なお、プログレス PT及び MTは、耐圧試

験を実施できない場合の代替試験の位置づけです。（詳細は N-1130 (3)に記載し

てございます。） 

初層部や溶接方法の異なる境界部については、次工程（残層の溶接）に移行する

前にそれまでの溶接記録が記載済みであり、記録内容と残層範囲の形状が整合する

ことを確認する必要がある。当該時点でプログレス MT又はプログレス PTがあれ

ば、一層確実にすることができる。プログレス MT又はプログレス PTの実施時期

を、初層部や溶接方法の異なる境界部についても適用可能とする規定を検討するこ

とを要望する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

 
83  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(6) 
84 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(6) 

 

989



 

758 

①、③ 

 なし 

② 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

N-3130 耐圧試験 (6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力以上の圧力とする。 

(6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力を超える圧力とす

る。 

N-4130 耐圧試験 (6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力以上の圧力とする。 

(6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力を超える圧力とす

る。 

N-5130 耐圧試験 (6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力以上の圧力とする。 

(6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力を超える圧力とす
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る。 

N-6130 耐圧試験 (6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力以上の圧力とする。 

(6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力を超える圧力とす

る。 

N-7130 耐圧試験 (6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力以上の圧力とする。 

(6)耐圧保持後の検査（漏え

いの確認を含む） 

(略) 

なお，水圧により原子

炉圧力容器の耐圧試験を

行う場合，又は水圧によ

り原子炉圧力容器以外の

機器の耐圧試験を原子炉

圧力容器と一体で行う必

要がある場合，最初の燃

料を装入した後は，耐圧

保持後の検査における圧

力を通常運転時における

圧力を超える圧力とす

る。 

変更点以外 

 なし 

 

（６）要望事項 

○ 耐圧試験は、溶接規格（10分間以上）と設計・建設規格（10分間）の両方を適用し

て行うことが多いことから、設計・建設規格 2020 の規定と溶接規格 2020 の規定と

を整合させるよう要望する。 

○ プログレス MT 又はプログレス PT の実施時期を、初層部や溶接方法の異なる境界部

についても適用可能とする規定を検討することを要望する。 

 

４．３．６．１ 耐圧試験の試験圧力等 

本規格は、耐圧試験の試験圧力等について、「表 N-X130-1 耐圧試験」に規定している。 

 

（１）変更の内容 
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① クラス 3 相当容器及びクラス 3 相当管において、耐圧試験圧力を最高使用圧力の

1.5 倍から 1.3 倍の水圧（水圧で試験を行うことが困難な場合は 1.25 倍から 1.1 倍

の気圧）に変更 

② (注)2.として気圧による耐圧試験を行う場合の条件を追加 

 

表 4.3.6.1 耐圧試験の試験圧力等の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012(2013) 

表 N-X130-1 耐圧試験(3/4) 

機 器 の

区分 

耐圧試験圧力 

クラス 3

相 当 容

器 及 び

クラス 3

相当管 

(1)最高使用圧力の 1.3 倍の

水圧 

(2)水圧で試験を行なうこと

が困難である場合は，最高

使用圧力の 1.1倍の気圧 

 

(注) 

1.(略) 

2. 気圧による耐圧試験を行う場合の条件 

原則として以下に規定する条件に適合す

る場合，水圧の代わりに気圧による耐圧試

験を実施してもよい。 

(1)対象となる機器が，加圧媒体である液体

に満たされることを想定した設計を行っ

ていなかったり，満たされた液体の重さ

に耐えられない場合 

(2)対象となる機器が，乾燥させるのが容易

でなく，わずかな水分も運転時に許容で

きないものであった場合 

表 N-X130-1 耐圧試験(3/4) 

機器の

区分 

耐圧試験圧力 

 

クラス

3 相当

容器及

びクラ

ス 3 相

当管 

(1)最高使用圧力の 1.5 倍の

水圧 

(2)水圧で試験を行なうこと

が困難である場合は，最高

使用圧力の 1.25倍の気圧 

(注) 

1.(略) 

 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 表 N-X130-1のクラス 3相当容器及びクラス 3相当管の耐圧試験圧力を、改正され

た発電用火力設備の技術基準の解釈で規定されている耐圧試験圧力に改定した85。 

② 設計・建設規格での耐圧試験の規定と整合化を図るよう、耐圧試験で気圧試験を使

用できる場合の条件を追加するように改定した86。 

 

（３）検討の結果 

① 「N-0020 定義」によれば、「「クラス 3相当容器」又は「クラス 3相当管」とは，

クラス 1機器，クラス MC容器，コンクリート製原子炉格納容器，クラス 2機器，ク

ラス 3 機器及び放射線管理設備に属するダクト並びに補助ボイラー及びその附属設

 
85 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№34 
86 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№37 
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備以外の容器又は管であって，蒸気タービン及びその付属設備並びに非常用予備発

電装置等に関する容器又は管をいう。」とされている。改正された火技解釈で規定さ

れている耐圧試験圧力を、同解釈の改定を踏まえて改定されたものであり、変更は妥

当と判断する。 

② 「表 N-X130-1 耐圧試験」の(注)2.気圧による耐圧試験を行う場合の条件(2)にお

いて、「対象となる機器が，乾燥させるのが容易でなく，わずかな水分も運転時に許

容できないものであった場合」としているが、設計・建設規格 2020の「PHT-1111.1 

気圧による耐圧試験を行う場合の条件」(2)では「対象となる機器が、乾燥させるの

が容易でなく、わずかな水分も運転時に許容できないものである場合」と規定してい

る。末尾の「である場合」と「であった場合」との違いについて、日本機械学会は、

次のように説明している87。 

PHT-1111.1 に合わせる改定でした。末尾の表現に違いはありますが 同じ内容

を意図した規定です。 

気圧による耐圧試験を行う場合の条件は、設計・建設規格 2020 と差があるものの、

表現の違いであって同じ内容を意図しているとのことから、追加は妥当と判断する。 

耐圧試験は設計・建設規格の耐圧試験とも関連するので、規定内容を整合させるこ

とが望まれる。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)耐圧代替非破壊試験の種類を放射線透過試験、超音波探傷試験、プログレス MT及び

プログレス PTに限定する妥当性 

「表 N-X130-2 耐圧代替非破壊試験」において、クラス 1容器の「7.管と管板の溶

接部（耐圧部に係るものを除く）」及び「8.クラッド溶接による溶接部」には耐圧代

替非破壊試験が「－」表示され(注)2.で耐圧代替非破壊試験は不要とされているが、

「8.クラッド溶接による溶接部」には日本機械学会 発電用原子力設備規格 維持規

格（以下「維持規格」という。）に規定する渦電流探傷試験が供用中プラントで実用

化されている。また「7.管と管板の溶接部（耐圧部に係るものを除く）」には JIS Z 

2330(2012)「非破壊試験－漏れ試験方法の種類及びその選択」に規定するヘリウム漏

れ試験やアンモニア漏れ試験が適用可能であると思われる。耐圧代替非破壊試験の

種類を放射線透過試験、超音波探傷試験、プログレス MT及びプログレス PTに限定す

る妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している88。 

供用中検査は、製造中にはない制約（アクセスが困難な場合が多い）があるた

め、自動探傷や遠隔操作が可能な ETが適用されます。しかし、管と管板の溶接

部の場合、探傷部位の形状等の問題から適用が困難であり、また、ヘリウム漏れ

試験やアンモニア漏れ試験の場合、漏えい箇所の特定が困難であり、漏えい個所

の特定には、PTや UTなどを行う必要があると考えました。したがって、溶接規

 
87 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(15) 
88 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考資

料 6-1-5：2.1(57) 
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格は溶接部に対する耐圧代替非破壊試験として、規定の非破壊試験（RT,UT,MT.PT）

の中からこれらを選択しました。 

クラッド溶接による溶接部には渦電流探傷試験が供用中プラントで実用化されて

おり、管と管板の溶接部（耐圧部に係るものを除く）には JIS Z 2330(2012)「非破

壊試験－漏れ試験方法の種類及びその選択」に規定するヘリウム漏れ試験やアンモ

ニア漏れ試験が適用可能と思われることから、耐圧代替非破壊試験に加える検討を

行うことを要望する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

なし 

 

（６）要望事項 

○ クラッド溶接による溶接部には渦電流探傷試験が供用中プラントで実用化されて

おり、管と管板の溶接部（耐圧部に係るものを除く）には JIS Z 2330(2012)「非

破壊試験－漏れ試験方法の種類及びその選択」に規定するヘリウム漏れ試験やア

ンモニア漏れ試験が適用可能と思われることから、耐圧代替非破壊試験に加える

検討を行うことを要望する。 

 

４．３．７ 突合せ溶接の形状 

本規格は、突合せ溶接の形状について、「N-5070 厚さの異なる母材の突合せ溶接」、

「N-6070 厚さの異なる母材の突合せ溶接」、「N-7070 厚さの異なる母材の突合せ溶接」、

「N-8070 厚さの異なる母材の突合せ溶接」、「N-5060 突合せ溶接による継手面の目違

い」、「N-6060 突合せ溶接による継手面の目違い」及び「N-7060 突合せ溶接による継手

面の目違い」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.7 突合せ溶接の形状の変更点」参照）89 

① クラス 1～3配管の厚さの異なる母材の突合せ溶接の形状の図を削除し、設計・建

設規格の図を引用する規定に変更（N-5070、N-6070、N-7070） 

② クラス 4配管の厚さの異なる母材の突合せ溶接の規定を追加（N-8070） 

③ クラス 1～3配管の継手区分 Bの継手面の目違い許容値に継手区分 C及び継手区分

Dを追加（N-5060、N-6060、N-7060） 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①、② 厚さが異なる突合せ溶接の規定を、設計・建設規格の関連規定番号を引用する

ように改定した90。 

 
89 クラス 1～3 容器及クラス MC 容器についても変更がされているが、設計・建設規格の図を引用する変更

であり、「①記載の適正化のための変更」に分類した。 
90 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№2 
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③ クラス 1～3配管の開先面の目違い規定は継手区分 A,Bが対象となっているが、継

手区分 C,D にも突合せ継手となるものがあることから、継手区分 C,D を追加した91。 

 

（３）検討の結果 

①、② 「N-5070 厚さの異なる突合せ溶接」（クラス 1配管の規定）から厚さの異なる

母材の突合せ溶接の形状の図が削除され、設計・建設規格 2020の「PPB-4040厚さの

異なる母材の突合せ溶接の構造」（クラス 1配管の規定）によることとされた。同規

定は、(1)において設計・建設規格の「PVB-4232厚さの異なる母材の突合せ溶接の構

造」（クラス 1 容器の規定）によることとされ、削除された図と同じ図が「図 PVB-

4232-1 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」に規定されている。また、「PPB-4040

厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」(2)には、管台又は管とポンプ、弁その他こ

れらに類するもの又は突合せ溶接式管継手との突合せ継手が追加され、「PPB-4010ク

ラス 1配管の溶接部の設計」(2)a.の設計を適用してもよいとされている。「PPB-4010

クラス 1 配管の溶接部の設計」(2)a.には、「図 PPB-4040-1 クラス 1 配管 管継手の

溶接部」(1)によることとされている。管台又は管とポンプ、弁その他これらに類す

るもの又は突合せ溶接式管継手との突合せ継手の追加の妥当性について、日本機械

学会は、次のように説明している92。 

N-5070 を含む N-X070「厚さが異なる母材の突合せ溶接」の規定は、継手設計

構造に関する内容であるため、設計・建設規格を引用するように改定しました。

N-5070については、ご指摘のとおり、改定前の溶接規格の規定に比べて、「管台

又は管とポンプ、弁その他これらに類するもの又は突合せ溶接式管継手との突

合せ継手」が追加されておりますが、上記のとおり、継手設計構造に関する規定

は、設計・建設規格を引用するという方針に従い、妥当と考えます。なお、クラ

ス 1配管の「管台又は管とポンプ、弁その他これらに類するもの又は突合せ溶接

式管継手との突合せ継手」の規定は、設計・建設規格 2010年追補からありまし

た。 

しかし、「図 PPB-4010-1クラス 1配管 管継手の溶接部」(1)には、「図 PVB-4232-1

厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」のようにｒ寸法（ｔの 2分の 1以上）が規定

されていない。 

PVB-4232 厚さの異なる母材の突合せ溶接

の構造 

PPB-4010 クラス 1配管の溶接部の設計 

(2) クラス 1 配管の継手区分 B の溶接部

は、(1)の a.から c.に掲げる設計のいず

れかによるものでなければならない。こ

の場合、(1)の b.に掲げる溶接方法におい

ては、溶接後に裏当て金を必ずしも取り

除く必要はない。ただし、次の a.及び b.

に掲げる溶接方法によって溶接する場合

はこの限りでない。 

 
91 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№9 
92 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(9) 
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クラス 1 容器に係る厚さの異なる母材の

突合せ溶接（継手区分 C 又は継手区分 D に

係るものを除く）を行う場合は、図 PVB-

4232-1 に示すように勾配を設けなければ

ならない。 

（注） 

1. tは薄い方の母材の厚さとする。 

2. ℓ は突き合わせる母材の面の食違いの値

の 3倍以上の値とする。 

3. rは tの 2分の 1以上とする。 

 

図 PVB-4232-1 厚さの異なる母材の突合

せ溶接の構造 

a. 管台又は管とポンプ、弁その他これら

に類するもの又は突合せ溶接式管継手

との継手の溶接部は図 PPB-4010-1(1)

によること。 

図 PPB-4010-1 クラス 1 配管 管継手の溶

接部 

その妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している93。 

図 PPB-4010-1(1)は、クラス 1配管の管継手の溶接部の図を表しているのに対

し、図 PVB-4232-1は、厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造を表しています。

r 寸法は、厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造に関わる寸法のため、図 PPB-

4010-1(1)には規定がございません。 

「N-5070 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」に引用された「PPB-4040厚さの

異なる母材の突合せ溶接の構造」は、(1)において「PVB-4232厚さの異なる母材の突

合せ溶接の構造」（クラス 1容器の規定）によることとされ、削除された図と同じ図

が「図 PVB-4232-1 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」として規定されており、

変更は妥当と判断する。(2)については、管台又は管とポンプ、弁その他これらに類

するもの又は突合せ溶接式管継手との突合せ継手の勾配に関する規定であり、設計・

建設規格 2010 年追補において追加された継手を溶接規格 2020 に取り込んだもので

あり、変更は妥当と判断する。同様の規定が置かれている「N-6070 厚さの異なる母

材の突合せ溶接の構造」、「N-7070 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」及び「N-

8070厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」についても、変更は妥当と判断する。 

「PPB-4040 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」、「PPC-4040 厚さの異なる母材

の突合せ溶接の構造」、「PPD-4040厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」及び「PPH-

4040厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」の(2)は、厚さの異なる母材の突合せ溶

 
93 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(9) 
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接の構造ではなく継手の勾配に関する規定であることから、別の項とすることを要

望する。 

「PPB-4010 クラス 1配管の溶接部の設計」、「PPC-4010クラス 4配管の溶接部の設

計」、「PPD-4010 クラス 4配管の溶接部の設計」及び「PPH-4010クラス 4配管の溶接

部の設計」(2)a.に引用された「図 PPB-4040-1クラス 1配管 管継手の溶接部」、「図

PPC-4040-1クラス 2配管 管継手の溶接部」、「図 PPD-4040-1クラス 3配管 管継手の

溶接部」及び「図 PPH-4040-1クラス 4配管 管継手の溶接部」(1)は r寸法が規定さ

れておらず、継手区分 Cの図であるので、「図 PPB-4010-2クラス 1配管 継手区分 C

の構造」、「図 PPC-4010-2クラス 2配管 継手区分 Cの構造」、「図 PPD-4010-2クラ

ス 3 配管 継手区分 C の構造」及び「図 PPH-4010-2 クラス 4 配管 継手区分 C の構

造」に移動することを要望する。 

③ クラス 1～3配管の継手面の目違い許容値の表の継手区分 Bの欄に継手区分 C及び

継手区分 Dを追加した。継手区分 C、Dの突合せ継手の事例（設計・建設規格の「図 

PPD-4010-3 クラス 3配管 継手区分 C の構造」及び「図 PPD-4010-4 クラス 3配管 

継手区分 Dの構造」に示す溶接継手形状において該当するもの）について、日本機械

学会は、次のように説明している94。 

設計・建設規格（2020 年版）のクラス 3 配管における突合せ継手の事例とし

ては、次の様なものが挙げられます。 

＜継手区分 C＞ 

・図 PPD-4010-2(1)(2) 

＜継手区分 D＞ 

・図 PPD-4010-4(1)(2)(3)(4)(5)(12) 

「N-0020 定義」によれば、継手区分 Cとは、容器の胴にフランジ、平板又は管板

を接続する継手、管又は管台にフランジ、平板又は管板を接続する継手、鏡板にフラ

ンジを接続する継手であり、継手区分 Dとは、容器の胴、管又は管台、鏡板又は平板

に管台を取り付ける継手である。継手区分 B（容器、管又は管台の胴の周継手、容器

の胴、管又は管台に全半球形鏡板以外の鏡板を接続する周継手）と同等の目違いとす

ることを明確にしたものであり、追加は妥当と判断する。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)応力計算により必要な強度を有することが明らかな場合は目違いの許容値を超えて

もよいとすること 

「N-1060 突合せ溶接による継手面の目違い」、「N-2060 突合せ溶接による継手面

の目違い」、「N-3060 突合せ溶接による継手面の目違い」、「N-4060 突合せ溶接による

継手面の目違い」、「N-5060 突合せ溶接による継手面の目違い」、「N-6060 突合せ溶接

による継手面の目違い」及び「N-7060 突合せ溶接による継手面の目違い」において、

突合せ溶接による継手面の目違いは「応力計算を行って必要な強度を有することが

 
94  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-6：1.(6) 
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明らかである場合は，表 N-1060-1の許容値を超えてもよい」等と規定されている。

目違いが大きくなると規定の非破壊試験ができなくなる可能性もあるが、強度のみ

を条件とすることの妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している95。 

N-1060 の解説より、継手面の目違いの値は、継手の溶接部の設計における計

画値と実測値との差を表しています。したがって、本項は設計に深く関係する

強度を条件としています。非破壊試験を実施する上で問題となるのは、溶接部

の表面状態であり、これについては N-1080「溶接部の表面」において、非破壊

試験の実施に支障がないように規定しています。 

目違いとは段差のことであり、非破壊試験にとっては有害ともなりかねないもの

である。「応力計算を行って必要な強度を有することが明らかであって、非破壊試験

の実施に支障がない場合」のように記載を明確化するよう要望する。 

(b)「解説図 N-0020-7 誤解されやすい継手区分 Cの例（その 4)」に示すハブなしフラ

ンジの溶接継手形状 

「解説図 N-0020-7 誤解されやすい継手区分 C の例（その 4)」に示すハブなしフ

ランジの溶接継手形状は、設計・建設規格 2020に規定されていない。他方、類似の

形状が設計・建設規格 2020 の「図 PVD-4112-1 クラス 3 容器 継手区分 C の構造

（1/3）」(5)に示されている。これらの図の関係について、日本機械学会は、次のよ

うに説明している96。 

 

容器の胴、管、管台、平板、鏡板等全ての部材にフランジを取り付ける継手は

継手区分 Cと規定されていますため、溶接規格の解説図 N-0020-7と設計・建設

規格の図 PVD-4112-1 (5)ではフランジを取り付ける対象が管と鏡板で異なりま

すが、同じ継手区分 Cの構造です。溶接規格の解説では、鏡板の方が継手区分が

誤解されやすいと考え、解説にて例示しています。 

「図 PVD-4112-1クラス 3容器 継手区分 Cの構造（1/3）」(5)ではフランジ背面の

溶接部は母材が削られているが、「解説図 N-0020-7 誤解されやすい継手区分 Cの例

 
95第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考資

料 6-1-5：2.1(3) 
96 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(28) 
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（その 4)」に示すフランジ背面は削られていない。「解説図 N-0020-7 誤解されやす

い継手区分 C の例（その 4)」の図例は溶接部の形状として適切ではないため、見直

すことを要望する。 

なお、日本機械学会は、フランジを取り付ける対象が管と鏡板の場合では鏡板の方

が継手区分が誤解されやすいと考え例示したとしているが、「解説図 N-0020-7 誤解

されやすい継手区分 C の例（その 4)」は差し込み形フランジであり、フランジに鏡

板の曲面部が差し込まれることは想定されていない。鏡板の差し込み部は円筒部分

であることから胴又は管扱いとされる。 

 

（５）適用に当たっての条件 

なし 

 

（６）要望事項 

○ 「PPB-4040 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」、「PPC-4040厚さの異なる母材

の突合せ溶接の構造」、「PPD-4040 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」及び

「PPH-4040 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」の(2)は、厚さの異なる母材の

突合せ溶接の構造ではなく継手の勾配に関する規定であることから、別の項とす

ることを要望する。 

○ 「PPB-4010 クラス 1配管の溶接部の設計」、「PPC-4010クラス 4配管の溶接部の設

計」、「PPD-4010クラス 4配管の溶接部の設計」及び「PPH-4010 クラス 4配管の溶

接部の設計」(2)a.に引用された「図 PPB-4040-1クラス 1配管 管継手の溶接部」、

「図 PPC-4040-1 クラス 2 配管 管継手の溶接部」、「図 PPD-4040-1 クラス 3 配管 

管継手の溶接部」及び「図 PPH-4040-1クラス 4配管 管継手の溶接部」(1)は r寸

法が規定されておらず、継手区分 Cの図であるので、「図 PPB-4010-2クラス 1配

管 継手区分 C の構造」、「図 PPC-4010-2 クラス 2 配管 継手区分 C の構造」、「図 

PPD-4010-2クラス 3配管 継手区分 Cの構造」及び「図 PPH-4010-2クラス 4配管 

継手区分 Cの構造」に移動することを要望する。 

○ 継手面の目違いについては「応力計算を行って必要な強度を有することが明らか

であって、非破壊試験の実施に支障がない場合」のように記載を明確化するよう要

望する。 

○ 「図 PVD-4112-1 クラス 3 容器 継手区分 Cの構造（1/3）」(5)ではフランジ背面の

溶接部は母材が削られているが、「解説図 N-0020-7 誤解されやすい継手区分 Cの

例（その 4)」に示すフランジ背面は削られていない。「解説図 N-0020-7 誤解され

やすい継手区分 C の例（その 4)」の図例は溶接部の形状として適切ではないため、

見直すことを要望する。 

 

４．３．８ 開先面 

本規格は、開先面について、「N-1030 開先面」、「N-2030 開先面」、「N-3030 開先

面」、「N-5030 開先面」及び「N-6030 開先面」に規定している。 
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（１）変更の内容 

① 開先面検査に係る規定の「適合するものでなければならない」を「適合しなければ

ならない。」に、「この限りでない。」を「磁粉探傷試験又は浸透探傷試験を行わなく

てもよい。」に変更 

 

表 4.3.8 開先面の変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 推奨表記集、JIS Z 8301に記載されている規定文の表現の仕方に従うように規定

文の表現の仕方を改定する97。 

 

（３）検討の結果 

① 「適合するものでなければならない」を「適合しなければならない。」に変更して

いる。「適合するものでなければならない。」は（あらかじめ）適合するよう求めてい

るのに対して「適合し」は「結果として」適合することを求めていると読める。また、

「この限りでない。」を「磁粉探傷試験又は浸透探傷試験を行わなくてもよい。」に変

更しているが、「この限りでない」は適用外、対象外という意味であるのに対し、「行

わなくてもよい」は適用対象であるが免除してよいという意味と読める。 

これらの変更について、日本機械学会は、次のように説明している98。 

「～適合しなければならない。」は要求を表す表現で「～適合するものでなけ

ればならない。」と同等です。なお、JIS Z 8301：2019「規格票の様式及び作成

方法」7.2 によれば、この文では”もの”を用いないことが適切であると判断し

ました。「～を行わなくてもよい」は不必要を示す表現で、「この限りでない」と

同等です。 

日本機械学会によれば、同等の表現であるとのことであり、変更は妥当と判断する。 

「適合しなければならない」は「適合するものにする」という代替表現が可能であ

り、「行わなくてもよい」は「この限りでない」の方が適正と思われることから、よ

り適切な表現を検討することを要望する。 

 

 
97 溶接規格改訂提案 提案番号 W19-10 
98 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(1) 

溶接規格 2020 溶接規格 2012(2013) 

N-1030 開先面 

(1)、(2)（略） 

(3)継手区分 A から継手区分 D までの溶接

部，肉盛溶接部又はクラッド溶接による

溶接部の開先面は，磁粉探傷試験又は浸

透探傷試験を行い，これに適合しなけれ

ばならない。ただし，圧延又は鍛造によ

って作られた母材であって，厚さが 50mm

以下のものは，磁粉探傷試験又は浸透探

傷試験を行わなくてもよい。 

N-1030 開先面 

(1)、(2)（略） 

(3)継手区分 A から継手区分 D までの溶接

部，肉盛溶接部又はクラッド溶接による

溶接部の開先面は，磁粉探傷試験又は浸

透探傷試験を行い，これに適合するもの

でなければならない。ただし，圧延又は

鍛造によって作られた母材であって，厚

さが 50mm 以下のものは，この限りでな

い。 
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（５）適用に当たっての条件 

なし 

 

（６）要望事項 

○ 「適合しなければならない」は「適合するものにする」という代替表現が可能で

あり、「行わなくてもよい」は「この限りでない」の方が適正と思われることか

ら、より適切な表現を検討することを要望する。 

 

４．３．９ 溶接部の非破壊試験 

本規格は、溶接部の非破壊試験について、「N-1051 溶接部の非破壊試験」、「N-2051

溶接部の非破壊試験」、「N-3051 溶接部の非破壊試験」、「N-4051 溶接部の非破壊試

験」、「N-5051 溶接部の非破壊試験」、「N-6061 溶接部の非破壊試験」及び「N-7051 

溶接部の非破壊試験」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 「非破壊試験を行い，これに適合するものでなければならない。」を「非破壊試験

を行い，～に規定されている判定基準に適合しなければならない。」に変更 

 

表 4.3.9 溶接部の非破壊試験の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012(2013) 

N-1050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

N-1051 溶接部の非破壊試験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」

に応じ，それぞれ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-1100に規定されてい

る判定基準に適合しなければならない。 

なお，機器等の構造上，規定試験を行うこ

とが著しく困難な場合は，規定試験の代わ

りに溶接部の区分に応じ，それぞれ同表の

「代替試験」に示す非破壊試験を行い，適

合することを確認してもよい。 

N-1050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

 

(1)溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の区

分」の欄に掲げる区分に応じ，それぞれ

同表の「規定試験」の欄に掲げる非破壊

試験を行い，これに適合するものでなけ

ればならない。ただし，機器等の構造上，

規定試験を行うことが著しく困難な場合

であって，規定試験の代わりに，溶接部

の区分に応じ，それぞれ同表の「代替試

験」の欄に掲げる非破壊試験を行い，こ

れに適合するものであるときは，この限

りでない。 

N-2050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

N-2051 溶接部の非破壊試験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」

に応じ，それぞれ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-2100に規定されてい

る判定基準に適合しなければならない。 

なお，機器等の構造上，規定試験を行うこ

とが著しく困難な場合は，規定試験の代わ

りに溶接部の区分に応じ，それぞれ同表の

「代替試験」に示す非破壊試験を行い，適

合することを確認してもよい。 

N-2050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

 

(1)溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の区

分」の欄に掲げる区分に応じ，それぞれ

同表の「規定試験」の欄に掲げる非破壊

試験を行い，これに適合するものでなけ

ればならない。ただし，機器等の構造上，

規定試験を行うことが著しく困難な場合

であって，規定試験の代わりに，溶接部

の区分に応じ，それぞれ同表の「代替試

験」の欄に掲げる非破壊試験を行い，こ
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れに適合するものであるときは，この限

りでない。 

N-3050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

N-3051 溶接部の非破壊試験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」

に応じ，それぞれ同表の「規定試験」に示

す，N-3100に規定されている判定基準に適

合しなければならない。 

なお，機器等の構造上，規定試験を行うこ

とが著しく困難な場合は，規定試験の代わ

りに溶接部の区分に応じ，それぞれ同表の

「代替試験」に示す非破壊試験を行い，適

合することを確認してもよい。 

N-3050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

 

(1)溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の区

分」の欄に掲げる区分に応じ，それぞれ

同表の「規定試験」の欄に掲げる非破壊

試験を行い，これに適合するものでなけ

ればならない。ただし，機器等の構造上，

規定試験を行うことが著しく困難な場合

であって，規定試験の代わりに，溶接部

の区分に応じ，それぞれ同表の「代替試

験」の欄に掲げる非破壊試験を行い，こ

れに適合するものであるときは，この限

りでない。 

N-4050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

N-4051 溶接部の非破壊試験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」

に応じ，それぞれ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-4100に規定されてい

る判定基準に適合しなければならない。 

なお，機器等の構造上，規定試験を行うこ

とが著しく困難な場合は，規定試験の代わ

りに溶接部の区分に応じ，それぞれ同表の

「代替試験」に示す非破壊試験を行い，適

合することを確認してもよい。 

N-4050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

 

(1)溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の区

分」の欄に掲げる区分に応じ，それぞれ

同表の「規定試験」の欄に掲げる非破壊

試験を行い，これに適合するものでなけ

ればならない。ただし，機器等の構造上，

規定試験を行うことが著しく困難な場合

であって，規定試験の代わりに，溶接部

の区分に応じ，それぞれ同表の「代替試

験」の欄に掲げる非破壊試験を行い，こ

れに適合するものであるときは，この限

りでない。 

N-5050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

N-5051 溶接部の非破壊試験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」

に応じ，それぞれ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-5100に規定されてい

る判定基準に適合しなければならない。 

なお，機器等の構造上，規定試験を行うこ

とが著しく困難な場合は，規定試験の代わ

りに溶接部の区分に応じ，それぞれ同表の

「代替試験」に示す非破壊試験を行い，適

合することを確認してもよい。 

N-5050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

 

(1)溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の区

分」の欄に掲げる区分に応じ，それぞれ

同表の「規定試験」の欄に掲げる非破壊

試験を行い，これに適合するものでなけ

ればならない。ただし，機器等の構造上，

規定試験を行うことが著しく困難な場合

であって，規定試験の代わりに，溶接部

の区分に応じ，それぞれ同表の「代替試

験」の欄に掲げる非破壊試験を行い，こ

れに適合するものであるときは，この限

りでない。 

N-6050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

N-6051 溶接部の非破壊試験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」

に応じ，それぞれ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-6100に規定されてい

る判定基準に適合しなければならない。 

なお，機器等の構造上，規定試験を行うこ

とが著しく困難な場合は，規定試験の代わ

N-6050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

 

(1)溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の区

分」の欄に掲げる区分に応じ，それぞれ

同表の「規定試験」の欄に掲げる非破壊

試験を行い，これに適合するものでなけ

ればならない。ただし，機器等の構造上，

規定試験を行うことが著しく困難な場合
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① 推奨表記集、JIS Z 8301 に記載されている規定文の表現の仕方に従うように規定

文の表現の仕方を改定する99。 

 

（３）検討の結果 

① 「N-1051 溶接部の非破壊試験」の規定は「表 N-X050-1の「溶接部の区分」の欄に

掲げる区分に応じ，それぞれ同表の「規定試験」の欄に掲げる非破壊試験を行い，こ

れに適合するものでなければならない」から「表 N-X050-1の「溶接部の区分」に応

じ，それぞれ同表の「規定試験」に示す非破壊試験を行い，N-1100 に規定されてい

る判定基準に適合しなければならない」に変更されている。「N-1100 非破壊試験」に

規定する判定基準以外（非破壊試験の方法及び非破壊試験員）については適合しなく

とも判定基準に適合すればよいように読めるが、規定の妥当性について、日本機械学

会は次のように説明している100。なお、代替試験については「表 N-X050-1 溶接部の

非破壊試験」に適合することとしている。 

N-1051 の非破壊試験の方法及び非破壊試験員の要求については、第 1部-10頁

の N-1100にて規定を行っているため、N-1051にて「非破壊試験の方法及び非破

壊試験員」を読み込む必要はなく、要求事項が変更されたわけではありません。

したがいまして、規定は妥当であると考えます。 

日本機械学会は、非破壊試験の方法及び非破壊試験員の要求について、「N-1100に

て規定を行っているため、N-1051 にて「非破壊試験の方法及び非破壊試験員」を読

み込む必要はない」と説明しているが、「N-1051 溶接部の非破壊試験」は「N-1100 非

破壊試験」に規定されている判定基準に適合することを求めているだけであり、「N-

 
99 溶接規格改訂提案 提案番号 W19-10 
100 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(4) 

りに溶接部の区分に応じ，それぞれ同表の

「代替試験」に示す非破壊試験を行い，適

合することを確認してもよい。 

であって，規定試験の代わりに，溶接部

の区分に応じ，それぞれ同表の「代替試

験」の欄に掲げる非破壊試験を行い，こ

れに適合するものであるときは，この限

りでない。 

N-7050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

N-7051 溶接部の非破壊試験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」

に応じ，それぞれ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-7100に規定されてい

る判定基準に適合しなければならない。 

なお，機器等の構造上，規定試験を行うこ

とが著しく困難な場合は，規定試験の代わ

りに溶接部の区分に応じ，それぞれ同表の

「代替試験」に示す非破壊試験を行い，適

合することを確認してもよい。 

N-7050 溶接部の非破壊試験及び機械試験 

 

(1)溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の区

分」の欄に掲げる区分に応じ，それぞれ

同表の「規定試験」の欄に掲げる非破壊

試験を行い，これに適合するものでなけ

ればならない。ただし，機器等の構造上，

規定試験を行うことが著しく困難な場合

であって，規定試験の代わりに，溶接部

の区分に応じ，それぞれ同表の「代替試

験」の欄に掲げる非破壊試験を行い，こ

れに適合するものであるときは，この限

りでない。 
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1100 非破壊試験」には判定基準のほかに非破壊試験の方法と非破壊試験の資格者に

ついての要求が別個に規定されている。非破壊試験の方法と非破壊試験の資格者が

要求に適合することの確認を要求していないかのような変更は、妥当とは判断でき

ない。 

したがって、「溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」に応じ、それぞれ同表の

「規定試験」に示す非破壊試験を行い、N-1100 に規定されている判定基準に適合し

なければならない。」は、「溶接部は，表 N-X050-1の「溶接部の区分」に応じ、それ

ぞれ同表の「規定試験」に示す非破壊試験を行い、N-1100 に適合しなければならな

い。」に読み替える。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)非破壊試験員の資格 

「N-1100 非破壊試験」、「N-2100 非破壊試験」、「N-3100 非破壊試験」、「N-4100 非破

壊試験」、「N-5100 非破壊試験」、「N-6100 非破壊試験」、「N-7100 非破壊試験」及び

「N-8100 非破壊試験」の「(5)非破壊試験員」1)において「1) JIS Z 2305(2001)「非

破壊試験-技術者の資格及び認証」若しくは JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術者

の資格及び認証」に基づく有資格者，又はこれと同等と認められる民間資格に基づく

有資格者」と規定されているが、亀裂解釈101 の別紙６において、JIS Z 2305(2001)

「非破壊試験-技術者の資格及び認証」は適用しないこととしている102。亀裂解釈と

異なる規定としている理由について、日本機械学会は、次のように説明している103。 

JIS Z 2305 において、非破壊試験員資格の有効期間は 5年となります。溶接

規格の 2020 年版改定検討時には、JIS Z 2305 (2001)に基づく有効資格者が存

在ていたため、JIS Z 2305 (2001)記載を残してあります。しかし、現段階にお

いては、JIS Z 2305 (2001)に基づく有効資格者は存在しないため、JIS Z 

2305(2013)のみの適用となります。溶接規格 2020年版の改定検討時はまだ資格

者がいたため残しておりましたが、2020年版を発行する時に、JIS Z 2305 (2001)

を削除すべきでした。なお、2022年版では削除しております。 

溶接規格 2020の改定検討時には、JIS Z 2305 (2001)「非破壊試験-技術者の資格

及び認証」に基づく有効資格者が存在していたため記載されているとのことであり、

溶接規格 2022年版では削除していることから、「JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技

術者の資格及び認証」若しくは JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術者の資格及び認

証」に基づく有資格者，又はこれと同等と認められる民間資格に基づく有資格者」は

「JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術者の資格及び認証」に基づく有資格者、又は

これと同等と認められる民間資格に基づく有資格者」に読み替える。 

 
101 実用発電用原子炉及びその附属施設における破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥の解釈 
102 日本電気協会「原子力発電所用機器における渦電流探傷試験指針（JEAG 4217-2018）、軽水型原子力発

電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規程（JEAC 4207-2016）及び原子炉格納容器の漏え

い率試験規程（JEAC 4203-2017）」に関する技術評価書（令和 3 年 7 月）」参照 
103  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(4) 

1004



 

773 

「(5)非破壊試験員」1)では、非破壊試験員と非破壊試験評価員が区別されていな

いが、溶接規格の非破壊試験員とは JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術者の資格及

び認証」に基づくどの有資格者なのかについて、日本機械学会は、次のように説明し

ている104。なお、溶接規格 2012(2013)では非破壊試験は JIS Z 2305「非破壊試験技

術者の資格及び認証」に基づく有資格者が行うとしており、試験員に限定した規定に

なっていない。 

非破壊試験員とは非破壊試験を行う者であり、JIS Z 2305(2013)のレベル 1、

2、3 いずれかの資格を有する者となり、各資格レベルを有する者が実施できる

事項は JIS Z 2305 (2013)の箇条 6によります。 

「N-1100 非破壊試験」(5)に規定する非破壊試験員の規定では、JIS Z 2305(2013) 

「非破壊試験技術者の資格及び認証」のレベル 1、2、3いずれかの資格を有する者で

あればよく、レベル 1 の有資格者が試験の結果を解釈し評価を行うことができると

読めるが、日本機械学会は、レベル 2以上の有資格者が試験の結果を解釈し評価をす

るとしており、JIS Z 2305(2013)「非破壊試験技術者の資格及び認証」の規定に合わ

せている。 

したがって、これを明確にするために、「(5)非破壊試験員」に「非破壊試験評価員

は JIS Z 2305(2013)「非破壊試験技術者の資格及び認証」のレベル 2、3いずれかの

資格を有する者とする。」を加える。 

非破壊試験員は JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術者の資格及び認証」のレベル

1、2、3いずれかの資格を有する者であることが分かるよう、規定の明確化を要望す

る。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

① 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

N-1051 溶接部の非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-1100

に規定されている判定基準

に適合しなければならな

い。 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-1100

に適合しなければならな

い。 

N-2051 溶接部の非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-2100

に規定されている判定基準

に適合しなければならな

い。 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-2100

に適合しなければならな

い。 

 
104 令和６年８月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(4)(b) 
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N-3051 溶接部の非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示

す，N-3100 に規定されてい

る判定基準に適合しなけれ

ばならない。 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-3100

に適合しなければならな

い。 

N-4051 溶接部の非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-4100

に規定されている判定基準

に適合しなければならな

い。 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-4100

に適合しなければならな

い。 

N-5051 溶接部の非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-5100

に規定されている判定基準

に適合しなければならな

い。 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-5100

に適合しなければならな

い。 

N-6051 溶接部の非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-6100

に規定されている判定基準

に適合しなければならな

い。 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-6100

に適合しなければならな

い。 

N-7051 溶接部の非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-7100

に規定されている判定基準

に適合しなければならな

い。 

溶接部は，表 N-X050-1の「溶

接部の区分」に応じ，それぞ

れ同表の「規定試験」に示す

非破壊試験を行い，N-7100

に適合しなければならな

い。 

変更点以外 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

N-1100 非破壊試験 

N-2100 非破壊試験 

N-3100 非破壊試験 

N-4100 非破壊試験 

N-5100 非破壊試験 

N-6100 非破壊試験 

N-7100 非破壊試験 

N-8100 非破壊試験 

(5) 非破壊試験員 

非破壊試験員は，次の有

資格者のいずれかとする。 

1) JIS Z 2305(2001)「非破

壊試験-技術者の資格及

び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験

技術者の資格及び認証」

に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる

民間資格に基づく有資格

者 

(5) 非破壊試験員 

非破壊試験員は，次の有

資格者のいずれかとする。 

1) JIS Z 2305 (2013)「非

破壊試験技術者の資格及

び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認

められる民間資格に基づ

く有資格者 

非破壊試験評価員は JIS 

Z 2305(2013)「非破壊試験

技術者の資格及び認証」
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のレベル 2，3いずれかの

資格を有する者とする。 

 

（６）要望事項 

○ 非破壊試験員は JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術者の資格及び認証」のレベル

1、2、3いずれかの資格を有する者であることが分かるよう、規定の明確化を要望

する。 

 

４．３．９．１ 非破壊試験の区分、規定試験及び代替試験 

本規格は、溶接部の非破壊試験のうち溶接部の区分、規定試験及び代替試験を「表 N-

X050-1 溶接部の非破壊試験」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.9.1 溶接部の非破壊試験の変更点」参照） 

① クラス 1容器、クラス MC容器、クラス 2容器、クラス 3容器及びクラス 3相当容

器、クラス 1配管、クラス 2 配管、クラス 3配管及びクラス 3相当管並びにクラス 4

配管の「ラグ，ブラケット，強め材，控え，強め輪等であって，重要なものを取り付

ける溶接部」の代替試験（放射線透過試験又は超音波探傷試験）を削除 

② クラス 2配管、クラス 3配管及びクラス 3相当管の継手区分 A～Dであって、母材

の区分が P-1（炭素鋼）以外(P-3（モリブデン鋼）、P-4（クロムモリブデン鋼）、P-5

（クロムモリブデン鋼）、P-6（マルテンサイト系ステンレス鋼）、P-7（フェライト系

ステンレス鋼）、P-9A/9B（ニッケル鋼）、P-llA/llB（ニッケル鋼）及び P-15E（改良

9Cr-1Mo 鋼）)の溶接部の放射線透過試験を溶接後熱処理前に行う場合は、溶接後熱

処理後の磁粉探傷試験を行う規定を追加 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 表 N-X050-1「溶接部の非破壊試験」のラグ、ブラケット、強め輪等の溶接部の場

合、突合せ溶接継手ではないため放射線透過試験又は超音波探傷試験は行われない。

そのため、ラグ、ブラケット、強め輪等の溶接部の場合の代替試験の欄の「放射線透

過試験又は超音波探傷試験」の規定を削除し、「－」に改訂する105。 

② クラス 2 配管、クラス 3 配管及びクラス 3 相当管の非破壊試験の実施時期に関す

る追加要件（なお書きの適用除外）106を考慮し、非破壊試験の規定を改定した107。 

 

（３）検討の結果 

① 「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」の「ラグ，ブラケット，強め材，控え，強め

輪等であって，重要なものを取り付ける溶接部」の代替試験欄の｢放射線透過試験又

 
105 溶接規格改訂提案 提案番号 W17-09 
106 技術基準規則解釈別記－５の１．⑥において、クラス 2 配管，クラス 3 配管及びクラス 3 相当管に限ら

ず「母材成分から再熱割れのおそれがないと確認された場合、溶接後熱処理前に実施することができる」

としている。 
107 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：2.№4 
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は超音波探傷試験｣が削除され、｢－｣に変更された。一方で、技術基準規則解釈の別

記－５では、「表 N-X130-2 耐圧代替非破壊試験の各機器の溶接部の区分「ラグ、ブ

ラケット、強め材、控え、強め輪等であって、重要なものを取付ける溶接部」の耐圧

代替非破壊試験の項における放射線透過試験及び超音波探傷試験の欄について「－」

とあるのは「○」に読み替える」としている。供用期間中の改造等、当該溶接部の環

境によっては規定試験の磁粉探傷試験又は浸透探傷試験が困難で放射線透過試験及

び超音波探傷試験が可能な場合も考えられる。代替試験の選択を削除した理由につ

いて、日本機械学会は、次のように説明している108。 

ラグ・ブラケット等の溶接においては、溶接施工が可能であれば通常は磁粉探

傷試験(MT)、浸透探傷試験(PT)は可能であり、一方、放射線透過試験(RT)、超音

波探傷試験(UT)は構造的に検査が不可能または困難なことが一般的です。上記

は改造工事等においても同様で、ラグ・ブラケット等の溶接においては MT/PTが

不可能で RT/UT が可能という状況は、通常では想定が困難です。したがって、

RT/UTは代替試験として採用されることがございません。 

なお、規格としては通常の施工において想定される状況に対し要求事項を規

定化するのが適切であり、ごく限られた特殊な状況までを想定して規定するこ

とは不要と考えます。 

日本機械学会は「ラグ・ブラケット等の溶接においては、溶接施工が可能であれば

通常は磁粉探傷試験(MT)、浸透探傷試験(PT)は可能であり、一方、放射線透過試験

(RT)、超音波探傷試験(UT)は構造的に検査が不可能又は困難なことが一般的」と説明

しているが、「解説図 表 N-Xl00-1-6 板厚の測定が困難な場合の例」においてはラグ

又はブラケットと推定される完全溶込み溶接の T 継手に対して放射線透過試験を行

う場合の材厚の測定方法が示されている。また、「表 N-X050-1溶接部の非破壊試験」

の「機器の区分」がクラス 1 容器で「溶接部の区分」が「2.継手区分 Cの溶接部であ

って，次の図-1から図-3までに示すもの」の図-1から図-3（突合せ溶接ではなく完

全溶込み溶接）は放射線透過試験、超音波探傷試験を規定試験としており、ラグ、ブ

ラケット等の完全溶込み溶接部に放射線透過試験、超音波探傷試験を代替試験とし

て規定していないのは一貫性がない。なお、「N-1051 溶接部の非破壊試験」は「なお、

機器の構造上，規定試験を行うことが著しく困難な場合」に代替試験の適用を規定し

ていることから、ラグ、ブラケット等の溶接についても代替試験を規定しておくこと

によって害を生ずるわけでもない。以上により、削除は妥当とは判断できない。 

したがって、クラス 1容器、クラス MC容器、クラス 2容器、クラス 3容器及びク

ラス 3 相当容器、クラス 1 配管、クラス 2 配管、クラス 3 配管及びクラス 3 相当管

並びにクラス 4配管の「ラグ，ブラケット，強め材，控え，強め輪等であって，重要

なものを取り付ける溶接部」の代替試験において、「－」は「放射線透過試験又は超

音波探傷試験」に読み替える。 

 
108  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-4：1.(4) 
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② クラス 2 配管、クラス 3 配管及びクラス 3 相当管の非破壊試験の実施時期に関す

る適用に当たっての条件109を考慮し、非破壊試験の規定を改定したとのことであるが、

技術基準規則解釈の別記－５は、溶接後熱処理後に磁粉探傷試験を行えば放射線透

過試験を溶接後熱処理前に実施してよいとはしていない。これに関し、以下の１）及

び２）について、日本機械学会は、次のように説明している110。 

１）クラス 2 配管、クラス 3 配管及びクラス 3 相当管は溶接後熱処理後に磁粉探傷

試験を行えば放射線透過試験を溶接後熱処理前に実施してよいとすることの妥当

性 

溶接後熱処理前に溶接部の放射線透過試験を実施することで、溶接施工時の

欠陥や遅れ割れは検出できます。溶接後熱処理時に発生する欠陥は再熱割れで

すが、再熱割れは表面、特に応力が集中する表面にある溶接止端部から発生しま

す。このため、表面の欠陥検出できる磁粉探傷試験を実施すれば問題ないと判断

しています。 

「再熱割れは表面、特に応力が集中する表面にある溶接止端部から発生」とのこと

であるが、再熱割れは多くの場合、熱影響部の粗粒域の粒界において発生し粒界を伝

播し、高温まで加熱したとき、応力緩和に伴って発生した塑性ひずみが応力集中部に

集積することによって生ずる割れであり、表面の余盛止端部以外にも内部の融合不

良部、割れからも生ずることがある。表面試験で確認できるとする理由について、日

本機械学会は、次のように説明している111。 

内部の融合不良や割れなどの欠陥は、溶接後熱処理前の放射線透過試験にて

確認しているため、内部の融合不良や割れに起因した再熱割れは発生しないと

考えています。 

２）容器についての非破壊試験の実施時期を溶接規格 2012(2013)から変更していな

い理由 

容器は配管と異なり形状が単純ではなく、溶接後熱処理による再熱割れが内

部に発生することが懸念されることから、溶接後熱処理後に体積試験である放

射線透過試験を行うこととしています。 

溶接規格 2012(2013)技術評価書の「３.２.２.３ 非破壊試験の実施時期」（３）３）

において、「N-3050 溶接部の非破壊試験及び機械試験」（クラス 2容器の規定）(2)の

「また，P-1 の溶接部の非破壊試験，もしくは P-1又は P-3のクラッド溶接部の浸透

探傷試験は，溶接後熱処理前に実施することができる。」は、「また，P-1の溶接部は、

母材成分から再熱割れのおそれがないと確認された場合、非破壊試験を溶接後熱処

 
109 溶接規格 2012(2013)の技術評価において、「N-6050 溶接部の非破壊試験及び機械試験」等の(2)の「な

お、母材の区分が表 N－G01 に掲げる P-1 以外のもので放射線透過試験を行う溶接部に対して溶接後熱処

理後に磁粉探傷試験を行う場合は、溶接後熱処理前に放射線透過試験を実施することができる」を適用除

外とした。 
110 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-4：1.(2) 
111 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 1.(2) 
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理前に実施することができる。P-1又は P-3のクラッド溶接部の浸透探傷試験は，溶

接後熱処理前に実施することができる。」に読み替えるとしている。 

上記１）及び２）における日本機械学会の説明は、クラス 2配管、クラス 3配管及

びクラス 3 相当管は溶接内部に再熱割れが発生せず、クラス 1 配管及び容器は溶接

内部に再熱割れが発生することが懸念されるため区別しているとのことである。そ

れを反映してか、「2012年版/2013年追補の技術評価に対する検討中案件」112№18非

破壊試験の実施時期においては、「再熱割れの可能性について解説に記載する方針で

ある」としており、溶接規格 2012(2013)技術評価書の反映はされていない。 

改定された「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」についての解説はないが、クラス

2配管の「N-6052 溶接部の非破壊試験の実施時期」の解説(2)に「母材の区分が，表

N-GOlに掲げる P-1の溶接部は，材質の観点より溶接後熱処理による再熱割れ発生の

影響を受けないことから，溶接後熱処理前でも非破壊試験が実施できるようにして

いる。」と記載されている。しかし、例えば JIS G 3455(2016)「高圧配管用炭素鋼鋼

管」（STS材）では、化学成分 C、Si、Mn、P、Sのほかに「必要に応じてこの表に記載

していない合金元素を添加してもよい。」と規定している。再熱割れ感受性指数（Δ

G=Cr＋3.3Mo＋8.1V－2(%)、PSR＝Cr＋Cu＋2Mo＋10V＋7Nb＋5Ti－2(%)）として関係の

ある Cr、Mo、V、Cu、Nb、Ti が添加又は混入していると、母材の区分 P-1（炭素鋼）

であっても再熱割れが発生しないとも限らず、単純に母材の区分のみで判断するの

は適切ではない。 

以上により、「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」のクラス 2配管、クラス 3配管

及びクラス 3 相当管の継手区分 A～D に、母材の区分が P-1（炭素鋼）以外(P-3（モ

リブデン鋼）、P-4（クロムモリブデン鋼）、P-5（クロムモリブデン鋼）、P-6（マルテ

ンサイト系ステンレス鋼）、P-7（フェライト系ステンレス鋼）、P-9A/9B（ニッケル鋼）, 

P-llA/llB（ニッケル鋼）及び P-15E（改良 9Cr-1Mo鋼）)の溶接部の放射線透過試験

を溶接後熱処理前に行う場合は溶接後熱処理後の磁粉探傷試験を行う規定を追加し

たことは、妥当とは判断できない。 

したがって、「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」の機器の区分がクラス 2配管、

クラス 3 配管及びクラス 3 相当管であって、溶接部の区分がそれぞれ 1.の規定試験

の項における「ただし，母材の区分が P-1 以外(P-3,P-4,P-5,P-6,P-7,P-9A/9B,P-

llA/llB,P-15E)の溶接部の放射線透過試験を溶接後熱処理前に行う場合は，溶接後熱

処理後の磁粉探傷試験を追加する。」は削る。 

また、クラス 2配管の「N-6052 溶接部の非破壊試験の実施時期」並びにクラス 3

配管及びクラス 3相当管の「N-7052 溶接部の非破壊試験の実施時期」において、「ま

た，P-1 の溶接部は，溶接後熱処理前に非破壊試験を実施することができる。なお，

母材の区分が表 N-GOl に掲げる P-1 以外のもので放射線透過試験を行う溶接部に対

して溶接後熱処理後に磁粉探傷試験を行う場合は，溶接後熱処理前に放射線透過試

 
112 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：37 頁 
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験を実施することができる。」の規定についても、上記と同様に妥当とは判断できな

い。 

したがって、溶接規格 2012(2013)の技術評価と同様に、適用に当たっての条件を

付すこととする（「４．３．３４ 以前の技術評価についての反映状況」参照）。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)クラス 3容器及びクラス 3相当容器に「クラッド溶接による溶接部」を規定しない

根拠 

「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」には、クラス 3容器及びクラス 3相当容器の

溶接部の区分の項に「クラッド溶接による溶接部」が規定されていない。材料規格

2020は、「Part 2 第 1 章 表 1 使用する材料の規格」に JIS G 3601(2012)「ステン

レスクラッド鋼」、JIS G 3602(2012)「ニッケル及びニッケル合金クラッド鋼」、JIS 

G 3603(2012)「チタンクラッド鋼」及び JIS G 3604(2012)「銅及び銅合金クラッド

鋼」がクラス 3 容器に使用可と規定されている。クラス 3 容器及びクラス 3 相当容

器に「クラッド溶接による溶接部」を規定しない理由について、日本機械学会は、次

のように説明している113。 

材料規格では、材料メーカで製造したクラッド鋼を使用してよいと規定して

いるのに対し、溶接規格では機器製造メーカでクラッド溶接を施工する場合の

要求を規定しています。 

現状、クラス 3容器及びクラス 3相当容器には、クラッド溶接を適用するケー

スがないため、規定していません。 

JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」の「附属書 D 特殊形状

等の溶接施工方法の確認試験方法」において、「特殊形状等の溶接施工方法の確認試

験方法」として圧力容器に用いる特殊形状等（肉盛溶接、クラッド鋼の溶接及び管と

管板の溶接）を規定しているが、形状が特殊なだけで圧力容器の重要度等で区別はし

ていない。クラス 3容器及びクラス 3相当容器にも管と管板の溶接のために、管板に

クラッド溶接や肉盛溶接の規定を設けることを要望する。 

(b)伸縮継手の非破壊試験要求 

「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」において、設計・建設規格 2020の「PVC-3800 

伸縮継手における疲労評価」、「PVD-3400 伸縮継手における疲労評価」、「PVE-3800 伸

縮継手」、「PPC-3416 伸縮継手」及び「PPD-3416 伸縮継手」に規定するクラス 2容

器、クラス 3 容器及びクラス 3相当容器、クラス MC容器、クラス 2配管並びにクラ

ス 3配管及びクラス 3相当配管の溶接部の区分の項に「伸縮継手との溶接部」が明確

にされていない。「N-0020 定義」(8)～(11)に継手区分 A～Dの定義が規定されている

が、伸縮継手の記載はなく、継手区分 A～D以外の耐圧部の継手として扱われている。

「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」のクラス 2容器の場合だと、伸縮継手との溶接

部は溶接部の区分が「4. 耐圧部の溶接部(1.から 3.までに掲げるものを除く。）及び

 
113  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(22) 
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漏止め溶接による溶接部」に分類され、規定試験が磁粉探傷試験（磁粉探傷試験が不

適当な場合は，浸透探傷試験）となる。しかし、JIS B 8265(2017)「圧力容器の構造

― 一般事項」の「附属書 N(規定) 圧力容器の伸縮継手」の「図 N.3－伸縮継手と胴

又は管の溶接継手の例」では、伸縮継手と胴又は管の溶接部は突合せ溶接又は差込み

形グルーブ溶接（完全溶込み溶接に限る。)としており、継手区分 B又は Cに区分す

るのが適切と思われる。その場合は、溶接部の区分が同表の「1. 次の(1)から(4)ま

でのいずれかに掲げるもの。（厚さが 4.8mm以下の溶接部及び開放容器（開放部によ

り内気と外気が通じている容器をいう。以下，同じ。）を除く。） (1)継手区分 Aの溶

接部 (2)継手区分 Bの溶接部（熱交換器用管を除く。） (3)継手区分 Cの突合せ溶接

による溶接部 (4)継手区分 D の突合せ溶接による溶接部」に分類され、規定試験が

放射線透過試験となる。したがって、「N-0020 定義」において伸縮継手と胴又は管の

溶接部の継手区分を明確にし、「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」に同溶接部の「溶

接部の区分」と「規定試験」、「代替試験」を規定することを要望する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

① 、② 

読み替えられる字句 

表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験 

機器の区分 溶接部の区分 規定試験 代替試験 

クラス 1容器 9. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） ― 

クラス 2容器 7. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） ― 

クラス 3容器 

クラス 3相当

容器 

4. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） ― 

クラス 1配管 8. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） ― 

クラス 2配管 1. 次の(1)から(4)までのい

ずれかに掲げるもの（外径

が 61mm 以下のもの及び開

放容器に接続される管であ

って，当該容器に最も近い

止め弁までの部分を除く。） 

(1)～(4)（略） 

放射線透過試験 

ただし，母材の区分が P-1

以外(P-3，P-4，P-5，P-6，

P-7，P-9A/9B，P-llA/llB，

P-15E) の溶接部の放射線

透過試験を溶接後熱処理

前に行う場合は，溶接後熱

処理後の磁粉探傷試験を

追加する。 

（略） 
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6. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） ― 

クラス 3配管 

クラス 3相当

配管 

1. 突合せ溶接による溶接部

であって，次の(1)から(4)

までのいずれかに掲げるも

の（外径が 61mm以下のもの

及び開放容器に接続される

管であって，当該容器に最

も近い止め弁までの部分を

除く。） 

(1)～(4)（略） 

放射線透過試験 

ただし，母材の区分が P-1

以外(P-3，P-4，P-5，P-6，

P-7，P-9A/9B，P-llA/llB，

P-15E) の溶接部の放射線

透過試験を溶接後熱処理

前に行う場合は，溶接後熱

処理後の磁粉探傷試験を

追加する。 

（略） 

3. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） ― 

クラス 4配管 2. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） ― 

 

読み替える字句 

表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験 

機器の区分 溶接部の区分 規定試験 代替試験 

クラス 1容器 9. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） 放射線透

過試験又

は超音波

探傷試験 

クラス 2容器 7. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） 放射線透

過試験又

は超音波

探傷試験 

クラス 3容器 

クラス 3相当

容器 

4. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） 放射線透

過試験又

は超音波

探傷試験 

クラス 1配管 8. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） 放射線透

過試験又

は超音波

探傷試験 

クラス 2配管 1. 1. 次の(1)から(4)までの

いずれかに掲げるもの（外

径が 61mm 以下のもの及び

開放容器に接続される管で

あって，当該容器に最も近

い止め弁までの部分を除

く。） 

(1)～(4)（略） 

放射線透過試験 （略） 
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6. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） 放射線透

過試験又

は超音波

探傷試験 

クラス 3配管 

クラス 3相当

配管 

1. 突合せ溶接による溶接部

であって，次の(1)から(4)

までのいずれかに掲げるも

の（外径が 61mm以下のもの

及び開放容器に接続される

管であって，当該容器に最

も近い止め弁までの部分を

除く。） 

(1)～(4)（略） 

放射線透過試験 （略） 

3. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） 放射線透

過試験又

は超音波

探傷試験 

クラス 4配管 2. ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，

重要なものを取り付ける溶

接部 

（略） 放射線透

過試験又

は超音波

探傷試験 
 

変更点以外 

 なし 

 

（６）要望事項 

○ クラス 3 容器及びクラス 3 相当容器にも管と管板の溶接のために、管板にクラッ

ド溶接や肉盛溶接の規定を設けることを要望する。 

○ 「N-0020 定義」において伸縮継手と胴又は管の溶接部の継手区分を明確にし、「表

N-X050-1 溶接部の非破壊試験」に同溶接部の「溶接部の区分」と「規定試験」、「代

替試験」を規定することを要望する。 

 

４．３．１０ 溶接後熱処理の方法 

本規格は、溶接後熱処理の方法について「表 N-X090-1 溶接後熱処理の方法」、「表 N-

X090-2 溶接後熱処理における温度範囲及び保持時間」及び「表 N-X090-3 溶接後熱処理

を要しないものの条件」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.10 溶接後熱処理の方法の変更点」参照） 

① 「表 N-X090-2 溶接後熱処理の方法」を「表 N-X090-1 溶接後熱処理の方法」に変

更 

①-1 項目「1.溶接後熱処理の方法の種類」を追加し、炉内加熱と局部加熱を規定 

①-2 項目「2.溶接後熱処理における厚さ」を追加 

①-3 項目「温度保持」を項目「3.保持温度及び保持時間」として規定 

①-4 項目「加熱及び冷却の方法」を項目「4.加熱及び冷却」とし、ただし書の「温

度差が 55℃未満の場合であって，容器又は管が著しい熱応力により損傷を受け

1014



 

783 

る恐れのないときは，1時間につき温度差を 55℃とすることができる」を(1)に

おいて「55℃/hより遅くする必要はない」と規定し、「容器又は管が著しい熱応

力により損傷を受ける恐れのないとき」の条件を削除 

①-5 項目「熱処理の方法」を項目「5.溶接後熱処理の方法」とし、溶接規格

2012(2013)の「解説図 表 N-X090-2-2 局部熱処理における保温範囲」及び「解

説図 表 N-X090-2-2 局部熱処理における保温範囲」を追加 

①-6 項目「6.溶接後熱処理記録」を追加 

② 「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないものの条件」の「予熱温度」を「最低予熱

温度」に変更 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①-1～①-5、② 溶接後熱処理に関する規定が本文及び解説の中で分散しているため、

体系的な記載の仕方になるように記載の全体的な構成を見直し、分かりやすくなる

ように改訂する。現状の表 N-X090-2「溶接後熱処理の方法」の解説に記載されてい

る要求事項的な記載は本文で規定化するように改訂する。N-1090（N-2090,3090 等）

には、「フェライト系鋼材で作られたものであって、厚さが 10mmを超え、かつ、曲げ

加工前に溶接が行われた当該溶接部を除く」という規定があり、フェライト系鋼材の

溶接部については、溶接後に曲げ加工を行った場合は PWHTが必須要求になっている

が、必要になるのは冷間曲げの場合であり、熱間曲げは含まれないと考えられるため

明確になるように改訂する114。 

①-6 溶接後熱処理の記録に関する規定が無いため、記録の規定を追加する115。 

 

（３）検討の結果 

①-1 「表 N-X090-1 溶接後熱処理の方法」において、項目「1. 溶接後熱処理の方法

の種類」は(1)炉内加熱と(2)局部加熱のいずれかとし、同等に扱っている。溶接規

格 2012(2013)の「表 N-X090-2 溶接後熱処理の方法」の項目「熱処理の方法」では

（全体を 1回又は 2回以上に分けて）炉内に入れることとし、ただし書で「次の 4.

に掲げる溶接部について，次の 5.に掲げる範囲において溶接後熱処理を行うとき

は，この限りではない。」とし、炉内熱処理が優先される規定となっていた。 

溶接規格 2012(2013)  

表 N-X090-2 溶接後熱処理の方法（抜粋） 

項目 溶接後熱処理の方法 

熱処理の方法 溶接後熱処理を行う場合は，次の 1.から 3.までにより行わなければなら

ない。ただし，次の 4.に掲げる溶接部について、次の 5.に掲げる範囲にお

いて溶接後熱処理を行うときは，この限りでない。 

1.～3.（略） 

4. 次の(1)から(3)までに掲げる溶接部 

(1) 継手区分 B，継手区分 C及びこれらに類する継手の溶接部 

(2) 継手区分 D 及び座等を容器又は管に取付ける継手の溶接部。ただ

し，母材の一部を切り取り，取付物を突合せて溶接したものを除く。 

 
114 溶接規格改訂提案 提案番号 W13-16 
115 溶接規格改訂提案 提案番号 W13-16 
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(3) ラグ，ブラケット，強め材，控え，強め輪等であって，重要なもの

を取付ける継手の溶接部 

5. 局部加熱により行う場合は，均一温度領域が溶接金属の最大幅の両

側にそれぞれ母材の厚さ又は 50mmのいずれか小さい値以上の幅 
 

(1)炉内加熱と(2)局部加熱のいずれかとし同等に扱うことに変更したことの妥当

性について、日本機械学会は、次のように説明している116。 

2012年版の場合も、局部加熱（4及び 5を満足する方法）ならば、炉内加熱（1

～3）によらなくてもよいという表現ですので、いずれでもよいことになります。

炉内熱処理の欠点（健全な母材部について、高温に晒される範囲が広くなる）も

考慮する必要があります。 

日本機械学会によれば、溶接規格 2012(2013)の規定と同等とのことであり、変更

は妥当と判断する。 

局部加熱では非加熱部との境界付近に残留応力が発生するが、炉内熱処理では残

留応力は生じない。日本機械学会は、炉内熱処理の欠点として「健全な母材部が高温

に晒される」としているが、晒されても健全性が維持される材料を選定しており、欠

点とはいえない。炉内加熱を優先とし、局部加熱は炉内加熱が困難な場合であること

が分かるよう改定することを要望する。 

①-2 項目「2. 溶接後熱処理における厚さ」の規定内容は、溶接規格 2012(2013)の「表

N-X090-1 溶接後熱処理における温度範囲及び溶接部の厚さに応じた保持時間」の

（注）1.の「溶接後熱処理の保持時間を算定する厚さ」及び溶接規格 2012(2013)

の「表 N-X090-2 溶接後熱処理の方法」の解説「(3)母材の厚さ」の「加熱速度及

び冷却速度を算定する厚さ」を整理したものである。このうち、「2.2 加熱速度及

び冷却速度を算定する厚さ」は、炉内加熱の場合は加熱される部分の構成部材の最

大厚さであるが、局部加熱の場合は均一温度領域の構成部材の最大厚さとしてい

る。局部加熱の場合に項目「5.溶接後熱処理の方法」の「図 2 局部熱処理における

保温範囲」に示す加熱範囲の構成部材の最大厚さとしない理由について、日本機械

学会は、次のように説明している117。 

 

溶接後熱処理において所定の温度を保持すべき領域は均一温度領域のみであ

り、昇温及び降温速度は均一温度領域の厚さを基準として決めております。ただ

 
116  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(36) 
117 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(37) 
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し、それ以外の領域においても、過度な熱応力が生じないように温度を制御する

必要があります。 

上記説明にあるように、「それ以外の領域においても、過度な熱応力が生じないよ

うに温度を制御する必要」があることから、均一温度領域の構成部材の最大厚さでは

不十分であり、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「2.2加熱速度及び冷却速度を算定する厚さ」の「5.2の局部加熱の場

合は均一温度領域」は、「5.2の局部加熱の場合は加熱領域」に読み替える。 

①-3 項目「3.保持温度及び保持時間」は、溶接規格 2012(2013)の「表 N-X090-2 溶接

後熱処理の方法」の項目「温度保持」の記載を整理したもので、技術的な変更では

なく、妥当と判断する。 

①-4 項目「4. 加熱速度及び冷却速度」の規定内容は、溶接規格 2012(2013)の「表 N-

X090-2 溶接後熱処理の方法」の項目「加熱及び冷却」の記載を整理したものであ

る。(1)は加熱速度及び冷却速度の下限値について、ただし書で「55℃/ｈより遅く

する必要はない」と規定されているが、溶接規格 2012(2013)では「温度差が 55℃

未満の場合であって，容器又は管が著しい熱応力により損傷を受ける恐れのない

ときは，1時間につき温度差を 55℃とすることができる」と条件付きである。「容

器又は管が著しい熱応力により損傷を受ける恐れのないとき」の条件を削除した

技術的根拠について、日本機械学会は、次のように説明している118。 

従来から、「熱応力により損傷を受ける恐れ」がないことを説明する資料なし

で 55℃/hが適用されており、実績があること、熱応力による損傷を定量的に規

定することが困難であることから、規定として不適当と判断されました。海外規

格においても、判断基準は見あたりません。 

「熱応力による損傷を定量的に規定することが困難であることから、規定とし

て不適当」との判断で「容器又は管が著しい熱応力により損傷を受ける恐れのない

とき」の条件を削除したとのことであるが、容器又は管が単純形状の場合は著しい

熱応力により損傷を受けるおそれがないと考えられるが、熱変形防止等のための

拘束材等が設置された場合は、その影響により著しい熱応力により損傷を受ける

おそれがないとも限らず、削除は妥当とは判断できない。 

したがって、「4.加熱速度及び冷却速度」(1)の加熱速度及び冷却速度における

「ただし，55℃/hより遅くする必要はない。」は、「ただし，温度差が 55℃未満の

場合であって，容器又は管が著しい熱応力により損傷を受けるおそれのないとき

は，1時間につき温度差を 55℃とすることができる。」と読み替える。 

①-5 項目「5.溶接後熱処理の方法」の規定内容は、溶接規格 2012(2013)の「表 N-X090-

2 溶接後熱処理の方法」の項目「熱処理の方法」の記載を整理し、解説の図を追加

したものである。局部加熱により溶接後熱処理を行う場合の範囲については、溶接

規格 2020では、溶接規格 2012（2013）から本文規定を変更せず、解説の記載を充

実させたとのことである。溶接規格 2012（2013）技術評価書の「３.２.２.４ 溶

 
118  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(38) 
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接後熱処理の方法と保持時間」（３）１）においては、局部加熱により溶接後熱処

理を行う場合の範囲に係る本文規定の技術的妥当性が確認できなかったことから、

溶接規格 2007の範囲とすることとした。規定内容の変遷を下表に示す。 

溶接規格 2007 

表 5-溶接後熱処理の方法（抜粋） 

項目 溶接後熱処理の方法 

熱処理の

方法 

溶接後熱処理を行う場合は，次の 1.から 3.までにより行わなければなら

ない。ただし，次の 4.に掲げる溶接部について，次の 5.に掲げる範囲に

おいて溶接後熱処理を行うときは，この限りでない。 

1.～4.（略） 

5.次の(1)および(2)の掲げる範囲 

(1) 容器（管寄せを除く）については，溶接部の最大幅の両側にそれぞ

れ母材の厚さの 3倍以上の幅 

(2) 管寄せまたは管については，溶接部の最大幅の両側にそれぞれ開

先幅の 3倍以上で，かつ，余盛り幅の 2倍以上の幅 

 

（第４部 解説） 

 
A:加熱範囲（均一な温度になるように加熱する範囲） 

B：開先幅の 3倍以上で，かつ，余盛り幅の 2倍以上 

ｔ：母材の厚さ 

溶接規格 2012(2013) 

表 N-X090-2 溶接後熱処理の方法（抜粋） 

項目 溶接後熱処理の方法 

熱処理の方

法 

溶接後熱処理を行う場合は，次の 1.から 3.までにより行わなければな

らない。ただし，次の 4.に掲げる溶接部について，次の 5.に掲げる範

囲において溶接後熱処理を行うときは，この限りでない。 

1.～4.（略） 

5.局部加熱により行う場合は，均一温度領域が溶接金属の最大幅の両

側にそれぞれ母材の厚さ又は 50mmのいずれか小さい値以上の幅 

 

（第４部 解説） 

 
A:加熱範囲（均一温度領域） 

B：母材の厚さ(t)又は 50mmのいずれか小さい値以上（溶接金属止端部からの寸法） 

ｔ：母材の厚さ 

溶接規格 2020 

表 N-X090-1 溶接後熱処理の方法（抜粋） 

項目 規定内容 
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5.溶接後熱

処理の方法 

5.1 炉内加熱 

（略） 

5.2 局部加熱 

(1)（略） 

(2)局部加熱により溶接後熱処理を行う場合は，図 1 に示すように均一

温度領域が溶接金属の最大幅の両側にそれぞれ母材の厚さ又は 50mm

のいずれか小さい値以上の幅とする。 

 
A: 均一温度領域 

B : 母材の厚さ(T)又は 50mm のいずれか小さい値以上（溶接金属止端

部からの寸法） 

T : 母材の厚さ 

          図 1 局部熱処理における均一温度領域 
 

本文規定を補足する技術的根拠について、日本機械学会は、次のように説明して

いる119。 

解説を充実させた理由 

 2007年版の「加熱範囲」と 2012 年版の「均一温度領域」の定義の違いを明

確化するため、解説を充実させた。 

 当時の産業界においても、両者の違いに関する認知度が非常に低かった。

（「加熱範囲」と「均一温度領域」を混同） 

① JIS B 8265「圧力容器の構造－一般事項」附属書 Sは、2017年版において

改正（2015年版は、混同した規定になっている。） 

② JIS B 8267「圧力容器の設計」附属書 Sは、2022年版において改正 

③ JIS B 8201「陸用鋼製ボイラー構造」は、2022年版において改正（溶接後

熱処理の方法として JIS B 8267 附属書 Sを引用） 

④ JIS Z 3700「溶接後熱処理方法」は、2022年版において改正 

 
119 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：53 ページ 3(5) (b)  
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 2007 年版溶接規格の「加熱範囲」は、旧電気工作物の溶接の技術基準同じ

要求事項である。 

電気工作物の溶接の技術基準 平成 12 年改定版 抜粋（別表第 16 熱処理の
方法） 

5 次のイ及びロの掲げる範囲 
 イ 容器（管寄せを除く。）については、溶接部の最大幅の両側にそれぞ

れ母材の厚さの 3 倍以上の幅 
 ロ 管寄せ又は管については、溶接部の最大幅の両側にそれぞれ開先幅の

3 倍以上で、かつ、余盛り幅の 2 倍以上の幅 

 2007年版の溶接規格の「加熱範囲」は、ASME 旧 Sec. I 及び VIII-1 を参

考にしたものである。 

 一方、2012年版以降の溶接規格は、ASME Sec. III、及び改正された Sec. I 

及び VIII-1 を参考にしている。 

（参考）ASME Section I は、2001Editionにおいて、規定内容を加熱範

囲（heated band）から均一温度領域（soak band)に変更する改定を

行った。Section III は、均一温度領域を“controlled band”と呼

んでいるが、その他の Code（I、VIII、XI等）は、“soak band”と呼

んでいる。 

 「均一温度領域」は、熱処理温度に保持しなければならない必要最小限の体

積であり、旧規格（溶接の技術基準を含む）の「加熱範囲」とは定義や考え

方が異なる。このため、単なる寸法の比較で評価することはできない。「均

一温度領域」を確保するためには、「加熱範囲」を適切に設定する必要があ

る。 

 旧規定に基づく「加熱範囲」では、 「均一温度領域」の確保が困難な場合

があるため、その事例を解説に記載した。 

1020



 

789 

 

 
 「均一温度領域」の幅は、広ければ広いほど良いというものではなく、次の

ような問題がある。 

① 局部加熱（拘束度が高い状態）で大きな体積を加熱・冷却すると、当該

部の体積変化が拘束され、より高いレベルの残留応力の再配置、変形が生

じ得る。（鏡板の管台溶接部） 

② 健全な母材部は、本来、熱処理を行う必要がなく、鋼種によっては長時

間高温に晒されることによる劣化（焼戻し脆化など）のリスクがある。 
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 溶接後熱処理は、「均一温度領域」を必要最小限にとどめ、その外側は可能

な限り緩やかな温度勾配となるように施工することが望ましい。 

参考情報 

 溶接規格（2012 年版/2013 年追補）の技術評価において引用された JIS Z 

3700は、2022年版で「均一温度領域」相当の要件を「均熱幅(有効加熱幅）」

として規定し、「加熱範囲」と区別している。 

 溶接規格（2012年版/2013年追補）の技術評価の 3.2.2.4(3) 1)②の図 4と

して引用している文献の「加熱幅」は、「加熱範囲」に相当し、「均一温度領

域」のことではない。 

解説の記載は、溶接規格 2007の「A:加熱範囲（均一な温度になるように加熱する

範囲）」は加熱範囲であり、溶接規格 2012(2013)の「A:加熱範囲（均一温度領域）」は

均一温度領域であるので、溶接規格 2020 において「A:均一温度範囲」とし、これら

の定義の違いを明確にしたものとのことであるが、溶接規格 2012（2013）技術評価

書「３.２.２.４ 溶接後熱処理の方法と保持時間」（３）１）においては、局部溶接

後熱処理の加熱範囲の変更に伴う残留応力低減効果が同等であるのかについて、技

術的根拠の説明を求めていた。これに対して、文献120が提示されたが、同文献からは、

溶接規格 2007に規定されている加熱幅と、溶接規格 2012(2013)に規定されている加

熱幅とでは残留応力に有意な違いがあり、この違いによる影響がないことを評価で

きなかった。 

なお、日本機械学会は「均一温度領域」の幅の問題として鏡板の管台溶接部を例に

しているが、このような拘束度の高い溶接部は炉内熱処理で全体加熱を行うもので

あり、局部加熱は、現地配管の周継手溶接部（軸方向熱膨張に対して拘束を解除した

もの）を前提として説明するのが適切である。 

局部加熱により溶接後熱処理を行う場合の範囲について、溶接規格 2012(2013)の

方法で溶接残留応力が低減されているとする技術的根拠について、日本機械学会は、

次のように説明している121。 

•2012年版以降、ASMEを参考にした「Soak Band：均一温度領域」を規定して

おり、それ以前の年版の「Heated Band：加熱幅（溶接規格は「加熱範

囲」）と意味が異なる。 

•2012年版の解説は、当時の混乱を反映し、「均一温度領域」と「加熱範囲」

を混同した不適切な表現になっていた。 

•この表現により、「加熱幅＝均一温度領域」という誤解を生み、誤解された

まま技術評価書が作成されてしまった。 

（参考）「加熱幅」は、2007年版の解説図表-5.2において、「加熱範囲」の同

義語として使用されていた。 

 

2012年版解説の不適切な表現（第 4部-1-60頁抜粋） 

 
120 「配管周継手局部溶接後熱処理時の加熱条件の適正化」火力原子力発電技術協会、vol56、 No.6 
121 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：107 ページ 3.5(b) 
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2012年版解説の不適切な表現（第 4部-1-60頁抜粋） 

 

2012年版解説の不適切な表現（第 4部-1-61頁抜粋） 

 

2012年版解説の不適切な表現によって生じた誤解 
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•局部熱処理における「均一温度領域」は、溶接後熱処理の温度範囲に保持し

なければならない必要最小限の体積であり、この領域内に、溶接部および

熱影響部（HAZ）が必ず含まれることを意図している。 

•溶接後熱処理は、母材とは異なる組織、性質になっている溶接金属及び HAZ

について行うものであり、健全な母材について行う必要はない。 

•製造者は、「均一温度領域」を満足するように「加熱範囲（加熱幅）」を設定

する。 

•2020年版は、外表面側から加熱する場合の「加熱範囲（加熱幅）」として

JIS Z 3700を引用し、Bcr（上図中の図 4-2参照）を推奨している。 

•残留応力は、溶接中の熱変形を拘束することによって生じるが、溶接部を高

温に加熱すると比較的短時間で解放される。 

•残留応力が低減されても、溶接部の材質が改善されなければ熱処理として不

十分である。→熱処理温度に敏感 

•旧規定の「加熱範囲（加熱幅）」を満足しても、溶接部の内表面側が熱処理

温度にならない（材質が改善されない）場合がある。→ この問題を解消す

るため、「均一温度領域」を採用した。•旧規定（加熱幅を規定したルー

ル）は、拘束度の高い状態で熱処理を行った場合の残留応力の再分布が考

慮されていない。→ 注意すべき代表的な例を解説に記載した。 

溶接規格 2012(2013)及び溶接規格 2020 は、「均一温度領域」は規定しているが

「加熱範囲」は規定しておらず、溶接規格 2007は「加熱範囲」は規定しているが

「均一温度領域」は規定していないとの説明である。したがって、溶接規格

2012(2013)と溶接規格 2007の局部溶接後熱処理の加熱範囲の変更に伴う残留応力

低減効果の同等性は比較できないことになる。 

関連して、「解説表 表 N-090-1-1 FEM計算により求めた加熱範囲（炭素鋼）」に

おいては、「溶接部中央から片側半分の加熱範囲(mm)」の中欄に示す「溶接規格 2011
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追補以前」の欄の幅（3.5t、ｔは開先幅と仮定した場合）が最も狭い。「表 N-X090-

1 溶接後熱処理の方法」（解説）の 5.(2)5)均一温度領域（SB）②において、従来

の加熱範囲（HB）に基づく規定では「必要以上に広い範囲を加熱し，健全な母材部

に悪影響を与える場合がある」として加熱範囲の見直しを行った ASME Code Sec.

Ⅷ122（例；95年版 UW-40）と同等（配管の周溶接部を中心線の両側に完成溶接部の

最大幅の 3倍以上）であるが、それより広い FEM計算により求めた加熱範囲の妥当

性について、日本機械学会は、次のように説明している123。 

・均一温度領域は、溶接金属、熱影響部及び隣接する母材からなり、熱処理

温度に保持することが要求されるため、溶接残留応力は必ず緩和される方

向であると考えられるが、定量的に評価した例は見当たらない。 

・説明に用いた FEM計算例は、厚肉大径になると、旧規定の加熱範囲（溶接

部の最大幅の両側に 3t以上の幅）では、「均一温度領域」を達成できない

可能性があることを示唆している。（外表面から片側加熱を行った場合、内

表面側が熱処理温度に達しない可能性があることを例示。） 

・必要となる加熱範囲は、被加熱物の寸法、形状、材質（特に熱伝導度）、拘

束度、加熱方法等によって変化する。 

・一方、加熱によって有害な熱応力の生じる範囲が溶接部近傍に存在する場

合は、両側加熱を採用するなど加熱方法を見直して、当該部が加熱範囲に

含まれないようにする必要がある。→ 加熱幅は、広ければ広いほど良いと

いう訳ではない。 

  さらに、局部加熱について、均一温度領域の根拠は ASME規格の実態調査による

とのことであるが、調査結果の概要や均一温度領域の設定値の根拠について、日本

機械学会は、次のように説明している124。 

・均一温度領域は、長年の実績がある ASME Section III を参考にした。 

・ASME Section I及び VIIIが同様の規定を採用したことも考慮した。 

・均一温度領域は、溶接部の寸法形状に関係なく、溶接金属の最大幅に基づ

いて決定する。このため、均一温度領域内に溶接金属及び HAZ全体が確実

に含まれていることを確認にする目的で、局部加熱を行った溶接部の寸法

形状について、我が国の実態調査を行った。（ASMEの検討を参考にした） 

・実態調査の結果、均一温度領域内に溶接金属及び HAZ全体が確実に含まれ

ていることが確認できた。 

・一方、従来の加熱範囲の規定では、熱処理効果が不十分だったり、逆に不

適当な箇所まで加熱したりする恐れがあるなどの問題が提起された。 

・以上の結果に基づき、ASME Section III と整合する均一温度領域の規定で

問題ないと判断した。 

 
122 Rules for Construction of Pressure Vessels 
123 第４回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

4-3：69 ページ 3.5(b) 
124 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：117 ページ 3.5(b) 
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（参考） 

ASMEにおける実態調査結果などの記録は、既に廃棄されている。 

実態調査の概要 

・局部熱加熱 PWHTが行われる溶接部は、事前調査の結果、現地で溶接される

配管周継手、容器の最終継手、及び補修溶接であった。 

・配管周継手の場合、内面側から溶接することが不可能であり、片側溶接が

適用される（外面側の溶接幅の方が広い）が、念のため調査を行い、両側

溶接を適用した特殊な例があれば報告することとした。 

・容器の最終継手は、基本的に外面側からの溶接になるが、大径の容器の場

合、両側溶接を適用することも考えられるため、両側溶接（開先形状を含

む）を適用した例がないかどうか調査を依頼した。 

・補修溶接において、内面側の溶接幅の方が広くなる開先形状を適用した事

例があるかどうか調査を依頼した。 

・調査は、容器を製造する大手メーカー4社（旧 5社）について実施した。 

JSMEにおける実態調査の結果 

・A社及び B社：全て片側溶接である。 

・C社：配管は、全て片側溶接である。厚肉容器の場合、両側溶接を適用す

ることがあるが、外面側の溶接幅が広くなる開先形状であり、溶接部は均

一温度領域に含まれる。 

・D社：配管は、全て片側溶接である。容器の場合、両側溶接を適用するこ

とがあるが、外面側溶接幅が広くなる開先形状である。特殊な事例とし

て、容器の内面側に行ったクラッド溶接のため、内面側の溶接幅の方が外

面側より広い場合がある（下図参照）。 

 

ただし、クラッド溶接と突合せ溶接は、加熱範囲は異なる継手として個

別に管理されている。また、当該部には両側加熱が適用される。 

（参考）ASMEにおける検討の概要 

・1990 年代後半、加熱範囲（Heated Band）の規定から均一温度領域（Soak 

Band）の規定に変更する検討が行われた。（SectionI、VIII及び IX） 

・均一温度領域の寸法は、実績のある Section IIIの規定が参考にされた。

（均一温度領域の規定は、1970 年代、Section IIIに採用された。） 
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・均一温度領域は、外面側の溶接幅に基づいて決定するが、その中に溶接金

属及び HAZ全体（溶接後熱処理が必要な領域）が含まれている必要があ

る。 

・溶接されたままの状態での溶接金属及び熱影響部は、健全な母材部とは異

なる組織になっており、熱処理によって、特に機械的性質を改善する必要

がある。 

・1990 年代後半の検討では、均一温度領域内に、溶接金属及び HAZ全体が確

実に含まれるかどうか実態調査が行われたが、問題となる例はなかったこ

とが、ASME委員会で報告された。 

溶接規格 2012(2013)の用語が不適切であったものを整理した点は評価できる

が、依然、「加熱範囲」が「(1)容器（管寄せを除く）については、溶接部の最大

幅の両側にそれぞれ母材の厚さの 3倍以上の幅、(2) 管寄せまたは管について

は、溶接部の最大幅の両側にそれぞれ開先幅の 3倍以上で、かつ、余盛り幅の 2

倍以上の幅」（溶接規格 2007の規定）と、「均一温度領域」が「母材の厚さ(T)又

は 50mmのいずれか小さい値以上（溶接金属止端部からの寸法）」（溶接規格 2020

の規定）の局部溶接後熱処理の加熱範囲の変更に伴う残留応力低減効果の同等性

が示されているとはいえず、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、溶接規格 2012(2013)の技術評価と同様の適用に当たっての条件を

付すこととする（「４．３．３４ 以前の技術評価についての反映状況」参照）。 

「5.2局部加熱」(1)2)のただし書に「取付け物」とあるが、2014年 9月 11日

付け正誤表では「取付けもの」を「取付物」に訂正している。いずれが正しいか

について、日本機械学会は、次のように説明している125。 

誤記に該当するか否か、現行の JSMEの内規を照らし合わせ、判定したうえで、

改定もしくは正誤表発行を検討いたします。 

「取付け物」と「取付物」は用語を統一するよう要望する。 

「5.2 局部加熱」(4)は、局部加熱の温度測定数について「溶接部の中央部と加

熱範囲の最大幅の 2 点以上」と規定している。配管の周溶接部を局部加熱する場

合、加熱ヒータの巻き方によっては周方向に温度変化が生ずると想定されるが、そ

の場合の適正な測定点のあり方を確認することは重要である。測定数の妥当性に

ついて、日本機械学会は、次のように説明している126。 

温度分布の傾向が判明しているためですが、少ない測定点で均一温度領域を

達成できているかどうか保証する必要があります。そこで、中央部と加熱範囲

最大幅 2 点の測定によって、均一温度領域の保持温度、加熱・冷却速度が分か

ると考えました。 

配管の全周が均一に加熱される必要があるが、周方向に生じやすい温度のばら

つきについて考慮されていないことから、変更は妥当とは判断できない。 

 
125 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.3(5) 
126  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(39) 
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したがって、「5.2局部加熱」(4)の「溶接部の中央部と加熱範囲の最大幅の 2点

以上について温度測定する。」は、「加熱温度の最高及び最低部位を含めたそれぞれ

の部位の溶接部の中央部と加熱範囲の最大幅の 2 点以上について温度測定する。

配管内面の温度を測定しない場合は内面温度の状況を定量的に説明できるように

すること。」に読み替える。 

①-6 項目「6. 溶接後熱処理記録」で記録項目が規定されているが、「第 1部 溶接規

格」で記録を規定しているのは当該部のみである。記録すべき内容を規定扱いとし

た理由について、日本機械学会は、次のように説明している127。 

記録検査になるため、必要と判断されました。 

記録は必要であるが、技術基準規則第 17 条第 15 号及び同解釈の要求ではないの

で、技術評価の対象外とする。 

② 「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないものの条件」において、「予熱温度」が「最

低予熱温度」に変更されているが、溶接施工法確認試験の解説「WP-346 予熱」では、

「1. 予熱は，これを「行う」又は「行わない」のいずれかの区分とし，予熱を行う

場合は，その下限温度を区分とする。」と記載されている。これに関し以下の１）及

び２）について、日本機械学会は、次のように説明している128。 

１）新たに最低予熱温度という用語に変更した理由。 

要求事項を明確化するため、ASME Section IIIなどで用いられている用語を

参考に改定しました。「予熱温度」を「最低予熱温度」とし、合わせて表 N-X090-

3の表中の温度表記も「100℃以上」を「100℃」としました。記載方法の変更で

あり、技術的規定を変えたものではありません。 

２）表題に「の条件」を追加した理由。 

条件を提示しているからです。 

予熱温度を最低予熱温度に変更しているが溶接施工法確認試験の確認項目におい

ては「予熱」としており、予熱を行う場合はその温度の下限を 1 区分とすると規定し

ている。「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないものの条件」に記載する場合は、「最

低予熱温度」ではなく「予熱温度の下限」とする必要があり、変更は妥当とは判断で

きない。 

したがって、「最低予熱温度」は「予熱温度の下限」に読み替える。 

「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないものの条件」の題目において「の条件」を

追加したことは、要求内容の変更ではなく、妥当と判断する。 

「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないものの条件」の母材の区分欄には「表 WP-

321-1 母材の区分」に規定された P-11A（ニッケル鋼であって Ni 標準合金成分が

3.50%を超え 9.0%以下のもの、合金鋼であって規格による最小引張強さが 660MPa 以

上 730MPa未満のもの）及び P-11B（合金鋼であって規格による最小引張強さが 730MPa

以上のもの）に対する溶接後熱処理を要しないものの条件が規定されていない。母材

の区分（ニッケル鋼であって Ni標準合金成分が 3.50%を超え 9.0%以下のもの、合金

 
127  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(40) 
128 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(12)(a)(b) 
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鋼であって規格による最小引張強さが 660MPa 以上 730MPa 未満のもの）及び P-11B

（合金鋼であって規格による最小引張強さが 730MPa以上のもの）についての溶接後

熱処理を要しないものの条件を明確にするよう要望する。 

なお、溶接規格 2012（2013）技術評価書において、「P-1材の炭素当量は 0.6を超

える可能性（例えば SB480）が否定できない（炭素当量が大きければ、最高硬さが大

きくなる）」こと、技術的根拠として提示された文献は「被覆アーク溶接法で 100mm

長さの単一ビード直下の冷却速度測定結果であり、多パス盛りによる熱影響部の重

畳データが含まれていない限定された条件の下での結果である」こと、「炭素含有量

の値を 0.25 以下から 0.30 以下に変更している点については、炭素含有量が硬化特

性に影響すること」から、「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないもの」について、

次のとおり適用に当たっての条件を付している（「４．３．３４ 以前の技術評価につ

いての反映状況」参照）。 

・「1. クラス 1 機器」の表中、「母材の区分」の欄が「P-1」であって、「溶接部の区

分」の欄が「5.クラッド溶接」であって、「母材の炭素・クロム含有量（％）」の欄

における「C≦0.30」とあるのは、「C≦0.25」に読み替える。 

・「1. クラス 1 機器」の表中、「母材の区分」の欄が「P-1」であって、「溶接部の区

分」の欄が「5.クラッド溶接」であって、「母材の厚さ」の欄が「T≦38」であって、

「予熱温度（℃）」の欄における「40以上」とあるのは「100以上」に読み替える。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)「N-1091 溶接後熱処理の方法」から「N-1097 曲げ加工後の溶接後熱処理」まで、

細分化して規定する必要性 

「N-1090 溶接後熱処理」は溶接規格 2012(2013)では１項目であったが、溶接規格

2020では「N-1091 溶接後熱処理の方法」から「N-1097 曲げ加工後の溶接後熱処理」

までの 7項目に細分化されている。規格の作成要領（要求事項に対する除外規定は別

項目にするとされている等）によるものであるかについて、日本機械学会は、次のよ

うに説明している129。 

要求事項を明確にする目的で細分化しました。 

「N-1091 溶接後熱処理の方法」から「N-1097 曲げ加工後の溶接後熱処理」までの

7項目に細分化され、溶接規格 2012(2013)の「N-1090 溶接後熱処理」の規定内容を

理解している者にとっては理解できるが、規定の相互の関連性がないため、要求事項

が分かり難い。「N-1091 溶接後熱処理の方法」から「N-1097 曲げ加工後の溶接後熱

処理」までは、溶接規格 2012(2013)のように分かりやすい規定とするよう見直しを

要望する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

① 

 
129 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(7) 
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読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-X090-1 溶接

後熱処理の方法 
項

目 

溶接後熱処理の方法 

2.

溶

接

後

熱

処

理

に

お

け

る

厚

さ 

2.2 加熱速度及び冷却速

度を算定する厚さ 

加熱速度及び冷却速度

を算定する厚さは，溶接

後熱処理で加熱される部

分(5.2 の局部加熱の場

合は均一温度領域）の構

成部材の最大厚さとす

る。 

 

項

目 

溶接後熱処理の方法 

2.

溶

接

後

熱

処

理

に

お

け

る

厚

さ 

2.2 加熱速度及び冷却速

度を算定する厚さ 

加熱速度及び冷却速度

を算定する厚さは，溶接

後熱処理で加熱される部

分(5.2 の局部加熱の場

合は加熱領域）の構成部

材の最大厚さとする。 

 

項

目 

溶接後熱処理の方法 

4.

加

熱

速

度

及

び

冷

却

速

度 

加熱速度及び冷却速度

は，下記の方法により行

う。 

(1)温度 425℃以上におけ

る加熱速度及び冷却速度

は，1)及び 2)に示す速度

以下とする。 

 1)加熱速度： 

 

 

R1 は，220℃/h 以下とす

る。 

ただし，55℃/h より遅く

する必要はない。 
 

項

目 

溶接後熱処理の方法 

4.

加

熱

速

度

及

び

冷

却

速

度 

加熱速度及び冷却速度

は，下記の方法により行

う。 

(1)温度 425℃以上におけ

る加熱速度及び冷却速度

は，1)及び 2)に示す速度

以下とする。 

 1)加熱速度： 

 

 

R1 は，220℃/h 以下とす

る。 

ただし，温度差が 55℃未

満の場合であって，容器

又は管が著しい熱応力に

より損傷を受ける恐れの

ないときは，1時間につき

温度差を55℃とすること

ができる。 
 

項

目 

溶接後熱処理の方法 

5.

溶

接

後

熱

処

理

の

方

(4)溶接部の中央部と加熱

範囲の最大幅の 2 点以上

について温度測定する。 

項

目 

溶接後熱処理の方法 

5.

溶

接

後

熱

処

理

の

方

(4)加熱温度の最高及び最

低部位を含めたそれぞれ

の部位の溶接部の中央部

と加熱範囲の最大幅の 2

点以上について温度測定

する。配管内面の温度を

測定しない場合は内面温

度の状況を定量的に説明

できるようにすること。 
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法 
 

法 
 

表 N-X090-3 溶接

後熱処理を要しな

いものの条件 

1.クラス 1機器 

母

材

の

区

分 

（

注

1） 

溶

接

部

の

区

分 

母 材

の 厚

さ

(mm)

（ 注 

2） 

母材の

炭素・

クロム

含有量

（％） 

最低

予熱

温度

（℃

） 

P-

1 

（

注

6） 

5

.

ク

ラ

ッ

ド

溶

接 

（

注

7

） 

T≦

38 

C≦

0.30 
40 

38＜

T≦

75 

C≦

0.30 

（略

） 

T＞

75 

C≦

0.30 

（略

） 

 

2.クラス 1機器以外 

母 材 の

区分 

（略） 最 低 予

熱 温 度

（℃） 

（略） （略） （略） 
 

1.クラス 1機器 

母

材

の

区

分 

（

注

1） 

溶

接

部

の

区

分 

母材

の厚

さ

(mm)

（注 

2） 

母材の

炭素・

クロム

含有量

（％） 

予熱

温度

の下

限

（℃

） 

P-

1 

（

注

6） 

5

.

ク

ラ

ッ

ド

溶

接 

(

注

7

) 

T≦

38 

C≦

0.25 
100 

38＜

T≦

75 

C≦

0.25 

（略

） 

T＞

75 

C≦

0.25 

（略

） 

 

2.クラス 1機器以外 

母 材 の

区分 

（略） 予 熱 温

度 の 下

限（℃） 

（略） （略） （略） 
 

○ 「表 N-X090-1 溶接後熱処理の方法」の項目「6. 溶接後熱処理記録」は技術評価

の対象外とする。 

② 

 なし 

変更点以外 

 なし 

 

（６）要望事項 

○ 炉内加熱を優先とし、局部加熱は炉内加熱が困難な場合であることが分かるよう

改定することを要望する。 

○ 「取付け物」と「取付物」は用語を統一するよう要望する。 

○ 母材の区分 P-11A（ニッケル鋼であって Ni 標準合金成分が 3.50%を超え 9.0%以下

のもの、合金鋼であって規格による最小引張強さが 660MPa 以上 730MPa 未満のも

の）及び P-11B（合金鋼であって規格による最小引張強さが 730MPa 以上のもの）

についての溶接後熱処理を要しないものの条件を明確にするよう要望する。 
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○ 「N-1091 溶接後熱処理の方法」から「N-1097 曲げ加工後の溶接後熱処理」まで

は、溶接規格 2012(2013)のように分かりやすい規定とするよう見直しを要望する。 

 

４．３．１１ 非破壊試験の方法 

本規格は、非破壊試験の方法及び判定基準について、「表 N-Xl00-1 放射線透過試験」、

「表 N-Xl00-2 超音波探傷試験」、「表 N-Xl00-3 磁粉探傷試験」及び「表 N-Xl00-4 浸

透探傷試験」に規定している。 

 

４．３．１１．１ 放射線透過試験 

本規格は、非破壊試験（放射線透過試験）の方法及び判定基準について、「表 N-Xl00-

1 放射線透過試験」に規定している。 

 

（１）変更点以外の評価 

(a)放射線透過試験の方法において突合せ溶接以外の溶接部における材厚の計算に用い

る溶接部の厚さ 

「試験の方法」の「透過度計の使用方法」の「材厚の測定方法」の「突合せ溶接以

外による溶接部の場合」には、「材厚の計算に用いる値は，放射線が透過する方向の

母材の厚さ（二重壁撮影の場合は，合計）に溶接部，裏当て金等の厚さを加えた値と

する。」と規定されている。この場合の「溶接部の厚さ」について、日本機械学会は、

次のように事例で説明している130。 

溶接部の厚さは、放射線が透過する方向の溶接金属部の厚さ(余盛含む)とな

ります。事例については、第 4部-I-122頁「解説図 表 N-X100-1-6 板厚の測定

が困難な場合の例」を参照ください。 

「解説図 表 N-X100-1-6 板厚の測定が困難な場合の例」の左図はセットイン型の

管台溶接部と推定される。 

 

溶接部の厚さは母材の厚さとすみ肉溶接の厚さとなるが、規定の「材厚の計算に用

いる値は，放射線が透過する方向の母材の厚さ（二重壁撮影の場合は，合計）に溶接

部，裏当て金等の厚さを加えた値とする。」を適用すると、母材の厚さが二重に算入

されることになる。「突合せ溶接以外による溶接部の場合」の材厚の計算方法を適切

に規定することを要望する。 

(b)放射線透過試験の方法において透過度計を有孔形に限定すること 

 
130  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(42) 
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「試験の方法」の「使用すべき透過度計」として「有孔形透過度計」が規定されて

いるが、JIS Z 3104(1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」では針金形透過度計

が規定されている。火技解釈では、母材の材質により放射線透過試験の方法を JIS規

格で区別しており、鋼は JIS Z 3104「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」、アルミは

JIS Z 3105「アルミニウム溶接継手の放射線透過試験方法」、SUS 及び耐熱合金等は

JIS Z 3106「ステンレス鋼溶接継手の放射線透過試験方法」、チタンは JIS Z 3107

「チタン溶接部の放射線透過試験方法」を適用している。いずれも針金形透過度計を

適用し、判定基準もそれぞれの JIS規格で規定している。また、再処理施設の技術基

準に関する規則の解釈（原規規発第 2002054号-4）、試験研究の用に供する原子炉等

の技術基準に関する規則の解釈（原規規発第 2002054号-2）及び加工施設の技術基準

の規則の解釈（原規規発第 2002054号-1）では、溶接規格に規定する有孔形透過度計

のほかに上記 JIS 規格による針金形透過度計を許容している。溶接規格では放射線

透過試験の判定基準には JIS Z 3104(1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」が

引用されているが、透過度計を有孔形に限定することの妥当性について、日本機械学

会は、次のように説明している131。 

以前の ASME ボイラー及び圧力容器規格のセクション III(原子力施設機器の

建造に関する要求事項)において、放射線透過試験では有孔形透過度計のみを使

用することが規定されていました。本規格は、当該 ASME規格をベースに制定し

ているため、有孔形透過度計のみに限定しています。 

しかし、現行の当該 ASME規格では、有孔形に加えて針金形の透過度計の適用

も規定されているため、溶接規格においても、今後のニーズを踏まえて針金形透

過度計の適用を今後検討してまいります。 

JIS Z 2306(2015)「放射線透過試験用透過度計」の解説において、有孔形透過度計

に関する次の記載がある。 

JIS Z 2306(2015)「放射線透過試験用透過度計」の解説（抜粋） 

1今回の改正までの経緯 

b)電気工作物の溶接に関する技術基準を定める省令（昭和 45 年 9 月 3日通商産

業省令第 81号）では，ASTM E 1025を参考にした有孔形透過度計が，主に原

子力設備の放射線透過試験を対象として規定された。また，加工施設，再処理

施設，特定廃棄物管理施設及び使用施設等，試験研究の用に供する原子炉など

の溶接の技術基準に関する総理府令でも，前記の有孔形透過度計が規定され

た。 

6規定項目の内容 

a)透過度計の分類，形状及び種類(箇条 4) 

針金形透過度計（一般型及び帯形），有孔形透過度計（方形及び円形），有孔

階段形透過度計は，従来のものをそのまま，又は，一部を変更して継承した。

帯形の針金形透過度計は，ISO 規格では規定されていないが，従来から我が国

において使用されているため，そのまま存続させることにした。また，有孔形

透過度計も ISO 規格では規定されていないが，性能規定化された技術基準（強

制法規）の技術要件を満たす技術基準の解釈又は民間規定｛電気事業法（発電

用火力設備の技術基準の解釈 平成 26年 9月 16日改正，JSME S NB1-2012発

 
131  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考
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電用原子力設備規格 溶接規格），炉規制法（JSME S FA1-2007使用済燃料貯蔵

施設規格 金属キャスク構造規格）｝において使用が規定されているため，その

まま存続させることとした。 

国内の産業界で有孔形透過度計を適用しているのは原子力関連のみで火力関連を

含む他の産業界は針金形透過度計を適用しており、JIS規格も母材の種類別に針金形

透過度計を適用した放射線透過試験方法を規定している。有孔形透過度計はブロー

ホール等の検出には効果的と思われるものの、原子力関連設備で針金形透過度計の

適用を否定する明確な根拠はない。また、日本非破壊検査協会は JIS Z 2305(2013)

「非破壊試験技術者の資格及び認証」に基づく放射線透過試験の資格試験において、

JIS Z 3104(1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」等の針金形透過度計を適用し

た JIS規格を関連規格としており、非破壊試験技術者の資格要求内容と「表 N-Xl00-

1 放射線透過試験」の「試験の方法」の内容は整合がとれていない。 

日本機械学会は今後のニーズを踏まえて針金形透過度計の適用を検討するとして

いるので、「N-1100 非破壊試験」の(1)放射線透過試験」の 1)及び 2)において引用す

る「表 N-Xl00-1 放射線透過試験」は次表のとおり読み替える。 

なお、次表は「試験研究の用に供する原子炉等の技術基準に関する規則の解釈」別

記「試験研究の用に供する原子炉等に係る施設の溶接の方法等について」の別紙中

「１０．非破壊試験の方法と判定基準」に示す表１－３を参考にしているが、JIS Z 

3106(2001)「ステンレス鋼溶接継手の放射線透過試験方法」又は JIS Z 3107(2008)

「チタン溶接部の放射線透過試験方法」も使用が予想されることから追加した。また、

透過写真の像質の種類に A級又は B級の選択がある場合は B級とした132。 

読み替えられる字句 

表 N-Xl00-1 放射線透過試験 

試

験

の

方

法 

透過度

計の使

用方法 

透過度計の使用区分 有孔形透過度計を使用する。 

材厚の

測定方

法 

突合せ溶接によ

る溶接部の場合 

（略） 

突合せ溶接以外

による溶接部の

場合 

（略） 

設置方

法 

配置 （略） 

個数 （略） 

厚さの整合 （略） 

使用す

べき透

過度計 

有孔形

透過度

計 

形状，寸法，寸法

の許容差 

JIS Z 2306 「放射線透過試験用透過度計」

の「5.2有孔形透過度計」による。 

材厚に応じた使

用区分 

（略） 

 

判定基準 透過写真が具備すべ

き条件 

次の 1.から 3.を全て満足させる。 

1.透過度計の呼び番号及び基準穴が明

らかに撮影されている。 

2.・3. （略） 
 

 
132 A 級は通常の撮影技術によって得られ，B 級はきずの検出感度が高くなるような撮影技術によって得ら

れる。（JIS Z 3104(1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」） 
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読み替える字句 

表 N-Xl00-1 放射線透過試験 

試

験

の

方

法 

透過度

計の使

用方法 

透過度計の使用区分 有孔形透過度計又は針金形透過度計を使用

する。 

材 厚

の 測

定 方

法 

突合せ溶接による

溶接部の場合 

（略） 

突合せ溶接以外に

よる溶接部の場合 

（略） 

有 孔

形 透

過 度

計 の

設 置

方法 

配置 （略） 

個数 （略） 

厚さの整合 （略） 

針 金

形 透

過 度

計 の

設 置

方法 

配置，個数，厚さの

整合，階調計の使

用 

JIS Z 3104(1995)鋼溶接継手の放射線透過

試験方法，JIS Z 3105(2003)アルミニウム

溶接継手の放射線透過試験方法，JIS Z 

3106(2001)ステンレス鋼溶接継手の放射線

透過試験方法又は JIS Z 3107(2008)チタン

溶接部の放射線透過試験方法による。 

使用す

べき透

過度計 

有 孔

形 透

過 度

計 

形状，寸法，寸法の

許容差 

JIS Z 2306 「放射線透過試験用透過度計」

の「5.2有孔形透過度計」による。 

材厚に応じた使用

区分 

（略） 

針 金

形 透

過 度

計 

形状，寸法，寸法の

許容差 

JIS Z 2306(2015)放射線透過試験用透過度

計の「5.1針金形透過度計」による。透過写

真の像質の種類に A 級，B 級等の選択があ

る場合は B級とする。 

使用区分 JIS Z 3104(1995)鋼溶接継手の放射線透過

試験方法，JIS Z 3105(2003)アルミニウム

溶接継手の放射線透過試験方法，JIS Z 

3106(2001)ステンレス鋼溶接継手の放射線

透過試験方法又は JIS Z 3107(2008)チタン

溶接部の放射線透過試験方法による。 

 

判定基準 透過写真が具備すべ

き条件 

次の 1.から 3.までを全て満足させる。 

1.透過度計の呼び番号及び有孔形の場

合は基準穴，針金形の場合は識別最

小線径が明らかに撮影されている。 

2.・3. （略） 
 

(c)放射線透過試験の方法における材厚による基準穴の径の変更 

「試験の方法」の「使用すべき透過度計」の「有孔形透過度計」の「材厚に応じた

使用区分」の表に示す基準穴は、材厚が 22mm以下は 4T、22mm超えは 2Tと規定され
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ている。（2T の方が穴径は小さい。）材厚によって基準穴の径を変更する根拠につい

て、日本機械学会は、次のように説明している133。 

材厚に応じて、基準穴だけでなく透過度計の厚さも変わります。薄い材厚では、

薄い透過度計が使用されますが、薄くなると透過写真における基準穴のコント

ラストが下がり、識別しにくくなるため、具備すべき条件は大きな穴（4T）の識

別に変わります。 

本規定は、ASMEボイラー及び圧力容器規格のセクション III(原子力施設機器

の建造に関する要求事項)に準じており、有孔形透過度計の基準穴の透過写真上

での識別度は、透過度計の厚さと基準穴の径によります。ASME 規格では、これ

を考慮して材厚ごとの基準穴の径を設定しているものと考えられ、溶接規格に

おいても、この方法は実績があり、妥当と判断し採用しました。 

 有孔形透過度計の基準穴径は材厚によって 2T、4Tと異なるが、形状が方形の場合

は 1T孔、2T孔、4T孔の 3種類の直径の孔が設けられており、基準穴が明らかに撮影

されていることをもって透過写真の具備すべき条件としていることから、判定には

影響ないといえる。 

 

（２）適用に当たっての条件 

変更点以外 

読み替えられる字句 

表 N-Xl00-1 放射線透過試験 

試

験

の

方

法 

透過度

計の使

用方法 

透過度計の使用区分 有孔形透過度計を使用する。 

材厚の

測定方

法 

突合せ溶接によ

る溶接部の場合 

（略） 

突合せ溶接以外

による溶接部の

場合 

（略） 

設置方

法 

配置 （略） 

個数 （略） 

厚さの整合 （略） 

使用す

べき透

過度計 

有孔形

透過度

計 

形状，寸法，寸法

の許容差 

JIS Z 2306 「放射線透過試験用透過度計」

の「5.2有孔形透過度計」による。 

材厚に応じた使

用区分 

（略） 

 

判定基準 透過写真が具備すべ

き条件 

次の 1.から 3.を全て満足させる。 

1.透過度計の呼び番号及び基準穴が明

らかに撮影されている。 

2.・3. （略） 
 

読み替える字句 

表 N-Xl00-1 放射線透過試験 

試 透過度 透過度計の使用区分 有孔形透過度計又は針金形透過度計を使用
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験

の

方

法 

計の使

用方法 

する。 

材 厚

の 測

定 方

法 

突合せ溶接による

溶接部の場合 

（略） 

突合せ溶接以外に

よる溶接部の場合 

（略） 

有 孔

形 透

過 度

計 の

設 置

方法 

配置 （略） 

個数 （略） 

厚さの整合 （略） 

針 金

形 透

過 度

計 の

設 置

方法 

配置，個数，厚さの

整合，階調計の使

用 

JIS Z 3104(1995)鋼溶接継手の放射線透過

試験方法，JIS Z 3105(2003)アルミニウム

溶接継手の放射線透過試験方法，JIS Z 

3106(2001)ステンレス鋼溶接継手の放射線

透過試験方法又は JIS Z 3107(2008)チタン

溶接部の放射線透過試験方法による。 

使用す

べき透

過度計 

有 孔

形 透

過 度

計 

形状，寸法，寸法の

許容差 

JIS Z 2306 「放射線透過試験用透過度計」

の「5.2有孔形透過度計」による。 

材厚に応じた使用

区分 

（略） 

針 金

形 透

過 度

計 

形状，寸法，寸法の

許容差 

JIS Z 2306(2015)放射線透過試験用透過度

計（「表 3－一般型の針金形透過度計の呼び

番号並びに針金の中心間距離及び長さ」の

針金の長さ「10以上」は針金の長さ「25以

上」に読み替える。）の「5.1針金形透過度

計」による。 

透過写真の像質の種類に A 級，B 級等の選

択がある場合は B級とする。 

使用区分 JIS Z 3104(1995)鋼溶接継手の放射線透過

試験方法，JIS Z 3105(2003)アルミニウム

溶接継手の放射線透過試験方法，JIS Z 

3106(2001)ステンレス鋼溶接継手の放射線

透過試験方法又は JIS Z 3107(2008)チタン

溶接部の放射線透過試験方法による。 

 

判定基準 透過写真が具備すべ

き条件 

次の 1.から 3.までを全て満足させる。 

1.透過度計の呼び番号及び有孔形の場

合は基準穴，金形の場合は識別最小

線径が明らかに撮影されている。 

2.・3. （略） 
 

 

（３）要望事項 

○ 「突合せ溶接以外による溶接部の場合」の材厚の計算方法を、適切に規定すること

を要望する。 

 

1037



 

806 

４．３．１１．２ 超音波探傷試験 

本規格は、非破壊試験（超音波探傷試験）の方法及び判定基準について、「表 N-Xl00-

2 超音波探傷試験」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 「探傷面は，清浄で，かつ，滑らかであること」を「探傷面は，清浄で，かつ，滑

らかにする」に変更 

② 試験片について、「探触子を接触させる表面は，清浄で，かつ，滑らかであること。」

を「探触子を接触させる表面は，清浄で，かつ，滑らかにする。」に変更 

 

表 4.3.11.2 超音波探傷試験の変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①、② 推奨表記集、JIS Z 8301に記載されている規定文の表現の仕方に従うように

規定文の表現の仕方を改定する134。 

 

（３）検討の結果 

①、② 「探傷面は，清浄で，かつ，滑らかであること」から「探傷面は，清浄で，か

つ，滑らかにする」と変更されている。規定としての同等性について、日本機械学会

は、次のように説明している135。 

結果として、探傷面は「清浄で，かつ，滑らか」である状態が求められている

ため、同等の要求であると考えます。 

 
134 溶接規格改訂提案 提案番号 W19-10 
135 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(13) 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

表 N-Xl00-2 超音波探傷試験(1/4) 
試
験
の
方
法 

探
傷
面 

探傷面は，清浄で，かつ，滑ら

かにする。ただし，探傷面に固

着したスケール又ぱ塗料であっ

て，その表面が滑らかで，はく

離するおそれがなく，かつ，超

音波の伝ぱを妨げるおそれのな

いものは，除去しなくてもよい。 

 

 

表 N-X100-2 超音波探傷試験(3/4) 

試
験
の
方
法 

試
験
片 

表
面 

探触子を接触させる表面

は，清浄で，かつ，滑らか

にする。 

 

表 N-Xl00-2 超音波探傷試験(1/4) 
試
験
の
方
法 

探
傷
面 

探傷面は，清浄で，かつ，滑ら

かであること。ただし，探傷面

に固着したスケール又は塗料で

あって，その表面が滑らかで，

はく離するおそれがなく，かつ，

超音波の伝ぱを妨げるおそれの

ないものは，取り除くことを要

しない。 

 

表 N-X100-2 超音波探傷試験(3/4) 

試
験
の
方
法 

試
験
片 

表
面 

探触子を接触させる表面

は，清浄で，かつ，滑らか

であること。 
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溶接規格 2020は「N-1080 溶接部の表面」等において非破壊試験の実施に支障がな

いように仕上げることを規定しているので、「表 N-Xl00-2 超音波探傷試験」におい

ては、仕上げ後の状態が試験に支障がないことを確認することとなる。「滑らかにす

る」は、探傷面の表面加工を要求しているように読めるため、変更は妥当とは判断で

きない。 

したがって、「表 N-Xl00-2 超音波探傷試験」の「試験の方法」の「探傷面」の「探

傷面は，清浄で，かつ，滑らかにする。」は「探傷面は，清浄で，かつ，滑らかであ

ること。」に、「試験片」の「表面」の「探触子を接触させる表面は，清浄で，かつ，

滑らかにする。」は「探触子を接触させる表面は，清浄で，かつ，滑らかであること。」

に読み替える。 

なお、「表 N-Xl00-2 超音波探傷試験」において対比試験片の形状並びに標準穴の

位置及び寸法線の入れ方を変更しているが、いずれも記載の適正化を図ったもので

あり、技術的変更には分類していない。 

 

（４）適用に当たっての条件 

①、② 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-Xl00-2 超音波探傷試

験 
試験

の方

法 

探

傷

面 

探傷面は，清

浄で，かつ，滑

らかにする。 
 

試験

の方

法 

探

傷

面 

探傷面は，清

浄で，かつ，滑

らかであるこ

と。 
 

試験

の方

法 

表

面 

探触子を接触

さ せ る 表 面

は，清浄で，か

つ，滑らかに

する。 
 

試験

の方

法 

表

面 

探触子を接触

さ せ る 表 面

は，清浄で，か

つ，滑らかで

あること。 
 

 

４．３．１２ 母材の区分 

本規格は、母材の区分について、「表 N-GO1 母材の区分」、「表 WP-321-1 母材の区

分」、「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」及び「表 WQ-314-1 母材の区分」に規定し

ている。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.12 母材の区分の変更点」参照） 

① 母材の区分の P-1（炭素鋼）を、引張強さがグループ 2よりも低いもの、490MPa級

のもの及び 590MPa級のものの 3つに細区分し、それぞれをグループ番号 1、2及び 3

と規定 

② 材料名及び元素名の表示が「モリブデン鋼」から「Mo 鋼」のように元素記号を用

いた記載に変更 

③ 母材の区分の P-4（Cr-Mo鋼）をクロムモリブデン鋼の標準合金成分の合計が 2.75%

以下のものから 2.0%以下と 2.0%を超え 2.75%以下のものとに細区分しグループ番号

1、2と規定 
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④ 母材の区分の P-5（Cr-Mo 鋼）のグループ番号 2 の種類の規定に「P-15E は除く。」

を追加 

⑤ 母材の区分が P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）、P-15E（改良

9Cr-1Mo鋼）、P-61（Zr）を追加 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①、③ 溶接規格で規定されている母材の区分が、他規格と異なっているため、整合す

るように P番号及びグループ番号を追加する改定を行った136。 

② カタカナ表記は長く、表形式などでは表記しにくいため元素記号を用いた記載に

改定した137。 

④、⑤ 金属組織がフェライトとオーステナイトが 1:1 になるよう成分設計された二

相ステンレス鋼をオーステナイト系ステンレス鋼と区別するため、母材の区分 P-10H

を設けた。従来の 9Cr-1Mo 鋼と区別するために、改良 9Cr-1Mo 鋼の母材の区分を P-

15Eとした。これに伴い母材の区分 P-5グループ番号 2（クロムモリブデン鋼であっ

て、標合金成分の合計が 5%を超え 12%以下のもの）に P-15E は除くと追記した。ま

た、ジルコニウム材は再処理設備で使用されており、JIS B 8285、JIS Z 3040、ASME 

Sec. Ⅸ等には P-61が規定されているため追加した138。 

 

（３）検討の結果 

① 母材の区分の P-1（炭素鋼）を引張強さが 490MPa と 590MPa とで 3 つに細区分し、

グループ番号 1、2、3と規定したことについては、「WP-321 母材の種類（解説）」に

よると化学成分、強度レベルを主体にして分類がされており、JIS B 8285(2010)「圧

力容器の溶接施工方法の確認試験」、JIS Z 3040(1995)「溶接施工方法の確認試験方

法」、ASME Code Sec.Ⅸ (2013)で規定されている母材の区分を参考にして規定した

とのことであり、変更は妥当と判断する。 

母材の区分の P-1（炭素鋼）は、グループ番号 1、2、3に細区分されグループ番号

2 は規格による引張強さが 490MPa 級のもの、グループ番号 1 は規格による引張強さ

がグループ番号 2よりも低いものと規定しているが、「表 WP-321-2 各種材料の母材

の区分」の JIS G 3103「ボイラ及び圧力容器用炭素鋼及びモリブデン鋼鋼板」の SB480

はグループ番号 2と区分している。「引張強さが 490MPa級」が 490MPa以下の場合も

含むのであれば、グループ番号 1の「炭素鋼で規格による引張強さがグループ番号 2

よりも低いもの」との閾値が不明確となる。同様に、JIS G 3115「圧力容器用鋼板」

の SPV450 は引張強さが 570MPa であるが、グループ番号 3 の「炭素鋼で規格による

引張強さが 590MPa級のもの」に区分している。「表 WP-321-1 母材の区分」に「級」

を付けて数値を規定する場合の下限側について、明確にするよう要望する。 

 
136 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№15 
137 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(16) 
138 令和６年６月 14日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(67)(a)(b)(c)(d)、

第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考資

料 6-1-5：2.1(59) 
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② 材料名の表示が「モリブデン鋼」から「Mo 鋼」のように元素記号を用いた記載に

変更されている。その出典について、日本機械学会は、次のように説明している139。

なお、JIS G 0203(2023)「鉄鋼用語（製品及び品質）」においては、合金元素量を記

した 9%Ni鋼のような記載はあるが、元素量を明記していないクロムモリブデン鋼を

Cr-Mo鋼とは記載していない（「表 WP-321-1 母材の区分」、「表 WP-331-1 溶接金属の

区分」、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」、「表 WQ-

313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接

金属の区分」についても同様）。 

「モリブデン鋼」を「Mo鋼」と記すにあたり、出典は特にはございません。カ

タカナ表記は長く、表形式などでは表記しにくいため、改定しました。 

「表 N-G01 母材の区分」において、材料名の表示が「モリブデン鋼」から「Mo鋼」

のように元素記号を用いた記載に変更したことは、技術的な変更ではないことから

妥当と判断する。 

「モリブデン鋼」を「Mo鋼」とした際、出典はないとのことであるが、JIS G 0203

「鉄鋼用語（製品及び品質）」は「モリブデン鋼」としていることから、見直すこと

を要望する。 

③ 母材の区分 P-4（クロムモリブデン鋼）について、標準合金成分の量によりグルー

プ番号を 2つに区分したが、「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」には P-4（クロム

モリブデン鋼）でグループ番号 2に該当する材料がない。「表 N-GO1 母材の区分」に

おいてグループ 1、2に区分する理由について、日本機械学会は、次のように説明し

ている140。 

P-4 Gr2 に相当する材料は、現状の材料規格では規定されていませんが、P-4

には Gr区分があるということを示すために P-4 Gr1,2を規定することにしまし

た。 

P-4（クロムモリブデン鋼）グループ 1、2 は、標準合金成分の量が 2%で区分され

ている。その根拠について、日本機械学会は、次のように説明している141。 

P-4 Gr1 に代表される材料は 1Cr-0.5Mo鋼であり、P-4 Gr2に代表される材料

は 1.25Cr-1Mo鋼になります。これらの材料の機械的性質が異なることから、標

準合金成分量 2%を境として区分しています。 

P-4（クロムモリブデン鋼）について、標準合金成分の量によりグループ番号を 2

つに区分したことについては、細区分により溶接施工法の確認項目の内容を制限す

るものであり、変更は妥当と判断する。 

「表 N-G01 母材の区分」、「表 WP-321-1 母材の区分」における「標準合金成分の合

計」において、モリブデン鋼及びクロムモリブデン鋼の場合の対象とする合金元素の

種類について、日本機械学会は、次のように説明している142。 

 
139 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(16) 
140 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(67)(a)(b)(c)(d) 
141 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(67)(a)(b)(c)(d) 
142  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(60) 
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「標準合金成分」の定義は、第 4部 4-9ページの用語集「3-25」に定義があ

り、具体的な元素は、表 WP-321-2「各種材料の母材の区分」の標準合金成分の

欄に示されています。 

モリブデン鋼及びクロムモリブデン鋼の場合は、クロム、モリブデン、ニッケ

ル等が対象になります。（鋼種によって、一部の元素が対象外である場合もあり

ます。） 

JIS G 0203(2023)「鉄鋼用語（製品及び品質）」の合金鋼の定義によると、合金成

分として考える元素は Al,B,Cr,Co,Cu,Pb,Mn,Mo,Ni,Nb,Si,Ti,W,V,Zr,その他

（S,P,C,Nを除く）とされている（溶接規格 2020「第 4部 解説」の「第 4章用語集」

の番号 3-3にも「合金鋼」の定義がある。）。母材の区分が P-1（炭素鋼）の JIS G 3103

「ボイラ及び圧力容器用炭素鋼及びモリブデン鋼鋼板」の SB480 の場合は標準合金

成分を C-Mn-Si 系と表示しているが、その化学成分における合金成分には Si,Mn の

外に Cu,Ni,Cr,Mo,Nb,V,Ti,B（いずれも～以下と上限値が規制されている。）が規定

されている。Cuと Niは 0.40％以下、Crは 0.30％以下であり、無視できるような値

ではない。また、母材の区分が P-3（モリブデン鋼）の JIS G 3204「圧力容器用調質

型合金鋼鍛鋼品」の SFVQ1A及び 1Bには、Mnが 1.20～1.50%と規定されているが、標

準合金成分の表記は 0.75Ni-0.5Mo-0.25Cr-V系と表示され Mnが記載されていない。 

標準合金成分の合計値の算出方法について、日本機械学会は、次のように説明して

いる143。 

標準合金成分とは、表 WP-321-2 に掲げる標準合金成分のことです。標準合金

成分の合計は、表 WP-321-2 の各元素記号の前に表示された数値を重量%として

合計し算出します。この場合、数値表示のない合金成分を含める必要はありませ

ん。 

「標準合金成分」という用語が使用されている規格・基準について調査したものを

「表 4.3.12 各規格等による標準合金成分の定義」に示す。「標準合金成分」は、溶

接規格 2020の「第 1 部 溶接規格」、「第 2部 溶接施工法確認試験」及び「第 3部 溶

接技能確認試験」の用語の定義にはないが、「第 4部 解説」の「第 4章 用語集」の

番号 3-25に定義が記載されている。なお、電気工作物の溶接に関する技術基準を定

める省令の解釈の解説にも記載されていた。溶接規格 2001年版の解説では、同省令

の解釈に記載された用語の説明の前半部分が削除された形で記載された。しかし、溶

接規格 2012(2013)でその前半部分（表中の下線部）が追加され、溶接規格 2020にも

記載されている。また、厚生労働省の「ボイラー及び第一種圧力容器の製造許可基準」

においては、昭和 47年 9月 30日労働省告示第 75号第 4条第 1 号イ備考 2において

「標準合金成分には、けい素、マンガン等は含まれない」とされていたが、平成元年

12月 18日基発第 656号をもって「規格による個々の合金成分の標準的な割合（合金

成分の割合の範囲の中央値）」と改正されている。この内容は溶接規格 2001年版の内

容とほぼ同じである。なお、「ボイラー及び第一種圧力容器の製造許可基準の改正に

 
143 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(60) 
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ついて」基発第 0312006 号（平成 20 年 3 月 12 日）の別添 1 において標準合金成分

の定義が削除された。この改正は溶接施工法試験の溶接の条件及び方法について、

JIS B 8285「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」との整合性を図ること等の趣旨か

ら行ったものであるとされている。 

 

表 4.3.12 各規格等による標準合金成分の定義 

規格等 規定内容 

発電用原子力設備

に関する構造等の

技術基準（昭和45年

通商産業省告示第

501号） 

「別表第 1材料の各温度における設計応力強さ」及び「別

表第 4鉄鋼材料の各温度における許容引張応力」に「標準

成分」の欄（例：18Cr8Ni）はあるが定義や説明はない。 

厚生労働省告示 

ボイラー及び第一

種圧力容器の製造

許可基準 

P-3、P-4 又は P-5 に属する鋼材の標準合金成分には、けい

素、マンガン等は含まれないものとする。 

（昭和 47年 9 月 30日労働省告示第 75号第 4条第 1号イ備

考 2、平成元年 11月 21日労働省告示第 69号別表第 7（第 4

条関係）備考 2） 

規格による個々の合金成分の標準的な割合（合金成分の割合

の範囲の中央値）(%) 

（平成元年 12月 18日基発第 656号 

平成 20年 3月 12日基発第 0312006号をもって、JIS B 8285

「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」との整合性を図る趣

旨から本定義を削除） 

電気工作物の溶接

に関する技術基準

を定める省令の解

釈 

解説 用語集 3-25 

（平成 17年廃止） 

合金設計上の標準成分系であり， ASME Sec.Ⅸ QW-422の公

称成分系又は火力解釈別表の標準成分を一般的に標準合金

成分とする。ただし，これらに規定がない場合には，規格に

おける当該合金成分の上限値と下限値の 1/2 の値とするこ

とができる。なお，規格において以下又は以上と規定されて

いる場合は，それぞれの上限値（以下の場合）又は下限値（以

上の場合）をいう。 

溶接規格 2001年版 

解説 用語集 3-25 

規格における当該合金成分の上限値と下限値の 1/2 の値を

いう。 なお、規格において以下または以上と規定されてい

る場合は、それぞれの上限値（以下の場合）または下限値（以

上の場合）をいう。 

溶接規格 2012 年版

～2020年版 

解説 用語集 3-25 

合金設計上の標準成分系であり，JIS Z 3040「溶接施工方法

の確認試験方法」の付表 1に記載の標準合金成分，又は ASME 

Sec.Ⅸ QW/QB-422 の公称成分を一般的に標準合金成分とす

る。ただし，これに規定がない場合には，規格における当該

合金成分の上限値と下限値の 1/2の値をいう。なお，規格に

おいて以下又は以上と規定されている場合は，それぞれの上

限値（以下の場合）又は下限値（以上の場合）をいう。（編

者注：下線は溶接規格 2001年版からの変更部分を示す。） 

JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」の母材の種類の区分の表

中において、標準合金成分という用語が用いられているが、耐熱合金鋼の 1Cr-0.5Mo

系といった表記をしており、「標準合金成分の合計が 2.75%」というような合計値は

規定していない。ASME Code Sec.Ⅸ QW/QB-422は材料の特徴を表すための特定合金
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元素の公称成分を nominal composition として記載しており、確認項目の一つであ

るシールドガスについても混合比をnominal compositionと記載している。ASME Code 

Sec.Ⅸ QW/QB-422の nominal composition が材料に含まれる合金成分の全てを表す

ものではない。また、ASME Code Sec.Ⅸには「表 WP-321-1 母材の区分」に相当する

表はなく、個別材料ごとに直接 P番号とグループ番号を規定している。以上により、

標準合金成分の対象とする合金成分は特定の合金元素のみであることは明確にされ

ているといえる。 

しかし、「表 N-G01 母材の区分」、「表 WP-321-1 母材の区分」があって、「表 WP-

321-2 各種材料の母材の区分」に示す個別材料ごとの母材の区分が決められるのが

本来の手順であるが、母材の区分を決める種類として炭素鋼、Mo 鋼、Cr-Mo 鋼、Ni

鋼、合金鋼の表現があり、JIS材料の名称には前記表現にないマンガンモリブデン鋼

やマンガンモリブデンニッケル鋼もあり、何を標準合金元素とすればよいのか分か

っていないと一概には決められない。「表 WP-321-2 母材の区分」の標準合金成分の

記載があっての「表 N-G01 母材の区分」、「表 WP-321-1 母材の区分」のように読め

る。 

標準合金成分の合金元素として記載又は除外する元素の選定方法について明確化

し、「表 N-G01 母材の区分」、「表 WP-321-1 母材の区分」があって、「表 WP-321-2 各

種材料の母材の区分」に示す個別材料ごとの母材の区分が決められるようにするこ

とを要望する。 

また、前記 JIS G 3103「ボイラ及び圧力容器用炭素鋼及びモリブデン鋼鋼板」の

「表 2－化学成分(溶鋼分析値)」においては、注 c)で「受渡当事者間の協定によっ

て，SB450 及び SB480 については，Mo を 0.30％以下としてもよい。」とし、注 b)で

「Cr及び Mo の合計は 0.32％以下とし，Cu，Ni，Cr及び Moの合計は 1.00%以下とす

る。」と規定している。同表の SB450及び SB480の Mo量規定値は 0.12%以下であるの

で、Mo量が増量されている場合も考えられる。その場合は、SB450及び SB480の母材

の区分は C-Si系又は C-Mn-Si系の P番号 P-1と記載されているが、Mn-0.5Mo系の P-

3に該当するとした方が適切とも考えられる。JIS規格の材料は合金元素のさらなる

添加を許容しているものが多いので、化学分析の結果に基づき母材の区分を選択す

ることについて検討することを要望する。 

④ P-5（Cr-Mo 鋼）のグループ番号 2の種類の説明において末尾に「（P-15Eは除く。）」

が追加されたが、P-15E（改良 9Cr-1Mo 鋼）に該当するものは「表 WP-321-2 各種材

料の母材の区分」(12/12)によると 9Cr-1Mo-V系の 91FRと F91FR（JSME-F2高速炉構

造用改良 9 クロム 1 モリブデン鋼）である144。「P-15E を除く」とした理由（新たに

P-15E（改良 9Cr-1Mo鋼）を設けた理由）について、日本機械学会は、次のように説

明している145。 

 
144 発電用火力設備の技術基準の解釈（2022 年 12 月 15 日施行）「別表第 9 母材の区分」においては、P-15E

（改良９Cr-1Mo 鋼）は規定されていない。 
145 令和６年８月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その４）へのご回答: 2.1 (67)(b) 
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高速炉規格で 91FRの改良 9Cr-1Mo鋼が規定されているため追加するようにし

ているものです。ASME では、改良 9Cr-1Mo 鋼は 9Cr-1Mo 鋼とは異なる特殊な溶

接後熱処理条件が規定されているため、溶接規格でも P-15E として区分としま

した。 

「改良９Ｃr-1Mo鋼」とはどのようなものか（何が改良されているのか、また、母

材の区分 P-5（クロムモリブデン鋼）のグループ番号 2 から除く理由を含む。）につ

いて、日本機械学会は、次のように説明している146。 

・「改良９Ｃr-1Mo鋼」とは、9％のクロムおよび 1％のモリブデンが添加され

た従来鋼に対して、析出強化元素であるバナジウムとニオブを微量添加し

て高温強度及びクリープ特性を向上させているのが特徴です。高温強度特

性、熱膨張係数及び熱伝導率等に優れていることから、次期高速炉の構造

材料として期待されています。 

・「改良９Ｃr-1Mo鋼」は、JSME S NC2「設計・建設規格第 II編高速炉規

格」で規定されている 91FR及び F91FRとなります。91FR 及び F91FRは、

表 WP-321-1「母材の区分」の分類区分では P-5グループ番号 2に相当しま

すが、 ASME SA-387M 91相当材であり、これらの材料は ASME Sec.IXの

QW/QB-422「Ferrous/Nonferrous P-Numbers and S-Numbers Groupinng of 

Base Metals forQualification」では、P-5の分類ではなく P-15Eの特別

な区分にされているため、ASME Sec.IXと同様に、溶接規格では P-15Eの

特別な分類区分にしています。 

・P-5と異なり、温度に敏感であるため、PWHTの温度管理が適切でないと在来

の 9Cr鋼並の強度まで下がる問題があります。 

母材の区分 P-5（Cr-Mo 鋼）のグループ番号 2 の種類の説明において末尾に「（P-

15E は除く。）」が追加されたことについては、母材の区分 P-15E（改良９Cr-1Mo 鋼）

の追加と関連するので⑤において評価する。 

⑤ 母材の区分として P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）、P-15E（改

良 9Cr-1Mo鋼）、P-61（Zr）が追加された。 

「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないものの条件」には、P-10H（オーステナイ

ト・フェライト系ステンレス鋼）及び P-15E（改良 9Cr-1Mo 鋼）が含まれていない。

母材の区分が P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）及び P-15E（改

良 9Cr-1Mo鋼）の場合の溶接後熱処理を要しないものの条件について、日本機械学会

は、次のように説明している147。 

軽水炉以外の設備に関する溶接規定を設けるため、先行して採り入れたもの

です。従って、PWHTの免除条件だけでなく PWHTの条件は今後規定する予定です。 

 
146  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(58) 
147第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考資

料 6-1-5：2.1(41) 
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P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）及び P-15E（改良 9Cr-1Mo鋼）

は、材料規格 2020に規定されていないこと、溶接後熱処理の条件は今後規定する予

定であることから、追加は妥当とは判断できない。 

したがって、P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）及び P-15E（改

良 9Cr-1Mo鋼）は、削る。また、これらの材料は、「表 WP-321-1 母材の区分」、「表

WQ-314-1 母材の区分」及び「表 WQ-330-5 溶接技能確認試験で合格になった場合に

認められる母材の区分」にも追加されているが、同様に削る。 

「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」では同表(12/12)に示す 25Cr-6Ni-3Mo-N系

の GSUS329J4L（原子力発電用規格高耐食性ステンレス鋼熱間圧延鋼板）のみである

が、P-8（オーステナイト系ステンレス鋼）にも 25Cr-20Ni系の SUS310S（JIS G 4305

冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯）がある。Cr量及び Ni量からすると Ni鋼の P-9A

（Ni鋼であって、Ni標準合金成分が 2.50%以下のもの）、P-9B（Ni 鋼であって、Ni標

準合金成分が 2.50%を超え 3.50%以下のもの）や P-11A（Ni鋼であって、Ni標準合金

成分が 3.50%を超え 9.0%以下のもの、合金鋼であって、規格による最小引張強さが

660MPa以上 730MPa未満のもの）の Ni標準合金成分量の間に区分するよりも P-8（オ

ーステナイト系ステンレス鋼）に近いと思われる。 

P番号の付番の考え方について、日本機械学会は、次のように説明している148。 

GSUS329J4L はいわゆる二相ステンレス鋼で、金属組織がフェライトとオース

テナイトが 1:1 になるよう成分設計されています。対して SUS310S はオーステ

ナイト系ステンレス鋼であり、金属組織がオーステナイトが中心となっており、

区別する必要があると考え、ASME Sec.IX の区分に合わせました。 

P番号の付番の考え方を解説等に記載することを要望する。 

母材の区分に追加された P-61（Zr）は、材料規格 2020に規定されていない。材料

規格 2020に規定されていない材料の母材の区分を規定する理由について、日本機械

学会は、次のように説明している149。 

軽水炉以外の設備に関する溶接規定を設けるため、先行して採り入れたもの

です。 

現状、軽水炉ではジルコニウム材の使用は確認されていませんが、再処理設備

では使用されており、再処理設備規格、JIS B 8285、JIS Z 3040、ASME Sec. IX

等には P-61が規定されているため、軽水炉溶接規格にも追加しています。 

 ジルコニウムである P-61（Zr）は、材料規格 2020に規定されておらず実用発電用

原子炉及びその附属施設に使用される予定のない材料の区分である。日本機械学会

は、軽水炉以外の設備に関する溶接規定を設けるため先行して採り入れたとしてい

るが、使用可能な機器、許容値等が不明であり、追加は妥当とは判断できない。 

したがって、P-61（Zr）は削る。また、P-61（Zr）は「表 WP-321-1 母材の区分」

にも追加されているが、同様に削る。 

 
148 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(67)(a)(b)(c)(d) 
149  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(59) 
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「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」の適用については「４．３．１７．１ 母

材の種類」(３)②で述べる。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)母材の区分 P-11A（Ni 鋼であって、Ni 標準合金成分が 3.50%を超え 9.0%以下のも

の、合金鋼であって、規格による最小引張強さが 660MPa以上 730MPa未満のもの）、

P-11B（合金鋼であって規格による最小引張強さが 730MPa 以上のもの）が「表 WP-

321-2 各種材料の母材の区分」に規定されていない理由 

「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」には P-11A（Ni鋼であって、Ni標準合金成

分が 3.50%を超え 9.0%以下のもの、合金鋼であって、規格による最小引張強さが

660MPa以上 730MPa未満のもの）及び P-11B（合金鋼であって規格による最小引張強

さが 730MPa以上のもの）に該当する材料が規定されていない。「表 N-G01 母材の区

分」及び「表 WQ-314-1 母材の区分」に規定する理由について、日本機械学会は、次

のように説明している150。 

改定案作成当時の材料規格では P-11A に相当する材料は規定されていません

でした。JIS B 8285，JIS Z 3040 では P-11Aのグループ区分はありませんが，

ASME Sec.IX ではグループ区分があることから，まずは区分を設定することを目

的としました。 

技術評価の対象となる規格の発刊時には、項目（例えば、母材の区分）ごとに完結

し、それによって解説を含めた規定間（溶接規格にあっては「第 1部 溶接規格」、「第

2部 溶接施工法確認試験」、「第 3部 溶接技能確認試験」、「第 4部 解説」）に不整合

が生じることのないものにし、改定作業の途中段階で発刊することのないことが望

まれる。 

 

（５）適用に当たっての条件 

①～④ 

なし 

⑤  

読み替える規

定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-G01 母材

の区分 

表 WP-321-1 母

材の区分 

母材の区分 種類 

P番号 グループ番号 

(略) (略) (略) 

P-9B 

P-10H 

P-11A 

P-11B 

P-15E 

P-21 

(略) 

母材の区分 種類 

P番号 グループ番号 

(略) (略) (略) 

P-9B 

P-11A 

P-11B 

P-21 

(略) 

 
150 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(67)(a)(b)(c)(d) 
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P-52 

P-61 
 

P-52 

 

表 WQ-314-1 母

材の区分 
確認試験での母材の区分 

母材のグルー

プ区分 

母材の区分 

P-1X 

(アルミニウ

ム，アルミニウ

ム合金又はチ

タン以外) 

 

(略) 

P-9B 

P-10H 

P-11A 

P-11B 

P-15E 

P-21 
 

確認試験での母材の区分 

母材のグルー

プ区分 

母材の区分 

P-1X 

(アルミニウ

ム，アルミニウ

ム合金又はチ

タン以外) 

 

(略) 

P-9B 

P-11A 

P-11B 

P-21 
 

表 WQ-330-5 溶

接技能確認

試験で合格

になった場

合に認めら

れる母材の

区分 

溶接技能確認試

験で使用した母

材の区分 

認められる

母材の区分 

母材の

グルー

プ区分 

母材の

区分 

P-1X 

( ア ル

ミニウ

ム，ア

ルミニ

ウム合

金又は

チタン

以外) 

(略) P-1, P-3,  

P-4, P-5,  

P-6, P-7,  

P-8, P-9A, 

P-9B, P-10H, 

P-11A, 

P-11B, 

P-15E, P-34, 

P-42, P-43, 

P-45 

P-9B 

P-10H 

P-11A 

P-11B 

P-15E 

（略） 

 

確溶接技能確認

試験で使用した

母材の区分 

認められる

母材の区分 

母材の

グルー

プ区分 

母材の

区分 

P-1X 

( ア ル

ミニウ

ム，ア

ルミニ

ウム合

金又は

チタン

以外) 

(略) P-1, P-3,  

P-4, P-5,  

P-6, P-7,  

P-8, P-9A, 

P-9B, 

P-11A, 

P-11B, 

P-34, P-42, 

P-43, P-45 

P-9B 

P-11A 

P-11B 

（略） 

 

 

 

（５）要望事項 

○ 「表 WP-321-1 母材の区分」に「級」を付けて数値を規定する場合の下限側につい

て、明確にするよう要望する。 

○ 「モリブデン鋼」を「Mo鋼」とした際、出典はないとのことであるが、JIS G 0203

「鉄鋼用語（製品及び品質）」は「モリブデン鋼」としていることから、見直すこ

とを要望する。 

○ 標準合金成分の合金元素として記載又は除外する元素の選定方法について明確化

し、「表 N-G01 母材の区分」、「表 WP-321-1 母材の区分」があって、「表 WP-321-2 

各種材料の母材の区分」に示す個別材料ごとの母材の区分が決められるようにす

ることを要望する。 

○ P番号の付番の考え方を解説等に記載することを要望する。 

○ JIS材料は合金元素のさらなる添加を許容している規格が多いので、化学分析の結

果に基づき母材の区分を選択することについて検討することを要望する。 
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４．３．１３ 溶接部の最小引張強さ 

本規格は、溶接部の最小引張強さについて、「表 N-G02 溶接部の最小引張強さ」及び

「表 WP-520-1 溶接部の最小引張強さ」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① JIS H 4080(2006)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の「種別」6063、

「記号」A6063TE-T5及び A6063TES-T5 の最小引張強さに対する肉厚制限を削除 

 

表 4.3.13 溶接部の最小引張強さの変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 「溶接部の最小引張強さ」は熱処理材を除き母材の最小引張強さを基本としている

が、一部のアルミニウム材は材料規格に規定された値と異なるため修正した151。 

 

（３）検討の結果 

 
151 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№27 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

表 N-G02 溶接部の最小引張強さ 

母 材 の

種類 

合金

番号 

記号 最小引張強さ

（MPa） 

JIS H 

4080 

ア ル ミ

ニ ウ ム

及 び ア

ル ミ ニ

ウ ム 合

金 継 目

無管 

6063 A606

3TE-

T5 

A606

3TES

-T5 

120 

 

120 

 

表 N-G02 溶接部の最小引張強さ 

母 材 の

種類 

種別 記号 最小引張強さ

（MPa） 

JIS H 

4080(20

06) 

「 ア ル

ミ ニ ウ

ム 及 び

ア ル ミ

ニ ウ ム

合 金 継

目無管」 

6063 A606

3TE-

T5 

 

 

A606

3TES

-T5 

120（肉厚 12 

mm以下） 

120（肉厚 12 

mmを超え 25 mm

以下） 

120（肉厚 12 

mm以下） 

120（肉厚 12 

mmを超え 25 mm

以下） 
 

表 WP-520-1 溶接部の最小引張強さ 

母 材 の

種類 

合金

番号 

記号 最小引張強さ

（MPa） 

JIS H 

4080 

ア ル ミ

ニ ウ ム

及 び ア

ル ミ ニ

ウ ム 合

金 継 目

無管 

6063 A606

3TE-

T5 

A606

3TES

-T5 

120 

 

120 

 

表 WP-400-3 溶接部の最小引張強さ 

母 材 の

種類 

種別 記号 最小引張強さ

（MPa） 

JIS H 

4080(20

06) 

「 ア ル

ミ ニ ウ

ム 及 び

ア ル ミ

ニ ウ ム

合 金 継

目無管」 

6063 A606

3TE-

T5 

 

 

A606

3TES

-T5 

 

120（肉厚 12 

mm以下） 

120（肉厚 12 

mmを超え 25 mm

以下） 

120（肉厚 12 

mm以下） 

120（肉厚 12 

mmを超え 25 mm

以下） 
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① JIS H 4080(2006)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の A6063TE-T5

及び A6063TES-T5の最小引張強さは、肉厚 12mm以下と肉厚 12mmを超え 25mm以下に

分けて肉厚毎に規定していたが、同じ値であった。これを統一したものであり、対応

する JIS H 4080(2006)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の「合金番

号」6063、「質別」T5 の肉厚は最大 25mm であり、技術的な変更ではなく、妥当と判

断する。 

「表 N-G02 溶接部の最小引張強さ」において、JIS H 4080(2015)「アルミニウム

及びアルミニウム合金継目無管」の合金番号 6063 は最小引張強さを 120MPa と規定

している。しかしながら、材料規格 2020 の「Part 3 第 1 章 表 4 非鉄材料（ボルト

材を除く）の各温度における許容引張応力 S 値(MPa)」備考 5.では「JIS H 4080「ア

ルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」に適合する以下の材料を溶接構造材と

して用いる場合にあっては、表 4 に示す許容引張応力は適用できない。」とし、

A6063TE-T5、A6063TES-T5、A6063TE-T6、A6063TES-T6、A6063TD-T6、A6063TDS-T6が

表 4 に示す許容引張応力は適用できないとが規定されており、代替の許容引張応力

が規定されていない。さらに、JIS H 4080(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合

金継目無管」の「表 3－押出管の機械的性質」では質別 Oの場合の引張強さは 130MPa

以下、「表 4－引抜管の機械的性質」では質別 O の場合の引張強さは 125MPa 以下と

し、いずれも最小引張強さが規定されていない。 

A6063TE-T5、A6063TES-T5、A6063TE-T6、A6063TES-T6、A6063TD-T6、A6063TDS-T6

の最小引張強さを 120MPaとする根拠（「表 WP-520-1溶接部の最小引張強さ」につい

ても同じ。）について、日本機械学会は、次のように説明している152。 

旧電気工作物の溶接の技術基準及び JIS Z 3040 (1995)を参考に規定していま

す。熱処理型合金であり、溶接によって強度が低下することを考慮した値として

います。 

最新の JIS規格において、最小引張強さが規定されていないことを踏まえ、「表 N-

G02 溶接部の最小引張強さ」及び「表 WP-520-1 溶接部の最小引張強さ」の JIS H 

4080(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の合金番号 6063(記号

A6063TE-T5、A6063TES-T5、A6063TE-T6、A6063TES-T6、A6063TD-T6、A6063TDS-T6)は、

削る。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)JIS H 4040(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合金の棒及び線」の A6061BE-T6

及び A6061BES-T6の最小引張強さを 165MPaとする根拠 

「表 N-G02 溶接部の最小引張強さ」において、合金番号 6061 は最小引張強さを

165MPaと規定しているが、材料規格 2020 では「JIS H 4040「アルミニウム及びアル

ミニウム合金の棒及び線」に適合する以下の材料を溶接構造材として用いる場合に

あっては、表 4 に示す許容引張応力は適用できない。」153とし、A6061BE-T6 及び

 
152  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(61)(e) 
153 「Part 3 第 1 章 表 4 非鉄材料（ボルト材を除く）の各温度における許容引張応力 S 値(MPa)」備考 3. 
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A6061BES-T6 は「Part3 第 1章 表 4 非鉄材料（ボルト材を除く）の各温度における

許容引張応力 S値（MPa）」の常温最小引張強さ（265MPa）が適用できず、代替の許容

引張応力は規定されていない。また、JIS H 4040「アルミニウム及びアルミニウム合

金の棒及び線」の「表 3－押出棒の機械的性質」では質別 Oの場合の引張強さは 145MPa

以下とし最小引張強さが規定されていない。 

A6061BE-T6 及び A6061BES-T6の最小引張強さを 165MPaとする根拠（「表 WP-520-1

溶接部の最小引張強さ」についても同じ）について、日本機械学会は、次のように説

明している154。 

旧電気工作物の溶接の技術基準及び JIS Z 3040 (1995)を参考に規定していま

す。熱処理型合金であり、溶接によって強度が低下することを考慮した値です。 

最新の JIS規格において、最小引張強さが規定されていないことを踏まえ、「表 N-

G02 溶接部の最小引張強さ」及び「表 WP-520-1 溶接部の最小引張強さ」の JIS H 

4040(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合金の棒及び線」は削る。 

(b)A5052TE-O及び A5052TES-Oの最小引張強さ 175MPaが「表 N-G02 溶接部の最小引張強

さ」に規定されていること 

JIS H 4080(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の合金番号 5052

は最小引張強さを 175MPaと規定している。材料規格 2020の「Part 3 第 1 章 表 4 

非鉄材料（ボルト材を除く）の各温度における許容引張応力 S値(MPa)」は A5052TE-

O、A5052TES-Oの常温最小引張強さを 175MPaと規定しており、数値に差異はない155。 

A5052TE-O及び A5052TES-Oの最小引張強さを溶接規格 2020にも規定する理由

（「表 WP-520-1溶接部の最小引張強さ」についても同じ。）について、日本機械学会

は、次のように説明している156。 

継手引張試験の判定基準として必要なため、規定しています。溶接によって、

強度が一旦低下する性質を考慮し、O材とほぼ同じ強度を要求しています。 

JIS H 4080(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の合金番号 5052

の A5052TE-O、A5052TES-Oの溶接部の最小引張強さは母材と同じであることから「表

N-G02 溶接部の最小引張強さ」及び「表 WP-520-1溶接部の最小引張強さ」に規定す

る必要性について検討することを要望する。 

(c)A6061TE-T4、A6061TES-T4、A6061TD-T4、A6061TDS-T4、A6061TE-T6、A6061TES-T6、

A6061TD-T6及び A6061TDS-T6の最小引張強さを 165MPaとする根拠 

JIS H 4080(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の合金番号 6061

は最小引張強さを 165MPaと規定しているが、材料規格 2020では「JIS H 4080「アル

 
154  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(61)(a) 
155 材料規格 2020 の「Part 3 第 1 章 表 4 非鉄材料（ボルト材を除く）の各温度における許容引張応力 S 

値(MPa)」備考 5.では「JIS H 4080「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」に適合する以下の材

料の許容引張応力は、表 4 の値に関わらず、次の規定によること。」とし、「ロ．A5052TD-H34 及び A5052TDS-

H34 を溶接構造材として用いる場合は、A5052TD-O の値。」と規定している155が A5052TE-O、A5052TES-O は

規定されていない。なお、A5052TD-H34 及び A5052TDS-H34 の最小引張強さについては溶接規格 2012(2013)

技術評価書の「３．２．２．１２ 溶接部の最小引張強さ」において妥当と評価されている。 
156  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(61)(c) 
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ミニウム及びアルミニウム合金継目無管」に適合する以下の材料を溶接構造材とし

て用いる場合にあっては、表 4 に示す許容引張応力は適用できない。」157とし、

A6061TE-T4、A6061TES-T4、A6061TD-T4、A6061TDS-T4、A6061TE-T6、A6061TES-T6、

A6061TD-T6及び A6061TDS-T6は「Part3 第 1章 表 4 非鉄材料（ボルト材を除く）

の各温度における許容引張応力 S値（MPa）」の常温最小引張強さ（175～295MPa）が

適用できず、代替の許容引張応力も規定されていない。さらに、JIS H 4080「アルミ

ニウム及びアルミニウム合金継目無管」の「表 3－押出管の機械的性質」及び「表 4

－引抜管の機械的性質」では質別 Oの場合の引張強さは 145MPa以下とし最小引張強

さが規定されていない。 

A6061TE-T4、A6061TES-T4、A6061TD-T4、A6061TDS-T4、A6061TE-T6、A6061TES-T6、

A6061TD-T6及び A6061TDS-T6の最小引張強さを 165MPaとする根拠（「表 WP-520-1溶

接部の最小引張強さ」についても同じ）について、日本機械学会は、次のように説明

している158。 

旧電気工作物の溶接の技術基準及び JIS Z 3040 (1995)を参考に規定していま

す。熱処理型合金であり、溶接によって強度が低下することを考慮した値として

います。 

最新の JIS規格において、最小引張強さが規定されていないことを踏まえ、「表 N-

G02 溶接部の最小引張強さ」及び「表 WP-520-1 溶接部の最小引張強さ」の JIS H 

4080(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の合金番号 6061

（A6061TE-T4、A6061TES-T4、A6061TD-T4、A6061TDS-T4、A6061TE-T6、A6061TES-T6、

A6061TD-T6、A6061TDS-T6）は削る。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点及び変更点以外 

①  

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-G02 溶接部の最小引張

強さ 

表 WP-520-1 溶接部の最小

引張強さ 

母材の種類 合金番号 

JIS H 4000

アルミニウ

ム及びアル

ミニウム合

金の板及び

条 

(略) 

JIS H 4040

アルミニウ

ム及びアル

ミニウム合

金の棒及び

線 

(略) 

母材の種類 合金番号 

JIS H 4000

アルミニウ

ム及びアル

ミニウム合

金の板及び

条 

 

 

 

 

 

 

(略) 

 
157 「Part 3 第 1 章 表 4 非鉄材料（ボルト材を除く）の各温度における許容引張応力 S 値(MPa)」備考 5. 
158  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(61)(d) 
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JIS H 4080

「アルミニ

ウム及びア

ルミニウム

合金継目無

管」 

3003 

5052 

6061 

6063 

 

JIS H 4080

「アルミニ

ウム及びア

ルミニウム

合金継目無

管」 

3003 

5052 

 

 

（６）要望事項 

○ JIS H 4080(2015)「アルミニウム及びアルミニウム合金継目無管」の合金番号 5052

の A5052TE-O、A5052TES-O の溶接部の最小引張強さは母材と同じであることから

「表 N-G02 溶接部の最小引張強さ」、「表 WP-520-1 溶接部の最小引張強さ」に規

定する必要性について検討することを要望する。 

 

４．３．１４ 溶接施工法確認試験における総則的事項 

本規格は、溶接施工法確認試験における総則的事項について、「WP-110 溶接施工法の

確認」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 溶接事業者は、溶接施工法確認試験を行う旨の規定を追加 

 

表 4.3.14 溶接施工法確認試験における総則的事項の変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接施工法確認試験は誰が行うのかということが記載されていないため、追記す

るように改定する。 

 

（３）検討の結果 

① 溶接施工法確認試験は、溶接施工を行う製造事業者が行うことを明確化したもの

であり、妥当と判断する。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)「表 WP-150-1 引用規格」に記載する材料と材料規格 2020の材料との差異 

「表 WP-150-1 引用規格」に規定する材料の規格番号と材料規格 2020とを比較す

ると、「表 WP-150-1 引用規格」には以下の規格が引用されていない。 

1) JIS G 3136(2012)建築構造用圧延鋼材 

2) JIS G 3302(2019)溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯 

3) JIS G 4052(2016)焼入性を保証した構造用鋼鋼材(H鋼) 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-110 溶接施工法の確認 

溶接施工を行う製造事業者は，適用する溶

接施工法が適切なものであることを溶接施

工法確認試験を行い確認する。 

（新設） 
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4) JIS G 4107(2007+2010 追補 1)高温用合金鋼ボルト材 

5) JIS G 4108(2007+2010 追補 1)特殊用途合金鋼ボルト用棒鋼 

6) JIS G 4309(2013)ステンレス鋼線 

7) JIS G 5502(2001+2007 追補 1)球状黒鉛鋳鉄品 

8) JSME-N1 低温用合金鋼ボルト材 

9) JSME-N2 高温高圧用合金鋼ナット材 

10) JSME-N3 合金鋼鍛鋼品 

11) JSME-N4 低温用炭素鋼鍛鋼品及び低温用合金鋼鍛鋼品 

12) JSME-N5 低温配管用炭素鋼鋼管 

13) JSME-N6 炭素鋼鋳鋼品 

14) JSME-N7 13 クロム鋼鍛鋼品及び 13クロム鋼棒 

15) JSME-N8 高温用ステンレス鋼棒材 

16) JSME-N9 耐熱ステンレス鋼 

17) JSME-N10耐食ステンレス鋼鋳鋼品 

18) JSME-N11耐食ステンレス鋼鍛鋼品 

19) JSME-N12耐食耐熱合金 

20) JSME-N13ニッケル・クロム・鉄合金 690 

21) JSME-N15圧力容器用耐食ステンレス鋼鍛鋼品 

22) JSME-N16配管用耐食ステンレス鋼管 

23) JSME-N17ボイラ・熱交換器用耐食ステンレス鋼鋼管 

24) JSME-N18耐食ステンレス鋼棒 

25) JSME-N19熱間圧延耐食ステンレス鋼板 

26) JSME-N20耐食耐熱超合金棒 

27) JSME-N21耐食耐熱超合金板 

28) JIS H 4632(2018)チタン及びチタン合金-熱交換器用継目無管 

これらが引用されていない理由（溶接されない材料である場合はその旨）について、

日本機械学会は、次のように説明している159。 

8)～27)の材料は材料規格において規定されている材料であり、No.1の材料

規格にて含まれております。表 WP-150-1 は、引用している規格を掲載する箇

所ですが、「JSME-N1」といった記号は、材料規格において規定されている材料

記号であり、規格番号ではないため、表 WP-150-1に掲載していません。 

表 WP-150-1 に記載した JIS は、表 WP-321-2 で引用のものを示しています。

表 WP-321-2 にない規格の材料は、P 番号及びグループ番号が表では示されてい

ないことになります。しかし、溶接しないということではなく、溶接施工法確認

試験においては表 WP-321-1で区分を判断をします。なお、ご指摘頂いた項目に

ついては、溶接規格において表 WP-150-1への反映を今後検討します。 

また、上記の 1)～7)及び 28)の材料について、日本機械学会は、次のように説明し

ている160。 

先に回答したとおり、1)～7)及び 28)の材料を表 WP-150-1 引用規格に取り込

むかは今後検討します。なお、4)5)は表 WP-321-2の解説でも記載していますが、

 
159 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(62) 
160 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(60) 
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ボルトを溶接する可能性は低いため除外しています。また、2), 6), 7)について

も、溶接する可能性は低いため除外する予定です。 

日本機械学会は、「「JSME-N1」といった記号は、材料規格 2020において規定されて

いる材料記号であり、規格番号ではない」としているが、材料規格 2020の「Part 2 

第 1章 表 1 使用する材料の規格」においては JIS G 3101(2017)「一般構造用圧延

鋼材」等を記載した種類の欄に JSME-N1「低温用合金鋼ボルト材」と記載し、記号の

欄に GBL1等が記載されていることから、「JSME-N1」は規格番号であるといえる。材

料規格 2020は「表 WP-510-1 継手引張試験，型曲げ試験，ローラ曲げ試験及び衝撃試

験」の判定基準において直接引用されているため「表 WP-150-1 引用規格」に記載さ

れているとも解釈でき、「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」に記載する JSME-Nで

始まる材料（以下「JSME-N材」という。）が引用規格として記載されないことは整合

性がない。材料規格に規定する JSME-N材が全て溶接規格の対象であるとは限らない

ため、JSME-N 材についても「表 WP-150-1 引用規格」に個々に記載することを要望す

る。 

(b)JIS規格材料の年版を指定しないこと及び廃止された規格の引用 

(b)-1 「表 WP-150-1 引用規格」に規定する№48の JIS G 4902「耐食耐熱超合金板」

の題目は、2019年版で「耐食耐熱超合金，ニッケル及びニッケル合金－板及び

帯」と改定されている。また、№67の JIS H 4631「チタン及びチタン合金－熱

交換器用管」の題目は、2018年版で「チタン及びチタン合金－熱交換器用溶接

管」と改定されている。同表の注書きで適用年版の項の「－」表示は年版を指

定しないと規定されているが、上記のように同じ規格番号でも材料の種類が追

加され、又は削除される場合がある。年版を指定しない理由について、日本機

械学会は、次のように説明している161。 

表 WP-150-1で規定されている材料の JIS規格は，表 WP-302-2「各種材料の

母材の区分」、表 WP-520-1「溶接部の最小引張強さ」又は表 WP-520-2「溶接部

の吸収エネルギー」で引用されていますが、それらの表の規定は、引用されて

いる材料の JIS規格の適用年版により規定内容が変わるものではないため、年

版を指定しておりません。 

また、新たな材料が追加された場合でも、表 WP-321-1「母材の区分」に従っ

て P-No.を区分することで、溶接箇所の母材として用いることができます。し

たがいまして、年版が指定されていなくても支障はございません。 

同じ JIS 規格番号でも材料の種類が追加されたり削除される場合があるので、

「表 WP-150-1 引用規格」は年版を指定して明確にすることを要望する。 

(b)-2 「表 WP-150-1 引用規格」に記載する№63の JIS H 4551「ニッケル及びニッ

ケル合金板及び条」は 2019年 9 月 20日に廃止されて JIS G 4902「耐食耐熱超

合金，ニッケル及びニッケル合金−板及び帯」に移され、また、№64 の JIS H 

4552「ニッケル及びニッケル合金継目無管」は 2017年 3月 21日に廃止されて

 
161 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(63) 
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いる。材料規格 2020にはこの変更が反映されているが、溶接規格 2020に反映

されていない理由について、日本機械学会は、次のように説明している162。 

溶接規格 2020 年版の公衆審査を実施した時点では、改定の審議が未完了で

あったためです。溶接規格 2022 年版では、本件の反映を実施しております。 

「表 WP-150-1 引用規格」の№63の JIS H 4551「ニッケル及びニッケル合金

板及び条」及び№64 の JIS H 4552「ニッケル及びニッケル合金継目無管」は、

数年前に廃止された規格であることから削り、JIS G 4902「耐食耐熱超合金板」

は JIS G 4902「耐食耐熱超合金，ニッケル及びニッケル合金－板及び帯」に読

み替える。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

なし 

変更点以外 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 WP-150-1 引用規格 № 規格番

号 

名称 

48 JIS G 

4902 

耐食耐熱超

合金板 

 

 

 

63 JIS H 

4551 

ニッケル及

びニッケル

合金板及び

条 

64 JIS H 

4552 

ニッケル及

びニッケル

合金継目無

管 
 

№ 規格番

号 

名称 

48 JIS G 

4902 

耐食耐熱超

合金，ニッ

ケル及びニ

ッケル合金

－板及び帯 

63 （ 削

る） 

 

 

 

64 （ 削

る） 

 

 

 

（６）要望事項 

○ 材料規格に規定する JSME-N 材が全て溶接規格の対象であるとは限らないため、

JSME-N材についても「表 WP-150-1 引用規格」に個々に記載することを要望する。 

○ 同じ JIS規格番号でも材料の種類が追加されたり削除される場合があるので、「表

WP-150-1 引用規格」は年版を指定して明確にすることを要望する。 

 

４．３．１５ 溶接施工法確認試験における確認項目 

本規格は、溶接施工法確認試験における確認項目について、「WP-300 確認項目」、「表

WP-300-1 溶接方法別の確認項目」、「表 WP-300-2 電子ビーム溶接における確認項目」

及び「表 WP-300-3 レーザビーム溶接における確認項目」に規定している。 

 
162 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(17) 
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（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.15 溶接施工法確認試験における確認項目の変

更点」参照） 

① 溶接方法別の確認項目から、溶接方法の Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用いな

い片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接））、TF（初

層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用いる

もの））及び Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））を削除（表 WP-300-1） 

② 確認項目の欄に「溶接方法」、「裏当て」を追加し「母材」を「母材の種類」に変更

（表 WP-300-1、表 WP-300-2、表 WP-300-3） 

③ 確認項目「層」を「衝撃試験が要求される場合」の欄に移動して溶接方法 A（被覆

アーク溶接）、T（ティグ溶接）、M（ミグ溶接等）及び PA（プラズマアーク溶接）を確

認対象に追加し、衝撃試験が要求されない場合の J（サブマージアーク溶接）、ES（エ

レクトロスラグ溶接）、EG（エレクトロガスアーク溶接）、ST（自動ティグ溶接）、SM

（自動ミグ溶接等）及び SPA（自動プラズマアーク溶接）は確認対象から削除し、「衝

撃試験が要求される場合」に溶接姿勢、パス間温度、溶接入熱及び衝撃試験温度を追

加し、溶接方法 G（ガス溶接）を除く全ての溶接方法を確認対象に追加（表 WP-300-

1） 

④ 溶接方法 EG（エレクトロガスアーク溶接）の裏面からのガス保護を確認項目から削

除（表 WP-300-1） 

⑤ 溶接方法 ES（エレクトロスラグ溶接）及び EG（エレクトロガスアーク溶接）を除く

全ての溶接方法について裏当てを確認項目に追加（表 WP-300-1、表 WP-300-3） 

⑥ 電子ビーム溶接及びレーザビーム溶接で衝撃試験が要求される場合の衝撃試験温

度を確認項目に追加（表 WP-300-2、表 WP-300-3） 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接施工法確認試験の「溶接方法の区分」について、溶接技能に基づく区分を削除

し、表注記の表現や解説の内容を修正した163。 

② 溶接施工法確認試験の確認項目の記載順序を見直すとともに、確認項目の内容を

改定した164。（主な記載箇所：表 WP-300-1～3、表 WP-310 ｰ 1、表 WP-321-1～2、表 WP-

331-1、表 WP-332-1、表 WP-333-1） 

③～⑥ JIS Z 3040「溶接施工方法の確認試験方法」等の規定と整合化を図るように溶

接施工法確認試験の確認項目の規定を改定した165。 

a) 溶接方法 b) 母材の区分 c) 溶接金属の区分 d) 母材の厚さ 

e) 衝撃試験を必要とする場合の確認項目を追加 

（層、溶接姿勢、パス間温度、溶接入熱、衝撃試験温度）、等 

 
163 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№28 
164 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№31 
165 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：4.3 
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（３）検討の結果 

① 「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」の溶接施工法確認試験の溶接方法の区分の

Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用いない片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又

は裏当て金を用いる片側溶接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、

TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用いるもの））及び Mo（ミグ溶接（裏当て金を用い

ない片側溶接））を廃止し、「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」の「特殊

技能の区分（資格区分）」に規定した。「発電用原子炉施設の溶接事業者検査に係る実

用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則のガイド」（令和 2年 3月 25日廃止）に

おいては、溶接施工した構造物に対する溶接事業者検査として、溶接施工計画書を作

成し、継手ごとの溶接部詳細一覧表に記載された内容に基づき「溶接事業者検査の工

程」（イ 溶接部の材料、ロ 溶接部の開先、ハ 溶接の作業及び溶接設備、ニ 溶接後

熱処理（溶接後熱処埋を実施する場合）、ホ 非破壊試験（非破壊試験を実施する場合）、

ヘ 機械試験（機械試験を実施する場合）及びト 耐圧試験）ごとの検査内容を、決め

られた方法により行う必要があるとしていた。 

溶接方法の区分から Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用いない片側溶接））、TB（テ

ィグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て

金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用いるもの））及び Mo（ミグ

溶接（裏当て金を用いない片側溶接））を削除しても、その代替機能（特殊技能の区

分を必要とする対象継手が溶接施工計画書に記載され、選定された特殊技能の区分

又はそれに替わるもの）が適切に運用され、検査内容として事前に把握可能であるこ

とが重要である。本件については「４．３．１６ 溶接施工法確認試験における溶接

方法と溶接方法の区分」において評価する。 

② 溶接規格 2012(2013)においては、「表 WP-200-2 電子ビーム溶接における確認項目」

及び「表 WP-200-3 レーザビーム溶接における確認項目」の確認項目欄に「溶接方法」

が記載されていたが、「表 WP-200-1 溶接方法別の確認項目」の確認項目欄には「溶

接方法」は記載されていない（これらの表の右欄に「溶接方法」の区分を記載）。溶

接規格 2020 においては、「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」の確認項目欄にも

「溶接方法」を規定したものである。一つの表に「溶接方法」の区分が重複するが、

変更は妥当と判断する。 

追加された区分「裏当て金」については、溶接規格 2012(2013)の「WP-301 溶接方

法」（解説）(3)において、「裏当て金とは，母材又は溶接金属と同等の機械的性質及

び化学成分を有する溶融性金属のものをいい，溶接金属が溶込まない非溶融性裏当

て材（例：銅裏当て）又は非金属裏当て材（例：グラスウールによる裏当て）は含ま

ない。」とされていた。「当て金」はエレクトロスラグ溶接及びエレクトロガス溶接の

みに適用されるため、JIS Z 3040「溶接施工方法の確認試験方法」及び JIS B 

8285(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」を参考に「裏当て」の欄を追加し

たことは、妥当と判断する。 

「WP-343 裏当て」において、「「裏当てあり」から両側溶接への変更は区分の変更

としない。」と規定されており、完全溶込み両側溶接への変更は区分としなくてもよ
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いが、両側溶接には部分溶込みの場合も含まれることから、変更は妥当とは判断でき

ない。 

したがって、「「裏当てあり」から両側溶接への変更は区分の変更としない。」は「「裏

当てあり」から完全溶込み両側溶接への変更は区分の変更 

としない。」に読み替える。 

「母材」を「母材の種類」に変更したことは、用語の明確化であり妥当と判断する 

③ 「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」の衝撃試験が必要となる場合の確認項目

（溶接入熱、溶接姿勢等）を、溶接施工法試験に関する JIS規格(JIS Z 3040「溶接

施工方法の確認試験方法」、JIS B 8285「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」)及び

ASME Code Sec.Ⅸの規定内容を参考に、追加したとのことである166。これらを追加し

た理由と背景について、日本機械学会は、次のように説明している167。 

追加した理由 

・溶接入熱が過大になると、靭性が低下する恐れがあるため、衝撃試験が要求

される場合は、入熱管理が重要である。 

・溶接姿勢は、溶接入熱に影響する主要因子の 1つである。 

追加した背景 

・溶接入熱は、これまで製造者の自主管理に委ねてきたが、要件として明確に

した。 

・入熱管理に関する要件は、ASME及び JISを参考にした。 

・溶接姿勢は、ASME 及び JIS では入熱に関する管理項目の 1 つとして規定さ

れている。 

JIS Z 3040 (1995)「溶接施工方法の確認試験方法」、JIS B 8285(2010)「圧力容器

の溶接施工方法の確認試験」及び ASME Code Sec.Ⅸ(2017)では、破壊靭性が要求さ

れる施工法に入熱管理等の確認項目が規定されており、それを参考に破壊靭性が要

求される場合の確認項目を充実させたとのことである。 

確認項目「層」を「衝撃試験が要求される場合」の欄に移動して、溶接方法 A（被

覆アーク溶接）、T（ティグ溶接）、M（ミグ溶接）及び PA（プラズマアーク溶接）を確

認対象に追加したことに伴い、溶接規格 2012(2013)で規定されていた衝撃試験が要

求されない場合の J（サブマージアーク溶接）、ES（エレクトロスラグ溶接）、EG（エ

レクトロガス溶接）、ST（自動ティグ溶接）、SM（自動ミグ溶接）及び SPA（自動プラ

ズマアーク溶接）についての「層」が確認対象から削除されている。また、削除され

た溶接方法の区分 Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用いない片側溶接））、TB（ティグ

溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て金を

用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用いるもの））及び Mo（ミグ溶接

（裏当て金を用いない片側溶接））に関する「層」も削除されている。 

これらの削除の技術的妥当性については説明されておらず、また、火技解釈「別表

第８ 溶接方法別の確認項目」においては、J（サブマージアーク溶接）、ES（エレクト

 
166 溶接規格改訂提案 提案番号 W16-19-2 
167 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3(2) (a) 
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ロスラグ溶接）、EG（エレクトロガスアーク溶接）、ST（自動ティグ溶接）、SM（自動ミ

グ溶接）及び SPA（自動プラズマアーク溶接）については衝撃試験要求の有無に関係

なく「層」を確認対象とし、溶接方法の区分 Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用いな

い片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接））、TF（初

層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用いる

もの））及び Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））についても衝撃試験要

求有りの場合は「層」を確認対象としていることから、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「層」は、衝撃試験が要求されない場合、J（サブマージアーク溶接）、

ES（エレクトロスラグ溶接）、EG（エレクトロガスアーク溶接）、ST（自動ティグ溶接）、

SM（自動ミグ溶接）及び SPA（自動プラズマアーク溶接）を確認項目の対象とする。

確認項目「層」を衝撃試験を必要とする場合に限定した変更については、「４．３．

２１ 溶接施工法確認試験における破壊靭性の追加確認項目」（３）②において評価

する。なお、「４．３．２１ 溶接施工法確認試験における破壊靭性の追加確認項目」

（３）②において「WP-381 層」は「WP-347 層」に読み替えている。 

溶接技能者の特殊技能の区分とされた溶接方法の区分 Ao（被覆アーク溶接（裏当

て金を用いない片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶

接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接（裏当

て金を用いるもの））及び Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））に関する

「層」については「４．３．１６ 溶接施工法確認試験における溶接方法と溶接方法

の区分」（４）（ｃ）において評価する。 

「衝撃試験が要求される場合」にガス溶接を除くその他の溶接方法に溶接姿勢、パ

ス間温度、溶接入熱及び衝撃試験温度を追加したことについては、妥当と判断する。 

④ EG（エレクトロガスアーク溶接）は「第 4部 解説」の「第 4章 用語集」において

「母材端と水冷銅壁（摺動銅当て金）とで溶接池を囲み，炭酸ガスなどでシールドし

てアークを発生させて行う上進溶接をいう。」としているが、下図168に示すように裏

当てに相当する固定式裏当材が使用されている場合もある。シールドガスは必要と

するが裏面からのガス保護は必要ないといえることから、裏面からのガス保護を確

認項目から削除したことは、妥当と判断する。 

 

 
168 エレクトロガスアーク溶接及び上向き自動溶接の施工条件 川田技報 Vol8／JAN(1989) 
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⑤ 溶接規格 2012(2013)の「裏当て金」は、ES（エレクトロスラグ溶接）及び EG（エレ

クトロガスアーク溶接）のみに適用されるため、JIS Z 3040(1995)「溶接施工方法の

確認試験方法」及び JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」を参

考に確認項目として「裏当て」の欄が追加されているが、ES（エレクトロスラグ溶接）

及び EG（エレクトロガスアーク溶接）については「裏当て」が確認項目の対象となっ

ていない。ES（エレクトロスラグ溶接）は溶融池を摺動板と母材で囲っているため裏

当て金を確認項目とする必要はないが、EG（エレクトロガスアーク溶接）の場合は固

定の裏当て金が使用される場合もある（下図参照169）ことから、変更は妥当とは判断

できない。 

 
したがって、「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」の EG（エレクトロガスアーク

溶接）の確認項目「裏当て」の欄の「－」は「○」に読み替える。 

⑥ 「表 WP-300-2 電子ビーム溶接における確認項目」において、新たに追加された確

認項目に関し、日本機械学会は、次の１）及び２）のように説明している170。 

１）確認項目「裏当て」、「層」、「溶接姿勢」、「パス間温度」及び「溶接入熱」は「－」

とされている。その妥当性について。 

電子ビーム溶接における確認項目については、ASME Sec.IXを参考に規定して

います。「層」、「パス間温度」については衝撃性能に影響があるため確認項目と

していますが、主にアーク溶接を想定したものです。電子ビーム溶接においては、

1パスで板厚を貫通させることを前提としています。複数のパスで施工すること

はありますが、入熱に影響する溶接条件を数%以内で管理するため、それによっ

て衝撃性能を担保するという考えです。また「パス間温度」は次パスを温度が高

い状態で施工を行うことは想定されないため規定していません。 

仮に温度が高い状態で施工する場合は、溶接条件そのものを変更する必要が

あり、そちらで管理します。 

「溶接入熱」については、「ビーム電流」「ビーム電圧」「ビーム移動速度」の

確認横目があり、これで投与エネルギーは計算されますので、規定は不要です。 

 
169 https://www.weld.nipponsteel.com/news/detail.php?id=27WCWKF 日鉄溶接工業株式会社 

「エレクトロガスアーク溶接法に対応した新建築用鋼材及び新溶接材料を販売開始」 
170 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(87)(a)(b) 
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「溶接姿勢」については、ビーム電流が±５％、ビーム電圧及びビーム移動速

度が±２％と厳しく規定しており、溶接姿勢の違いによる溶接部形成の影響も

含んで溶接条件が選定するので規定しておりません。 

「裏当て」については、「開先形状」に「裏当ての有無で 1区分」と記載して

おり、確認項目ではありますが、本来は「裏当て」を「○」と記載すべきですの

で、正誤表の発行を検討いたします。 

２)確認項目「裏面からのガス保護」を「－」（対象外）とする理由について。なお、

確認項目「シールドガス」は「○」とされている171。 

真空中または減圧環境で行うため裏面からのガス保護は行いません。シール

ドガスで「○」としているのは、環境シールドガス（真空又は置換ガス）の区分

です。 

真空中又は減圧環境で行うため裏面からのガス保護は行わないとのことであり、

変更は妥当と判断する。 

シールドガスで「○」としているのは、環境シールドガスのことであると明確にす

ることを要望する。 

「表 WP-300-3 レーザビーム溶接における確認項目」において、「衝撃試験が要求

される場合」に係る確認項目「層」、「溶接姿勢」、「パス間温度」及び「溶接入熱」は

「－」にされているが、その妥当性について、日本機械学会は、次のように説明して

いる172。 

レーザビーム溶接における確認項目については、ASME Sec.IX を参考に規定し

ています。「層」、「パス間温度」については衝撃性能に影響があるため確認項目

としていますが、主にアーク溶接を想定したものです。レーザビーム溶接におい

ては、1 パスで板厚を貫通させることを前提としています。複数のパスで施工す

ることはありますが、入熱に影響する溶接条件を数%以内で管理するため、それ

によって衝撃性能を担保するという考えです。また「パス間温度」は次パスを温

度が高い状態で施工を行うことは想定されないため規定していません。仮に温

度が高い状態で施工する場合は、溶接条件そのものを変更する必要があり、そち

らで管理します。「溶接入熱」については、「レーザ出力」「溶接速度」「ビーム」

の確認横目があり、これで投与エネルギーは計算されますので、規定は不要です。

「溶接姿勢」については、「ビーム」の「ビーム軸の角度の認証値の±10°を超

える変更で 1区分」にて同義の規定をしております。 

レーザビーム溶接特有の技術的特徴から必要ないとしているものであり、変更は

妥当と判断する。また、電子ビーム溶接及びレーザビーム溶接で衝撃試験が要求され

る場合の衝撃試験温度を確認項目に追加したことは、③で評価したほかの溶接方法

と同じであり妥当と判断する。 

 

（４）変更点以外の評価 

 
171 溶接規格 2012（2013）技術評価書において妥当と評価されている。 
172 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(88) 
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(a)確認項目の範囲を規定する表現 

「WP-300 確認項目」において、「溶接施工法における確認項目は，次に示すものと

し」と規定しているが、「次」として示されたものは「WP-310 溶接方法」である。「WP-

320 母材」以降も確認項目であるので、「次に」は「下記に」、「以下に」又は「WP-310

から WP-385までに」の誤りではないかとの点について、日本機械学会は、次のよう

に説明している（「WP-400 確認試験」の(1)についても同じ。）173。 

ご指摘の通り、本項の「次に」は、WP-310から WP-385までを指しております。

ただし、「次に」の用法として、JISにおいても、直下のものだけではなく、2つ

下以降の項目を指す用法が存在しますので、誤りではないと考えます。 

規格の規定内容は誤解釈されないような工夫が大切であり、この観点から「WP-300  

確認項目」の「溶接施工法における確認項目は，次に示すもの」は「溶接施工法にお

ける確認項目は，WP-310から WP-385までに示すもの」のように、適用範囲を明確に

することを要望する。 

 

（５）  

変更点 

①、②、④、⑥ 

なし 

③ 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WP-343 裏当て （略） 

なお，「裏当てなし」から

「裏当てあり」への変更,又

は「裏当てあり」から両側溶

接への変更は区分の変更と

しない。 

（略） 

なお，「裏当てなし」から

「裏当てあり」への変更,又

は「裏当てあり」から完全溶

込み両側溶接への変更は区

分の変更としない。 

⑤ 

読み替えられる字句 

表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目 

確認項目 溶接方法 

J ES EG ST SM SPA 

WP-343 裏当て ○ ― ― ○ ○ ○ 

WP-381 衝撃試験が要求される場合 層 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

(注) 

2. ○印は，確認項目の対象を示す。 

3.～6. （略） 

読み替える字句 

表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目 

確認項目 溶接方法 

J ES EG ST SM SPA 

WP-343 裏当て ○ ― ○ ○ ○ ○ 

 
173 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.3(7) 
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WP-347 衝撃試験が要求される場合 層 ○

※3 

○ 

※3 

○ 

※3 

○ 

※3 

○ 

※3 

○ 

※3 

(注) 

2. ○印は，確認項目の対象を示す。溶接方法 TB及び TFBのウェルドインサ-ト並びに溶

接方法 TFの裏当ては「-」と読み替える。 

3.～6. （略） 

7.※3は，衝撃試験が要求されない場合も，確認項目の対象とする。 

変更点以外  

 なし 

 

（６）要望事項 

○ シールドガスで「○」としているものは、環境シールドガスのことであると明確に

することを要望する。 

○ 「WP-300 確認項目」の「溶接施工法における確認項目は，次に示すもの」は「溶

接施工法における確認項目は，WP-310から WP-385までに示すもの」のように、適

用範囲を明確にすることを要望する。 

 

４．３．１６ 溶接施工法確認試験における溶接方法と溶接方法の区分 

本規格は、溶接施工法確認試験における溶接方法について、「WP-310 溶接方法」及び

「表 WP-310-1 溶接方法の区分」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 「WP-301 溶接方法」を「WP-310 溶接方法」に変更し、溶接方法の組合せについて

「2つ以上の異なる溶接方法を組合せて行う場合にあっては，その組合せごとに 1区

分」から「既に確認されている溶接施工法を組合せて溶接を行う場合は，組合せの溶

接施工法確認試験を省略してもよい」に変更(WP-310) 

② 溶接施工法確認試験のクラッド溶接の対象機器に、クラス 1 配管及びクラス 2 配

管を追加(WP-310) 

③ 「表 WP-310-1 溶接方法の区分」の「溶接方法の区分」から Ao（被覆アーク溶接

（裏当て金を用いない片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる

片側溶接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接

（裏当て金を用いるもの））及び Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））を

削除し、「種類」の Aを「被覆アーク溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接）」

から「被覆アーク溶接」に、Tを「ティグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接）」から

「ティグ溶接」に変更 

④ 「表 WP-310-1 溶接方法の区分」の「溶接方法の区分」の Mを「ミグ溶接（両側溶

接又は裏当て金を用いる片側溶接）」から「ミグ溶接、マグ溶接」、「炭酸ガスアーク

溶接」及び「フラックス入りワイヤミグ溶接，フラックス入りワイヤマグ溶接」に細

区分 

⑤ 「表 WP-310-1 溶接方法の区分」の「（注）2．溶接方法の区分は，溶接方法ごとを

1区分とする。ただし，2つ以上の異なる溶接方法を組合せて行う場合にあっては，
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その組合せごとに，それぞれ 1区分とする。」を「1.溶接方法の種類ごと又はその組

合せを 1区分とする。2つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接において，既に確認さ

れている溶接施工法を組合せて溶接を行う場合は，組合せの溶接施工法確認試験を

省略してもよい。」に変更 

⑥ 「表 WP-310-1 溶接方法の区分」の「（注）3.ミグ溶接にはマグ溶接を含める。」を

「2.ノンガスシールドアーク溶接（セルフシールドアーク溶接）は，Mに含まない。」

に変更 

 

表 4.3.16 溶接施工法確認試験における溶接方法の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-310 溶接方法 

(1)溶接方法の区分は，(2)の場合を除き，表

WP-310-1に示す溶接方法の種類ごと又は

その組合せを 1区分とする。 

2 つ以上の溶接方法の組合せとなる溶

接において，既に確認されている溶接施

工法を組合せて溶接を行う場合は，組合

せの溶接施工法確認試験を省略してもよ

い。 

(2)クラッド溶接及び管と管板の取付け溶

接を適用する場合は，次による。 

1) クラッド溶接 

クラッド溶接をクラス 1 容器，クラス

2 容器，クラス 1 配管及びクラス 2 配管

に適用する場合は，表 WP-310-1の溶接方

法の記号に続けて（ ）内に「クラッド」

と記入した区分とする。 

2)管と管板の取付け溶接 

管と管板の取付け溶接をクラス 1 容器

及びクラス 2 容器に適用する場合は，表

WP-310-1の溶接方法の記号に続けて（ ）

内に「管と管板」と記入した区分とする。 

WP-301 溶接方法 

溶接方法の区分は，次に掲げる場合を除

き，表 WP-301-1 に掲げる区分の通りとす

る。 

ただし，2 つ以上の異なる溶接方法を組

合せて行う場合にあっては，その組合せご

とに 1区分とする。 

 

 

 

 

 

(1)クラッド溶接（クラス 1容器及びクラス

2容器に限る。以下「クラッド」という）

表 WP-301-1 の溶接方法の記号に続けて

（ ）内に「クラッド」と記入した区分と

する。 

 

(2) 管と管板の取付け溶接（クラス 1 容器

及びクラス 2 容器に限る。以下「管と管

板」という）表 WP-301-1の溶接方法の記

号に続けて（ ）内に「管と管板」と記入

した区分とする。 

表 WP-310-1 溶接方法の区分 

溶接

方法

の区

分 

種類 ( 参 考 ) 

ASME 

Sec. Ⅸ

の 分 類

記号 

A 被覆アーク溶接 

 

 

 

 

SMAW 

G ガス溶接 OFW 

T ティグ溶接 GTAW 

表 WP-301-1 溶接方法の区分 

 

 

溶接方

法の区

分 

種類 

A 被覆アーク溶接（両側溶接又

は裏当て金を用いる片側溶

接） 

Ao 被覆アーク溶接（裏当て金を

用いない片側溶接） 

G ガス溶接 

T ティグ溶接（裏当て金を用い
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（２）日本機械学会による変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

M ミグ溶接,マグ溶接 GMAW 

炭酸ガスアーク溶接 

フラックス入りワイ

ヤミグ溶接，フラック

ス入りワイヤマグ溶

接 

 

 

FCAW 

PA プラズマアーク溶接 PAW 

J サブマージアーク溶

接 

SAW 

ES エレクトロスラグ溶

接 

ESW 

EG エレクトロガスアー

ク溶接 

EGW 

ST 自動テイグ溶接 GTAW 

SM 自動ミグ溶接,自動マ

グ溶接 

GMAW 

自動炭酸ガスアーク

溶接 

自動フラックス入り

ワイヤミグ溶接 

自動フラックス入り

ワイヤマグ溶接 

FCAW 

SPA 自動プラズマアーク

溶接 

PAW 

EB 電子ビーム溶接 EBW 

LB レーザビーム溶接 LBW 

（注） 

1. 溶接方法の種類ごと又はその組合せを

1区分とする。2 つ以上の溶接方法の組

合せとなる溶接において，既に確認され

ている溶接施工法を組合せて溶接を行う

場合は，組合せの溶接施工法確認試験を

省略してもよい。 

2. ノンガスシールドアーク溶接（セルフ

シールドアーク溶接）は，Mに含まな

い。 

3. 溶接方法の記号(略) 

ない片側溶接） 

TB ティグ溶接（両側溶接又は裏

当て金を用いる片側溶接） 

TF 初層ティグ溶接（裏当て金を

用いないもの） 

TFB 初層ティグ溶接（裏当て金を

用いるもの） 

M ミグ溶接（両側溶接又は裏当

て金を用いる片側溶接） 

 

 

 

 

Mo ミグ溶接（裏当て金を用いな

い片側溶接） 

PA プラズマアーク溶接 

J サブマージアーク溶接 ※ 

 

Es エレクトロスラグ溶接 ※ 

 

EG 
 

エレクトロガス溶接 ※ 

ST ティグ溶接 ※ 

SM 

 

 

 

 

 

 

 

ミグ溶接 ※ 

SPA プラズマアーク溶接 ※ 

 

EB 電子ビーム溶接 ※ 

LB レーザビーム溶接 ※ 

（注） 

1．※は自動溶接を示す。 

2．溶接方法の区分は，溶接方法ごとを 1区

分とする。ただし，2つ以上の異なる溶接

方法を組合せて行う場合にあっては，そ

の組合せごとに，それぞれ 1区分とする。 

3．ミグ溶接にはマグ溶接を含める。 

1066



 

835 

① JIS Z 3040「溶接施工方法の確認試験方法」等の規定と整合化を図るように溶接施

工法確認試験の確認項目（溶接方法）の規定を改定した174。 

② 溶接施工法認証標準におけるクラッド溶接の適用範囲を明確化した175。 

③ 溶接施工法確認試験の「溶接方法の区分」について、溶接技能に基づく区分を削除

し、表注記の表現や解説の内容を修正した。また、溶接技能における「溶接方法の区

分」を表 WQ-311-1に統合し、その定義を技能に基づく内容に修正した176。 

④、⑥ フラックス入りワイヤ溶接は、ミグ/マグ溶接の中に含めるように規定されて

おり、ソリッドワイヤとフラックス入りワイヤは同じ確認項目の区分になっている。

JIS Z 3040「溶接施工方法の確認試験方法」、JIS B 8285「圧力容器の溶接施工方法

の確認試験」での規定内容との整合化を図る。ASME Code Sec.Ⅸでもフラックス入り

ワイヤ溶接は、ソリッドワイヤ溶接と同一の区分になっていない。 

⑤ JIS Z 3040「溶接施工方法の確認試験方法」、JIS B 8285「圧力容器の溶接施工方

法の確認試験」での規定内容との整合化を図る。 

 

（３）検討の結果 

① 溶接規格 2012（2013）の規定では、異なる溶接方法を組み合せて溶接する場合、

組合せの溶接施工法試験を行うこととされているが、溶接規格 2020では、それぞれ

の溶接方法の溶接施工法試験が行われていれば、組合せの溶接施工を行えるように

改定された。 

「WP-310 溶接方法」（解説）の 1.(1)には、「JIS Z 3040(1995)「溶接施工法の確

認試験方法」，JIS B 8285 (2010)「圧力容器の溶接施工法の確認試験」及び ASME Code 

Sec.Ⅸ(2017)の規定を参考にして，溶接規格 2019年追補で個々の溶接方法での確認

試験が行われていれば，個々の溶接方法を組合せた溶接施工法が適用できるように

改定した。」と記載されている。しかしながら、JIS Z 3040「溶接施工法の確認試験

方法」には確認試験の区分に「溶接継手」があり、その種類の区分に突合せ継手、す

み肉継手及び管の分岐継手が規定されている。溶接規格 2020の「表 WP-300-1 溶接

方法別の確認項目」には「溶接継手」という確認項目はない。JIS Z 3040 (1995) 「溶

接施工法の確認試験方法」を参考とした理由について、日本機械学会は、次のように

説明している177。 

産業界で広く使用されている可能性のある規格は JIS であると考えて、参考

にしました。 

JIS Z 3040(1995)「溶接施工法の確認試験方法」には確認試験の区分に「溶接継

手」があり、溶接規格の溶接施工法の確認項目と区分が異なる。また、JIS B 

8285(2003)「圧力容器の溶接施工法の確認試験」の制定の経緯には「この規格の制定

 
174 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：4.3 
175 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：2.No.2 
176 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№28 
177 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(65)(a) 
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によって、圧力容器の試験方法は、従来の JIS Z 3040「溶接施工方法の確認試験方

法」から分離され、JIS Z 3040(1995)「溶接施工法の確認試験方法」は、その他の溶

接構造物確認試験方法に使用されることになった。」と解説されている。これらのこ

とから、JIS Z 3040「溶接施工法の確認試験方法」は参考とするのにふさわしいとは

いえない。 

JIS Z 3040(1995)「溶接施工法の確認試験方法」は、参考にした規格として解説に

記載されているが、参考とするには適当でないため、記載を見直すことを要望する。 

それぞれの溶接方法の溶接施工法確認試験が行われていれば組合せの溶接施工を

行えるようにしている技術的根拠について、日本機械学会は、次のように説明してい

る178。 

・確認項目及び溶接パラメータについて、単独の施工法と組合せ施工法の間に

差異はない。 

・試験の方法について、単独の施工法と組合せ施工法の間に差異はない。 

・組合せ施工法の場合、初層限定の溶接方法を除き、順番を問わない（組合せ

は自由）。  

・すなわち、先行及び後続の溶接方法について制限しておらず、単独で確認さ

れた溶接施工法を組み合わせることと技術的に差異はない。 

・初層への適用可否は、単独の施工法の確認試験においても確認されており、

組合せ施工法と差異はない。 

補足事項 

・組合せ施工法の場合、組み合わせた時の溶接厚さだけが制限され、各溶接方

法の積層厚さについての制限はない。（各溶接方法の積層厚さは、試験にお

いて確認されない。） 

・一方、単独の溶接方法を組み合わせる場合、各溶接方法の積層厚さは、確認

試験によって保証される厚さに制限される。 

・したがって、積層厚さについては、単独の施工法の組合せの方が、より厳密

に管理されるといえる（次ページ以降参照）。（組み合わせる他の溶接方法の

厚さが限りなく薄くなっても、試験によって保証された厚さ以下に管理され

る。） 

・組合せ施工法の場合、溶接方法の種類の増加、組合せの多様化に伴い、同じ

溶接方法の組合せでも複数の異なる表記が存在するなどの問題が多数ある

が、改定によって解消される。 

 
178 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3(2)(b)1) 
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・溶接厚さは、T、A及び Mを合計した厚さが制限される。 

・各溶接方法は、試験時の溶接厚さによる制限を受けない。（例では、試験時

の M の厚さは 10 mmだが、実機の溶接厚さはその 5倍である。） 

 

「補足事項（組合せ施工法の例）」に示す図は、認証試験の溶接厚さ 30mmに対して

許容される実機溶接の例の母材の厚さとして 60mmが示されている。この溶接施工法

の溶接方法 T（ティグ溶接）+A（被覆アーク溶接）+M（ミグ溶接）の確認項目は試験

材の厚さが 30mm であるので、確認項目「母材の厚さ」は 60mm（最大）と推定される。

これは、確認項目の「母材の厚さ」が 60mmであることから試験材の厚さを 30mmとし

たものであり、この場合の他の確認項目（溶接後熱処理、予熱等）は母材の厚さ 60mm

に対応した区分が選定されていることになる。 

日本機械学会は、「確認項目及び溶接パラメータについて、単独の施工法と組合せ

施工法の間に差異はない」としているので、組合せ溶接施工法の確認項目は「溶接方

法」に係る確認項目（溶接金属、溶接棒、溶加材、心線、フラックス、シールドガス、

電極、溶接機）を除く各単独の溶接施工法の確認項目の内容が同じである必要がある。 
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この観点から見れば、「補足事項（単独施工法の組合せの例）」に示す図は、確認項

目の「母材の厚さ」が左図が 30mm であるのに対し、それ以外は 60mm と異なってお

り、各単独の溶接施工法の確認項目が同じであるとはいえない。このため、「適用可

能」とする図も「適用不可」とする図も適用不可である。 

母材の厚さの制限については、「WP-310 溶接方法」（解説）の 1.(2)に次の記載が

ある。 

(2)既に確認試験が行われている溶接方法を組み合わせて溶接施工を行う場合の

溶接を行うことができる厚さは、その溶接方法で確認試験が行われた時に認定

された母材の厚さ以下となる。 

片側からの完全溶け込み溶接を行う初層溶接の溶接方法との組み合わせの溶

接施工法での初層溶接に対しては、母材の厚さの制限は制限していない。 

T（ティグ溶接）(10mm 以下)の施工法と ST（自動ティグ溶接）(20mm 以下)の施工

法を TF（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））+ST（自動ティグ溶接）で使用

する場合、溶接を行える厚さは 20mm 以下(T（ティグ溶接）については、TF（初層テ

ィグ溶接（裏当て金を用いないもの）として適用するため無制限)になるという点に

ついて、日本機械学会は、次のように説明している179。 

・TFについて、「母材の厚さ」の上限は規定されていない。（旧電気工作物の溶接の

技術基準からの運用） 

・しかし 、ご質問の例の場合、10mmを超える厚さの溶接は、確認された「母材の

厚さ」の上限を超えるため、初層溶接であっても認められない。 

・上述の問題を解消するため、TF及び TFBについて、許容される溶接厚さの上限を

設ける改定を行うこととしたい。 

・確認済みの溶接施工法を組み合わせて使用する場合の要件、組み合わせることが

許容されない例などを次に記す。 

【確認済みの施工法を組み合わせる場合の要件】 

 既に確認された施工法を組み合わせる場合であっても、組み合わせない場合

と同様に、「確認項目」に指定された範囲内で用いる。 

【組み合わせることが許容されない例】 

・「母材の区分」が異なる継手に適用すること 

・「母材の厚さ」を超える厚さの母材の溶接に適用すること 

・「溶接後熱処理なし」の施工法を PWHTを行う継手に適用すること 

・「溶接後熱処理あり」の施工法を PWHTを行わない継手に適用すること 

・「予熱なし」の施工法を予熱を行う継手に適用すること 

・「予熱あり」の施工法を予熱を行わない継手に適用すること 

・「衝撃試験なし」の施工法を衝撃試験が要求される継手に適用すること 

【組み合わせることが許容される例】 

・確認項目の区分の変更と見なされない場合（例：裏ガス保護なし→あり） 

 
179 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 5-1：3(2)(a)1)  
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・確認試験が省略される場合（例：同じ P番号・異なる Gr.番号への適用） 

その場合、当該溶接部(20mm の場合)の溶接部に対し手直し溶接を手動ティグで行

おうとする場合は、T（ティグ溶接）(20mm以下)の施工法が無いと施工できないこと

になるという点について、日本機械学会は、次のように説明している180。 

・手直し溶接（製作の途中段階で行う溶接）の場合、T（「母材の厚さ」が 20mm

以上）の施工法が必要となる。 

手直し溶接の場合、T（ティグ溶接）（「母材の厚さ」が 20mm以上）の施工法が必要

であり、T（ティグ溶接）(10mm 以下)の施工法と ST（自動ティグ溶接）(20mm 以下)

の施工法の組合せではできないとしている。 

片側からの裏当てを用いた溶接や隅肉溶接の場合の初層溶接(TFB)については母材

の厚さは制限されるかという点について、日本機械学会は、次のように説明している
181。 

解説 WP-310の記載内容によらず、本文に従って「制限される」と解釈します。 

「組合せ施工法の場合、初層限定の溶接方法を除き、順番を問わない（組合せは自

由）」とのことであるが、例えば T（ティグ溶接）の施工法における初層限定の施工

法と組合せ施工法とはどのように識別をするかについて、日本機械学会は、次のよう

に説明している182。 

・「組合せ施工法の場合、初層限定の溶接方法を除き、順番を問わない」とは、 

たとえば T+A+Mの場合、次のように T、A及び Mの組合せを満足しておれば、

それらの施工順を問わないという意味である。（溶接規格では溶接方法の施

工順は規定していない。） 

 

 

・上図の例では、1 層目から 2～3 層目まで施工したティグ溶接を多層溶接と

見なして Tとなるが、これを初層溶接 TFと見なした場合、2012年版溶接規

格では左図は TF＋A＋M、右図は TF＋A＋M＋TBとなる。2020 年版では、組合

せ施工法は T+A+Mに統一される。 

・2020 年版では、組合せ施工法における初層限定の溶接方法 TF、TFBは、いず

れも Tと表示するが、計画書（溶接部詳細一覧表）において施工順、層数な

どを明記して区別する。 

 
180 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 5-1：3(2) (a)2)  
181 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-2-1：3(2)(a)3)  
182 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-2-1：20 ページ 3(2)(b)1) 
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・溶接施工法から溶接士技能に係る区分はなくなるが、その他の確認項目に変

更はなく、TB（裏面ガス保護なし）を TF（裏面ガス保護あり）として用いる

ことはできない。 

・単独の施工法を組み合わせる場合は、施工順を明記し、初層溶接に必要な溶

接士技能を明確にする。（保有する溶接士が全て裏波形成の技能を有してい

る場合は不要である。） 

・組合せ施工法と単独の施工法の組合せの区別は、施工法番号が単一か複数か

によって判別可能である。 

単独の施工法を組み合わせる場合は、施工順を明記することで初層限定の施工法

かどうかは区別できるとしている。なお、「組合せ施工法における初層限定の溶接方

法」とは、「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」の「特殊技能の区分（資格

区分）」に関するもので、これについては③で検討する。 

「複数の異なる表記が存在するなどの問題が多数あるが、改定により解消される」

とある点について、具体的にどのような問題があり、今後どのように改定されるか、

日本機械学会は、次のように説明している183。 

 「複数の異なる標記が存在するなどの問題」については、先に掲げた例の

他、別途配付した資料（※）を参照のこと。 

 この問題を考慮し、次の改定が行われた。 

 ①溶接施工法における溶接方法の区分について、溶接士技能 

   に関する区分（ TF、 TFB、TB、Ao、Mo等 ）を廃止した。 

   （技能以外に相違点はなく、自動溶接にこれらの区分はない。） 

 ②単独の施工法を組み合わせて適用できるようにした。 

   （単独の施工法は、一層盛りを除き、初層、中間層、最終層 

   のいずれにも適用可能であることが確認されている。） 

※大石勇一「溶接施工法及び溶接士技能における溶接方法の区分の見直し」

火力原子力発電 2019、通巻 No.748、Vol.70 No.1、P.20-25 

   「解説表 WP-310-1 溶接方法の組合せの例」(2022 年 04 月 13 日付け正誤表を含

む。)に示す№１（下図）の T（溶接士の資格としては TF（初層ティグ溶接（裏当て

金を用いないもの）））+A（被覆アーク溶接）+J（サブマージアーク溶接）の溶接方法

の場合を単独の T（ティグ溶接）、A（被覆アーク溶接）及び J（サブマージアーク溶

接）の溶接施工法とした場合の確認項目の各区分の例示について、日本機械学会は、

次のように説明している184。 

 
183 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-2-1：23 ページ 3(2)(b)2) 
184 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(64) 
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以下の例示にて示します。 

母材厚さ 30mmの V開先の初層を溶接方法 T、中間層を A、残層を Jの組み合

わせで施工する場合 

 

ティグ溶接(T)は、溶接資格と関連付けるため「T」、「T(裏波なし)」、「T(初層)」、

「T(裏波なし初層)」のいずれかを記載する。溶接部の母材の厚さは 30mm なの

で、T、A、J それぞれの、溶接施工法確認項目の ｢母材の厚さ｣は、30mmが施工

可能でなければならない。 

(参考) 

｢T｣ (裏波形成ありの全層 T) の場合の必要溶接技能者資格は、｢T｣ のみ 

｢T (裏波なし)｣ の場合の必要溶接技能者資格は、｢T｣ 又は ｢TB｣ 

｢T (初層)｣ の場合の必要溶接技能者資格は、｢T｣ 又は ｢TF｣ 

｢T (裏波なし初層)｣ の場合の必要溶接技能者資格は、｢T｣、｢TF｣ 又は ｢TFB｣ 

溶接部の母材厚さ 30mmに対して溶接施工法の確認項目である母材の厚さが溶接方

法 T（ティグ溶接）(初層)に対して 30mm、A（被覆アーク溶接）に対して 35mm、J（サ

ブマージアーク溶接）に対して 50mmの溶接施工法を用いるとしているが、前述のよ

うに溶接方法以外の確認項目の内容（この場合は母材の厚さ）が異なる。 

溶接規格 2020の溶接施工法確認試験は開先形状について規定していないが、「WP-

310 溶接方法」においてクラッド溶接及び管と管板の取付け溶接は他の溶接方法と

区別し、肉盛溶接は他の溶接方法に含まれている。JIS B 8285 (2010)「圧力容器の

溶接施工法の確認試験」は、適用範囲の解説に記載があるように、本体で突合せ溶接

による確認試験の方法を規定しており、特殊な形状（肉盛溶接、クラッド鋼の溶接、

管と管板の溶接）については「附属書 D（規定） 特殊形状等の溶接施工方法の確認

試験方法」において個別の確認試験方法を規定している。溶接規格 2020と JIS B 8285 
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(2010)「圧力容器の溶接施工法の確認試験」では肉盛溶接の区分方法が異なっている。

同 JISは「附属書 C（規定） 溶接施工方法の確認試験の評価基準」の「C.3確認試験

の省略」b)において、「既に確認されている溶接施工方法を用いて,同等の開先溶接又

はすみ肉溶接を行う場合。」と規定している。つまり、「C.3確認試験の省略」a)にお

いて「二つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接において,既に確認されている溶接施

工方法を組み合わせる場合」とは突合せ溶接及びすみ肉溶接を想定したものである。 

以上により、「2 つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接において，既に確認されて

いる溶接施工法を組合せて溶接を行う場合は，組合せの溶接施工法確認試験を省略

してもよい。」場合の組み合わせる溶接施工法の確認項目は、肉盛溶接若しくはクラ

ッド溶接又は管と管板の溶接を含まない単独の溶接方法を用いた突合せ溶接若しく

はすみ肉溶接であって「溶接方法」に係る確認項目（溶接金属、溶接棒、溶加材、心

線、フラックス、シールドガス、電極、溶接機）を除く各単独の溶接施工法の確認項

目の内容が同等であることも必要である。 

したがって、「WP-310 溶接方法」において「2つ以上の溶接方法の組合せとなる溶

接において，既に確認されている溶接施工法を組合せて溶接を行う場合は，組合せの

溶接施工法確認試験を省略してもよい。」は、「2つ以上の溶接方法の組合せとなる溶

接において，既に確認されている溶接施工法を組み合わせて溶接を行う場合は，組み

合わせる溶接施工法の確認項目が肉盛溶接若しくはクラッド溶接又は管と管板の溶

接を含まない単独の溶接方法を用いた突合せ溶接若しくはすみ肉溶接であって「溶

接方法」に係る確認項目（溶接金属，溶接棒、溶加材，心線，フラックス，シールド

ガス，電極及び溶接機に限る。）を除く各単独の溶接施工法の確認項目の具体的条件

（例えば，確認項目「溶接後熱処理」が「○」（あり）の場合の，熱処理条件の詳細

等）の範囲が同じ場合に限り，組合せの溶接施工法確認試験を省略してもよい。」に

読み替える。 

なお、確認項目「母材」については、後述する「４．３．１７．１母材の種類」（３）

①で述べたとおり、母材が同じ P 番号で異なるグループ番号及び同じ P 番号の母材

とそれより小さい P 番号の母材の組合せでの溶接施工法確認試験が省略できるとし

ている規定については削ることとし、母材の種類を制限している。これにより、確認

項目の溶接金属、溶接棒、溶加材、心線及びフラックスは成分だけでなく強度からも

制限される。 

② 「WP-310 溶接方法」(2)において、「1)クラッド溶接」は対象機器が「クラス 1容

器、クラス 2容器」から「クラス 1容器、クラス 2容器、クラス 1配管及びクラス 2

配管」に変更された。溶接規格 2012(2013)技術評価書の「別記 溶接規格改訂におい

て考慮されることが望まれる事項」の「3. 記載内容の整合性に関する事項」(4)溶接

部の非破壊試験（表 N-X050-1）と溶接方法(WP-301)との整合性において、「WP-301 溶

接方法(1)には「クラッド溶接（クラス 1容器及びクラス 2容器に限る。以下「クラ

ッド」という）」と記載されているが、「第１部 溶接規格」の溶接部の非破壊試験（表

N-X050-1）にはクラス 1配管及びクラス 2配管の「溶接部の区分」についてもクラッ

ド溶接による溶接部を規定しており、整合性がない。」と指摘し改訂を要望していた

ものであり、変更は妥当と判断する。 
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なお、「WP-310 溶接方法」（解説）にはクラス 1～2配管が追加されていない。 

③ 「表 WP-310-1 溶接方法の区分」の「溶接方法の区分」から Ao（被覆アーク溶接

（裏当て金を用いない片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる

片側溶接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接

（裏当て金を用いるもの））及び Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））が

削除された。これに関して、「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」の「溶接

方法の区分（資格区分）」に、「溶接施工上の制限」（「裏波を形成しない溶接に限定さ

れる。」等）と「特殊技能の制限」が設けられた。このため、従来は裏波の有無など

により別々の区分表示であった溶接施工法が同じ区分表示となるが、要求される溶

接の技能は異なる。開先形状ごとに異なる溶接方法をどのように識別するか185、また

溶接施工に必要な溶接士の技能の管理を行うかについて、日本機械学会は、次のよう

に説明している186。 

溶接規格 2020年版に関する考えについて、以下に記載する。 

・検査員が確認する内容は、基本的に同じである。 

・製造者は、計画書に溶接方法の適用順・積層手順及び対応する溶接士技能を

説明する資料を含める必要がある。 

・施工記録も同様に、適用した溶接方法の順番（積層）、溶接方法に対応した

溶接士の名前及び資格を記録する必要がある。 

・溶接作業検査においては、溶接施工詳細一覧表だけでなく、溶接設計（図面）

と照合して資格が妥当かどうか（裏波形成が必要かどうか等）を判断する。 

・妥当性の判断が困難な場合は、製造者が施工手順（積層手順）、溶接士の選

定要領など、より詳細な資料を準備する。 

 

 
185 改定された溶接方法の区分に基づく溶接検査計画書が「発電用原子炉施設の溶接事業者検査に係る実用

発電用原子炉の設置、運転等に関する規則のガイド」の「３．溶接事業者検査の内容」に規定する溶接の

作業を従前のものと同等に表せるか 
186 第４回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 4-2：3(3)(a) 
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参考情報 

・初層限定資格（TF，TFB）の保持者はほとんどおらず、将来的には廃止する予

定である。 

・ティグ溶接は、溶接機の性能向上に伴って初層以外の適用例が増加しており、

初層限定資格（TF，TFB）のニーズはほとんどない。 

・前出の内容は、説明会（火原協大会、溶接責任者会）において改正動向とし

て紹介されているが、これまで、特に異議は寄せられていないとのことであ

る。 

日本機械学会は、「参考情報（計画書/溶接部詳細一覧表の例）」において、溶接方

法の欄の説明として「溶接方法毎に適用する溶接士の資格を記載する。（新たに欄を

設けるか、備考欄等に記載する。選定要領でもよい。）」と記載しているが、溶接規格

2012（2013）の溶接方法の区分で有していた初層部溶接の情報（Ao（被覆アーク溶接
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（裏当て金を用いない片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる

片側溶接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接

（裏当て金を用いるもの））及び Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））の

区分）に替わるものが記載される必要がある。日本機械学会は、「製造者は、計画書

に溶接方法の適用順・積層手順及び対応する溶接士技能を説明する資料を含める必

要がある。」と説明しているが、計画書の作成段階で積層手順及び対応する溶接士技

能を説明する資料（衝撃試験が要求される場合は溶接姿勢も必要）を準備することは、

現地溶接での有壁固定の溶接姿勢の要否判定を考慮すると実現可能性に疑問が残る。 

  「妥当性の判断が困難な場合は、製造者が施工手順（積層手順）、溶接士の選定要

領など」を用意するとあり、これは製造者が溶接施工に先立ち用意するということか

について、日本機械学会は、次のように説明している187。 

・施工手順（積層手順）、溶接士の選定要領などは、製造者が溶接施工に先立ち
用意するのが原則である。 

→ 提供の仕方は、製造者と事業者の間の取り決めによる。 
・「妥当性の判断が困難な場合」は、使用前事業者検査（溶接）実施前に行う計

画書審査だけでなく、検査開始後の溶接作業中検査でも発生することが想定
される。 

・施工手順等が特殊で、溶接作業検査において使用前事業者検査員が判断できな
い場合は、製造者がより詳細な説明資料（手順書）やエビデンス等を提供する
必要がある。 

→ 提供の仕方は、製造者と事業者の間の取り決めによる。 

（注意）破線枠内は JSME溶接規格の範囲外となる内容です。 

溶接施工法確認試験の溶接方法の区分から Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用いな

い片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接））、TF（初

層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用いる

もの））及び Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））を除くと、溶接施工に先

立ち用意するものが増えることになる。 

「４．３．１５ 溶接施工法確認試験における確認項目」（３）③において述べた

とおり、特殊技能の区分とされた溶接方法の区分 Ao（被覆アーク溶接（初層溶接に

おいて裏波を形成する高度な技能を有する区分））、TB（ティグ溶接（裏波を形成する

必要がない溶接や、裏はつりを行う両側溶接を行うことが認められる区分））、TF（テ

ィグ溶接（初層溶接に限定した区分））、TFB（ティグ溶接（TBの初層溶接に限定した区

分））及び Mo（ミグ溶接（初層溶接において裏波を形成する高度な技能を有する区分））

に関する「層」については、溶接方法 A（被覆アーク溶接）、T（ティグ溶接）及び M

（ミグ溶接）と同様に「衝撃試験が要求される場合」に確認項目の対象かどうか不明

確である。「衝撃試験が要求される場合」の溶接姿勢、パス間温度、溶接入熱及び衝

撃試験温度も同様である。「第 3部溶接技能確認試験」においては、これらの特殊技

能の区分に対する衝撃試験の要求は規定されていない。「衝撃試験が要求される場合」

に、これらの特殊技能の区分を含む溶接部の有効性担保を、溶接技能確認試験で行う

か溶接施工法確認試験で行うかは選択できるが、溶接技能確認試験で行う場合は溶

 
187 第４回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

4-3：3(3)(a)3) 
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接士ごとに衝撃試験を行う必要がある。これらの特殊技能の区分を、溶接規格

2012(2013)のように「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」に示す溶接方法の欄に規

定すれば、衝撃試験は溶接施工法確認試験で行われる。 

したがって、「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」の溶接方法「A」は溶接規格

2012(2013)の「A、Ao」に、「T」は溶接規格 2012(2013)の「T、TB、TF、TFB」に、「M」

は溶接規格 2012(2013)の「M、Mo」に読み替える。 

なお、日本機械学会は「参考情報（溶接施工記録の例 1）」に示す継手番号 W-1 の

溶接方法を T（ティグ溶接）+A（被覆アーク溶接）+M（ミグ溶接）+T（ティグ溶接）

としているが、施工法№A-2 の予熱温度 120℃が他の溶接方法の予熱温度 100℃と異

なっており、溶接施工法の確認項目「予熱」に関する区分が異なっている。「2 つ以

上の溶接方法の組合せとなる溶接において，既に確認されている溶接施工法を組合

せて溶接を行う場合は，組合せの溶接施工法確認試験を省略してもよい。」とする例

示としては不適切である。 

日本機械学会は、「参考情報」として「（ティグ溶接は）初層以外の適用例が増加し

ており、初層限定資格（TF，TFB）のニーズはほとんどない」としているが TF（ティグ

溶接（初層溶接に限定した区分））の施工法がほとんど使用されていないのかについ

て、次のように説明している188。 

・ティグ溶接が、初層（TF、TFB）に用いられなくなった訳ではない。 

  → 溶接士の技量に係る区分であるため、溶接施工法の区分から削除した。 

・次の理由から、近年、初層限定の資格区分（TF、TFB）の新規受験者がほとん

どおらず、資格保有者（元々少ない）も徐々に減少しているため、近い将来、

廃止する考えである。 

・ティグ溶接が、初層（TF、TFB）に用いられなくなった訳ではない。 
  → 溶接士の技量に係る区分であるため、溶接施工法の区分から削除し
た。 

・次の理由から、近年、初層限定の資格区分（TF、TFB）の新規受験者がほと
んどおらず、資格保有者（元々少ない）も徐々に減少している。 
①ティグ溶接は、初層以外、例えば最終層（仕上げ）に使用されること

が多くなった。（TBが必要） 
②ティグ溶接は、手直し溶接、中間層の手入れなどにも使用されること

が多くなった。（TBが必要） 

③比較的厚い構造物についても、ティグ溶接だけで施工する事例が多く

なった。 

（注意）破線枠内は JSME溶接規格の範囲外となる内容です。 

溶接施工法の溶接方法 TF（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））と溶接士

資格の TF（ティグ溶接（初層溶接に限定される））は区別して考える必要がある。日

本機械学会によれば、溶接士の資格としては T（ティグ溶接）が最も適用範囲が広い

ため、T（ティグ溶接）を取得し TF（ティグ溶接（初層溶接に限定される））はニーズ

 
188 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-2-1：3(3)(b) 
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がないが、溶接施工法上の初層溶接限定としての TF（ティグ溶接（初層溶接に限定さ

れる））は溶接積層手順として使用されているとのことである。 

溶接規格 2012(2013)において、T（ティグ溶接）と TB（ティグ溶接（両側溶接又は

裏当て金を用いる片側溶接））の区分は「溶接方法」の項目での区分だったが、溶接

規格 2020において、「裏当て」の項目にて区分することとなり、裏当てなしの試験で

合格となった施工法は、裏当てありの施工が可能となっている。「WP-342 裏面からの

ガス保護」（解説）には、溶接部の補修又は手直し溶接を行う場合、「裏面からのガス

保護：行う」の溶接施工法であっても必要な厚さが確保されているときは、裏面のガ

ス保護は行わなくてよい、と記載されている。溶接施工法確認試験時に「裏当て：使

用しない、裏面からのガス保護：行う」で取得した施工法は裏当てを使用する溶接を

行う際も裏ガスは必要となるかについて、日本機械学会は、次のように説明している
189。 

・試験時に「裏当て：使用しない、裏面からのガス保護：行う」で取得した施

工法は、裏当てを使用する溶接を行う際も、酸化防止のため裏ガスは必要と

なる。 

日本機械学会の説明は、溶接施工法の確認項目の規定と整合している。TB（ティグ

溶接（裏波を形成する必要がない溶接や、裏はつりを行う両側溶接を行うことが認め

られる区分））は存続するので、確認項目は、溶接方法は TB（ティグ溶接（裏波を形

成する必要がない溶接や、裏はつりを行う両側溶接を行うことが認められる区分））

で裏当てありの区分として扱うことになる。 

④ 「表 WP-310-1 溶接方法の区分」の「溶接方法の区分」の M（ミグ溶接）の細区分

は、シールドガスや心線の種類により分けたものであり、変更は妥当と判断する。 

なお、「炭酸ガスアーク溶接」及び「フラックス入りワイヤミグ溶接，フラックス

入りワイヤマグ溶接」については、「４．３．２６ 溶接技能確認試験における溶接」

（３）⑥⑦において評価するが、M（ミグ溶接）から除外することとしており、溶接

技能士の資格としては取得することができない。 

⑤ 「表 WP-310-1 溶接方法の区分」の（注）「1. 溶接方法の種類ごと又はその組合せ

を 1区分とする。2つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接において，既に確認されて

いる溶接施工法を組合せて溶接を行う場合は，組合せの溶接施工法確認試験を省略

してもよい。」は、③で述べたとおり本文と重複しているので削る。 

⑥ 「表 WP-310-1 溶接方法の区分」(注)2.において、「ノンガスシールドアーク溶接

（セルフシールドアーク溶接）は，M に含まない。」と規定されているが、ノンガス

シールドアーク溶接（セルフシールドアーク溶接）の定義（FCAW190との違いを含む。）

及び何に区分するかについて、日本機械学会は、次のように説明している191。 

現状、ノンガスシールドアーク溶接（セルフシールドアーク溶接）での施工は

規定していません。 

 
189 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：76 頁 3(3)(a) 
190 ASME Code Sec.Ⅺ におけるフラックスコアードアーク溶接の略称 
191 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(89) 
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溶接規格 2012(2013)の（注）3「ミグ溶接にはマグ溶接を含める。」については、溶

接規格 2020においてミグ溶接とマグ溶接を区別し「表 WP-310-1 溶接方法の区分」

に規定したため、溶接規格 2012(2013)の（注）3は不要となったが、ノンガスシール

ドアーク溶接については記載がないため追加されたものであり、変更は妥当と判断

する。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)非強度部材に対する強度部材の溶接 

「解説表 WP-310-1 溶接方法の組合せの例」に示す№4の溶接継手（下図参照）は

母材の区分が P-1の母材に①クラッド溶接（非強度部材）をし、その上に母材の区分

が P-1（炭素鋼）の取付部材をステンレス鋼（A-8）で②部分溶込み溶接する T 継手

であるが、②の溶接部は強度部材であり、非強度部材の上に強度部材を溶接すること

になる。「クラッド溶接」は「肉盛溶接」の誤りではないかという点について、日本

機械学会は、次のように説明している192。 

No. 溶接継手 溶接方法 母材区分 

4 

 

① J（クラッ

ド） 

P-1 

②                            

（E-8は P-8

とみなす） 

A P-1＋P-8 

ご指摘の図は、継手、部材の強度設計などにより、クラッド溶接、肉盛溶接で

あるかの扱いは異なります。したがいまして、必ずしも誤りではありませんが、

今後、いずれのケースもあることがわかるよう改定します。 

「解説表 WP-310-1 溶接方法の組合せの例」に示す№4の溶接継手の図中の J（ク

ラッド）はステンレス鋼であり耐食性を考慮してクラッド溶接していると推定され

る（E-8（Ni-Cr系ステンレス鋼（オーステナイト系））との記載あり）が、取付部材

が P-1（炭素鋼）では事例として適切ではないので見直すことを要望する。 

日本機械学会の説明によれば、「継手、部材の強度設計などにより、クラッド溶接、

肉盛溶接であるかの扱いは異なる」とのことであるが、「表 N-X050-1 溶接部の非破

壊試験」は、「ラグ、ブラケット、強め材、控え、強め輪等であって、重要なものを

取り付ける溶接部」を対象としている。溶接規格が「重要なものを取り付ける溶接部」

以外の溶接部も対象としているのであれば、それを明確にすることを要望する。 

(b)管と管板の取付け溶接の適用範囲 

「WP-310 溶接方法」の(2)の「2)管と管板の取付け溶接」は、、クラス 1容器及び

クラス 2容器に限定して規定されている。JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工方

法の確認試験」においては、これらの溶接方法は圧力容器に用いる「特殊形状等の溶

接施工方法の確認試験方法」として「附属書 D（規定） 特殊形状等の溶接施工方法

の確認試験方法」に規定しているが、形状が特殊なだけで圧力容器の重要度等で区別

 
192 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.3(14) 
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はしていない。クラッド溶接や管と管板の取付け溶接の対象機器がこれら以外にな

いのか、また、クラスの区分により溶接施工法の確認項目を区別する理由について、

日本機械学会は、次のように説明している193。 

クラッド溶接や管と管板の取付け溶接は他クラスの機器にもあります。 

クラッド溶接及び管と管板の取付け溶接は強度溶接とは目的の異なる溶接で

あり、機器の重要度を考慮して、クラス 1，2において規定したものです。従来

からの規定を踏襲しました。 

管と管板の取付け溶接については、機器の重要度と関係なく適用されるよう見直

すことを要望する。 

(c)溶接規格において溶接施工法確認試験が適用できる溶接方法 

維持規格の補修章には特殊な補修溶接等が規定されているが、技術評価対象外で

あり、溶接規格 2012(2013)技術評価書の「３.２.４ 溶接規格 2007 年版の技術評価

において条件とされた事項」（１）ｄ）において、「N-0010 目的及び適用」にある「た

だし，日本機械学会発電用原子力設備規格維持規格に規定する特殊な補修溶接等に

ついては，同規格によることができる。」は、適用除外とされている。「維持規格に規

定する特殊な補修溶接等」については、溶接施工法確認試験の確認項目のみでは適用

性を確認できない溶接方法が規定されており、事業者の申し出があれば個別に溶接

方法の適用の可否を判断することとなる。 

例えば、廃止となった「発電用原子炉施設の溶接事業者検査に係る実用発電用原子

炉の設置、運転等に関する規則のガイド」の別紙 1において、テンパービード溶接方

法を含む溶接施工法のことが記載されていた。テンパービード溶接は溶接後熱処理

を不要とするために 1層の厚さを制限し、グラインダ等で不要部を削って、次の層を

溶接することを繰り返す手順であるが、溶接規格には厚さ制限やグラインダ加工に

関する確認項目がないため、適用に当たっては条件が付されていた。また、SCC対策

としてステンレス鋼の溶接を水冷しながら行う方法も規定されているが、溶接施工

法確認試験の確認項目には冷却方法に関する項目はなく、適用に当たっては条件が

付されている。 

このように、溶接規格の確認項目だけでは不十分な溶接方法についてはどのよう

に取り扱うかが溶接規格には規定されていない。 

溶接規格において溶接施工法確認試験が適用できる溶接方法を明確にするととも

に、「WP-310 溶接方法」(1)に規定する「2つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接に

おいて，既に確認されている溶接施工法を組合せて溶接を行う場合は，組合せの溶接

施工法確認試験を省略してもよい」についても、適用範囲を明確にすることを要望す

る。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

① 、③、⑤ 

 
193 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(66)(a)(b) 
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読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WP-310 溶接方法(1) 2 つ以上の溶接方法の組合せ

となる溶接において，既に確

認されている溶接施工法を組

合せて溶接を行う場合は，組

合せの溶接施工法確認試験を

省略してもよい。 

2 つ以上の溶接方法の組合せ

となる溶接において，既に確

認されている溶接施工法を

組み合わせて溶接を行う場

合は，組み合わせる溶接施工

法の確認項目が肉盛溶接若

しくはクラッド溶接又は管

と管板の溶接を含まない単

独の溶接方法を用いた突合

せ溶接若しくはすみ肉溶接

であって「溶接方法」に係る

確認項目（溶接金属，溶接棒，

溶加材，心線，フラックス，

シールドガス，電極及び溶接

機に限る。）を除く各単独の

溶接施工法の確認項目の具

体的条件（例えば,確認項目

「溶接後熱処理」が「○」（あ

り）の場合の，熱処理条件の

詳細等）の範囲が同じ場合に

限り，組合せの溶接施工法確

認試験を省略してもよい。 

表 WP-300-1 溶接方法別

の確認項目 

確認項目 溶接方法 

A 

 

確認項目 溶接方法 

T 

 

確認項目 溶接方法 

M 
 

確認項目 溶接方法 

A、Ao 

 

確認

項目 

溶接方法 

T、TB、TF、TFB 

 

確認項目 溶接方法 

M、Mo 
 

表 WP-310-1 溶接方法の

区分 
溶接方

法の区

分 

種類 （参

考） 

ASME 

Sec.Ⅸ

での分

類記号 

A 被 覆 ア

ー ク 溶

接 

 

 

 

 

SMAW 

T テ ィ グ

溶接 

 

 

GTAW 

溶接方

法の区

分 

 

 

 

種類 

A 被覆アーク溶接

（両側溶接又は

裏当て金を用い

る片側溶接） 

Ao 被覆アーク溶接

（裏当て金を用

いない片側溶接） 

T ティグ溶接（裏当

て金を用いない

片側溶接） 

TB ティグ溶接（両側
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M ミ グ 溶

接，マグ

溶接 

 

GMAW 

炭 酸 ガ

ス ア ー

ク溶接 

フ ラ ッ

ク ス 入

り ワ イ

ヤ ミ グ

溶接，フ

ラ ッ ク

ス 入 り

ワ イ ヤ

マ グ 溶

接 

FCAW 

 

 

（注） 

1．溶接方法の種類ごと又はそ

の組合せを 1 区分とする。

2 つ以上の溶接方法の組合

せとなる溶接において，既

に確認されている溶接施工

法を組合せて溶接を行う場

合は，組合せの溶接施工法

確認試験を省略してもよい 

。 

溶接又は裏当て

金を用いる片側

溶接） 

TF 初層ティグ溶接

（裏当て金を用

いないもの） 

TFB 初層ティグ溶接

（裏当て金を用

いるもの） 

M ミグ溶接，マグ溶

接（両側溶接又は

裏当て金を用い

る片側溶接） 

炭酸ガスアーク

溶接 

 

フラックス入り

ワイヤミグ溶接，

フラックス入り

ワイヤマグ溶接 

Mo ミグ溶接，マグ溶

接（裏当て金を用

いない片側溶接） 

炭酸ガスアーク

溶接 

フラックス入り

ワイヤミグ溶接，

フラックス入り

ワイヤマグ溶接 

 

 

②、④、⑥ 

なし 

変更点以外 

なし 

 

（６）要望事項 
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○ JIS Z 3040(1995)「溶接施工法の確認試験方法」は、参考にした規格として解説に

記載されているが、参考とするには適当でないため、記載を見直すことを要望す

る。 

○ 「解説表 WP-310-1 溶接方法の組合せの例」に示す№4の溶接継手の図中の J（ク

ラッド）はステンレス鋼であり耐食性を考慮してクラッド溶接していると推定さ

れる（E-8との記載あり）が、取付部材が P-1（炭素鋼）では事例として適切では

ないので見直すことを要望する。 

○ 溶接規格が「重要なものを取り付ける溶接部」以外の溶接部も対象としているので

あれば、それを明確にすることを要望する。 

○ 管と管板の取付け溶接については、機器の重要度と関係なく適用されるよう見直

すことを要望する。 

○ 溶接規格において溶接施工法確認試験が適用できる溶接方法を明確にするととも

に、「WP-310 溶接方法」(1)に規定する「2つ以上の溶接方法の組合せとなる溶接

において，既に確認されている溶接施工法を組合せて溶接を行う場合は，組合せの

溶接施工法確認試験を省略してもよい」についても、適用範囲を明確にすることを

要望する。 

 

４．３．１７ 溶接施工法確認試験における母材 

本規格は、溶接施工法確認試験における母材について、「WP-321 母材の種類」及び「WP-

322 母材の厚さ」、「表 WP-321-1 母材の区分」、「表 WP-321-1 各種材料の母材の区分」

に規定している。 

 

４．３．１７．１ 母材の種類 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.17.1 溶接施工法確認試験における母材の種

類の変更点」参照） 

① 過去に確認されたグループ番号区分なしの溶接施工法を用いて破壊靭性試験が要

求されない溶接継手の溶接を行う場合の条件を追加（WP-321(2)） 

② 日本機械学会規格（材料規格、設計・建設規格第Ⅱ編高速炉規格、再処理設備の設

計規格、金属キャスク構造規格、コンクリートキャスク、キャニスタ詰替装置および

キャニスタ輸送キャスク構造規格）に規定する材料の種類ごとの標準合金成分と母

材の区分（P-No、グループ番号）を「表 WP-321-2各種材料の母材の区分」として追

加（WP-321(3)） 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接規格で規定されている母材の区分が、他規格と異なっているため、整合するよ

うに P番号及びグループ番号を追加する改定を行った194。 

 
194 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№15 
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② 母材の P-No.区分に関する事例規格を溶接規格本体で規定するように改定した。ま

た、母材区分の見直し案の改定内容を反映するとともに、JSME 規格に規定された固

有材料について母材区分（P-No.）を与えた195。 

 

（３）検討の結果 

① 「WP-321 母材の種類」(2)として「ただし，(略)破壊靱性試験が要求されない溶接

継手の溶接を行う場合，次のいずれかを満足していれば，P番号，グループ番号ごと

の溶接施工法確認試験を行わずに，既に確認されている溶接施工法を用いて溶接を

行ってもよい。」が追加された。「WP-321 母材の種類」（解説）3.においては、「WP-

321(2)項の免除規定は，JISB 8285 (2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」及

び ASME Code Sec.Ⅸ (2013)の規定を参考にして規定した。」と記載されている。し

かしながら、溶接規格 2007 の「第 2 部 溶接施工法認証標準」の「3.確認事項」の

「(4)溶接金属」に規定されていた「ただし、溶接金属 A-1から A-4-2までについて

以前に確認を受けた場合であって、確認を受けた A 番号より小さい A 番号の溶接金

属を用いるときは同一の区分とする。」は、溶接規格 2012(2013)で削除され、その変

更理由について日本機械学会は、「溶接部の特性は、溶接金属の区分が異なれば強度

や延性等が変化する。A番号の大きい方の確認をもって、小さい方の確認をしなくて

よいとするのは技術的に適切でない。」としており、溶接規格 2012(2013)技術評価書

の「３.２.２.１４ 溶接施工法の確認項目（溶接金属）」において、この変更を妥当

と評価している。(2)のただし書は母材の種類のみで溶接施工法確認試験の省略を許

容しているが、溶接金属等他の確認項目を除外して省略できる根拠について、日本機

械学会は、次のように説明している196。 

1)同 P 番号内のグループ番号があがるに従って、衝撃特性が低下します。そのた

め、衝撃試験が必要な場合は、母材の熱影響部の衝撃特性がかわるためグループ

番号毎に溶接施工法を必要としています。一方で、衝撃試験を必要としない場合、

母材への溶接性は同じ P番号内であれば、有意な差異はありません。このため、

同じ P番号で異なるグループ番号の母材の溶接を行うことを許容しています。 

2)P-1は炭素鋼、P-3は Mo鋼、P-4は CrMo鋼、P-5は P-4よりさらに CrMo量の多

い CrMo鋼に相当します。いずれもフェライト系鋼であり、母材に対する溶接性

に有意な差異はないが、強いて言えば、Cr及び Mo量が多いほど溶接の難易度が

あがります。このため、同じ P 番号の母材同士で溶接施工法が確認されていれ

ば、同じ P 番号とそれよりも小さい P 番号との母材の組合せ溶接を行ってもよ

いとしています。 例えば母材：P-4＋P-4、溶接金属が A-3 の施工法を取得した

場合、当然継手引張と曲げ試験は合格していることになります。母材の一方を P-

3や P-1 に変更した場合、問題になるのは溶接金属と熱影響部です。溶接材料は

 
195 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№14 
196 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料5-2：2.1(68) 回答は令和６年8月21日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 

溶接規格に関する日本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(68) 
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母材の一部と溶融して、母材＋溶接材料の混合した成分になりますが、その影響

は非常に少ないです。また、熱影響部も溶接プロセスが同一であり、フェライト

系鋼では熱影響部への影響も軽微であると考えます。  

溶接施工法の継手引張試験の判定基準は、「試験片の引張強さが材料規格 

Part3 第 1章 表 4又は表 7の常温最小引張強さ以上」となるため、溶接金属に

て、A番号の小さいものを使用した場合、本判定基準を満足しなくなる可能性が

あるため、適切でないと判断しています。一方で、母材の P 番号で小さいものを

使用しても、本判定基準は満足するので問題ないと判断しています。 

母材の区分においては、P番号が同じものでも強度等を基にグループ番号で区別し

ている。例えば、P-1（炭素鋼）の場合はグループ番号を引張強さ 490MPa 級未満、

490MPa級及び 590MPaの 3区分にしている。溶接金属の区分（例：A番号）等は P番

号に相当する区分のままで強度等を基にしたグループ番号で区分されていないが、

溶接材料は強度等により複数の種類が市販されている。確認済みの溶接施工法が P-

1、グループ番号 3のときは、引張強さが 590MPaを少し上回る溶接材料が選定される

が、その溶接施工法を P-1、グループ番号 1（例：SM400B）に適用すると、引張強さ

が約 1.5 倍異なる溶接部が製造される。溶接部の強度が母材の強度以上であること

は満足するが、適正な溶接とはいえない。新たな溶接施工法で確認することにすれば、

溶接材料も母材の強度に応じたものが選択される。また、「WP-321 母材の種類」(2)

項の免除規定は、JIS B 8285 (2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」を参考

にしたとしているが、同 JISの「附属書 B（規定）溶接材料の区分」は、「表 B.1-被

覆アーク溶接棒の区分」において区分 F-1 を強度等により F-1-(1)～(5)に細区分し

ている。 

 

JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」 

表 B.1－被覆アーク溶接棒の区分（抜粋） 

被覆アーク溶

接棒の区分  

種類 規格例（規格番号）  

F-1-(1) 低水素系以外の被覆アーク溶接棒で，軟鋼及

び 490 N/mm2級鋼に用いるもの  

D43XX（JIS Z 3211） 

D50XX（JIS Z 3212） 

F-1-(2)  低水素系の被覆アーク溶接棒で，軟鋼及び

490 N/mm2級鋼に用いるもの  

D43XX（JIS Z 3211） 

D50XX  

D53XX（JIS Z 3212） 

F-1-(3) 低温用鋼に用いる被覆アーク溶接棒で，溶着

金属のニッケル量が 2%未満のもの 

DL50XX-X （ JIS Z 

3241） 

F-1-(4)  低水素系の被覆アーク溶接棒で，590 N/mm2

級鋼に用いるもの 

D58XX  

D62XX （JIS Z 3212） 

F-1-(5) 低水素系の被覆アーク溶接棒で，685〜

780N/mm2級鋼に用いるもの 

D70XX，D76XX， 

D80XX （JIS Z 3212） 

「表 B.2-溶接ワイヤ及び溶加材の区分」においても、区分 Y-1を強度等により Y-

1-(1)～(4)に細区分している。 

JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」 

表 B. 2-溶接ワイヤ及び溶加材の区分（抜粋） 
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ワイヤなど

の区分  

種類 規格例（規格番号）  

Y-1-(1) 軟鋼及び 490N/mm2 鋼に用いる溶接ワ

イヤ及びティグ溶加材  

YGW1X      （JIS Z 3312） 

YFWXX      （JIS Z 3313） 

YGT50      （JIS Z 3316） 

Y-1-(2)  低温用鋼に用いる溶接ワイヤで，溶着

金属のニッケル量が 2%未満のもの 

YGL1-XX    （JIS Z 3325） 

Y-1-(3) 590N/mm2 級鋼に用いる溶接ワイヤ及

びティグ溶加材 

YGW2X      （JIS Z 3312） 

YGT60,YGT62 (JIS Z 3316） 

Y-1-(4)  685〜780N/mm2 級鋼に用いる溶接ワイ

ヤ及びティグ溶加材 

YGT70,YGT80 (JIS Z 3316) 

一方、「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルド

インサート又は心線の区分」は溶接金属の主要成分で区分されている。溶接施工法確

認試験の確認項目の区分の内容が異なるものを参考にすることは適切でなく、変更

は妥当とは判断できない。 

したがって、「WP-321 母材の種類」の(2)は削る。 

なお、「WP-321 母材の種類」(2)2)のただし書「被覆アーク溶接，サブマージアー

ク溶接，ティグ溶接，ミグ溶接及びマグ溶接」とは「表 WP-310-1 溶接方法の区分」

に示す A、J、T及び M（ミグ溶接、マグ溶接）のことでよいか、日本機械学会は、次

のように説明している197。 

その通りです。 

「表 WP-310-1 溶接方法の区分」に示す溶接方法の Mにはミグ溶接、マグ溶接の外

に炭酸ガスアーク溶接、フラック入りワイヤミグ溶接及びフラック入りワイヤマグ

溶接が記載されている。「ミグ溶接及びマグ溶接」と「表 WP-310-1 溶接方法の区分」

に示す溶接方法の Mの種類の関係を明確にすることを要望する。 

② 「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」は JIS規格、材料規格及び高速炉や再処理

設備等の日本機械学会規格の材料について「標準合金成分」と「母材の区分」を記載

しているが、参考資料でなく規定とした理由について、日本機械学会は、次のように

説明している198。 

母材の区分は表 WP-321-1に規定していますが、表 WP321-2に示す代表的な鋼

種については、母材の区分に疑義が生じない様に規定をした方が規格の運用上

好ましいと判断しました。 

「４．３．１２ 母材の区分」（３）③において述べたとおり、標準合金成分とし

て記載し、又は除外する元素の選定方法が不明確であり、「表 WP-321-2 各種材料の

母材の区分」はなくてもこれまで運用されてきたことから、「表 WP-321-2 各種材料

の母材の区分」は適用除外とし、「WP-321 母材の種類」の(3)は削る。 

「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」には、日本電気協会「原子力発電所耐震設

計技術規程 JEAC 4601-2021」199の「附属書（規定）4.1 機器･配管系の耐震設計に適

 
197 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(19) 
198 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(23) 
199 「民間規格の技術評価の実施に係る計画（令和６、７年度）」（令和６年７月 10 日原子力規制委員会）に

おいて、技術評価を実施することが了承されている。 
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用する許容応力の値」において規定する「JIS G 5502(2001+2007追補 1)球状黒鉛鋳

鉄品」FCD400及び FCD450についての母材の区分が示されていない（当該材料は溶接

されないということか）。その理由について、日本機械学会は、次のように説明して

いる200。 

現状、当該材料を溶接することは想定していません。 

JIS G 5502(2001+2007追補 1)「球状黒鉛鋳鉄品」の FCD400及び FCD450について

は溶接を想定していないとのことを確認した。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)「表 WP-321-1 母材の区分」以外の母材の「種類」 

「WP-321 母材の種類」(1)において「表 WP-321-1以外の母材については，母材の

種類及び成分の組合せごとの区分とする。」と規定されているが、この場合の母材の

「種類」（分類の仕方）について、日本機械学会は、次のように説明している201。 

表 WP-321-1に記載されている母材の区分は、化学成分範囲もしくは引張強さ

によって区分されています。したがって、表 WP-321-1以外の母材の「種類」に

ついても、同様に化学成分範囲もしくは引張強さによって分類されます。 

母材の種類を区分する際には、引張強さも考慮した区分とすることを明確にする

ことを要望する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

① 、② 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WP-321 母材の種類 

 

(1)(略) 

(2)ただし，第1部表N-Xll0-

1 「機械試験」に示す破壊

靱性試験が要求されない

溶接継手の溶接を行う場

合，次のいずれかを満足

していれば， P番号，グ

ループ番号ごとの溶接施

工法確認試験を行わず

に，既に確認されている

溶接施工法を用いて溶接

を行ってもよい。 

1)衝撃試験を必要としな

い場合において，母材の

P 番号が P-1, P-3 及び

P-4 で既に確認されてい

る溶接施工法を用いて，

同じ P番号で異なるグル

(1)(略) 

 

 
200 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(90) 
201 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(18) 
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ープ番号の母材の溶接

を行なう場合。ただし，

電子ビーム溶接及び 1パ

スレーザビーム溶接の

場合は除く。 

2)衝撃試験を必要としな

い場合において，母材の

P番号が P-1, P-3, P-4

及び P-5 (P-5 の場合は

グループ番号 1に限る。）

で既に同じ P番号の母材

どうしで確認されてい

る溶接施工法を用いて，

同じ P番号の母材とそれ

よりも小さい P番号の母

材の組合せの溶接を行

なう場合。ただし，被覆

アーク溶接，サブマージ

アーク溶接，テイグ溶

接，ミグ溶接及びマグ溶

接を行う場合に限る。 

(3)表 WP-321-2 に各種材料

の母材の区分(P-No 及び

グループ番号区分）を示

す。 

○ 「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」は、適用除外とする。 

変更点以外 

なし 

 

（６）要望事項 

○ 「ミグ溶接及びマグ溶接」と「表 WP-310-1 溶接方法の区分」に示す溶接方法の M

の種類の関係を明確にすることを要望する。 

○ 母材の種類を区分する際には、引張強さも考慮した区分とすることを明確にする

ことを要望する。 

 

４．３．１７．２ 母材の厚さ 

（１）変更の内容 

① 試験材の厚さによって母材の厚さの区分を規定 

② 突合せ溶接の場合の母材の厚さの上限について具体化 

 

表 4.3.17.2 溶接施工法確認試験における母材の厚さの変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-322 母材の厚さ 

(1)母材の厚さの区分は，試験材の厚さによ

って表 WP-322-1 とする。 

WP-316 母材の厚さ 
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① 試験材の厚さと認定される範囲の関係を明確にした202。 

② 溶接後熱処理を行わない場合、溶接施工ができる厚さは、表 N-X090-3で上限が決

められており、その上限の厚さは、試験を行った試験材の厚さの 2倍より薄くなる場

合があるため、母材の厚さの上限について具体的に規定した。 

 

（３）検討の結果 

① 溶接規格 2012（2013）の「WP-316 母材の厚さ」の(1)において、突合せ溶接の場

合は母材厚さの上限までの範囲を 1区分とすると規定している。他方、溶接規格 2020

は「WP-322 母材の厚さ」の(1)において、試験材の厚さによって「表 WP-322-1 母材

の厚さの区分」により認定される母材の厚さの区分と規定している。溶接規格 2012

（2013）は溶接施工法確認試験における母材の厚さから試験材の厚さを定めている

が、溶接規格 2020は試験材の厚さから認定される母材の厚さを定めており、考え方

が異なる。 

 
202 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：26 頁 3.① 

 

表 WP-322-1 母材の厚さの区分 

試 験 材 の 厚 さ

t(mm) 

認定される母材の

厚さの区分 T(mm) 

1.5未満 t 以上 2t以下 

1.5以上 10末満 1.5 以上 2t以下 

10以上 150末満 5 以上 2t 以下ただ

し，最大 200 

150以上 5 以上 l.33t 以下

又は 200 の大きい

値以下 

(1)次に示す条件で行う場合における T

の上限は，l.ltとする。 

1)いずれかのパスの厚さが 13mm を超え

る場合 

2)片面 1パスで溶接を行う場合 

 

(2)溶接後熱処理を行わない突合せ溶接部

の場合にあっては，表 N-X090-3「溶接後

熱処理を必要としないものの条件」で規

定されている溶接部の厚さを認定される

母材の厚さの上限とする。溶接後熱処理

を行わない突合せ溶接部以外（すみ肉溶

接部等）の場合にあっては，表 N-X090-3

で規定されている溶接部の厚さ及び母材

の厚さが上限となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)突合せ溶接：母材厚さの上限までの範囲

を 1区分とする。 
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溶接施工法の選定に当たっては、適用する工作物の母材の厚さが溶接施工法確認

試験における母材の厚さの制限内であることを確認する。機器の基本設計において

母材の厚さが確定してから溶接部の設計が行われ、既存の溶接施工法が適用不可の

場合又は新技術の溶接方法適用等の場合に、新たな溶接施工法を取得する目的で試

験材が用いられるが、試験材の厚さは溶接施工法確認試験の確認項目ではない。この

ため、「WP-322 母材の厚さ」に試験材の厚さにより母材の厚さを区分する規定を追加

したことは、妥当とは判断できない。 

したがって、「WP-322 母材の厚さ」の(1)の「母材の厚さの区分は，試験材の厚さ

によって表 WP-322-1とする。」は「突合せ溶接は母材厚さの上限までの範囲を 1区分

とする。」に読み替え、「表 WP-322-1 母材の厚さの区分」は削る。 

試験材の厚さを母材の上限値とする規定を削除した点については、「４．３．２２．

１ 確認試験と試験材」において評価する。 

② 「WP-322 母材の厚さ」(2)において、溶接後熱処理を行わない場合の溶接部の厚さ

を母材の厚さの上限とする規定が追加されたが、実際には、母材の厚さによって溶接

後熱処理の要否が決まる。(2)の規定の必要性について、日本機械学会は、次のよう

に説明している203。 

溶接後熱処理を行わずに溶接できる厚さは、第 1部の表 N-X090-3にあります

が、ユーザの利便性を考慮して、許容される最大厚さを規定したものです。第 2

部は溶接施工法確認試験に関する規定であり、第 1 部とは別に規定することで

利便性が高まるため、必要と考えました。 

「WP-322 母材の厚さ」(2)はユーザの利便性を考慮して規定したとのことである

が、要求事項ではなく要求事項を解説したものといえる。また、実際には、母材の厚

さによって溶接後熱処理の要否が決まるところ、溶接後熱処理を行わない場合の溶

接部の厚さを母材の厚さの上限とする等、誤解を招く内容であることから、(2)の追

加は妥当とは判断できない。 

したがって、「WP-322 母材の厚さ」(2)は削る。 

 

（４）適用に当たっての条件 

①、② 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WP-322 母材の厚

さ 

 

(1)母材の厚さの区分は，試験材

の厚さによって表 WP-322-1と

する。 

 

表 WP-322-1 母材の厚さの区分 

試 験 材

の 厚 さ

t(mm) 

認定される母材の

厚さの区分 T(mm) 

1.5未満 t 以上 2t以下 

1.5 以上 1.5以上 2t 以下 

(1)突合せ溶接は母材厚さの上

限までの範囲を 1区分とする。 

 
203 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(20) 
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10末満 

10 以上

150末満 

5 以上 2t 以下ただ

し，最大 200 

150以上 5 以上 l.33t 以下

又は 200 の大きい

値以下 

(1)次に示す条件で行う場合

における T の上限は，l.lt と

する。 

1)いずれかのパスの厚さが

13mmを超える場合 

2)片面 1 パスで溶接を行う場

合 

 

(2)溶接後熱処理を行わない突

合せ溶接部の場合にあって

は，表 N-X090-3「溶接後熱処

理を必要としないものの条

件」で規定されている溶接部

の厚さを認定される母材の厚

さの上限とする。溶接後熱処

理を行わない突合せ溶接部以

外（すみ肉溶接部等）の場合に

あっては，表 N-X090-3で規定

されている溶接部の厚さ及び

母材の厚さが上限となる。 

 

４．３．１８ 溶接施工法確認試験における溶接材料 

本規格は、溶接施工法確認試験における溶接材料について、「WP-330 溶接材料」、「WP-

331 溶接金属」、「WP-332 溶接棒」、「WP-333 溶加材」、「WP-334 心線」、「WP-335 

ウェルドインサート（融合インサート）」及び「WP-336 フラックス」に規定している。 

 

４．３．１８．１ 溶接金属の区分、溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区

分 

本規格は、溶接施工法確認試験における溶接材料の溶接金属の区分について、「表 WP-

331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」に、溶加材若しくはウェル

ドインサート又は心線の区分について、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサー

ト又は心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区

分」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.18.1 溶接施工法確認試験における溶接金属

の区分の変更点」参照） 

① 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」A-1について、「溶接金属の主要成分（％）」の C量を 0.15%以下か
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ら 0.20％以下に、Cr量、Mo量及び Ni 量を規定なしからそれぞれ 0.20%以下、0.30%

以下及び 0.50%以下に変更し、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又

は心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区

分」の記載をこれに対応して変更 

② 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」A-2及び A-3について、「溶接金属の主要成分（％）」の Ni量を規

定なしから 0.50%以下に変更し、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート

又は心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の

区分」の記載をこれに対応して変更 

③ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」の A-4-1 を A-4 に、「溶接金属」のクロムモリブデン鋼を Cr(2～

4%)-Mo 鋼に、「溶接金属の主要成分（％）」の Cr 量を 2.00～5.00%から 2.00～4.00%

に、Ni量を規定なしから 0.50%以下に変更し、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェル

ドインサート又は心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）

又は心線の区分」の記載をこれに対応して変更 

④ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」の A-4-2 を A-5 に、「溶接金属」のクロムモリブデン鋼を Cr(4～

10.5%)-Mo鋼に変更し、以降の「溶接金属の区分(A-No.)」の番号を繰り下げ、「溶接

金属の主要成分（％）」の Cr 量を 5.00～10.50%から 4.00～10.50%に、Ni量を規定な

しから 0.80%以下に変更し、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は

心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」

の記載をこれに対応して変更 

⑤ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」の A-5を A-6に、「溶接金属」のマルサンサイト系ステンレス鋼を

Cr系ステンレス鋼（マルテンサイト系）に、「溶接金属の主要成分（％）」の Ni量を

規定なしから 0.80%以下に変更し、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサー

ト又は心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線

の区分」の記載をこれに対応して変更 

⑥ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」の A-6 を A-7 に、「溶接金属」のフェライト系ステンレス鋼を Cr

系ステンレス鋼（フェライト系）に、「溶接金属の主要成分（％）」の Ni量を規定な

しから 0.80%以下に変更し、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は

心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」

の記載をこれに対応して変更 

⑦ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」の A-7を A-8に、「溶接金属」のオーステナイト系ステンレス鋼を

Ni-Cr系ステンレス鋼（オーステナイト系）に変更し、「表 WP-333-1 溶加材若しくは

ウェルドインサート又は心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサー

ト含む）又は心線の区分」の記載をこれに対応して変更 
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⑧ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」の A-8を A-9に、「溶接金属」のオーステナイト系ステンレス鋼を

Ni-Cr 系ステンレス鋼(オーステナイト系)に、「溶接金属の主要成分（％）」の Cr 量

を 25.00～30.00%から 19.00～30.00%に、Mo量を 4.00%以下から 6.00%以下に変更し、

「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」及び「表 WQ-313-

2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」の記載をこれに対応して変更 

⑨ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の「溶接金

属の区分(A-No.)」A-10について、Cr量を規定なしから 0.50%以下に規定し、「表 WP-

333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」及び「表 WQ-313-2 溶加

材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」の記載をこれに対応して変更 

⑩ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」に「溶接金

属の区分(A-No.)」A-11（「溶接金属」が Mn-Mo鋼）及び A-12（「溶接金属」が Ni-Cr-

Mo鋼）を追加し、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」

及び「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」の記載をこ

れに対応して追加 

⑪ 「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」の「溶加材又

はウェル土インサートの区分」に R-61 を、「心線の区分」に E-61 を、「種類」に Zr

（ジルコニウム）を追加 

⑫ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」の溶接金属

の区分の決め方に関する(注)２．～５.を追加 

⑬ 「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」に（注）とし

て「1.ソリッドワイヤとフラックス入りワイヤは，異なる区分とする。フラックス入

りワイヤの心線の区分の記号は，上記の記号の後に(FC)を記載する。（例：E-1(FC),E-

8(FC)等）」を追加 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①～⑩ 表 WP-331-1に掲げる溶接金属の区分は、基本的に溶接材料等の合金成分を考

慮して決定されるが、材料仕様の多様化に伴い、ASME Sec.Ⅸと整合するように見直

しを行った204,205。 

③～⑩ 溶接金属の区分 A-4～A-8は、対応する母材の区分（P-No.）とずれており、混

乱を招くおそれがあることから、溶接金属の区分及び番号を見直した206。 

⑫ 溶接金属区分の証明方法が規定されていないため、明確にした207。 

 
204 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№19 
205 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№22 
206 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№16 
207 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№16 
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①～⑪、⑬ 溶加材又はウェルドインサートの区分（R-No.）及び心線の区分（E-No.）

は、その主要成分が相当する溶接金属の区分（A-No.）に基づいて決定されるが、当

該 A-No.が改定されたため、これに整合するように改定した208。 

 

（３）検討の結果 

「WP-331 溶接金属」で引用する「表 WP-331-1 溶接金属の区分」について、溶接

規格 2012(2013)の「表 WP-304-1 溶接金属の区分」から次表の変更が行われた。ま

た、これに対応して「表 WQ-313-4 溶接金属の区分」及び「表 WP-333-1 溶加材若し

くはウェルドインサート又は心線の区分」も変更された。 

なお、日本機械学会が「WP-321 母材の種類」等において参考としている JIS B 8285 

(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」209には、「表 WP-331-1 溶接金属の区

分」に相当する区分は規定されていない。 

 

これらについて、日本機械学会は、次のように説明している210。 

① A-1（炭素鋼）の C 量を 0.15%以下から 0.20％以下に変更し、Cr 量、Mo 量及び Ni

量を規定なしからそれぞれ 0.20%以下、0.30%以下及び 0.50%以下と規定 

変更理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

ASME Section IX に整合させました（国内の溶接材料の仕様も考慮）。国際的

に未規定元素（意図的に添加しない元素：「―」と表示）の扱いが問題になった

ことを考慮して、改定しました。 

 
208 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№17 
209 「WP-321 母材の種類」（解説）参照。 
210 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(69)(a)a), b), 

c), d), e), f), g), h), i), j)及び(71)a), b), c), d), e), f), g), h), i), j), k), 
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「意図的に添加しない元素」（トランプエレメント）は、母材にも存在する。「表 WP-

321-1 母材の区分」に記載する「標準合金成分の合計」には意図しない添加元素の量

を加算する規定がないが、その根拠について、日本機械学会は、次のように説明して

いる211。 

標準合金成分は、性能を向上させるために意図的に添加される主要な成分、又

は微量であっても重要な成分です。一方、意図的に添加しない成分は、製鋼工程

で除去しきれずに混入又は残留するものであり、性能向上に寄与しないため、表

WP-321-2 に掲げるように標準合金成分として表記されません。なお、第 4 部用

語集に与えられている「標準合金成分」は、定義として引用しておらず、誤解を

与える内容であるため削除する予定です。 

JIS Z 3211(2008)「軟鋼,高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク溶接棒」の炭素鋼系

材料の化学成分において、C量が 0.20%以下、Cr量、Mo量及び Ni量がそれぞれ 0.20%

以下、0.30%以下及び 0.30%以下と規定されている。したがって、C量を 0.15%以下か

ら 0.20％以下に、Cr量、Mo量及び Ni量を規定なしから、それぞれ 0.20%以下、0.30%

以下及び 0.50%以下に変更したことは、妥当と判断する。 

日本機械学会は「意図的に添加しない成分は、製鋼工程で除去しきれずに混入又は

残留するものであり、性能向上に寄与しない」としているが、クロム、モリブデン及

びニッケルは重要な合金元素であり溶接性や強度等に影響する。クロム、モリブデン

及びニッケルが母材の種類を選択する条件として規定されている。また、本技術評価

書212第 3 分冊の「４．２．４ 使用可能材料の特別要求事項」（４）においても述べ

ているが、JIS B 8265(2024)「圧力容器の構造－一般事項」の「附属書 A(規定)母材

の区分」においては、母材の区分の P 番号 P-1について、次のように規定している。 

JIS B 8265:2024の A.2  P 番号を適用する場合の追加条件 

炭素鋼は，材料規格に規定されていない合金元素の含有量が，表 A.1に掲げる

上限値以下に限り P番号 1とする。また，JIS G 3101の記号が SS330及び SS400

の材料は，更に次の条件を満足する場合に限りに P番号 1としてもよい。 

a)キルド鋼 

b)P及び Sの含有量は 0.04％以下 

表 A.1－材料規格に規定されていない合金元素の上限値 

合金元素 上限値(%) 

Al 0.3 

B 0.0008 

Cr 0.3 

Co 0.3 

Cu 0.4 

Pb 0.4 

Mn 1.65 

 
211 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(69)(a) 
212 日本機械学会 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2020）、材料規格（JSME S NJ1-

2020）、溶接規格（JSME S NB1-2020）及び設計・建設規格 事例規格 発電用原子力設備における「応力

腐食割れ発生の抑制に対する考慮（JSME S NC-CC-002（改定）-2）」に関する技術評価書 
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Mo 0.08 

Ni 0.3 

Nb 0.06 

Si 0.6 

Ti 0.05 

W 0.3 

V 0.1 

Zr 0.05 

その他（S，P，C及び Nを除く。） 0.1 
 

上記表 A.1に記載されている合金元素と上限値は、溶接規格 2020の解説第 4章用

語集の番号 3-3に記載する用語「合金鋼」の定義（出典は JIS G 0203 と記載）と同

じものである。 

「表 WP-321-1 母材の区分」においても、母材を含めた意図しない元素（規格に化

学成分量が明確に規定されていないもの）による溶接性や強度等への影響の考慮（母

材の区分、炭素当量、溶接割れ感受性組成、再熱割れ感受性指数）を規定において明

確にすることを要望する。 

② A-2（モリブデン鋼）及び A-3（クロムモリブデン鋼）の Ni量を規定なしから 0.50%

以下に規定 

変更理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

①の変更理由と同様です。 

A-2（モリブデン鋼）と A-3（クロムモリブデン鋼）の違いは、クロム量を A-2（モ

リブデン鋼）が 0.5%以下、A-3（クロムモリブデン鋼）が 0.40～2.00 と制限するの

みで他の合金元素制限は同じ値である。Cr量の範囲が一部重複しているが、Cr量が

0.45%の場合はどちらに区分するかについて、日本機械学会は、次のように説明して

いる213。 

モリブデン鋼用溶接棒（Cr量は「－」又は上限値を規定）の場合は A-2、クロ

ムモリブデン鋼用溶接棒（Cr量の範囲を規定）の場合は A-3に区分されます。 

JIS Z 3223(2010)「モリブデン鋼及びクロムモリブデン鋼用被覆アーク溶接棒」の

化学成分においては、Ni量を規定していないものが多いが、注書き c)において規定

のない成分の合計は 0.5%以下と規定している。したがって、A-2（モリブデン鋼）及

び A-3（クロムモリブデン鋼）の Ni量を 0.50%以下とした変更は、妥当と判断する。 

Cr量が「－」又は上限値を規定している場合は A-2、Cr量の範囲を規定している

場合は A-3 と、A-2（モリブデン鋼）と A-3（クロムモリブデン鋼）の違いを、表に

おいて明確にするよう要望する。 

③、④ A-4-1（クロムモリブデン鋼）を A-4（Cr(2～4%)-Mo鋼）に変更し、Cr量を 2.00

～5.00%から 2.00～4.00%に、Ni量を規定なしから 0.50%以下と規定、A-4-2（クロム

モリブデン鋼）を A-5（Cr(4～10.5%)-Mo鋼）に変更し、以降の「溶接金属の区分(A-
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No.)」の番号を繰り下げ、Cr量を 5.00～10.50%から 4.00～10.50%に、Ni量を規定な

しから 0.80%以下に変更 

変更理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

①の変更理由と同様です。 

  クロムモリブデン鋼の A-4 と A-5 の Cr 量は両者の閾値を 5%から 4%に変更してい

るが、これにより溶着金属区分が変更されるものの有無について、日本機械学会は、

次のように説明している214。 

改定を検討した際に、溶接材料 JIS における溶着金属の化学成分の範囲を調

査しましたが、通常の母材に整合した溶接材料を用いる場合、溶接材料の区分が

変更されるものは見当たりませんでした。しかしながら、溶接材料が多種多様化

（特に AWS仕様に含まれない特殊な仕様が増加）してきているので、今後、番号

の与え方について見直す予定です。 

日本機械学会は、ASME Code Sec.Ⅸに整合させたとしているが、溶接金属の区分番

号を海外規格に整合させて A-4-1を A-4に、A-4-2を A-5に変更する技術的な必要性

はない。他方、火技解釈の「別表第 19 溶接金属の区分」においては、クロムモリブ

デン鋼は A-4-1と A-4-2に区分されている。A-4-2（クロムモリブデン鋼）を A-5（Cr(4

～10.5%)-Mo 鋼）に変更し以降の区分番号を繰り下げたことは、無用な混乱を生じさ

せる変更であり、妥当とは判断できない。 

したがって、「溶接金属の区分(A-No.)」の「A-4」は「A-4-1」に、「A-5」は「A-4-

2」に読み替える。 

JIS Z 3223(2010)「モリブデン鋼及びクロムモリブデン鋼用被覆アーク溶接棒」の

化学成分においては、「表 2－溶着金属の化学成分」の記号 5CM 及び 5CML の Cr 量が

4.0%～6.0%と規定され、そのほかに 4.0%を含む範囲のものはない。Cr 量を 2.00～

5.00%から 2.00～4.00%に変更したことは、区分を明確にしたものであり、変更は妥

当と判断する。Ni量を 0.50%以下としたことは、上記②と同様であり、変更は妥当と

判断する。 

⑤ A-5（マルサンサイト系ステンレス鋼）を A-6（Cr系ステンレス鋼（マルテンサイ

ト系））に変更し、Ni量を規定なしから 0.80%以下と規定 

変更理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

①の変更理由と同様です。 

JIS G 4304(2021)「熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」の「表 6-マルテンサイト

系の化学成分」には、「Niは 0.60%を超えてはならない」と規定されている。また、

JIS Z 3221(2021)「ステンレス鋼被覆アーク溶接棒」の「表 2-溶着金属の化学成分」

にもマルテンサイト系の Ni 量は化学成分を表す記号が 410 の場合に 0.70%以下であ

る。さらに、「表 2-溶着金属の化学成分」の注 a)には、「通常の分析過程において，

この表の中に規定していない元素で，鉄（Fe）以外の含有が認められる場合には，そ

れらの合計が 0.50を超えてはならない。」と規定されている。JIS Z 3321(2021)「溶
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接用ステンレス鋼溶加棒，ソリッドワイヤ及び鋼帯」の「表 3-溶加材の化学成分」

においても、マルテンサイト系の Ni 量は化学成分を表す記号が 410 の場合に 0.60%

以下である。Ni量を 0.80%以下と規定する根拠について、日本機械学会は、次のよう

に説明している215。 

なお、マルテンサイト系ステンレス鋼については材料規格 2020で鋼棒（溶接をし

ない）を除いて使用不可とされており、溶接規格 2020でマルテンサイト系の規定を

置く必要はない。 

従来の「－」表示の場合、含有量に制限がなく、意図的に添加しても報告する

必要はないと解釈される問題が多発しました。この問題を防ぐため、ASME Sec-

tion IX に整合する値を採用しました。また、マルテンサイト系ステンレス鋼に

ついては、溶接構造物の耐圧部分に使用することはなく、実績もないため、かな

り以前から溶接規格より削除するべきという意見が上がっておりました。その

一方で、残すべきという意見もあったため、継続検討中です。 

Ni量 0.8%以下の規定は JIS規格の溶接材料及び母材の化学成分量を緩和する改定

であり、その技術的根拠が示されていないことから、A-6（Cr系ステンレス鋼（マル

テンサイト系））の Ni 量を 0.80%以下と規定する変更は、仮に材料規格においてマル

テンサイト系ステンレス鋼の鋼板や管が規定されていたとしても、妥当とは判断で

きない。 

マルテンサイト系ステンレス鋼は、材料規格 2020で（溶接をしない）鋼棒を除い

て使用不可とされており、溶接規格 2020 でマルテンサイト系を規定する必要はない

ことから、「溶接金属の区分(A-No.)」の「A-6」は削る。 

⑥ A-6（フェライト系ステンレス鋼）を A-7（Cr系ステンレス鋼（フェライト系））に

変更し、Ni量を規定なしから 0.80%以下と規定 

変更理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

①の変更理由と同様です。 

JIS G 4304(2021)「熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」の「表 5-フェライト系の

化学成分」は、材料規格 2020で使用可としている SUS405について、「Niは 0.60%を

超えてはならない」と規定している。また、JIS Z 3221(2021)「ステンレス鋼被覆ア

ーク溶接棒」の「表 2-溶着金属の化学成分」もフェライト系の Ni量は化学成分を表

す記号が 430（化学成分を表す記号に 405は規定なし）の場合に 0.60%以下となって

いる。Ni量を 0.80%以下と規定する根拠について、日本機械学会は、次のように説明

している216。 

従来の「－」表示の場合、含有量に制限がなく、意図的に添加しても報告する

必要はないと解釈される問題が多発しました。この問題を防ぐため、ASME Sec-

tion IX に整合する値を採用しました。 
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上記③、④で述べたとおり、日本機械学会は ASME Code Sec.Ⅸに整合させたとし

ているが、溶接金属の区分番号を海外規格に整合させて A-6 から A-7 に変更する技

術的必要性はない。他方、火技解釈の「別表第１９ 溶接金属の区分」においてもフ

ェライト系ステンレス鋼は A-6に区分されている。区分番号を繰り下げたことは、無

用な混乱を生じさせる改定である。また、Ni 量 0.8%以下と規定したことは、JIS 規

格の溶接材料及び母材の化学成分量を緩和する改定であり、その技術的根拠が示さ

れていないことから、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「溶接金属の区分(A-No.)」の「A-7」は「A-6」に読み替え、同区分の

「溶接金属の主要成分（％）」の Ni量「0.8%以下」は「0.6%以下」に読み替える。 

⑦ A-7（オーステナイト系ステンレス鋼）を A-8（Ni-Cr系ステンレス鋼（オーステナ

イト系））に変更 

変更理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

①の変更理由と同様です。 

上記③、④で述べたとおり、日本機械学会は ASME Code Sec.Ⅸに整合させたとし

ているが、溶接金属の区分番号を海外規格に整合させて A-7 から A-8 に変更する技

術的必要性はない。他方、火技解釈の「別表第１９ 溶接金属の区分」においては、

当該成分のオーステナイト系ステンレス鋼は A-7 に区分されている。区分番号を繰

り下げたことは、無用な混乱を生じさせる改定であり、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「溶接金属の区分(A-No.)」の「A-8」は「A-7」に読み替える。 

⑧ A-8（オーステナイト系ステンレス鋼）を A-9（Ni-Cr系ステンレス鋼（オーステナ

イト系））に変更し、Cr 量を 25.00～30.00%から 19.00～30.00%に、Mo 量を 4.00%以

下から 6.00%以下に変更 

変更理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

①の変更理由と同様です。 

「溶着金属の区分(A-No.)」の「A-8」と「A-9」は、Ni量 7.50～15.00と 15.00～

37.00の違いと考えられるが、Cr量と Mo量の区分変更により溶着金属区分が変更さ

れるものの有無について、日本機械学会は、次のように説明している217。 

改定を検討した際に、溶接材料 JIS における溶着金属の化学成分の範囲を調

査しましたが、通常の母材に整合した溶接材料を用いる場合、溶着金属の区分が

変更されるものは見当たりませんでした。しかしながら、溶接材料が多種多様化

（特に AWS仕様に含まれない特殊な仕様が増加）してきているので、今後、番号

の与え方について見直す予定です。 

JIS Z 3221(2021)「ステンレス鋼被覆アーク溶接棒」においては、Mo量を 4.00%以

下から 6.00%以下に変更したことに関係するものは、Mo量が 4.2～5.2%の化学成分を

表す記号 385 のみであり、Cr 量が 19.5～21.5%と規定されており、対応する母材は

SUS890Lと推定される。しかし、材料規格 2020の「Part2 第 1章 表 1使用する材料
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の規格」に規定する JIS G 4304(2015)「熱間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」にはこ

れに該当する母材は規定されておらず、変更は妥当とは判断できない。 

また、上記③、④で述べたとおり、日本機械学会は ASME Code Sec.Ⅸに整合させ

たとしているが、溶接金属の区分番号を海外規格に整合させて A-8 から A-9 に変更

する技術的必要性はない。他方、火技解釈「別表第１９ 溶接金属の区分」において

は、当該成分のオーステナイト系ステンレス鋼は A-8に区分されている。区分番号を

繰り下げたことは無用な混乱を生じさせる改定であり、変更は妥当とは判断できな

い。 

したがって、「溶接金属の区分(A-No.)」の「A-9」は「A-8」に読み替え、Cr 量の

「19.00～30.00」は「25.00～30.00」に、Mo量の「6.00以下」は「4.00以下」に読

み替える。 

⑨ A-10（ニッケル鋼）の Cr量を規定なしから 0.50%以下に規定 

変更理由について、日本機械学会は、次のように説明している218。 

①の変更理由と同様です。 

JIS Z 3211(2008)「軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク溶接棒」の「表 4－

溶着金属の化学成分」において、A-10の Ni量 0.80～4.00%に該当する溶接棒の種類

の Cr 量は 0.40%以下である。Cr 量を 0.50%以下と規定する根拠について、日本機械

学会は、次のように説明している。 

従来の「－」表示の場合、含有量に制限がなく、意図的に添加しても報告の必

要はないと解釈される問題が多発しました。この問題を防ぐため、ASME Section 

IXに整合する値を採用しました。 

JIS Z 3316(2017)「軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼のティグ溶接用溶加棒及びソリッ

ドワイヤ」の「表 2－溶加材の化学成分」において R-10（E-10）の Ni量 0.80～4.00%

に該当するものとして想定する溶加材の化学成分の記号について、日本機械学会は、

次のように説明している219。 

JIS Z 3316の場合、R-10（E-10）には N2、N3、N5、N7、N71 等が該当します。 

JIS Z 3316(2017)「軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼のティグ溶接用溶加棒及びソリッ

ドワイヤ」の「表 2－溶加材の化学成分」において、化学成分の記号 N2は Cr≦0.15%、

N3、N5、N7及び N71は Cr量を規定していない。同表の注 b)において、「鉄以外の成

分であって，この表で規定していない成分を添加材の分析試験の過程で検出し定量

できるとき又は意図的に添加したときは，それらの成分の合計は，0.50%以下でなけ

ればならない。」と規定しているが、それらの成分に該当する元素が Crのみであるこ

とは考えられない。Cr 量 0.5%以下と規定したことは、JIS 規格の溶接材料の化学成

分量よりも緩和された数値であり、その技術的根拠が示されていないことから、変更

は妥当とは判断できない。 
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したがって、「溶接金属の区分(A-No.)」の A-10の「溶接金属の主要成分（％）」の

Cr量「0.5%以下」は「0.4％以下」に読み替える。 

⑩ A-11（Mn-Mo 鋼）及び A-12（Ni-Cr-Mo鋼）を追加 

追加理由について、日本機械学会は、次のように説明している。 

ASME Section IX を参考にして規定しました。（ASMEとの整合化） 

JIS Z 3211(2008)「軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク溶接棒」の「表 4－

溶着金属の化学成分」において A-11（Mn-Mo鋼）及び A-12（Ni-Cr-Mo鋼）として想

定する溶接棒の種類の記号について、日本機械学会は、次のように説明している220。 

JIS Z 3211 の場合は、次のとおりとなります。 

A-11に該当するもの：なし 

A-12に該当するもの：N4CM2、N5CM3、N4C2M2等 

A-11（Mn-Mo 鋼）及び A-12（Ni-Cr-Mo 鋼）は新たに設けた区分であり、新たな溶

接施工法確認試験を行うことになるので、追加は妥当と判断する。 

JIS Z 3316(2017)「軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼のティグ溶接用溶加棒及びソリッ

ドワイヤ」の「表 2－溶加材の化学成分」において R-11（E-11）（Mn-Mo鋼）及び R-

12（E-12）（Ni-Cr-Mo鋼）として想定する溶加材の化学成分の記号について、日本機

械学会は、次のように説明している221。 

JIS Z 3316 の場合は、次のとおりです。 

R-11（E-11）には、4M3、4M31、4M3T等が該当します。 

R-12（E-12）には、N3C1M4T、N4CM2T、N4CM21T等が該当します。 

R-11（E-11）（マンガン-モリブデン鋼）の Cr 量は 0.50%以下と規定しているが、

JIS Z 3316(2017)「軟鋼，高張力鋼及び低温用鋼のティグ溶接用溶加棒及びソリッド

ワイヤ」の「表 2－溶加材の化学成分」において 4M3、4M31及び 4M3Tは Cr量を規定

していない。同表の注 b)において、「鉄以外の成分であって，この表で規定してい

ない成分を添加材の分析試験(6.2)の過程で検出し定量できるとき又は意図的に添加

したときは，それらの成分の合計は，0.50%以下でなければならない。」と規定して

いるが、それらの成分に該当する元素が Crのみであることは考えられない。上記⑨

で述べたとおり、Cr量 0.5%以下の規定は JIS規格の溶接材料の化学成分量を緩和す

る方向であることから、妥当とは判断できない。 

したがって、JIS 規格の溶接材料の化学成分量に適合するように、Cr 量「0.5%以

下」とあるのは「分析試験の過程で化学成分が Fe、C、Si、Mn、P、S、Mo、Cu（溶加

材の化学成分量が JIS Z 3316(2017)の 4M3Tに該当する場合は Tiを含む。）以外の

ものを検出し定量できるとき又は意図的に添加したときは、それらの成分の合計が

0.50%以下」と読み替えることとする。 

なお、「表 WP-321-1 母材の区分」に追加された P-10H（オーステナイト・フェラ

イト系ステンレス鋼）に相当するものが「表 WP-331-1 溶接金属の区分」及び「表 WP-

 
220 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(69)(a)j) 
221 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(71)j) 
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333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」に規定されていないが、

解説には「同表に区分されない溶接金属については，銘柄ごとの区分とする」と規定

されている。P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）用の溶接金属を

規定しない理由について、日本機械学会は、次のように説明している222。 

オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼向けの溶接材料は JIS・ASME共に

ステンレス鋼向けの溶接材料規格に含まれており、R-No.、E-No.もステンレス鋼

と同じ区分です。そのため、A-No.も該当するステンレス鋼の成分区分で区別が

できます。溶接金属においてオーステナイト・フェライト系ステンレス鋼を追加

するかは、今後検討します。 

母材の区分 P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）は、「表 WP-321-

2 各種材料の母材の区分」(12/12)に原子力発電用規格高耐食性ステンレス鋼熱間圧

延鋼板 GSUS329J4Lが規定されているのみである。JIS Z 3221(2021)「ステンレス鋼

被覆アーク溶接棒」の「表 2-溶着金属の化学成分」及び JIS Z 3321(2021)「溶接用

ステンレス鋼溶加棒，ソリッドワイヤ及び鋼帯」の「表 3-溶加材の化学成分」にお

いて化学成分を表す記号 329J4Lが規定されているので、「表 WP-331-1 溶接金属の

区分」及び「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」に規

定することは可能である。しかし、「４．３．１２ 母材の区分」の（３）⑤で述べ

たとおり、P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）は、材料規格 2020

に規定されていないこと、溶接後熱処理の条件は今後規定する予定であることから、

削る。 

⑪ R-61（E-61）（Zr)を規定した理由について、日本機械学会は、次のように説明して

いる223。なお、R-61（E-61）（Zr)は、「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含

む）又は心線の区分」には規定されていない。 

軽水炉以外の設備に関する溶接規定を設けるため、先行して採り入れたもの

です。 

R-61（E-61）（Zr）については、「４．３．１２ 母材の区分」（３）⑤で述べたと

おり、P-61（Zr）と同様に、削る。 

⑫ 「表 WP-331-1 溶接金属の区分」に（注）2.～4.が追加された。 

（注）2.及び 3.は、表の見方に関する注意事項であり、追加は妥当と判断する。 

（注）4.は次のように規定されている。 

(注)4. 溶接金属の化学成分については，次のいずれかの方法により上記の表に

適合することを証明してもよい。 

(a)全ての溶接方法： 

溶接施工法確認試験の試験板から採取された溶接金属の成分分析値 

(b)被覆アーク溶接，テイグ溶接， レーザビーム溶接及びプラズマアーク溶接： 

溶接材料の規格に従って準備された溶着金属の成分分析値又は溶接材料の

製造者若しくは供給者の証明書の値 

(c) ミグ溶接及びエレクトロガス溶接： 

 
222 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(69)(b) 
223 令和６年８月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(71)k) 
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 溶接材料の規格に従って準備された溶着金属の成分分析値又は溶接材料

の製造者若しくは供給者の証明書の値 

 この場合，シールドガスの種類及び組合せは、溶接施工法確認試験に用い

るものと同じにする。 

(d) サブマージアーク溶接： 

 溶接材料の規格に従って準備された溶着金属の成分分析値又は溶接材料

の製造者若しくは供給者の証明書の値 

 この場合，フラックスは溶接施工法認証試験に用いる銘柄と同じにする。 

「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」において確認項目の「溶接金属」は溶接方

法を A 被覆アーク溶接と G ガス溶接を対象としている。「WP-331 溶接金属」の解説

にも「溶接金属は，被覆アーク溶接及びガス溶接における区分とし，表 WP-331-1に

掲げる区分とする。」と規定しており、(注)4.の規定は整合していない。（注）4.を規

定する目的について、日本機械学会は、次のように説明している224。 

溶接材料の種類が多様化したこと、及び区分の証明方法についてルール化す

る要望が多かったことを考慮したものです。 

「表 WP-331-1 溶接金属の区分」の（注）4.の内容は被覆アーク溶接とガス溶接に

係る「表 WP-331-1 溶接金属の区分」とは関係のないものであり、ティグ溶接やサブ

マージアーク溶接による溶接金属（溶融部＋溶着金属）の主要成分が「表 WP-331-1

溶接金属の区分」に規定する値と適合すれば溶接金属の区分（A-№）と称してもよい

と誤解を生む可能性があることから、追加は妥当とは判断できない。 

したがって、(注)4.は、削る。 

⑬ 「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」の注 1.におい

て、次のように規定している。 

1. ソリッドワイヤとフラックス入りワイヤは，異なる区分とする。 

フラックス入りワイヤの心線の区分の記号は，上記の記号の後に(FC) を記載

する。 

（例： E-1 (FC) , E-8 (FC) 等） 

「WP-334 心線」に「ソリッドワイヤとフラックス入りワイヤは，異なる区分とす

る。」と規定されている。「WP-310溶接方法」(2)クラッド溶接の規定（クラッド溶接

をクラス 1容器，クラス 2容器，クラス 1配管及びクラス 2配管に適用する場合は，

表 WP-310-1 の溶接方法の記号に続けて（ ）内に「クラッド」と記入した区分とす

る。）を参考にすると、（注）1.の「フラックス入りワイヤの心線の区分の記号は，上

記の記号の後に(FC)を記載する。」は、「WP-334 心線」の「ソリッドワイヤとフラッ

クス入りワイヤは，異なる区分とする。」の後に「フラックス入りワイヤを適用する

場合は，表 WP-333-1溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分における心

線の区分の記号に続けて(FC)と記入した区分とする。」と記載する方が明確である。

したがって、「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドインサート又は心線の区分」の

注 1.は削る。 

 

（４）変更点以外の評価 

 
224 令和６年８月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866)：溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その４）へのご回答 2.1(70) 
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（a）「WP-331 溶接金属」の解説に溶接棒の区分について記載する理由 

「WP-331 溶接金属」（解説）において、「溶接金属を確認事項としているのは，そ

の化学成分により機械的性質が異なるためである。ただし，F-0 から F-4までは，被

覆剤の種類の違いによる区分，F-5はステンレス鋼用溶接棒の区分としている。それ

以外の溶接材料（溶加材及び心線）は，化学成分が明確になっているので，確認事項

の対象としていない。」と記載されているが、「WP-331 溶接金属」に「F-0」という区

分はない。同記載は、「WP-332 溶接棒」に移すのが適切と考えられる225。 

「表 WP-332-1 溶接棒の区分」には、F-0が規定されていることから、「WP-331 溶

接金属」の解説は一部を「WP-332 溶接棒」の解説に記載する等、見直すことを要望

する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

①、② 

 なし 

③～⑬ 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 WP-331-1 溶

接金属の区分 
溶接金

属の区

分 

(A-No) 

金溶接属の主要成分

（％） 

Cr Mo Ni 

A-4 (略) (略) (略) 

A-5 (略) (略) (略) 

A-6 (略) (略) (略) 

A-7 (略) (略) 0.80

以下 

A-8 (略) (略) (略) 

A-9 19.00

～

30.00  

6.00

以下 

(略) 

A-10 0.50

以下 

(略) (略) 

A-11 0.50

以下 

(略) (略) 

（注） 

1.～3.(略) 

4. 溶接金属の化学成分について

は，次のいずれかの方法により

上記の表に適合することを証明

してもよい。 

(a)全ての溶接方法： 

溶接施工法確認試験の試験板

溶接金

属の区

分 

(A-No) 

溶接金属の主要成分

（％） 

Cr Mo Ni 

A-4-1 (略) (略) (略) 

A-4-2 

 

(略) (略) (略) 

A-6 (略) (略) 0.60

以下 

A-7 (略) (略) (略) 

A-8 25.00

～

30.00 

4.00

以下 

(略) 

A-10 0.40

以下 

(略) (略) 

A-11 注 6. (略) (略) 

 

(注) 

1.～3.(略) 

(削る) 

 

 

 

 

 

 
225 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 5-2：2.4(6) 
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から採取された溶接金属の成分

分析値 

(b)被覆アーク溶接，テイグ溶接， 

レーザビーム溶接及びプラズ

マアーク溶接： 

溶接材料の規格に従って準備

された溶着金属の成分分析値又

は溶接材料の製造者若しくは供

給者の証明書の値 

(c)ミグ溶接及びエレクトロガス

溶接： 

溶接材料の規格に従って準備

された溶着金属の成分分析値又

は溶接材料の製造者若しくは供

給者の証明書の値 

この場合，シールドガスの種

類及び組合せは，溶接施工法確

認試験に用いるものと同じにす

る。 

(d)サブマージアーク溶接： 

 溶接材料の規格に従って準

備された溶着金属の成分分析値

又は溶接材料の製造者若しくは

供給者の証明書の値 

この場合，フラックスは溶接

施工法認証試験に用いる銘柄と

同じにする。 

5.(略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.(略) 

6. 分析試験の過程で化学成分が

Fe，C，Si，Mn，P，S，Mo，Cu（溶

加材の化学成分量が JIS Z 

3316(2017)の 4M3T に該当する

場合は Tiを含む。）以外のもの

を検出し定量できるとき又は意

図的に添加したときは，それら

の成分の合計が 0.50%以下 

表 WP-333-1 溶

加材若しくは

ウェルドイン

サート又は心

線の区分 

溶加材

又はウ

ェルド

インサ

ートの

区分 

心

線

の

区

分 

種類 

R-4 E-4 Cr (2～4%)-Mo鋼 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-4に

相当するもの） 

R-5 E-5 Cr (4～10.5%)-

Mo鋼 

溶加材

又はウ

ェルド

インサ

ートの

区分 

心

線

の

区

分 

種類 

R-4-1 E-

4-1 

Cr (2～4%)-Mo鋼 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1 に掲げる A-4-1

に相当するもの） 

R-4-2 E-

4-2 

Cr (4～10.5%)-

Mo鋼 
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（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-5に

相当するもの） 

R-6 E-6 Cr 系ステンレス

鋼（マルテンサイ

ト系） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-6に

相当するもの） 

R-7 E-7 Cr 系ステンレス

鋼（フェライト

系） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-7に

相当するもの） 

R-8 E-8 Ni-Cr 系ステン

レス鋼（オーステ

ナイト系） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-8に

相当するもの） 

R-9 E-9 Ni-Cr 系ステン

レス鋼（オーステ

ナイト系） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-9に

相当するもの） 

R-61 E-

61 

Zr（ジルコニウ

ム） 

（注） 

1. ソリッドワイヤとフラックス入

りワイヤは，異なる区分とする。 

フラックス入りワイヤの心線の区

分の記号は，上記の記号の後に(FC) 

を記載する。 

（例： E-1 (FC) , E-8 (FC) 等） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1 に掲げる A-4-2

に相当するもの） 

R-5 E-5 Cr 系ステンレス

鋼（マルテンサイ

ト系） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-5に

相当するもの） 

R-6 E-6 Cr 系ステンレス

鋼（フェライト

系） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-6に

相当するもの） 

R-7 E-7 Ni-Cr 系ステン

レス鋼（オーステ

ナイト系） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-7に

相当するもの） 

R-8 E-8 Ni-Cr 系ステン

レス鋼（オーステ

ナイト系） 

（溶接金属の成

分が，表 WP-304-

1に掲げる A-8に

相当するもの） 

 

 

（削る） 

WP-334 心線 ソリッドワイヤとフラックス入り

ワイヤは，異なる区分とする。 

ソリッドワイヤとフラックス入り

ワイヤは，異なる区分とする。フ

ラックス入りワイヤを適用する場

合は，表 WP-333-1溶加材若しく

はウェルドインサート又は心線の

区分における心線の区分の記号に

続けて(FC)と記入した区分とす

る。 
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変更点以外 

 なし 

 

（６）要望事項 

○ 母材を含めた意図しない元素（規格に化学成分量が明確に規定されていないもの）

による溶接性や強度等への影響の考慮（母材の区分、炭素当量、溶接割れ感受性組

成、再熱割れ感受性指数）を規定において明確にすることを要望する。 

○ Cr 量が「－」又は上限値を規定している場合は A-2、Cr 量の範囲を規定している

場合は A-3 と、A-2（モリブデン鋼）と A-3（クロムモリブデン鋼）の違いを、表

において明確にするよう要望する。 

○ 「表 WP-332-1 溶接棒の区分」には、F-0が規定されていることから、「WP-331 溶

接金属」の解説は一部を「WP-332 溶接棒」の解説に記載する等、見直すことを要

望する。 

 

４．３．１８．２ 心線の区分 

本規格は、溶接施工法確認試験における溶接材料の心線の区分について、「WP-334 心

線」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 心線のソリッドワイヤとフラックス入りワイヤは異なる区分に変更 

 

表 4.3.18.2 溶接施工法確認試験における溶接材料（心線の区分）の変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① フラックス入りワイヤは、ソリッドワイヤと異なり、外皮金属の中にフラックスを

含むワイヤであり、心線の形態及び溶接性が大きく異なる。一般的に、フラックス入

りワイヤの方が、アークが安定するため、溶着効率が高く、溶着速度が速い。ASME及

び JISでは、溶接材料として「フラックス入りワイヤ」と「ソリッドワイヤ」は区分

されている（下表参照）。上記の理由から、心線の区分において、フラックス入りワ

イヤであることを明確にするため、新たに別の区分を設定した226。 

 
226 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3:3(2) (b) 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-334 心線 

心線の区分は，表 WP-333-1に掲げる区分

のものについては，同表に掲げるとおりと

し，それ以外のものについては心線の種類

及び成分の組合せを 1 区分とする。ソリッ

ドワイヤとフラックス入りワイヤは，異な

る区分とする。なお，2つ以上の心線を併用

する場合は，その組合せを 1区分とする。 

WP-313 心線 

心線（フラックス入りのワイヤを含む。）

の区分は，表 WP-309-1に掲げる区分のもの

については，同表に掲げる通りとし，それ

以外のものについては心線の種類及び成分

の組合せを 1区分とする。なお，2つ以上の

心線を併用する場合は，その組合せを 1 区

分とする。 
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【参考】参考とした他規格におけるソリッド／フラックス入りワイヤの区分の設

定状況 

規格 心線の区分 

JIS Z 3040(1995) 溶接施工方法の確認試験方法 ○ 

JIS B 8285(2010) 圧力容器の溶接施工方法の確認試験 ○ 

ASME BPVC Sec.Ⅸ(2021) ○ 

【記号】 ○：区分を設けている，×：区分を設けていない 

 

（３）検討の結果 

① ソリッドワイヤとフラックス入りワイヤの心線の区分を異なる区分にした場合、

既存の施工法に対してどのように確認し、及び識別するかについて、日本機械学会は、

次のように説明している227。 

（１）2019 年追補228以前の規格に従い認証した溶接施工法認証試験記録を用い

る場合 

・過去の溶接施工法認証試験又は溶接構造物に用いたワイヤの銘柄（溶接施工

要領書又は指示書、施工記録等でもよい）を確認し、「ソリッドワイヤ」か

「フラックス入りワイヤ」か判断する。 

・上記により確認された心線（「ソリッドワイヤ」か「フラックス入りワイヤ」）

に対してのみ、当該の溶接施工法認証試験記録は有効とする。 

・溶接施工法認証試験記録への「フラックス入りワイヤ」の区分の記載は不要

とする。（過去の溶接施工法認証試験記録への「フラックス入りワイヤ」の

区分の追記は求めない。） 

・溶接施工要領書においては、「フラックス入りワイヤ」を使用する場合、そ

の区分の記載を要求する。（例： E-1（FC）、 E-8（FC） 等） 

（２）2020 年版以降の規格に従い認証した溶接施工法試験記録を用いる場合 

・溶接施工法認証試験記録への「フラックス入りワイヤ」の区分の記載を要求

する。（新たに作成する溶接施工法認証試験記録へは、「フラックス入りワイ

ヤ」の区分の記載を求める。） 

・溶接施工法認証試験記録は、実際に試験で評価した心線（「ソリッドワイヤ」

あるいは「フラックス入りワイヤ」）に対してのみ有効とする。 

・溶接施工要領書は、「フラックス入りワイヤ」を使用する場合、その区分の

記載を要求する。（例： E-1（FC）、 E-8（FC） 等） 

溶接施工法としてソリッドとフラックス入りを併用していた場合がないかについ

て、日本機械学会は、次のように説明している229。 

 
227 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-2-1:3(2) (c) 1) 
228 2013 年追補の誤り 
229 第４回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

4-3:3(2) (c) 
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基本的には単独であるが、特殊なケースとして、化粧盛もしくは手直しだけ

「フラックス入りワイヤ」、バタリングだけ「ソリッドワイヤ」、などに用いられ

る可能性はある。 

フラックス入りワイヤを使用した溶接に関し、ソリッドとフラックス入りは「異な

る溶接施工法になる」ため、「併用の区分」とする場合、組合せ施工法の扱いになる

と思われるが、溶接施工法確認試験で使用しない心線の区分まで認めることになる

かについて、日本機械学会は、次のように説明している230。 

（１）新規に溶接施工法を取得する場合： 

組合せの溶接施工法となった場合、組み合わせるそれぞれの溶接施工法にお

いて、適用される心線の区分ごとに試験が実施されなければならない。このため、

施工法確認試験で使用しない心線の区分の使用を認めることはない。 

（２）過去の溶接施工法を適用する場合： 

 溶接施工法確認試験の記録を確認し、実際に試験に使用された心線の区分

を確認する。 

 ただし、実際に試験に使用された心線の区分を確認することが出来ない場

合（記録がない場合等）、当該施工法を適用し製作した溶接構造物の施工記

録、或いは溶接施工要領書等に記載の条件を採用しても良いこととしてい

る。 

 上記の場合、溶接施工法確認試験において対象となる心線が使用されたか

どうかは判断できないため、溶接施工法確認試験で使用していない心線の

区分まで認めることになる可能性は存在する。 

想定される例 

 溶接施工法確認試験：ソリッドワイヤを使用（※記録が現存しない） 

 溶接構造物の施工記録：フラックス入りワイヤを使用（※記録が現存する） 

 上記の場合、当該溶接施工法の心線の区分としてフラックス入りワイヤを

認める。 

 このような場合において、溶接施工法確認試験において確認されていない

心線の区分も認められることがあり得る。 

 なお、溶接分科会（4社）で確認した結果、過去に取得の溶接施工法におい

て、同じ開先内で「ソリッド」と「フラックス入り」を使用した実績はな

かった。 

WP-602 溶接施工法の読替え 
WP-601 に該当する溶接施工法を適用する場合は，次のいずれかの記録又は

文書を根拠として，本規格の規定に基づいた溶接施工法の確認項目の読替え
を行うことができる。 
1)以前に行われた当該溶接施工法の確認試験記録 
2) 当該施工法を適用した溶接構造物（検査に合格したもの）の施工記録 
3) 1)及び 2)に該当する記録がない場合は，当該溶接施工法の詳細がわかる
文書（溶接施工要領書又は指示書等）。ただし，溶接構造物（検査に合格

 
230 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-2-1:3(2)(c) 
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したもの）に適用したことがわかるものに限る。 
JSME S NB1 -2020 抜粋（第 2部ー13頁） 

「WP-602 溶接施工法の読替え」について、考え方とその運用方針を検討した。 

（１）「WP-602 溶接施工法の読替え」の解釈 

① 記録の優先順位は、1）⇒2）⇒3）の順番である。 

② 溶接規格の改定等により認定レンジが変更になった場合、その改定

された年版を適用した溶接施工要領書（WPS）は新しい認定レンジを

用いる。（過去の溶接施工法試験記録（PQR）の再取得までは求めない

が、過去の WPSの再利用は認めない。） 

③ 救済措置として、1）が無い場合は、2）、3）の順でその使用を認める。 

（２）想定される課題 

 以下に記載の状況を想定した場合に、「①過去の PQRが現存する場合」

と「②過去の PQRが現存せず、過去の実機施工記録が現存する場合」

とを比較した場合、両者で WPSへの記載内容（認定範囲）が異なる。 

 規定の意図に沿った適切な運用がなされない可能性が危惧される。 

（参考例） 

「①過去の PQRが現存する場合」 

過去の PQR： （ワイヤ種別）ソリッドワイヤ 

⇒新規 WPSへの記載内容（認定範囲）： （ワイヤ種別）ソリッドワイヤ 

「②過去の PQRが現存せず、過去の実機施工記録が現存する場合」 

過去の実機施工記録： （ワイヤ種別）フラックス入りワイヤ 

⇒新規 WPSへの記載内容（認定範囲）： （ワイヤ種別）フラックス入り

ワイヤ 

（３）想定される課題への対応策 

規定の意図が適切に運用されるよう、一定の制限措置を設ける。 

①WP-602（本文）に、記録の優先順位が 1）⇒2）⇒3）であることを記載す

る。 

②上記２）、３）における実機施工実績数の相当といえる実績の件数を解説

に記載する。 

心線のソリッドワイヤとフラックス入りワイヤを異なる区分に変更したことは、

溶接性が異なる等により ASME、JIS でも異なる区分とされていることから変更した

ものであり、妥当と判断する。 

溶接施工法確認試験の確認項目には、具体的条件（例えば、確認項目「溶接後熱処

理」が「○」（あり）の場合の、熱処理条件の詳細等）がある場合がある。日本機械

学会は、「溶接施工法確認試験の記録から心線の区分を確認することができない場合、

当該施工法を適用し製作した溶接構造物の施工記録、あるいは溶接施工要領書等に

記載の条件を採用しても良い」としているが、具体的条件の有無まで確認する必要が

ある。JIS の溶接施工法確認試験においては少なくとも 1995 年以降はソリッドワイ

ヤとフラックス入りワイヤを区別していることは明確であり、溶接規格 2020の場合

であっても溶接施工法認証試験の記録から心線の銘柄を確認すれば、ソリッドワイ
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ヤとフラックス入りワイヤの区別は可能である。「溶接施工法確認試験の記録から心

線の区分を確認することができない場合」は、新たな溶接施工法を取得すればよい。

旧溶接施工法については「４．３．２４ 旧規定の溶接施工法の扱い」において評価

する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

なし 

 

４．３．１８．３ ウェルドインサート 

本規格は、溶接施工法確認試験における溶接材料のウェルドインサートについて、「WP-

335 ウェルドインサート（融合インサート）」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 項目名を「ウェルドインサート」から「ウェルドインサート（融合インサート）」

に変更 

 

表 4.3.18.3 溶接施工法確認試験における溶接材料（ウェルドインサート）の変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① JIS B 8285 (2010)の「融合インサート」と同じものであることを明確にした。 

 

（３）検討の結果 

① 「WP-335 ウェルドインサート（融合インサート）」は表題に「（融合インサート）」

が追加されたが、その理由（JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試

験」において「融合インサート」とされているものと同じか、表題に「（融合インサ

ート）」を追加した意図）について、日本機械学会は、次のように説明している231。 

WP-335 の「ウェルドインサート」は、JIS B 8285 (2010) 4 d) 4)の「融合イ

ンサート」と同じものを指すので，表題に追加しました。 

 
231 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(21) 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-335 ウェルドインサート（融合インサー

ト） 

ウェルドインサート（融合インサート）を

「使用する」か「使用しない」かの区分とす

る。なお，ウェルドインサートを使用する

場合は，表 WP-333-1に掲げる区分のものに

ついては同表に掲げる区分のとおりとし，

それ以外のものについては，その種類及び

成分の組合せを 1 区分とする。 

WP-310 ウェルドインサート 

 

ウェルドインサートを「使用する」か「使

用しない」かの区分とする。なお，ウェルド

インサートを使用する場合は，表 WP-309-1

に掲げる区分のものについては同表に掲げ

る区分の通りとし，それ以外のものについ

ては，その種類及び成分の組合せを 1 区分

とする。 
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  「ウェルドインサート」と JIS B 8285 (2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試

験」の「融合インサート」が同じものであることを明確にしたとのことであり、変更

は妥当と判断する。 

「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」においては「ウェルドインサート」と記載

されている。「WP-335 ウェルドインサート（融合インサート）」の変更が反映されて

おらず、用語が統一されていない。溶接規格 2020の「ウェルドインサート」と「ウ

ェルドインサート（融合インサート）」はいずれかに用語を統一するか、「ウェルドイ

ンサート」と JIS B 8285 (2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」の「融合イ

ンサート」が同じものであることを明確にするのであれば「融合インサート」は削除

し、解説に記載する等の検討を要望する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

なし 

 

（５）要望事項 

○ 溶接規格 2020の「ウェルドインサート」と「ウェルドインサート（融合インサー

ト）」はいずれかに用語を統一するか、「ウェルドインサート」と JIS B 8285 (2010) 

「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」の「融合インサート」が同じものであるこ

とを明確にするのであれば「融合インサート」は削除し、解説に記載する等の検討

を要望する。 

 

４．３．１８．４ フラックス 

本規格は、溶接施工法確認試験における溶接材料のフラックスについて、「WP-336 フ

ラックス」に規定している。 

 

（１）変更点以外の評価 

（a）「フラックスの種類及び成分の組合せ」におけるフラックスの種類 

「WP-336 フラックス」において、「フラックスの種類及び成分の組合せを 1区分と

する」と規定しているが、フラックスの銘柄を規定すると種類及び成分の組合せも決

まるので、それで 1区分ということでもよいと考えられる。「フラックスの種類」の

具体について、日本機械学会は、次のように説明している232。 

第 4部-2-29で記載しているとおり、「フラックスの種類及び成分の組み合せ」

とは「銘柄」のことを指し、フラックスは「銘柄」毎に区分されます。 

JIS Z 3352(2017)「サブマージアーク溶接及びエレクトロスラグ溶接用フラック

ス」は「4.種類及び記号の付け方」において、「フラックスは，製造方法，フラック

スの化学成分及び用途によって分類する」と規定し、「図１－フラックスの種類の記

号の付け方」において、溶接方法、製造方法、化学成分、用途及び溶接電流の種類の

 
232 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(72) 
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記号の組合せを規定している。記号の付け方の規定を引用するなど、「フラックスの

種類」として記載する内容を明確にすることを要望する。 

 

（２）適用に当たっての条件 

なし 

 

（３）要望事項 

○ 記号の付け方の規定を引用するなど、「フラックスの種類」として記載する内容を

明確にすることを要望する。 

 

４．３．１９ 溶接施工法確認試験における溶接施工条件 

本規格は、溶接施工法確認試験における溶接施工条件について、「WP-341 シールドガ

ス」、「WP-342 裏面からのガス保護」、「WP-343 裏当て」及び「WP-346 予熱」に規定

している。 

 

（１）変更の内容 

① シールドガスの区分について、2種類以上のシールドガスを混合する場合の区分を

追加（WP-341） 

② プラズマアーク溶接におけるオリフィスガスの区分を追加（WP-341） 

③ チタン及びジルコニウムの溶接におけるトレーリングシールドガス、密封容器中

の置換ガスについて追加（WP-341） 

④ チタン及びジルコニウムの溶接の裏面からのガス保護について、不活性ガスから

非不活性ガスを含む混合ガスヘの変更を区分に追加（WP-342） 

⑤ 裏当てについての区分を追加（WP-343） 

⑥ 予熱温度を、確認を受けた温度の下限から 50℃下回ってもよいとする規定を削除

し、溶接前に水分除去を目的として加熱する操作は予熱とみなさない旨追加（WP-346） 

 

表 4.3.19 溶接施工法確認試験における溶接施工条件の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-341 シールドガス 

(1)シールドガスを「使用する」か「使用し

ない」かの区分とする。 

シールドガスを使用する場合は，シール

ドガスの種類ごとの区分とし，2種類以上

のシールドガスを混合する場合は，ガス

の種類及び混合比の組合せごとの区分と

する。 

電子ビーム溶接は，表 WP-300-2，レーザ

ビーム溶接は，表 WP-300-3に規定する追

加要求ごとの区分とする。 

(2)プラズマアーク溶接におけるオリフィ

スガスは，シールドガスの区分とする。 

WP-307 シールドガス 

シールドガスを「使用する」か「使用しな

い」かの区分とする。シールドガスを使用

する場合は，シールドガスの種類及びその

組合せを 1区分とする。 

 

 

 

電子ビーム溶接は，表 WP-200-2，レーザビ

ーム溶接は，表 WP-200-3に規定する追加要

求ごとの区分とする。 
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① JIS Z 3040 (1995)「溶接施工法の確認試験方法」及び JIS B 8285 (2010)「圧力

容器の溶接施工法の確認試験」の規定を参考にして、混合ガスの場合の混合比を確認

項目にするように改訂した。 

(3)P-51(チタン），P-52(チタン合金）又は

P-61(ジルコニウム）の溶接の場合は，(1)

項の区分の他に以下の項目を区分とす

る。 

1)トレーリングシールドガスの取り止め，

トレーリングシールドガスの公称成分

の不活性ガスから非不活性ガスを含む

混合ガスヘの変更，又はトレーリングガ

スを「使用する」か「使用しない」かの

区分とする。 

2)密封容器中で溶接を行う場合は，密封容

器中の置換ガスを「使用する」か「使用

しない」かの区分とする。 

WP-342 裏面からのガス保護 

(1)裏面からのガス保護の区分は，裏面から

のガス保護を「行う」か「行わない」かの

区分とする。「裏面からのガス保護なし」

から，「裏面からのガス保護あり」への変

更は，区分の変更としない。 

 

レーザビーム溶接は，表 WP-300-3に規定

する追加要求ごとの区分とする。 

(2)P-51(チタン），P-52(チタン合金）及び

P-61(ジルコニウム）の溶接の場合は，(1)

項の区分の他に裏面ガスの公称成分の不

活性ガスから非不活性ガスを含む混合ガ

スヘの変更を区分とする。 

WP-308 裏面からのガス保護 

裏面からのガス保護を「行う」か「行わな

い」かの区分とする。 

裏面からのガス保護を行わないものにつ

いて以前に確認を受けた場合であって，裏

面からのガス保護を行うときは同一の区分

とする。 

レーザビーム溶接は，表 WP-200-3に規定

する追加要求ごとの区分とする。 

 

WP-343 裏当て 

裏当ての区分は，裏当てを「使用する」か

「使用しない」かの区分とする。裏当てを

使用する場合は，裏当てが「溶融性」か「非

溶融性」かの区分とする。なお，「裏当てな

し」から「裏当てあり」への変更，又は「裏

当てあり」から両側溶接への変更は，区分

の変更としない。 

（新設） 

WP-346 予熱 

予熱の区分は，予熱を「行う」か「行わな

い」かの区分とし，予熱を行う場合はその

温度の下限を 1区分とする。 

なお，低温，高湿度等の環境下において，

溶接部近傍の水分除去等を目的として，溶

接を行う前に加熱する操作は，予熱とはみ

なさない。 

WP-305 予 熱 

予熱を「行う」か「行わない」かの区分と

する。なお，予熱を行う場合はその温度の

下限を 1 区分とする。ただし，予熱温度の

下限について，以前に確認を受けた場合で

あって，予熱温度の下限が当該確認を受け

た下限の温度より50℃の範囲で下回るとき

は同一の区分とする。 
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② 溶接規格 2012(2013)「表 WP-200-1 溶接方法別の確認項目」の(注)3.に規定してい

たものを WP-341(2)の本文に移行した。 

③ チタン材及びジルコニウム材特有の確認項目を WP-341(3)に追加した。 

1)については、溶接トーチのノズルからのシールドガスのみでは溶接トーチが移

動すると溶接部が高温状態で大気に晒される233。活性金属の溶接において溶接部が高

温状態で大気と反応して劣化することを防止する目的でトレーリングガス及び密閉

容器中の置換ガスを規定した。ASME Code Sec.Ⅸ QW408.10では「トレーリングガス

の流量の 10％以上の減少」も確認項目にされているが、「10％以上の減少」を確認項

目にすることは、厳しすぎてそれを確認項目にすると溶接施工法が細分化されすぎ

ると考えられ、製品の溶接部では、溶接部の変色程度の確認をすることにより、トレ

ーリングシールドガスが流されたかどうかの確認ができるため、「10％以上の減少」

は確認項目にしない改定とした。 

2)については、溶接規格 2012(2013)「表 WP-200-1 溶接方法別の確認項目」の(注)3.

に規定していた P-51 及び P-52(チタン材)の密閉容器中でのシールドガスに関する

ものを本文に移行した。 

④ チタン材及びジルコニウム材特有の確認項目を追加した。 

⑤ 溶接規格 2012(2013)の「あて金」は、エレクトロスラグ溶接及びエレクトロガス

溶接の場合のみ適用される区分である。JIS Z 3040「溶接施工方法の確認試験方法」

及び JIS B 8285「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」では、「裏当ての有無」が確

認項目になっているため、「裏当て」の確認項目を追加した。 

⑥ 予熱に関する規定及び解説について見直しを行うと共に、解説のただし書の内容

を規定本文に記載した234。 

 

（３）検討の結果 

① 溶接施工法確認試験のシールドガスの確認項目の規定内容を JIS B 8285(2010)「圧

力容器の溶接施工方法の確認試験」と整合させるため、シールドガスの種類の区分に

加え、混合ガスの場合の混合比も区分として追加したものであり、妥当と判断する。 

② プラズマアーク溶接におけるオリフィスガスはシールドガスの区分であることを

明確にするため、表「WP-200-1 溶接方法別の確認項目」の(注)3の規定を本文の「WP-

341 シールドガス」で規定した変更であり、妥当と判断する。 

③ チタン及びジルコニウムの溶接におけるトレーリングシールドガス及び密封容器

中の置換ガスについて追加している。ASME Code Sec.Ⅸは、「トレーリングガスの流

量の 10%以上の減少」も確認項目としている。この確認項目を取り入れなかった理由

について、日本機械学会は、次のように説明している235。 

 
233 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：18 ページ 3.(2)(c)1) 
234 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4： 2.№5 

 
235 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3.(2)(c)2) 
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トレーリングガスを流すトレーリング治具は製品形状に合わせて製作するた

め、治具の形状によって適切なトレーリングガス流量は変わる。 

このため、トレーリングガスの流量を溶接施工法の確認項目とすることは適

切ではないと判断した。 

製品の溶接部では、溶接部の変色程度の確認をすることによって、トレーリン

グガスの流量が適切であったか確認できる。 

「トレーリングガスの流量を溶接施工法の確認項目とすることは適切ではないと

判断」したとのことだが、米国の事業者は ASME Code Sec.Ⅸに基づき、どのように

トレーリングガス流量を確認項目としているのかについて、日本機械学会は、次のよ

うに説明している236。 

・ASME Sec.Ⅸ QW-408.10 では、「トレーリングガス流量の 10%以上の減少で 1

区分」と規定されている。 

・一般にトレーリングシールド治具は製品（溶接部）形状に合わせたものを使用

する。治具の寸法形状を含むトレーリングガス流量の管理は米国の事業者の

ノウハウであるため、詳細は不明であるが、以下の通りと推定する。 

・ASME Sec.Ⅸに基づき、トレーリングガスを使用する際は、試験材形状に合っ

た治具を使用し、色調等の溶接部の外観が良好となる流量での溶接施工法確

認試験を実施する。 

・溶接部（治具）形状の違い等により、良好な溶接を行うために試験時の流量か

ら 10%以上減少させなければならない場合は、新たな溶接施工法確認試験を実

施する。 

【以下は参考記載】 

・溶接規格では、溶接部の色調によりトレーリングシールドの健全性が確認可能

であることから、トレーリングガス流量は溶接施工法の確認項目とはしてい

ない 

ASME Code Sec.Ⅸの場合は、溶接部の厚さが大きく初層を含む低層部と最終層部

とにおいて、1つのトレーリングシールド治具ではトレーリングガス流量が 10%以上

変動する場合に、トレーリングシールド治具を取り替えてトレーリングガス流量の

減少を 10%未満に維持するか、トレーリングシールド治具はそのままでトレーリング

ガス圧力を高めて流量を維持する方策をとっていると推定される。 

溶接部の変色程度に関する判定基準の規定を追加した理由について、日本機械学

会は、次のように説明している237。 

・チタン材及びジルコニウム材は活性金属であり、溶接金属に酸素又は窒素が含

まれると溶接金属が硬化し、靭性が低下する。そのため、溶接後の色調試験を

行い、溶接部の酸化の程度を確認している。 

 
236 第４回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

4-3：3(2) (c) 
237 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3(2) (c)3) 
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・溶接士技量確認試験では JISを参考に 2007年版からチタン材の溶接部の変色

程度を判定基準としている。また、再処理設備規格溶接規格（JSME S RB1-2012, 

2018）の溶接施工法確認試験にチタン材及びジルコニウム材の溶接部の変色程

度を判定基準としている。このため、発電用原子力設備規格溶接規格の溶接施

工法確認試験にも追加した。 

変色程度に関する判定基準は溶接過程における層間の変色の判定にも適用される

かについて、日本機械学会は、次のように説明している238。 

・溶接施工工場の管理において、層間も本判定基準の合格範囲内で健全性を保ち

溶接している。 

・また、溶接過程における溶接部の酸化は、最終層の溶接部外観へも影響を及ぼ

すため、最終層の外観においても、溶接過程における過度な酸化がないことを

確認している。 

「溶接部の変色程度を確認することにより適切なトレーリングシールドガスが流

されたかどうか分かる」とした根拠（『トレーリングガス流量の減少が 10％未満であ

ること』が確認できる根拠）について日本機械学会は、次のように説明している239。 

• 日本溶接協会規格 WES 7102: 2012「チタン及びチタン合金イナートガスアー

ク溶接作業標準」における溶接部の変色の程度と溶接部の性質との関係を次

に記す。 

溶接部の変色の程度とその性質との関係（WES 7102: 2012 表 8 引用） 

WES 7102: 2012 参考 

チタン溶接部
の変色の程度*1 

溶接部の性質 
JIS 検定*2に
おける合否 

溶接規格に
おける合否 

銀色 
コンタミネーション*3 のない健全な
溶接部である。 

合格 合格 
金色又は麦色 

ほとんどコンタミネーションがない
溶接部である。 

紫又は青 
溶接部表面の延性に少し影響する。し
かし溶接部全体としては，その性質に
ほとんど影響がないとみてよい。 

青白又は灰色 
かなりのコンタミネーションがある。
薄板の溶接部では延性がかなり低下
する。 

不合格 不合格 

白又は黄白 溶接部はぜい弱となる。 

*1 チタンと類似の性質をもつジルコニウム，ハフニウム，タンタルなどの溶接にも

参考となる。 （WES 7102: 2012 解説 引用） 

*2 JIS Z 3805 「チタン溶接技術検定における試験方法及び判定基準」  

*3 コンタミネーション： 雰囲気中の酸素及び窒素や母材などの汚れによる溶接金

属の汚染 （WES 7102:2012 2項 引用） 

 
238 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3(2)(c)4) 
239 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：39 頁 3.(2)(c) 
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 • 不適切なトレーリングガスシールドは、溶接部のコンタミネーションに起因

する溶接部の変色を発生させる。 

 • 溶接中及び溶接後の溶接部の変色程度を確認することにより、溶接部のコン

タミネーションの程度及び溶接部の性質（品質）を確認することが可能である。 

 • したがって、溶接規格では適切なトレーリングシールドガスの確認方法は、

『トレーリングガス流量の減少が 10%未満であること』ではなく、『溶接部の

変色程度』としている。 

• トレーリングガス流量の減少による溶接部のコンタミネーション（変色）の

程度は、一般に次に示す要因の影響を受ける。 

－ シールド治具形状  

－ 溶接部（開先）形状 

－ 溶接条件（電流、電圧、速度、溶接姿勢等） 

－ 環境（風、湿度等）  

• したがって、『トレーリングガス流量の減少が 10%未満であること』と『溶接

部の変色程度』との間に、普遍的な関係はないと考えられる。 

日本機械学会が説明で引用している JIS Z 3805(2022)「チタン溶接技術検定に

おける試験方法及び判定基準」にあっては、用語として「補助ガスシールド用ジグ」

を定義し、溶接条件の「12.1 一般」b)において「溶接時は補助ガスシールド用ジ

グを用いて溶接部に酸化及び窒化が生じないように注意しなければならない。」と

規定している。補助ガスシールド用ジグは日本機械学会の説明するトレーリング

シールド治具に相当するものと思われる。JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工

方法の確認試験」では、確認項目シールドガスにチタン特有のことは規定されてい

ないが、確認試験では他の材料の溶接部と同様に継手引張試験と曲げ試験を行い、

溶接施工方法の適切性を確認している。 

以上により、ASME Code Sec.Ⅸ(2017)QW-408.10及び QW-408.11 の規定を参考に

チタン材特有の確認項目を明確にするため、トレーリングシールドガスを本文の

「WP-341 シールドガス」で規定したことは、妥当と判断する。なお、ジルコニウ

ム（P-61）については「４．３．１２ 母材の区分」（３）⑤で述べたとおり、削

る。 

密封容器中の置換ガスについて追加したことは、溶接規格 2012(2013)「表 WP-200-

1 溶接方法別の確認項目」の(注)3.に規定していたものを本文に移行したものであ

り、妥当と判断する。 

④ チタン及びジルコニウムの溶接の裏面からのガス保護について、不活性ガスから

非不活性ガスを含む混合ガスヘの変更を区分に追加している。JIS Z 3253(2011)「溶

接及び熱切断用シールドガス」の規定によると、不活性ガスから非不活性ガスを含む

混合ガスヘの変更とは、ティグ溶接を想定すると、アルゴン、ヘリウム又はその混合

ガスからアルゴンと水素を含む混合ガスへの変更である。ASME Code Sec.Ⅸ(2017)

の QW-408.9の規定を参考にチタン材特有の確認項目を明確にするため、本文の「WP-

342 裏面からのガス保護」で規定したことは、妥当と判断する。なお、ジルコニウム

（P-61）については「４．３．１２ 母材の区分」（３）⑤で述べたとおり、削る。 
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⑤ 「WP-343 裏当て」が新設されたが、設計・建設規格 2020では「表 PVC-3130-1 継

手効率の値」に示すように、溶接後の裏当て金を取り除く場合と取り除かない場合の

両方を規定している。溶融性の裏当て材は「表 WP-333-1 溶加材若しくはウェルドイ

ンサート又は心線の区分」に示すウェルドインサートと同様な役割と思われるが、材

質を規定しない理由について、日本機械学会は、次のように説明している240。 

溶接における溶加材もしくはウェルドインサートは溶接金属になりますが、

裏当ては、その目的が「開先溶接において、片側から溶接施工するため又は溶落

ち、欠陥の発生などを防止するため」であり、溶接金属そのものにはならないた

め、材質は区分していません。 

JIS Z 3040(1995)「溶接施工方法の確認試験方法」及び JIS B 8285(2010)「圧力

容器の溶接施工方法の確認試験」では「裏当ての有無」が確認項目になっていること

を踏まえ「裏当て」についての区分を追加したことは、妥当と判断する。 

裏当て金が母材と異なる材料の場合は溶接金属の希釈が問題になることがあるの

で、裏当て金の材質について明確にすることを要望する。 

⑥ 「WP-346 予熱」において、溶接規格 2012(2013)の「WP-305 予熱」で規定されて

いた「ただし，予熱温度の下限について，以前に確認を受けた場合であって，予熱温

度の下限が当該確認を受けた下限の温度より 50℃の範囲で下回るときは同一の区分

とする。」が削除されている。日本機械学会によれば、「「WP-305 予熱」に関する規定

での 50℃低い温度まで許容するただし書きの記載は適切でないと考えられるため削

除する。」とのことである241。適切でないと考えた理由について、日本機械学会は、

次のように説明している242。 

予熱温度を 50℃の範囲で下げた場合の技術的妥当性について検討を行った結

果、疑義が生じたためです。また、我が国では、予熱は溶接後熱処理の免除条件

として行うことが多く、誤って予熱温度を下げてしまうおそれがあること、確認

された予熱温度が低く（80℃程度）、かつ、施工時の気温が高い場合には、予熱

を免除するための条件として使用されるおそれがあることなどの問題点の他、

実際に予熱温度を 50℃の範囲で下げて適用した例がほとんどなかったことも考

慮しています。 

「WP-346 予熱」から「予熱温度の下限について、50℃下回る場合も同一とみなす」

の規定を削除し、「低温、高湿度等の環境下において、溶接部近傍の水分除去等を目

的として、溶接を行う前に加熱する操作は、予熱とはみなさない」の記載を「（解説）

WP-305 予熱」から「WP-346 予熱」に移動したことは、溶接規格 2012(2013)技術評

価の「別記 溶接規格改訂において考慮されることが望まれる事項」243と整合するも

のであり、妥当と判断する。 

 

 
240 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(74) 
241 第 76 回発電用設備規格委員会資料 No.76-20-1 
242 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(75) 
243 （４）予熱（WP-305 解説） WP-305 予熱の解説のただし書において、「溶接部近傍の水分除去等を目的

として母材を加熱する場合は、予熱を「行わない」区分とする。」と記載しているが、本文規定とすること

の検討が望まれる。 
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（４）変更点以外の評価 

(a)P-51（Tiであって、規格による最小引張強さが 340MPa以下のもの）、P-52（Tiであ

って、規格による最小引張強さが 340MPa を超えるもの）がチタン、チタン合金とさ

れていること 

「WP-341 シールドガス」(3)において、「P-51（チタン）、P-52(チタン合金)又は P-

61（ジルコニウム）の溶接の場合は」と規定しているが、「表 WP-321-1 母材の区分」

では、P-51は「Tiであって，規格による最小引張強さが 340MPa以下のもの」、P-52

は「Ti であって，規格による最小引張強さが 340MPa を超えるもの」とされている。

材料規格で使用可としているチタン材の 1種、2種及び 3種はいずれも強度を微量の

Fe、Oで調整する純チタン材である。P-51（Tiであって，規格による最小引張強さが

340MPa 以下のもの）及び P-52（Ti であって、規格による最小引張強さが 340MPa を

超えるもの）を P-51（チタン）、P-52(チタン合金)と表記する妥当性について、日本

機械学会は、次のように説明している244。 

ご指摘の通り、P-51（チタン）、P-52(チタン合金)という記載は表 WP-321-1(母

材の区分)の P-51及び P-52の定義と整合しておりませんので、改定または正誤

表の発行を検討いたします。 

「４．３．１２ 母材の区分」の（３）⑤で述べたとおり、P-61（Zr）は適用除外

としていること、P-52（Tiであって、規格による最小引張強さが 340MPaを超えるも

の）は純チタンでありチタン合金と称するのは適切でないことから、WP-341(3)の「P-

51(チタン），P-52（Ti であって，規格による最小引張強さが 340MPa を超えるもの）

又は P-61（Zr）の溶接の場合は，(1)項の区分の他に以下の項目を区分とする。」は、

適切に修文することを要望する。 

なお、「表 WP-321-2 各種材料の母材に区分(12/12)」に JSME規格の HPIS C 108チ

タン合金（種類の記号：R-Ti-5Ta）が母材の区分 P-52（Tiであって、規格による最

小引張強さが 340MPaを超えるもの）と誤記載されているが、同表は「４．３．１７．

１ 母材の種類」（３）②で述べたとおり、技術評価対象外としている。 

 

（５）適用に当たっての条件 

なし 

 

（６）要望事項 

○ 裏当て金が母材と異なる材料の場合は溶接金属の希釈が問題になることがあるの

で、裏当て金の材質について明確にすることを要望する。 

○ 技術評価において、P-61（Zr）は適用除外としていること、P-52（Ti であって、

規格による最小引張強さが 340MPaを超えるもの）は純チタンでありチタン合金と

称するのは適切でないことから、WP-341(3)の「P-51(チタン），P-52（Tiであって，

規格による最小引張強さが 340MPaを超えるもの）又は P-61（Zr）の溶接の場合は，

 
244 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(73) 
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(1)項の区分の他に以下の項目を区分とする。」は、適切に修文することを要望す

る。 

 

４．３．２０ 溶接施工法確認試験における溶接後熱処理 

本規格は、溶接施工法確認試験における溶接後熱処理について、「WP-350 溶接後熱処

理」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 「保持時温度」を「保持温度」に、「最低保持時間」を「最小保持時間」に変更 

 

表 4.3.20 溶接施工法確認試験における溶接後熱処理の変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 2016年版発刊時の編集作業において変更した。（審議資料なし） 

 

（３）検討の結果 

① JIS B 8265(2017)「圧力容器の構造－一般事項」の「附属書 S(規定) 溶接後熱処

理」においては、保持温度について「保持温度」、「最低保持温度」という記載はある

が「保持時温度」という記載はない。また、保持時間についても「保持時間」、「最小

保持時間」という記載はあるが「最低保持時間」という記載はない。したがって、「保

持時温度」を「保持温度」に、「最低保持時間」を「最小保持時間」に変更したこと

は用語の適正化であり、妥当と判断する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

なし 

 

４．３．２１ 溶接施工法確認試験における破壊靭性の追加確認項目 

本規格は、溶接施工法確認試験における破壊靭性の追加確認項目について、「WP-380 衝

撃試験を必要とする場合の追加の確認項目」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 衝撃試験を必要とする場合の確認項目として、溶接姿勢、パス間温度及び溶接入熱

を追加（WP-382、WP-383、WP-384） 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-350 溶接後熱処理 

溶接後熱処理の区分は，以下のとおりと

する。また，溶接後熱処理を行う場合は，保

持温度の下限及び溶接部の厚さの最小保持

時間の組合せを 1 区分とする。 

(1)、(2)（略） 

WP-306 溶接後熱処理 

溶接後熱処理の区分は，以下の通りとす

る。また，溶接後熱処理を行う場合は，保持

時温度の下限及び溶接部の厚さの最低保持

時間の組合せを 1区分とする。 

(1)、(2)（略） 
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② 確認項目「層」を衝撃試験を必要とする場合に限定し、多層盛への変更は同一の区

分としてよい旨変更（WP-381） 

 

表 4.3.21 溶接施工法確認試験における破壊靭性の追加確認の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-380 衝撃試験を必要とする場合の追加

の確認項目 

設計・建設規格及び溶接規格において，

破壊靭性試験が要求されている場合は，WP-

381～WP-385を追加の確認項目とする。 

(新設) 

WP-381 層 

層は，片面からの溶接において多層盛又

は一層盛の区分とする。 

なお，一層盛の区分から多層盛への変更

は，区分の変更としない。 

WP-315 層 

「多層」盛と「一層」盛との区分とする。 

 

ただし，1層盛について以前に確認を受け

た場合であって，多層盛を行うとき（クラ

ッド溶接の場合を除く）は同一の区分とす

る。 

WP-382 溶接姿勢 

溶接姿勢は，溶接姿勢ごとの区分とする。 

なお，上進法による立向姿勢からほかの

溶接姿勢への変更は，区分の変更としない。 

溶接施工法確認試験での溶接姿勢と認定

される溶接姿勢の関係は，表 WP-382-1にな

る。 

 

表 WP-382-1 認定される溶接姿勢 

溶接施工法確認試

験の溶接姿勢 

認定される溶接姿

勢 

立向上進姿勢（試験

材が板の場合） 

全ての姿勢 

水平固定（試験材が

管の場合） 

全ての姿勢 

その他の姿勢（下

向，立向下進，横向，

上向） 

溶接施工法確認試

験で確認した姿勢 

（注） 

水平固定（試験材が管の場合）とは，図

WP-420-2に示すように管の試験材を水平

に置き，全姿勢又は，図 WP-420-2に示す

下から上に半周ずつ溶接する溶接姿勢で

ある。 

管を水平にし，回転させて上側（下向）

から溶接するものは，水平固定（試験材

が管の場合）に該当せず下向姿勢の区分

になる。 

（新設） 

WP-383 パス間温度 

パス間温度は，パス間温度の上限を区分

とする。 

（新設） 
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接施工法試験における確認項目の表の改定に合わせ、衝撃試験を表に追加する

ように改定した245。 

② 溶接施工法の確認項目である「層」は一層／多層に区分されるが、過去の質疑応答

において、溶接方法を組合せる場合は一層に該当しないとされていることから、その

内容を反映し考え方を明確にした246。 

 

（３）検討の結果 

① 衝撃試験要求ありの場合の確認項目として、シャルピー吸収エネルギーに影響す

る溶接姿勢、パス間温度及び溶接入熱が追加された。 

  「WP-382 溶接姿勢」については、入熱量の観点から立向上進姿勢を優先とする規

定としており妥当と判断する。 

「WP-383 パス間温度」において、「すでに行った確認試験の上限温度より 50℃の

範囲内で上回るときは，同一の区分とする。」と規定されている。溶接規格 2012(2013)

の「WP-305 予熱」で規定されていた「ただし，予熱温度の下限について，以前に確

 
245 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：2.№18 
246 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№4 

すでに行った確認試験の上限温度より

50℃の範囲内で上回るときは，同一の区分

とする。 

WP-384 溶接入熱 

(1)溶接入熱は，入熱量の上限を区分とす

る。 

(2)入熱量の計算は，次の 1)～3) いずれか

の式による。 

1) H=60EI/v 

H:入熱量(J/cm) 

E:溶接電圧(V)， I:溶接電流(A)，ｖ:

溶接速度(cm/min) 

2) H=E1/ L 

E1: 溶接エネルギー (J) ， L :溶接長

さ (cm) 

3) H=PT/ L 

P: 電力 (W) , T=アーク時間 (s) ,  

L :溶接長さ (cm) 

（新設） 

WP-385 衝撃試験温度 

衝撃試験温度は，衝撃試験温度の下限を

1区分とする。 

各機器に対する衝撃試験温度の要求値

は，次のとおりとする。 

 

（略） 

WP-322 衝撃試験 

溶接規格において，破壊靭性試験が要求

されている場合は，衝撃試験温度の下限を

1区分とする。 

各機器における衝撃試験温度は次の通り

とする。 

(略) 
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認を受けた場合であって，予熱温度の下限が当該確認を受けた下限の温度より 50℃

の範囲で下回るときは同一の区分とする。」は、溶接規格 2020では削除され、「４．

３．１９ 溶接施工法確認試験における溶接施工条件」（３）⑥において述べたとお

り、妥当と判断した。パス間温度が 50℃高くてもよいとする根拠について、日本機

械学会は、次のように説明している247。 

パス間温度が高いと靭性低下に影響がありえますが、50℃を上回らない範囲

では、影響が小さいと判断しました。なお、JIS Z 3040,JIS B 8285,ASME QW-

410.9でも同じ規定です。 

日本機械学会は、「パス間温度が高いと靭性低下に影響がありえますが、50℃を上

回らない範囲では、影響が小さいと判断しました。」とあるが、技術的根拠は提示さ

れておらず、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「WP-383 パス間温度」の「すでに行った確認試験の上限温度より 50℃

の範囲内で上回るときは，同一の区分とする。」は削る。 

「WP-384 溶接入熱」(1)において、新たに確認項目とし、入熱量の上限を区分とす

ることを規定している。また、「WP-384 溶接入熱」(2)において、入熱量は 3つの計

算式のいずれかによると規定しているが、解説において、1)～3)式の使用方法が記載

されている。 

次の記載は、適切な選択を行うための要求事項と考えられるが、規定本文ではなく

解説に記載されている。 

WP-384 溶接入熱（解説） （抜粋） 

2)式：瞬時エネルギーを測定する測定器を使用する場合に用いる。測定器には，

瞬時エネルギーが表示されるため，一定時間測定した瞬時エネルギーを積算し

て溶接入熱を求める。 

3)式：瞬時出力（パワー）を測定する測定器を使用する場合に用いる。測定器に

は，測定時間中の平均出力が表示されるため，その値を用いて溶接入熱を求め

る 

その理由について、日本機械学会は、次のように説明している248。 

式の変数と対応した補足情報であるため、本文ではなく、解説に記載すること

が適切と判断しました。 

上記記載は、入熱量の計算の手法の選択に対する補助情報ということである。 

1)の計算式は溶接速度 v が分母にあり測定期間中の溶接速度が一定である必要が

あるが、2)及び 3)の計算式は溶接長さ L が分母にあり溶接速度が変動してもその平

均速度で入熱量が算出可能という欠点がある。JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施

工方法の確認試験」においては、溶接入熱の計算に 1)式のみが規定されている。衝

撃試験値に影響する溶接入熱を適正に測定するには溶接速度が一定であることが重

要であることから、2)式及び 3)式の適用に当たっては溶接長さ L 間の溶接速度が一

定であることが必要であり、変更は妥当とは判断できない。 

 
247 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(78) 
248 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(22) 

1125



 

894 

したがって、「WP-384 溶接入熱」(2)の「入熱量の計算は，次の 1)～3)いずれかの

式による。」の後に「2)及び 3)を適用する場合は溶接長さ L間の溶接速度が一定であ

ること。」を加える。 

「WP-384 溶接入熱」(2)の規定は「入熱量の計算は」とあるが、計算自体に重要な

意味があるわけではないので「入熱量の算出は」とする等、記載を見直すことを要望

する。 

「WP-384 溶接入熱」（解説）において、「なお、ここで要求されている溶接入熱は，

絶対値でなくてもよい。」と記載されている。この意味について、日本機械学会は、

次のように説明している249。 

ご指摘の記載は「ここで要求されている溶接入熱は，電流、電圧、速度を用い

た計算値でなく、測定器を用いた測定値でもよい。」という意図でした。「絶対値」

という記載を今後、改定することします。 

「WP-384 溶接入熱」（解説）の「ここで要求されている溶接入熱は、絶対値でなく

てもよい。」は誤解を招く記載であるので見直すことを要望する。 

② 確認項目「層」を衝撃試験を必要とする場合に限定し、多層盛への変更は同一の区

分としてよい旨変更された。 

「WP-381 層」については、溶接規格 2012(2013)の「表 WP-200-1 溶接方法別の確

認項目」では衝撃試験要求の有無に関係なく溶接方法が J（サブマージアーク溶接）、

ES（エレクトロスラグ溶接）、EG（エレクトロガスアーク溶接）、ST（自動ティグ溶接）、

SM（自動ミグ溶接）及び SPA（自動プラズマアーク溶接）が確認項目の対象とされて

いたが、溶接規格 2020ではこれらの溶接方法は衝撃試験を必要とする場合のみ確認

項目の対象と変更されている。これに関し、日本機械学会は、次のように説明してい

る250。 

１）衝撃試験要求なしの場合に「WP-381 層」を確認項目から除外する根拠 

層を確認項目とするのは，溶接入熱の違いにより溶接金属部の機械的性質，組

織等が異なるためです。自動溶接の場合，大入熱による一層盛の施工が行われる

ことが多いため，衝撃試験の要否に関係なく「層」を確認項目としていました。

しかし，手溶接においても，大入熱で 1パス溶接を行うと，溶接部の靭性が低く

なる傾向にあるため，衝撃試験が要求される場合に限り確認項目にしました。す

なわち、「層」の確認項目を J、ES、EG、ST、SM、SPAに特定するのは適切でない

と判断したためです。なお、JIS Z 3040,JIS B 8285,ASME QW-410.9でも「層」

は衝撃試験がある場合の規定となっています。 

２）多層盛への変更が区分の変更とされないこととなったが、ステンレス鋼クラッ

ド溶接は初層と残層で溶接材料が異なることも考えられる。多層盛を同じ区分

としてよいとする根拠 

クラッド溶接で多層の場合、初層と残層で溶接材料が異なることはあります

が、溶接材料が異なることについては、溶接金属、溶加材、心線の区分で制限を

 
249 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(79) 
250 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(77)(a)(b) 
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受けます。クラッド溶接部は衝撃試験が要求されないため除外しました。また、

第 1部の N-X110-1で、クラッド溶接部は破壊靭性試験を含む機械試験の要求が

ないこともあります。 

適切な溶接の品質を確保するには適切な入熱が必要であり、火技解釈においても、

「層」は「衝撃試験」とは別個の確認項目として規定されている。また、クラッド溶

接の場合の 1 層、多層の区別は溶接材料が異なる場合もあり層としての確認項目は

必要である。これらから、衝撃試験を必要としない場合に「WP-381 層」を確認項目

から除外する変更は、妥当とは判断できない。 

したがって、「WP-381 層」は削り、「層は，片面からの溶接において多層盛又は一

層盛の区分とする。なお，一層盛の区分から多層盛への変更（クラッド溶接の場合を

除く。）は，区分の変更としない。」を、「WP-347 層」として加える。これに伴い、表

「WP-300-1 溶接方法別の確認項目」の「WP-381 層」は削り、「WP-347 層」を加える。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)破壊靭性が要求された母材同士のすみ肉溶接の溶接施工法 

破壊靭性が要求された母材同士のすみ肉溶接の溶接施工法はどのように適用する

のかについて、日本機械学会は、次のように説明している251。 

・溶接構造物（含：炉心支持構造物）の溶接部に対する靱性要求は、基本的に材料

要求ではなく、設計要求によって決まる。 

・設計上、靱性が要求される場合は、靭性が保証された材料を用いて製造し、それ

ら部材を溶接で接合する場合には、「衝撃試験が要求される場合」の施工法を用

いて靭性を保証する。 

・したがって、「すみ肉溶接」（機械試験が要求されない溶接部）であっても、設計

上靱性が要求される場合は、「衝撃試験が要求される場合」の施工法を用いる。 

・改定は、溶接部の性能が設計要求に従属することを明確化する目的で行った。 

片方のみに破壊靭性が要求された突合せ溶接とすみ肉溶接の施工法について、日

本機械学会は、次のように説明している252。 

（突合せ溶接の場合）  

・弁を境にして機器区分が変わり、一方の配管は靭性要求があり、弁には靭性要求

のある材料が用いられ、他方の配管は靭性要求がない場合において、弁と靭性要

求がない配管との溶接が質問の事例に該当すると考えられる。 

・このような例では、表 N-X110-1によって破壊靭性試験が要求される場合を除き,

「衝撃試験が要求される場合」の施工法を用いる必要はない。 

（理由）当該溶接部の靭性を保証する必要がないためであり、弁箱の健全性に影響

するリスクが懸念される場合には、設計上、靭性要求が明記される。 

（すみ肉溶接の場合）  

 
251 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-2-1：3(2) (a)1) 
252 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3(2) (a)1) 
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・圧力容器又は配管（靭性要求あり）とその耐圧部分に直接取り付けるラグ等（靭

性要求なし）の溶接が考えられる。 

・このような例では、「衝撃試験が要求される場合」の施工法を適用しなければな

らない。 

（理由）耐圧部分（靭性要求あり）に直接溶接するため、継手形状に関係なく、耐

圧部分に形成される熱影響部（HAZ）の靭性を保証する必要がある。 

破壊靭性が要求された母材同士のすみ肉溶接の溶接施工法に関する日本機械学会

の説明は妥当である。 

 

（５）適用に当たっての条件 

① 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WP-347 層 （新設） 層は，片面からの溶接に

おいて多層盛又は一層盛の

区分とする。 

なお，一層盛の区分から

多層盛への変更（クラッド

溶接の場合を除く。）は，区

分の変更としない。 

WP-381層 層は，片面からの溶接に

おいて多層盛又は一層盛の

区分とする。 

なお，一層盛の区分から

多層盛への変更は，区分の

変更としない。 

（削る） 

WP-383パス間温度 パス間温度は，パス間温

度の上限を区分とする。 

すでに行った確認試験の

上限温度より 50℃の範囲内

で上回るときは，同一の区

分とする。 

パス間温度は，パス間温度

の上限を区分とする。 

 

WP-384 溶接入熱 (2)入熱量の計算は，次の 1)

～3) いずれかの式によ

る。 

(2)入熱量の計算は，次の 1)

～3) いずれかの式によ

る。2)及び 3)を適用する

場合は溶接長さ L 間の溶

接速度が一定であるこ

と。 

② 

なし 

 

（６）要望事項 

○ 「WP-384 溶接入熱」(2)の規定は「入熱量の計算は」とあるが、計算自体に重要な

意味があるわけではないので「入熱量の算出は」とする等、記載を見直すことを要

望する。 
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○ 「WP-384 溶接入熱」の解説「ここで要求されている溶接入熱は，絶対値でなくて

もよい。」は誤解を招く記載であるので見直すことを要望する。 

 

４．３．２２ 溶接施工法確認試験における確認試験 

本規格は、溶接施工法確認試験における確認試験について、「WP-400 確認試験」、「WP-

410 試験材の厚さ及びその取付け方法」及び「WP-420 試験片の種類，数及び採取位置」

に規定している。 

 

４．３．２２．１ 確認試験と試験材 

本規格は、溶接施工法確認試験における確認試験と試験材について、「WP-400 確認試

験」、「WP-411 試験材の厚さ」及び「WP-412 試験材の取付け方法」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 確認試験の溶接は、必要な技能を有する溶接技能者及び溶接オペレータが行うこ

とを追加（WP-400） 

② 試験材の厚さの原則を、「適用する母材の厚さの上限の 1/2から上限まで」から「取

得しようとする溶接施工法に応じて選定」に変更（WP-411） 

③ 試験材の厚さを母材の厚さの上限値とする例外規定を削除し、以降の番号を繰り

上げ（WP-411） 

④ 試験材の取付方法を衝撃試験の有無により区分し、衝撃試験を必要とする場合の

規定を追加（WP-412） 

 

表 4.3.22.1 溶接施工法確認試験における確認試験と試験材の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-400 確認試験 

(1)確認試験は，次による。 

(2)確認試験の溶接は，必要な技能を有する

溶接技能者又は溶接オペレータが行う。 

ただし，必ずしも有資格者である必要は

ない。 

WP-400 確認試験 

確認試験は，次に掲げるところにより行

うものとする。 

WP-411 試験材の厚さ 

試験材の厚さは，次のとおりとする。 

(1)試験材の厚さは，取得しようとする溶接

施工法に応じて選定する。 

ただし，「クラッド溶接」及び「管と管

板の取付け溶接」の溶接施工法確認試験

の場合は，(2)及び(3)とする。 

(削る) 

 

 

 

 

 

WP-411 試験材の厚さ 

試験材の厚さの区分は次の通りとする。 

(1)(2)から(5)に掲げる場合を除き，適用す

る母材の厚さの上限の 1/2 から上限まで

の範囲の値 

 

 

(2)次に掲げる場合は，母材の厚さの上限値 

1)確認に用いる試験材が管である場合

は，外径が 140mm 以下で，かつ，適用

する母材の厚さの上限が 19mm を超え

るとき 

2)母材の区分が，表 WP-302-1に掲げる P-
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接士の種類について、JISと整合する表記（溶接技能者）とした。また、溶接施

工法の確認試験に必要とする溶接技能資格を明記した253。 

 
253 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)「クラッド溶接」の場合の母材の厚さは，

19mm以上とする。 

(3)「管と管板の取付け溶接」の場合の管板

の厚さは 19mm以上とし，管の厚さは取得

しようとする溶接施工法に応じて選定す

る。 

(4)衝撃試験を行う場合には，(1)及び(2)に

よるほか，JIS Z 2242「金属材料のシャ

ルピー衝撃試験方法」のフルサイズ(10mm

×10mm)の試験片を採取できる厚さとす

る。 

1 及び P-3 であって，予熱温度の下限

が100℃，溶接後熱処理を行わず，かつ，

母材の厚さの上限が P-1 の場合は，

32mm，P-3 の場合は，13mm を超えると

き 

3)母材の区分が，表 WP-302-1に掲げる P-

11A-1，P-11A-2及び P-11Bであるとき 

4)ガス溶接，ティグ溶接，プラズマアー

ク溶接，半自動溶接又は自動溶接によ

る場合であって，片側溶接として 1 層

盛を行うとき 

5)エレクトロスラグ溶接又はエレクトロ

ガス溶接の場合は，母材の厚さの上限

0.9倍から上限までの値 

6)半自動溶接又は自動溶接による場合で

あって，両側溶接としてそれぞれの側

に 1 層盛を行うとき（母材の厚さが，

50mmを超える場合に限る。） 

(3)「クラッド」の場合は，19mm以上 

 

(4)「管と管板」の場合の，管板の厚さは 19mm

以上，管の厚さは母材の厚さの±10％の

範囲 

 

(5)衝撃試験を行う場合には，(1)及び(2)に

よるほか，JIS Z 2242 (2005）「金属材

料のシャルピー衝撃試験方法」のフルサ

イズ (10mm×10mm）の試験片を採取でき

る厚さとする。 

WP-412 試験材の取付け方法 

(1)衝撃試験を必要としない場合 

試験材が板である場合は下向，試験材が

管である場合は水平固定又は水平回転にな

るように取り付ける。 

ただし，専用的な自動溶接機等であっ

て，これによって行うことが適当でないと

認められるものは，実作業の姿勢とする。 

(2)衝撃試験を必要とする場合 

試験材は， WP-382で規定されている溶

接姿勢になるように取り付ける。 

WP-412 試験材の取付け方法 

 

試験材が板である場合は下向，試験材が

管である場合は水平固定又は水平回転とす

る。 

ただし，専用的な自動溶接機等であって，

これによって行うことが適当でないと認め

られるものは，実作業の姿勢とする。 
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② 溶接規格で溶接施工法試験を行った場合に認定される母材の厚さの区分は、JIS Z 

3040、JIS B 8285、ASME Section Ⅸで規定されている母材の厚さの区分と異なって

いる。他の規格との整合性を考慮し、JIS Z 3040よりも JIS B 8285の規定内容が

ASME Section Ⅸの規定内容に近く、JIS B 8285は 4法（高圧ガス保安法、ガス事業

法、電気事業法、労働安全衛生法）の整合化を目的としているため、溶接規格におい

てもその内容を取り込むと同時に、｢試験材の厚さを母材厚さの上限値とする｣規定

を改定した254。 

③ 「WP-411 試験材の厚さ(2)」に記載の母材の厚さの上限値に相当する項目は、軽水

炉の溶接にて適用箇所がないため、削除とした255。 

④ 衝撃試験の確認項目の一つに溶接姿勢を加えたため試験板の取付方法も明確にし

た。 

 

（３）検討の結果 

① 「WP-400 確認試験」に確認試験の溶接を行う溶接技能者及び溶接オペレータにつ

いて、必要な技能を有する者であることを追加したものであり、妥当と判断する。 

②、③ 試験材の厚さの原則を、「適用する母材の厚さの上限の 1/2 から上限まで」か

ら「取得しようとする溶接施工法に応じて選定」に変更された。試験材の厚さに基づ

く母材の厚さについて ASME Code Sec.Ⅸ(2017)に規定内容が近い JIS B 8285(2010)

「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」に整合させ、「表 WP-322-1 母材の厚さの区

分」を追加するなどの改定を行っている。なお、JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接

施工方法の確認試験」の「4.溶接施工方法の区分 c) 母材の厚さ 表 2」の母材の厚

さの上限を試験材厚さの 1.1 倍に制限する規定のうち溶接規格で確認項目にしてい

ない項目及び ASME Code Sec.Ⅸ(2017)では削除されているものについては、「表 WP-

322-1 母材の厚さの区分」には反映されていない。また、試験材厚さが 150㎜以上の

母材の厚さは JIS B 8285(2010)「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」では、199.5

㎜256となり 150 ㎜未満の場合の 200 ㎜と矛盾する257ため、(2)では 150 ㎜以上の母材

の厚さ下限値を 200㎜としている。 

しかし、「４．３．１７．２母材の厚さ」（３）①において述べたとおり、溶接規格

2020は試験材の厚さから認定される母材の厚さを定めているが、溶接規格 2012（2013）

は溶接施工法確認試験における母材の厚さから試験材の厚さを定めており、考え方

が異なる。 

このため、「WP-411 試験材の厚さ」(1)に規定された試験材の厚さの原則「適用す

る母材の厚さの上限の 1/2から上限まで」を「取得しようとする溶接施工法に応じて

選定」に変更したことは、妥当とは判断できない。 

 
254 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：25 ページ 3.2(d) 
255 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：28 ページ 3.2(d) 
256 同 JIS には、試験材の厚さが 150 mm 以上の場合は，1.33 t（試験材の厚さ）を T（確認される母材の厚

さの区分）の上限とする、と規定されている。 
257 同 JIS には、5 以上 2 t 以下 ただし，最大 200、と規定されている。 
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また、試験材の厚さを母材の厚さの上限値とする例外規定を削除し、以降の番号を

繰り上げる変更がされた。JIS B 8285「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」の規定

を取り込んだとのことである。同 JIS を取り込んだ理由及び試験材の厚さを母材の

厚さの上限値とする例外規定を削除した理由について、日本機械学会は、次のように

説明している258。 

溶接規格で溶接施工法試験を行った場合に認定される母材の厚さの区分は、

JIS Z 3040、JIS B 8285、ASME Section IX で規定されている母材の厚さの区分

と異なっている。他の規格との整合性を考慮し、JIS Z 3040よりも JIS B 8285

の規定内容が ASME Section IX の規定内容に近く、JIS B 8285は 4法（高圧ガ

ス保安法、ガス事業法、電気事業法、労働安全衛生法）の整合化を目的としてい

るため、溶接規格においてもその内容を取り込むと同時に、｢試験材の厚さを母

材厚さの上限値とする｣規定を改定した。 

 

参考 

試験材の厚さ t（mm） 認定される母材の厚さの区分 T（mm） 

150 5以上 200以下 

200 5以上 266以下 

300 5以上 399以下 

 

 
258 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：25 頁 3(2)(d) 

 

1132



 

901 

 

試験材の厚さを母材の上限値とする規定を削除した理由 

・２０１３年追補「WP-411試験材の厚さ(2)」に記載の母材の厚さの上限値に

相当する項目は、軽水炉の溶接にて適用箇所がないため、削除とした。 

 

 

JIS B 8285(2003) 圧力容器の溶接施工方法の確認試験 解説(抜粋) 

3.3 母材の厚さ 

 母材の厚さの区分においては，ASME Sec. IX に準拠する区分としている
が，試験材の厚さ（t）が 10 mm 以上 150 mm未満の範囲は，確認される母材
の厚さの区分（T）を 5 mm以上 2t以下とし，最大 200 mm を上限とした。 

 なお，tが 150 mm 以上のときは，ASME Sec. IXに合わせて Tを 1.33t以
下とした。 
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しかし、火技解釈（令和 4年 12月 15 日施行）の「別表第１１ 溶接施工法試験方

法及び判定基準（第 107条及び第 108 条関係）」には、同じ内容が規定されている。 

「WP-411 試験材の厚さ(2)」は「軽水炉では使用されない項目であり、削除した」

とのことだが、「表 WP-321-1 母材の区分」に当該材料が規定されており、「P-1,P-3,P-

11A-1,P-11A-2,P-11B」は軽水炉で使用されている材料と思われる。「軽水炉では使用

されない項目」とは何を指すのかについて、日本機械学会は、次のように説明してい

る259。 

・「軽水炉では使用されない項目」とは、「軽水炉への適用を踏まえて、2020 年

版では例外項目として規定しておく必要がなくなった項目」を指す。 

・(2)は 40年以上前の 「溶接方法の認可」（資源エネルギー庁長官通達）をもと

に当時は溶接実績がないため特例として制定したものであるが、以下に示す

理由により、必要ないことが明らかとなったため、削除した。 

2013年追補「WP-411 試験材の厚さ」 
(2)次に掲げる場合は、母材の厚さの上限値 
１）確認に用いる試験材が管である場合は、外径が 140mm以下で、かつ、適用す
る母材の厚さの上限が 19mmを超えるとき 

２）母材の区分が、表 WP-302-1に掲げる P-1及び P-3であって、予熱温度の下
限が 100 ℃、溶接後熱処理を行わず、かつ、母材の厚さの上限が P-1の場合
は、32mm、P-3の場合は、13mmを超えるとき 

３）母材の区分が、表 WP-302-1に掲げる P-11A-1、P-11A-2及び P-11Bであると
き 

４）ガス溶接、ティグ溶接、プラズマアーク溶接、半自動溶接又は自動溶接によ
る場合であって、片側溶接として 1層盛を行うとき 

５）エレクトロスラグ溶接又はエレクトロガス溶接の場合は、母材の厚さの上限

 
259 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：3(2) (e) 
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0.9倍から上限までの値 
６）半自動溶接又は自動溶接による場合であって、両側溶接としてそれぞれの側
に 1層盛を行うとき（母材の厚さが、50 mmを超える場合に限る。） 

１）確認に用いる試験材が管である場合は、外径が 140mm以下で、かつ、適用す

る母材の厚さの上限が 19mmを超えるとき 

・当時は、管の外径に比較して管厚が厚く、溶接施工条件の違いが大きくなる

ことから特別条項としていた。 

・2020 年版では、外径 140mm以下で 19mmを超えても、機械的性質が大きく変

わるものではないとの判断から削除した。 

・なお、JIS規格配管材料では、125A（外径 139.8mm）の場合の最大厚さは 15.9mm

（ｽｹｼﾞｭｰﾙ 160）であるため、規定の「外径が 140mm以下で、厚さが 19mmを

超えるもの」に該当する配管材料はない。 

２）母材の区分が、表 WP-302-1に掲げる P-1及び P-3であって、予熱温度の下

限が 100℃、溶接後熱処理を行わず、かつ、母材の厚さの上限が P-1の場合は、

32mm、P-3の場合は、13mmを超えるとき 

・当時、溶接後熱処理を行わない溶接施工法の場合、適用できる板厚の上限値

が決められていたことから、その上限の板厚を超えないようにするため、こ

の規定が設けられた。 

・2020 年版では、WP-322「母材の厚さ」（2）項で溶接後熱処理を行わない場合

は、表 N-X090-3で規定されている板厚の上限値の制限があることを規定す

るようにしたため、削除とした。 

３）母材の区分が、表 WP-302-1に掲げる P-11A-1、P-11A-2 及び P-11Bであると

き 

・P-11A-1、P-11A-2及び P-11Bは、当時、割れ感受性が高いという理由から、

試験材の厚さを認定される厚さの上限にした。 

・2020 年版では、製品の溶接部に対して非破壊試験で割れの有無が確認され

るため、特別扱いする必要がないとの判断から削除した。 

・ASME Sec.Ⅸ、JIS規格の溶接施工法試験でも、P-11A-1、P-11A-2、P-11Bを

特別扱いにする規定はない。 

４）ガス溶接、ティグ溶接、プラズマアーク溶接、半自動溶接又は自動溶接によ

る場合であって、片側溶接として 1層盛を行うとき 

・当時、一層盛は多層盛と比較して靱性に乏しく機械的強度及び溶接金属の組

織に差が現れ易いため区分した。 

・2020 年版では、衝撃試験が要求される場合、「多層盛」「一層盛」を確認項目

にするように改定しているため、削除した。 

５）エレクトロスラグ溶接又はエレクトロガス溶接の場合は、母材の厚さの上限

0.9倍から上限までの値 

・2020 年版でも、表 WP-322-1「母材の厚さの区分」で「いずれかのパスの厚

さが 13mmを超える場合は、(認定される母材の厚さ T は、1.1t (t：試験材

の厚さ) とする。」と規定しており、包含されるため削除した。 
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６）半自動溶接又は自動溶接による場合であって、両側溶接としてそれぞれの側

に 1層盛を行うとき（母材の厚さが、50mmを超える場合に限る。） 

・当時、一層盛は多層盛と比較して靱性に乏しく機械的強度及び溶接金属の組

織に差が現れ易いため区分した。 

・2020 年版では、衝撃試験が要求される場合、「多層盛」「一層盛」を確認項目

にするように改定しているため、削除した。 

・なお、50mm 以上の板厚の母材を両側１層ずつの溶接（均等厚さの場合は片

側 25mm 以上の厚さ）を行うことは、現実的にはできないと考えられる。 

日本機械学会は、説明の１）において「確認に用いる試験材が管である場合は、外

径が 140mm以下で、かつ、適用する母材の厚さの上限が 19mmを超えるとき」につい

て、「2020 年版では、外径 140mm 以下で 19mm を超えても、機械的性質が大きく変わ

るものではないとの判断から削除した。」とし、その判断根拠について次のように説

明している260。 

• 管の機械的性質は、JISなどの規格（例えば、JIS G 3452:2019 配管用炭素

鋼鋼管）にて、材質ごとに定められている。管の外径や厚さが異なることで、

それぞれ要求される機械的性質が変わる規定はない。  

• 以上より、外径 140mm以下で 19mmを超えるような外径と厚さが変わる場合

でも機械的性質は他の形状管と変わるものではないと判断した。 

「管の外径に比較して管厚が厚く、溶接施工条件の違いが大きくなることから特

別条項としていた」ものを「外径 140mm以下で 19mmを超えても、機械的性質が大き

く変わるものではないとの判断から削除した」としているが、技術的根拠は示されて

いない。当該規定を削除するのであれば、外径 140mm以下で厚さが 19mmを超える場

合であっても、溶接施工条件に違いがない根拠を説明する必要がある。 

日本機械学会は、説明の１）において、「JIS規格配管材料では、125A（外径 139.8mm）

の場合の最大厚さは 15.9mm（スケジュール 160）であるため、規定の「外径が 140mm

以下で、厚さが 19mmを超えるもの」に該当する配管材料はない。」としている。溶接

規格 2020の対象が JIS規格の配管寸法に適合するものに限定される根拠について、

日本機械学会は、次のように説明している261。 

 
260 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：52 ページ 3.2(d)1) 
261 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：54 ページ 3.2(d)2) 
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• JSME溶接規格の対象として、JISに限定する規定はない。  

• ただし、JSME溶接規格における引用規格は、JSME規格と JIS規格のみであ

り、実質的には、JIS規格の配管寸法に適合するものが使用される。 

配管材料には管材だけではなく鍛鋼品も使用可能であるが、JIS 規格（配管）に該

当する配管材料がないことを理由に規定を削除するとしている。 

日本機械学会は説明の 2)において、「溶接後熱処理を行わない溶接施工法の場合、

適用できる板厚の上限値が決められていたことから、その上限の板厚を超えないよ

うにする」としているが、試験材の厚さを母材の厚さの上限より薄くすると溶接施工

法の妥当性を確認できない。 

日本機械学会の説明の 3)については、母材の区分が溶接規格 2012(2013)の「表 WP-

302-1 母材の区分」に掲げる P-11A-1（ニッケル鋼であって、ニッケル標準合金成分

量が 3.50%を超え 9.0%以下）、P-11A-2（合金鋼であって、最小引張強さが 660MPa以

上 730MPa未満）及び P-11B（合金鋼であって、最小引張強さが 730MPa以上）を対象

としているが、溶接規格 2020の「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」には P-11A-

1（ニッケル鋼であって、ニッケル標準合金成分量が 3.50%を超え 9.0%以下）、P-11A-

2（合金鋼であって、最小引張強さが 660MPa 以上 730MPa 未満）及び P-11B（合金鋼

であって、最小引張強さが 730MPa以上）は規定されておらず、溶接規格 2020では使

用を想定していない母材の区分である。また、「表 N-X-090-3 溶接後熱処理を要しな

いものの条件」にも当該母材の区分は記載されていない。しかし、当該母材は「表 N-

X-090-2 溶接後熱処理における温度範囲及び保持時間」には記載されており、溶接部

の厚さによらず溶接後熱処理が要求されている。ただし、「表 N-X-090-2 溶接後熱処

理における温度範囲及び保持時間」の「母材の区分」の「P-11A及び P-11B」の場合

の保持温度範囲を595℃以上680℃以下と規定しているのに対して、JIS B 8265(2017)

「圧力容器の構造－一般事項」の「附属書 S(規定)溶接後熱処理」にあっては、「S.4.9 

P 番号 11A の材料」において、材料の厚さが 50mm を超える場合に溶接後熱処理を行

うとし、「表 S.1－溶接後熱処理の最低保持温度及び最小保持時間」において、最低

保持温度 550℃（最大 585℃）と規定し、注において「P 番号 11A の場合の保持温度

は焼戻し温度を超えない。」としている。また、最小保持時間も溶接規格 2020と異な

る。さらに、同 JISには母材の区分 P-11B（合金鋼であって、最小引張強さが 730MPa

以上）に対する規定はない。溶接規格 2020 の P-11A-1（ニッケル鋼であって、ニッ

ケル標準合金成分量が 3.50%を超え 9.0%以下）、P-11A-2（合金鋼であって、最小引張

強さが 660MPa以上 730MPa未満）及び P-11B（合金鋼であって、最小引張強さが 730MPa

以上）に対する規定は検討が不十分である。 

日本機械学会は説明の４）及び６）において、「４）ガス溶接、ティグ溶接、プラ

ズマアーク溶接、半自動溶接又は自動溶接による場合であって、片側溶接として 1層

盛を行うとき」及び「６）半自動溶接又は自動溶接による場合であって、両側溶接と

してそれぞれの側に 1層盛を行うとき（母材の厚さが、50mmを超える場合に限る。）」

に試験材の厚さを母材の厚さの上限値とした理由として、「当時、一層盛は多層盛と

比較して靱性に乏しく機械的強度及び溶接金属の組織に差が現れ易いため」とされ
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ている。一層盛の場合の「母材の厚さ」はどのように変更されたのかについて、日本

機械学会は、次のように説明している262。 

• 溶接規格 2012年版では、1層盛を行うとき、試験材の厚さは、母材厚さの

上限値となる。  

• 溶接規格 2020年版では、試験材の厚さは、取得しようとする溶接施工法に

応じて規定され、『表 WP-322-1 母材の厚さの区分』に従う。母材厚さは、

試験材の厚さの 1.1倍が上限値となる。（1.1倍の詳細については、次項 4)

にて示す。） 

 

日本機械学会は、「一層盛は多層盛と比較して靱性に乏しく機械的強度及び溶接金

属の組織に差が現れ易い」と説明しているが、この状況は現在でも変わっていない。

日本機械学会は「2020年版では、衝撃試験が要求される場合、「多層盛」「一層盛」を

確認項目にするように改定している」ことを当該規定の削除の理由としているが、試

験材の厚さを母材の厚さの上限値から 1/1.1倍（約 0.9倍）に変更する理由にはなら

ない。 

日本機械学会の説明の５）において、「５）エレクトロスラグ溶接又はエレクトロ

ガス溶接の場合は、母材の厚さの上限 0.9倍から上限までの値」については、「表 WP-

322-1 母材の厚さの区分」で「いずれかのパスの厚さが 13mmを超える場合は、認定

される母材の厚さ Tは、1.1t (t：試験材の厚さ)とする。」とされている。「13㎜を

超える場合」の根拠について、日本機械学会は、次のように説明している263。 

• エレクトロスラグ溶接およびエレクトロガス溶接は他の溶接プロセスと異

なり、1 パスで溶接施工するのが前提の溶接プロセスであり、なおかつ一般

的に板厚の厚い溶接に適用する。 

 
262 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：56 ページ 3.2(d)3) 
263 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：58 ページ 3.2(d)4) 
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•溶接規格 2020年版では、『表 WP-322-1母材の厚さの区分』にて、パスの厚さ

が 13mm を超える場合、および、1パス溶接する場合は、母材厚さの上限を、

試験材厚さの 1.1倍と限定している。 

•パスの厚さが増加すると、溶接の入熱量が増加し、溶接金属組織が粗大化す

るため、靭性は低下する可能性があるが、13mm 以下であるとその影響は小

さいと考えられることや、標準的な衝撃試験片を採取するのが困難なことか

ら、13mmを越える場合のみを本補足の対象とした。 

•裕度範囲として ASME Section IX で一般的に適用されている 10%を持たせて、

母材厚さは、試験材の厚さの 1.1倍が上限値となるようにした。 

•なお、JIS B 8285 (2010)及び ASME Section IX(2017)でも同じ基準を採用し

ている。 
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ASME側で当時規定した経緯に関わる資料は確認できないが、以降に示す

内容が根拠として考えられる。 

•ASME Section VIII-1の UG-84 CHARPY IMPACT TESTS でシャルピー衝撃試験

片の形状を規定している。 

•シャルピー衝撃試験片はフルサイズ（10mm×10mm）とサブサイズ（10mm×6.7mm）

がある。 

•UG-84 ではフルサイズの衝撃試験で吸収エネルギーが 244Jを超える場合、サ

ブサイズを適用できると規定されている。 

•JIS Z2242（2023）「金属材料のシャルピー衝撃試験方法」では標準試験片と

してフルサイズを規定しており、「材料から標準試験片を採取できない場合

は、特に規定がない限り、厚さが 7.5mm、5mmまたは 2.5mm のサブサイズ試

験片を用いなければならない」と記載。 

•JIS B8285（2010）「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」でも衝撃試験は JIS 

Z 2242 の 4号試験片（フルサイズ）と適用することとし、試験材の板厚が

12mmを下回る場合はサブサイズの適用が可能と記載。 

•以上のように、ASME・JIS 共にできるだけフルサイズの標準試験片を適用す

ることが望ましいとされている。 
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•衝撃試験片の標準形状は板厚方向に 10mm必要であるため、（1）（2）を 考慮

している。  

•（1）衝撃試験片の切断代を考慮して 13mmとして規定した。  

•（2）例として 1つの溶接継手に対して 3つの溶接プロセスを適用した場合、

衝撃試験片採取位置に別な溶接プロセスの溶接による希釈や熱影響を受け

る可能性があるため、パスの厚さを 13mmと裕度を持たせた。 

エレクトロスラグ溶接又はエレクトロガス溶接の場合は、試験材の厚さを母材の

厚さの上限 0.9 倍から上限までの値とすることは、溶接規格 2012(2013)の「WP-411  

試験材の厚さ」(2)5)に規定されていた。パスの厚さが 13mmを超える場合、母材の厚

さの区分 Tの上限は、試験材の厚さの 1.1倍との規定が溶接規格 2020の「表 WP-322-

1 母材の厚さの区分」に追加されたが、パスの厚さが 13mm 以下の場合は試験材の厚

さが母材の厚さの 0.5 倍まで薄くしてもよいように変更された。エレクトロスラグ

溶接又はエレクトロガス溶接の場合にパスの厚さを 13mm以下とする溶接施工法を取

得する必要性は不明であるが、規定上は許容されることになる。以上により、溶接規

格 2012（2013）の「WP-411 試験材の厚さ」(2)を「軽水炉では使用されない項目で

あり、2020 年版では例外項目として規定しておく必要がないため削除」し、試験材

の厚さを母材の厚さの上限値とする場合の規定を削除したことは、妥当とは判断で

きない。 

したがって、「WP-411 試験材の厚さ」(1)の「試験材の厚さは，取得しようとする

溶接施工法に応じて選定する。ただし，「クラッド溶接」及び「管と管板の取付け溶

接」の溶接施工法確認試験の場合は，(2)及び(3) とする。」は「(2)から(5)に掲げる

場合を除き，適用する母材の厚さの上限の 1/2 から上限までの範囲の値。ただし，

「クラッド溶接」及び「管と管板の取付け溶接」の溶接施工法確認試験の場合は，(3)

及び(4)とする。」に、溶接規格 2012(2013)の「WP-411 試験材の厚さ」(2)の規定を

(2)として加える。併せて、引用する表番号は 2020年版のものに改め、シャルピ-衝

撃試験に係る「フルサイズ(10mm×10mm) の試験片」は「標準試験片」に読み替える。 
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「WP-411」の題目は「試験材の厚さ」であるが、(1)の「試験材の厚さは，取得し

ようとする溶接施工法に応じて選定する。」は具体的でない。確認項目の「母材の厚

さ」に基づいた仕様規定に相応しい記載内容とすることを要望する。 

④ 「WP-412 試験材の取付け方法」の(2)に、衝撃試験を行う場合の試験材の取付方

法として確認項目「WP-382 溶接姿勢」を適用するようにしたことは、規定の明確

化であり妥当と判断する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

①、④ 

 なし 

②、③ 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WP-411 試験材の厚さ (1)試験材の厚さは，取得し

ようとする溶接施工法に

応じて選定する。 

 

ただし，「クラッド溶接」

及び「管と管板の取付け

溶接」の溶接施工法確認

試験の場合は，(2)及び

(3)とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)(2)から(5)に掲げる場

合を除き，適用する母材

の厚さの上限の 1/2 から

上限までの範囲の値。 

ただし，「クラッド溶接」

及び「管と管板の取付け

溶接」の溶接施工法確認

試験の場合は，(3)及び

(4)とする。 

(2)次に掲げる場合は，母材

の厚さの上限値 

１）確認に用いる試験材が

管である場合は，外径が

140mm 以下で，かつ，適

用する母材の厚さの上

限が 19mmを超えるとき 

２）母材の区分が，表 WP-

321-1 に掲げる P-1 及び

P-3 であって，予熱温度

の下限が 100 ℃，溶接後

熱処理を行わず，かつ，

母材の厚さの上限が P-1

の場合は，32mm，P-3 の

場合は，13mmを超えると

き 

３）母材の区分が，表 WP-

321-1に掲げる P-11A-1，

P-11A-2 及び P-11B であ

るとき 

４）ガス溶接，ティグ溶接，

プラズマアーク溶接，半

自動溶接又は自動溶接

による場合であって，片

側溶接として 1層盛を行
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(2)「クラッド溶接」の場合

の母材の厚さは，19mm 以

上とする。 

(3)「管と管板の取付け溶

接」の場合の管板の厚さ

は 19mm以上とし，管の厚

さは取得しようとする溶

接施工法に応じて選定す

る。 

(4)衝撃試験を行う場合に

は，(1)及び(2)によるほ

か，JIS Z 2242「金属材料

のシャルピー衝撃試験方

法 」 の フ ル サ イ ズ

(10mm×10mm) の試験片を

採取できる厚さとする。 

うとき 

５）エレクトロスラグ溶接

又はエレクトロガス溶

接の場合は，母材の厚さ

の上限 0.9倍から上限ま

での値 

６）半自動溶接又は自動溶

接による場合であって，

両側溶接としてそれぞ

れの側に 1層盛を行うと

き（母材の厚さが，50 mm

を超える場合に限る。） 

(3)「クラッド溶接」の場合

の母材の厚さは，19mm 以

上とする。 

(4)「管と管板の取付け溶

接」の場合の管板の厚さ

は 19mm 以上とし，管の厚

さは取得しようとする溶

接施工法に応じて選定す

る。 

(5)衝撃試験を行う場合に

は，(1)及び(2)によるほ

か，JIS Z 2242「金属材料

のシャルピー衝撃試験方

法」の標準試験片を採取で

きる厚さとする。 

 

（５）要望事項 

○ 「WP-411」の題目は「試験材の厚さ」であるが、(1)の「試験材の厚さは，取得し

ようとする溶接施工法に応じて選定する。」は具体的でない。確認項目の「母材の

厚さ」に基づいた仕様規定に相応しい記載内容とすることを要望する。 

 

４．３．２２．２ 試験片 

本規格は、溶接施工法確認試験における試験片について、「WP-420 試験片の種類，数

及び採取位置」、「表 WP-420-1 機械試験片の種類及び数」、「図 WP-420-1 試験片の種

類，数及び採取位置(板の場合)」、「図 WP-420-2 試験片の種類数及び採取位置(管の場

合)」及び「図 WP-420-3 試験片の種類，数及び採取位置(クラッド溶接の場合)」に規定

している。 

 

（１）変更の内容 

① 「WP-420 試験片の種類，数及び採取位置」について、規定を(1)、(2)に分割し、

衝撃試験ありの場合の他の試験免除規定を追加（WP-420） 

② 「型曲げ試験片」を「曲げ試験片」に変更（WP-420） 

1143



 

912 

③ 「表 WP-420-1 機械試験片の種類及び数」を追加 

④ 「試験材の厚さが 19 mm未満で初層部のみティグ溶接を行う場合は，表曲げ試験片

を裏曲げ試験片と読みかえる」を削除（図 WP-420-1） 

⑤ 「試験材の厚さが 19 mm未満で初層部のみティグ溶接を行う場合は，②⑤の表曲げ

試験片を裏曲げ試験片と読みかえる」を削除（図 WP-420-2） 

⑥ クラッド溶接の試験板の寸法（200mm 以上×300mm以上）を母材の寸法からクラッ

ド溶接範囲の寸法に変更(図 WP-420-3) 

⑦ 始終端部の浸透探傷試験対象外を追加（図 WP-420-3） 

 

表 4.3.22.2 溶接施工法確認試験における試験片の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-420 試験片の種類，数及び採取位置 

(1) 試験片の種類，数及び採取位置は，図

WP-420-1から図 WP-420-5及び表 WP-420-

1による。 

ただし，過去に衝撃試験以外の試験に

適合することが確認された溶接施工法に

ついて衝撃試験を追加する場合，又は既

に確認された衝撃試験温度の下限をより

低い温度に変更する場合は，衝撃試験片

のみ作製すればよい。 

(2)次のいずれかの場合，図 WP-420-1の A,B

に示す曲げ試験片（裏曲げ試験片，表曲

げ試験片，側曲げ試験片）の代わりに図

WP-420-1の Cに示す縦曲げ試験片（縦表

曲げ試験片及び縦裏曲げ試験片）を用い

てもよい。 

1)溶接されたそれぞれの母材の伸び又は

降伏点（又は耐力）が著しく異なる場

合 

2)母材と溶接金属の伸び又は降伏点（又

は耐力）が著しく異なる場合 

WP-420 試験片の種類，数及び採取位置 

試験片の種類，数及び採取位置は図 WP-

400-1から図 WP-400-5までによる。 

 

 

 

 

 

 

 

下記のいずれかの場合，図 WP-400-1の A，

Bに示す型曲げ試験片（裏曲げ試験片，表曲

げ試験片，側曲げ試験片）の代わりに図 WP-

400-1 の C に示す縦曲げ試験片（縦表曲げ

試験片及び縦裏曲げ試験片）を用いても良

い。 

(1)溶接されたそれぞれの母材の伸び又は

降伏点(又は耐力)が著しく異なる場合 

 

(2)母材と溶接金属の伸び又は降伏点(又

は耐力)が著しく異なる場合 

表 WP-420-1 機械試験片の種類及び数 

1.突合せ溶接の場合 

種類 試 験

材 厚

さ

19mm

未満 

試 験

材 厚

さ

19mm

以上 

縦 曲

げ を

行 う

もの 

継手引張試験 2 2 2 

裏曲げ試験 2 2 - 

表曲げ試験 2 - - 

側曲げ試験  2 - 

縦表曲げ試験 - - 2 

縦裏曲げ試験 - - 3 

衝撃 溶接 3 3 3 

（新設） 
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試験 金属 

熱影 

響部 
3 3 3 

 

(注) 

(1)衝撃試験片の採取位置は，次の表のとお

りとする。 

異なる母材

を用いる場

合 

各母材の熱影響部 3 

溶接金属 3 

異なる溶接

方法を用い

る場合 

各溶接方法の交わ

る箇所の熱影響部 

3 

各溶接方法の交わ

る箇所の溶接金属 

3 

異なる母材，

異なる溶接

方法を用い

る場合 

各溶接方法の交わ

る箇所で，各母材の

熱影響部 

3 

各溶接方法の交わ

る箇所の溶接金属 

3 

(注)：TF又は TFBの場合は，試験片の採取は

不要。 

 

2.クラッド溶接の場合 

種類 溶接方向に

平行 

溶接方向に

直角 

側曲げ試験 2 2 
 

図 WP-420-1 試験片の種類，数及び採取位

置(板の場合) 

（図は略） 

（注） 

 

 

 

 

1.衝撃試験片の数は，熱影響部及び溶接金

属からそれぞれ 3 個とする。ただし，異

なる母材を用いる場合は，各母材の熱影

響部及び溶接金属からそれぞれ 3 個とす

る。また，異なる溶接方法（初層部のみに

用いる溶接方法は，試験片を採取する必

要がない。）を用いる場合は，各溶接方法

の交わる箇所の熱影響部及び溶接金属か

らそれぞれ 3個ずつ採取する。 

図 WP-400-1 試験片の種類，数及び採取位

置(板の場合) 

(図は略) 

（注） 

1. 試験材の厚さが 19 mm 未満で初層部の

みティグ溶接を行う場合は，表曲げ試験

片を裏曲げ試験片と読みかえるものとす

る。 

2.衝撃試験片の数は，熱影響部及び溶接金

属部からそれぞれ 3 個とする。ただし，

異なる母材を用いる場合は，各母材の熱

影響部及び溶接金属部からそれぞれ 3 個

とする。また，異なる溶接方法 （初層部

のみに用いる溶接方法は，試験片を採取

する必要がない。）を用いる場合は，各溶

接 方法の交わる箇所の熱影響部及び溶

接金属部からそれぞれ 3 個ずつ採取する

ものとする。 

図 WP-420-2 試験片の種類数及び採取位置

(管の場合) 

（図は略） 

（注） 

図 WP-400-2 試験片の種類数及び採取位置

(管の場合) 

（図は略） 

（注） 
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（２）日本機械学会による変更の理由 

①、③ 解説表 WP-420-1「機械試験片の種類及び数」の記載内容を本文で規定化する

よう要望が出されているため本文で規定するように改定した264。また、確認された溶

接施工法に衝撃試験を追加する場合の規定を追加265 

② 2019年追補発刊時の編集作業において変更した。（審議資料なし） 

④、⑤ 初層部のみティグ溶接を行う場合、表曲げ試験片を裏曲げ試験片に読み替える

規定を見直した266。 

⑥、⑦ 溶接施工法確認試験のクラッド溶接の試験片及びクラッド溶接曲げ試験片の

図で適切でない部分があるため改定した267。 

 

 
264 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：2.№9 
265 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資

料 1-1-4：26 頁 3.① 
266 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№8 
267 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№1 

 

 

 

 

1. 衝撃試験片の数は，図 WP-420-1の板の

場合と同じとする。 

2.～4.(略) 

1. 試験材の厚さが 19 mm 未満で初層部の

みティグ溶接を行う場合は，②⑤の表曲

げ試験片を裏曲げ 試験片と読みかえる

ものとする。 

2. 衝撃試験片の数は，図 WP-400-1の板の

場合と同じとする。 

3.～5.(略) 

 

図 WP-420-3 試験片の種類，数及び採取 

位置（クラッド溶接の場合） 

 

 
図 WP-400-3 試験片の種類，数及び採取 

位置（クラッド溶接の場合） 

1146



 

915 

（３）検討の結果 

① 既存の溶接施工法に衝撃試験を追加する場合又は過去に確認された衝撃試験温度

の下限をより低い温度に変更する場合、衝撃試験片のみ作成すればよいとする規定

を追加したものである。しかし、確認項目に衝撃試験を追加又は試験温度を変更する

ための試験条件は、既存の溶接施工法確認試験における試験条件と整合することが

必要であり、試験材（材料の記号の種類）と溶接材料（銘柄）は同じものであること

が前提となる。このため、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「ただし，過去に衝撃試験以外の試験に適合することが確認された溶

接施工法について衝撃試験を追加する場合，又は既に確認された衝撃試験温度の下

限をより低い温度に変更する場合は，衝撃試験片のみ作製すればよい。」は「ただし，

過去に衝撃試験以外の試験に適合することが確認された溶接施工法について衝撃試

験を追加する場合，又は既に確認された衝撃試験温度の下限をより低い温度に変更

する場合は，衝撃試験片のみ作製すればよい。この場合において、試験条件は、既存

の溶接施工法確認試験における試験条件と同じであること、試験材（材料の記号の種

類）と溶接材料（銘柄）は同じものであること。」に読み替える。 

② 「表 N-X110-1 機械試験」において「型曲げ試験」が「曲げ試験」に変更されてい

る。これに合わせて溶接施工法確認試験における「型曲げ試験」を「曲げ試験」に変

更したものであり、妥当と判断する。 

③ 溶接規格 2012(2013)技術評価書の「３.２.２.１６ 溶接施工法の確認試験（型曲

げ試験及びローラ曲げ試験）」（３）の要望事項に対応するため、「解説表 WP-420-1 機

械試験片の種類及び数」の内容を本文の「表 WP-420-1 機械試験片の種類及び数」と

するよう改定した変更である。 

「表 WP-420-1 機械試験片の種類及び数」において「１．突合せ溶接の場合」の

(注)(1)は「(注)：TF又は TFBの場合は，試験片の採取は不要。」と記載されているが、

「表 WP-310-1 溶接方法の区分」には TF（初層ティグ溶接）及び TFB（裏波を形成し

ない初層ティグ溶接）は規定されていない。(注)の意味について、日本機械学会は、

次のように説明している268。 

ご指摘の通り、「表 WP-310-1 溶接方法の区分」には TF及び TFBは規定されて

いませんので、以前の表記が残存した誤記です。正誤表による対応を行います。 

「４．３．１６溶接施工法確認試験における溶接方法と溶接方法の区分」（３）③

で述べたとおり、「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」の溶接方法「A」は「A、Ao」

に、「T」は「T、TB、TF、TFB」に、「M」は「M、Mo」に読み替えることとしている。

これにより「第 3部 表 WQ-311-1 溶接方法の区分(溶接技能者)」に規定する特殊技

能の区分に該当する溶接方法の衝撃試験は溶接施工法確認試験で行われる。TF（初層

ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））及び TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用

いるもの））は初層溶接に限定するものであるが、衝撃試験片の採取位置を規定する

表において、「TF又は TFBの場合は，試験片の採取は不要」とすることは、TF＋Mのよ

 
268 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(24) 
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うな溶接施工法の場合に TF 部分の破壊靭性が確認できないので、妥当とは判断でき

ない。 

したがって、「表 WP-420-1機械試験片の種類及び数」において「１．突合せ溶接

の場合」の(注)(1)に示す表の「(注)：TF又は TFBの場合は，試験片の採取は不要。」

は削る。 

④ 「図 WP-420-1 試験片の種類，数及び採取位置（板の場合）」において、溶接規格

2012(2013)の「図 WP-400-1 試験片の種類，数及び採取位置（板の場合）」の注「1. 

試験材の厚さが 19mm未満で初層部のみティグ溶接を行う場合は，表曲げ試験片を裏

曲げ試験片と読みかえるものとする。」が削除された。「WP-420 試験片の種類，数及

び採取位置」の解説において、「この変更は，JIS Z 3040(1995)「溶接施工法の確認

試験方法」との整合を図ることを目的としたものである」と記載されているが、JIS 

Z 3040(1995)「溶接施工法の確認試験方法」が引用されている耐圧関連の JIS規格は

JIS B 2313「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」のような突合せ溶接式管継手が主で

ある。保安 4 法（高圧ガス保安法、電気事業法、ガス事業法及び労働安全衛生法）と

関係の深い JIS B 8265「圧力容器の構造－一般事項」、JIS B 8266「圧力容器の構造

－特定規格」及び JIS B 8267「圧力容器の設計」には JIS B 8285「圧力容器の溶接

施工方法の確認試験」が引用されている。そして、JIS B 8285（2010）「圧力容器の

溶接施工方法の確認試験」の「図 1－試験材及び試験片採取要領（板の場合）」には

「厚さ 19mm以上の両側溶接の場合は，図 1b）の裏曲げ試験片を表曲げ試験片と読み

換える。」と規定している。「図 WP-420-1 試験片の種類，数及び採取位置（板の場合）」

に示す図は裏当て有りの突合せ片側溶接だが、厚さ 19mm以上の突合せ両側溶接の試

験材はないということなのかについて、日本機械学会は、次のように説明している269。 

図 WP-420-1は、試験片の種類、数及び採取位置を示すための模式図であり、

突合せ両側溶接の試験材もあります。JIS B 8285では、両側溶接の場合片側溶

接の裏曲げを表曲げに読み替えることになっていますが、両側溶接であれば裏

曲げ、表曲げのどちらで試験を行っても技術的な差異はないと考えます。 

JIS B 8285（2010）「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」の「図 1－試験材及び

試験片採取要領（板の場合）」においては、厚さ 19mm未満の試験材の場合に、裏曲

げ試験を表曲げ試験に読み替えるという規定はなく、初層部のみティグ溶接を行う

場合であっても裏曲げ試験と表曲げ試験を行う規定となっている。「試験材の厚さが

19 mm未満で初層部のみティグ溶接を行う場合は，表曲げ試験片を裏曲げ試験片と読

みかえる」を削除することで、裏曲げ試験と表曲げ試験を行う規定となることから、

削除は妥当と判断する。 

⑤ 「図 WP-420-2 試験片の種類数及び採取位置（管の場合）」において、溶接規格

2012(2013)の「図 WP-400-2 試験片の種類，数及び採取位置（管の場合）」の注「1.

試験材の厚さが 19mm未満で初層部のみティグ溶接を行う場合は，②⑤の表曲げ試験

片を裏曲げ試験片と読みかえるものとする。」が削除されている。「WP-420 試験片の

種類，数及び採取位置」の解説において、「この変更は，JIS Z 3040(1995)「溶接施

 
269 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(82)(a) 
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工法の確認試験方法」との整合を図ることを目的としたものである」と記載されてい

るが、JIS Z 3040(1995)「溶接施工法の確認試験方法」が引用されている耐圧関連の

JIS規格は、JIS B 2313「配管用鋼板製突合せ溶接式管継手」のような突合せ溶接式

管継手が主である。保安 4法（高圧ガス保安法、電気事業法、ガス事業法及び労働安

全衛生法）と関係の深い JIS B 8265「圧力容器の構造－一般事項」、JIS B 8266「圧

力容器の構造－特定規格」及び JIS B 8267「圧力容器の設計」には JIS B 8285「圧

力容器の溶接施工方法の確認試験」が引用されている。そして、JIS B 8285（2010）

「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」の「図２－試験材及び試験片採取要領（管の

場合）」には「試験材の厚さが 19mm未満で初層部を裏当てなしで溶接する場合には，

表曲げ試験片を裏曲げ試験片に置き換える。」と規定しており、裏波形状が残る厚さ

19mm 未満の管の場合に裏波部からの割れ発生の有無を重要視したものと考えられる。

溶接規格 2012(2013)の「図 WP-400-2 試験片の種類，数及び採取位置（管の場合）」

の注 1.を JIS B 8285（2010）「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」の「図２－試験

材及び試験片採取要領（管の場合）」に規定する「試験材の厚さが 19mm未満で初層部

を裏当てなしで溶接する場合には，表曲げ試験片を裏曲げ試験片に置き換える。」と

することについて、日本機械学会は、次のように説明している270。 

溶接施工法の曲げ試験の目的は、溶接継手全体の延性を確認するものであり、

初層部のみティグ溶接する場合は、裏曲げ試験片を 4 本とする規定に合理性は

無いと考えられます。溶接規格 2012 年版では、試験材の厚さが 19 mm未満での

初層ティグ溶接に限っては、初層ティグ溶接部の確認に重点をおき、全て裏曲げ

試験を実施する規定となっていましたが、溶接施工法の曲げ試験は、溶接継手全

体の延性や溶接欠陥の有無を確認しているものです。したがって、溶接継手全体

の延性を確認する観点からいえば、裏曲げと表曲げの両方の試験を実施するこ

とが妥当と考えました。 

JIS B 8285（2010）「圧力容器の溶接施工方法の確認試験」は、初層ティグ溶接に

限定せず「初層部を裏当てなしで溶接する場合には，表曲げ試験片を裏曲げ試験片に

置き換える」としており、日本機械学会の説明は直接的な回答になっていない。裏波

形状が残る厚さ 19mm未満の管の場合に表曲げ試験片を裏曲げ試験片に置き換えて、

裏波部からの割れ発生の有無を重視することについて、それを否定する根拠は説明

されていない。以上により、「試験材の厚さが 19 mm未満で初層部のみティグ溶接を

行う場合は，②⑤の表曲げ試験片を裏曲げ試験片と読みかえる」の削除は、二つの溶

接方法の組合せの場合は妥当と判断できるが、一つの溶接方法の場合は妥当とは判

断できない。 

したがって、「図 WP-420-2 試験片の種類数及び採取位置（管の場合）」の（注）

に「5.試験材の厚さが 19mm未満で初層部を裏当てなしで溶接する場合，一つの溶接

方法のときは②⑤の表曲げ試験片を裏曲げ試験片に置き換える。」を加える。 

 
270 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(82)(b) 
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三つ以上の溶接方法の組合せの場合②⑤の表曲げ試験では中間層の曲げ試験の確

認はできないので、中間層の確認も可能な側曲げ試験の採用について検討すること

を要望する。 

⑥ クラッド溶接の試験板の寸法（200mm 以上×300mm以上）を母材の寸法からクラッ

ド溶接範囲の寸法に変更したことは、「図 WP-420-3 試験片の種類、数及び採取位置」

のクラッド溶接の試験板の寸法（200mm以上×300mm以上）を母材の寸法からクラッ

ド溶接範囲の寸法に変更することにより試験範囲の明確化を図ったものであり、変

更は妥当と判断する。 

「図 WP-420-3 試験片の種類、数及び採取位置」に関する次の１）及び２）につい

て、日本機械学会は、次のように説明している271。 

１）試験材のクラッド施工部４隅の形状が異なる意味 

一般に溶接始終端部は同一の形状とはならないため、模式的にその様な状態

を表現しています。 

２）クラッド溶接の進行方向 

クラッド溶接の進行方向は規定しておりません。 

 

側曲げ試験片の採取位置は溶接方向に平行又は直角で採取することが望ましいこ

とから、溶接方向を図示することを要望する。 

⑦ 「図 WP-420-3 試験片の種類、数及び採取位置」の備考の記載において始終端部

の浸透探傷試験対象外を明記することにより試験範囲の明確化を図ったものであ

り、変更は妥当と判断する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

①、③、⑤ 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WP-420 試験片の種類，数及

び採取位置 

 

(1) 試験片の種類，数及び

採取位置は，図 WP-420-1 

から図 WP-420-5 及び表

WP-420-1による。 

ただし，過去に衝撃試

(1) 試験片の種類，数及び

採取位置は，図 WP-420-1 

から図 WP-420-5 及び表

WP-420-1による。 

ただし，過去に衝撃試

 
271 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(83)(a)(b) 
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験以外の試験に適合する

ことが確認された溶接施

工法について衝撃試験を

追加する場合，又は既に

確認された衝撃試験温度

の下限をより低い温度に

変更する場合は，衝撃試

験片のみ作製すればよ

い。 

験以外の試験に適合する

ことが確認された溶接施

工法について衝撃試験を

追加する場合，又は既に

確認された衝撃試験温度

の下限をより低い温度に

変更する場合は，衝撃試

験片のみ作製すればよ

い。この場合において，試

験条件は，既存の溶接施

工法確認試験における試

験条件と同じであるこ

と，試験材（材料の記号の

種類）と溶接材料（銘柄）

は同じものであること。 

表 WP-420-1 機械試験片の

種類及び数 

1.突合せ溶接の場合 

(略) 

(注) 

(1)衝撃試験片の採取位置

は，次の表のとおりとす

る。 

(略) 

(注)：TF又は TFBの場合は，

試験片の採取は不要。 

1.突合せ溶接の場合 

(略) 

(注) 

(1)衝撃試験片の採取位置

は，次の表のとおりとす

る。 

(略) 

 

図 WP-420-2 試験片の種類

数及び採取位置（管の場

合） 

(注) 

1.～4.(略) 

(注) 

1.～4.(略) 

5.試験材の厚さが 19mm未満

で初層部を裏当てなしで

溶接する場合，一つの溶

接方法のときは②⑤の表

曲げ試験片を裏曲げ試験

片に置き換える。 

②、④、⑥、⑦ 

なし 

 

（５）要望事項 

○ 側曲げ試験片の採取位置は溶接方向に平行又は直角で採取することが望ましいこ

とから、溶接方向を図示することを要望する。 

○ 「図 WP-420-2 試験片の種類数及び採取位置（管の場合）」の「A 試験材の厚さ

が 19 mm未満のもの」において、三つ以上の溶接方法の組合せの場合②⑤の表曲

げ試験では中間層の曲げ試験の確認はできないので、中間層の確認も可能な側曲

げ試験の採用について検討することを要望する。 
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４．３．２３ 溶接施工法確認試験における試験方法と判定基準 

本規格は、溶接施工法確認試験における試験方法と判定基準について、「WP-510 試験

片の形状・寸法及び試験方法」、「図 WP-510-1 曲げ試験片の形状及び寸法」、「WP-520

判定基準」及び「表 WP-520-2溶接部の吸収エネルギー」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.23 溶接施工法確認試験における試験方法と

判定基準の変更点」参照） 

① 板の場合の曲げ試験片の形状及び寸法を追加（図 WP-510-1(1)） 

② 管の場合の曲げ試験片の形状及び寸法を追加（図 WP-510-1(2)） 

③ チタン及びジルコニウムの溶接における色調試験の判定基準を追加（WP-520） 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①、② JIS Z 3122「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」が 1990年版から 2013年版に改

正されたため JIS Z 3122(2013)の内容を反映するように改定した272。 

③ 第 3部の溶接士技量確認試験では JIS を参考に溶接規格 2007 からチタン材の溶接

部の変色程度を判定基準としている。このため、溶接施工法確認試験にも追加した273。 

 

（３）検討の結果 

①、② 「表 WP-510-1継手引張試験，曲げ試験，ローラ曲げ試験及び衝撃試験」にお

いて、型曲げ試験及びローラ曲げ試験の試験片は、「1.形状及び寸法は，図 WP-510-1

「曲げ試験片の形状及び寸法」又は JIS Z 3122の「5.6試験片の形状及び寸法」に

よる。」と規定され、「図 WP-510-1曲げ試験片の形状及び寸法(1)板の曲げ試験片」が

追加された。同図は、JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の図表を

取り込んだものである。同図に掲げる表中において、試験片のりょうの丸みｒは次の

ように規定されている。 

ｒ 試験片のりょ

うの丸み(mm) 

ｔ≧7.5 の場合： 1.5以下 

ｔ<7.5の場合： 0.2 t以下 

りょうの加工は，厳密な円弧である必要はなく，適切な多

角形で近似させてもよい。 

一方、JIS Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」では、「5.6.6.4試験

片のりょうの丸み」において「0.2tsを超えず，最大 3mmとする」と規定されており、

JISの試験片よりも厳しく制限している。どちらでもよいとする根拠について、日本

機械学会は、次のように説明している（「図 N-X110-1曲げ試験片の形状及び寸法」に

ついても同じ）274。 

 
272 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№13 
273 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3.(2)(c)3) 
274 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(91) 
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技術的妥当性のある JIS Z 3122(2013)の最大 3mmに対し、図 WP-510-1では最

大 1.5mmと JISより厳しく規定しており、図 WP-510-1に規定しているりょうの

丸みを適用することに問題はないと考えます。 

溶接規格 2012(2013)で引用していた JIS Z 3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試

験方法」においては、断面の角の丸み(r)≦1.5mm（4隅とも）と規定されていた。JIS 

Z 3122(2013)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」においては、「引張側表面の試験片

のりょうは、機械的手法で半径 rに丸める。rは 0.2ts275を超えず、最大 3mmとする。

なお、りょうの加工は、厳密な円弧である必要はなく、適切な多角形で近似させても

よい。」と規定している。断面の角の丸み加工は引張側の 2隅に限定されている。「図

WP-510-1 曲げ試験片の形状及び寸法」に記載しているりょうの丸みは JIS Z 

3122(1990)「突合せ溶接継手の曲げ試験方法」の規定を包含する形で規定したもので

あり、断面の角の丸み加工も引張側の 2隅であるので、曲げ試験片の形状の追加は妥

当と判断する。 

曲げ試験片の寸法について、規定は「1.形状及び寸法は，図 WP-510-1「曲げ試験

片の形状及び寸法」又は JIS Z 3122の「5.6試験片の形状及び寸法」による。」とし

ており、日本機械学会の説明によれば、「図 WP-510-1曲げ試験片の形状及び寸法」は

「JIS Z 3122(2013)の最大 3mmに対し、図 WP-510-1では最大 1.5mmと JISより厳し

く規定」しているとのことであり、曲げ試験片の形状及び寸法の追加は妥当と判断す

る。 

日本機械学会のいう「JISより厳しく規定」した曲げ試験片（「図 WP-510-1曲げ試

験片の形状及び寸法」の寸法）と JIS Z 3122 の「5.6試験片の形状及び寸法」の曲

げ試験片の寸法のいずれかでよいと規定されており、改定の意図が反映されていな

い。形状及び寸法は、より厳しい「図 WP-510-1曲げ試験片の形状及び寸法」による

こととし、「1.形状及び寸法は，図 WP-510-1「曲げ試験片の形状及び寸法」又は JIS 

Z 3122の「5.6試験片の形状及び寸法」による。」は「1.形状及び寸法は，図 WP-510-

1「曲げ試験片の形状及び寸法」による。」と読み替える。なお、本件は「表 N-X110-

2 継手引張試験，型曲げ試験及びローラ曲げ試験」の型曲げ試験及びローラ曲げ試験

にも同じ記載があることから、同様に読み替える（「４．３．３．３継手引張試験、

型曲げ試験及びローラ曲げ試験」（４）参照）。 

③ チタンは 400～500℃ほどの温度でも大気中の酸素と反応して酸化するので、少な

くとも 350℃以上では大気にさらさない配慮が必要276と言われている。また、チタン

の溶融点である約 1668℃まで温度を上げると酸素や窒素と激しく酸化・窒化する。 

「表 WP-520-3 チタン，チタン合金及びジルコニウム溶接部の変色程度と判定基準」

における変色程度と判定の出典又は根拠について、日本機械学会は、次のように説明

している277。 

 
275 試験片の厚さ 
276 JWES 溶接情報センター 接合・溶接技術 Q＆A/Q09-04-05 
277 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(84) 
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WES 7102、JIS Z 3805 、「再処理施設の技術基準に関する規則の解釈」等を参

考にしています。本技術評価の検討チーム会合においてもご説明させていただ

きましたので、併せてご参照ください278。 

また、チタン材及びジルコニウム材の活性金属の溶接を行う場合の変色程度に関

する判定基準は、溶接過程における層間の変色の判定にも適用されるかについて、日

本機械学会は、次のように説明している279。 

・溶接施工工場の管理において、層間も本判定基準の合格範囲内で健全性を保ち

溶接している。 

・また、溶接過程における溶接部の酸化は、最終層の溶接部外観へも影響を及ぼ

すため、最終層の外観においても、溶接過程における過度な酸化がないことを

確認している。 

チタン溶接部の合否判定における変色程度の一様性について、「WP-520 判定基準」

の(4)の色調試験に規定する「表 WP-520-3チタン、チタン合金及びジルコニウム溶接

部の変色程度と判定基準」の内容は、JIS Z 3805(1997)「チタン溶接技術検定におけ

る試験方法及び判定基準」の「表 3溶接部の変色程度と判定基準」を引用したものと

考えられる。溶接部の変色程度が一様であるとは限らないので、不合格としている青

白、暗灰色、白及び黄白が存在しないことを合格基準とする等の規定としない理由に

ついて、日本機械学会は、次のように説明している280（チタン材の溶接を行う場合の

変色程度に関する判定基準については、「WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場

合」(5)合否判定基準に規定する外観試験の「表 WQ-323-2 溶接部の変色程度と判定

基準」にも規定されている。）。 

溶接部の変色程度が一様でない場合においても、全ての箇所に表 WQ-323-2の

判定基準を適用することにより、合否判定を行うことで問題ないと判断しまし

た。 

「溶接部の変色程度が一様でない場合においても、全ての箇所に表 WQ-323-2の判

定基準を適用する」ということは溶接規格 2020には規定されていない。溶接部の変

色程度が一様であるとは限らないので、「表 WP-520-3 チタン、チタン合金及びジル

コニウム溶接部の変色程度と判定基準」及び「表 WQ-323-2 溶接部の変色程度と判定

基準」の合否判定で合格と分類している溶接部の変色程度に「青白、暗灰色、白及び

黄白色が存在しない」を加える。なお、ジルコニウム（P-61）については「４．３．

１２ 母材の区分」（３）⑤で述べたとおり、削る。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)JIS G 3136(2012)「建築構造用圧延鋼材」の SN400B、SN400C、SN490B及び SN490C

材の吸収エネルギー 

 
278 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3.(2)(c)3)及び第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検

討チーム会合資料 5-1-1：3.(2)(c) 
279 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3.(2)(c)4) 
280 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(103) 
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「表 WP-520-2 溶接部の吸収エネルギー」には、材料規格 2020 で追加された JIS G 

3136(2012)「建築構造用圧延鋼材」の SN400B、SN400C、SN490B及び SN490C材の吸収

エネルギーが規定されていない。その理由について、日本機械学会は、次のように説

明している281。 

未反映であり、今後反映します。  

JIS G 3136(2012)「建築構造用圧延鋼材」については、材料規格 2020に関する技

術評価書「４．２．２．６ JIS G 3136(2012)「建築構造用圧延鋼材」（３）①及び

②で述べたとおり、クラス 1～3 支持構造物及びクラス MC 支持構造物以外は適用不

可とする制限を付しており耐圧部に使用することはできないが、溶接構造物として

破壊靭性を確保することは重要であることから、明確にすることを要望する。 

(b)JIS G 3126「低温圧力容器用炭素鋼鋼板」の材料記号 

「表 WP-520-2 溶接部の吸収エネルギー」の JIS G 3126「低温圧力容器用炭素鋼

鋼板」の SLA365 は、溶接規格 2012(2013)の「表 WP-400-4 溶接部の吸収エネルギー」

では SLA360 とされている。溶接規格 2012(2013)の記載は誤りではないかについて、

日本機械学会は、次のように説明している282。 

ご指摘の通り、誤記です。2007 年版、2012年版に対して、正誤表を発行いた

します。（溶接規格 2016年版以降は、SLA365に改定済みです。） 

溶接規格 2012(2013)を適用する場合も想定されることから、正誤表を発行するこ

とは適切である。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

①、②、③ 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 WP-510-1継手引張試

験，型曲げ試験，ローラ

曲げ試験及び衝撃試験 

試 験 の

種類 

試験片 

型

曲

げ

試

験 

（

略） 

1．形状及び寸

法は，図 WP-

510-1「曲げ試

験片の形状及

び寸法」又は

JIS Z 3122 の

「5.6 試験片

の形状及び寸

法」による。 

ロ

ー

ラ

曲

げ

試

（

略） 

1．形状及び寸

法は，図 WP-

510-1「曲げ試

験片の形状及

び寸法」又は

JIS Z 3122 の

試 験 の 種

類 

試験片 

型

曲

げ

試

験 

（略） 1．形状及び

寸法は，図

WP-510-1

「曲げ試験

片の形状及

び寸法」に

よる。 

 

 

 

 

 

ロ

ー

ラ

（略） 1．形状及び

寸法は，図

WP-510-1

 
281 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(91) 
282 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.3(11) 
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験 「5.6 試験片

の形状及び寸

法」による。 
 

曲

げ

試

験 

「曲げ試験

片の形状及

び寸法」に

よる。 
 

表 WP-520-3チタン，チタン

合金及びジルコニウム溶

接部の変色程度と判定基

準 

溶接部の変色

程度 

判定 

銀色 

金色又は麦色 

紫 

青 

 

 

 

合格 

青白 

暗灰色 

白 

黄白 

不合格 

 

溶接部の変色程

度 

判定 

銀色 

金色又は麦色 

紫 

青 

青白，暗灰色，

白及び黄白色が

存在しない 

合格 

青白 

暗灰色 

白 

黄白 

不合格 

 

表 WQ-323-2 溶接部の変色

程度と判定基準 
溶接部の変色

程度 

合否判

定 

銀色 

金色又は麦色 

紫 

青 

 

 

 

合格 

青白 

暗灰色 

白 

黄白 

不合格 

 

溶接部の変色程

度 

合否判

定 

銀色 

金色又は麦色 

紫 

青 

青白，暗灰色，

白及び黄白色が

存在しない 

合格 

青白 

暗灰色 

白 

黄白 

不合格 

 

変更点以外 

なし 

 

（６）要望事項 

○ 4JIS G 3136(2012)「建築構造用圧延鋼材」は、クラス 1～3 支持構造物及びクラ

ス MC支持構造物以外は適用不可とする制限が付されており耐圧部に使用すること

はできないが、溶接構造物として破壊靭性を確保することは重要であることから、

明確にすることを要望する。 

 

４．３．２４ 旧規定の溶接施工法の扱い 

本規格は、旧規定の溶接施工法の扱いについて、「WP-600 旧年版の規定等に基づいて

確認された溶接施工法の扱い」に規定している。 

（１）変更の内容 

① 「WP-600 旧年版の規定等に基づいて確認された溶接施工法の扱い」として、「WP-

601 確認試験の省略」及び「WP-602 溶接施工法の読替え」規定を追加 
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表 4.3.24 旧規定の溶接施工法の扱いの変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 旧年版の規定等に基づいて確認された溶接施工法の扱い、確認項目が改定された

場合の扱い等を明確にした283。 

 
283 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№29 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WP-600 旧年版の規定等に基づいて確認さ

れた溶接施工法の扱い 

WP-601 確認試験の省略 

次のいずれかの条件に該当する溶接施工

法は，本規格の規定により許容される範囲

で使用することができ，改めて確認試験を

行う必要はない。 

1)旧年版の溶接規格に基づいて試験が行わ

れ，合格になったもの 

2)「電気工作物の溶接の技術基準の解釈」

に基づいて試験が行われ，合格になったも

の 

3)「電気工作物の溶接に関する技術基準の

細目を定める告示（平成 7年通商産業省告

示第 612号）」に基づいて試験が行われ，

合格になったもの 

4)「溶接方法の認可について（資源エネル

ギー庁長官通達）」に基づいて試験が行わ

れ，認可されたもの 

5)「発電用火力設備の技術基準の解釈」に

基づいて試験が行われ，合格になったもの  

 

WP-602 溶接施工法の読替え 

WP-601に該当する溶接施工法を適用する

場合は，次のいずれかの記録又は文書を根

拠として，本規格の規定に基づいた溶接施

工法の確認項目の読替えを行うことができ

る。 

1) 以前に行われた当該溶接施工法の確認

試験記録 

2) 当該施工法を適用した溶接構造物（検査

に合格したもの）の施工記録 

3) 1)及び 2)に該当する記録がない場合は，

当該溶接施工法の詳細がわかる文書（溶接

施工要領書又は指示書等）。ただし，溶接

構造物（検査に合格したもの）に適用した

ことがわかるものに限る。 

（新設） 
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（３）検討の結果 

① 「WP-601 確認試験の省略」5)において、「「発電用火力設備の技術基準の解釈」に

基づいて試験が行われ，合格になったもの」は「本規格の規定により許容される範囲

で使用することができ，改めて確認試験を行う必要はない」とされている。「本規格

の規定により許容される範囲」について、日本機械学会は、次のように説明している
284。 

施工法確認試験記録を確認し、第 2 部の規定が許容する範囲で適用すること

になります。P番号や A番号など異なる点については、読み替えが必要になりま

す。また、溶接規格は、従来、未規定だった合金成分も規定されていますので、

確認することになります。 

火技解釈の前身は「電気工作物の溶接の技術基準の解釈」であるが、「WP-601 確認

試験の省略」が日本機械学会で審議されたのは 2017年 8月であり、2018年追補で規

定されている。その後、溶接施工法確認試験の規定は 2019年追補で大幅改定されて

いる。例えば、溶接施工法確認試験における試験材の厚さは母材の厚さと適用する溶

接方法によって決められていたが、溶接規格 2020は試験材の厚さと適用する溶接方

法によって母材の厚さが決められており、「本規格の規定により許容される範囲」は

年版により異なることになる。 

「WP-602 溶接施工法の読替え」において、「1)以前に行われた当該溶接施工法の確

認試験記録」のほかに 2)及び 3)を追加しているが、確認試験の記録には条件が付記

されている場合もある。確認試験の記録に付記された条件が施工記録や溶接施工要

領書又は指示書等で分かるかについて、日本機械学会は、次のように説明している285。 

実機の溶接施工記録や指示書は、あくまでも溶接施工法確認試験記録の代替

です。したがって、読み替えに必要なデータが記載されていない場合には、読み

替えできません。 

また、「WP-602 確溶接施工法の読替え」2)の「検査」は、「溶接規格や火技解釈の

適用が法令上要求される検査」のみを指すのか（溶接検査対象外の箇所に適用し、社

内自主検査等で合格となっても実績として認めないという意味か）について、日本機

械学会は、次のように説明している286。 

•WP-602 の 2)で述べている「検査」は、「溶接規格や火技解釈の適用が法令上要

求される検査」を意味する。 

•したがって、法令要求でない検査に合格した施工記録は、施工法の読み替えに

用いることができない。 

•ただし、「検査」の定義が曖昧であるため、「溶接規格や火技解釈の適用が法令

上要求される検査」を意味するように、改定を行うこととしたい。 

 
284 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(85) 
285 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(86) 
286 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：66 ページ 3(2)(e)1) 
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•（参考）従来、溶接規格は、法令上要求される検査に係る要求事項のみ規定し

ていたが、法令要求でない内容（たとえば、炉心支持構造物）も含まれるよう

になったため、早急に改正する。 

2)及び 3)の規定は、溶接構造物の検査合格による実績をもとに、施工法の確認項

目を読み替えることができるものと解釈できる。基本的な考え方として、実機の施工

にて健全性が確認されたものは今後も施工可能となることは理解できるが、衝撃試

験の項目を読み替えるためには、衝撃試験を行った溶接部の実績が必要と考えられ

る。 

衝撃試験を行っていない構造物の実績で読み替えることの妥当性について、日本

機械学会は、次のように説明している287。 

• 溶接構造物（検査に合格したもの）の施工記録、指示書等は、あくまでも溶接

施工法確認試験記録の代替である。  

• 確認項目の読み替えに必要な（確認項目を保証する）データが網羅されてい

ない施工記録は、代替として不十分である。  

• 衝撃試験が要求される施工法の読み替えの場合、衝撃試験に合格した施工記

録であることが条件となる。（靭性要求のない継手の施工記録は、代替として

認められない。）  

• 確認項目の溶接入熱は、実際に適用された入熱の最大値に基づいて決定され

るため、溶接作業指示書に指定された値を用いることはできない。（溶接作業

指示書の値は、必ずしも実際に適用された入熱の最大値を表しているとはい

えない。） 

新たな溶接施工法確認試験の確認項目の内容が取得済みの旧溶接施工法の確認試

験の確認項目の内容と合致する場合には、旧溶接施工法が適用可能であることは当

然であるが、確認試験において付された条件が合致するかも確認する必要がある。旧

溶接施工法確認試験の記録がない場合は、当該条件の有無も確認できない。溶接構造

物の検査合格による実績をもとに、施工法の確認項目を読み替えることができると

する変更を行っているが、溶接施工法確認試験の記録がなければ、新たな溶接施工法

を再度取得すればよい。また、日本機械学会は、溶接施工法の認証機関ではない。以

上により、旧年版の規定等に基づいて確認された溶接施工法の扱いの追加は妥当と

は判断できない。 

したがって、「WP-600 旧年版の規定等に基づいて確認された溶接施工法の扱い」は

適用除外とする。 

 

（４）適用に当たっての条件 

○ 「WP-600 旧年版の規定等に基づいて確認された溶接施工法の扱い」は適用除外と

する。 

 

 
287 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：68 ページ 3(2)(e)2) 
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４．３．２５ 溶接技能確認試験における総則的事項 

本規格は、溶接技能確認試験における総則的事項について、「WQ-100 適用範囲」、「WQ-

110 溶接技能者及び溶接オペレータの技能確認」、「WQ-150-1 引用規格」及び「WQ-200 

溶接を行う要員の種類」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 溶接施工を行う製造事業者に対する溶接を行う者への技能確認の責務を追加（WQ-

110） 

② 溶接士（自動溶接機を用いない溶接士、自動溶接機を用いる溶接士）を溶接技能者

と溶接オペレータに変更（WQ-200） 

 

表 4.3.25 溶接技能確認試験における総則的事項の変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接施工法確認試験及び溶接技能者技能確認試験は誰が行うのかということが記

載されていないため、追記するように改定する。 

② JIS規格では、「溶接士」は、「溶接技能者」（手溶接及び半自動溶接を行う溶接士）

及び「溶接オペレータ」（自動溶接を行う溶接士）という用語が使用されているため、

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013） 

WQ-100 適用範囲 

日本機械学会 発電用原子力設備規格 溶

接規格に規定されている溶接技能者及び溶

接オペレータの技能確認試験に適用する。 

WQ-100 適用範囲 

日本機械学会 発電用原子力設備規格 溶

接規格に規定の溶接士技能の認証について

規定する。 

WQ-110 溶接技能者及び溶接オペレータの

技能確認 

溶接施工を行う製造事業者は，溶接技能

者及び溶接オペレータの技能を溶接技能者

及び溶接オペレータの技能確認試験を行い

確認する。 

（新設） 

WQ-150 引用規格 

第 3 部溶接技能確認試験で引用されてい

る規格は，表 WQ-150-1に示す規格である。

溶接規格で引用されることによって，溶接

規格の規定の一部を構成する。 

（表 WQ-150-1は略） 

（新設） 

WQ-200 溶接を行う要員の種類 

溶接を行う要員の種類は，溶接技能者（手

溶接技能者及び半自動溶接技能者）と溶接

オペレータとする。 

1)溶接技能者：溶接ホルダ，溶接ガン，トー

チ又は吹管を手に持って溶接する要員 

2)溶接オペレータ： 自動又は全自動溶接の

溶接パラメータを制御・調節する要員 

JIS Z 3001-1「溶接用語一第 1部：一般」 

WQ-200 溶接士の種類 

自動溶接機を用いない溶接士（手溶接士

及び半自動溶接士）と，自動溶接機を用い

る溶接士（自動溶接士）とする。 
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JIS規格での用語と整合化を図るように、「溶接士」ではなく「溶接技能者」及び「溶

接オペレータ」の用語を使用するように改定する288。 

 

（３）検討の結果 

① 溶接施工を行う製造事業者が溶接技能者及び溶接オペレータの技能確認試験を行

うと規定したことは、記載の明確化であり、変更は妥当と判断する。 

② 「N-0050 溶接技能者及び溶接オペレータ」において、溶接士が溶接技能者及び溶

接オペレータに変更された。JIS Z 3801(2018)「手溶接技術検定における試験方法及

び判定基準」に整合させた用語の変更であり、妥当と判断する。 

「WQ-200 溶接を行う要員の種類」において、「溶接技能者」及び「溶接オペレータ」

を、溶接を行う要員としているが、例えば JIS Z 3801(2018)「手溶接技術検定にお

ける試験方法及び判定基準」には、受験者にも「溶接技能者」の呼称が用いられてい

る。「WQ-200 溶接を行う要員の種類」における「溶接技能者」及び「溶接オペレータ」

は技能の確認前後のいずれに用いる用語であるかについて、日本機械学会は、次のよ

うに説明している289。 

「溶接技能者」及び「溶接オペレータ」とも技能の確認試験で合格すれば、本

規格の有資格者となりますが、呼称としては、技能の確認前後とも用います。 

「溶接技能者」及び「溶接オペレータ」の呼称は、JIS Z 3801(2018)「手溶接技術

検定における試験方法及び判定基準」の「溶接技能者」と同様に、受験者に対しても

用いられるとのことである。 

技術基準規則においては、「溶接士」とされており、溶接規格 2012(2013)では「自

動溶接機を用いない溶接士（手溶接士と半自動溶接士）」と「自動溶接機を用いる溶

接士（自動溶接士）」とされ、溶接士の資格の種類が２つあること、溶接の資格を有

する者に対して溶接士としている点で規則との関係が明確であった。 

溶接規格 2020では、「溶接技能者（手溶接技能者及び半自動溶接技能者）」と「溶

接オペレータ」があり、溶接オペレータは、「自動又は全自動溶接の溶接パラメータ

を制御・調節する要員」とされ、資格の有無と「溶接士」との関係が不明確である。 

このため、「溶接技能者」及び「溶接オペレータ」は技術基準規則における「溶接

士」との関係が明確になるよう、溶接規格 2012(2013)と同じとするか、「溶接技能を

有する溶接士」、「溶接パラメータを制御・調節する溶接士」のように溶接士であるこ

とが明確になるよう見直すことを要望する。また、「要員の種類」は人に種類がある

ように読めるので「要員の資格の種類」とすることを要望する。 

 

（４）変更点以外の評価 

（a）旧年版を適用する理由 

「表 WQ-150-1 引用規格」において、下表に示す規格番号のものは適用年版が最新

ではない。 

 
288 溶接規格改訂提案 提案番号 W19-09 
289 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(25) 

1161



 

930 

№ JIS 規

格番号 

適用

年版 

 名   称  2020年時点 

での最新年版 

5 Z 3107   1993 チタン溶接部の放射線透過試験方法 2008 

9 Z 3801 1997 手溶接技術検定における試験方法及び判定

基準  

2018 

 

10 Z 3821 2001 ステンレス鋼溶接技術検定における試験方

法及び判定基準 

2018 

 

11 Z 3841 1997 半自動溶接技術検定における試験方法及び

判定基準 

2018 

 

旧年版を適用する理由について、日本機械学会は、次のように説明している290。 

JIS Z 3107については、2008年改正の追補 1の評価が未実施であったため、

旧年版のままとしております。JIS Z 3801、JIS Z 3821 及び JIS Z 3841は、

溶接規格 2020 年版発刊時には改正による影響の評価が完了していなかったた

め、旧年版のままとしております。なお、4規格とも、現在は最新版の JISの

内容を評価済みであり、溶接規格 2022年版では最新版を適用しております。 

JIS Z 3107(1993)「チタン溶接部の放射線透過試験方法」は、溶接規格 2012年版

の「表 N-X100-1 放射線透過試験」に規定されていたが、溶接規格 2013年追補では

削除された。その後、溶接規格 2020の「表 WQ-554-1 放射線透過試験」に再び規定

されたが、1993 年版及び 2008年版（追補 1）ではなく 1993年版が引用されている。

その理由として、日本機械学会は「2008 年改正の追補 1 の評価が未実施であったた

め」としており、JIS の改定から 10 年以上評価が行われていないとのことである。

JIS規格の最新版は速やかに取り入れることが望まれる。 

（b）溶接規格 2020「第 3部 溶接技能確認試験」で引用されている JIS規格が「表 WQ-

150-1 引用規格」に規定されていない理由 

「表 WQ-150-1 引用規格」には、下表に示す溶接規格 2020「第 3部 溶接技能確認

試験」で引用されている JIS規格が規定されていない。これらの JIS規格を引用しな

い理由について、日本機械学会は、次のように説明している291。 

JIS規

格番号 

年版 名称 

Z 3805 1997 チタン溶接技術検定における試験方法及び判定基準 

Z 3811 2000 アルミニウム溶接技術検定における試験方法及び判定基準 

ご指摘の通り、当該の JISについては本来「表 WQ-150-1 引用規格」に追加

すべきであり、正誤表の発行を検討します。 

溶接規格の本文で引用している規格を引用規格としてまとめて記載する場合には、

記載漏れのないようにすることが望まれる。 

 

（５）適用に当たっての条件 

 なし 

 

 
290 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(93) 
291 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(94) 
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（６）要望事項 

○ 「溶接技能者」及び「溶接オペレータ」は技術基準規則における「溶接士」との

関係が明確になるよう、溶接規格 2012(2013)と同じとするか、「溶接技能を有す

る溶接士」、「溶接パラメータを制御・調節する溶接士」のように溶接士であるこ

とが明確になるよう見直すことを要望する。 

○ 「要員の種類」は人に種類があるように読めるので「要員の資格の種類」とする

ことを要望する。 

 

４．３．２６ 溶接技能確認試験における溶接 

本規格は、溶接技能確認試験における溶接について、「WQ-310 確認項目」、「WQ-311

溶接方法」、「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」、「WQ-312 試験材及び溶

接姿勢」、「表 WQ-312-1 試験材及び溶接姿勢の区分（溶接技能者）」、「WQ-313 溶接

棒，溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線」、「表 WQ-313-1 溶接棒の区分」、

「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」、「WQ-314 母材」

及び「表 WQ-314-1 母材の区分」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.26 溶接技能確認試験における溶接の変更点」

参照） 

① 技能の確認は、次に掲げる事項について行うとしていたものを、次に掲げる項目

（資格区分）について行うに変更（WQ-311） 

② 自動溶接機を用いない溶接士の溶接方法の区分を溶接技能者の資格区分に変更し、

溶接施工上の制限、特殊技能の区分（上位資格、限定資格）及び特殊技能の制限を追

加（WQ-311） 

③ 「溶接施工上の制限」、「特殊技能の区分（資格区分）」及び「特殊技能の制限」を

追加（表 WQ-311-1） 

④ 「溶接方法の区分」から「A 及び Ao」、「T,TB,TF 及び TFB」、「TB 及び TFB」、「TF 及び

TFB」及び「Mo及び M」を削除し、「T」を追加（表 WQ-311-1） 

⑤ 「溶接方法の区分」の Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用いない片側溶接））、TB（テ

ィグ溶接（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て

金を用いないもの））、TFB（初層ティグ溶接（裏当て金を用いるもの））及び Mo（ミグ

溶接（裏当て金を用いない片側溶接））に対応する「溶接方法」を規定した（注）を

削除（表 WQ-311-1） 

⑥ 「溶接方法の区分」の T（ティグ溶接）及び PA（プラズマアーク溶接）の「手」及

び「半自動」の区分を削除し、手溶接と半自動溶接の区分を記号で表記する規定を（注）

1.に追加（表 WQ-311-1） 

⑦ Tは、限定資格(TB（ティグ溶接（裏波を形成しない溶接に限定））,TF（ティグ溶接

（初層溶接に限定））,TFB（ティグ溶接（裏波を形成しない初層溶接に限定)）を包含

する旨の規定を(注)2.に追加（表 WQ-311-1） 

⑧ 溶接技能者の「溶接方法の区分」についての規定を(注)3.～9.に追加（表 WQ-311-

1） 
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⑨ 「試験材の区分」が「アルミニウム、アルミニウム合金又はチタン以外」の W-2に

ついて、試験材の厚さを 25mm以上から 19mmに変更（表 WQ-312-1） 

⑩ 「溶接棒の区分」F-40Xを F-41～F-45に細区分し、F-41、F-42、F-43、F-44及び

F-45 を１区分とする規定を(注)1.に追加、「表 WQ-313-3 溶接棒の区分の記号」を削

除し、「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接棒の区

分」に移動（表 WQ-313-1） 

⑪ 「溶接棒の区分」に対応する「溶接棒の区分」を規定した（注）を削除（表 WQ-313-

1） 

⑫ 「溶加材の区分」の R-1X及び「心線の区分」の E-1Xに、Mn-Mo鋼（細区分 R-11、

E-11）及び Ni-Cr-Mo鋼（細区分 R-12、E-12）を追加（表 WQ-313-2） 

⑬ 「溶加材の区分」の R-5X及び「心線の区分」の E-5Xのオーステナイト系ステンレ

ス鋼をそれぞれ「R-8」及び「E-8」並びに「R-9」及び「E-9」に分割（表 WQ-313-2） 

⑭ 「母材のグループ区分」の P-1Xの「母材の区分」から P-31(Cu 及び Cu合金であっ

て、P-32,P-34 及び P-35以外のもの)、P-32（ネーバル黄銅又は復水器用黄銅）及び

P-35（Al青銅）を削除し、P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）及

び P-15E（改良９Cr-1Mo鋼）を追加（表 WQ-314-1） 

⑮ 母材のグループ区分に「上記以外の区分」を追加（表 WQ-314-1） 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

①、②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧ 溶接技能における「溶接方法の区分」を表 WQ-311-

1に統合し、その定義を技能に基づく内容に修正した292。 

⑨ 溶接技能確認試験の W-2 の試験材の厚さを JIS Z 3801の規定に合わせるように

改定した293。 

⑩、⑪ 「表 WP-332-1 溶接棒の区分」に整合させ資格表示における溶接棒の区分を「表

WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接棒の区分」に移行

した。 

⑫、⑬ 溶接金属の区分（A-No.）並びに溶加材及び心線の区分（R-No.及び E-No.）が

改定されたため、これらを参照している規定について改定内容を反映した294。 

⑭、⑮ 溶接規格 2012(2013)技術評価書において、溶接技能確認試験の母材の区分に

おける銅系材料の扱いに関し、要望意見を踏まえて改定（P-31、P-32 及び P-35 を

削除し「上記以外の区分」として追加）295。「表 N-G01 母材の区分」及び「表 WP-

321-1 母材の区分」に整合させるため P-10H及び P-15Eを追加。 

 

 
292 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№28 
293 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№21 
294 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№18 
295 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：2.№14 

1164



 

933 

（３）検討の結果 

① 「WQ-310 確認項目」は、溶接規格 2012(2013)では「自動溶接機を用いない溶接士

の技能の確認は，次に掲げる事項について，それぞれ定める事項の区分の組合せが異

なるごとに行うものとする。」と規定されていたが溶接規格 2020 では記載の見直し

が行われ「溶接技能者の技能の確認は，次に掲げる項目（資格区分）について，それ

ぞれの項目の組合せが異なるごとに行う。」と変更されている。「次に掲げる項目」

とは「WQ-311 溶接方法」、「WQ-312 試験材及び溶接姿勢」、「WQ-313 溶接棒、溶

加材（ウェルドインサートを含む）又は心線」及び「WQ-314 母材」のことであるが、

それぞれが引用する表には「～の区分」と記載されている。溶接規格 2020での「そ

れぞれの項目の組合せ」とは溶接規格 2012(2013)の「それぞれ定める事項の区分の

組合せ」のことであり、「次に掲げる項目」の項目のことではないため、変更は妥当

とは判断できない。 

したがって、「それぞれの項目の組合せが異なるごとに行う。」は「それぞれの項

目の区分の組合せが異なるごとに行う。」に読み替える。 

②、③ 「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」は、溶接規格 2012(2013)の「表

WQ-311-1 溶接方法の区分（自動溶接機を用いない溶接士）」から改定され、資格区

分が「溶接方法の区分（資格区分）」と「特殊技能の区分(資格区分)」に分離されて

いる。火技解釈（令和 4年 12月 15日施行）の「別表第１３ 手溶接士の技能試験事

項」は、溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（自動溶接機を用いな

い溶接士）」に示す溶接方法の区分と同じ規定である。原子力発電所には原子力設備

だけでなく火力設備もあるが、あえて改定した理由について、日本機械学会は、次の

ように説明している296。 

近年、資格区分の上位関係（資格の包含関係）がわかり難いという意見が多

くあったため、第 2部で、TF, TB, Ao, Moなどを溶接方法としては統合し、第

3部では特殊技能のみで区分としました。火力の方でも同様の意見が出ていま

すが、改正には至っておりません。 

資格区分の上位関係（資格の包含関係）が分かり難いという意見が多くあったとの

ことであるが、資格の上下関係を明確にする方法もあり、資格区分を「溶接方法の区

分（資格区分）」と「特殊技能の区分(資格区分)」に分離しなくても可能である。 

「４．３．１６ 溶接施工法確認試験における溶接方法と溶接方法の区分」の（３）

①において、日本機械学会は「ティグ溶接(T)は、溶接資格と関連付けるため「T」、

「T(裏波なし)」、「T(初層)」、「T(裏波なし初層)」のいずれかを記載する」と説明し

ており、溶接方法を T のみとすると溶接規格との関連付けるための記載が必要にな

る。このため、「４．３．１６ 溶接施工法確認試験における溶接方法と溶接方法の

区分」（３）①で述べたとおり、「表 WP-300-1 溶接方法別の確認項目」の溶接方法「A

（被覆アーク溶接）」は「A（被覆アーク溶接（両側溶接または裏当て金を用いる片側

溶接））、Ao（被覆アーク溶接（裏当て金を用いない片側溶接））」に、「T（ティグ溶接）」

は「T（ティグ溶接（裏当て金を用いない片側溶接））、TB（ティグ溶接（両側溶接又は
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裏当て金を用いる片側溶接））、TF（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、TFB

（初層ティグ溶接（裏当て金を用いるもの））」に、「M（ミグ溶接）」は「M（ミグ溶接

（両側溶接又は裏当て金を用いる片側溶接）、Mo（ミグ溶接（裏当て金を用いない片

側溶接））」に読み替えることとしている。 

溶接技能者の資格区分については、技能に基づき特殊技能の区分（上位資格、限定

資格）とそれ以外の溶接施工上の制限とで区別しているが、TF（ティグ溶接（初層溶

接に限定））、TB（ティグ溶接（裏波を形成しない溶接に限定））、Ao（被覆アーク溶接

（制限なし））、Mo（ミグ溶接（制限なし））等は削除されていないことから、区分の

見直しに相当するものであり妥当と判断する。 

④ 溶接技能者の溶接方法の区分を、特殊技能の区分とそれ以外の区分に変更したこ

とに伴う見直しであり、妥当と判断する。 

⑤ 溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」の（注）に

記載していた表の内容は、「表 WQ-330-1 溶接技能確認試験で合格になった場合に認

められる溶接方法の区分（溶接技能者）」で規定されているため、注の記載を削除し

たことは妥当と判断する。なお、「表 WQ-330-1 溶接技能確認試験で合格になった場

合に認められる溶接方法の区分（溶接技能者）」については「４．３．２８ 溶接技

能確認試験における資格表示」において評価する。 

⑥ 「溶接方法の区分」の T（ティグ溶接）と PA（プラズマアーク溶接）の「手」、「半

自動」の区分を削除し、手溶接と半自動溶接の区分を記号で表記する規定を（注）1.

に追加したことは、種類の項の記載を種類と溶接施工上の制限の項に分割し、特殊技

能の区分に対応した特殊技能の制限の項を追加した記載の適正化であり、妥当と判

断する。 

この変更により、TB（ティグ溶接（裏波を形成しない溶接に限定））、TF（ティグ溶

接（初層溶接に限定））及び TFB（ティグ溶接（裏波を形成しない初層溶接に限定)）

の半自動の区分が削除されたが、TB（ティグ溶接（裏波を形成しない溶接に限定））、

TF（初層ティグ溶接（初層溶接に限定））、TF初層ティグ溶接（初層溶接に限定））及び

TFB（ティグ溶接（裏波を形成しない初層溶接に限定)）に半自動溶接があってもおか

しくはないので、「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」（注）6～8に半自動

溶接の区分がある旨明確にすることを要望する。 

⑦、⑧ 「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」の(注)2.に、特殊技能の区分

TB（ティグ溶接（裏波を形成しない溶接に限定））、TF（ティグ溶接（初層溶接に限

定））及び TFB（ティグ溶接（裏波を形成しない初層溶接に限定)）は溶接方法の区分

が T（ティグ溶接）に対する限定資格である旨を規定したことは、規定の明確化であ

り妥当と判断する。 

(注)3.において、「Mは，ミグ溶接以外にマグ溶接を含む。」と規定しているが、「表

WP-310-1 溶接方法の区分」の溶接方法の区分 Mには、ミグ溶接及びマグ溶接以外に

炭酸ガスアーク溶接、フラックス入りワイヤミグ溶接及びフラックス入りワイヤマ

グ溶接が含まれており、「表 WP-310-1 溶接方法の区分」と「表 WQ-311-1 溶接方法の

区分（溶接技能者）」は整合していない。溶接施工法確認試験の「WP-334 心線」にお

いてソリッドワイヤとフラックス入りワイヤは異なる区分とすると規定しており、

1166



 

935 

溶接士の技量として炭酸ガスアーク溶接、フラックス入りワイヤミグ溶接及びフラ

ックス入りワイヤマグ溶接をミグ溶接、マグ溶接と同一視することは、妥当とは判断

できない。 

したがって、(注)3.の「Mは，ミグ溶接以外にマグ溶接を含む。」は「Mは，ミグ溶

接以外にマグ溶接を含む（炭酸ガスアーク溶接、フラックス入りワイヤミグ溶接及び

フラックス入りワイヤマグ溶接は除く。）。」に読み替える。また、同様の規定である

「表 WQ-411-1 溶接方法の区分（溶接オペレータ）」の（注）2.の「SMは，溶接方法

として，ミグ溶接以外にマグ溶接を含む。」は「SMは，ミグ溶接以外にマグ溶接を含

む（炭酸ガスアーク溶接、フラックス入りワイヤミグ溶接及びフラックス入りワイヤ

マグ溶接は除く。）。」に読み替える。 

第 2部溶接施工法確認試験には、炭酸ガスアーク溶接、フラックス入りワイヤミグ

溶接及びフラックス入りワイヤマグ溶接についての規定があり、溶接施工法の取得

が可能であるが、第 3 部溶接技能確認試験にはこれらの溶接方法についての規定が

ないため技能の取得ができない。炭酸ガスアーク溶接、フラックス入りワイヤミグ溶

接及びフラックス入りワイヤマグ溶接の溶接技能確認試験について規定するよう要

望する。 

溶接技能者の溶接方法の区分についての説明を(注)4.～8.として追加したことは、

補足事項の明確化である。ただし、（注）6.において TB（裏波を形成しないティグ溶

接）に裏当て材を使用する場合を含めているが、裏当て材は裏当て金と異なり裏波を

成型するために用いるので、裏当て材の追加は妥当とは判断できない。 

したがって、（注）6.の「TBは，開先の底部に裏当て金，裏当て材，母材，溶接金

属（初層溶接部）等があり，裏波を形成する必要がない溶接や，裏はつりを行う両側

溶接を行うことが認められる区分である。」は「TBは，開先の底部に裏当て金，母材，

溶接金属（初層溶接部）等があり，裏波を形成する必要がない溶接や，裏はつりを行

う両側溶接を行うことが認められる区分である。」に読み替える。 

(注)9.において、「ここでいう初層溶接とは，初層部についてのみ行う溶接であり，

残層部の溶接方法による抜け落ち，裏波形状への影響，又は著しい酸化等が生じない

厚さまでを初層部と見なす。」と規定しているが、JIS B 0190(2010)「圧力容器の構

造に関する共通用語」は「初層」を「溶接継手における最初の層」と定義しており、

JIS Z 3001-7(2018)「溶接用語－第 7 部：アーク溶接」は「ルートラン」において

「マルチパス溶接のルート部に溶着させた初層パス。ルートパスともいう。」とし、

「層」は「一つ又は二つ以上のパスから成る溶着金属」と定義している。また、「多

層溶接」は「ビードを 2層以上重ねる溶接」としている。(注)9.の「残層部の溶接方

法による抜け落ち，裏波形状への影響，又は著しい酸化等が生じない厚さまでを初層

部と見なす」では、2層以上の溶接も初層部と見なしており、追加は妥当とは判断で

きない。 

したがって、(注)9.は削る。 

初層の溶着金属が多パスであることはあり得るが、初層は 1 層であることを明確

にすることを要望する。 
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⑨ 「表 WQ-312-1 試験材及び溶接姿勢の区分（溶接技能者）」の「試験材の区分」W-

2については、「厚さ 25mm以上の板」から「厚さ 19mmの板」に変更されている（「表

WQ-321-3 W-2の試験材料の形状，寸法及び試験片採取位置」についても同じ。）。

JIS Z 3801「手溶接技術検定における試験方法及び判定基準」の規定に合わせて変更

したとのことだが、その理由について、日本機械学会は、次のように説明している297。 

従来の試験材厚さ 25mm は、旧電気工作物の溶接の技術基準の規定によるも

ので、さらに、当該技術基準の規定は、JIS Z 3801 1964年版からきています。

JIS Z 3801 1964年版では 25mmとなっていましたが、1997 年版で 19mmに改定

されたため、今回の改定でこれを反映したものになります。 

19mm でも多層盛溶接の技量を評価するには十分と考えられ、海外の規格に

おいても採用されている板厚であるためです。また、板厚 19 ㎜は、予熱又は

溶接後熱処理を行わずに溶接できる厚さの上限であります。 

「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないものの条件」によれば、母材の区分が P-1

の炭素鋼は溶接部の厚さ 19㎜未満が予熱又は溶接後熱処理を行わずに溶接すること

ができるが、想定される低合金鋼のような他の母材の区分は溶接部の厚さの大小に

かかわらず予熱が必要である。また、試験材の区分 W-4（外径 200～300mm、厚さ 20mm

以上の管）では管の場合の厚さを 20mmとしており、「板厚 19㎜は、予熱又は溶接後

熱処理を行わずに溶接できる厚さの上限」とはいえない。 

しかし、「表 WQ-312-1 試験材及び溶接姿勢の区分」及び「表 WQ-330-6 試験材及

び溶接姿勢の区分と作業範囲」に記載の溶接士の試験材の区分 W-2 を溶接規格 2012

の厚さ 25mmの板から JIS Z 3801(1997)「手溶接技術検定における試験方法及び判定

基準」の厚板（試験材：厚さ 19mmの板）に合わせることにより、必要な溶接士の技

能が低下するとはいえない。また、W-2の区分は施工する溶接金属の厚さに制限がな

いので、溶接規格 2012(2013)が適用された W-2有資格者と溶接規格 2020が適用され

た W-2有資格者とで区別を設ける必要もない。 

技術基準規則解釈の別記－５において、試験材及び溶接姿勢の区分は「表 WQ-312-

1 試験材及び溶接姿勢の区分」によらず「別表第１試験材及び溶接姿勢の区分」によ

ることとされている。 

技術基準規則解釈の別記－５（抜粋） 

３．第３部 溶接士技能認証標準 

（１）溶接士技能認証標準の適用に当たって 

① 3.1(2) 試験材及び溶接姿勢及び WQ-312 試験材及び溶接姿勢（「溶接規

格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」） 

自動溶接機を用いない溶接士の技能の確認に当たっては、試験材及び溶

接姿勢の区分は、別表第１に規定する試験材の区分及び溶接姿勢の区分の

組合わせとする。この場合において、溶接姿勢の区分が有壁水平固定及び

有壁鉛直固定にあっては、試験材の寸法、取付け方法、試験片採取位置及

び試験の方法は別図によること。 

したがって、引き続き「表 WQ-312-1 試験材及び溶接姿勢の区分」は適用除外とす

るが、技術基準規則解釈の別記－５の「別表第１ 試験材及び溶接姿勢の区分」の溶
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接規格 2020に対応する表については、「試験材の区分」W-2の「厚さ 25mm以上の板」

は「厚さ 19mmの板」に変更する。 

⑩、⑪ ニッケル系の溶接棒の区分 F-40X（ニッケル系溶接棒）を F-41（ニッケル用溶

接棒）、F-42（ニッケル銅合金用溶接棒）、F-43（ニッケルクロム鉄合金用溶接棒）、

F-44（ニッケルモリプデン鉄合金用溶接棒）、F-45（鉄ニッケルクロムモリプデン合

金用溶接棒）に細区分して溶接棒の種類を細区分ごとに記載し、(注)1.でこれらを 1

区分とする旨を明示したことは、規定の明確化であり妥当と判断する。 

「F-40X」は、「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる

溶接棒の区分」の資格表示において F-41（ニッケル用溶接棒）、「表 WQ-620-1 発電

用火力設備の技術基準の解釈と溶接規格の溶接技能者資格区分の対応」において F-

40X（被覆アーク溶接棒）と記載されており整合していない。どちらが正しいか不明

であることから規格の整合性を図ることを要望する。 

「表 WQ-313-1 溶接棒の区分」は、溶接規格 2012(2013)では「F-0（イルミナイト

系溶接棒）」、「F-0（イルミナイト系溶接棒）及び F-1（鉄系溶接棒）」、「F-0（イルミ

ナイト系溶接棒）から F-2（チタン系溶接棒）」、「F-0（イルミナイト系溶接棒）から

F-3（高セルロース系溶接棒）」、「F-0（イルミナイト系溶接棒）から F-4（水素系溶接

棒）」とされていたものが、溶接規格 2020では「F-0（イルミナイト系溶接棒）」、「F-

1（鉄系溶接棒）」、「F-2（チタン系溶接棒）」、「F-3（高セルロース系溶接棒）」、「F-4

（水素系溶接棒）」に変更されている。溶接規格 2012(2013)では（注）において、F-

4（水素系溶接棒）で技能試験をすれば F-0（イルミナイト系溶接棒）から F-3（高セ

ルロース系溶接棒）による技能試験は省略できるとされていたが、溶接規格 2020で

は当該（注）が削除され、溶接棒の区分ごとに技能試験が必要とされた。改定の理由

について、日本機械学会は、次のように説明している298。 

表の体裁は変わっていますが、表 WQ-330-2 に規定しているとおり、F-4 で

試験すれば F-0～F-4 が作業できる内容となっており、2012 年版と同等です。 

「WQ-310 確認項目」は自動溶接機を用いない溶接士の技能確認試験の確認項目（資

格区分）について規定しており、「WQ-313 溶接棒，溶加材（ウェルドインサートを

含む）又は心線」の(1)は溶接棒の区分を「表 WQ-313-1 溶接棒の区分」に示す区分

と規定しているので、その区分が溶接棒の資格区分となる。また、溶接規格

2012(2013)の「表 WQ-313-1 溶接棒の区分」において、溶接棒の区分に対する確認試

験の溶接棒を規定した注が、溶接規格 2020では削除されているので、溶接棒の区分

から確認試験の溶接棒を選択（例：溶接棒の区分が F-0（イルミナイト系溶接棒）か

ら F-4（水素系溶接棒）の場合は F-4（水素系溶接棒））できなくなった。これに対

し、日本機械学会は、作業ができる範囲は「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格に

なった場合に認められる溶接棒の区分」に示されており、溶接規格 2012(2013)と同

等であるとしている。 

しかし、「WQ-313 溶接棒，溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心線」には

「(1) 溶接棒の区分は，表 WQ-313-1に示す区分とする。」とあり、溶接棒の区分は、
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「表 WQ-313-1 溶接棒の区分」と規定されており、これと異なる区分が規定された「表

WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接棒の区分」は同等

ではない。また、「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる

溶接棒の区分」の資格表示は「F-0」、「F-1」、「F-2」、「F-3」及び「F-4」であ

るが、「表 WQ-620-1 発電用火力設備の技術基準の解釈と溶接規格の溶接技能者資格

区分の対応」では、「溶接規格の確認項目資格区分」は「F-0」、「F-0，F-1」、「F-

0～F-2」、「F-0～F-3」及び「F-0～F-4」と記載されている。このため、溶接技能者

の確認項目（WQ-310番台）に対して「WQ-330 作業範囲」は資格区分の範囲を拡大す

る規定内容になっている。 

日本機械学会によれば、溶接規格 2012（2013）と同等の内容とのことであるので、

（注）の削除は妥当と判断する。 

「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接棒の区分」

の内容は、「WQ-313 溶接棒，溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心線」に規

定するよう見直すことを要望する。また、溶接棒の区分に対応する資格区分と資格表

示は一体のものであるので、規格の整合性を図り、統一することを要望する。 

⑫ 「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心線の区分」において、

「溶加材の区分／心線の区分」の「R-11／E-11」及び「R-12／E-12」が「R-1X／E-1X」

に追加されたが、その妥当性について日本機械学会は、次のように説明している299。 

表 WP-331-1 溶接金属の区分を ASMEに合わせた結果、溶接材料の区分も A-

No.の区分に合わせました。追加した R-11/E-11,R-12/E-12 は、鋼系であり、

溶接技能の区分として「R-1X／E-1X」へ追加が妥当と判断したためです。 

ASME Code Sec.Ⅸ(2011a) QW-442の規定に基づき、新しい溶接金属区分番号とし

て A-11(Mn-Mo 鋼)及び A-12(Ni-Cr-Mo 鋼)を設け、それと対応するように R-No.区分

(溶加材)及び E-No.区分(心線)を追加し、R-11(Mn-Mo鋼)、R-12(Ni-Cr-Mo鋼)及び E-

11(Mn-Mo 鋼)、R-12(Ni-Cr-Mo 鋼)は低合金鋼であるため溶接性の違いによる大きな

技術的差異のない「炭素鋼及び低合金鋼（R-1X及び E-1X）」に区分した追加は、妥当

と判断する。 

⑬ 「溶加材の区分」の R-5X（オーステナイト系ステンレス鋼（溶接金属成分が、表

WQ-313-4に掲げる A-7から A-8に相当するもの））及び「心線の区分」の E-5X（オ

ーステナイト系ステンレス鋼（溶接金属成分が、表 WQ-313-4 に掲げる A-7 から A-8

に相当するもの））が、それぞれ R-8（Ni-Cr系ステンレス鋼（オーステナイト系（溶

接金属成分が、表 WQ-313-4に掲げる A-8に相当するもの））及び E-8（Ni-Cr系ステ

ンレス鋼（オーステナイト系（溶接金属成分が、表 WQ-313-4に掲げる A-8に相当す

るもの））並びに R-9（Ni-Cr系ステンレス鋼（オーステナイト系（溶接金属成分が、

表 WQ-313-4に掲げる A-9に相当するもの））及び E-9（Ni-Cr系ステンレス鋼（オー

ステナイト系（溶接金属成分が、表 WQ-313-4に掲げる A-9に相当するもの））に分

割された。オーステナイト系ステンレス鋼の溶接金属の区分は、溶接規格 2012(2013)

 
299 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(99) 
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で細分化されており、「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の

区分」はこれを反映した記載の変更であるため、妥当と判断する。 

「表 WQ-313-2溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」において、「溶

加材の区分」が R-1Xの R-3、R-4及び R-5（いずれも Cr-Mo鋼（溶接金属成分が、表

WQ-313-4に掲げる A-3から A-5に相当するもの））並びに「心線の区分」が E-3、E-

4及び E-5（いずれも Cr-Mo鋼（溶接金属成分が、表 WQ-313-4に掲げる A-3から A-5

に相当するもの））は「種類」が一つにまとめられて「（溶接金属成分が、表 WQ-313-

4 に掲げる A-3 から A-5 に相当するもの）」と記載されている。個別に区分しない理

由について、日本機械学会は、次のように説明している300。 

表 WQ-313-2の種類の欄は、種類別の表示としており、R-3～R-5はいずれも

Cr-Mo鋼であり、種類として区別する必要ないためです。 

表 WQ-313-4に掲げる A-3、A-4及び A-5は Cr量で区分されているので、溶加材の

区分が R-3、R-4及び R-5並びに心線の区分が E-3、E-4及び E-5 はそれぞれ A-3、A-

4及び A-5に対応することを明確にすることを要望する。 

⑭ 「表 WQ-314-1 母材の区分」において、「母材のグループ区分」の P-1X（アルミニ

ウム、アルミニウム合金又はチタン以外）に P-10H（オーステナイト・フェライト系

ステンレス鋼）及び P-15E（改良９Cr-1Mo鋼）が追加され、P-31（Cu及び Cu合金で

あって、P-32,P-34及び P-35以外のもの）、P-32（ネーバル黄銅又は復水器用黄銅）

及び P-35（Al 青銅）が削除されている。P-31（Cu及び Cu合金であって、P-32,P-34

及び P-35 以外のもの）、P-32（ネーバル黄銅又は復水器用黄銅）及び P-35（Al 青

銅）の削除の理由について、日本機械学会は、次のように説明している301。 

ASME Sec. IXと整合させるために P-31、P-32及び P-35は、P-1Xから削除し、

その他の区分とするように改定しています。鋼系の P-1Xと銅系は、溶接性が異

なることを考慮しております。 

P-31(Cu及び Cu合金であって、P-32,P-34及び P-35以外のもの)、P-32（ネーバル

黄銅又は復水器用黄銅）及び P-35（Al青銅）を P-1Xから削除したことは、溶接規格

2012(2013)技術評価書の「５．１．２．１ 技術的知見に基づく検討を要望するもの」

（２）の要望事項302を反映したものであり、妥当と判断する。P-10H（オーステナイ

ト・フェライト系ステンレス鋼）及び P-15E（改良９Cr-1Mo鋼）については、「４．

３．１２ 母材の区分」の（３）⑤で述べたとおり、削る。 

⑮ 「表 WQ-314-1 母材の区分」の P-1X（アルミニウム、アルミニウム合金又はチタン

以外）、P-21X（アルミニウム、アルミニウム合金）及び P-51X（チタン）に該当し

 
300 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(109) 
301 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(101) 
302 解説表 WQ-314-1 では、P-1X に対して同一とみなす母材の区分に、P-31（銅及び銅合金）、P-32（ネー

バル黄銅又は復水器用黄銅）、P-34（白銅及び復水器用白銅）、P-35（アルミニウム青銅）を含めており、

同解説(2)によると、これらの区分は ASME Sec.Ⅸ(2004) QW-423 を参考にした旨の記載がある。しかし

ながら、ASME QW-423（2004 年版及び 2013 年追補）では、P-34 のみを同一区分として認めている。P-

31 の溶接において、銅は炭素鋼（P-1）の約 8 倍以上の熱伝導度があるので、溶接時に局部加熱が難し

く、十分な溶込みを得るには高温（400～500℃）の予熱が必要であること、P-32 及び P-35 は低融点金

属を多く含む材料であり、溶接性は異なるため、P-1X に銅合金材料の P-31、P-32、P-35 を含めてよい

か技術的妥当性を再確認することを要望する。 
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ない場合、溶接士技能認証試験に使用した材料の P-No.を母材の区分とすることを

明確にしたものであり、追加は妥当と判断する。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)衝撃試験が確認項目になっていない理由 

「WQ-310 確認項目」には、「WQ-311 溶接方法」、「WQ-312 試験材及び溶接姿勢」、

「WQ-313 溶接棒溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心線」及び「WQ-314 母材」

が規定されているが、一定速度で入熱を管理するような高度な技量が必要な衝撃試

験を確認項目にしていない。その理由について、日本機械学会は、次のように説明し

ている303。 

溶接技能の区分は、適正な溶接を行う能力を担保するものです。衝撃試験は溶

接施工法とともに施工管理として行うものであり、溶接士技能については必要

に応じて施工工場の判断で力量評価、訓練等を行って管理します。第 2部の溶接

施工法確認試験で入熱の確認を行っているため、実機ではその溶接施工法の確

認項目に従って施工しますので、第 3 部において衝撃試験を確認項目とする必

要は無いと考えます。 

溶接の作業効率の観点からは大入熱の方が好まれる。衝撃試験ありの場合は入熱

管理が必要であり、制約条件下での訓練も必要と考えられる。溶接士技能は必要に応

じて施工工場の判断で力量評価、訓練等を行って管理するということであれば、衝撃

試験ありの溶接についてはその旨を明確にすることを要望する。 

なお、衝撃試験に関連する区分の見直しについては「４．３．１６ 溶接施工法確

認試験における溶接方法と溶接方法の区分」（３）③で述べたとおり、溶接方法「A」

は溶接規格 2012(2013)の「A、Ao」に、「T」は溶接規格 2012(2013)の「T、TB、TF、

TFB」に、「M」は溶接規格 2012(2013)の「M、Mo」に読み替える。 

(b)R-61、E-61（Zr）が記載されていない理由 

「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」及び「表 WQ-

314-1 母材の区分」に、R-61（E-61）：Zr（ジルコニウム）が記載されていない理由

について、日本機械学会は、次のように説明している304。 

当該箇所は、2019 年追補では記載されておりましたが、2020 年版原稿の編

集時の誤りによって削除されたため、正誤表を発行し、「R-61／E-61」（Zr(ジ

ルコニウム)）を記載するようにいたします。 

ジルコニウムについては、「４．３．１２ 母材の区分」（３）⑤で述べたとおり削

るが、「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」及び「表

WQ-314-1 母材の区分」には、ジルコニウムが記載されていないことから妥当と判断

する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

 
303 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(95) 
304 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(100) 
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 変更点 

① 、⑦、⑧、⑨、⑭ 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WQ-310 確認項目 溶接技能者の技能の確認

は，次に掲げる項目（資格区

分）について，それぞれの項

目の組合せが異なるごとに

行う。 

溶接技能者の技能の確認

は，次に掲げる項目（資格区

分）について，それぞれの項

目の区分の組合せが異なる

ごとに行う。 

表 WQ-311-1 溶接方法の区

分（溶接技能者） 

(注) 

1., 2.（略） 

 

3. Mは，ミグ溶接以外にマ

グ溶接を含む。 

 

 

 

 

4.、 5.（略） 

6. TBは，開先の底部に裏当

て金，裏当て材，母材，溶

接金属（初層溶接部）等が

あり，裏波を形成する必

要がない溶接や，裏はつ

りを行う両側溶接を行う

ことが認められる区分で

ある。初層溶接に限定さ

れる区分 TFBを包含する。 

7.、8.（略） 

9. ここでいう初層溶接と

は，初層部についてのみ

行う溶接であり，残層部

の溶接方法による抜け落

ち，裏波形状への影響，又

は著しい酸化等が生じな

い厚さまでを初層部と見

なす。 

(注) 

1, 2（略） 

 

3. Mは，ミグ溶接以外にマ

グ溶接を含む（炭酸ガス

アーク溶接，フラックス

入りワイヤミグ溶接及び

フラックス入りワイヤマ

グ溶接は除く。）。 

4.、 5.（略） 

6. TBは，開先の底部に裏当

て金，母材，溶接金属（初

層溶接部）等があり，裏波

を形成する必要がない溶

接や，裏はつりを行う両

側溶接を行うことが認め

られる区分である。初層

溶接に限定される区分 TFB
を包含する。 

7.、8.（略） 

 

表 WQ-411-1 溶接方法の区

分（溶接オペレータ） 

（注） 

1.（略） 

2. SMは，溶接方法として，

ミグ溶接以外にマグ溶接を

含む。 

（注） 

1.（略） 

2. SMは，ミグ溶接以外にマ

グ溶接を含む（炭酸ガスア

ーク溶接，フラックス入り

ワイヤミグ溶接及びフラッ

クス入りワイヤマグ溶接は

除く。）。 

○ 「表 WQ-312-1 試験材及び溶接姿勢の区分（溶接技能者）」は適用除外とする。 

②～⑥、⑩～⑬、⑮ 

なし 
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変更点以外 

なし 

 

（６）要望事項 

○ 「表 WQ-311-1 溶接方法」の区分（溶接技能者）の TB、TF（初層ティグ溶接（裏

当て金を用いないもの））及び TFB の注書き 6～8 に半自動溶接の区分がある旨

明確にすることを要望する。 

○ 炭酸ガスアーク溶接、フラックス入りワイヤミグ溶接及びフラックス入りワイ

ヤマグ溶接の溶接技能確認試験について規定するよう要望する。 

○ 初層の溶着金属が多パスであることはあり得るが、初層は 1 層であることを明

確にすることを要望する。  

○ 「F-40X」は「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる

溶接棒の区分」の資格表示において F-41 と、表 WQ-620-1 において F-40X と記

載されており整合していない。何が正しいのか不明であることから規格の整合

性を図ることを要望する。 

○ 「表 WQ-313-2 溶加材（ウェルドインサート含む）又は心線の区分」については、

表 WQ-313-4に掲げる A-3、A-4及び A-5は Cr量で区分されているので、溶加材

の区分が「R-3」、「R-4」及び「R-5」並びに心線の区分が「E-3」、「E-4」及

び「E-5」はそれぞれ A-3、A-4 及び A-5 に対応することを明確にすることを要

望する。 

○ 「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接棒の区

分」の内容は、「WQ-313 溶接棒，溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心

線 WQ-310 確認項目」に規定するよう見直すことを要望する。 

○ 衝撃試験ありの溶接の場合の技能について、溶接士技能は必要に応じて施工工

場の判断で力量評価、訓練等を行って管理するということであれば、その旨を明

確にすることを要望する。 

 

４．３．２７ 溶接技能確認試験の方法及び判定基準 

本規格は、溶接技能確認試験の方法及び判定基準について、「WQ-321 試験材の種類が

アルミニウム，アルミニウム合金又はチタン以外のものの場合」、「WQ-322 試験材の種

類がアルミニウム又はアルミニウム合金のものの場合」、「WQ-323 試験材の種類がチタ

ンのものの場合」及び「図 WQ-321-3 W-2の試験材料の形状，寸法及び試験片採取位置」

に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 試験材の種類が「アルミニウム，アルミニウム合金又はチタン以外のものの場合」

に、「A，Ao 及び A 並びに G 以外のもの」の開先の形状及び寸法はその溶接方法に適

したものとするとしていたものを「Ao,A 及び G 以外のもの」に変更（WQ-321(1)3)） 

② 試験材の種類が「アルミニウム又はアルミニウム合金のものの場合」に、「「T，TB，

TF及び TFB」，「TF及び TFB」，「M」並びに「Mo及び M」以外」の開先の形状及び寸法はそ
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の溶接方法に適したものとするとしていたものを「T,TB,TF,TFB,M及び Mo以外」に変

更（WQ-322(1)3)）し、型曲げ試験の場合のジグの寸法は、「表 WP-510-1継手引張試

験，型曲げ試験，ローラ曲げ試験及び衝撃試験」の母材の区分が P-25（Al-Mg合金で

あって，Mgの含有量が 3.9%を超え 5.6%以下のもの）の場合の寸法に従うことを追加

（WQ-322 (4)b）） 

③ 試験材の種類が「チタンのものの場合」に、開先の形状及び寸法はその溶接方法に

適したものとする溶接方法の区分の記載「「T，TB，TF及び TFB」、「TF及び TFB」並びに

「M」以外」を「T,TB,TF, TFB及び M以外」に変更（WQ-323(1)4)） 

④ 初層部以外の溶接技能者、溶接方法及び溶接姿勢は問わないとする溶接方法の区

分を「TF及び TFB並びに TFB」から「TF及び TFB」に変更（WQ-321(1)4）、WQ-322(1)4）、

WQ-323(1)5）） 

⑤ W-2試験材の厚さを 25mm以上から 19mmに変更（図 WQ-321-3） 

 

表 4.3.27 溶接技能確認試験の方法及び判定基準の変更点 

溶接規格 2020 溶接規格 2012（2013）（正誤表を含む） 

WQ-321 試験材の種類がアルミニウム，アル

ミニウム合金又はチタン以外のものの場

合 

(1)確認試験要領 

1)確認しようとする溶接技能者の資格に

応じて，溶接方法は表 WQ-311-1,溶接棒

は表 WQ-313-1,溶加材又は心線は表

WQ-313-2,母材は表 WQ-314-1 の区分か

ら選定して溶接を行う。 

2)(略) 

3)試験材の形状，寸法及び試験片採取位

置は，図 WQ-321-1～図 WQ-321-6 のい

ずれかによる。 

ただし，溶接方法の区分が，表 WQ-311-

1の Ao,A及び G以外のものの開先の形

状及び寸法は，その溶接方法に適した

ものとする。 

4)溶接方法の区分が，表 WQ-311-1の TF及

び TFB の場合の初層部以外の溶接技能

者，溶接方法及び溶接姿勢は，問わな

い。この場合において，初層部以外の

溶接は技能の確実な溶接技能者により

行うものとし，かつ，溶接金属は初層

部のそれと同程度のものとする。 

WQ-321 試験材の種類がアルミニウム，アル

ミニウム合金又はチタン以外のものの場

合 

(1)確認試験要領 

 

 

 

 

 

1)(略) 

2)試験材の形状，寸法及び試験片採取位

置は，図 WQ-321-1～図 WQ-321-6 のい

ずれかによる。 

ただし，溶接方法の区分が，表 WQ-311-

1 の A，Ao 及び A 並びに G 以外のもの

の開先の形状及び寸法は，その溶接方

法に適したものとする。 

3)溶接方法の区分が，表 WQ-311-1の溶接

方法 TF及び TFB並びに TFBの場合の初層

部以外の溶接士，溶接方法及び溶接姿

勢は，問わない。この場合において，初

層部以外の溶接は技量の確実な溶接士

により行うものとし，かつ，溶接金属は

初層部のそれと同程度のものとする。 

WQ-322 試験材の種類がアルミニウム又は

アルミニウム合金のものの場合 

(1)確認試験要領 

1)確認しようとする溶接技能者の資格に

応じて，溶接方法は表 WQ-311-1,溶加材

又は心線は表 WQ-313-2,母材は表 WQ-

WQ-322 試験材の種類がアルミニウム又は

アルミニウム合金のものの場合 

(1)確認試験要領 
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314-1の区分から選定して溶接を行う。 

2)試験材の作製 

a)板の試験材は，JIS H 4000「アルミニ

ウム及びアルミニウム合金の板及び

条」に規定してある A5083P-O とし，

管の試験材は，JIS H 4080「アルミニ

ウム及びアルミニウム合金継目無管」

に規定してある A5083TD-O,A5083TE-O

又は A5083P-Oを加工した管とする。 

 

b)(略) 

3)試験材の形状，寸法及び試験片採取位

置は，図 WQ-322-1～図 WQ-322-6 のい

ずれかによる。 

ただし，溶接方法の区分が表 WQ-311-1

の T,TB,TF,TFB,M 及び Mo 以外の開先の

形状及び寸法は，その溶接方法に適し

たものとする。 

 

4)溶接方法の区分が，表 WQ-311-1の TF及

び TFB の場合における初層部以外の溶

接技能者，溶接方法及び溶接姿勢は，

問わない。この場合において，初層部

以外の溶接は技能の確実な溶接技能者

により行うものとし，かつ，溶接金属

は初層部のそれと同程度のものとす

る。 

 

(4)試験方法 

 1)(略) 

2) 曲げ試験 

a)(略) 

b)曲げ試験に用いる雄型の半径（R）は，

試験片厚さの3
1

3
倍とする。 

型曲げ試験の場合のジグの寸法は，第

2 部溶接施工法確認試験の表 WP-510-

1 で規定されている母材の区分が P-

25の場合の寸法に従う。 

c)(略) 

 

1)試験材の作製 

a)板の試験材は，JIS H 4000(2006)「ア

ルミニウム及びアルミニウム合金の

板及び条」に規定してある A5083P-O

と し ， 管 の 試 験 材 は ， JIS H 

4080(2006)「アルミニウム及びアルミ

ニウム合金継目無管」に規定してある

A5083TD-O，A5083TE-O 又は A5083P-O

を加工した管とする。 

b)(略) 

2)試験材の形状，寸法及び試験片採取位

置は，図 WQ-322-1～図 WQ-322-6 のい

ずれかによる。 

ただし，溶接方法の区分が表 WQ-311-1

の「T，TB，TF及び TFB」，「TF及び TFB」，

「M」並びに「Mo及び M」以外の開先の

形状及び寸法は，その溶接方法に適し

たものとする。 

3)溶接方法の区分が，表 WQ-311-1の TF及

び TFB並びに TFBの場合における初層部

以外の溶接士，溶接方法及び溶接姿勢

は，問わない。この場合において，初層

部以外の溶接は技量の確実な溶接士に

より行うものとし，かつ，溶接金属は初

層部のそれと同程度のものとする。 

 

 

(4)試験方法 

 1)(略) 

2) 曲げ試験 

a)(略) 

b)曲げ試験に用いる雄型の半径（R）は，

試験片厚さの3
1

3
倍とする。 

 

 

 

 

c)(略) 

WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場

合 

(1)確認試験要領 

1)確認しようとする溶接技能者の資格に

応じて，溶接方法は表 WQ-311-1, 溶加

材又は心線は表 WQ-313-2, 母材は表

WQ-314-1 の区分から選定して溶接を行

う。 

2) 板の試験材は，JIS H 4600「チタン及

WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場

合 

(1)確認試験要領 

 

 

 

 

 

1) 板の試験材は，JIS H 4600(2007)(チタ
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① 「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」において、「溶接方法の区分」の記

載が「A」、「Ao 及び A」、「G」のものが「A」、「G」に変更され、Ao は A の特殊技能の

区分に分類されたため、WQ-321(1)3)の記載を「A，Ao 及び A 並びに G 以外のもの」

から「Ao, A 及び G以外のもの」に整合させた。 

② 「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」において、「溶接方法の区分」の記

載が「T，TB，TF及び TFB」、「TF及び TFB」、「M」、「Mo及び M」のものを「T」、「M」に変

更し、「TB」、「TF」（初層ティグ溶接（裏当て金を用いないもの））、「TFB」及び「Mo」は

びチタン合金―板及び条」に規定する 2

種のチタン板とし，管の試験材は，JIS H 

4630「チタン及びチタン合金―継目無

管」に規定する 2種のチタン管とする。 

 

3) 試験に使用する溶加材又は心線は，JIS 

Z 3331「チタン及びチタン合金溶接用の

溶加棒及びソリッドワイヤ」に規定する

STi0120J 又は STi0120 に適合するもの

とする。 

4)試験材の形状，寸法及び試験片採取位置

は，図 WQ-323-1～図 WQ-323-4のいずれ

かによる。 

ただし，溶接方法の区分が，表 WQ-311-

1の T, TB, TF, TFB及び M以外の開先の

形状及び寸法は，その溶接方法に適した

ものとする。 

5) 溶接方法の区分が，表 WQ-311-1の TF及

び TFB の場合における初層部以外の溶接

技能者，溶接方法及び溶接姿勢は問わな

い。この場合において，初層部以外の溶

接は技能の確実な溶接技能者により行

うものとし，かつ，溶接金属は初層部の

それと同程度のものとする。 

ン及びチタン合金－板及び条)に規定す

る 2 種のチタン板とし，管の試験材は，

JIS H 4630(2007)(チタン及びチタン合

金－継目無管)に規定する 2 種のチタン

管とする。 

2) 試験に使用する溶加材又は心線は，JIS 

Z 3331(2002)(チタン及びチタン合金溶

加棒並びにソリッドワイヤ)に規定する

YTB340 又は YTW340 に適合するものとす

る。 

3)試験材の形状，寸法及び試験片採取位置

は，図 WQ-323-1～図 WQ-323-4 のいずれ

かによる。ただし，溶接方法の区分が，表

WQ-311-1の「T，TB，TF及び TFB」，「TF及

び TFB」並びに「M」以外の開先の形状及び

寸法は，その溶接方法に適したものとす

る。 

4) 溶接方法の区分が，表 WQ-311-1 の「TF
及び TFB」並びに「TFB」の場合における初

層部以外の溶接士，溶接方法及び溶接姿

勢は問わない。この場合において，初層

部以外の溶接は技量の確実な溶接士によ

り行うものとし，かつ，溶接金属は初層

部のそれと同程度のものとする。 

 
(略) 

図 WQ-321-3 W-2の試験材料の形状，寸法及

び試験片採取位置 

 
(略) 

図 WQ-321-3 W-2の試験材料の形状，寸法及

び試験片採取位置 
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特殊技能の区分に分類されたため、WQ-322(1)3)の記載について、「「T，TB，TF及び TFB」、

「TF及び TFB」、「M」及び「Mo 及び M」以外」を「T,TB,TF,TFB,M 及び Mo 以外」に整合

させた。また、2012(2013)年版でのアルミ材の溶接技能確認試験に関する規定の改定

に対して追加要件が設けられたため、型曲げ試験で使用する治具の寸法を明記する

ように改定した305。 

③ 「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」において、「溶接方法の区分」の記

載が「T，TB，TF 及び TFB」、「TF 及び TFB」のものを「T」に変更し、「TB」、「TF」、「TFB」

は特殊技能の区分に分類されたため、WQ-323(1)4)の記載について、「「T，TB，TF及び

TFB」、「TF及び TFB」及び「M」以外」を「T,TB,TF,TFB及び M以外」に整合させた。 

④ 「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」において、「溶接方法の区分」の記

載が「TF及び TFB」のものを「T」に変更し、「TF」、「TFB」は特殊技能の区分に分類され

たため、「「TF及び TFB」及び「TFB」」を「TF及び TFB」に整合させた。 

⑤ 溶接技能確認試験の W-2の試験材の厚さを JIS Z 3801の規定に合わせるように改

定した306。 

 

（３）検討の結果 

① 「WQ-321 試験材の種類がアルミニウム，アルミニウム合金又はチタン以外のもの

の場合」(1)3)において、試験材の種類が「アルミニウム，アルミニウム合金又はチ

タン以外のものの場合」に「A，Ao及び A並びに G以外のもの」の開先の形状及び寸

法はその溶接方法に適したものとするとしていたものを「Ao,A 及び G 以外のもの」

に変更した。これは、溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技

能者）」における溶接方法の区分の「Ao及び A」が削除され、上位資格の Ao（被覆ア

ーク溶接（初層溶接において裏波を形成する高度な技能を有する区分））に区分され

たことにより「A，Ao及び A 並びに G以外のもの」を「Ao,A及び G以外のもの」に変

更した規定の整合化であり、妥当と判断する。 

「WQ-320 確認試験の方法及び判定基準」には「WQ-321 試験材の種類がアルミニウ

ム，アルミニウム合金又はチタン以外のものの場合」、「WQ-322 試験材の種類がアル

ミニウム又はアルミニウム合金のものの場合」及び「WQ-323 試験材の種類がチタン

のものの場合」が規定されている。「表 WP-321-1 母材の区分」の「母材の区分」が

P-61（Zr）の場合は、「WQ-321 試験材の種類がアルミニウム，アルミニウム合金又は

チタン以外のものの場合」が適用されることになるが、その妥当性について、日本機

械学会は、次のように説明している307。 

第 2 部においてジルコニウムを追加しましたが、第 3部において規定がされ

ておりませんでした。本来はチタンに倣った内容にすべきですので、今後改定

を行います。  

 
305 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：2.№6 
306 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№21 
307 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(102) 
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P-61（Zr）については「４．３．１２ 母材の区分」（３）⑤で述べたとおり、削

る。このため、P-61（Zr）に「WQ-321 試験材の種類がアルミニウム，アルミニウム

合金又はチタン以外のものの場合」を適用することはないが、今後の改定の際には、

規格全体を整合させるよう規定することが望まれる。 

② 「WQ-322 試験材の種類がアルミニウム又はアルミニウム合金のものの場合」(1)3)

について、溶接規格 2012(2013)「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」にお

ける溶接方法の区分の「T，TB，TF及び TFB」、「TB及び TFB」「TF及び TFB」及び「Mo及び

M」が削除されたことについては、限定資格の TB（ティグ溶接（裏波を形成しない溶

接に限定））、TF（ティグ溶接（初層溶接に限定））、TFB（ティグ溶接（裏波を形成しな

い初層溶接に限定)）及び上位資格の Mo（ミグ溶接（制限なし））に区分されたこと

により、「「T，TB，TF及び TFB」、「TF及び TFB」、「M」及び「Mo及び M」以外」を「T,TB,TF,TFB,M

及び Mo以外」に変更したもので、規定の整合であり妥当と判断する。 

また、型曲げ試験の場合のジグの寸法について、「表 WP-510-1 継手引張試験，曲げ

試験，ローラ曲げ試験及び衝撃試験」で規定されている母材の区分が P-25（Al-Mg合

金であって、Mgの含有量が 3.9%を超え 5.6%以下のもの）の場合の寸法に従うと明記

したことは、溶接規格 2012(2013)技術評価書の「３.２.２.１８ アルミニウム材の

溶接士技能認証試験（曲げ試験用治具）」における指摘に基づき見直したものであり、

「表 N-X110-2 継手引張試験、型曲げ試験及びローラ曲げ試験」とも整合することか

ら、妥当と判断する。 

③ 「WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場合」(1)4)について、溶接規格

2012(2013)の「表 1-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」における溶接方法の区分の「T，

TB，TF及び TFB」、「TB及び TFB」「TF及び TFB」及び「Mo 及び M」が削除されたことは、

限定資格の TB（ティグ溶接（裏波を形成しない溶接に限定））、TF（ティグ溶接（初層

溶接に限定））及び TFB（ティグ溶接（裏波を形成しない初層溶接に限定)）並びに上

位資格の Mo（ミグ溶接（制限なし））に区分されたことにより、「「T，TB，TF及び TFB」、

「TF及び TFB」及び「M」以外」を「T,TB,TF,TFB及び M以外」に変更したもので、規定

の整合であり、妥当と判断する。 

④ 「WQ-321 試験材の種類がアルミニウム，アルミニウム合金又はチタン以外のもの

の場合」(1)4)、「WQ-322 試験材の種類がアルミニウム又はアルミニウム合金のもの

の場合」(1)4)及び「WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場合」(1)5)について、

溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技能者）」における溶接

方法の区分の「TF及び TFB」と「TFB」が削除され、上位資格の TF（ティグ溶接（初層

溶接に限定））、TFB（ティグ溶接（裏波を形成しない初層溶接に限定)）に区分された

ことにより、「TF及び TFB並びに TFB」を限定資格の「TF及び TFB」としたことは、規定

の整合であり、変更は妥当と判断する。 

⑤ W-2試験材の厚さを 25mm以上から 19mmに変更に関する評価は、「４．３．２６ 溶

接技能確認試験における溶接」（３）⑨で述べたとおり、妥当と判断する。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)溶接方法 TF及び TFB並びに TFBの場合における試験片の個数 
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「WQ-321 試験材の種類がアルミニウム、アルミニウム合金又はチタン以外のもの

の場合」(3)1)において、「表 WQ-311-1 に掲げる溶接方法 TF及び TFB並びに TFBの場合

における試験片の個数」とあるが、溶接規格 2020では溶接方法の区分は「T」に改定

され、「TF」及び「TFB」は「特殊技能の区分(資格区分)」になっている。溶接規格

2012(2013)の同表中の溶接方法の区分「TF及び TFB」は溶接規格 2020の同表中の「特

殊技能の区分(資格区分)」において削除されている。「表 WQ-311-1に掲げる溶接方法

TF及び TFB並びに TFBの場合」は「表 WQ-311-1 に掲げる特殊技能の区分(資格区分)TF

及び TFBの場合」の誤りではないか（「WQ-322 試験材の種類がアルミニウム又はアル

ミニウム合金のものの場合」(3) 2)、「WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場合」

(3) 1)についても同じ。）との点について、日本機械学会は、次のように説明してい

る308。 

ご指摘の通り、誤記です。正誤表を発行いたします。 

誤記とのことであるので、「WQ-321 試験材の種類がアルミニウム、アルミニウム合

金又はチタン以外のものの場合」(3)試験片の準備 1)、「WQ-322 試験材の種類がアル

ミニウム又はアルミニウム合金のものの場合」(3)試験片の準備 2)及び「WQ-323試験

材の種類がチタンのものの場合」(3)試験片の準備 1)において、「表 WQ-311-1に掲げ

る溶接方法 TF及び TFB並びに TFBの場合」は、「表 WQ-311-1 に掲げる特殊技能の区分

(資格区分)TF及び TFBの場合」に読み替える。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

なし 

変更点以外 

 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WQ-321 試験材の種類がア

ルミニウム，アルミニウ

ム合金又はチタン以外の

ものの場合 

 

(3)試験片の準備 

1)曲げ試験片 

曲げ試験の種類及び試

験片の数は，継手の種類

及び厚さの区分によっ

て，表 WQ-321-1のとおり

とする。ただし，表 WQ-

311-1 に掲げる溶接方法

TF及び TFB,並びに TFBの場

合における試験片の個数

は，図 WQ-321-1, 図 WQ-

321-2, 図 WQ-321-3, 図

WQ-321-4, 図 WQ-321-5 又

は図 WQ-321-6に示す表曲

げ試験，側曲げ試験及び

裏曲げ試験の試験片の個

(3)試験片の準備 

1)曲げ試験片 

曲げ試験の種類及び試

験片の数は，継手の種類

及び厚さの区分によっ

て，表 WQ-321-1のとおり

とする。ただし，表 WQ-

311-1 に掲げる溶接方法

の特殊技能の区分(資格

区分)TF 及び TFB の場合に

おける試験片の個数は，

図 WQ-321-1, 図 WQ-321-

2,図 WQ-321-3, 図 WQ-

321-4, 図 WQ-321-5 又は

図 WQ-321-6に示す表曲げ

試験，側曲げ試験及び裏
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数の合計とし，すべての

試験片について裏曲げ試

験を行う。 

曲げ試験の試験片の個数

の合計とし，すべての試

験片について裏曲げ試験

を行う。 

WQ-322 試験材の種類がア

ルミニウム又はアルミニ

ウム合金のものの場合 

 

(3)試験片の準備 

2)試験片の個数 

試験片の数は，表 WQ-

321-1による。ただし，表

WQ-311-1 に掲げる溶接方

法 TF及び TFB,並びに TFBの

場合における試験片の個

数は，図 WQ-322-1,図 WQ-

322-6に示す表曲げ試験，

側曲げ試験及び裏曲げ試

験の試験片の個数の合計

とし，すべての試験片に

ついて裏曲げ試験を行

う。 

(3)試験片の準備 

2)試験片の個数 

試験片の数は，表 WQ-321-1

による。ただし，表 WQ-311-

1 に掲げる溶接方法の特殊

技能の区分(資格区分)TF 及

び TFBの場合における試験片

の個数は，図 WQ-322-1,図

WQ-322-6 に示す表曲げ試

験，側曲げ試験及び裏曲げ

試験の試験片の個数の合計

とし，すべての試験片につ

いて裏曲げ試験を行う。 

WQ-323 試験材の種類がチ

タンのものの場合 

(3)試験片の準備 

1) 曲げ試験片 

曲げ試験の種類及び試

験片の数は，継手の種類

及び厚さの区分によっ

て，表 WQ-321-1のとおり

とする。ただし，表 WQ-

311-1 に掲げる溶接方法

TF及び TFB,並びに TFBの場

合における試験片の個数

は，図 WQ-323-1, 図 WQ-

323-2,図 WQ-323-3又は図

WQ-323-4 に示す表曲げ試

験及び裏曲げ試験の試験

片の個数の合計とし，す

べての試験片について裏

曲げ試験を行う。 

(3)試験片の準備 

1) 曲げ試験片 

曲げ試験の種類及び試

験片の数は，継手の種類

及び厚さの区分によっ

て，表 WQ-321-1のとおり

とする。ただし，表 WQ-

311-1 に掲げる溶接方法

の特殊技能の区分(資格

区分)TF 及び TFB の場合に

おける試験片の個数は，

図 WQ-323-1, 図 WQ-323-

2,図 WQ-323-3 又は図 WQ-

323-4 に示す表曲げ試験

及び裏曲げ試験の試験片

の個数の合計とし，すべ

ての試験片について裏曲

げ試験を行う。 

 

４．３．２８ 溶接技能確認試験における資格表示 

本規格は、溶接技能確認試験における資格表示について、「WQ-330 作業範囲」、「表

WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」及び「表 WQ-330-7 各溶接姿勢の傾斜

角及び回転角の範囲」に規定している。 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.28 溶接技能確認試験における資格表示の変更

点」参照） 

① 溶接技能確認試験で合格した溶接技能者の資格に溶接方法の区分、溶接棒の区分、

溶加材の区分、心線の区分及び母材の区分を追加（WQ-330、表 WQ-330-1、表 WQ-330-

2、表 WQ-330-3、表 WQ-330-4、表 WQ-330-5） 
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② 溶接技能確認試験で合格した溶接技能者の資格に、試験材の区分及び溶接姿勢の

区分に応じた作業範囲を追加（WQ-330、表 WQ-330-6） 

②－１ 「作業範囲」を開先溶接とすみ肉溶接に分けて規定（表 WQ-330-6） 

②－２ 「溶接姿勢の区分」が立向、横向及び上向の資格に対して、「作業範囲」に

開先溶接とすみ肉溶接の溶接姿勢として下向きを追加（表 WQ-330-6） 

②－３ 「試験材の区分」が W-0、W-1、W-2、W-10、W-11及び W-12であって「溶接

姿勢の区分」が立向及び上向の資格に対して、「作業範囲」の「すみ肉溶接」

の溶接が可能な溶接姿勢として横向を追加（表 WQ-330-6） 

②－４ 「試験材の区分」が W-2 の試験材の厚さを 25mm 以上から 19mm に変更（表

WQ-330-6） 

②－５ 「試験材の区分」が板の場合、「作業範囲」の「開先溶接」の「溶接金属の

厚さ」に（板）を、「試験材の区分」が管の場合、（板及び配管）を追加し、「板

及び配管には，板形状及び管形状の材料が含まれる」を(注)3.として追加（表

WQ-330-6） 

②－６ 溶接規格 2012(2013)において「試験材の区分」が W-0又は W-10の場合の溶

接姿勢ｆ、ｖ、ｈ、oの全てについて確認を受けた場合、作業範囲に規定する

溶接姿勢を「姿勢制限なし」としていた（注）3.の規定を削除（表 WQ-330-6） 

②－７ 「試験材の区分」が W-3-0、W-3、W-4、W-13、W-14、W-15、W-23 及び W-24

の「作業範囲」の「溶接姿勢」に「全姿勢」を追加し、(注)4.に管軸が傾斜し

た配管の溶接に適用する旨を追加（表 WQ-330-6） 

②－８ 板材の溶接姿勢を配管溶接に適用できる管径と厚さを(注)5.に追加（表 WQ-

330-6） 

③ 溶接技能確認試験で合格した溶接技能者の「溶接姿勢の区分」に実際に溶接が可能

な傾斜角及び回転角の範囲を追加(表 WQ-330-7) 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接規格 2012(2013)技術評価書の「別記 溶接規格改訂において考慮されることが

望まれる事項」の 4.(2)を踏まえて、2012 年版解説表 WQ-313-1～解説表 WQ-313-3の

内容を本文で規定するように変更した309（表 WQ-330-2～表 WQ-330-4）。また、「表 WQ-

311-1 溶接方法の区分（自動溶接機を用いない溶接士）」の注書きの内容を表 WQ-330-

1にまとめた。さらに 2012年版「解説表 WQ-314-1同一区分の母材」を本文で規定す

るようにした（表 WQ-330-5）。 

②－１ 各溶接技能資格で溶接が可能な作業範囲（開先溶接、すみ肉溶接、溶接姿勢）

を明確にするように表 WQ-330-6「試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」を改

定した310。溶接規格 2012 年版の技術評価書での要望意見を踏まえ、解説表 WQ-

 
309 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：2.№15 
310 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№30、資料 1-1-4：4.4 
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313-1「同一区分の溶接棒」、解説表 WQ-313-2「同一区分の溶加材」及び解説表

WQ-313-3「同一区分の心線」を本文で規定するように改定した311。 

②－２、②－３ ASME Sec.Ⅸ(2015)の QW-461.9「Performance Qualification-Position 

and Diameter Limitation」を参考にして改定した。 

②－４ 溶接技能確認試験の W-2の試験材の厚さを JIS Z 3801の規定に合わせるよう

に改定した312。 

②－５ 各溶接技能者資格で溶接を行うことができる開先溶接及びすみ肉溶接の作業

範囲は、鍛造品等の板及び配管の材料の場合にも適用されるため、（注）3.で「板

及び配管には、板形状及び管形状の材料も含まれる。」と明確にした。 

②－６ 2012 年版の注 3.の規定は W-0 及び W-10 の溶接士資格に限定しているが、限

定する必要はないと考えられる。2020 年版の注 5.において、「W-0 及び W-10 の

場合」という条件は削除した規定とした。 

②－７ JIS Z 3001-1「溶接用語－第 1 部：一般」において全姿勢は「下向、横向、

立向及び上向の全ての姿勢の総称」と定義されており、実質的に同じであること

から取り入れた。 

②－８ 板材の溶接姿勢を配管溶接に適用できる管径と厚さを、ASME Sec.Ⅸ(2015)の

QW-461.9「Performance Qualification-Position and Diameter Limitation」と

整合するように決めた。 

③ 中間的な溶接姿勢の扱いを明確にするように「表 WQ-330-7 各溶接姿勢の傾斜角及

び回転角の範囲」を追加した313。 

 

（３）検討の結果 

① 「表 WQ-330-1 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接方法の区分

（溶接技能者）」は、溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-311-1 溶接方法の区分（溶接技

能者）」の（注）に規定していた表の内容を、特殊技能を含む溶接方法の区分ごとに

見直したものである。「認められる溶接方法の区分」に実質的な変更はなく、追加は

妥当と判断する。 

なお、「表 WQ-330-1 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接方法

の区分（溶接技能者）」には「溶接技能者の資格表示」の欄が規定されており、「４．

３．２６ 溶接技能確認試験における溶接」（３）⑩及び⑪で述べたとおり、溶接技

能者の確認項目（WQ-310番台）と関係ない「WQ-330 作業範囲」で確認項目からの規

定範囲が拡大されている。「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認

められる溶接棒の区分」、「表 WQ-330-3 溶接技能確認試験で合格になった場合に認め

られる溶加材の区分」、「表 WQ-330-4 溶接技能確認試験で合格になった場合に認めら

れる心線の区分」及び「表 WQ-330-5 溶接技能確認試験で合格になった場合に認めら

 
311 溶接規格改訂提案 提案番号 W16-12 
312 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 1-

1-4：3.№21 
313 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№30、資料 1-1-4：4.4 
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れる母材の区分」についても同様である。これらの表の溶接技能者の資格表示欄は削

除する等の見直しを行うことを要望する。 

「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接棒の区分」、

「表 WQ-330-3 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶加材の区分」及

び「表 WQ-330-4 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる心線の区分」に

ついては、溶接規格 2012(2013)の「解説表 WQ-313-1 同一区分の溶接棒」、「解説表

WQ-313-2 同一区分の溶加材」及び「解説表 WQ-313-3 同一区分の心線」を本文に

移行したもので、実質的な変更はなく、追加は妥当と判断する。 

「表 WQ-330-5 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる母材の区分」は、

溶接規格 2012(2013)の「解説表 WQ-314-1 同一区分の母材」を本文に移行し、「母材

の区分」から P-31（Cu及び Cu合金であって、 P-32, P-34及び P-35以外のもの）、

P-32（ネーバル黄銅又は復水器用黄銅）及び P-35（Al青銅）を削除し、新たに P-10H

（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）及び P-15E（改良９Cr-1Mo鋼）を追

加したものである。P-31（Cu 及び Cu 合金であって、P-32,P-34 及び P-35 以外のも

の）、P-32（ネーバル黄銅又は復水器用黄銅）及び P-35（Al青銅）の削除については、

「４．３．２６ 溶接技能確認試験における溶接」（３）⑭で述べたとおり、妥当と

判断する。また、P-10H（オーステナイト・フェライト系ステンレス鋼）及び P-15E

（改良９Cr-1Mo 鋼）の追加は、「４．３．１２ 母材の区分」（３）⑤で述べたとお

り、削る。 

② 溶接規格 2012(2013)の「WQ-330 作業範囲」の規定内容を「WQ-330 作業範囲」(2)

に規定し、溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-330-1 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範

囲」の記載内容を充実させ、「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」

としたものである。 

②－１ 「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」において、溶接士の

作業範囲が開先溶接とすみ肉溶接に分けて規定された。板を用いて試験を行った

溶接士について、開先溶接の欄には「板」と規定されているが、すみ肉溶接には「板」

の規定はない。すみ肉溶接の場合は、板状のもの以外の溶接も可能かについて、日

本機械学会は、次のように説明している314。 

• 板と制限を設けていないので、板状のもの以外も可能である。  

•「表 WQ-330-7各溶接姿勢の傾斜角及び回転角の範囲」に示す範囲であれば、

容器に取付く管台、配管に取付く当て板などのすみ肉溶接の施工が可能であ

る。 

溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-330-1 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」に

はすみ肉溶接の作業範囲は規定されておらず、溶接規格 2020 の「表 WQ-330-6 試

験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」で追加されている。開先溶接の場合に「板」

と記載したのは、試験材の区分が W-0（厚さ 3～3.2mmの板）の場合を例にすると、

溶接規格 2012(2013)において作業範囲欄に「板についての～」と規定されている

 
314 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：78 頁 3(4)(a)1) 
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ことから、溶接規格 2020では溶接金属の厚さ欄に「（板）」を規定したものと思わ

れる。試験材が管の場合には溶接規格 2012(2013)では作業範囲の欄に板や管の記

載がないことから、溶接規格 2020は管以外も可能として溶接金属の厚さ欄に「（板

及び配管）」と規定したものと思われる。すみ肉溶接の場合に「（板）」や「（板及び

配管）」が記載されていないことは、溶接規格 2020で新たに追加した作業範囲のも

のであり、溶接規格 2012(2013)で制限がなかったためと思われる。 

しかし、開先溶接の場合に「（板）」又は「（板及び配管）」の制限があってすみ肉

溶接の場合にその制限がないと、試験材の区分において板の試験を行った溶接士

が管のすみ肉溶接（のど厚制限あり）も行うことができると解釈される可能性があ

る。試験材の区分を板と管で分けているのは、管の場合に曲面の要素が加わるため

であり、すみ肉溶接の場合であっても「（板）」又は「（板及び配管）」の制限が必要

である。以上により、「作業範囲」を開先溶接とすみ肉溶接に分けて規定したこと

は、妥当とは判断できない。 

したがって、「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の「試験材

の区分」が W-0、W-1 及び W-2における「すみ肉寸法（のど厚）」の欄の「7mm未満」、

「19mm 未満」及び「制限なし」はそれぞれ「7mm 未満(板)」、「19mm 未満(板)」及

び「制限なし(板)」に、「試験材の区分」が W-3-0、W-3及び W-4における「すみ肉

寸法（のど厚）」の欄の「11mm 未満」、「19mm 未満」及び「制限なし」はそれぞれ

「11mm 未満(板及び配管)」、「19mm 未満(板及び配管)」及び「制限なし(板及び配

管)」に、「試験材の区分」が W-10、W-11 及び W-12 における「すみ肉寸法（のど

厚）」の欄の「7mm未満」、「17mm未満」及び「制限なし」はそれぞれ「7mm未満(板)」、

「17mm 未満(板)」及び「制限なし(板)」に、「試験材の区分」が W-13、W-14 及び

W-15における「すみ肉寸法（のど厚）」の欄の「9mm未満」、「25mm未満」及び「制

限なし」はそれぞれ「9mm未満(板及び配管)」、「25mm未満(板及び配管)」及び「制

限なし(板及び配管)」に、「試験材の区分」が W-20及び W-21における「すみ肉寸

法（のど厚）」の欄の「7mm未満」及び「13mm未満」はそれぞれ「7mm未満(板)」及

び「13mm未満(板)」に、「試験材の区分」が W-23及び W-24における「すみ肉寸法

（のど厚）」の欄の「7mm未満」及び「19mm未満」はそれぞれ「7mm未満(板及び配

管)」及び「19mm未満(板及び配管)」に読み替える。 

「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の「作業範囲」において、

開先溶接の場合は「母材の厚さ」から「溶接金属の厚さ」に変更されている。「溶

接金属の厚さ」という用語は、「第 3部溶接技能確認試験」にのみ使用されており、

厚さの取り方が不明確である。溶接金属とは、溶接部の熱影響部を除く母材の溶融

部と溶加材から溶接部に移行した溶着金属のことであるが、開先形状によっては

溶接金属の厚さの採り方が混乱する可能性があり、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、溶接施工法確認試験における母材の厚さの採り方と整合させ、「表

WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」における「溶接金属の厚さ」は

「母材の厚さ」に置き換え、同表の（注）の「7.余盛は、溶接金属の厚さに含まれ

ない。」は削る。 
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なお、開先溶接とすみ肉溶接の組み合わせの場合は、どのように扱うのかについ

て、日本機械学会は、次のように説明している315。 

• 組み合わせの場合、開先溶接の部分は溶接金属の厚さ、すみ肉溶接の部分は、

のど厚の制限内でそれぞれ施工可能である。 

• 例えば、下図の例では、レ形開先溶接は t1、すみ肉溶接は tcとなる。 

 

開先溶接とすみ肉溶接の組み合わせの場合に、溶接金属の厚さは上図の t1＋tc

とするのが一般的と思われるが、溶接施工法確認試験における「溶接金属の厚さ」

は「母材の厚さ」と読み替えることから、影響はないといえる。 

溶接規格 2020 で追加された「WQ-330 作業範囲」(1)は、溶接技能者が溶接を行

うことができる区分の組合せ（溶接方法の区分、溶接棒の区分、溶加材の区分、心

線の区分及び母材の区分）を規定している。(2)に規定する「試験材」及び「溶接

姿勢区分」と(1)との関係について、日本機械学会は、次のように説明している316。 

(1)で規定している「溶接方法」「溶接材料」「母材」および(2)で規定してい

る「試験材」「溶接姿勢」の区分の組み合わせで与えられ、この組み合わせが

溶接施工可能な詳細な範囲の条件となります。溶接規格 2012年版の技術評価

書の要望意見もあり、従来、解説で規定していた「溶接材料」「母材」および、

今回見直した「溶接方法」の区分を、WQ-330 で追加規定することでわかり易

くなるようにしたものになります。 

日本機械学会によれば、溶接規格 2012(2013)技術評価書の「別記 溶接規格改訂

において考慮されることが望まれる事項」の「4.解説の本文への移行に関する事項」

（２）の要望事項を反映したものとのことである。「WQ-330 作業範囲」の(1)と(2)

の規定が独立しており両者を組み合わせる規定がないので、両者の関係を明確に

規定することを要望する。 

②－２ 「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の「溶接姿勢の区分」

が立向、横向及び上向の資格に対して、「作業範囲」に開先溶接とすみ肉溶接の溶

接姿勢として下向きが追加された。溶接姿勢の区分が v立向、h横向及び o上向の

欄は f下向も作業可能（○印）と規定しているが、f（下向）を受検せず v（立向）、

h（横向）及び o（上向）各々の試験に合格した場合に f（下向）も作業可能として

よいか懸念がある。日本溶接協会の「WES 8201(2021) 手溶接技能者の資格認証基

準」においては、下向きを基本級とした上で立向、横向及び上向を専門級と区分し、

 
315 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：79 頁 3(4)(a)2) 
316 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(104) 
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「表 3-受験資格」では基本級資格を現有する者が専門級を受験できる317としてお

り、立向、横向及び上向の資格で下向が作業可能とはしていないことから、v（立

向）、h（横向）又は o（上向）があれば f（下向）を受検せずとも作業可能とする

ことは、妥当とは判断できない。 

したがって、「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の試験材の

区分が W-0、W-1、W-2、W-10、W-11、W-12、W-20及び W-21の溶接姿勢の区分 v立

向、h横向及び o上向の欄にあって、作業範囲が開先溶接及びすみ肉溶接における

溶接姿勢が下向の場合の「○」は削る。 

②－３ 「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の「溶接技能確認試

験」の「試験材の区分」の「W-0」、「W-1」、「W-2」、「W-10」、「W-11」、「W-12」、「W-

20」及び「W-21」については、「開先溶接」における「溶接姿勢」が「立向」及び

「上向」の場合に、横向は作業不可と規定している。一方、「すみ肉溶接」の「作

業範囲」における「溶接姿勢」が、「立向」及び「上向」の場合に「横向」も作業

可と規定している。その妥当性について、日本機械学会は、次のように説明してい

る318。 

立向、上向は溶融金属に垂れ落ちを防ぎつつ溶接を行う技能が必要で、この

技能を有すれば、横向も可能と判断しました。板の突合せ溶接とは規定が異な

りますが、突き合わせ溶接より難易度は低く、ASME も参考にして規定しまし

た。 

上記②－２で述べたとおり、日本溶接協会の「WES 8201(2021) 手溶接技能者の

資格認証基準」においては、下向、立向、横向及び上向の溶接姿勢ごとに資格区分

を規定しており、難易度の高い溶接技能確認試験を受けて合格すれば、他の溶接姿

勢が実施可能とは規定していない。溶接姿勢の区分と溶接が可能な溶接姿勢は同

じであることを求めており、すみ肉溶接の場合であっても同様である。以上により、

立向及び上向の資格に対して横向を溶接可能としたことは、妥当とは判断できな

い。 

したがって、「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の試験材の

区分が W-0、W-1、W-2、W-10、W-11、W-12、W-20及び W-21の溶接姿勢の区分 v立

向及び o 上向の欄にあって、作業範囲がすみ肉溶接における溶接姿勢が横向の場

合の「○」は削る。 

②－４ 「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の「試験材の区分」

が「W-2」の試験材の厚さを 25mm以上から 19mmに変更したことについては、「４．

３．２６ 溶接技能確認試験における溶接」（３）⑨で述べたとおり、妥当と判断

する。 

②－５ 「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の「溶接技能確認試

験」の「試験材の区分」が「W-5」、「W-6」及び「W-26」以外に、(注３)が付され、

「(板)」又は「（板及び配管）」と規定されている。（注）3.には「板及び配管には，

 
317 ただし、基本級の試験に合格することを前提として基本級の試験と専門級の試験を同時に受験すること

が可能 
318 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(105)(a) 
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板形状及び管形状の材料も含まれる。」と規定されているが、「(板)」又は「（板及

び配管）」と（注）3.の関係について、日本機械学会は、次のように説明している
319。 

（板）に対して注 3が入るのは誤記ですので、正誤表にて修正いたします。 

「W-5」、「W-6」及び「W-26」以外に(注３)が付されているのは誤記とのことであ

り、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の「試験材

の区分」が W-0、W-1、W-2、W-10、W-11、W-12、W-20及び W-21の「溶接金属の厚

さ」の項において「（板）(注 3)」はそれぞれ「(板)」に読み替える。 

②－６ 溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-330-1 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範

囲」（注）3．の「W-0及び W-10の場合」の作業範囲に関する規定は、「W-0及び W-

10の場合」に限定する必要がないため、「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分

と作業範囲」（注）4．に全ての試験材の区分に対する注として記載したことは、規

定の明確化であり、妥当と判断する。また、「試験材の区分」が W-3-0、W-3、W-4、

W-13、W-14、W-15、W-23及び W-24の「作業範囲」の「姿勢の制限がなく」を「全

姿勢」とし、(注)4.に管軸が傾斜した配管の溶接にも適用する旨を追加したことに

ついても規定の明確化であり、妥当と判断する。 

②－７ 「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」(注)5.の「表 WQ-330-

6-1 板の溶接姿勢を配管溶接に適用可能な溶接姿勢」において、「溶接が可能な配

管の溶接姿勢」を「外径 73mm以上 610mm以下の配管」及び「610mm を超える配管」

に区分し、「v(立向)」及び「o(上向)」は「610mmを超える配管」に制限している。

「WQ-330 作業範囲」（解説）には「3.表 WQ-330-1の注 5.の板材の試験材の溶接技

能者が，溶接することができる配管の範囲の規定は，ASME Code Sec.Ⅸ Table QW-

461.9の規定を参考にして規定した。」と記載されている。外径 73mm未満の場合は

どうするか、及び上記の技術的妥当性について、日本機械学会は、次のように説明

している320。 

外径 73mm未満の場合は、板材で技能確認を受けた溶接技能者の作業範囲に

はなりません。外径 73㎜未満の管を溶接するには、W-3、W-4のような管材を

試験材とする必要があります。技術的妥当性につきましては、「外径 610㎜を

超える配管」では管表面の曲率半径が大きく板に近い状態とみなし、作業可能

としました。「外径 73mm以上 610mm以下の配管」では曲率半径が小さくなり、

難易度が上がるため f、v、o、hの姿勢で確認していても管では下向（f）のみ

を作業範囲としました。ただし、hの場合は垂直管の横向（h）は、確認試験と

同じ姿勢なので作業範囲としました。 

また、(注)5.に「板材で下向、立向、横向及び上向の 4姿勢について確認試験が

行われた場合、外径が 610mmを超える配管に対しては、全姿勢の溶接を行うことが

できる。」と規定されているが、下向の確認試験は必須なのか、それとも他の姿勢

 
319 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(105)(b) 
320 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(105)(c) 

1188



 

957 

の確認試験と同様に下向の確認試験は不要となるのかについて、日本機械学会は、

次のように説明している321。 

•立向、横向及び上向の 3姿勢について確認試験が行われた場合、下向での確

認試験は不要である。 

•表 WQ-330-6の注５．の規定は下向、立向、横向及び上向の 4姿勢が必要とな

っているので、改定を行うこととしたい。 

「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の溶接士の作業範囲では、

立向、横向、上向姿勢を作業範囲とすると、その姿勢で試験すれば、下向姿勢での

試験を行わなくともよい規定である。日本溶接協会の「WES 8201(2021) 手溶接技

能者の資格認証基準」では、他姿勢での溶接には下向姿勢の溶接が必要である。他

の規格での規定について、日本機械学会は、次のように説明している322。 

ASME Sec.Ⅸ、ISO 9606-1 でも同様の規定である。 

ASME Section Ⅸ Table QW-461.9 

溶接技能認証－姿勢と径の制限 より作成 

 

[注(1)] F＝下向、H＝横向、V＝立向、O＝上向 

[注(2)] 溶接長が周溶接の 25％を超えなければ、仮付けは管又はチューブの

径に制限されない 

[注(3)] 管外径は 73㎜以上 

認証試験における姿勢 1G、２G、3G、４Gは、それぞれ F、H、V、Oに相当する。 

ASME Section Ⅸ Table QW-461.9 

溶接技能認証－姿勢と径の制限 より作成 

 
321 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：80 ページ 3.(4)(a)3) 
322 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-2-1：79 ページ 3.(4)(追加質問) 
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[注(1)] F＝下向、H＝横向、V＝立向、O＝上向  

[注(2)] 溶接長が周溶接の 25％を超えなければ、仮付けは管又はチューブの

径に制限されない 

認証試験における姿勢 1F、2F、3F、4Fは、それぞれ F、H、V、Oに相当する。 

日本機械学会の作成した表は正確ではない323が、ASME Code Sec. Ⅸ “Table 

QW-461.9 Perfomance Qualification – Position and Diameter Limitations 

(Within the Other Limitation of QW-303)”によれば、全ての資格で下向が認め

られているが、ISO 9606-1324は、立向の下進では下向は承認されない325。また、④

で述べたとおり、日本溶接協会の「WES 8201(2021) 手溶接技能者の資格認証基準」

においては、下向、立向、横向及び上向の溶接姿勢ごとに資格区分を規定しており、

難易度の高い溶接技能確認試験を受けて合格すれば他の溶接姿勢が実施可能とは

規定していない。以上により、板材の溶接技能確認における溶接姿勢の区分で管材

の溶接を可能とすることは、妥当とは判断できない。 

したがって、(注)5.は削る。 

ここで、試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲は、技術基準規則解釈の別記－５

において、溶接規格 2012(2013)の「表 WQ-330-1 試験材及び溶接姿勢の区分と作業

範囲」によらず「別表第２ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」によることと

している。 

技術基準規則解釈の別記－５（抜粋） 

３．第３部 溶接士技能認証標準 

（１）溶接士技能認証標準の適用に当たって 

③ 3.3 作業範囲及び WQ-330 作業範囲（「溶接規格 2007」及び「溶接規格 

2012(2013)」） 

確認試験に合格した技能を有する溶接士が行う作業範囲は、別表第２に規

定する試験材の区分及び溶接姿勢の区分に応じ、それぞれ同表の作業範囲に

規定する範囲とする。 

その理由として、溶接規格 2012(2013)技術評価書の「３.２.４ 溶接規格 2007

年版の技術評価において条件とされた事項」の（2）a)において、「溶接規格 2001

年版の技術評価において、狭隘部の溶接を考慮に入れた有壁固定の技量認定資格

の継続は必要であると判断する」と評価したことが挙げられる。なお、有壁固定の

 
323 「Plate – Groove」（板－開先）の「Pipe ≦ 24 in.(610mm)」（外径 610mm 以下の管）の「Position」

（姿勢）3G（3 級）及び 4G（4 級）は「F」（下向き）とされている。 
324 Qualification testing of welders — Fusion welding 
325 大塚「解説 国内と海外の溶接技術検定の比較検討」、総合車両製作所技報 第 5 号 
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技量認定資格は、溶接規格 2020においても規定されていないことから、引き続き

適用に当たっての条件とする必要がある。 

溶接規格 2012(2013)技術評価書（抜粋） 

３.２.４ 溶接規格 2007 年版の技術評価において条件とされた事項 

（２）第３部（溶接士技能認証標準） 

ａ）溶接姿勢の区分における有壁水平固定管及び有壁鉛直固定管 

溶接規格 2001 年版の技術評価において、溶接規格 2001 年版が、溶技

解釈で規定していた有壁固定溶接士資格を割愛していることに対し、狭隘

部の溶接を考慮に入れた有壁固定の技量認定資格の継続は必要であると判

断するとして追加要件を付した。 

溶接規格 2007 年版の技術評価においても同様の要件が付され、また、

溶接規格 2012 年版/2013 年追補においても上述の課題が解決していない

ので、技術基準規則解釈別記－５ ３．（１）①の「この場合において、溶

接姿勢の区分が有壁水平固定及び有壁鉛直固定にあっては、試験材の寸法、

取付け方法、試験片採取位置及び試験の方法は別図によること。」を引き続

き要求するものとする。 

以上を踏まえ、「表 WQ-330-6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」は適用除

外とし、技術基準規則解釈の別記－５に新たに別表を加える（「（６）技術基準規則

解釈の別記－５に追加するもの」参照）。また、「WQ-330 作業範囲」の「表 WQ-330-

6 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」は、以下に示す別表第２－２に読み替え

る。 

なお、技術基準規則解釈別記－５「日本機械学会「溶接規格」等の適用に当たっ

て」の「別表第２ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の(注)1.において、「「拘

束」とは実際に溶接を行う場合における高所作業、限られた狭い場所における作業

等作業しにくい場所における種々の制限をいう。」と規定しているが、高所作業の

意味が労働安全衛生規則（昭和 47年労働省令第 32号）第 518条第 1項の「高さが

二メートル以上の箇所（作業床の端、開口部等を除く。）で作業を行なう場合にお

いて墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのあるとき」と混用される可能性が

ある。火技解釈にあっては、「別表第１７ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」

の備考 1.において、「「拘束」とは、狭あいな場所その他の作業しにくい場所にお

ける溶接作業に伴う種々の制限をいい、天井又は壁等と母材の間隔が附図第３に

示す条件以下のものをいう。」と改定されている。火技解釈の規定の方が明確であ

ることから、「別表第２ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲」の(注)1.に相当

する規定は「「拘束」とは、狭あいな場所その他の作業しにくい場所における溶接

作業に伴う種々の制限をいい、天井又は壁等と母材の間隔が別図に示す条件以下

のものをいう。」とする。 

③ 「表 WQ-330-7 各溶接姿勢の傾斜角及び回転角の範囲」は JIS Z 3011(2014)「溶接

姿勢－傾斜角及び回転角による定義」に基づき規定しているが、（注）1.において「基

準溶接姿勢とは下図の溶接姿勢である。」とし、(1)突合せ溶接継手、(2)すみ肉溶接

継手として示す図があり、下向や水平すみ肉のそれぞれの図が示されている。基準溶

接姿勢に対する「溶接が可能な傾斜角及び回転角の範囲」は JIS Z 3011(2014)「溶
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接姿勢－傾斜角及び回転角による定義」と整合しており、溶接が可能な傾斜角及び回

転角の範囲の追加は、妥当と判断する。 

「表 WQ-330-7 各溶接姿勢の傾斜角及び回転角の範囲」注 1.の(1)突合せ溶接継手

及び(2)すみ肉溶接継手の図に示す矢印が何を意味しているか、また、角度のプラス

側はどの方向かについて明確にすることを要望する。 

 

（４）適用に当たっての条件 

①、③なし 

② 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WQ-330 作業範囲 (2)本試験に合格した溶接

技能者が行うことができ

る溶接の作業範囲は，表

WQ-330-6 の試験材の区分

及び溶接姿勢の区分に応

じそれぞれ同表の作業範

囲の項に規定する範囲と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)表 WQ-330-6の「下向」，

「横向」，「立向」，及び

「上向」の溶接姿勢の区

分に合格した溶接技能者

が，溶接することができ

る突合せ溶接及びすみ肉

溶接の各溶接姿勢の基準

溶接姿勢からの傾斜角及

び回転角の範囲は，表 WQ-

330-7とする。 

(2)本試験に合格した溶接

技能者が行うことができ

る溶接の作業範囲は，実

用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関

する規則の解釈「別記－

５溶接規格等の適用に当

たって」の「別表第２－２ 

試験材及び溶接姿勢の区

分と作業範囲」及び「別図 

Ｗ-3-0ｒ，Ｗ-3ｒ，Ｗ-4

ｒ，Ｗ-13ｒ，Ｗ-14ｒ，Ｗ

-15ｒ，Ｗ-23ｒ及びＷ-24

ｒの試験材の寸法，取付

け方法，試験片採取位置

及び試験の方法」の試験

材の区分及び溶接姿勢の

区分に応じそれぞれ同表

の作業範囲の項に規定す

る範囲とする。 

(3)実用発電用原子炉及び

その附属施設の技術基準

に関する規則の解釈「別

記－５ 溶接規格等の適

用に当たって」の「別表第

２－２ 試験材及び溶接

姿勢の区分と作業範囲」

の「下向」，「横向」，「立

向」，及び「上向」の溶接

姿勢の区分に合格した溶

接技能者が，溶接するこ

とができる突合せ溶接及

びすみ肉溶接の各溶接姿

勢の基準溶接姿勢からの

傾斜角及び回転角の範囲

は，表 WQ-330-7とする。 
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（５）技術基準規則解釈の別記－５に追加する規定（下線部分は「表 WQ-330-6 試験材

及び溶接姿勢の区分と作業範囲」と異なる部分） 

 

別表第２－２ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲(1/3) 

溶接技能確認試験 作業範囲（溶接が可能な厚さ及び溶接姿勢） 

試験材の区分 
溶接姿勢の

区分 
(注 5） 

開先溶接 すみ肉溶接 

母材の
厚さ 

溶接姿勢 すみ
肉寸
法 

（のど
厚） 

溶接姿勢 

下
向 

立
向 

横
向 

上
向 

下
向 

立
向 

横
向 

上
向 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
，
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金
又
は
チ
タ
ン
以
外 

W-0 
（厚さ 3
～3.2 mm 
の板） 

f 下向 7 mm未
満

（板） 
 

○ － － － 
7mm未
満(板) 

○ － － － 
v 立向 － ○ － － － ○ － － 
h 横向 － － ○ － － － ○ － 
o 上向 － － － ○ － － － ○ 

W-1 
（厚さ 9 
mmの板） 

f 下向 19 mm未
満

（板） 
 

○ － － － 19 
mm未
満
(板) 

○ － － － 
v 立向 － ○ － － － ○ － － 
h 横向 － － ○ － － － ○ － 
o 上向 － － － ○ － － － ○ 

W-2 
（厚さ 19 
mmの板） 

f 下向 制限な
し

（板） 
 

○ － － － 
制限な
し(板) 

○ － － － 
v 立向 － ○ － － － ○ － － 
h 横向 － － ○ － － － ○ － 
o 上向 － － － ○ － － － ○ 

W-3-0 
（外径
100～120 
mm，厚さ
4～5.3 

mmの管） 

r 

有壁水平
固定及び
有壁鉛直
固定 

11 mm未
満（板
及び配
管） 

（注 3） 

○ ○ ○ ○ 
 
 

11 mm
未満
（板及
び配
管） 

○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

e 
水平固定 
及び鉛直
固定 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

W-3 
（外径
150～170 
mm，厚さ
10～12 

mmの管） 

r 

有壁水平
固定及び
有壁鉛直
固定 

19 mm未
満（板
及び配
管） 

（注 3） 

○ ○ ○ ○ 

19 mm
未満
（板及
び配
管） 

○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

e 
水平固定 
及び鉛直
固定 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

W-4 
（外径
200～300 
mm，厚さ
20 mm以
上の管） 

r 

有壁水平
固定及び
有壁鉛直
固定 

制限な
し（板
及び配
管） 

（注 3） 

○ ○ ○ ○ 

制限な
し（板
及び配
管） 

○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

e 
水平固定 
及び鉛直
固定 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

W-5 
（管と管
板の取付
け溶接） 

f 下向 
管及び管
板の厚さ
の制限な

し 

管板面に対して下向姿勢 
v 
h 

立向及び 
横向 

管板面に対して下向姿勢， 
垂直な管板面に対して立向姿勢及び横向姿勢 

o 上向 管板面に対して下向姿勢， 
管板面に対して上向姿勢 

W-6 
（クラッ
ド溶接） 

f 下向 クラッド
溶接の 
母材の厚
さ及び 
溶接金属
の厚さの
制限なし 

クラッド溶接の下向姿勢 
v 立向 クラッド溶接の下向姿勢及び立向姿勢 
h 横向 クラッド溶接の下向姿勢及び横向姿勢 

o 上向 クラッド溶接の下向姿勢及び上向姿勢 
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別表第２－２ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲(2/3) 

溶接技能確認試験 作業範囲（溶接が可能な厚さ及び溶接姿勢） 

試験材の区分 
溶接姿勢の

区分 
(注 5） 

開先溶接 すみ肉溶接 

母材の
厚さ 

溶接姿勢 すみ
肉寸
法 

（のど
厚） 

溶接姿勢 

下
向 

立
向 

横
向 

上
向 

下
向 

立
向 

横
向 

上
向 

ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
又
は
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
合
金 

W-10 
（厚さ 3 
mmの板） 

f 下向 
7 mm未

満 
（板） 

○ － － － 7 mm
未満
（板
） 

○ － － － 
v 立向 － ○ － － － ○ － － 
h 横向 － － ○ － － － ○ － 
o 上向 － － － ○ － － － ○ 

W-11 
（厚さ 8 
mmの板） 

f 下向 
17 mm未

満 
（板） 

○ － － － 17 
mm未
満
（板
） 

○ － － － 
v 立向 － ○ － － － ○ － － 
h 横向 － － ○ － － － ○ － 

o 上向 － － － ○ － － － ○ 

W-12 
（厚さ 20 
mm以上の

板） 

f 下向 
制限な
し 

（板） 

○ － － － 
制限な
し

（板） 

○ － － － 
v 立向 － ○ － － － ○ － － 
h 横向 － － ○ － － － ○ － 
o 上向 － － － ○ － － － ○ 

W-13 
（外径
100～150 

mm 
厚さ 4 mm
の管） 

r 

有壁水平
固定及び
有壁鉛直
固定 

9 mm未
満 

（板及
び配
管） 

（注 3） 

○ ○ ○ ○ 

9 mm
未満
（板及
び配
管） 

○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

e 
水平固定 
及び鉛直
固定 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

W-14 
（外径
150～200 

mm 
厚さ 12～
15 mmの
管） 

r 

有壁水平
固定及び
有壁鉛直
固定 

25mm未
満 

（板及
び配
管） 

（注 3） 

○ ○ ○ ○ 
25 

mm未
満
（板
及び
配
管） 

○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

e 
水平固定 
及び鉛直
固定 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

W-15 
（外径
200～300 

mm 
厚さ 20 
mm以上の

管） 

r 

有壁水平
固定及び
有壁鉛直
固定 

制限な
し 

（板及
び配
管） 

（注 3） 

○ ○ ○ ○ 

制限な
し（板
及び配
管） 

○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

e 
水平固定 
及び鉛直
固定 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

 

別表第２－２ 試験材及び溶接姿勢の区分と作業範囲(3/3) 

溶接技能確認試験 作業範囲（溶接が可能な厚さ及び溶接姿勢） 

試験材の区分 
溶接姿勢の

区分 
（注 5） 

開先溶接 すみ肉溶接 

母材の
厚さ 

溶接姿勢 すみ
肉寸
法 

（のど
厚） 

溶接姿勢 

下
向 

立
向 

横
向 

上
向 

下
向 

立
向 

横
向 

上
向 

チ
タ
ン 

W-20 
（厚さ 3 
mmの板） 

f 下向 
7 mm未

満 
（板） 

○ － － － 7 mm
未満
（板
） 

○ － － － 
v 立向 － ○ － － － ○ － － 
h 横向 － － ○ － － － ○ － 
o 上向 － － － ○ － － － ○ 

W-21 
（厚さ 6 

f 下向 13mm未
満 

○ － － － 13mm
未満

○ － － － 
v 立向 － ○ － － － ○ － － 

1194



 

963 

mmの板） h 横向 （板） － － ○ － （板
） 

－ － ○ － 
o 上向 － － － ○ － － － ○ 

W-23 
（外径
89.1～
114.3mm 
厚さ 3 

mmの管） 

r 

有壁水平
固定及び
有壁鉛直
固定 

7mm未満 
（板及
び配
管） 

（注 3） 

○ ○ ○ ○ 

7mm未
満（板
及び配
管） 

○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

e 
水平固定 
及び鉛直
固定 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

W-24 
（外径
150～
170mm 
 厚さ 10
～12mmの

管） 

r 

有壁水平
固定及び
有壁鉛直
固定 

19mm未
満 

（板及
び配
管） 

（注 3） 

○ ○ ○ ○ 

19mm
未満
（板及
び配
管） 

○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある

場合） 

e 
水平固定 
及び鉛直
固定 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

全姿勢：○（注
4）（拘束のある
場合を除く） 

W-26 
（管と管
板の取付
け溶接） 

f 下向 
管及び
管板の 
厚さの制
限なし 

 

管板面に対して下向姿勢 

v 
h 

立向及び
横向 

管板面に対して下向姿勢， 
垂直な管板面に対して立向姿勢及び横向姿

勢 

o 上向 管板面に対して下向姿勢， 
管板面に対して上向姿勢 

(注) 

1．溶接規格 2020 の表 WQ-311-1 の溶接方法の区分が TF及び TFBの場合、初層溶接は母材

の厚さに制限がないものとする。 

2．溶接規格 2020 の表 WQ-311-1の溶接方法の区分がガス溶接（G）の溶接技能者資格の場

合は、溶接技能確認試験で確認された溶接金属の厚さ（すみ肉溶接の場合の溶接金属の

厚さは、のど厚）を溶接が可能な作業範囲の厚さの上限とする。 

3．板及び配管には、板形状及び管形状の材料も含まれる。 

4．全姿勢とは、下向（f）、横向（v）、立向（h）及び上向（o）の全ての姿勢の総称で

あり、管軸が水平又は傾斜の配管を溶接する場合は、全姿勢の溶接を行うことができる

試験材の区分の溶接技能者の資格を適用する。 

5. 配管を回転させて下向姿勢で溶接を行う場合の作業範囲は、下向とする。 

6. 「拘束」とは、狭あいな場所その他の作業しにくい場所における溶接作業に伴う種々

の制限をいい、天井又は壁等と母材の間隔が「別図 Ｗ-3-0ｒ，Ｗ-3ｒ，Ｗ-4ｒ，Ｗ-13

ｒ，Ｗ-14ｒ，Ｗ-15ｒ，Ｗ-23ｒ及びＷ-24ｒの試験材の寸法，取付け方法，試験片採取

位置及び試験の方法」に示す条件以下のものをいう。 

 

（６）要望事項 

○ 「表 WQ-330-2 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶接棒の区

分」、「表 WQ-330-3 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる溶加材

の区分」、「表 WQ-330-4 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められる心

線の区分」及び「表 WQ-330-5 溶接技能確認試験で合格になった場合に認められ

る母材の区分」の表の溶接技能者の資格表示欄は削除することを要望する。 

○ 「WQ-330 作業範囲」の(1)及び(2)の規定がそれぞれ独立しており両者を組み合

わせる規定がないので、両者の関係を明確に規定することを要望する。 
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○ 「表 WQ-330-7 各溶接姿勢の傾斜角及び回転角の範囲」注 1.の(1)突合せ溶接継

手及び(2)すみ肉溶接継手の図に示す矢印が何を意味しているか、角度のプラス

側はどの方向か明確にすることを要望する。 

 

４．３．２９ 溶接技能者資格の有効期間 

本規格は、溶接技能者資格の有効期間について、「WQ-350 溶接技能者の資格有効期間」

に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 自動溶接機を用いない溶接士の資格有効期間の規定を削除して溶接技能士の有効

期間を規定し、本規格と同等と認められるものについては当該規格等の規定による

旨の規定を追加 

 

表 4.3.29 溶接技能者資格の有効期間の変更点 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① 溶接士の資格の有効期間及び起算日を第 3部に規定した。 

 

（３）検討の結果 

① 「WQ-350 溶接技能者の資格有効期間」が新設されたが、認証機関ではない日本機

械学会が有効期間を規定する必要性について、日本機械学会は、次のように説明して

いる326。 

溶接規格として有効期間を規定する必要がありますので、規格利用者の利便

性と現状の規制要求の有効期間を考慮し従前通りの期間で規定しています。新

規規定でなく、第 1部 N-0050 から第 3部へ移行させたものです。 

溶接技能者資格の有効期間は、電気工作物の溶接の技術基準の解釈327第 5 条に規

定されていたものであり、溶接規格がそれを踏襲した経緯がある。溶接規格 2001年

版発行当時は、ただし書の「同等と認められるもの」とは同技術基準を指していた。

 
326 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(106) 
327 社団法人火力原子力発電技術協会 

溶接規格 2020（正誤表を含む。） 溶接規格 2012（2013） 

WQ-350 溶接技能者の資格有効期間 

WQ-351 有効期間 

溶接技能確認試験で確認された溶接技能

者の資格は，2年間とする。ただし，本規格

と同等と認められるものについては当該規

格等の規定による。 

 

WQ-352 有効期間の起算日 

溶接技能確認試験に合格した日とする。

ただし，本規格と同等と認められるものに

ついては当該規格等の規定による。 

N-0050 溶接士 

(2)溶接士技能認証標準によって資格を得

た溶接士のうち，自動溶接機を用いない

溶接士の資格は，2年間有効とする。自動

溶接機を用いる溶接士の資格は，１0年間

有効とする。 
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しかし、溶接規格 2020は「N-0050 溶接技能者及び溶接オペレータ」の解説(1)にお

いて、「ここで「同等と認められるもの」としては，旧電気工作物の溶接の技術基準

の解釈及び公平，公正，透明な団体規格により確認された溶接技能者及び溶接オペレ

ータが挙げられる。」としており、「同等と認められるもの」の対象が拡大されている。

電気工作物の溶接の技術基準の解釈が廃止されてから 20年近く経過しており、有効

期間は全て更新されていることから、ただし書の「本規格と同等と認められるものに

ついては当該規格等の規定による。」は実質的に「公平，公正，透明な団体規格によ

り確認された溶接技能者及び溶接オペレータ」のことである。認証機関ではない日本

機械学会が「公平，公正，透明な団体規格により確認された溶接技能者及び溶接オペ

レータ」の有効期間を規定する必要性はなく、変更は妥当とは判断できない。また、

「WQ-352 有効期間の起算日」に関する規定については、起算日を明確にしたもので

あるが、上記と同じ理由により、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「ただし，本規格と同等と認められるものについては当該規格等の規

定による。」は削る。 

 

（４）適用に当たっての条件 

① 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WQ-351 有効期間 

 

溶接技能確認試験で確認

された溶接技能者の資格

は，2年間とする。 

ただし，本規格と同等と

認められるものについては

当該規格等の規定による。 

溶接技能確認試験で確認

された溶接技能者の資格

は，2年間とする。 

 

WQ-352 有効期間の起算日 

 

溶接技能確認試験に合格

した日とする。 

ただし，本規格と同等と

認められるものについては

当該規格等の規定による。 

溶接技能確認試験に合格

した日とする。 

 

 

４．３．３０ 溶接オペレータの資格 

本規格は、溶接オペレータの資格について、「WQ-400 溶接オペレータ」、「WQ-411 溶

接の方法」、「WQ-412 その他の事項」、「WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じた試

験」、「WQ-430 作業範囲」、「WQ-450 溶接オペレータの資格有効期間」及び「表 WQ-411-

1 溶接方法の区分（溶接オペレータ）」に規定している。 

 

（１）変更の内容 

① 「溶接方法の区分」の Jはサブマージアーク溶接機を用いた帯状電極エレクトロス

ラグ溶接（下向姿勢に限る。）を含み、SMにはミグ溶接以外にマグ溶接を含むことを

(注)として追加（表 WQ-411-1） 

② 溶接技能者の技能確認試験に準じた試験及び溶接施工法確認試験による確認試験

の詳細を追加（WQ-421、WQ-422） 
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③ 「溶接方法の区分」の J（サブマージアーク溶接）の作業範囲は、サブマージアー

ク溶接機を用いたエレクトロスラグ溶接によるクラッド溶接及び肉盛溶接を含むと

する規定から、サブマージアーク溶接機を用いた帯状電極サブマージアーク溶接及

び帯状電極エレクトロスラグ溶接を含むとする規定に変更（WQ-430） 

④ 自動溶接機を用いる溶接士の資格有効期間の規定を削除して溶接オペレータ資格

の有効期間を規定し、本規格と同等と認められるものについては当該規格等の規定

による旨の規定を追加（WQ-450） 

 

表 4.3.30 溶接オペレータの資格の変更点 

溶接規格 2020（正誤表を含む。） 溶接規格 2012（2013） 

WQ-411 溶接の方法 

溶接の方法の区分は，表 WQ-411-1 とす

る。 

 

表 WQ-411-1 溶接方法の区分（溶接オペレ

ータ） 

溶接方法の区分 種類 

J サブマージアーク

溶接(注 1) 

Es エレクトロスラグ

溶接 

EG エレクトロガスア

ーク溶接 

ST 自動ティグ溶接 

SM 自動ミグ溶接 

SPA 自動プラズマアー

ク溶接 

EB (略) 

LB (略) 

（注） 

1. Jは，サブマージアーク溶接機を用いた

帯状電極エレクトロスラグ溶接（下向姿

勢に限る。）を含む。 

2. SMは，溶接方法として，ミグ溶接以外に

マグ溶接を含む。 

 

WQ-412 その他の事項 

試験材及び溶接姿勢並びに溶加材（ウェ

ルドインサートを含む）又は心線は，確認事

項としない。確認試験においては，これら

はその溶接方法に適したものとする。 

WQ-411 溶接の方法 

溶接の方法の区分は，表 WQ-411-1 とす

る。 

 

表 WQ-411-1 溶接方法の区分 

 

溶接方法の区分 種類 

J サブマージアーク

溶接 

ES エレクトロスラグ

溶接 

EG エレクトロガス溶

接 

ST ティグ溶接 

SM ミグ溶接 

SPA プラズマアーク溶

接 

EB (略) 

LB (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，試験材及び溶接姿勢並びに溶加材

（ウエルドインサートを含む）又は心線は

確認事項とはしない。確認試験においては，

これらはその溶接方法に適したものとす

る。 

WQ-420  確認試験の方法と判定基準 

確認試験の方法（要領，溶接上の注意事

項など）及び判定基準は，次による。 

 

WQ-420 確認試験の方法と判定基準 

表 WQ-420-1の方法と判定基準による。 

 

表 WQ-420-1 確認試験の方法と判定基準 
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WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じ

た試験 

(1)確認試験要領 

1)試験材及び溶接姿勢並びに溶加材（ウ

ェルドインサートを含む）又は心線は，

確認事項としない。 

2)試験材の形状，寸法は，表 WQ-411-1「溶

接方法の区分」の各自動溶接に適した

ものを選定する。 

3)サブマージアーク溶接機を用いたエレ

クトロスラグ溶接によるクラッド溶接

及び肉盛溶接の溶接オペレータの確認

試験は，J (サブマージアーク溶接）の

溶接オペレータの確認試験でもよい。 

(2)溶接上の注意事項 

溶接技能者の WQ-320「確認試験の方法及

び判定基準」で規定されている「溶接上の

注意事項」(WQ-321(2)項，WQ-323(2)項（チ

タン材の場合））に準じる。 

(3)試験片の準備 

1)曲げ試験片の種類，採取位置・数及び

曲げ試験片の仕上げ寸法は，溶接技能

者の技能確認試験の規定（図 WQ-321-1

～図 WQ-321-7, 図 WQ-323-1～図 WQ-

323-5（チタン材の場合））に準じる。 

2)管と管板の取付け溶接及びクラッド溶

接の試験片の種類，数，採取位置，形

状，寸法及び試験方法は，溶接施工法

確認試験の規定（図 WP-420-3, 図 WP-

420-4,図 WP-510-2, 図 WP-510-3) と

同ーとする。ただし，管と管板の取付

け溶接の試験板に取り付ける管の数は

6 個とする。 

(4)試験方法 

1)外観試験方法は，溶接技能者の WQ-320

「確認試験の方法及び判定基準」で規定

されている外観試験(WQ-321(4)項，WQ-

323(4)項（チタン材の場合））に準じる。 

2)曲げ試験方法は，溶接技能者の WQ-320

「確認試験の方法及び判定基準」で規定

されている曲げ試験(WQ-321(4)項，WQ-

323(4)項（チタン材の場合））に準じる。 

区分 

自動溶接機を用いない溶接士（手溶接士

及び半自動溶接士）の技能の確認試験に

準拠した試験を行い合格している場合 

溶接施工法確認試験において溶接施工を

行い該当溶接がそれに合格している場合 

 

(新設) 
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(5)合否判定基準 

1)外観試験の合否判定基準は，溶接技能者

の WQ-320「確認試験の方法及び判定基

準」で規定されている「外観試験の評価

基準」(WQ-321(5)項，WQ-323(5)項（チタ

ン材の場合））に準じる。 

2)曲げ試験の合否判定基準は，溶接技能者

の WQ-320「確認試験の方法及び判定基

準」で規定されている「曲げ試験の評価

基準」(WQ-321(5)項，WQ-323(5)項（チタ

ン材の場合））に準じる。 

3)管と管板の取付け溶接及びクラッド溶

接の合否判定基準は，溶接技能者の WQ-

320「確認試験の方法及び判定基準」で

規定されている管と管板の取付け溶接

及びクラッド溶接の合否判定基準(WQ-

321(5)項，WQ-323(5)項（チタン材の場

合））に準じる。 

 

WQ-422 溶接施工法確認試験による確認試

験 

(1)本項は，表 WQ-411-1「溶接方法の区分」

に掲げる自動溶接を適用した溶接施工法

確認試験と溶接オペレータの技能確認試

験を兼用する場合に適用する。 

(2)第 2 部溶接施工法確認試験において自

動溶接を行った溶接オペレータは，溶接

施工法確認試験が合格した場合，当該溶

接方法の溶接オペレータとしての資格が

得られるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設) 

WQ-430 作業範囲 

本試験に合格した溶接オペレータが行う

溶接の作業範囲は，溶接方法が同じである

限り，制限されないものとする。なお，サブ

マージアーク溶接機を用いた帯状電極サブ

マージアーク溶接及び帯状電極エレクトロ

スラグ溶接は，溶接方法の区分 J(サブマー

ジアーク溶接）の作業範囲とする。帯状電

極サブマージアーク溶接とは，帯状電極を

使用するサブマージアーク溶接のことをい

う。帯状電極エレクトロスラグ溶接とは，

サブマージアーク溶接機を用いた帯状電極

を使用するエレクトロスラグ溶接のことを

いう。 

WQ-430 作業範囲 

本試験に合格した溶接士が行う溶接の作

業範囲は，溶接方法が同じである限り，制

限されないものとする。ただし，溶接方法

の区分 J（サブマージアーク溶接）の作業範

囲には，サブマージアーク溶接機を用いた

エレクトロスラグ溶接によるクラッド溶接

及び肉盛溶接も含む。 

WQ-450 溶接オペレータの資格有効期間 

WQ-451 有効期間 

溶接技能確認試験で確認された溶接オペ

レータの資格は，10年間とする。 

ただし，本規格と同等と認められる溶接

N-0050 溶接士 

 

(2)溶接士技能認証標準によって資格を得

た溶接士のうち，自動溶接機を用いない

溶接士の資格は，2年間有効とする。自動
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（２）日本機械学会による変更の理由 

① 「表 WQ-411-1 溶接方法の区分（溶接オペレータ）」の（注）の内容は、表 WP-310-

1、WQ-430で規定があるが、溶接士の技能の区分ではこのことが記載されていなかっ

たので明確にした。 

② 自動溶接機を用いる溶接士の技能認証試験の方法を明確化した。 

③ 溶接規格 2012年版の技術評価での帯状電極溶接（サブマージ溶接機を用いるエレ

クトロスラグ溶接）の溶接士資格の区分に関する追加要件を踏まえて、帯状電極溶接

の溶接技能資格に関する考え方を追記するように改定した328。 

④ 自動溶接機を用いる溶接士の資格の有効期間及び起算日を第 3部に規定した。 

 

（３）検討の結果 

① 「WQ-411 溶接方法の区分」の「表 WQ-411-1 溶接方法の区分（溶接オペレー

タ）」等において、サブマージアーク溶接機を用いた帯状電極エレクトロスラグ溶

接に関する以下の規定が追加された。 

「表 WQ-411-1 溶接方法の区分（溶接オペレータ）」 

(注)1.に「Jは，サブマージアーク溶接機を用いた帯状電極エレクトロスラ

グ溶接（下向姿勢に限る。）を含む。」と規定 

「WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じた試験」 

(1)3)に「サブマージアーク溶接機を用いたエレクトロスラグ溶接によるクラ

ッド溶接及び肉盛溶接の溶接オペレータの確認試験は，J(サブマージアーク

溶接）の溶接オペレータの確認試験でもよい。」と規定 

「WQ-430 作業範囲」 

「なお，サブマージアーク溶接機を用いた帯状電極サブマージアーク溶接及

び帯状電極エレクトロスラグ溶接は，溶接方法の区分 J(サブマージアーク溶

接）の作業範囲とする。」と規定 

これらの規定の技術的根拠について、日本機械学会は、次のように説明している329。 

従来（旧法時代）から運用されてきたルールを明確化しました。ただし、実績

のある「帯状電極」を使用する溶接に限定しています。帯状電極溶接の作業内容

 
328 第１回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：2.№11 
329 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(107) 

オペレータ資格については当該規格等の規

定による。 

 

WQ-452 有効期間の起算日 

溶接技能確認試験に合格した日とする。 

ただし，本規格と同等と認められる溶接

オペレータ資格については当該規格等の規

定による。 

溶接機を用いる溶接士の資格は，10年間

有効とする。 

 

(新設) 
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はサブマージアーク溶接の作業内容と同等であるため、エレクトロスラグタイ

プの帯状電極溶接でも適切な溶接作業が可能であると考えました。 

これに関連して、「WQ-400 溶接オペレータ」の「WQ-421 溶接技能者の技能確認試

験に準じた試験」に自動溶接に区分される内容（(1)の 3)）の規定が記載されており、

誤りではないかという点について、また、規定内容の技術的根拠について、日本機械

学会は、次のように説明している330。 

“サブマージアーク溶接機を用いたエレクトロスラグ溶接”という記述が誤

記ではないかというコメントと解釈して回答します。当該記述は、誤記ではあり

ません。サブマージアーク溶接機をエレクトロスラグ溶接に適用する実績は、旧

法時代から存在し、運用されています。旧法の場合、昭和 61 年に発行された“「溶

接方法の認可について」の申請書作成及び確認試験依頼書作成の手引き”の自動

溶接士の資格区分において、“J の中にはサブマージアーク溶接機を用いたエレ

クトロスラグプロセスによる肉盛を含む。”というただし書きが設けられていま

した。なお、サブマージアーク溶接機を用いますが、溶融させるための熱源は、

アーク熱ではなくて溶融スラグの抵抗熱を用います。 

サブマージアーク溶接にサブマージアーク溶接機を用いた帯状電極エレクトロス

ラグ溶接を含むことについては、溶接規格 2012(2013)技術評価書の「３．２．２．２

２ 自動溶接機を用いる溶接士が可能な作業範囲」において、サブマージアーク溶接

とエレクトロスラグ溶接は溶融原理が異なるものであることから「サブマージアー

ク溶接で確認された自動溶接士の技能の区分による作業範囲に、溶接方法が異なる

エレクトロスラグ溶接を新たに追加することは妥当ではない」と評価し、「ただし、

溶接方法の区分 J（サブマージアーク溶接）の作業範囲には、サブマージアーク溶接

機を用いたエレクトロスラグ溶接によるクラッド溶接及び肉盛溶接も含む。」は適用

除外とする。」としている。 

サブマージアーク溶接とエレクトロスラグ溶接は溶融原理が異なるものである。

溶接規格 2020の「解説付録 WQ-700 溶接作業に必要な知識」においては、「溶接技能

者及び溶接オペレータが製品の溶接を行うためには，技能のみでなく，その溶接作業

に関する知識が必要である。」と記載しているが、「第 3章 解説付録 解説表 WQ-700-

1 溶接作業に必要な知識」の「2.溶接方法」にサブマージアーク溶接は記載されてい

るがエレクトロスラグ溶接は記載されていない。以上により、サブマージアーク溶接

で確認された自動溶接士の技能の区分による作業範囲に溶接方法が異なるエレクト

ロスラグ溶接を新たに追加することは、妥当とは判断できない。 

したがって、「表 WQ-411-1 溶接方法の区分（溶接オペレータ）」(注)の「1. Jは，

サブマージアーク溶接機を用いた帯状電極エレクトロスラグ溶接（下向姿勢に限る。）

を含む。」は削る。 

また、関連する規定である「WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じた試験」(1)

の「3) サブマージアーク溶接機を用いたエレクトロスラグ溶接によるクラッド溶接

 
330 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(107) 
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及び肉盛溶接の溶接オペレータの確認試験は，J(サブマージアーク溶接）の溶接オペ

レータの確認試験でもよい。」は削る。「WQ-430 作業範囲」については、③で述べる。 

「表 WQ-411-1 溶接方法の区分（溶接オペレータ）」の(注)2.に、SM はミグ溶接以

外にマグ溶接を含むことを追加したことは、「４．３．２６ 溶接技能確認試験にお

ける溶接」（３）⑦及び⑧で述べたとおり、「SM は，ミグ溶接以外にマグ溶接を含む

（炭酸ガスアーク溶接、フラックス入りワイヤミグ溶接及びフラックス入りワイヤ

マグ溶接は除く。）。」に読み替える。 

② 自動溶接機を用いる溶接士の技能確認の方法について、自動溶接機を用いない溶

接士の技能確認試験に準じた試験と溶接施工法確認試験による確認試験の詳細を明

確にしたものである。溶接技能者の技能確認試験の規定に準じており、上記①以外に

ついては、妥当と判断する。 

溶接規格 2012(2013)は「WQ-420 確認試験の方法と判定基準」において試験材の種

類ごとの規定はなく、自動溶接機を用いない溶接士の技能確認試験に準じた試験を

行うことができた。溶接規格 2020では「WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じた

試験」の「(2)溶接上の注意事項」において、「溶接技能者の WQ-320「確認試験の方法

及び判定基準」で規定されている「溶接上の注意事項」(WQ-321(2)項，WQ-323(2)項

（チタン材の場合））に準じる。」と規定しており、「試験材の種類がアルミニウム，

アルミニウム合金又はチタン以外のものの場合」及び「試験材の種類がチタンのもの

の場合」に限定されている。(3)試験材の準備、(4)試験方法及び（5）合否判定基準

も同様である。試験材の種類がアルミニウム又はアルミニウム合金のものの場合の

自動溶接については、「WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じた確認試験」の解説

3.において、「本文で引用している溶接オペレータの技能確認試験で規定されている

規定条項には，アルミニウム材の場合を含んでいないが，アルミニウム材を使用する

場合は，アルミニウム材の溶接技能者の技能確認試験の規定条項を準用する。」と記

載されている。これはアルミニウム材を使用する場合の要求事項といえる。 

「WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じた確認試験」の解説 3.は本文規定とす

るよう要望する。 

「WQ-421溶接技能者の技能確認試験に準じた試験」(3) 試験片の準備の 2)におい

て、「ただし，管と管板の取付け溶接の試験板に取り付ける管の数は 6個とする。」と

追加されているが、管の配列が三角形又は四角形の場合には、6個の配置では管の全

方位が管で囲まれるものは存在しない。個数の妥当性について、日本機械学会は、次

のように説明している331。 

全方位に囲まれた箇所と、それ以外の箇所では、溶接時のアクセス性に差がな

く、難易度に差がないため、6個の規定にて問題ないと考えます。 

「図 WP-420-4管と管板の取付け溶接における試験片形状」においては、試験板に

取り付ける管の数は 10個とされている。これと比較して 6個としてよい根拠につ

いて、日本機械学会は、次のように説明している。 

 
331 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(108) 
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溶接技能確認試験における，管と管板の取付け溶接の管の数は従来から 6 個

で、国内発電所で多数の実績のあることが根拠です。少なくとも昭和 50年「溶

接方法の認可について（資源エネルギー庁長官通達）」以降は、本規定は変更さ

れていません。 

管と管板の溶接は管と管が近接しているため、溶着金属が隣の溶着金属と重なる

場合がある。管の配列が三角形又は四角形の場合には、6個の配置では管の全方位が

管で囲まれるものは存在しないことから「図 WP-420-4 管と管板の取付け溶接におけ

る試験片形状」においては、試験板に取り付ける管の数を 10個としている。「WQ-321 

試験材の種類がアルミニウム，アルミニウム合金又はチタン以外のものの場合」(3)3)、

「WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場合」(3)3)及び「WQ-421 溶接技能者の技

能確認試験に準じた試験」(3)2)の管と管板の試験板に取り付ける管の数は、管の全

方位が管で囲まれるものが存在するように見直すことを要望する。 

③ 「WQ-430 作業範囲」において、溶接方法の区分 J（サブマージアーク溶接）の作

業範囲にサブマージアーク溶接機を用いた帯状電極サブマージアーク溶接が追加さ

れた。①で述べたとおり、サブマージアーク溶接とエレクトロスラグ溶接とは溶融原

理が異なり、溶接作業に関する知識も同じではないことから、同じ溶接方法の作業範

囲と見なすことは適切でないが、サブマージアーク溶接機を用いた帯状電極サブマ

ージアーク溶接が溶接方法の区分 J (サブマージアーク溶接）の作業範囲であること

は当然であり規定することに問題はない。 

したがって、「WQ-430 作業範囲」の「なお、サブマージアーク溶接機を用いた帯状

電極サブマージアーク溶接及び帯状電極エレクトロスラグ溶接は，溶接方法の区分

J(サブマージアーク溶接）の作業範囲とする。」は、「なお、サブマージアーク溶接機

を用いた帯状電極サブマージアーク溶接は，溶接方法の区分 J(サブマージアーク溶

接）の作業範囲とする。」に読み替え、「帯状電極エレクトロスラグ溶接とは，サブマ

ージアーク溶接機を用いた帯状電極を使用するエレクトロスラグ溶接のことをいう。」

は削る。 

④ 「N-0050 溶接士」の自動溶接機を用いる溶接士の有効期間の規定を削除し、

「WQ-450 溶接オペレータ資格有効期間」に溶接オペレータの有効期間の規定とし

て新設し、本規格と同等と認められる溶接オペレータ資格について当該規格等の規

定による旨を規定した変更である。「４．３．２９ 溶接技能者資格の有効期間」

（３）①で述べたとおり、変更は妥当とは判断できない。 

したがって、「WQ-451 有効期間」及び「WQ-452 有効期間の起算日」の「ただし，

本規格と同等と認められるものについては当該規格等の規定による。」は削る。 

 

（４）変更点以外の評価 

(a)「試験材及び溶接姿勢並びに溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心線は，確

認事項としない。」の記載の重複 

「WQ-412 その他の事項」に規定する「試験材及び溶接姿勢並びに溶加材（ウェル

ドインサートを含む）又は心線は，確認事項としない。」と「WQ-421 溶接技能者の技

能確認試験に準じた試験」(1)確認試験要領の「1)試験材及び溶接姿勢並びに溶加材
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（ウェルドインサートを含む）又は心線は，確認事項としない。」は重複している。

重複して記載している理由について、日本機械学会は、次のように説明している332。 

WQ-412 は確認事項の規定、WQ-421は確認試験要領の規定であり、わかりやす

くするため両方に記載しました。ただ、重複していますので今後の改定でいずれ

かをなくすことを検討します。 

「試験材及び溶接姿勢並びに溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心線は，確

認事項としない。」は「WQ-412 その他の事項」に規定されているので、「WQ-421 溶接

技能者の技能確認試験に準じた試験」の規定は削除することを要望する。 

 

（５）適用に当たっての条件 

変更点 

①、③、④ 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

WQ-421 溶接技能者の技能

確認試験に準じた試験 

(1)確認試験要領 

1)、2)（略） 

3)サブマージアーク溶接

機を用いたエレクトロ

スラグ溶接によるクラ

ッド溶接及び肉盛溶接

の溶接オペレータの確

認試験は，J (サブマージ

アーク溶接）の溶接オペ

レータの確認試験でも

よい。 

(1)確認試験要領 

1)、2)（略） 

 

WQ-430 作業範囲 本試験に合格した溶接オ

ペレータが行う溶接の作業

範囲は，溶接方法が同じで

ある限り，制限されないも

のとする。なお，サブマージ

アーク溶接機を用いた帯状

電極サブマージアーク溶接

及び帯状電極エレクトロス

ラグ溶接は，溶接方法の区

分 J (サブマージアーク溶

接）の作業範囲とする。帯状

電極サブマージアーク溶接と

は，帯状電極を使用するサブ

マージアーク溶接のことをい

う。帯状電極エレクトロスラ

グ溶接とは，サブマージア

ーク溶接機を用いた帯状電

極を使用するエレクトロス

ラグ溶接のことをいう。 

本試験に合格した溶接オ

ペレータが行う溶接の作業

範囲は，溶接方法が同じで

ある限り，制限されないも

のとする。帯状電極サブマー

ジアーク溶接とは，帯状電極

を使用するサブマージアーク

溶接のことをいう。 

WQ-451 有効期間 溶接技能確認試験で確認さ 溶接技能確認試験で確認さ

 
332 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(27) 

1205



 

974 

れた溶接オペレータの資格

は，10年間とする。 

ただし，本規格と同等と認

められる溶接オペレータ資

格については当該規格等の

規定による。 

れた溶接オペレータの資格

は，10年間とする。 

 

WQ-452有効期間の起算日 溶接技能確認試験に合格し

た日とする。 

ただし，本規格と同等と認

められる溶接オペレータ資

格については当該規格等の

規定による。 

溶接技能確認試験に合格し

た日とする。 

 

表 WQ-411-1 溶接方法の区分

（溶接オペレータ） 

（注） 

1. Jは，サブマージアーク

溶接機を用いた帯状電極

エレクトロスラグ溶接

（下向姿勢に限る。）を含

む。 

（注） 

1. （削る） 
 

② 

 なし 

 

（６）要望事項 

○ 「WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じた確認試験」の解説 3.は本文に移行し、

各箇条に反映することを要望する。 

○ 「WQ-321 試験材の種類がアルミニウム，アルミニウム合金又はチタン以外のもの

の場合」(3)3)、「WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場合」(3)3)及び「WQ-421 

溶接技能者の技能確認試験に準じた試験」(3)2)の管と管板の試験板に取り付ける

管の数は管の全方位が管で囲まれるものが存在するように見直すことを要望する。 

○ 「WQ-421 溶接技能者の技能確認試験に準じた試験」(1)確認試験要領の「1)試験材

及び溶接姿勢並びに溶加材（ウェルドインサートを含む）又は心線は，確認事項と

しない。」を削除することを要望する。 

 

４．３．３１ 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新 

本規格は、資格更新について、「WQ-500 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新」、

「WQ-510 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新方法」、「WQ-520 溶接技能者の更新

試験」、「WQ-530 溶接オペレータの更新試験」、「WQ-540 更新試験の順序」及び「WQ-

550 更新試験方法」に規定している。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.31資格更新の変更点」参照） 

① 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新規定を追加（WQ-500、WQ-510、WQ-520、

WQ-530、WQ-540、WQ-550） 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 
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① 試験材の溶接を行って溶接士（溶接技能者及び溶接オペレータ）の資格を更新する

規定を追加した。改定前は、製品の耐圧試験に合格した場合のみ溶接士資格の更新が

できる規定であった333。 

＜特徴＞ 

・溶接技能者の資格更新は、製品の耐圧試験による確認を必須とせず、資格更新用試

験材による規定を新たに追加した。 

・資格更新用試験材による確認は、機械試験（曲げ試験）以外に放射線透過試験（RT）

でもよい規定としている。 

・RTの判定基準は、JIS Z 3104(1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法｣の 2類以

上 

 

（３）検討の結果 

① 「WQ-500 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新」は資格の区分ごとに更新を

行うと規定したものであり、追加は妥当と判断する。 

溶接規格 2012（2013）では、溶接士の資格は「有効期限の満了前に，発電用原子力

機器の溶接を行い，本規格に規定されている試験に適合している場合」のみ更新する

ことができる規定であり、それ以外の場合は有効期間が過ぎると新たに取得試験が

必要であった。溶接規格 2020では、「QW-510 溶接技能者及び溶接オペレーターの資

格更新方法」において、耐圧試験に合格した場合も更新できるとする規定及び試験材

の溶接を行って資格を更新する規定を追加している。資格更新は、機器の耐圧試験に

合格した場合に加え、「WQ-540 更新試験の順序」に規定する試験材の外観試験と曲げ

試験又は外観試験と放射線透過試験（管と管板の取り付け溶接の場合は浸透探傷試

験及びのど厚測定試験、クラッド溶接の場合は側曲げ試験）でよいこととされた。試

験材の外観試験、曲げ試験又は放射線透過試験が耐圧試験と同等である技術的根拠

について、日本機械学会は、次のように説明している334。 

技術的根拠 

溶接技能の維持を確認する外観試験並びに曲げ試験若しくは放射線透過試験

は、以下の観点から、機器を製造して耐圧試験に合格するのと同様に有効とみな

した。 

・外観試験は、構造物では耐圧試験と同時期に外観検査として確認している。 

・曲げ試験は、初回の確認試験時と同じ方法である。切り出した試験片で内部の

きずを評価する。 

・放射線透過試験は、曲げ試験のように試験片で内部のきずを評価はしないが、

溶接線全体が評価対象である。 

・構造物では、耐圧試験の代替として放射線透過試験は認められている。 

 
333 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№33、資料 1-1-4：4.5 
334 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：3(4)(b) 
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・規定では、試験材の外観試験の後に曲げ試験又は放射線透過試験を行うことと

して、外部及び内部を評価する。 

・曲げ試験又は放射線透過試験のいずれで更新試験を行うかは、溶接前に選択し、

溶接開始後は変更できない。 

・放射線透過試験できずが検出された場合、試験材の手直し溶接は許容しない。 

規定を制定した理由 

・耐圧試験以外に更新方法を規定した理由は、有効期間内の構造物の溶接作業及

び耐圧試験の有無によらず、計画的に技能の更新を行うためである。 

更新試験方法の比較335 

試験方法 特 徴 備 考 

耐圧試験 
溶接線全体が評価対象 
構造物の耐圧試験に合格することで従
事した溶接士の技能を評価 

溶接作業及び耐圧試験
の有無によって更新可
否が左右される 

外観試験＋ 
曲げ試験 

初回の確認試験と同じ方法 
切り出した試験片で評価 計画的に技能の更新を

行うことができる 外観試験＋ 
放射線透過試験 

溶接線全体が評価対象 
手直しは許容しない 

日本機械学会は、試験材の溶接を行って資格を更新する方法が耐圧試験と同様に

有効であるとしている。「４．３．３２ 他規格の溶接技能者」（３）①で詳述するが、

日本溶接協会の規定「WES 8201(2016)手溶接技能者の資格認証基準」によると、JIS

規格の溶接技術検定における試験方法及び判定基準の適格性評価の資格を登録でき

る期間は 3 年間であるが、詳細には資格及び適格性証明書の有効期間が 1 年間であ

り、その有効期間内にサーベイランスを受け 1年間延長できるものの、それは 2回を

限度とし、資格を登録できる期間は 3 年間とされている。3年が過ぎれば新たに資格

取得が必要である。つまり、JIS規格の溶接技術検定においても資格の更新に関する

規定はない。 

更新試験の方法を、外観試験と曲げ試験のほかに外観試験と放射線透過試験を許

容するとしたことについての検討結果を以下に示す。 

  「表 WQ-554-1 放射線透過試験」において判定基準は、JIS Z 3104「鋼溶接継手の

放射線透過試験方法」、JIS Z 3105「アルミニウム溶接継手の放射線透過試験方法」

及び JIS Z 3107「チタン溶接部の放射線透過試験方法」の「附属書 透過写真による

きずの像の分類方法」の「4.きずの分類」の第 1種及び第 4種のきずについて 2類以

上を合格としているが、「表 N-X100-1 放射線透過試験」では、コンクリート製原子

炉格納容器を除き、溶接部の判定基準として JIS Z 3104 「鋼溶接継手の放射線透過

試験方法」の「附属書 透過写真によるきずの像の分類方法」の「4.きずの分類」の

1類としている。2類以上で合格としてよいとした技術的根拠について、日本機械学

会は、次のように説明している336。 

 
335 表中の外観試験は原子力規制庁で追記 
336 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：3(4) (c) 
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JISにおける２類の分類が「余盛は削除しないが，繰返し荷重を受けるか，

又は強さが重要と考えられるもの」となっており、原子力発電設備に従事する

溶接技能者の評価基準として妥当と判断した。 

JIS Z 3104(1995)の解説から引用 
6.きずの分類 
 ・・・（前略）・・・・  
従来の等級分類では，きずによる疲れ強さの低下だけを考えたが，実験結

果のほとんどは軟鋼板の突合せ継手の試験片に内部きすが存在する場合であ
り，特殊鋼，すみ肉溶接継手，表面欠陥等への適用等は考慮していない。各
分類（従来の等級）に対応する建造物としては，次のように考えられた。 
1類（従来の 1級）繰返し荷重を受けて疲れ強さを特に考慮しなければなら

ないもの，又は破壊によって重大な災害が起こる物で，余盛を削除するよう
なもの。 
2類（従来の 2級）余盛は削除しないが，繰返し荷重を受けるか，又は強さ

が重要と考えられるもの。 
3類（従来の 3級）疲れ強さを考慮しなくてもよいようなもの。 

第 4部 WQ-550 更新試験方法（解説）より 

(略)この理由は次のとおりである。  
a) 更新試験は溶接士の技能評価を目的としており，手直しを行わない前提で
の合格基準を設ける必要がある。一方，JISでは，1類から 4類までのきず
の分類が行われているが，これは構造物に応じて，合格基準を定めるため
のものである。  

b) 同 JISの解説では，1類（従来の 1級）は「繰り返し荷重を受けて疲れ強
さを特に考慮しなければならないもの，又は破壊によって重大な災害が起
こる物で，余盛を削除するもの」，2類（従来の 2級）は，「余盛は削除し
ないが，繰り返し荷重を受けるか， 又は強さが重要と考えられるもの」，
3類は，「疲れ強さを考慮しなくてもよいもの」を 構造物として想定して
いる。  

c) これらのうち，試験材の溶接部で 3類以上に合格する溶接技能者であれば
一定の技能は有すると判断されるが，原子力用発電設備に従事する溶接技
能者として 2類以上とした。  
また，ASME Sec.Ⅸ QW-302.2 による体積試験（RT）で溶接技能者を認定

する場合の基準と比べても遜色がないことから 2類以上が妥当と判断し
た。 

比較を下表に示す。 

放射線透過試験による技能更新試験の判定基準と ASME SectionⅨとの比較 

ASME Sec. Ⅸ QW-191.1.2.2 
下記の限界を超える欠陥を示し

た場合：不合格 

溶接規格の判定
基準  
表 WQ-554-1 

比較 

線
形
指
示 

(1)すべての種類の割れ、融
合不良又は溶込み不良 

(3)第 3種のきず
（割れ）は不合格
とする。 

ASME、溶接規格とも割
れ、融合不良、溶込み不
良は不合格であるため同
等である。 (2)第 2種のきず

（融合不良、溶込
み不良）は、不合
格。 
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(2)下記を超える長さの細長
いスラグ巻込み 
 (-a)t が 3/8in.(10mm)以下
の場合は 1/8in.(3mm) 
(-b)tが 3/8in.(10mm)を超え
2-1/4in.(57mm)以下の場合は
1/3t  
(-c)tが 2-1/4in.(57mm)を超
える場合は 3/4in.(19mm) 

(2)スラグ巻込みは
2類以上を合格とす
る。 

JISには、ASMEのような
図はなく、きず点数の総
和で評価する。 
ASMEと JISでは差異があ
る。溶接規格では、ASME
に近い JIS 2類以上を合
格とした。（下図の左） 

(3)12t の長さ内で、線上に並
んだスラグ巻込みの群の長さ
の合計が tを超えるもの。 
ただし、その群の中の最長の
欠陥の長さを Lとした場合、
連続する欠陥の間隔が 6Lを
超えている場合を除く。 

JISでは ASMEの規定とは
異なるが、線上にきずが
存在した場合の規定があ
る。きず長さの許容限度
は、2類では板厚の 1/3
である。ただし、最大 16
㎜で、板厚 12㎜以下の
場合は 4㎜。 

円
形
指
示 

(1)円形指示の最大許容寸法
は、材厚の 20%又は
1/8in.(3mm) のいずれか小さ
い方の寸法とする。 

(1)第 1種及び第 4
種のきずは、2類以
上を合格とする。 
ただし、板厚 3.2mm
以下は 1類を合格
とする。 

JISでは、きずの寸法だ
けでなく、試験視野内の
きず点数の総和で評価す
るため基準が異なる。 
試験視野内にきずが 1個
として比較すると ASME
と溶接規格では差があ
る。（下図の右） 

(2)材厚 1/8in.(3mm)未満の材
料の溶接部の場合 
許容できる円形指示の最大数
は、溶接長さ 6in.(150mm)の
間に 12個以下。  
6in.未満の長さの溶接部につ
いては、円形指示 の許容数
は比例させて少ない数にす
る。 

溶接規格では厚さ 3mm未
満の試験材は規定してい
ないことから本項は比較
対象外。 

(3)材厚 1/8in.(3mm)以上の材
料の溶接部の場合  
図 QW-191.1.2.2(b)(4)は、ク
ラスター状になっているも
の、大小混じり合っているも
の、不規則に分散している形
状のものについて、最大許容
できる円形指示を典型的に示
したものである。最大直径が
1/32 (0.8mm)未満の円形指示
は、合否試験には考慮しな
い。 

JISには ASMEのような図
はなく、試験視野のきず
点数の総和で評価する。 
ASMEの図を JISに従い試
験視野を 10×10mm とし
て評価すると、3類又は
4類となる。 
溶接規格では板厚 3.2mm
以下は 1類を、3.2mm超
えは 1類、2類を合格と
した。 

溶接規格では JISの放射線透過試験方法の分類で判定基準を設けている。項

目によって ASME Section Ⅸとの違いはあるが、ほぼ同等である。 
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「４．３．２ 溶接部の強度等」（３）②で述べたとおり、「N-1040 溶接部の強度

等」(2)は規定として適切な表現ではないことから、「溶接部は，溶込みが十分で，割

れがなく，かつ，有害なアンダカット，オーバラップ，クレータ，スラグ巻込み，ブ

ローホールなどがないものにする。」等に修正することを要望している。第 1種（丸

いブローホール等）及び第 4種（タングステン巻込み）のきずについて、2類以上を

合格基準とすることは 1類よりも 3倍緩くしたものであり、妥当とは判断できない。

第 2種（スラグ巻込み、パイプ）のきずについても 2類以上を合格基準とすることは

1類よりも 4/3倍緩くしたものである。 

さらに、更新試験における曲げ試験の代替として放射線透過試験（JIS Z 3104「鋼

溶接継手の放射線透過試験方法」、JIS Z 3105「アルミニウム溶接継手の放射線透過

試験方法」、JIS Z 3107「チタン溶接部の放射線透過試験方法」）の規定を設けている

が、「表 WQ-554-1 放射線透過試験」には試験範囲が規定されていない。曲げ試験片

が試験材から切り出されるのは溶接部全長の半分程度であるが、放射線透過試験で

は溶接部全長を撮影すると思われるので、試験範囲が拡大されるという利点はある。

しかし、曲げ試験は試験後に試験材の代用ができないという特徴がある。放射線透過

試験の場合は「表 WQ-554-1 放射線透過試験」の「試験材の仕上げ等」(1)において

「試験材を溶接した溶接士，溶接姿勢と溶接施工範囲の識別をする」と規定している

が、透過写真にその識別は写らないので試験材の代用が行われてもそれを見つける

方法がないという欠点がある。したがって、放射線透過試験の適用は適切ではない。 

「表 WQ-554-1 放射線透過試験」の「試験材の仕上げ等」（2）において、余盛は必

要に応じて仕上げを実施すると規定されている。「WQ-550 更新試験方法 」の解説(1)

では、溶接中の層間手入れ及び最終溶接の表面の手入れのためにグラインダを使用

してもよいとしているが、外観検査の判定に及ぼす過度な余盛削除及び溶接表面の

JISでは、きずの寸法だけでなく、試験視野内のきず点数の
総和で評価する。試験視野内にきずが 1 個として ASME と比較
した。 
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仕上げは不合格とすることができるとしている。しかし、「WQ-321 試験材の種類がア

ルミニウム，アルミニウム合金又はチタン以外のものの場合」(2)c)において、「試験

を通じて試験材料，試験材及び試験片は各種の処理（熱処理，ピーニング，ビードの

成形加工等）を行ってはならない。」と規定し、ビードの成形加工を行うことは禁止

されており、新規の溶接技能確認試験と更新試験で規定内容が整合していない。 

「WQ-551 溶接資格に応じた試験材の溶接」(3)2)において「溶接トーチの持ち方

は，左右の持ち替えあるいは両手を使用してもよい。」と規定しているが、溶接技能

者資格の新規取得規定である WQ-300番台に規定のないものが更新試験で規定されて

いる。トーチの持ち方については溶接技能者の確認試験を規定した WQ-300番台で明

確にすることを要望する。 

  また、「表 WQ-554-1 放射線透過試験」において、「判定基準」の「JIS Z 3104，J1S 

Z 3105，及び JIS Z 3107 の各附属書 4「透過写真によるきずの像の分類方法」のき

ずの像の分類に行い，以下の判定を行う。」と規定されているが、「分類に行い」は「分

類を行い」の誤りと思えることについて、日本機械学会は、次のように説明している
337。 

ご指摘の通り、誤記です。正誤表を発行いたします。 

「WQ-510 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新方法」(1)において、耐圧試験

に「耐圧代替非破壊試験」と「コンクリート製原子炉格納容器のライナプレート及び

貫通スリーブの溶接部の漏えい試験を含む。」と規定されている。これらの試験は正

規の耐圧試験と比べて圧力が低いか又は圧力が加えられていないものであり、溶接

部に十分な負荷荷重が作用した状態ではない。溶接士が当該部位限定の資格しか保

有していないとは考え難いので、資格区分が代替可能な他の溶接部での耐圧試験で

確認することが望ましい。このため、「WQ-510 溶接技能者及び溶接オペレータの資格

更新方法」(1)の「（耐圧代替非破壊試験，コンクリート製原子炉格納容器のライナプ

レート及び貫通部スリーブの溶接部の漏えい試験を含む。）」は、妥当とは判断できな

い。 

「WQ-522 溶接方法の区分」(4)において、「ティグ溶接でクラッド溶接を行う場合

は、TBで更新試験を行ってもよい。」と規定しているが、「WQ-321 試験材の種類がア

ルミニウム，アルミニウム合金又はチタン以外のものの場合」(3)4)においては、「ク

ラッド溶接(W-6)の場合における試験片の種類，数，採取位置，形状，寸法及び試験

方法は溶接施工法確認試験の場合と同ーとする。」と規定されている。ティグ溶接 TB

とティグ溶接によるクラッド溶接では試験内容と判定基準が異なっており、ティグ

溶接によるクラッド溶接の資格更新をティグ溶接 TB で代替するのは適切でない。こ

のため、「WQ-522 溶接方法の区分」の「(4)ティグ溶接でクラッド溶接を行う場合は、

TBで更新試験を行ってもよい。」は、妥当とは判断できない。 

  同様に「WQ-526 更新試験の省略」において、「試験材の区分 W-1,W-2,W-3又は W-4

で更新試験を行う場合は，試験材の区分 W-6(クラッド溶接）の更新試験を省略し，

W-6の更新をしてもよい。」と規定している。その理由として、同解説(1)で「溶接の

 
337 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.3(12) 
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難易度が難しい資格については，難易度が容易なものを包含しても技能維持確認の

観点では支障がないため，更新試験が省略できる資格区分を明確にした。」と記載し

ている。本文との関係から W-6のことを指すと理解するが、W-6の難易度が容易とい

う根拠は示されていない。クラッド溶接は、多層盛りで溶接部の厚さを平面的に均一

にするなどの通常の突合せ溶接とは異なる難しさがあり、通常の開先溶接の場合と

試験内容及び判定基準が異なっている。このため、試験材の区分 W-1、W-2、W-3又は

W-4の更新試験で W-6の更新試験を省略することは妥当ではなく、「WQ-526 更新試験

の省略」は、妥当とは判断できない。 

これに関連して「WQ-526 更新試験の省略」の解説(2)において、「更新試験の省略

による資格付与，資格管理については，溶接施工工場の責任であるため言及していな

い。」と記載しているが、「WQ-110 溶接技能者及び溶接オペレータの技能確認」にお

いては、「溶接施工を行う製造事業者は，溶接技能者及び溶接オペレータの技能を溶

接技能者及び溶接オペレータの技能確認試験を行い確認する。」と規定している。「WQ-

526 更新試験の省略」の解説の記載は、「WQ-110 溶接技能者及び溶接オペレータの技

能確認」と整合していない。 

「WQ-531 更新試験の確認項目」に「J(サブマージアーク溶接)資格には帯状電極エ

レクトロスラグ溶接(Es)が含まれる」、また、「解説表 WQ-522-2 溶接オペレータにお

ける更新試験時の溶接方法」の Jの欄に「帯状電極エレクトロスラグ溶接を含む。」

の記載があるが、これらは溶接規格 2012(2013)技術評価において適用除外とした「区

分 J の作業範囲には、サブマージアーク溶接機を用いたエレクトロスラグ溶接によ

るクラッド溶接及び肉盛溶接も含む。」に相当するため、妥当とは判断できない。 

「WQ-540 更新試験の順序」(5)において、「クラッド溶接の場合は，曲げ試験又は

放射線透過試験ではなく，側曲げ試験を行う。」と規定しているが、確認試験の際に

実施するクラッド部の浸透探傷試験（WQ-321(5)b）②参照）が除外されている。他方、

「WQ-540 更新試験の順序」(4)の管と管板の取付け溶接の場合は浸透探傷試験が明

記されている。このため、「WQ-540 更新試験の順序」の「(5)クラッド溶接の場合は，

曲げ試験又は放射線透過試験ではなく，側曲げ試験を行う。」は、妥当とは判断でき

ない。 

更新試験における放射線透過試験は、試験材の再利用防止手段及び判定基準に課

題があり、試験材溶接部の余盛加工及びトーチの持ち方にも検討課題がある。更新試

験の規定から放射線透過試験の規定を除外すると更新試験自体が WQ-300 番台、WQ-

400番台と同じになることや、そのほかにも妥当とは判断できない規定が複数存在す

る。 

したがって、「WQ-500 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新」、「WQ-510 溶接

技能者及び溶接オペレータの資格更新方法」、「WQ-520 溶接技能者の更新試験」、「WQ-

530 溶接オペレータの更新試験」、「WQ-540 更新試験の順序」及び「WQ-550 更新試験

方法」は、適用除外とする。 

 

（４）適用に当たっての条件 

 ① 
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○「WQ-500 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新」から「WQ-554 試験材の放射線

透過試験」（「表 WQ-554-1 放射線透過試験」を含む。）までは、適用除外とする。 

 

（５）要望事項 

○トーチの持ち方については溶接技能者の確認試験を規定した WQ-300番台で明確にす

ることを要望する。 

 

４．３．３２ 他規格の溶接技能者 

本規格は、他規格の溶接技能者について、「WQ-600 他規格の溶接技能者」に規定して

いる。 

 

（１）変更の内容（添付資料－３「表 4.3.3.32 他規格の溶接技能者の変更点」参照） 

① 他規格の溶接技能者に関する規定を追加 

 

（２）日本機械学会による変更の理由 

① JIS 溶接士資格及び火力技術基準の溶接士資格を同等と認められる溶接士として

明文化した338。 

 

（３）検討の結果 

① JIS規格（JIS Z 3801「手溶接技術検定における試験方法及び判定基準」、JIS Z 

3821「ステンレス鋼溶接技術検定における試験方法及び判定基準」、JIS Z 3841「半

自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準」）の溶接技能者及び火技解釈に基

づく溶接士が、溶接規格で規定されている溶接技能者と同等と認められる規定が設

けられた。 

技術基準規則解釈の「別記－５ 日本機械学会「溶接規格」等の適用に当たって」

の「別表第４ 溶接規格と JISの資格区分の対応」には、JIS Z 3801「手溶接技術検

定における試験方法及び判定基準」に規定された資格区分のうち、資格区分 A（被覆

アーク溶接（裏当て金を用いる））、N（被覆アーク溶接（裏当て金を用いない））及び

G（ガス溶接）については、従前より同等とされているが、溶接規格ではこれに加え、

T（ティグ溶接）についても同等としている。この理由について、日本機械学会は、

次のように説明している339。 

・第 1 部 N-0050（1）では、第３部の溶接技能確認試験と「同等と認められる」

ものは溶接作業に従事可能だが、「同等と認められるもの」についての具体

的な規定がないので追加した。 

・JISのティグ溶接においては実用炉技術基準解釈 別記-5 別表第 4を参考に

溶接規格と同等なものが規定されている。 

 
338 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

1-1-4：3.№36 
339 第３回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

3-3：3(4)(b) 
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・発電用火力設備の溶接士については、技能の確認を行う区分について溶接規

格と同等なものが規定されている。 

・なお、試験項目及び判定基準についても、ＪＩＳと溶接規格は同等である。 

JIS Z 3801 ティグ溶接 

試験材の種類、厚さ、裏当て金の有無、溶接姿勢の区分が、溶接規格と同等

である。 

JIS Z 3801 溶接規格 

試験材
の種類 

試験材
の厚さ
の区分 

裏当て
金の有
無 

溶接 
姿勢 

資格 
記号 

試験材
の種類 

試験材
の厚さ
の区分 

裏当て
金の有
無 

溶接 
姿勢 

資 格 記
号 

板 
 

炭素鋼 
3.2mm 用いない 

下向 T-1F 
板 
 

炭素鋼 
3～3.2mm 用いない 

下向 T W-0f 

立向 T-1V 立向 T W-0v 

横向 T-1H 横向 T W-0h 

上向 T-1O 上向 T W-0o 

管 
炭素鋼 

外径 
114.3mm 
4.0～
5.0mm 

用いない 水平固定
及び鉛直
固定 

T-1P 管 
 

炭素鋼 

外径 100
～120mm 
4～5.3mm 

用いない 水平固定
及び鉛直
固定 

T W-3-0e 

試験項目及び判定基準の概要 

試験材
の種類 

JIS Z 3801 溶接規格 

判定 
方法 

曲げ試
験片の
個数 

判定基準 
判定
方法 

曲げ試
験片の
個数 

判定基準 

板 
 

炭素鋼  

外観試
験 
曲げ試
験 

表曲げ 
裏曲げ 

 
各１個 

外観試験の各項目が著し
く不良のものは，不合格
とする。 
曲げられた試験片の外面
に次の欠陥が認められる
場合は，不合格とする。 
(1)3.0mmを超える割れ
がある場合。 
(2)3.0mm以下の割れの
合計長さが，7.0mmを超
える場合。 
(3) ブローホール及び割
れの合計数が，10個を
超える場合。 
(4) アンダカット，溶込
み不良，スラグ巻込みな
どが著しい場合。 

外観試
験 
曲げ試
験 

表曲げ 
裏曲げ 

 
各１個 

外観試験の各項目が著
しく不良のものは，不
合格とする。 
曲げられた試験片の外
面に次の欠陥が認めら
れる場合は，不合格と
する。 
a)3.0mm を超える割れが
ある場合 
b)3.0mm 以下の割れの合
計長さが，7.0mmを超え
る場合 
c) ブローホール及び割
れの合計が，10個を超
える場合 
d) アンダカット，溶込
不良，スラグ巻込みな
どが著しい場合 

管 
 

炭素鋼 

裏曲げ 
 

４個 

裏曲げ 
 

４個 

 

発電用火力設備の溶接士 

 技能の資格は、溶接方法、試験材の区分、溶接姿勢の区分、溶接棒の区分、

溶加材の区分、心線の区分の組合わせによって決まるが、その区分は溶接規

格と同等である。また試験方法及び判定基準も同等である。 
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発電用火力設備の技術基準解釈の
確認項目資格区分 

溶接規格の確認項目資格区分 評価 

溶接方
法の区
分  

A 
溶接方
法の区
分（表
WQ-311-
1） 
（表

WQ-330-
1） 

A 溶接方法の区分
は同じである。 
溶接規格では T
と PAについ
て，注１.で

「手溶接と半自
動溶接を区分す
る。」ことの説
明がある。 

Ao及び A A，Ao 

G G 

T,TB,TF及
び TFB 

手溶接 T（注１.） 
TB,TF,TFB 半自動溶接 

M M 

Mo及び M M，Mo 

PA 
手溶接 

PA（注１.） 
半自動溶接 

試験材
の区分 

アルミニ
ウム又は
アルミニ
ウム合金
以外 

W-0 

試験材
の区分 
(表 WQ-
312-1) 
(表 WQ-
330-6) 

アルミニ
ウム又は
アルミニ
ウム合金
以外 

W-0 

試験材の区分は
同じである。 
W-0等の記号

は、板厚や外径
による区分であ

る。 

W-1 W-1 

W-2 W-2 

W-3-0 W-3-0 

W-3 W-3 

W-4 W-4 

アルミニ
ウム又は
アルミニ
ウム合金 

W-10 

アルミニ
ウム又は
アルミニ
ウム合金 

W-10 

W-11 W-11 

W-12 W-12 

W-13 W-13 

W-14 W-14 

W-15 W-15 

溶接姿
勢の区
分 

W-0，W-
1，W-2，
W-10，W-
11，W-12 

f 溶接姿
勢の区
分 
（表
WQ-312-
1) 
（表
WQ-330-
2) 

W-0，W-
1，W-2，
W-10，W-
11，W-12 

f 

有壁固定管の区
分「r」は溶接
規格では規定が
ないが，それ以
外の溶接姿勢の
区分は同じであ
る。 

v v 

h h 

o o 

W-3-0，
W-3，W-
4，W-
13，W-
14，W-15 

r W-3-0，
W-3，W-
4，W-
13，W-
14，W-15 

― 

e 

e 

溶接棒
の区分 

被覆アー
ク溶接棒 

F-0 

溶接棒
の区分 
（表
WQ-313-
1） 
（表
WQ-330-
2） 

被覆アー
ク溶接棒 

F-0 

溶接棒の区分は
同じである。 

F-0及び F-
1 

F-0及び F-
1 

F-0から F-
2 

F-0から F-
2 

F-0から F-
3 

F-0から F-
3 

F-0から F-
4 

F-0から F-
4 

F-5 F-5 

ガス溶接
棒 

F-6-1 ガス溶接
棒 

F-6-1 

F-6-2 F-6-2 

被覆アー
ク溶接棒 

F-40X 
被覆アー
ク溶接棒 

F-40X(F-41
～F-45) 
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溶加材
の区分 

R-1X 
溶加材
の区分 
（表
WQ-313-
2） 
（表
WQ-330-
3） 

R-1X （R-1～R-5，R-
10～R-12） 

溶加材の区分は
同じである。 
R-5Xと R-6X
は，記号は異な
るが何れもステ
ンレス鋼の区分
である。 

R-5X R-6X （R-6～R-9） 

R-20X R-20X （R-21～R-23） 

R-40X R-40X （R-41～R-45） 

R-51 R-51 

心線の
区分 

E-1X 
心線の
区分 
（表
WQ-313-
2） 
（表
WQ-330-
4） 

E-1X （E-1～E-5，E-
10～E-12） 

心線の区分は同
じである。 
E-5Xと E-6X
は，記号は異な
るが何れもステ
ンレス鋼の区分
である。 

E-5X E-6X （E-6～E-9） 

E-20X E-20X （E-21～E-23） 

E-40X E-40X （E-41～E-45） 

E-51 E-51 

 

試験方法及び判定基準の概要 

発電用火力設備の技術基
準解釈 

溶接規格 評 価 

試験の
方法 

アルミニウム又
はアルミニウム
合金以外は，
JIS Z 
3801(1997)によ
る。 
 
アルミニウム又
はアルミニウム
合金は，JIS Z 
3811(2000)によ
る。 

試験方法 
(WQ-321(4)) 
(WQ-322(4)) 

外観試験 
ビードの形状，溶接の始点及
び終点の状況，裏面の溶け込
み状況，オーバラップ，アン
ダカット及びピットの状況、
変形  
曲げ試験 
JIS Z 3122 

発電用火力
設備の技術
基準解釈で
は，JIS Z 
3801又は
JIS Z 3811  
によること
している
が，その内
容は溶接規
格と同等で
ある。 

判定基
準 

合否判定基
準 
(WQ-321(5)) 
(WQ-322(5)) 

外観試験 
各項目が著しく不良のものは
不合格 
曲げ試験 
曲げられた試験片の外面に次
の欠陥が認められる場合は，
不合格とする。 
(1)3.0mmを超える割れがある

場合 
(2)3.0mm以下の割れの合計長

さが，7.0mmを超える場合 
(3)ブローホール及び割れの合

計が，10個を超える場合 
(4)アンダカット，溶込不良，

スラグ巻込みなどが著しい
場合 
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  また、新たに追加となる資格区分（JIS規格の溶接技能者及び火技解釈に基づく溶

接士）の作業範囲（板厚、姿勢など）は、JIS規格の溶接技能者及び火技解釈に基づ

く溶接士と同じであるかについて、日本機械学会は、次のように説明している340。 

JIS溶接士について 

・JIS 規格では、溶接技能者の作業範囲は決められていない。そこで溶接規格

では、表 WQ-610-1で JISと溶接規格との対応を示し、作業範囲は対応する

溶接規格の資格区分と同じとしている。 

（同じとした根拠は上記参照） 

発電用火力設備の溶接士について 

・溶接規格の溶接技能者と発電用火力設備の溶接士の作業範囲では、試験材が

板の場合に違いがある。 

・2016 年版までは同じであったが、次の理由で 2018年追補にて改定した。 

・立向、横向、上向の技能があれば、下向の溶接ができるようにする。 

・作業範囲を「板について」とする規定は、鍛造品等は作業できないと解釈さ

れるおそれがある。 

・すみ肉溶接についての扱いを明確にする。 

（同等とした根拠は上記参照） 

 

 
340 第５回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料

5-1-1：3(4)(a) 
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発電用火力設備の溶接士 

 技能の資格は、溶接方法、試験材の区分、溶接姿勢の区分、溶接棒の区分、

溶加材の区分、心線の区分の組合わせによって決まるが、その区分は溶接規

格と同等である。また試験方法及び判定基準も同等である。 
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試験方法及び判定基準の概要  

 

日本機械学会は、JIS規格の溶接士資格及び火技解釈に基づく溶接士資格を同等と

認められる溶接士として明文化したとしているが、技術基準規則解釈の「別記－５ 

日本機械学会「溶接規格」等の適用に当たって」の「３．第 3部 溶接士技能認証標

準」では、（３）溶接士技能認証標準と同等と認められるものとして各種法律及び JIS

に規定されている溶接士の資格を規定している。「WQ-600 他規格の溶接技能者」から

「WQ-621 有効期間及び期間延長」までの規定は上記適用に当たっての規定の一部を

反映したものであるが、必要十分ではない。 

したがって、「WQ-600 他規格の溶接技能者」から「WQ-621 有効期間及び期間延長」

までは適用除外とする。ただし、適用除外とした「表 WQ-610-1  JIS Z 3801と溶接

規格の溶接技能者資格区分の対応」において、溶接方法に、JIS Z 3801(2018)「手溶

接技術検定における試験方法及び判定基準」に規定されたティグ溶接を追加してい

ることは対応関係として問題ないことから、ティグ溶接を追加したものを別表第４

－２として規則解釈に反映することとする。 
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なお、別記－５に火技解釈に基づく溶接士資格についての記載がないことは、技術

基準規則解釈で引用する溶接規格の溶接技能確認試験と火技解釈第 110条（溶接士）

による溶接士の技能が同等であるとの前提に立っているものである。 

「WQ-611 有効期間」（解説）において、「日本溶接協会の規定（WES 8201(2016)「手

溶接技能者の資格認証基準」，WES 8221(2016)「ステンレス鋼溶接技能者の資格認証

基準」，WES 8241(2016)「半自動溶接技能者の資格認証基準」）による JIS規格の溶接

技術検定おける試験方法及び判定基準の適格性評価の有効期間は 3 年間であり，登

録年月日から試験材の溶接と曲げ試験による再評価は，3 年以内となっている。」と

記載されているが、WES 8201(2016)「手溶接技能者の資格認証基準」を例にすると、

次のように規定されている。誤解を与えないように、資格及び適格性証明書の有効期

間は 1年間であることを記載することを要望する。 

WES8201(2016) 「手溶接技能者の資格認証基準」（抜粋） 

17適格性証明書及び資格の登録期間 

b)資格を登録できる期間は，3年間とする。 

18資格及び適格性証明書の有効期間 

資格及び適格性証明書の有効期間は，1年間とする。 

19適格性証明書の有効期間延長 

a)資格及び適格性証明書の有効期間内にサーベイランスを受ける。 

c)サーベイランスの結果が良好な場合は，資格及び適格性証明書の有効期間を

1 年間延長する。 

d)サーベイランスによる資格及び適格性証明書の有効期間延長は，2回を限度

とする。 

20資格の再評価 

a)資格の登録からサーベイランスを 2回受けて 3年を経過する前に再評価を受

けなければならない。 

 

（４）適用に当たっての条件 

 ① 

○「WQ-600 他規格の溶接技能者」から「WQ-621 有効期間及び期間延長」までは適用除

外とする。 

 

（５）技術基準規則解釈の別記－５に追加する規定 

別表第４－２ 溶接規格とＪＩＳの資格区分の対応 

１．JIS Z3801 

JIS 

資格区分 

A N G T 

溶接規格の資格区分 

1F --- Ao    W-0    f Ｇ    W-0    f T    W-0    f 

2F A    W-1    f Ao    W-1    f --- --- 

3F A    W-2    f Ao    W-2    f --- --- 

1V --- Ao    W-0    v Ｇ    W-0    v T    W-0    v 

2V A    W-1    v Ao    W-1    v --- --- 

3V A    W-2    v Ao    W-2    v --- --- 

1H --- Ao    W-0    h Ｇ    W-0    h T    W-0    h 

2H A    W-1    h Ao    W-1    h --- --- 
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3H A    W-2    h Ao    W-2    h --- --- 

1O --- Ao    W-0    o Ｇ    W-0    o T    W-0    o 

2O A    W-1    o Ao    W-1    o --- --- 

3O A    W-2    o Ao    W-2    o --- --- 

1P --- Ao    W-3-0  e Ｇ    W-3-0  e T    W-3-0  e 

2P A    W-3    e Ao    W-3    e ---  

3P A    W-4    e Ao    W-4    e ---  

(備考)  

① 溶接棒の区分は、試験に使用した溶接棒が該当する溶接規格第３部溶接技能確認試験表

WQ-313-1の区分とする。 

② 「－」の表示は、該当する試験の種類が JIS にないものを示す。 

③ 溶接方法Ｇの場合、作業範囲に係る母材の厚さは、確認を受けた試験材の厚さ未満とす

る。 

 

 

２．JIS Z 3821 

JIS 

資格区分 

CN CA TN MN MA 

溶接規格の資格区分 

F Ao  W-1  f --- T  W-0    f Mo   W-l   f M   W-l   f 

V Ao  W-1  v --- T  W-0    v Mo   W-l   v M   W-l   v 

H Ao  W-1  h --- T  W-0    h Mo   W-l   h M   W-l   h 

O Ao  W-1  o A  W-1  o T  W-0    o --- --- 

P Ao  W-3  e --- T  W-3-0  e --- --- 

(備考) 

①溶接方法 Ao 及び Aにおける溶接棒の区分、溶接方法 Tにおける溶加材の区分並びに溶接

方法 Mo及び Mにおける心線の区分は、試験に使用した溶接棒、溶加材又は心線が該当す

る溶接規格第３部溶接士技能確認試験表 WQ-313-1又は表 WQ-313-2の区分とする。 

②JIS 資格である CN-P において、初層ティグ溶接を行った場合は、溶接規格の資格区分に

対応しないものとする。 

③「－」の表示は、該当する試験の種類が JIS にないものを示す。 
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３．JIS Z3841 

JIS 

資格区分 

ＳＮ ＳＡ 

溶接規格の資格区分 

1F Mo    W-0    f --- 

2F Mo    W-1    f M    W-1    f 

3F Mo    W-2    f M    W-2    f 

1V Mo    W-0    v --- 

2V Mo    W-1    v M    W-1    v 

3V Mo    W-2    v M    W-2    v 

1H Mo    W-0    h --- 

2H Mo    W-1    h M    W-1    h 

3H Mo    W-2    h M    W-2    h 

1O Mo    W-0    o --- 

2O Mo    W-1    o M    W-1    o 

3O Mo    W-2    o M    W-2    o 

1P Mo    W-3-0  e --- 

2P Mo    W-3    e M    W-3    e 

3P Mo    W-4    e M    W-4    e 

(備考) 

①溶接方法 Mo及び Mおける心線の区分は、試験に使用した心線が該当する溶接規格第３部

溶接士技能確認試験表 WQ-313-2の区分とする。 

②「－」の表示は、該当する試験の種類が JIS にないものを示す。 

 

（６）要望事項 

○ 誤解を与えないように、資格及び適格性証明書の有効期間は 1 年間であることを

記載することを要望する。 

 

４．３．３３ JIS 規格の年版変更 

４．３．３３．１ JIS Z 2305「非破壊試験技術者の資格及び認証」 

引用年版を 2001年版から 2001年版及び 2013年版に変更（引用箇所は、「N-0015 引用

規格」、「N-1100 非破壊試験」、「N-2100 非破壊試験」、「N-3100 非破壊試験」、「N-

4100 非破壊試験」、「N-5100 非破壊試験」、「N-6100 非破壊試験」、「N-7100 非破壊

試験」及び「N-8100 非破壊試験」。） 

 

（１）JIS規格の改定の内容 

① 認証機関は JIS Q 17024の要求事項を満たすことを追加 

② レベル３の訓練時間及び経験月数を追加 

③ デジタル資格証明書に関する規定を追加 

 

（２）検討の結果 

①～③ JIS Z 2305「非破壊試験技術者の資格及び認証」は、「日本電気協会「原子力

発電所用機器における渦電流探傷試験指針（JEAG 4217-2018）、軽水型原子力発電所

用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規程（JEAC 4207-2016）及び原子炉
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格納容器の漏えい率試験規程（JEAC 4203-2017）」に関する技術評価書（令和 3年 7

月）」において、2001年版は訓練生（無資格者）に関する規定があるのに対し、2013

年版では削除されていることから、2001 年版が適用除外とされている。 

したがって、2001年版は適用除外とする。 

 

（３）適用に当たっての条件 

①～③ 

読み替え

る規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

N-0015 引

用規格 

No 区

分 

規 格

番号 

適 用

年版 

名称 

5 日

本

産

業

規

格 

JIS 

Z 

2305 

2001 非破壊試

験-技術者

の資格及

び 認 証 

6 JIS 

Z 

2305 

2013 非破壊試

験技術者

の資格及

び 認 証 
 

No 区

分 

規 格

番号 

適 用

年版 

名称 

6 日

本

産

業

規

格 

JIS 

Z 

2305 

2013 非破壊試

験技術者

の資格及

び 認 証 

 

N-1100 非

破壊試験 

N-2100 非

破壊試験 

N-3100 非

破壊試験 

N-4100 非

破壊試験 

N-5100 非

破壊試験 

N-6100 非

破壊試験 

N-7100 非

破壊試験 

N-8100 非

破壊試験 

(5)非破壊試験員 

非破壊試験員は，次の有資格者のい

ずれかとする。 

1)JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技

術者の資格及び認証」若しくは JIS 

Z 2305 (2013)「非破壊試験技術者

の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民

間資格に基づく有資格者 

(5)非破壊試験員 

非破壊試験員は，次の有資格者のい

ずれかとする。 

1)JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技

術者の資格及び認証」に基づく有資

格者，又はこれと同等と認められる

民間資格に基づく有資格者 

 

４．３．３３．２ JIS Z 2306「放射線透過試験用透過度計」 

引用年版を 2000年版から 2015年版に変更（引用箇所は、「N-0015 引用規格」、「表

N-Xl00-1 放射線透過試験」、「WQ-150 引用規格」及び「表 WQ-554-1 放射線透過試験」。） 

 

（１）JIS規格の改定の内容 

① 針金形透過度計の線の長さを 25mm以上から 10mm以上に変更 

② 針金形透過度計の線の直径が 6.3mmの場合には JIS G 3108「みがき棒鋼用一般鋼

材」を用いてもよい旨追加 
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（２）検討の結果 

溶接規格 2020において、「表 N-Xl00-1 放射線透過試験」では有孔形透過度計のみ、

「表 WQ-554-1 放射線透過試験」では針金形透過度計又は有孔形透過度計とされてい

る。 

① 針金形透過度計の線の長さを 25mm 以上から 10mm 以上に変更しているが、JIS Z 

2306(2015)「放射線透過試験用透過度計」の解説によると、ISO 規格の最小値に合わ

せたとしている。同 JISの「表 2－一般型の針金形透過度計の呼び番号及びそれを構

成する針金並びに針金の直径及びその許容差」において、針金の直径の最大は 6.3mm

であり、直径に対して十分な線長があるとはいえない。ASME Code Sec.Vの SE-747 

Standard Practice for Design, Manufacture and Material Grouping Classifica-

tion of Wire Image Quality Indicators (IQI) Used for Radiologyは、針金形透

過度計の線の長さを線径により変え、線径が 0.32in.の場合は 2in.以上（6.25 倍）

としている。 

したがって、「表 N-Xl00-1 放射線透過試験」及び「表 WQ-554-1 放射線透過試験」

における JIS Z 2306(2015)「放射線透過試験用透過度計」の適用に当たっては、「表

3－一般型の針金形透過度計の呼び番号並びに針金の中心間距離及び長さ」の、針金

の長さ「10以上」（単位は mm）は JIS Z 2306（2000）「放射線透過試験用透過度計」

の「25以上」に読み替える。なお、「４．３．１１．１ 放射線透過試験」（４）(b)

で述べたとおり、「表 N-Xl00-1 放射線透過試験」に針金形透過度計が追加されてい

る。 

「表 WQ-554-1 放射線透過試験」は、「４．３．３１ 溶接技能者及び溶接オペレ

ータの資格更新」（３）①で述べたとおり、適用除外である。 

② 針金形透過度計の針金の材質は、JIS Z 2306(2015)の「表 8－針金及び板の材質並

びにそれらの表示記号」において規定されており、その注書き a)に「線の直径が 6.3mm

の場合には，JIS G 3108のみがき棒鋼用一般鋼材を用いてもよい。」と記載されてい

る。同 JISの解説によると、JIS G 3108 は太い線径に用いる材料として追加したも

のと記載されている。JIS G 3108の丸鋼の直径の許容差±0.4mm に対して JIS Z 2306

の針金の直径の許容差は±0.05mm であるので、丸棒から削り出して針金の寸法許容

差に加工すれば問題ないことから、引用に問題ないことを確認した。 

 

（３）適用に当たっての条件 

① 

読み替えられる字句 

表 N-Xl00-1 放射線透過試験 

試

験

の

方

法 

使用す

べき透

過度計 

有孔形

透過度

計 

形状，寸法，寸法

の許容差 

JIS Z 2306 「放射線透過試験用透過度計」

の「5.2有孔形透過度計」による。 

材厚に応じた使

用区分 

（略） 

 

読み替える字句 

表 N-Xl00-1 放射線透過試験 
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試

験

の

方

法 

使用す

べき透

過度計 

有 孔

形 透

過 度

計 

形状，寸法，寸法の

許容差 

JIS Z 2306 「放射線透過試験用透過度計」

の「5.2有孔形透過度計」による。 

材厚に応じた使用

区分 

（略） 

針 金

形 透

過 度

計 

形状，寸法，寸法の

許容差及び材厚に

応じた使用区分 

JIS Z 2306(2015)放射線透過試験用透過度

計（「表 3－一般型の針金形透過度計の呼び

番号並びに針金の中心間距離及び長さ」の

針金の長さ「10以上」は針金の長さ「25以

上」に読み替える。）の「5.1針金形透過度

計」による。 
 

② 

なし 

 

４．３．３３．３ JIS Z 2343-1「非破壊試験－浸透探傷試験－第 1部：一般通則：浸

透探傷試験方法及び 浸透指示模様の分類」 

引用年版を 2001 年版から 2017 年版に変更（引用箇所は、「表 N-Xl00-4 浸透探傷試

験」、「表 WP-150-1 引用規格」、「表 WP-510-2 浸透探傷試験」、「表 WQ-150-1 引用

規格」及び「WQ-323 試験材の種類がチタンのものの場合」。） 

 

（１）JIS規格の改定の内容 

① 探傷剤の分類を変更（水ベース乳化剤の 3区分を削除、速乾式現像剤をタイプⅠ、

Ⅱ及びⅢに分割） 

② 試験手順にワイプオフ法を追加 

 

（２）検討の結果 

① 「表 N-Xl00-4 浸透探傷試験」において、JIS Z 2343-1「6.2 探傷剤の分類」が次

に示すように変更されている。 

（2001年版）            

表１ 探傷剤 

浸透液 余剰浸透液の除去剤 現像剤 

タイプ 呼称 方法 呼称 フォーム 呼称 

Ⅰ 

Ⅱ 

Ⅲ 

蛍光浸透液 

染色浸透液 

二元性浸透液 

（蛍光浸透液と

染色浸透液の両者

を含有） 

A 

B 

 

 

C 

D 

 

 

 

E 

水 

油ベース乳化剤 

1. 油ベース乳化

剤 

2. 流水によるす

すぎ 

有機溶剤(液体) 

水ベース乳化剤 

1. 予備水洗 

2. 乳化剤 (水希

釈) 

3. 最終洗浄(水) 

水及び有機溶剤 

a 

b 

c 

d 

e 

乾式 

水溶性湿式 

水懸濁性湿式 

速乾性 

特殊用途用 

(例 はく離可能

な現像剤) 
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備考 特別な用途については，引火性，硫黄，ハロゲン，ナトリウム含有量及び他の汚染

物に関する特別要求事項を満たす探傷剤を使用する必要がある(JIS Z 2342-2を参照)。 

（2017年版） 

表１－探傷剤 

浸透液 余剰浸透液の除去剤 現像剤 

タイプ 呼称 方法 呼称 フォーム 呼称 

Ⅰ 蛍光浸透液 A 水 a 乾式 

Ⅱ 染色浸透液 B 後乳化 

油ベース乳化剤 

b 水溶性湿式 

Ⅲ 二元性浸透液 

（蛍光浸透液と染

色浸透液の両者を

含有） 

C 有機溶剤(除去剤) a) 

－クラス 1 ハロゲン

化 

－クラス 2 非ハロゲ

ン化 

－クラス 3 特殊用途

用 

c 水懸濁性湿式 

D 後乳化 

水ベース乳化剤 

d 有機溶剤ベース

(タイプⅠ用速乾

式) 

E 水及び有機溶剤 e 有機溶剤ベース

(タイプⅡ及びタ

イプⅢ用速乾式) 

f 特殊用途用 

備考 特別な用途については，引火性，硫黄，ハロゲン，ナトリウム含有量及び他の汚染

物に関する特別要求事項を満たす探傷剤を使用する必要がある(JIS Z 2342-2を参照)。 

注 a) 方法 Cのクラスは，方法を分類したものではない。 

これらの同等性について、日本機械学会は、次のように説明している341。 

・旧規格の「余剰浸透液の除去剤」の欄に記載されていた「1.予備水洗」など

の手順が削除されました。JIS規格における当該の表は、探傷剤の分類を記

載されたもので、手順によるものではないことが理由と考えられます。した

がって、手順の記載を削除した変更であることから、内容は同等であると考

えます。 

・また旧規格の「現像剤」の欄の「フォーム／d」の「速乾式」が、「フォーム

／d」の「有機溶剤ベース（タイプⅠ用速乾式）」と「フォーム／e」の「有

機溶剤ベース（タイプⅡ及びⅢ用速乾式）」の２種類に分けられました。こ

れは、タイプ I、II、IIIの浸透液により使用する現像剤が異なるため、従

来の記載を細分化したものです。したがって、記載を細分化した変更である

ことから、内容は同等であると考えます。 

日本機械学会は JIS 改正に伴う記載の適正化及び細分化による変更と説明してお

り、引用に問題ないことを確認した。 

② 浸透探傷試験の方法においてワイプオフ法の適用可否及びワイプオフ法が規定す

る受渡当事者間の合意事項の運用方法に関し、「試験方法」には、試験手順は JIS Z 
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2343-1「非破壊試験－浸透探傷試験－第 1部：一般通則：浸透探傷試験方法及び 浸

透指示模様の分類」の「8試験手順」によると規定されているが、同 JISには「8.7.3

ワイプオフ法」が追加されている。ワイプオフ法を適用可とした理由及びワイプオフ

法が規定する受渡当事者間の合意事項の必要項目について、日本機械学会は、次のよ

うに説明している342。 

ワイプオフ法とは、試験によって得られた指示模様がきずに起因するか、疑

似指示かの判断に役立つ情報を得るための技法です。この技法は、指示模様の

解釈が正しいことを確認するために有用であることから適用可としています。 

ただし、本技法の目的は上記の通りであり、不適切な試験手順の修正等、誤

った用い方をしないために、本技法の正確な手順を当事者間の合意事項とする

等の対応が規定されています。 

合意事項の必要項目は、JIS Z 2343-1 (2017)の 8.7.3項の a)～e)に記載のあ

る本技法の正確な手順となります。 

ワイプオフ法の適用にあたり、当該技法の正確な手順について当事者間の合意が

必要である。したがって、「表 N-Xl00-4 浸透探傷試験」の「試験方法」において「8.

試験手順」は「8.試験手順（ワイプオフ法を適用する（1回に限る。）場合は、当該技

法の正確な手順について当事者間の合意がなされていること。）」に読み替える条件

を付す。 

 

（３）適用に当たっての条件 

① 

なし 

② 

読み替える規定 読み替えられる字句 読み替える字句 

表 N-Xl00-4 浸

透探傷試験 
試

験

の

方

法 

試

験

方

法 

JIS Z 2343-1「非破壊

試験一浸透探傷試験

ー第 1部：一般通則：

浸透探傷試験方法及

び浸透指示模様の分

類」の「5.4 装置」，

「6 探傷剤の組合せ，

感度及び分類」，「7探

傷剤及び試験体の適

合性」，「8試験手順」

による。 
 

試

験

の

方

法 

試

験

方

法 

JIS Z 2343-1「非破壊

試験一浸透探傷試験

ー第 1部：一般通則：

浸透探傷試験方法及

び浸透指示模様の分

類」の「5.4 装置」，

「6 探傷剤の組合せ，

感度及び分類」，「7探

傷剤及び試験体の適

合性」，「8 試験手順

（ワイプオフ法を適

用する（1回に限る。）

場合は，当該技法の正

確な手順について当

事者間の合意がなさ

れていること。）」に

よる。 
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４．３．３３．４ JIS Z 3105「アルミニウム溶接継手の放射線透過試験方法」 

2003年版を追加（引用箇所は「表 WQ-150-1 引用規格」、「表 WQ-554-1 放射線透過試

験」） 

 

（１）JIS規格の内容 

① 溶接技能者の資格更新における曲げ試験の代替として放射線透過試験を規定 

 

（２）検討の結果 

① 「４．３．３１ 資格更新」（３）①で述べたとおり、適用除外とする。 

 

４．３．３３．５ JIS Z 3107「チタン溶接部の放射線透過試験方法」 

1993年版を追加（引用箇所は「表 WQ-150-1 引用規格」及び「表 WQ-554-1 放射線透過

試験」。） 

 

（１）JIS規格の内容 

① 溶接技能者の資格更新における曲げ試験の代替として放射線透過試験を規定 

 

（２）検討の結果 

① 「４．３．３１ 資格更新」（３）①で述べたとおり、適用除外とする。 

 

４．３．３４ 以前の技術評価についての反映状況 

 溶接規格 2012(2013)についての技術評価が平成 27年に行われている。その際に付し

た適用に当たっての条件について、溶接規格 2020 への反映状況を確認した結果を「表

4.3.34-1 溶接規格 2007 及び溶接規格 2012(2013)に係る適用に当たっての条件の溶接

規格 2020への反映状況」に示す。 

 

表 4.3.34-1 溶接規格 2007及び溶接規格 2012(2013)に係る適用に当たっての条件の 

溶接規格 2020 への反映状況 

１．第 1部 溶接規格 

No. 対象年版 対 象

規定 

適用に当たっての条件 反映状況 

① 2007 

2012(2013) 

N-0010

目的及

び適用 

ただし書（日本機械学会 発電用原子力設備

規格維持規格に規定する特殊な補修溶接等に

ついては，同規格によることができる。）

は、適用除外とする。 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討中案件に記

載なし） 

② 2007 

2012(2013) 

N-0020

定義 

・(3)の「クラス 2容器」及び「クラス 2配管」

は、技術基準規則第２条第２項第３３号に

規定するものをいう。 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検・(4)及び(5)について、「放射線管理設備に属
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するダクト」とあるのは「放射線管理施設

若しくは原子炉格納施設（非常用ガス処理

設備に限る。）に属するダクト」に読み替え

る。 

討中案件№2） 

 

第 4 部 

解 説 

第 1 章 

溶接規

格の解

説 N-

0020 

・JEAC4602-2004 及び JEAC4605-2004 は適用

除外とする。 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討 中 案 件 №

14） 

③ 2007 

2012(2013) 

N-0030 

溶接施

工法 

・(2)に規定されている「安全設備」は、技術

基準規則第２条第２項第９号に規定するも

のをいう。 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討中案件№3） 

④ 2007 N-1010 

N-2010 

N-3010 

N-4010 

N-5010 

N-6010 

N-7010 

及び 

N-8010 

溶接部

の設計 

・溶接部の設計に当たっては、設計･建設規格

における次表の各規定によること。この場

合において、PVB-4211、PVB-4212、PVE-4211

及び PVE-4212 に規定する「突合せ完全溶

け込み両側溶接」とは、「突合せ両側溶接」

をいう。 

 容器 管 

クラス 1 PVB-4200

（N-1010） 

PPB-4000

（N-5010） 

クラス 2 PVC-4200

（N-3010） 

PPC-4000

（N-6010） 

クラス 3 及

びクラス 3

相当 

PVD-4100

（N-4010） 

PPD-4000

（N-7010） 

クラス 4 － PPH-4000

（N-8010） 

クラス MC PVE-4200

（N-2010） 

－ 

注）設計・建設規格の規格番号（溶接規格の

規格番号） 

反映済（溶接

規格 2001 年

版の技術評価

において、設

計・建設規格

2005 年版に

規定する「突

合せ完全溶込

み両側溶接」

に適用に当た

っての条件を

付したもの。

設計･建設規

格 2012、2020

においては、

「完全溶込み

溶接による突

合 せ 両 側 溶

接」と記載。） 

⑤ 2007 

2012(2013) 

N-1040 

N-2040 

N-3040 

N-4040 

N-5040 

N-6040 

N-7040

及び 

N-8040 

溶接部

の強度

等 

・「溶接規格 2007」においては、オーステナ

イト系ステンレス鋼溶接金属にあっては、

デルタフェライト量が高温割れ防止の観点

から適切なものであること。 

反映済（デル

タフェライト

量の高温割れ

防止効果につ

いては解説に

記載あり） 

・「溶接規格 2012(2013)」においては、(3)の

「溶接金属の区分が A-7 になるオーステナ

イト系ステンレス鋼」とあるのは「溶接金

属の成分が A-7（オーステナイト系ステンレ

ス鋼）に相当するもの」に、「溶着金属にデ

ルタフェライトが含まれる」とあるのは「高

反映済（同上、

溶 接 金 属 の

A-7 が A-8 に

変更されてい

る。） 

1230



 

999 

温割れ防止の観点から溶着金属にデルタフ

ェライトが適切量含まれる」に読み替える。 

⑥ 2012(2013) N-1050 

N-2050 

N-3050 

N-4050 

N-5050 

N-6050

及び 

N-7050 

溶接部

の非破

壊試験

及び機

械試験 

・N-1050(2)の「もしくは」とあるのは「は，

母材成分から再熱割れのおそれがないと確

認された場合，溶接後熱処理前に実施する

ことができる。」に読み替える。 

未反映（項番

号 N-1052 に

変更、2012年

版/2013 年追

補の技術評価

に対する検討

中案件№18） 

・N-2050(2)、N-4050(2)及び N-5050(2)の「P-

1の溶接部は」とあるのは「P-1の溶接部は，

母材成分から再熱割れのおそれがないと確

認された場合」に読み替える。 

未反映（項番

号 N-2052、N-

4052、N-5052

に変更、2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討 中 案 件 №

18） 

・N-3050(2)の「また，P-1の溶接部の非破壊

試験，もしくは」とあるのは「また，P-1 の

溶接部は，母材成分から再熱割れのおそれ

がないと確認された場合，非破壊試験を溶

接後熱処理前に実施することができる。」

に読み替える。 

未反映（項番

号 N-3052 に

変更、2012年

版/2013 年追

補の技術評価

に対する検討

中案件№18） 

・N-6050(2)及び N-7050(2)の「また，P-1 の

溶接部は」とあるのは「また，P-1の溶接部

は，母材成分から再熱割れのおそれがない

と確認された場合」に読み替え、なお書は

適用除外とする。 

未反映（項番

号 N-6052、N-

7052に変更、

2012 年 版

/2013 年追補

の技術評価に

対する検討中

案件№18） 

⑦ 2007 

2012(2013) 

N-9050 

補助ボ

イラー

および

その附

属設備 

・補助ボイラー及びその附属設備の溶接部に

ついては、補助ボイラーにあっては経済産

業省「発電用火力設備の技術基準の解釈（平

成２５年５月１７日付け 20130507 商局第 

2 号）」に規定する「第１０章 溶接部」の

「第２節 ボイラー等」、補助ボイラーの附

属設備にあっては同「第３節 熱交換器等」

の規定によること。 

未反映（項番

号 N-HB050 に

変更、2012年

版/2013 年追

補の技術評価

に対する検討

中案件№8） 

⑧ 2007 

2012(2013) 

表－3 

溶接部

の機械

試験板 

表 N-

X050-2 

溶接部

の機械

・クラス 2 容器、及びクラス 3 容器（安全設

備に属するものに限る。）の胴の内径が 

600mmを超えるものについては、同表のクラ

ス 1容器と同様に試験板を作成すること。 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討 中 案 件 №

16） 

・（注）の 5．は、適用除外とする。 未反映（2020

年版は（注）3.
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試験板 に変更） 

⑨ 2007 

2012(2013) 

表－5 

溶接後

熱処理

の方法 

表 N-

X090-2 

溶接後

熱処理

の方法 

・「溶接規格 2007」においては、表－5 溶接

後熱処理の方法における「加熱及び冷却の

方法」の欄の 2.について、「温度 650℃に

おいて、母材の区分が表－16 に掲げる P-7

を冷却する場合の速さは、1の規定にかかわ

らず、1 時間につき温度差が 55℃以下であ

ること」とあるのは「母材の区分が表－16

に掲げる P-7 については、1.の規定にかか

わらず、650℃より高い温度範囲における冷

却速度は、1 時間につき温度差が 55℃以下

とし、650℃以下の温度範囲においては脆化

を防ぐために十分に速い速度で冷却するこ

と。」に読み替える。 

反映済（2020

年版は「表 N-

X090-2 溶接

後熱処理の方

法」4.加熱速

度及び冷却速

度(2)に記載） 

・「溶接規格 2012(2013)」においては、表 N-

X090-2 溶接後熱処理の方法「熱処理の方

法」の欄の 5.について、「局部加熱により

行う場合は，均一温度領域が溶接金属の最

大幅の両側にそれぞれ母材の厚さ又は 50mm

のいずれか小さい値以上の幅」とあるのは 

「次の(1)及び(2)に掲げる範囲 

(1) 容器（管寄せを除く）については，溶

接部の最大幅の両側にそれぞれ母材の厚

さの 3倍以上の幅 

(2) 管寄せ又は管については，溶接部の最

大幅の両側にそれぞれ開先幅の 3 倍以上

で，かつ，余盛幅の 2倍以上の幅」 

に読み替える。 

未反映（2020

年版は「表 N-

X090-2 溶接

後熱処理の方

法」5.溶接後

熱処理の方法

5.2(2) に 記

載） 

⑩ 2012(2013) 表 N-

X090-3 

溶接後

熱処理

を要し

ないも

の 

・「1. クラス 1機器」の表中、「母材の区分」

の欄が「P-1」であって、「溶接部の区分」

の欄が「5.クラッド溶接」であって、「母材

の炭素・クロム含有量（％）」の欄における

「C≦0.30」とあるのは、「C≦0.25」に読み

替える。 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討 中 案 件 №

12） 

・「1. クラス 1機器」の表中、「母材の区分」

の欄が「P-1」であって、「溶接部の区分」

の欄が「5.クラッド溶接」であって、「母材

の厚さ」の欄が「T≦38」であって、「予熱

温度（℃）」の欄における「40以上」とあ

るのは「100以上」に読み替える。 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討 中 案 件 №

12） 

⑪ 2012(2013) 表 N-

X110-3 

破壊靱

性試験 

・次表を追加する。 

表 クラス 1容器の破壊靭性試験に対する要

件 

機器の区分 試験

の方

法 

判定基準 

反映済（2020

年版は同表の

(注)1.に代替

規定を記載。

ただし、材料

規格 2020 に

おいてマルテ

ンサイト系ス

テンレス鋼は
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ク

ラ

ス

1

容

器 

母 材 の

区 分 が

表 N-

G01 に

掲 げ る

P-6で，

かつ、溶

接 金 属

が マ ル

テ ン サ

イ ト 系

ス テ ン

レ ス 鋼

の 場 合

で あ る

もの 

最低

使用

温度

以下

の温

度で

衝撃

試験

を行

うこ

と 

それぞれの試験片の

横膨出量が，次の表

の左項に掲げる厚さ

の区分に応じ，それ

ぞれ同表の右項に掲

げる値以上であるこ

と 

 

 

厚さの区

分（mm） 

横膨出

量

（mm） 

16以上 

19以下 
0.50 

19を超え

38以下 
0.65 

38を超え

るもの 
1.00 

 

使用不可とさ

れており、規

格間に不整合

あり。）343 

・次表のとおり読み替えるものとする。 

表 表 N-X110-3 破壊靱性試験に係る 

読替表 

機器の

区分 

読み替えられる

規定 

読み替える

規定 

クラス

1容器 

1. 溶接金属 

関連温度（RTNDT）

が，設計・建設

規格 第 4 章 添

付 4-1「RTNDT 要

求値の決定方

法」を満足する

ように定めた

RTNDTの要求値を

満足すること。 

1. 溶接金

属 

関 連 温 度

（RTNDT）が，

設計・建設

規格 第 4章 

添 付 4-1

「RTNDT 要求

値の決定方

法」を満足

するように

定めた RTNDT
の要求値を

満足するこ

と。ただし，

室温での規

定最小降伏

 

 

 

 

 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討 中 案 件 №

15） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
343 クラス 1 容器の場合の判定基準において、「1.溶接金属」の場合に技術基準規則解釈の別記－５に付さ

れた溶接規格 2012(2013)の適用に当たっての要件「ただし，室温での規定最小降伏点が 620MPa を超える

材料については，KIC曲線は適用除外とする。」が規定に反映されていない。その理由について、日本機械

学会は、次のように説明している343。 

別記-5 でのご指摘箇所の反映は今後行います。 
溶接規格 2012(2013)の技術評価及び技術基準規則解釈の別記－５は、平成 27 年に行われたものである。

9 年近く経過しており、速やかに反映することが望まれる。 
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点が 620MPa

を超える材

料について

は，KIC 曲線

は適用除外

とする。 

クラス

MC 容器 

溶接金属及び

熱影響部 

以下の 1.又は

2.のいずれか

に適合するこ

と。 

1. 落重試験 

容器の最低使

用温度が，設

計・建設規格の

PVB-2333.1「関

連温度 (RTNDT）

の決定方法」の

規定により求

めた無延性遷

移温度に 17℃

を加えた温度

以上であるこ

と。 

2. 衝撃試験 

以 下 (1) 又 は

(2)のいずれか

を満足するこ

と。 

(1) 3 個の試験

片の横膨出量

の平均値及び

最小値が，設

計・建設規格の

表 PVE-2331.2-

1 ｢横膨出量の

判定基準｣を満

足すること。 

 

 

 

 

 

 

(2) 3個の試験

片の吸収エネ

ルギーの平均

値及び最小値

溶接金属及

び熱影響部 

以下の 1.又

は 2.のいず

れかに適合

すること。 

1. 落重試

験 

容器の最低

使 用 温 度

が，設計・建

設 規 格 の

PVB-2333.1

「関連温度

(RTNDT）の決

定方法」の

規定により

求めた無延

性遷移温度

に 17℃を加

えた温度以

上であるこ

と。 

2. 衝撃試

験 

以 下 (1) 又

は (2) の い

ずれかを満

足 す る こ

と。 

(1) 3 個の

試験片の横

膨出量の平

均値及び最

小値が，設

計・建設規

格の表 PVE-

2331.2-1 

｢ 横膨出量

の 判 定 基

準 ｣を満足

すること。

この場合，3

 

 

 

 

 

 

 

 

反映済 
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が，設計・建設

規格の表 PVE-

2331.2-2「吸収

エネルギーの

判定基準」を満

足すること。 

個の平均の

判定基準を

満足する試

験片の個数

は 2 個以上

で あ る こ

と。 

(2) 3 個の

試験片の吸

収エネルギ

ーの平均値

及び最小値

が，設計・建

設規格の表

PVE-

2331.2-2

「吸収エネ

ルギーの判

定基準」を

満足するこ

と。この場

合，3個の平

均の判定基

準を満足す

る試験片の

個数は 2 個

以上である

こと。 

クラス

2 容器 

クラス

3 容器 

クラス

3 相当

容器 

クラス

2 配管 

クラス

3 配管 

クラス

3 相当

管 

溶接金属及び

熱影響部 

以下の 1.又は

2.のいずれか

に適合するこ

と。 

1. 落重試験 

容器の最低使

用温度が，設

計・建設規格の

PVB-2333.1「関

連温度 (RTNDT）

の決定方法」の

規定により求

めた無延性遷

移温度に 17℃

を加えた温度

以上であるこ

と。 

2. 衝撃試験 

溶接金属及

び熱影響部 

以下の 1.又

は 2.のいず

れかに適合

すること。 

1. 落重試

験 

容器の最低

使 用 温 度

が，設計・建

設 規 格 の

PVB-2333.1

「関連温度

(RTNDT）の決

定方法」の

規定により

求めた無延

性遷移温度

に 17℃を加

えた温度以

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

反映済 
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以 下 (1) 又 は

(2)のいずれか

を満足するこ

と。 

(1) 3 個の試験

片の横膨出量

の平均値及び

最小値が，設

計・建設規格の

表 PVE-2331.2-

1 ｢横膨出量の

判定基準｣を満

足すること。 

 

 

 

 

 

 

(2) 3 個の試験

片の吸収エネ

ルギーの平均

値及び最小値

が，設計・建設

規格の表 PVE-

2331.2-2「吸収

エネルギーの

判定基準」を満

足すること。 

上であるこ

と。 

2. 衝撃試

験 

以 下 (1) 又

は (2) の い

ずれかを満

足 す る こ

と。 

(1) 3 個の

試験片の横

膨出量の平

均値及び最

小値が，設

計・建設規

格の表 PVE-

2331.2-1 

｢ 横膨出量

の 判 定 基

準 ｣を満足

すること。

この場合，3

個の平均の

判定基準を

満足する試

験片の個数

は 2 個以上

で あ る こ

と。 

(2) 3 個の

試験片の吸

収エネルギ

ーの平均値

及び最小値

が，設計・建

設規格の表

PVE-

2331.2-2

「吸収エネ

ルギーの判

定基準」を

満足するこ

と。この場

合，3個の平

均の判定基

準を満足す

る試験片の

個数は 2 個
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以上である

こと。 
 

⑫ 2012(2013) 表 N-

X120-1 

再試験 

・次表を追加する。 

表 クラス 1容器の破壊靭性試験の再試験 

試

験

の

種

類 

再試験が行える場合 

再試

験片

の数 

破

壊

靭

性

試

験 

ク

ラ

ス

1

容

器 

（溶接金属及び熱影響部） 

母材の区分が，表 N-G01に

掲げる P-6で，かつ，溶接

金属がマルテンサイト系

ステンレス鋼であって，次

の(1)及び(2)に該当する

場合は，再試験することが

できる。 

(1) 3個の試験片の横膨出

量の平均値が，設計・建

設規格の表 PVB-2332-1

「50mm 以下の棒及びマ

ルテンサイト系ステン

レス鋼の判定基準」を満

足する場合 

(2) 設計・建設規格の表 

PVB-2332-1「50mm以下の

棒及びマルテンサイト

系ステンレス鋼の判定

基準」を満足しない試験

片が１個あり，かつ，当

該１個試験片が，表 PVB-

2332.1-1「50mm 以下の

棒，マルテンサイト系ス

テンレス鋼の再試験可

能な判定基準」を満足す

る場合  

1 組

の試

験片

につ

いて

１組 

（３

個） 

 

 

反映済（2020

年版は同表の

(注)1.に代替

規定を記載。

ただし、材料

規格 2020 に

おいてマルテ

ンサイト系ス

テンレス鋼は

使用不可とさ

れており、規

格間に不整合

あり。） 

⑬ 2012(2013) 表 N-

X130-2 

耐圧代

替非破

壊試験 

（第４

部 解

説 N-

1130 

耐圧試

験及び

解説表

N-

・表 N-X130-2 耐圧代替非破壊試験のクラス

1 からクラス 4 までの機器の「溶接部の区

分」の欄中、「ラグ，ブラケット，強め材，

控え，強め輪等であって，重要なものを取

付ける溶接部」であって、「耐圧代替非破壊

試験」の欄中、「放射線透過試験」及び「超

音波探傷試験」であって、「－」とあるのは

「○」に読み替える。 

・第 4部 解説 解説表 表 N-X130-1-1 耐

圧試験圧力及び方法は、適用除外とする。 

 

 

 

未反映（2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討中案件に記

載なし） 

 

 

 

 

 

反映済（2020

年版の第 4 部

1237



 

1006 

X130-1 

耐圧試

験） 

 

 

 

 

・第 4部 解説 N-1130(6)5)の「耐圧代替非

破壊試験の作業手順」における「（加圧が困

難な場合は省略しても良い。）」は適用除外

とする。 

 

・第 4部 解説 N-1130(6)のなお書は適用除

外とする。 

-1-164 頁 、

「表 N-X130-

1 耐圧試験」

の解説 4.に

記載した実用

発電用原子炉

の設置，運転

等に関する規

則第 16 条は

削除につき、

事業者検査に

関する運用ガ

イドラインに

見直す必要あ

り） 

反映済（解説

に記載されて

いたので適用

除 外 と し た

が、2020年版

は N-1130 

(2)に規定） 

反映済（上記

に伴い、修文

を 解 説 に 記

載） 

 

２．第２部 溶接施工法認証標準 

No. 対象年版 対象

規定 

適用に当たっての条件 反映状況 

① 2007 3. 確

認 事

項 

・(4)溶接金属 ただし書（溶接金属 A-1から

A-4-2 までについて以前に確認を受けた場

合であって、確認を受けた A 番号より小さ

い A 番号の溶接金属を用いるときは同一の

区分とする。）は適用除外とする。 

2012(2013 に

て反映済 

② 2012(2013) WP-

306 

溶 接

後 熱

処理 

・(1)3)から 5)までは適用除外とする。 

3)Ac3 変態点より高い温度で行う溶接後熱処

理 

4)Ac3変態点より高い温度で行った後、Ac1 変

態点より低い温度で行う溶接後熱処理  

5)Ac1 変態点と Ac3 変態点の間の温度で行う

溶接後熱処理 

未反映（2020

年版の WP-350 

2012 年 版

/2013 年追補

の技術評価に

対する検討中

案件№5） 

③ 2012(2013) 表 WP-

200-2 

電 子

ビ ー

ム 溶

接 に

・次表を追加する。 

表 電子ビーム溶接の確認項目における 

溶接姿勢 

確

認

確

認
確認要領 

追

加

参考

（ASME 

未反映（2020

年版は表 WP-

300-2 の衝撃

試験が要求さ

れる場合の欄

に「溶接姿勢」
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お け

る 確

認 項

目 

項

目 

項

目 

要

求 

Sec.Ⅸ 

QW No.） 

溶

接 

姿

勢 

○ 認証を受けた溶

接姿勢からの変

更で１区分。溶

接姿勢の区分は

下向，立向上進，

立向下進，横向，

上向又は管の水

平固定とする。 

  

 

はあるが、確

認項目は「-」

である。2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討 中 案 件 №

4。） 

④ 2012(2013) 表 WP-

200-3 

レ ー

ザ ビ

ー ム

溶 接

に お

け る

確 認

項目 

・次表を追加する。 

表 レーザビーム溶接の確認項目におけ

る溶接姿勢 

確

認

項

目 

確

認

項

目 

確認要領 

追

加

要

求 

参考 

（ASME 

SecⅨ 

QW 

No.） 

溶

接 

姿

勢 

○ 認証を受けた溶接

姿勢からの変更で

１区分。溶接姿勢の

区分は下向，立向上

進，立向下進，横向，

上向又は管の水平

固定とする。 

  

 

未反映（2020

年版は表 WP-

300-3 の衝撃

試験が要求さ

れる場合の欄

に「溶接姿勢」

はあるが、確

認項目は「-」

である。2012

年版/2013 年

追補の技術評

価に対する検

討 中 案 件 №

4。） 

・次表のとおり読み替えるものとする。 

表 表 WP-200-3 レーザビーム溶接におけ

る確認項目に係る読替表 

確認 

項目 

読み替えられ

る規定 

読み替える規

定 

シール

ドガス 

流量の 10%を超

える減少で１

区分 

流量の± 5%超

えで１区分 

プラズ

マ除去

ガス 

「使用する」又

は「使用しな

い」 

使用する場合

は，流量の 10％

を超える減少

で１区分 

「使用する」又

は「使用しな

い」 

使用する場合

は，流量の 10%

を超える減少

で１区分 

プラズマ除去

ガスの変更で

１区分 

裏面か

らのガ

ス保護 

流量の 10%を超

える減少で１

区分 

流量の± 5%超

えで１区分 

未反映（2020

年版は表 WP-3

00-3 

2012 年版/201

3 年追補の技

術評価に対す

る検討中案件

№4） 
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溶加材 溶加材断面積

の 10%を超える

増加で１区分 

溶加材径の増

加で１区分 

母材の

厚さ 

+20%で１区分 ±20%で１区分 

+10%で１区分 ±10%で１区分 

+5%で１区分 ±5%で１区分 

レーザ

出力 

加工点におけ

る認証値 10%を

超える減少で

１区分 

認証値± 2%で

１区分 

ワイヤ

供給速

度 

認証値 10%を超

える増加で１

区分 

認証値±10%で

１区分 

焦点距

離 

認証値の±10%

を超える変更

で１区分 

認証値からの

変更で１区分 

レンズ

とワー

ク間距

離 

レンズとワー

ク間の距離の

認証値±10%を

超える変更で

１区分 

レンズとワー

ク間距離の認

証値と焦点距

離の認証値と

の差が±50%を

超える変更で

１区分 
 

 

３．第３部 溶接士技能認証標準 

（１）溶接士技能認証標準の適用に当たって 

No. 対象年版 対象規定 適用に当たっての条件 反映状況 

① 2007 

2012(2013) 

3.1(2) 試験

材及び溶接姿

勢 

WQ-312 試 験

材及び溶接姿

勢 

・自動溶接機を用いない溶接士の技能の

確認に当たっては、試験材及び溶接姿

勢の区分は、別表第１に規定する試験

材の区分及び溶接姿勢の区分の組合わ

せとする。この場合において、溶接姿勢

の区分が有壁水平固定及び有壁鉛直固

定にあっては、試験材の寸法、取付け方

法、試験片採取位置及び試験の方法は

別図によること。 

未 反 映

（2012年

版 /2013

年追補の

技術評価

に対する

検討中案

件№1）344 

 

 
344 日本機械学会は、溶接規格 2012(2013)技術評価書の「３.２.４ 溶接規格 2007 年版の技術評価におい

て条件とされた事項」の（２）「ａ）溶接姿勢の区分における有壁水平固定管及び有壁鉛直固定管」に対す

る条件について，「「有壁固定管」に関する区分が追加されたため，壁のある条件での確認試験の代替案を

検討したが採用は見送り。「有壁固定管」の規定は設けないが，狭隘環境での溶接では作業環境を考慮し

た訓練を行うことを 2020 年版の解説に記載した。」としている。 

「製品の品質は，その継手に必要な検査を実施し，合格を確認することにより確保される」とされている

が、全ての溶接継手に非破壊試験（体積試験）が行われていれば、検出限界以下の欠陥しか存在しないと

いえるが、非破壊試験が表面試験のみの場合もある。品質は作り込むものであって、必要な検査で合格し

たから品質が確保されるというものではない。溶接姿勢の区分としての有壁水平固定及び有壁鉛直固定は、

通常の溶接作業姿勢では困難な狭隘な場所における溶接技倆の有無を確認するものであり、溶接規格 2012

（2013）技術評価書の「３.２.４ 溶接規格 2007 年版の技術評価において条件とされた事項」、「（２）第

３部（溶接士技能認証標準）ａ）溶接姿勢の区分における有壁水平固定管及び有壁鉛直固定管」に評価を

記載している。 
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 （別表第 1及び別図は略） 

② 2012(2013) WQ-322 試 験

材の種類がア

ルミニウム又

はアルミニウ

ム合金のもの

の場合 

・JIS Z 3122(1990) (突合せ溶接継手の

曲げ試験方法)における 5.1型曲げ試験

方法は適用除外とする。 

反 映 済

（型曲げ

試験治具

の寸法を

試験可能

な寸法に

改定） 

③ 2007 

2012(2013) 

3.3 作業範囲 

WQ-330 作

業範囲 

・確認試験に合格した技能を有する溶接

士が行う作業範囲は、別表第２に規定

する試験材の区分及び溶接姿勢の区分

に応じ、それぞれ同表の作業範囲に規

定する範囲とする。 

 （別表第 2は略） 

未 反 映

（2012年

版 /2013

年追補の

技術評価

に対する

検討中案

件№1） 

④ 2012(2013) WQ-430 作 業

範囲 

・ただし書（溶接方法の区分 J（サブマー

ジアーク溶接）の作業範囲には，サブマ

ージアーク溶接機を用いたエレクトロ

スラグ溶接によるクラッド溶接及び肉

盛溶接も含む。）は、適用除外とする。 

未 反 映

（2012年

版 /2013

年追補の

技術評価

に対する

改定№ 8

で検討さ

れている

が、未削

除） 
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４．３．３５ 溶接規格の適用に当たっての条件  

溶接規格 2020の適用に当たっての条件を以下に示す。 

読み替え

る規定 

読み替えられる字句 読み替える字句 

N-0010

目的及び

適用 

本規格は，発電用原子力設備に対す

る溶接の技術的諸規定を定めるもの

であり，同設備の溶接施工に適用す

る。ただし，日本機械学会 発電用原子

力設備規格 維持規格に規定する特殊

な補修溶接等については，同規格によ

ることができる。 

本規格は，発電用原子力設備に対す

る溶接の技術的諸規定を定めるもの

であり，同設備の溶接施工に適用す

る。 

N-0015

引用規格 

 

No 区分 規格

番号 

適用

年版 

名称 

 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

4 日本

産業

規格 

JIS 

Z 

2242 

2018 金属

材料

のシ

ャル

ピー

衝撃

試験

方法 

5 JIS 

Z 

2305 

2001 非破

壊試

験 -

技術

者の

資格

及び

認証 

6 JIS 

Z 

2305 

2013 非破

壊試

験技

術者

の資

格及

び認

証 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

 

 

 

No 区分 規格

番号 

適用

年版 

名称 

 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

4 日本

産業

規格 

JIS 

Z 

2242 

2018 金属

材料

のシ

ャル

ピー

衝撃

試験

方法 

6 JIS 

Z 

2305 

2013 非破

壊試

験技

術者

の資

格及

び認

証 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

 

 

N-0020

定義 

(3)「クラス 2容器」又は「クラス 2配

管」（以下「クラス 2機器」という。）

とは，発電用原子力機器のうち，次

に掲げる機器に該当する容器又は

(3)「クラス 2容器」及び「クラス 2配

管」とは，それぞれ次に掲げる機器

（設計基準対象施設に属するもの

に限る。）に該当する容器，管，ポン
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管をいう。 

1) 原子炉を安全に停止するために

必要な設備又は非常時に安全を確

保するために必要な設備であっ

て，その故障，損壊等により公衆に

放射線障害を及ぼすおそれを間接

に生じさせるものに属する機器

（放射線管理設備に属するダクト

にあっては，原子炉格納容器の貫

通部から外側隔離弁までの部分に

限る。） 

2) タービンを駆動させることを主

たる目的とする流体が循環する回

路に係る設備に 属する機器であ

って，クラス 1 機器からこれに最

も近い止め弁までのもの 

3) 1)及び 2)に掲げる機器以外の機

器であって，原子炉格納容器の貫

通部から内側隔離弁又は外側隔離

弁までのもの 

(4)「クラス 3容器」又は「クラス 3配

管」（以下「クラス 3機器」という。）

とは，発電用原子力機器のうち，ク

ラス 1 機器，クラス MC 容器，コン

クリート製原子炉格納容器，クラス

2 機器，放射線管理設備に属するダ

クト以外の容器又は管（内包する流

体の放射性物質の濃度が 37mBq/cm3

（流体が液体の場合にあっては，     

37kBq/cm3）以上の管又は最高使用

圧力が 0MPaを超える管に限る。）を

いい，「クラス 3相当容器」又は「ク

ラス 3相当管」とは，クラス 1 機器，

クラス MC 容器，コンクリート製原

子炉格納容器，クラス 2機器，クラ

ス3機器及び放射線管理設備に属す

るダクト並びに補助ボイラー及び

その附属設備以外の容器又は管で

あって，蒸気タービン及びその付属

設備並びに非常用予備発電装置等

に関する容器又は管をいう。 

(5)「クラス 4配管」とは，発電用原子

力機器のうち，放射線管理設備に属

するダクトであって，内包する流体

の放射性物質の濃度が 37mBq/cm3以

上のもの（クラス 2配管に属する部

分を除く。）をいう。 

プ又は弁をいう。 

イ 設計基準事故時及び設計基準事

故に至るまでの間に想定される環

境条件において，発電用原子炉を

安全に停止するため又は発電用原

子炉施設の安全を確保するために

必要な設備であって，その損壊又

は故障その他の異常により公衆に

放射線障害を及ぼすおそれを間接

に生じさせるものに属する機器

（放射線管理施設又は原子炉格納

施設（非常用ガス処理設備に限

る。）に属するダクトにあっては，

原子炉格納容器の貫通部から外側

隔離弁までの部分に限る。） 

ロ 蒸気タービンを駆動させること

を主たる目的とする流体（蒸気及

び給水をいう。）が循環する回路に

係る設備に属する機器であって，

クラス 1 機器（クラス 1 容器、ク

ラス 1 管，クラス 1 ポンプ又はク

ラス 1弁をいう。以下同じ。）の下

流側に位置する蒸気系統のうちク

ラス 1 機器からこれに最も近い止

め弁までのもの及びクラス 1 機器

の上流側に位置する給水系統のう

ちクラス 1 機器からこれに最も近

い止め弁までのもの 

ハ イ及びロに掲げる機器以外の機

器であって，原子炉格納容器の貫

通部から内側隔離弁又は外側隔離

弁までのもの 

(4)「クラス 3容器」又は「クラス 3配

管」（以下「クラス 3機器」という。）

とは，発電用原子力機器のうち，ク

ラス 1 機器，クラス MC 容器，クラ

ス 2機器，放射線管理施設又は原子

炉格納施設（非常用ガス処理設備に

限る。）に属するダクト以外の容器

又は管（内包する流体の放射性物質

の濃度が 37mBq/cm3（流体が液体の

場合にあっては，37kBq/㎝ 3）以上

の管又は最高使用圧力が 0MPa を超

える管に限る。）をいい，「クラス 3

相当容器」又は「クラス 3相当管」

とは，クラス 1 機器、クラス MC 容

器，クラス 2機器，クラス 3機器及

び放射線管理施設又は原子炉格納

施設（非常用ガス処理設備に限る。）
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に属するダクト並びに補助ボイラ

ー及びその附属設備以外の容器又

は管であって，蒸気タービン及びそ

の付属設備並びに非常用予備発電

装置等に関する容器又は管をいう。 

(5)「クラス 4配管」とは，発電用原子

力機器のうち，放射線管理施設又は

原子炉格納施設（非常用ガス処理設

備に限る。）に属するダクトであっ

て，内包する流体の放射性物質の濃

度が 37mBq/cm3以上のもの（クラス

2 配管に属する部分を除く。）をい

う。 

第 4 部 

解説 第

1 章 溶

接規格の

解 説 N-

0020 

c）原子炉の停止に直接必要な冷却系

に属するもの 

工学的安全施設の定義は，JEAC4605 

(2004) による。 

これによれば，機能を直接的に果た

す「直接系」と間接的に果たす「間接

系」に分類されており，このうち「直

接系」をクラス 2機器とする。 

c）原子炉の停止に直接必要な冷却系

に属するもの 

2) （略） 

3)本文(3)項の 3)に掲げる機器は，原

子炉格納容器バウンダリを構成する

容器及び管であって，JEAC4602(2004)

による。 

2) （略） 

N-0030

溶接施工

法 

クラス 1 機器，クラス MC 容器クラス

2 機器，クラス 3機器（安全設備に関

するものに限る。），コンクリート製原

子炉格納容器及び炉心支持構造物の

溶接は，表 N-0030-1に規定する温度

以下で行われた衝撃試験に適合した

溶接施工法により行う。 

クラス 1 機器，クラス MC 容器クラス

2機器及びクラス 3機器（安全設備（実

用発電用原子炉及びその附属施設の

技術基準に関する規則第２条第２項

第９号に規定するものをいう。）に関

するものに限る。）の溶接は，表 N-

0030-1 に規定する温度以下で行われ

た衝撃試験に適合した溶接施工法に

より行う。 

N-1040

溶接部の

強度等 

溶接部の強度は，母材の強度（母材の

強度が異なる場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

溶接部は，母材の強度（母材の強度が

異なる場合は，弱い方の強度）と同等

以上の強度を有するものでなければ

ならない。 

N-1051

溶接部の

非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ同表の「規

定試験」に示す非破壊試験を行い，N-

1100 に規定されている判定基準に適

合しなければならない。 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部

の区分」に応じ，それぞれ同表の「規

定試験」に示す非破壊試験を行い，N-

1100に適合しなければならない。 

N-1052 

溶接部の

非破壊試

験の実施

時期 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理
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後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 又は P-3 の継手区分

A，B，C 又は D であって，溶接後にク

ラッド溶接が実施されるもののうち

溶接後熱処理後に磁粉探傷試験（磁粉

探傷試験が不適当な場合，浸透探傷試

験）を実施することが困難な溶接部の

磁粉探傷試験（磁粉探傷試験が不適当

な場合，浸透探傷試験），若しくは P-

1 又は P-3 のクラッド溶接部の浸透探

傷試験は，溶接後熱処理前に実施する

ことができる。 

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 又は P-3 の継手区分

A，B，C 又は D であって，溶接後にク

ラッド溶接が実施されるもののうち

溶接後熱処理後に磁粉探傷試験（磁粉

探傷試験が不適当な場合，浸透探傷試

験）を実施することが困難な溶接部の

磁粉探傷試験（磁粉探傷試験が不適当

な場合，浸透探傷試験）は，母材成分

から再熱割れのおそれがないと確認

された場合，P-1 又は P-3 のクラッド

溶接部の浸透探傷試験は，溶接後熱処

理前に実施することができる。 

N-1053

溶接部の

機械試験 

 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2 の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-1110に規定さ

れている判定基準に適合しなければ

ならない。 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-1110に適合し

なければならない。 

N-1080

溶接部の

表面 

(1) （略） 

(2)アンダカットの深さの許容値は，

0.8mm以下とし，かつ要求される

断面の厚さが確保されるようにす

る。 

(1) （略） 

N-1100

非破壊試

験 

JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技術

者の資格及び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験技術者の資

格及び認証」に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる民間資格に

基づく有資格者 

 

 

JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術

者の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民間

資格に基づく有資格者。 

非 破 壊 試 験 評 価 員 は JIS Z 

2305(2013)「非破壊試験技術者の資格

及び認証」のレベル 2又は 3のいずれ

かの資格を有する者とする。 

N-1120

再試験 

N-1053 の機械試験を行ったとき，N-

1110(3)の判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び(2)に従い

再試験を行うことができる。 

N-1053の機械試験において，判定基準

に適合しない場合であって，表 N-

X120-1 の再試験が行える場合に該当

するときは，N-1110(3)の判定基準に

適合しない機械試験について，次の

(1)及び(2)に従い再試験を行うこと

ができる。 

N-2040

溶接部の

強度等 

 

溶接部の強度は，母材の強度（母材の

強度が異なる場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

溶接部は，母材の強度（母材の強度が

異なる場合は，弱い方の強度）と同等

以上の強度を有するものでなければ

ならない。 

N-2051

溶接部の

非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

2100 に規定されている判定基準に適

合しなければならない。 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

2100に適合しなければならない。 
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N-2052

溶接部の

非破壊試

験の実施

時期 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，溶接後

熱処理前に非破壊試験を実施するこ

とができる。 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，母材成

分から再熱割れのおそれがないと確

認された場合，溶接後熱処理前に非破

壊試験を実施することができる。 

N-2053

溶接部の

機械試験 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2 の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-2110に規定さ

れている判定基準に適合しなければ

ならない。 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-2110に適合し

なければならない。 

N-2080

溶接部の

表面 

(1) （略） 

(2)アンダカットの深さの許容値は，

0.8mm以下とし，かつ要求される

断面の厚さが確保されるようにす

る。 

(1) （略） 

N-2100

非破壊試

験 

JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技術

者の資格及び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験技術者の資

格及び認証」に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる民間資格に

基づく有資格者 

 

JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術

者の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民間

資格に基づく有資格者。 

非 破 壊 試 験 評 価 員 は JIS Z 

2305(2013)「非破壊試験技術者の資格

及び認証」のレベル 2又は 3のいずれ

かの資格を有する者とする。 

N-2120

再試験 

 

N-2053 の機械試験を行ったとき，N-

2110(3)の判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び(2)に従い

再試験を行うことができる。 

N-2053の機械試験において，判定基準

に適合しない場合であって，表 N-

X120-1 の再試験が行える場合に該当

するときは，N-2110(3)の判定基準に

適合しない機械試験について，次の

(1)及び(2)に従い再試験を行うこと

ができる。 

N-3040

溶接部の

強度等 

 

溶接部の強度は，母材の強度（母材の

強度が異なる場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

溶接部は，母材の強度（母材の強度が

異なる場合は，弱い方の強度）と同等

以上の強度を有するものでなければ

ならない。 

N-3051

溶接部の

非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す，N-3100に規定されてい

る判定基準に適合しなければならな

い。 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

3100に適合しなければならない。 

N-3052

溶接部の

非破壊試

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温
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験の実施

時期 

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部の非破壊試

験，若しくは P-1又は P-3のクラッド

溶接部の浸透探傷試験は，溶接後熱処

理前に実施することができる。 

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，母材成

分から再熱割れのおそれがないと確

認された場合，非破壊試験を溶接後熱

処理前に実施することができる。P-1

又はP-3のクラッド溶接部の浸透探傷

試験は，溶接後熱処理前に実施するこ

とができる。 

N-3053

溶接部の

機械試験 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2 の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-3110に規定さ

れている判定基準に適合しなければ

ならない。 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-3110に適合し

なければならない。 

N-3080

溶接部の

表面 

(1) （略） 

(2)アンダカットの深さの許容値は，

0.8mm以下とし，かつ要求される断

面の厚さが確保されるようにす

る。 

(1) （略） 

N-3100

非破壊試

験 

JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技術

者の資格及び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験技術者の資

格及び認証」に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる民間資格に

基づく有資格者 

JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術

者の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民間

資格に基づく有資格者。 

非 破 壊 試 験 評 価 員 は JIS Z 

2305(2013)「非破壊試験技術者の資格

及び認証」のレベル 2又は 3のいずれ

かの資格を有する者とする。 

N-3120

再試験 

 

N-3053 の機械試験を行ったとき，N-

3110(3)の判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び(2)に従い

再試験を行うことができる。 

N-3053の機械試験において，判定基準

に適合しない場合であって，表 N-

X120-1 の再試験が行える場合に該当

するときは，N-3110(3)の判定基準に

適合しない機械試験について，次の

(1)及び(2)に従い再試験を行うこと

ができる。 

N-3130

耐圧試験 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力以上の圧力

とする。 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力を超える圧

力とする。 

N-4040

溶接部の

強度等 

 

溶接部の強度は，母材の強度（母材の

強度が異なる場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

溶接部は，母材の強度（母材の強度が

異なる場合は，弱い方の強度）と同等

以上の強度を有するものでなければ

ならない。 
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N-4051

溶接部の

非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

4100 に規定されている判定基準に適

合しなければならない。 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

4100に適合しなければならない。 

N-4052

溶接部の

非破壊試

験の実施

時期 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，溶接後

熱処理前に非破壊試験を実施するこ

とができる。 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，母材成

分から再熱割れのおそれがないと確

認された場合，溶接後熱処理前に非破

壊試験を実施することができる。 

N-4053

溶接部の

機械試験 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2 の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-4110に規定さ

れている判定基準に適合しなければ

ならない。 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-4110に適合し

なければならない。 

N-4080

溶接部の

表面 

(1) （略） 

(2)アンダカットの深さの許容値は，

0.8mm以下とし，かつ要求される断

面の厚さが確保されるようにす

る。 

(1) （略） 

N-4100

非破壊試

験 

JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技術

者の資格及び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験技術者の資

格及び認証」に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる民間資格に

基づく有資格者 

JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術

者の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民間

資格に基づく有資格者。 

非 破 壊 試 験 評 価 員 は JIS Z 

2305(2013)「非破壊試験技術者の資格

及び認証」のレベル 2又は 3のいずれ

かの資格を有する者とする。 

N-4120

再試験 

 

N-4053 の機械試験を行ったとき，N-

4110(3)の判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び(2)に従い

再試験を行うことができる。 

N-4053の機械試験において，判定基準

に適合しない場合であって，表 N-

X120-1 の再試験が行える場合に該当

するときは，N-4110(3)の判定基準に

適合しない機械試験について，次の

(1)及び(2)に従い再試験を行うこと

ができる。 

N-4130

耐圧試験 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力以上の圧力

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力を超える圧
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とする。 力とする。 

N-5040

溶接部の

強度等 

 

溶接部の強度は，母材の強度（母材の

強度が異なる場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

溶接部は，母材の強度（母材の強度が

異なる場合は，弱い方の強度）と同等

以上の強度を有するものでなければ

ならない。 

N-5051

溶接部の

非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

5100 に規定されている判定基準に適

合しなければならない。 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

5100に適合しなければならない。 

N-5052

溶接部の

非破壊試

験の実施

時期 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，溶接後

熱処理前に非破壊試験を実施するこ

とができる。 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，母材成

分から再熱割れのおそれがないと確

認された場合，溶接後熱処理前に非破

壊試験を実施することができる。 

N-5053

溶接部の

機械試験 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2 の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-5110に規定さ

れている判定基準に適合しなければ

ならない。 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-5110に適合し

なければならない。 

N-5080

溶接部の

表面 

(1) （略） 

(2)アンダカットの深さの許容値は，

0.8mm以下とし，かつ要求される

断面の厚さが確保されるようにす

る。 

(1) （略） 

N-5100

非破壊試

験 

JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技術

者の資格及び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験技術者の資

格及び認証」に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる民間資格に

基づく有資格者 

JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術

者の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民間

資格に基づく有資格者。 

非 破 壊 試 験 評 価 員 は JIS Z 

2305(2013)「非破壊試験技術者の資格

及び認証」のレベル 2又は 3のいずれ

かの資格を有する者とする。 

N-5120

再試験 

 

N-5053 の機械試験を行ったとき，N-

5110(3)の判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び(2)に従い

再試験を行うことができる。 

N-5053の機械試験において，判定基準

に適合しない場合であって，表 N-

X120-1 の再試験が行える場合に該当

するときは，N-5110(3)の判定基準に

適合しない機械試験について，次の

(1)及び(2)に従い再試験を行うこと

ができる。 

N-5130

耐圧試験 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原
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子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力以上の圧力

とする。 

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力を超える圧

力とする。 

N-6040

溶接部の

強度等 

 

溶接部の強度は，母材の強度（母材の

強度が異なる場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

溶接部は，母材の強度（母材の強度が

異なる場合は，弱い方の強度）と同等

以上の強度を有するものでなければ

ならない。 

N-6051

溶接部の

非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

6100 に規定されている判定基準に適

合しなければならない。 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

6100に適合しなければならない。 

N-6052

溶接部の

非破壊試

験の実施

時期 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，溶接後

熱処理前に非破壊試験を実施するこ

とができる。なお，母材の区分が表 N-

GOl に掲げる P-1以外のもので放射線

透過試験を行う溶接部に対して溶接

後熱処理後に磁粉探傷試験を行う場

合は，溶接後熱処理前に放射線透過試

験を実施することができる。 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，母材成

分から再熱割れのおそれがないと確

認された場合，溶接後熱処理前に非破

壊試験を実施することができる。 

N-6053

溶接部の

機械試験 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2 の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-6110に規定さ

れている判定基準に適合しなければ

ならない。 

突合せ溶接による溶接部は，表 N-

X050-2の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-6110に適合し

なければならない。 

N-6080

溶接部の

表面 

(1) （略） 

(2)アンダカットの深さの許容値は，

0.8mm以下とし，かつ要求される

断面の厚さが確保されるようにす

る。 

(1) （略） 

N-6100

非破壊試

験 

JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技術

者の資格及び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験技術者の資

格及び認証」に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる民間資格に

基づく有資格者 

JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術

者の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民間

資格に基づく有資格者。 

非 破 壊 試 験 評 価 員 は JIS Z 

2305(2013)「非破壊試験技術者の資格

及び認証」のレベル 2又は 3のいずれ

かの資格を有する者とする。 
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N-6120

再試験 

 

N-6053 の機械試験を行ったとき，N-

6110(3)の判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び(2)に従い

再試験を行うことができる。 

N-6053の機械試験において，判定基準

に適合しない場合であって，表 N-

X120-1 の再試験が行える場合に該当

するときは，N-6110(3)の判定基準に

適合しない機械試験について，次の

(1)及び(2)に従い再試験を行うこと

ができる。 

N-6130

耐圧試験 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力以上の圧力

とする。 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力を超える圧

力とする。 

N-7040

溶接部の

強度等 

 

溶接部の強度は，母材の強度（母材の

強度が異なる場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

溶接部は，母材の強度（母材の強度が

異なる場合は，弱い方の強度）と同等

以上の強度を有するものでなければ

ならない。 

N-7051

溶接部の

非破壊試

験 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

7100 に規定されている判定基準に適

合しなければならない。 

溶接部は，表 N-X050-1 の「溶接部の

区分」に応じ，それぞれ同表の「規定

試験」に示す非破壊試験を行い，N-

7100に適合しなければならない。 

N-7052

溶接部の

非破壊試

験の実施

時期 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，溶接後

熱処理前に非破壊試験を実施するこ

とができる。なお，母材の区分が表 N-

GOl に掲げる P-1以外のもので放射線

透過試験を行う溶接部に対して溶接

後熱処理後に磁粉探傷試験を行う場

合は，溶接後熱処理前に放射線透過試

験を実施することができる。 

ただし，母材の区分が表 N-GO1に掲げ

る P-1又は P-3の溶接部は，温度範囲

が最終の溶接後熱処理の最低保持温

度を下回らない中間溶接後熱処理を

実施する場合には，中間溶接後熱処理

後に非破壊試験を実施することがで

きる。また，P-1 の溶接部は，母材成

分から再熱割れのおそれがないと確

認された場合，溶接後熱処理前に非破

壊試験を実施することができる。 

N-7053

溶接部の

機械試験 

突合せ溶接による溶接部は，表 N—

X050-2 の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-7110に規定さ

れている判定基準に適合しなければ

ならない。 

突合せ溶接による溶接部は，表 N—

X050-2 の「溶接部の区分」に応じ，そ

れぞれ同表の「試験板の作製方法」に

示す方法により作製した試験板につ

いて機械試験を行い，N-7110に適合し

なければならない。 

N-7080

溶接部の

表面 

(1) （略） 

(2)アンダカットの深さの許容値は，

0.8mm以下とし，かつ要求される

断面の厚さが確保されるようにす

(1) （略） 
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る。 

N-7100

非破壊試

験 

JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技術

者の資格及び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験技術者の資

格及び認証」に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる民間資格に

基づく有資格者 

JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術

者の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民間

資格に基づく有資格者。 

非 破 壊 試 験 評 価 員 は JIS Z 

2305(2013)「非破壊試験技術者の資格

及び認証」のレベル 2又は 3のいずれ

かの資格を有する者とする。 

N-7120

再試験 

 

N-7053 の機械試験を行ったとき，N-

7110(3)の判定基準に適合しない機械

試験について，次の(1)及び(2)に従い

再試験を行うことができる。 

N-7053の機械試験において，判定基準

に適合しない場合であって，表 N-

X120-1 の再試験が行える場合に該当

するときは，N-7110(3)の判定基準に

適合しない機械試験について，次の

(1)及び(2)に従い再試験を行うこと

ができる。 

N-7130

耐圧試験 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力以上の圧力

とする。 

なお，水圧により原子炉圧力容器の耐

圧試験を行う場合，又は水圧により原

子炉圧力容器以外の機器の耐圧試験

を原子炉圧力容器と一体で行う必要

がある場合，最初の燃料を装入した後

は，耐圧保持後の検査における圧力を

通常運転時における圧力を超える圧

力とする。 

N-8040

溶接部の

強度等 

 

溶接部の強度は，母材の強度（母材の

強度が異なる場合は，弱い方の強度）

と同等以上とする。 

 

溶接部は，母材の強度（母材の強度が

異なる場合は，弱い方の強度）と同等

以上の強度を有するものでなければ

ならない。 

N-8100

非破壊試

験 

JIS Z 2305(2001)「非破壊試験-技術

者の資格及び認証」若しくは JIS Z 

2305 (2013)「非破壊試験技術者の資

格及び認証」に基づく有資格者，又は

これと同等と認められる民間資格に

基づく有資格者 

JIS Z 2305 (2013)「非破壊試験技術

者の資格及び認証」に基づく有資格

者，又はこれと同等と認められる民間

資格に基づく有資格者。 

非 破 壊 試 験 評 価 員 は JIS Z 

2305(2013)「非破壊試験技術者の資格

及び認証」のレベル 2又は 3のいずれ

かの資格を有する者とする。 

N-HB050

補助ボイ

ラー及び

その附属

設備の溶

接部 

(1)発電用原子力機器のうち，補助ボ

イラーの溶接については，“発電用

火力設備の技術基準の解釈の一部

改正について”（平成 17・12・21原

院第 1号平成 17年 12月 27日）の

ボイラー等の規定を準用する。 

(2)発電用原子力機器のうち，補助ボ

イラーの附属設備の溶接について

は， “発電用火力設備の技術基準

の解釈の一部改正について”（平成

17・12・21 原院第 1 号平成 17 年

12月 27日）の熱交換器等の規定を

準用する。 

(1)発電用原子力機器のうち，補助ボ

イラーの溶接については，発電用

火力設備の技術基準の解釈（平成

25年 5月 17日付け 20130507商局

第 2 号）のボイラー等の規定を準

用する。 

(2)発電用原子力機器のうち，補助ボ

イラーの附属設備の溶接について

は，発電用火力設備の技術基準の

解釈の熱交換器等の規定を準用す

る。 
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表 N-

X050-1 

溶接部の

非破壊試

験 

 

クラス

1容器 

（略） （略） （略） 

9.

（略

） 

（略） ― 

（略） （略） （略） （略） 

クラス

2容器 

（略） （略） （略） 

7.

（略

） 

（略） ― 

（略） （略） （略）  

クラス

3 容器 

クラス

3 相当

容器 

（略） （略） （略） 

4.

（略

） 

（略） ― 

クラス

1配管 

（略） （略） （略） 

8.

（略

） 

（略） ― 

クラス

2配管 

1.

（略

） 

放射線

透過試

験 

た だ

し，母

材の区

分 が

P-1 以

外 (P-

3，P-4，

P-5，P-

6，P-7，

P-

9A/9B，

P-

llA/ll

B ， P-

15E) 

の溶接

部の放

射線透

過試験

を溶接

後熱処

理前に

行う場

合は，

溶接後

熱処理

（略） 

 

クラス

1容器 

（略） （略） （略） 

9.

（略

） 

（略） 放射線

透過試

験又は

超音波

探傷試

験 

（略） （略） （略） （略） 

クラス

2容器 

（略） （略） （略） 

7.

（略

） 

（略） 放射線

透過試

験又は

超音波

探傷試

験 

クラス

3 容器 

クラス

3 相当

容器 

（略） （略） （略） 

4.

（略

） 

（略） 放射線

透過試

験又は

超音波

探傷試

験 

クラス

1配管 

（略） （略） （略） 

8.

（略

） 

（略） 放射線

透過試

験又は

超音波

探傷試

験 

クラス

2配管 

1.

（略

） 

放射線

透過試

験 

（略） 

（略） （略） （略） 

6.

（略

） 

（略） 放射線

透過試

験又は

超音波

探傷試

験 

クラス

3配管 

 ク ラ

ス 3相

当配管 

1. 

（略） 

放射線

透過試

験 

（略） 

（略） （略） （略） 

3.

（略

） 

（略） 放射線

透過試

験又は

超音波

探傷試
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後の磁

粉探傷

試験を

追加す

る。 

（略） （略） （略） 

6.

（略

） 

（略） ― 

クラス

3配管 

 ク ラ

ス 3相

当配管 

1. 

（略） 

放射線

透過試

験 

た だ

し，母

材の区

分 が

P-1 以

外 (P-

3，P-4，

P-5，P-

6，P-7，

P-

9A/9B，

P-

llA/ll

B ， P-

15E) 

の溶接

部の放

射線透

過試験

を溶接

後熱処

理前に

行う場

合は，

溶接後

熱処理

後の磁

粉探傷

試験を

追加す

る。 

（略） 

（略） （略） （略） 

3.

（略

） 

（略） ― 

クラス

4配管 

（略） （略） （略） 

2. （略） ― 

験 

クラス

4配管 

（略） （略） （略） 

2.

（略

） 

（略） 放射線

透過試

験又は

超音波

探傷試

験 
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（略

） 

 

 

表 N-

X050-2  

溶接部の

機械試験

板 

3. 「安全設備」とは，次の(1)から(3)

までのいずれかに掲げる設備であ

って，その故障損壊等により公衆に

放射線障害を及ぼすおそれを間接

に生じされるものをいう。 

(1)一次冷却系統に係る設備，制御系

統に係る設備その他の通常時にお

いて原子炉を安全に運転するため

に必要な設備の付属設備 

(2)非常用炉心冷却装置，非常停止装

置その他の非常時に原子炉の安全

を確保するために必要な設備の付

属設備 

(3)非常用電源設備及びその付属設

備 

3. クラス 2容器及びクラス 3容器（安

全設備に属するものに限る。）の胴

の内径が 600mm を超えるものにつ

いては，同表のクラス 1容器と同様

に試験板を作成すること。 

表 N-

X050-3 

溶接部の

機械試験

板の作製

要領 

 

 

項

目 

要領 

1. 

機

械

試

験

板

の

材

料

及

び

形

状 

(1)機械試験板の材料は，原則

として機械試験板を取り付

ける対象となる本体の溶接

部の母材と同じ材料とす

る。 

ただし，これが困難な場

合は，本体の溶接部の母材

と同一の規格の材料を使用

してもよい。 

「同一の規格の材料」と

は，「溶接が同一区分の条

件」の(2)項の「母材の区分」

で規定されている材料の場

合である。 

(2) （略） 

(3)本体の溶接を行った後に

加工を行い，厚さを減じる

場合の機械試験の種類を決

定する溶接部の厚さ及び試

験板の厚さは，加工後の厚

さ tとする。 

  

図－1 （略） 

 

(4)（略） 

2.

機

「溶接が同一の条件」に適合

する継手を代表して機械試験

 

項

目 

要領 

1. 

機

械

試

験

板

の

材

料

及

び

形

状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)機械試験板の材料は，原則

として機械試験板を取り付

ける対象となる本体の溶接

部の母材と同じ材料とす

る。 

(2)（略） 

(4)（略） 

2.

機

「溶接が同一の条件」に適合

する継手を代表して機械試験
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械

試

験

板

作

製

の

優

先

順

位 

板を作製する場合の継手の優

先順位は，以下に示すとおり

とする。(1) （略） 

(2)管の場合 

①・② （略） 

3.

溶

接

が

同

一

の

条

件 

表 N-X050-2 「溶接部の機械

試験板」で規定されている「溶

接が同一の条件」とは，以下に

示す事項が同一の区分内にあ

るものをいう。 

(1)溶接施工法 

溶接施工法確認試験「WP-

300確認事項」の規定による

確認事項の区分が同一のも

の。 

(2)母材の区分 

1) 表 N-GO1 に掲げる P-No.

が同一のもの。ただし，P-

llA(合金鋼）については，

グループ番号ごとの区分

とする。 

2) (略) 

(3)・(4) （略） 

(5)溶接姿勢 

溶接を行う際の溶接姿勢の

区分は，問わない。 

(6)溶接後熱処理 

保持温度の計画値が同一の

もの。 

この場合，保持時間，加熱速

度及び冷却速度は問わな

い。 

(7) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

械

試

験

板

作

製

の

優

先

順

位 

板を作製する場合の継手の優

先順位は，以下に示すとおり

とする。 

(1) （略） 

(2)管の場合 

①・② （略） 

③ 管台の継手区分 A 

④ 管台の継手区分 B 及び継

手区分 C  

⑤ 継手区分 D 

3.

溶

接

が

同

一

の

条

件 

表 N-X050-2 「溶接部の機械

試験板」で規定されている「溶

接が同一の条件」とは，以下

に示す事項が同一の区分内に

あるものをいう。 

(1)溶接施工法 

溶接施工法確認試験「WP-

300 確認項目」の規定によ

る確認項目の区分が同一の

もの。 

(2) 母材の区分 

1) 表 N-GO1 に掲げる P-No.

が同一のもの。ただし，

P-1（炭素鋼），P-3（Mo鋼），

P-4（Cr-Mo 鋼。ただし

Cr+Mo の公称成分量が

2.75％以下の場合に限

る。），P-5（Cr-Mo鋼。た

だし Cr+Mo の公称成分量

が 2.75％を超え 12％以

下の場合に限る。）又はP-

11A（Ni鋼であって Ni公

称成分量が 3.50%を超え

9.0%以下のもの及び最小

引張強さが 660MPa 以上

730MPa以下の合金鋼に限

る。）については,グルー

プ番号ごとの区分とす

る。 

2) (略) 

(3)・(4) （略） 

(5)溶接姿勢 

溶接を行う際の溶接姿勢の

区分は，問わない。 

ただし、衝撃試験が要求さ

れる場合には，溶接施工法

における「溶接姿勢」と同

一の溶接姿勢とする。当該
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4.

機

械

試

験

板

の

取

付

け

方

法 

機械試験板の取付け方法を以

下に示す。 

(1)継手区分 Aの場合は，原則

として機械試験板を本体

の溶接線の延長線上に取

り付ける。ただし，次に示

す場合は，本体と別個に置

いてもよい。 

1)機械試験板を取り付ける

対象となる本体の溶接部

であって，溶接が完了する

以前に他の部材を取り付

ける必要がある場合 

2) 本体の溶接部の裏はつり

や裏側からの溶接等のた

めに反転する必要があり，

その際に機械試験板が障

害となる場合 

3)試験板の位置が高くなり，

溶接を行う場合に不安定

となる場合 

4)その他本体に取り付ける

ことが，著しく困難な場合 

(2) （略） 

5.

機

械

試

験

板

の

溶

接

姿

勢 

 

機械試験板の溶接姿勢を以下

に示す。 

(1) （略） 

(2)試験板を本体と別個に溶

接部の付近に置く場合は，

試験板を取り付ける対象

となる本体の溶接部と同

じ姿勢で行う。 

容器又は管に複数の溶接姿

勢が組み合わされる場合の

機械試験板の溶接姿勢は立

向上進姿勢，管の場合は水

平固定とする。 

(6)溶接後熱処理 

保持温度の計画値が同一で

あって中間熱処理を含めた

保持時間の合計が最長のも

の。 

この場合，加熱速度及び冷

却速度は問わない。 

(7) （略） 

4. 

機

械

試

験

板

の

取

付

け

方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械試験板の取付け方法を以

下に示す。 

(1)継手区分 Aの場合は，原則

として機械試験板を本体

の溶接線の延長線上に取

り付ける。 

(2) （略） 

5.

機

械

試

験

板

の

溶

接

姿

勢 

機械試験板の溶接姿勢を以下

に示す。 

(1) （略） 

(2)試験板を本体と別個に溶

接部の付近に置く場合は，

試験板を取り付ける対象

となる本体の溶接部と同

じ姿勢で行う。なお，試験

板が代表する本体の溶接

部の溶接姿勢が 2 種類以

上となる場合の試験板の

溶接姿勢は，その中で最も
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（

略

） 

（略） 

9. 

溶

接

後

熱

処

理 

(1)・(2) （略） 

(3)機械試験板を取り付ける

対象となる本体の継手の溶

接部と別個に機械試験板の

溶接部の溶接後熱処理を行

う場合の保持温度及び保持

時間は，次に示すとおりと

する。 

1) （略） 

2)保持時間 

① （略） 

②本体の継手区分 A の溶接

部とこれ以外の継手の溶

接部との溶接後熱処理及

び機械試験を別個に行う

場合の当該継手区分 A を

代表する試験板の保持時

間は，その後に行う本体

の継手区分 A 以外の溶接

後熱処理による保持時間

も考慮して決定する。 

なお，この場合において，

その後に行う本体の溶接後

熱処理を局部加熱で行う場

合は，考慮しなくてもよい。 
  

 

厳しい姿勢で行うことと

し，その順序は，上向(o) ，

立向(v) ，横向(h) ，下向

(f)の順とする。 

（

略

） 

（略） 

9. 

溶

接

後

熱

処

理 

(1)・(2) （略） 

(3)機械試験板を取り付ける

対象となる本体の継手の溶

接部と別個に機械試験板の

溶接部の溶接後熱処理を行

う場合の保持温度及び保持

時間は，次に示すとおりと

する。 

1) （略） 

2)保持時間 

① （略） 

②本体の継手区分 A の溶接

部とこれ以外の継手の溶

接部との溶接後熱処理及

び当該本体の機械試験板

の溶接後熱処理を別個に

行う場合の当該継手区分

A を代表する試験板の保

持時間は，その後に行う

本体の継手区分 A 以外の

溶接後熱処理による保持

時間も考慮して決定す

る。 
  

 

表 N-

X090-1 

溶接後熱

処理の方

法 

 

 

項

目 

規定内容 

（

略

） 

（略） 

2.

溶

接

後

熱

処

理

に

お

け

る

2.1 (略) 

2.2 加熱速度及び冷却速度を

算定する厚さ 

加熱速度及び冷却速度を算

定する厚さは，溶接後熱処理

で加熱される部分(5.2 の局部

加熱の場合は均一温度領域）

の構成部材の最大厚さとす

る。 

(1)～(4) （略） 

 

 

項

目 

規定内容 

（

略

） 

（略） 

2.

溶

接

後

熱

処

理

に

お

け

る

2.1 (略) 

2.2 加熱速度及び冷却速度を

算定する厚さ 

加熱速度及び冷却速度を算

定する厚さは，溶接後熱処理

で加熱される部分(5.2の局部

加熱の場合は加熱領域）の構

成部材の最大厚さとする。 

(1)～(4) （略） 
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厚

さ 

（

略

） 

（略） 

4.

加

熱

速

度

及

び

冷

却

速

度 

加熱速度及び冷却速度は，下記

の方法により行う。 

(1)温度 425℃以上における加

熱速度及び冷却速度は，1)

及び 2)に示す速度以下とす

る。 

 1)加熱速度： 

 

 

R1は，220℃/h 以下とする。 

ただし，55℃/h より遅くする

必要はない。 

(2)・(3) （略） 

 

（

略

） 

（略） 

5.

溶

接

後

熱

処

理

の

方

法 

5.1. （略） 

5.2. 局部加熱 

(1) （略） 

(2)局部加熱により溶接後

熱処理を行う場合は，図 1に

示すように均一温度領域が

溶接金属の最大幅の両側に

それぞれ母材の厚さ又は

50mm のいずれか小さい値以

上の幅とする。 

(3) （略） 

(4)溶接部の中央部と加熱

範囲の最大幅の 2 点以上に

ついて温度測定する。 
 

厚

さ 

（

略

） 

（略） 

4.

加

熱

速

度

及

び

冷

却

速

度 

加熱速度及び冷却速度は，下

記の方法により行う。 

(1)温度425℃以上における加

熱速度及び冷却速度は，1)

及び2)に示す速度以下とす

る。 

 1)加熱速度： 

 

 

R1は，220℃/h 以下とする。 

ただし，温度差が 55℃未満の

場合であって，容器又は管が

著しい熱応力により損傷を受

けるおそれのないときは，1時

間につき温度差を55℃とする

ことができる。 

(2)・(3) （略） 

 

（

略

） 

（略） 

5.

溶

接

後

熱

処

理

の

方

法 

5.1. （略） 

5.2. 局部加熱 

(1) （略） 

(2) 局部加熱の範囲は，次の

1)及び2)に掲げる範囲とす

る。 

1)容器（管寄せを除く。）に

ついては，溶接部の最大

幅の両側にそれぞれ母材

の厚さの 3倍以上の幅 

2)管寄せ又は管について

は，溶接部の最大幅の両側

にそれぞれ開先幅の 3 倍以

上で，かつ，余盛幅の 2 倍

以上の幅 

(3) （略） 

(4)加熱温度の最高及び最

低部位を含めたそれぞれの

部位の溶接部の中央部と加

熱範囲の最大幅の 2 点以上

について温度測定する。配

管内面の温度を測定しない

場合は，内面温度の状況を
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定量的に説明できるように

すること。 

  
 

表 N-

X090-3  

溶接後熱

処理を要

しないも

のの条件 

1. クラス 1機器 

母

材

の

区

分 

（

注

１

） 

機

器

の

区

分 

溶

接

部

の

区

分 

母

材

の

厚

さ

( 

mm

)

（

注 

2） 

溶

接

部

の

厚

さ

（

mm

）

（

注

3） 

 

母

材

の

炭

素

・

ク

ロ

ム

含

有

量

（

％

） 

最

低

予

熱

温

度

（

℃

） 

P-

1 

（

注

6） 

(

略

) 

(

略

) 

(

略

) 

(

略

) 

(

略

) 

(

略

) 

容

器

管 

5.

ク

ラ

ッ

ド

溶

接 

（

注

7 

T

≦

38 

― C

≦

0.

30 

40 

38

＜

T

≦

75 

― 
C

≦

0.

30 

（

略

） 

T

＞

75 

― C

≦

0.

30 

（

略

） 

 

2.クラス 1機器以外 

母

材

の

区

分 

（

注

１

） 

機

器

の

区

分 

溶

接

部

の

区

分 

母

材

の

厚

さ

( 

mm

)

（

注 

2） 

溶

接

部

の

厚

さ

（

mm

）

（

注

母

材

の

炭

素

・

ク

ロ

ム

含

有

最

低

予

熱

温

度

（

℃

） 

1. クラス 1機器 

母

材

の

区

分 

（

注

１

） 

機

器

の

区

分 

溶

接

部

の

区

分 

母

材

の

厚

さ

( 

mm

)

（

注 

2） 

溶

接

部

の

厚

さ

（

mm

）

（

注

3） 

 

母

材

の

炭

素

・

ク

ロ

ム

含

有

量

（

％

） 

予

熱

温

度

の

下

限

（

℃

） 

P-

1 

（

注

6） 

(

略

) 

(

略

) 

(

略

) 

(

略

) 

(

略

) 

(

略

) 

容

器

管 

5.

ク

ラ

ッ

ド

溶

接 

（

注

7） 

T

≦

38 

― C

≦

0.

25 

10

0 

38

＜

T

≦

75 

― C

≦

0.

25 

（

略

） 

T

＞

75 

― C

≦

0.

25 

（

略

） 

 

2.クラス 1機器以外 

母

材

の

区

分 

（

注

１

） 

機

器

の

区

分 

溶

接

部

の

区

分 

母

材

の

厚

さ

( 

mm

)

（

注 

2） 

溶

接

部

の

厚

さ

（

mm

）

（

注

母

材

の

炭

素

・

ク

ロ

ム

含

有

予

熱

温

度

の

下

限

（

℃

） 
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3） 

 

量

（

％

） 

 

 

 

3） 

 

量

（

％

） 
 

表 N-

Xl00-1 

放射線透

過試験 

 

試

験

の

方

法 

透

過

度

計

の

使

用

方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

透過度計

の使用区

分 

 

有孔形透過度

計 を 使 用 す

る。 

 

（

略

） 

（略

） 

（略） 

設

置

方

法 

 

 

 

 

 

 

 

 

配置 （略） 

個数 （略） 

厚さ

の整

合 

（略） 

 

試

験

の

方

法 

透

過

度

計

の

使

用

方

法 

透過度計

の使用区

分 

有孔形透過度

計又は針金形

透過度計を使

用する。 

（

略

） 

（略

） 

（略） 

有

孔

形

透

過

度

計

の

設

置

方

法 

配置 （略） 

個数 （略） 

厚さ

の整

合 

（略） 

針

金

形

透

過

度

計

の

設

置

方

法 

配

置，

個

数，

厚さ

の整

合，

階調

計の

使用 

JIS Z 

3104(1995) 鋼

溶接継手の放

射線透過試験

方法， JIS Z 

3105(2003) ア

ルミニウム溶

接継手の放射

線透過試験方

法 ， JIS Z 

3106(2001) ス

テンレス鋼溶

接継手の放射

線透過試験方

法又は JIS Z 

3107(2008) チ

タン溶接部の

放射線透過試

験方法による。 

使

用

す

有

孔

形

形

状，

寸

（略） 
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使

用

す

べ

き

透

過

度

計 

有

孔

形

透

過

度

計 

形

状，

寸

法，

寸法

の許

容差 

（略） 

材厚

に応

じた

使用

区分 

（略） 

     

 

判

定

基

準 

透過

写真

が具

備す

べき

条件 

次の 1.から 3.を全て

満足させる。 

1.透過度計の呼び番

号及び基準穴が明

らかに撮影されて

いる。 

2.・3. （略） 

 

 

べ

き

透

過

度

計 

透

過

度

計 

法，

寸法

の許

容差 

材厚

に応

じた

使用

区分 

（略） 

針

金

形

透

過

度

計 

形

状，

寸

法，

寸法

の許

容差 

JIS Z 

2306(2015)「放

射線透過試験

用透過度計」

（「表 3－一般

型の針金形透

過度計の呼び

番号並びに針

金の中心間距

離及び長さ」の

針金の長さ「10

以上」は針金の

長さ「25以上」

に 読 み 替 え

る。）の「5.1針

金形透過度計」

による。透過写

真の像質の種

類に A級，B級

等の選択があ

る場合は B 級

とする。 

使用

区分 

JIS Z 

3104(1995) 鋼

溶接継手の放

射線透過試験

方法， JIS Z 

3105(2003) ア

ルミニウム溶

接継手の放射

線透過試験方

法 ， JIS Z 

3106(2001) ス

テンレス鋼溶

接継手の放射

線透過試験方

法又は JIS Z 

3107(2008) チ

タン溶接部の

放射線透過試
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験方法による。 
     

 

判

定

基

準 

透過

写真

が具

備す

べき

条件 

次の 1.から 3.までを

全て満足させる。 

1.透過度計の呼び番

号及び有孔形の場

合は基準穴，針金形

の場合は識別最小

線径が明らかに撮

影されている。 

2.・3. （略） 
 

表 N-

Xl00-2

超音波探

傷試験 

    

試験の

方法 

（略

） 

（略

） 

（略） 

探傷面 探傷面は，

清浄で，か

つ，滑らか

にする。 

（略

） 

（略

） 

（略） 

試験の

方法 

試験

片 

表面 探 触 子 を

接 触 さ せ

る表面は，

清浄で，か

つ，滑らか

にする。 
 

    

試験の

方法 

（略

） 

（略

） 

（略） 

探傷面 探傷面は，

清浄で，か

つ，滑らか

で あ る こ

と。 

（略

） 

（略

） 

（略） 

試験の

方法 

試験

片 

表面 探 触 子 を

接 触 さ せ

る表面は，

清浄で，か

つ，滑らか

で あ る こ

と。 
    

 

 

表 N-

Xl00-4

浸透探傷

試験 

 

試

験

の

方

法 

試

験

方

法 

JIS Z 2343-1「非破壊試験

一浸透探傷試験ー第 1 部：

一般通則：浸透探傷試験方

法及び浸透指示模様の分

類」の「5.4装置」，「6探傷

剤の組合せ，感度及び分

類」，「7 探傷剤及び試験体

の適合性」，「8 試験手順」

による。 

（

略

） 

（略） 

   
 

 

試

験

の

方

法 

試

験

方

法 

JIS Z 2343-1「非破壊試験

一浸透探傷試験ー第 1 部：

一般通則：浸透探傷試験方

法及び浸透指示模様の分

類」の「5.4装置」，「6探傷

剤の組合せ，感度及び分

類」，「7探傷剤及び試験体の

適合性」，「8試験手順（ワイ

プオフ法を適用（1回限り）

する場合があるときは、本

技法の正確な手順について

当事者間の合意がなされて

いること。）」による。 

（

略

） 

（略） 
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表 N-

Xll0-2 

継手引張

試験，型

曲げ試験

及びロー

ラ曲げ試

験 

 

 

試

験

の

種

類 

試験

片 

試験の方法 

（

略

） 

（

略

） 

（略） （略） 

型

曲

げ

試

験 

側

曲

げ

試

験

，

裏

曲

げ

試

験

， 

縦

表

曲

げ

試

験

，

縦

裏

曲

げ

試

験 

1．形状

及び寸

法は，

図 N-

X110-1

「曲げ

試験片

の形状

及び寸

法」又

は JIS 

Z 3122 

の「5.6 

試験片

の形状

及び寸

法」に

よる。 

 

JIS Z 3122「突合せ溶

接継手の曲げ試験方

法」の「6.3.2 型曲げ

試験」による。 

この場合において,型

曲げ試験のジグの形

状を示す JIS Z 3122

の「図 10 型曲げ試験

方法」の d(押しジグ先

端直径),rD(U 型ジグ

の底の半径)及び押し

ジグ先端半径 R は,母

材の区分に応じ,それ

ぞれ下表に示す寸法

とする。 

 
母

材

の

区

分 

ジグの寸法 

R d rD 

P

-

1

1

A

, 

P

-

1

1

B

又

は

P

-

2

5 

3
1

3
𝑡 6

2

3
𝑡 

4
1

3
𝑡

+ 1.6 

P

-

2

3 

8
1

4
𝑡 16

1

2
𝑡 

9
1

4
𝑡

+ 0.8 

P

-
4t 8t 5t+1.6 

 

試

験

の

種

類 

試 験

片 

試験の方法 

（

略

） 

（

略

） 

（略） （略） 

型

曲

げ

試

験 

側

曲

げ

試

験

，

裏

曲

げ

試

験

， 

縦

表

曲

げ

試

験

，

縦

裏

曲

げ

試

験 

1．形状

及び寸

法は，

図 N-

X110-1

「曲げ

試験片

の形状

及び寸

法」に

よる。 

JIS Z 3122「突合せ

溶接継手の曲げ試験

方法」の「6.3.2型曲

げ試験」による。 

この場合において,

型曲げ試験のジグの

形状を示す JIS Z 

3122の「図 10 型曲

げ試験方法」の d(押

しジグ先端直径)及

び rD(U型ジグの底の

半径)は，母材の 

区分に応じ,それぞ

れ下表に示す寸法と

する。 

 
母 材

の 区

分 

ジグの寸法 

d rD 

P-

11A, 

P-

11B

又は

P-25 

6
2

3
𝑡 

4
1

3
𝑡

+ 1.6 

P-23 

 

 
16

1

2
𝑡 

9
1

4
𝑡

+ 0.8 

P-51 
8t 

5t+ 

1.6 

P-52 

 
10t 

6t+ 

1.6 

上記

の母

材区

分以

外の

もの 

4t 3t+2 

   
 

ロ

ー

ラ

曲

側

曲

げ

試

1．形状

及び寸

法は，

図 N-

JIS Z 3122の「6.3.1

ローラ曲げ試験」及

び「6.6 曲げ角度及

び試験の終了」によ
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5

1 

P

-

5

2 

P

-

6

1 

5t 10t 6t+1.6 

上

記

の

母

材

区

分

以

外

の

も

の 

2t 4t 
3t+

2 

    
 

ロ

ー

ラ

曲

げ

試

験 

側

曲

げ

試

験

，

裏

曲

げ

試

験

，

縦

表

曲

げ

試

験

，

縦

裏

曲

げ

試

験 

1．形状

及び寸

法は，

図 N-

X110-1

「曲げ

試験片

の形状

及び寸

法」又

は JIS 

Z 3122 

の「5.6 

試験片

の形状

及び寸

法」に

よる。 

JIS Z 3122 の「6.3.1

ローラ曲げ試験」によ

る。 

この場合において，押

しジグの形状を示す

JIS Z 3122の「図 9ロ

ーラ曲げ試験方法」の

d(押しジグの先端直

径）及び先端半径Rは，

母材の区分に応じ，そ

れぞれ下表の寸法と

する。 

 
母材

の区

分 

ジグの寸法 

R d 

P-

11A, 

P-11B

又 は

P-25 

3
1

3
𝑡 6

2

3
𝑡 

P-23 
8
1

4
𝑡 16

1

2
𝑡 

P-51 4t 8t 

P-52 

P-61 
5t 10t 

上 記

の 母

材 区

分 以

外 の

もの 

2t 4t 

げ

試

験 

験

，

裏

曲

げ

試

験

，

縦

表

曲

げ

試

験

，

縦

裏

曲

げ

試

験 

X110-1

「曲げ

試験片

の形状

及び寸

法」又

は JIS 

Z 3122 

の「5.6 

試験片

の形状

及び寸

法」に

よる。 

る。 

この場合において，

押しジグの形状を示

す JIS Z 3122の「図

9 ローラ曲げ試験方

法」の d(押しジグの

先端直径）は，母材

の区分に応じ，それ

ぞれ下表の寸法とす

る。 

 

母材の区

分 

ジグの

寸法 

d 

P-11A, P-

11B 又は

P-25 

 

6
2

3
𝑡 

P-23 
16

1

2
𝑡 

P-51 8t 

上記の母

材区分以

外のもの 

4t 
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表 N-

X110-3

破壊靭性

試験 

 

 

機 器

の 区

分 

試 験

の 方

法 

判定基準 

ク

ラ

ス

１

容

器 

― １ ．

溶 接

金属 

設

計 ・

建 設

規 格 

PVB.

2333

.1

「 関

連 温

度

（ RT

RNDT）

を 求

め

る。 

1. 溶接金属 

関 連 温 度

（RTNDT）が，設

計・建設規格 第 4

章  添 付 4-1

「RTNDT 要求値

の決定方法」を満

足するように定め

た RTNDT の要求

値を満足する場

合，合格とする。 

（ 略

） 

（略） 

（

略

） 

（

略

） 

（ 略

） 

（略） 

ク

ラ

ス

M

C

容

器

、

コ

ン

ク

リ

ー

ト

製

原

子

炉

格

厚

さ

が

6

3

m

m

以

下

の

も

の 

（ 略

） 

（略） 

厚

さ

が

6

3

（ 略

） 

2.衝撃試験 

3 個の試験片の吸

収エネルギーの平

均値及び最小値

が，設計・建設規格

の表 PVE-2333.2-2

 

 

機 器

の 区

分 

試 験

の 方

法 

判定基準 

ク

ラ

ス

１

容

器 

― １ ．

溶 接

金属 

設

計 ・

建 設

規 格 

PVB.

2333

.1

「 関

連 温

度

（ RT

RNDT）

を 求

め

る。 

1. 溶接金属 

関連温度（RTNDT）

が，設計・建設規

格 第 4章 添付 4-

1「RTNDT要求値の

決定方法」を満足

するように定めた

RTNDTの要求値を

満足する場合，合

格とする。ただし，

室温での規定最

小 降 伏 点 が

620MPaを超える

材料については，

KIC 曲線は適用除

外とする。 

（ 略

） 

（略） 

（

略

） 

（

略

） 

（ 略

） 

（略） 

ク

ラ

ス

M

C

容

器

、

コ

ン

ク

リ

ー

ト

製

原

子

炉

格

厚

さ

が

6

3

m

m

以

下

の

も

の 

（ 略

） 

（略） 

厚

さ

が

6

3

（ 略

） 

2.衝撃試験 

3 個の試験片の吸

収エネルギーの平

均値及び最小値

が，設計・建設規

格 の 表 PVE-
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納

容

器 

 

m

m

を

超

え

る

も

の 

「ボルト材以外で

厚さが63mmを超え

る材料の吸収エネ

ルギーの判定基

準」を満足するこ

と 。 た だ し ，

SM400B，SM400C，

SLA325A，SLA325B

及びSCPH61は材料

の最小降伏点にか

かわらず，3個の平

均値は 27J 以上，

最小値は 21J 以上

とする。 

 

(注) 

1. 表 N—Xll0-3の機器の区分は，母材

の区分が P-1,P-3,P-4,P-5,P-7,P-

9A,P-9B,P-llA,P-llB の場合に適用

する。また，クラス 1容器，クラス

2 容器及びクラス 3 容器の機械試験

板の材質が P-6(マルテンサイト系

ステンレス鋼）の場合の溶接金属及

び熱影響部は，下記の規定に従い行

う。 

機器 適用する規定 

クラス 1

容器 

設計・建設規格 PVB-

2332 

クラス 2

容器 

クラス 3

容器 

表 N-Xll0-3のクラス 2

容器，クラス 3 容器の

厚さが 63mm 以下の場

合の規定 

 

 

納

容

器 

 

m

m

を

超

え

る

も

の 

2333.2-2「ボルト

材以外で厚さが

63mm を超える材

料の吸収エネルギ

ーの判定基準」を

満足すること。た

だし，SM400B及び

SM400C は材料の

最小降伏点にかか

わらず，3 個の平

均値は 27J 以上，

最小値は 21J以上

とする。 

 

 

(注) 

1. 表 N—Xll0-3の機器の区分は，母材

の区分が P-1,P-3,P-4,P-5,P-7,P-

9A,P-9B,P-llA,P-llB の場合に適用

する。 

 

 

 

 

 

 

表 N-

X120-1 

再試験 

 

試

験

の

種

類 

再試験が行える場合 

破

壊

靭

性

試

験 

ク

ラ

ス

MC

容

器

，

コ

ン

2.板厚 63mm を超える場合

（溶接金属及び熱影響部） 

(2)衝撃試験 

1 組（3 個）の試験片の平

均値および当該 1 組の試

験片のうち 2 個以上の試

験片の最小値が，それぞれ

設計・建設規格の表 PVE-

2333.2-2「ボルト材以外で

試

験

の

種

類 

再試験が行える場合 

破

壊

靭

性

試

験 

ク

ラ

ス

MC

容

器

，

コ

ン

2.板厚 63mm を超える場

合（溶接金属及び熱影響

部） 

(2)衝撃試験 

1組（3個）の試験片の平

均値および当該 1 組の試

験片のうち 2 個以上の試

験片の最小値が，それぞ

れ設計・建設規格の表

1267



 

1036 

ク

リ

ー

ト

製

原

子

炉

格

納

容

器 

厚さが 63mm を超える材料

の吸収エネルギーの判定

基準」に掲げる吸収エネル

ギーの値以上である場合 

ただし，SM400B，SM400C，

SLA325A， SLA325B 及び

SCPH61 は材料の最小降伏

点にかかわらず，3個の平

均値は 27J以上，最小値が

21J以上である場合 

(注) 

1. 破壊靱性試験の再試験は，母材の

区分が P-1, P-3, P-4, P-5, P-7, 

P-9A, P-9B, P-llA, P-llBの場合

に適用する。 

クラス 1容器，クラス 2容器及びク

ラス 3 容器の機械試験板の材質が

P-6(マルテンサイト系ステンレス

鋼）の場合の溶接金属及び熱影響部

は，下記の規定に従い行う。 

機器 適用する規定 

クラス 1

容器 

設計・建設規格 PVB-

2332 

クラス 2

容器 

クラス 3

容器 

表 N-Xll0-3のクラス 2

容器，クラス 3 容器の

厚さが 63mm 以下の場

合の規定 
 

ク

リ

ー

ト

製

原

子

炉

格

納

容

器 

PVE-2333.2-2「ボルト材

以外で厚さが 63mm を超

える材料の吸収エネルギ

ーの判定基準」に掲げる

吸収エネルギーの値以上

である場合 

ただし，SM400B，SM400Cは

材料の最小降伏点にかか

わらず，3 個の平均値は

27J以上，最小値が 21J以

上である場合 

(注) 

1. 破壊靱性試験の再試験は，母材の

区分が P-1, P-3, P-4, P-5, P-7, 

P-9A, P-9B, P-llA, P-llBの場合

に適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 N-

X130-2 

耐圧代替

非破壊試

験 

（第４部 

解説 N-

1130 耐

圧試験及

び解説表

N-X130-1 

耐 圧 試

験） 

 

機

器

の

区

分 

溶 接 部

の区分 

耐圧代替非破壊試験 

放射

線透

過試

験 

超音

波探

傷試

験 

（略

） 

ク

ラ

ス

1

容

器 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

9.（略） 

－ － 

（略

） 

（

略

） 

（略） 
（略

） 

（略

） 

（略

） 

ク

ラ

ス

2

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

7.（略） 
－ － 

（略

） 

 

機

器

の

区

分 

溶 接 部

の区分 

耐圧代替非破壊試験 

放射

線透

過試

験 

超音

波探

傷試

験 

（略

） 

ク

ラ

ス

1

容

器 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

9.（略） 

○ ○ 

（略

） 

（

略

） 

（略） 
（略

） 

（略

） 

（略

） 

ク

ラ

ス

2

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

7.（略） 
○ ○ 

（略

） 
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容

器 

ク

ラ

ス

3

容

器

（

及

び

ク

ラ

ス

3

相

当

容

器

） 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

4.（略） 

－ － 

（略

） 

ク

ラ

ス

1

配

管 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

8.（略） 

－ － 

（略

） 

ク

ラ

ス

2

配

管 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

6.（略） 

－ － 

（略

） 

ク

ラ

ス

3

配

管

（

及

び

ク

ラ

ス

3

相

当

管

） 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

3.（略）  

－ － 

（略

） 

容

器 

ク

ラ

ス

3

容

器

（

及

び

ク

ラ

ス

3

相

当

容

器

） 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

4.（略） 

○ ○ 

（略

） 

ク

ラ

ス

1

配

管 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

8.（略） 

○ ○ 

（略

） 

ク

ラ

ス

2

配

管 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

6.（略） 

○ ○ 

（略

） 

ク

ラ

ス

3

配

管

（

及

び

ク

ラ

ス

3

相

当

管

） 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

3.（略）  

○ ○ 

（略

） 
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ク

ラ

ス

4

配

管 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

2.（略） 

－ － 

（略

） 

 

 

ク

ラ

ス

4

配

管 

（略） （略

） 

（略

） 

（略

） 

2.（略） 

○ ○ 

（略

） 

 

 

表 N-G01

母材の区

分 

 

母材の区分 種類 

P番号 グループ番

号 

(略) (略) (略) 

P-9B (略)  

P-10H (略)  

P-11A (略)  

P-11B (略)  

P-15E (略)  

P-21 (略)  

(略) (略)  

P-52 (略)  

P-61 (略)  
   

 

 

母材の区分 種類 

P番号 グループ番

号 

(略) (略) (略) 

P-9B (略) (略) 

P-11A (略) (略) 

P-11B (略) (略) 

P-21 (略) (略) 

(略) (略) (略) 

P-52 (略) (略) 
 

表 N-G02

溶接部の

最小引張

強さ 

 

 

母材の種類 合金番号 

JIS H 4000「アルミニウ

ム及びアルミニウム合

金の板及び条」 

(略) 

JIS H 4040「アルミニウ

ム及びアルミニウム合

金の棒及び線」 

(略) 

JIS H 4080「アルミニウ

ム及びアルミニウム合

金継目無管」 

3003 

5052 

6061 

6063 
 

 

母材の種類 合金番号 

JIS H 4000「アルミニウ

ム及びアルミニウム合

金の板及び条」 

(略) 

JIS H 4080「アルミニウ

ム及びアルミニウム合

金継目無管」 

3003 

5052 

 

 

 

 
 

表 WP-

150-1 引

用規格 

 

№ 規格番号 名称 

（

略） 

（略） （略） 

48 JIS G 

4902 

耐食耐熱超合金

板 

（

略） 

（略） （略） 

62 JIS  H 

4080 

アルミニウム及

びアルミニウム

合金継目無管 

63 JIS H 

4551 

ニッケル及びニ

ッケル合金板及

び条 

 

№ 規格番号 名称 

（

略） 

（略） （略） 

48 JIS G 

4902 

耐 食 耐 熱 超 合

金，ニッケル及

びニッケル合金

－板及び帯 

（

略） 

（略） （略） 

62 JIS  H 

4080 

アルミニウム及

びアルミニウム

合金継目無管 

65 JIS H チタン及びチタ
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64 JIS H 

4552 

ニッケル及びニ

ッケル合金継目

無管 

65 JIS H 

4600 

チタン及びチタ

ン合金－板及び

条 
 

4600 ン合金－板及び

条 

 

 

 

 

 

 

WP-310

溶接方法 

溶接方法の区分は，(2)の場合を除き，

表 WP-310-1に示す溶接方法の種類ご

と又はその組合せを 1区分とする。 

2 つ以上の溶接方法の組合せとなる溶

接において，既に確認されている溶接

施工法を組合せて溶接を行う場合は，

組合せの溶接施工法確認試験を省略

してもよい。 

 

溶接方法の区分は，(2)の場合を除き，

表 WP-310-1に示す溶接方法の種類ご

と又はその組合せを 1区分とする。 

2 つ以上の溶接方法の組合せとなる溶

接において，既に確認されている溶接

施工法を組み合わせて溶接を行う場

合は，組み合わせる溶接施工法の確認

項目が肉盛溶接若しくはクラッド溶

接又は管と管板の溶接を含まない単

独の溶接方法を用いた突合せ溶接若

しくはすみ肉溶接であって「溶接方

法」に係る確認項目（溶接金属，溶接

棒，溶加材，心線，フラックス，シー

ルドガス，電極及び溶接機に限る。）を

除く各単独の溶接施工法の確認項目

の具体的条件（例えば，確認項目「溶

接後熱処理」が「○」（あり）の場合の，

熱処理条件の詳細等）の範囲が同じ場

合に限り，組合せの溶接施工法確認試

験を省略してもよい。 

WP-321

母材の種

類 

 

(1) （略） 

(2)ただし，第 1部表 N-Xll0-1 「機械

試験」に示す破壊靱性試験が要求さ

れない溶接継手の溶接を行う場合，

次のいずれかを満足していれば， P

番号，グループ番号ごとの溶接施工

法確認試験を行わずに，既に確認さ

れている溶接施工法を用いて溶接

を行ってもよい。 

1)衝撃試験を必要としない場合にお

いて，母材の P番号が P-1, P-3及

び P-4 で既に確認されている溶接

施工法を用いて，同じ P 番号で異

なるグループ番号の母材の溶接を

行なう場合。ただし，電子ビーム溶

接及び 1 パスレーザビーム溶接の

場合は除く。 

2)衝撃試験を必要としない場合にお

いて，母材の P 番号が P-1, P-3, 

P-4 及び P-5 (P-5の場合はグルー

プ番号 1に限る。）で既に同じ P番

(1) （略） 
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号の母材どうしで確認されている

溶接施工法を用いて，同じ P 番号

の母材とそれよりも小さい P 番号

の母材の組合せの溶接を行なう場

合。ただし，被覆アーク溶接，サブ

マージアーク溶接，テイグ溶接，ミ

グ溶接及びマグ溶接を行う場合に

限る。 

(3)表WP-321-2に各種材料の母材の区

分(P-No 及びグループ番号区分）を

示す。 

WP-322

母材の厚

さ 

 

(1)母材の厚さの区分は，試験材の厚

さによって表 WP-322-1とする。 

(2)溶接後熱処理を行わない突合せ溶

接部の場合にあっては，表 N-X090-

3「溶接後熱処理を必要としないも

のの条件」で規定されている溶接部

の厚さを認定される母材の厚さの

上限とする。溶接後熱処理を行わな

い突合せ溶接部以外（すみ肉溶接部

等）の場合にあっては，表 N-X090-

3 で規定されている溶接部の厚さ及

び母材の厚さが上限となる。 

(3)～ (5) （略） 

 

表 WP-322-1母材の厚さの区分 

 

試験材の

厚さ t(mm) 

認定される母材の厚さ

の区分 T(mm) 

1.5 未満 t以上 2t以下 

1.5 以 上

10 末満 

1.5以上 2t以下 

10 以 上

150 末満 

5以上 2t以下ただし，

最大 200 

150 以上 5 以上 l.33t 以下又は

200の大きい値以下 

(1)次に示す条件で行う場合におけ

る Tの上限は，l.ltとする。 

1)いずれかのパスの厚さが 13mm を

超える場合 

2)片面 1パスで溶接を行う場合 

 

 

(1)突合せ溶接は母材厚さの上限まで

の範囲を 1区分とする。 

(3) ～(5) （略） 

WP-334 

心線 

ソリッドワイヤとフラックス入りワ

イヤは，異なる区分とする。 

ソリッドワイヤとフラックス入りワ

イヤは，異なる区分とする。フラック

ス入りワイヤを適用する場合は，表

WP-333-1 溶加材若しくはウェルドイ

ンサート又は心線の区分における心

線の区分の記号に続けて(FC)と記入
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した区分とする。 

WP-343

裏当て 

なお、「裏当てなし」から「裏当てあり」

への変更,又は「裏当てあり」から両側

溶接への変更は区分の変更としない。 

なお、「裏当てなし」から「裏当てあり」

への変更,又は「裏当てあり」から完全

溶込み両側溶接への変更は区分の変

更としない。 

WP-346 

予熱 

 

WP-346 予熱 

 （略） 

WP-346 予熱 

 （略） 

WP-347 層 

層は，片面からの溶接において多層

盛又は一層盛の区分とする。 

なお，一層盛の区分から多層盛への

変更（クラッド溶接の場合を除く。）

は，区分の変更としない。 

WP-350

溶接後熱

処理 

2) （略） 

3)Ac3 変態点より高い温度で行う溶接

後熱処理 

4)Ac3 変態点より高い温度で行った

後、Ac1 変態点より低い温度で行う

溶接後熱処理  

5)Ac1 変態点と Ac3 変態点の間の温度

で行う溶接後熱処理 

2) （略） 

WP-381

層 

 （削除） 

WP-383

パス間温

度 

パス間温度は，パス間温度の上限を区

分とする。 

すでに行った確認試験の上限温度よ

り 50℃の範囲内で上回るときは，同一

の区分とする。 

パス間温度は，パス間温度の上限を区

分とする。 

 

WP-384

溶接入熱 

入熱量の計算は，次の 1)～3)いずれか

の式による。 

入熱量の計算は，次の 1)～3)のいずれ

かの式による。2)及び 3)を適用する場

合は溶接長さL間の溶接速度が一定で

あること。 

WP-411

試験材の

厚さ 

(1)試験材の厚さは，取得しようとす

る溶接施工法に応じて選定する。 

ただし，「クラッド溶接」及び「管と

管板の取付け溶接」の溶接施工法確

認試験の場合は，(2)及び(3)とす

る。 

(2)「クラッド溶接」の場合の母材の厚

さは，19mm以上とする。 

(3)「管と管板の取付け溶接」の場合の

管板の厚さは 19mm 以上とし，管の

厚さは取得しようとする溶接施工

法に応じて選定する。 

(4)衝撃試験を行う場合には，(1)及び

(2)によるほか，JIS Z 2242「金属

材料のシャルピー衝撃試験方法」の

フルサイズ(10mm×10mm) の試験片

を採取できる厚さとする。 

(1)(2)から(5)までに掲げる場合を除

き，適用する母材の厚さの上限の

1/2から上限までの範囲の値。 

ただし，「クラッド溶接」及び「管と

管板の取付け溶接」の溶接施工法確

認試験の場合は，(3)及び(4)とす

る。 

(2)次に掲げる場合は、母材の厚さの

上限値 

１）確認に用いる試験材が管である

場合は、外径が 140mm 以下で、か

つ、適用する母材の厚さの上限が

19mmを超えるとき 

２）母材の区分が、表 WP-321-1に掲

げる P-1 及び P-3 であって、予熱

温度の下限が 100℃であり、溶接後

熱処理を行わず、かつ、母材の厚さ
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の上限が P-1 の場合は 32mm、P-3

の場合は 13mmを超えるとき 

３）母材の区分が、表 WP-321-1に掲

げる P-11A-1、P-11A-2 及び P-11B

であるとき 

４）ガス溶接、ティグ溶接、プラズマ

アーク溶接、半自動溶接又は自動

溶接による場合であって、片側溶

接として 1層盛を行うとき 

５）エレクトロスラグ溶接又はエレ

クトロガス溶接の場合は、母材の

厚さの上限 0.9 倍から上限までの

値 

６）半自動溶接又は自動溶接による

場合であって、両側溶接としてそ

れぞれの側に1層盛を行うとき（母

材の厚さが、50 mm を超える場合に

限る。） 

(3)「クラッド溶接」の場合の母材の厚

さは，19mm以上とする。 

(4)「管と管板の取付け溶接」の場合の

管板の厚さは 19mm 以上とし，管の

厚さは取得しようとする溶接施工

法に応じて選定する。 

(5)衝撃試験を行う場合には，(1)及び

(2)によるほか，JIS Z 2242「金属

材料のシャルピー衝撃試験方法」の

標準試験片を採取できる厚さとす

る。 

WP-420

試験片の

種類，数

及び採取

位置 

 

試験片の種類，数及び採取位置は，図

WP-420-1 から図 WP-420-5及び表 WP-

420-1による。 

ただし，過去に衝撃試験以外の試験に

適合することが確認された溶接施工

法について衝撃試験を追加する場合，

又は既に確認された衝撃試験温度の

下限をより低い温度に変更する場合

は，衝撃試験片のみ作製すればよい。 

試験片の種類，数及び採取位置は，図

WP-420-1 から図 WP-420-5 まで及び表

WP-420-1による。 

ただし，過去に衝撃試験以外の試験に

適合することが確認された溶接施工

法について衝撃試験を追加する場合，

又は既に確認された衝撃試験温度の

下限をより低い温度に変更する場合

は，衝撃試験片のみ作製すればよい。

この場合において，試験条件は既存の

溶接施工法確認試験における試験条

件と同じであり，かつ，試験材（材料

の記号の種類）と溶接材料（銘柄）は

同じものであること。 

表 WP-

300-1 溶

接方法別

の確認項

目 

 

確認項目 溶接方法 

A 

 

 

 

確認項目 溶接方法 

A Ao 
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確認項目 溶接方法 

T 
 

確認 

項目 

溶接方法 

T TB TF TFB 

 

 

 

確認項目 溶接方法 

M 

 

 

 

確認項目 溶接方法 

M Mo 

 

 

 
確認項目 溶接方法 

J ES EG ST SM SP

A 

WP-

343 

裏

当

て 

○ ― ― ○ ○ ○ 

W

P

-

3

8

1 

衝

撃

試

験 

が

要

求

さ

れ

る

場

合 

層 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

 

 
確認項目 溶接方法 

J ES EG ST SM SP

A 

WP-343 裏

当

て 

○ ― ○ ○ ○ ○ 

W

P

-

3

4

7 

衝

撃

試

験

が

要

求

さ

れ

る

場

合 

層 ○

※3 

○ 

※3 

○ 

※3 

○ 

※3 

○ 

※3 

○ 

※3 

 

 

2. ○印は，確認項目の対象を示す。 

 

2. ○印は，確認項目の対象を示す。

溶接方法 TB及び TFBのウェルドイン

サ-ト並びに溶接方法 TFの裏当ては

「-」と読み替える。 

 

6. (略) 

 

 

 

6. (略) 

7. ※3は，衝撃試験が要求されない場

合も，確認項目の対象とする。 

表 WP-

300-2 電

子ビーム

溶接にお

ける確認

項目 

 

確認

項目 

確認 

項目 

確認 

要領 

追加

要求 

参考 

（AS

ME 

Sec

ⅠX 

QW 

No.

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

オシ

レー

ショ

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

 

確認

項目 

確認 

項目 

確認 

要領 

追加

要求 

参考 

（AS

ME 

Sec

ⅠX 

QW 

No.

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 

（略

） 
（略

） 

オシ

レー

（略

） 

（略

） 

（略

） 
（略

） 
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ンの

幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ショ

ンの

幅 

溶接 

姿勢 

○ 認証

を受

けた

溶接

姿勢

から

の変

更で

１区

分。

溶接

姿勢

の区

分は

下

向，

立向

上

進，

立向

下

進，

横

向，

上向

又は

管の

水平

固定

とす

る。 

  

 

表 WP-

300-3 

レーザビ

ーム溶接

における

確認項目 

 

確

認

項

目 

確

認 

項

目 

確認 

要領 
追加要求 

（

略） 

（

略

） 

（略） （略） 

母

材

の

厚

さ 

（

略

） 

（略） +20%で１区

分 

（

略

（略） +10%で１区

分 

 

確 認 項

目 

確

認 

項

目 

確認 

要領 

追加要

求 

（略） （

略

） 

（略） （略） 

母 材 の

厚さ 

（

略

） 

（略） ±20%で

１区分 

（

略

（略） ±10%で

１区分 
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） 

（

略

） 

（略） +5%で１区

分 

（

略） 

（

略

） 

（略） （略） 

溶

加

材 

（

略

） 

（略） 溶加材断面

積の 10%を

超える増加

で１区分 

シ

ー

ル

ド

ガ

ス 

（

略） 

（略） 流量の 10%

を超える減

少で１区分 

裏

面

か

ら

の

ガ

ス

保

護 

（

略） 

（略） 流量の 10%

を超える減

少で１区分 

プ

ラ

ズ

マ

除

去

ガ

ス 

（

略） 

（略） 「 使 用 す

る」又は「使

用しない」 

使用する場

合は，流量

の 10％を

超える減少

で１区分 

（

略） 

（

略） 

（略） （略） 

レ

ー

ザ

出

力 

（

略） 

（略） 加工点にお

ける認証値

10%を超え

る減少で１

区分 

（

略） 

（

略） 

（略） （略） 

ワ

イ

ヤ

供

給

（

略） 

（略） 認証値 10%

を超える増

加で１区分 

） 

（

略

） 

（略） ± 5% で

１区分 

（略） （

略

） 

（略） （略） 

溶加材 （

略

） 

（略） 溶 加 材

径 の 増

加 で １

区分 

シ ー ル

ドガス 

（

略

） 

（略） 流 量 の

± 5% 超

え で １

区分 

裏 面 か

ら の ガ

ス保護 

（

略

） 

（略） 流 量 の

± 5% 超

え で １

区分 

プ ラ ズ

マ 除 去

ガス 

（

略

） 

（略） 「 使 用

する」又

は「使用

しない」 

使 用 す

る 場 合

は，流量

の 10%を

超 え る

減 少 で

１区分 

プ ラ ズ

マ 除 去

ガ ス の

変 更 で

１区分 

（略） （

略

） 

（略） （略） 

レ ー ザ

出力 

 

（

略

） 

（略） 認 証 値

± 2% で

１区分 

（略） （

略

） 

（略） （略） 

ワ イ ヤ

供 給 速

度 

（

略

） 

（略） 認 証 値

±10%で

１区分 

（略） （ （略） （略） 
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速

度 

（

略） 

（

略） 

（略） （略） 

焦

点

距

離 

（

略） 

（略） 認証値の±

10%を超え

る変更で１

区分 

（

略） 

（

略） 

（略） （略） 

レ

ン

ズ

と

ワ

ー

ク

間

距

離 

（

略） 

（略） レンズとワ

ーク間の距

離の認証値

± 10%を超

える変更で

１区分 

 

略

） 

焦 点 距

離 

（

略

） 

（略） 認 証 値

か ら の

変 更 で

１区分 

（略） （

略

） 

（略） （略） 

レ ン ズ

と ワ ー

ク 間 距

離 

（

略

） 

（略） レ ン ズ

と ワ ー

ク 間 距

離 の 認

証 値 と

焦 点 距

離 の 認

証 値 と

の 差 が

±50%を

超 え る

変 更 で

１区分 

溶 接 姿

勢 

○ 認 証 を

受 け た

溶 接 姿

勢 か ら

の 変 更

で １ 区

分。溶接

姿 勢 の

区分は，

下向，立

向上進，

立 向 下

進 ， 横

向，上向

又 は 管

の 水 平

固 定 と

する。 

 

    
 

表 WP-

310-1 

溶接方法

の区分 

 

溶接方法

の区分 

種類 （参考） 

ASME Sec.

Ⅸでの分

類記号 

A 被覆アー

ク溶接 

SMAW 

T ティグ溶

接 

GTAW 

 

溶接方法

の区分 

種類 

A 被覆アーク溶接（両側

溶接又は裏当て金を

用いる片側溶接） 

Ao 被覆アーク溶接（裏当

て金を用いない片側

溶接） 
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M ミグ溶接，

マグ溶接 

GMAW 

炭酸ガス

アーク溶

接 

フラック

ス入りワ

イヤミグ

溶接，フラ

ックス入

りワイヤ

マグ溶接 

FCAW 

（注） 

1．溶接方法の種類ごと又はその組合

せを 1区分とする。 

2 つ以上の溶接方法の組合せとなる溶

接において，既に確認されている溶接

施工法を組合せて溶接を行う場合は，

組合せの溶接施工法確認試験を省略

してもよい。 

2.・3.  (略) 

 

T ティグ溶接（裏当て金

を用いない片側溶接） 

TB ティグ溶接（両側溶接

又は裏当て金を用い

る片側溶接） 

TF 初層ティグ溶接（裏当

て金を用いないもの） 

TFB 初層ティグ溶接（裏当

て金を用いるもの） 

M 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミグ溶接，マグ溶接

（両側溶接又は裏当

て金を用いる片側溶

接） 

炭酸ガスアーク溶接 

フラックス入りワイ

ヤミグ溶接，フラック

ス入りワイヤマグ溶

接 

Mo ミグ溶接，マグ溶接

（裏当て金を用いな

い片側溶接） 

炭酸ガスアーク溶接 

フラックス入りワイ

ヤミグ溶接，フラック

ス入りワイヤマグ溶

接 
  

(注) 

2.・3.  (略) 

 

表 WP-

321-1 母

材の区分 

 

母材の区分 種類 

P番号 グループ番

号 

(略) (略) (略) 

P-9B (略) (略) 

P-10H (略) (略) 

P-11A (略) (略) 

P-11B (略) (略) 

P-15E (略) (略) 

P-21 (略) (略) 

(略) (略) (略) 

P-52 (略) (略) 

P-61 (略) (略) 
 

 

母材の区分 種類 

P番号 グループ番

号 

(略) (略) (略) 

P-9B (略) (略) 

P-11A (略) (略) 

P-11B (略) (略) 

P-21 (略) (略) 

(略) (略) (略) 

P-52 (略) (略) 

 

 

 
 

表 WP-

321-2 各

種材料の

母材の区

分 

 

JSME規格 種類の

記号 

母

材

の

区

 

JSME規格 種 類

の 記

号 

母材

の区

分 

P-No 
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分 

P-

No 

JSME S 

NC2 

設計・建

設 規 格

第Ⅱ編 

高速炉

規格 

JSME-F1 

高 速 炉

構 造 用

ス テ ン

レス鋼 

316FR 8 

F316FR 8 

JSME-F2 

高 速 炉

構 造 用

改 良 ９

クロム 1

モ リ ブ

デン鋼 

91FR 15E 

( ※

1) 

F91FR 15E 

( ※

1) 

JISME S 

FB1 

コ ン ク

リ ー ト

キ ャ ス

ク，キャ

ニ ス タ

詰 替 装

置 お よ

び キ ャ

ニ ス タ

輸 送 キ

ャ ス ク

構 造 規

格 

原 子 力

発 電 用

規 格 高

耐 食 性

ス テ ン

レ ス 鋼

熱 間 圧

延鋼板 

GSUS32

9J4L 

10H 

SA350 Gr.LF5 9A 

 

JSME S 

NC2 

設計・建

設 規 格

第Ⅱ編 

高 速 炉

規格 

JSME-F1 

高 速 炉

構 造 用

ス テ ン

レス鋼 

316FR 8 

F316F

R 

8 

JISME S 

FB1 

コ ン ク

リ ー ト

キ ャ ス

ク，キャ

ニ ス タ

詰 替 装

置 お よ

び キ ャ

ニ ス タ

輸 送 キ

ャ ス ク

構 造 規

格 

SA350 Gr.LF5 9A 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 WP-

331-1 溶

接金属の

区分 

 

溶接

金属

の区

分 

(A-

No) 

溶接金属の主要成分

（％） 

Cr Mo Ni 

（略

） 

（略） （略） （略） 

A-4 2.00～

4.00 

0.40～

1.50 

0.50

以下 

A-5 4.00～

10.50 

0.40～

1.50 

0.80

以下 

A-6 11.00 0.70 0.80

 

溶接

金属

の区

分 

(A-

No) 

溶接金属の主要成分

（％） 

Cr Mo Ni 

（略

） 

（略） （略） （略） 

A-4-1 2.00～

4.00 

0.40～

1.50 

0.50

以下 

A-4-2 

 

4.00～

10.50 

0.40～

1.50 

0.80

以下 

A-6 11.00 1.00 0.60
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～

15.00 

以下 以下 

A-7 11.00

～

30.00 

1.00

以下 

0.80

以下 

A-8 14.50

～

30.00 

4.00

以下 

7.50～

15.00 

A-9 19.00

～

30.00  

6.00

以下 

15.00

～

37.00 

A-10 0.50

以下 

0.55

以下 

0.80～

4.00 

A-11 0.50

以下 

0.25～

0.75 

0.85

以下 

（注） 

3. （略） 

4. 溶接金属の化学成分については，

次のいずれかの方法により上記の

表に適合することを証明してもよ

い。 

(a)全ての溶接方法： 

溶接施工法確認試験の試験板か

ら採取された溶接金属の成分分

析値 

(b)被覆アーク溶接，テイグ溶接， レ

ーザビーム溶接及びプラズマアー

ク溶接： 

溶接材料の規格に従って準備さ

れた溶着金属の成分分析値又は

溶接材料の製造者若しくは供給

者の証明書の値 

(c)ミグ溶接及びエレクトロガス溶

接： 

 溶接材料の規格に従って準備

された溶着金属の成分分析値又

は溶接材料の製造者若しくは供

給者の証明書の値 

この場合，シールドガスの種類及

び組合せは，溶接施工法確認試験

に用いるものと同じにする。 

(d)サブマージアーク溶接： 

溶接材料の規格に従って準備さ

れた溶着金属の成分分析値又は

溶接材料の製造者若しくは供給

者の証明書の値 

この場合，フラックスは溶接施工

法認証試験に用いる銘柄と同じ

にする。 

～

30.00 

以下 以下 

A-7 14.50

～

30.00 

4.00

以下 

7.50～

15.00 

A-8 25.00

～

30.00 

4.00

以下 

15.00

～

37.00  

A-10 0.40

以下 

0.55

以下 

0.80～

4.00 

A-11 

 

 

 

注 4. 0.25～

0.75 

0.85

以下 

(注) 

3. （略） 

5. 表WP-331-1に該当しない特殊な溶

接材料の場合は，A-No.の代わりに

溶接材料の銘柄を指定するか，又は

溶接施工法確認試験に用いた試験

材の溶接金属の分析値を記載する。 

6. 分析試験の過程で化学成分が Fe，

C，Si，Mn，P，S，Mo，Cu（溶加材の

化学成分量が JIS Z 3316(2017)の

4M3Tに該当する場合は Tiを含む。）

以外のものを検出し定量できると

き又は意図的に添加したときは，そ

れらの成分の合計が 0.50%以下 
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5.表 WP-331-1 に該当しない特殊な溶

接材料の場合は，A-No.の代わりに

溶接材料の銘柄を指定するか，又は

溶接施工法確認試験に用いた試験

材の溶接金属の分析値を記載する。 

 

表 WP-

333-1 溶

加材若し

くはウェ

ルドイン

サート又

は心線の

区分 

 

溶加材

又はウ

ェルド

インサ

ートの

区分 

心

線

の

区

分 

種類 

（略） （

略） 

（略） 

R-3 （

略） 

（略） 

R-4 E-4 Cr (2～4%)-Mo鋼 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-4 に相当

するもの） 

R-5 E-5 Cr (4～10.5%)-Mo

鋼 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-5 に相当

するもの） 

 

R-6 E-6 Cr 系ステンレス鋼

（マルテンサイト

系） 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-6 に相当

するもの） 

R-7 E-7 Cr 系ステンレス鋼

（フェライト系） 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-7 に相当

するもの） 

R-8 E-8 Ni-Cr 系ステンレ

ス鋼（オーステナ

イト系） 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-8 に相当

するもの） 

 

溶加材

又はウ

ェルド

インサ

ートの

区分 

心

線

の

区

分 

種類 

（略） （

略） 

（略） 

R-3 （

略） 

（略） 

R-4-1 E-

4-1 

Cr (2～4%)-Mo鋼 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-4-1 に相

当するもの） 

R-4-2 E-

4-2 

Cr (4～10.5%)-Mo

鋼 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-4-2 に相

当するもの） 

 

R-5 E-5 Cr 系ステンレス鋼

（マルテンサイト

系） 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-5 に相当

するもの） 

R-6 E-6 Cr 系ステンレス鋼

（フェライト系） 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-6 に相当

するもの） 

R-7 E-7 Ni-Cr 系ステンレ

ス鋼（オーステナ

イト系） 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-7 に相当

するもの） 
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R-9 E-9 Ni-Cr 系ステンレ

ス鋼（オーステナ

イト系） 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-9 に相当

するもの） 

R-I0 （

略） 

（略） 

（略） （

略） 

（略） 

R-51 （

略） 

（略） 

R-61 E-

61 

Zr（ジルコニウム） 

（注） 

1. ソリッドワイヤとフラックス入り

ワイヤは，異なる区分とする。 

フラックス入りワイヤの心線の区

分の記号は，上記の記号の後に(FC) 

を記載する。 

（例： E-1 (FC) , E-8 (FC) 等） 

 

R-8 E-8 Ni-Cr 系ステンレ

ス鋼（オーステナ

イト系） 

（溶接金属の成分

が，表 WP-304-1に

掲げる A-8 に相当

するもの） 

R-I0 （

略） 

（略） 

（略） （

略） 

（略） 

R-51 （

略） 

（略） 

 

 

 

表 WP-

420-1 機

械試験片

の種類及

び数 

(1)衝撃試験片の採取位置は，次の表

のとおりとする。 

 （略） 

(注)：TF 又は TFB の場合は，試験片の

採取は不要。 

(1)衝撃試験片の採取位置は，次の表

のとおりとする。 

 （略） 

 

表 WP-

510-1継

手引張試

験，型曲

げ試験、

ローラ曲

げ試験及

び衝撃試

験 

 

試 験

の 種

類 

試

験

片 

試験の方法 

（

略

） 

（

略

） 

（

略

） 

（略） 

型

曲

げ

試

験 

表

曲

げ

試

験

，

裏

曲

げ

試

験

， 

側

曲

1．

形

状

及

び

寸

法

は

，

図

WP

-

51

0-

JIS Z 3122「突合せ溶

接継手の曲げ試験方

法」の「6.3.2 型曲げ

試験」による。 

 

この場合において,型

曲げ試験のジグの形

状を示す JIS Z 3122

の「図 10 型曲げ試験

方法」の d(押しジグ先

端直径), rD ( U 型ジ

グの底の半径)及び押

しジグ先端半径 R は,

母材の区分に応じ,そ

 

試 験

の 種

類 

試

験

片 

試験の方法 

（

略

） 

（

略

） 

（

略

） 

（略） 

型

曲

げ

試

験 

表

曲

げ

試

験

，

裏

曲

げ

試

験

， 

側

曲

1.

形

状

及

び

寸

法

は

，

図

WP

-

51

0-

JIS Z 3122「突合せ溶

接継手の曲げ試験方

法」の「6.3.2 型曲げ

試験による。 

この場合において,型

曲げ試験のジグの形

状を示す JIS Z 3122

の「図 10 型曲げ試験

方法」の d(押しジグ先

端直径)及び rD ( U型

ジグの底の半径)は，

母材の区分に応じ,そ

れぞれ下表に示す寸

法とする。 
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げ

試

験

， 

縦

表

曲

げ

試

験

，

縦

裏

曲

げ

試

験 

1

「

曲

げ

試

験

片

の

形

状

及

び

寸

法

」

又

は

JI

S 

Z 

31

22 

の

「

5.

6 

試

験

片

の

形

状

及

び

寸

法

」

に

よ

る

。 

2. 

（

略

） 

3. 

（

略

） 

れぞれ下表に示す寸

法とする。 
母

材

の

区

分 

ジグの寸法 

R B rD 

P

-

1

1

A

, 

P

-

1

1

B

又

は

P

-

2

5 

3
1

3
𝑡 6

2

3
𝑡 

4
1

3
𝑡

+ 1.6 

P

-

2

3 

8
1

4
𝑡 16

1

2
𝑡 

9
1

4
𝑡

+ 0.8 

P

-

5

1 

4t 8t 5t+1.6 

P

-

5

2 

P

-

6

1 

5t 10t 6t+1.6 

上

記

の

母

材

区

分

以

外

の

も

の 

2t 4t 
3t+

2 

（注） 

 （略） 

げ

試

験

， 

縦

表

曲

げ

試

験

，

縦

裏

曲

げ

試

験 

1

「

曲

げ

試

験

片

の

形

状

及

び

寸

法

」

に

よ

る

。 

 

 

2. 

（

略

） 

3. 

（

略

） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母 材

の 区

分 

ジグの寸法 

B rD 

P-

11A, 

P-11B

又 は

P-25 

6
2

3
𝑡 

4
1

3
𝑡

+ 1.6 

P-23 

 

 
16

1

2
𝑡 

9
1

4
𝑡

+ 0.8 

P-51 8t 5t+1.6 

P-52 

 

 

10t 6t+1.6 

上 記

の 母

材 区

分 以

外 の

もの 

4t 
3t+

2 

（注） 

 （略） 

1284



 

1053 

ロ
ー
ラ
曲
げ
試
験 

側

曲

げ

試

験

，

裏

曲

げ

試

験

，

縦

表

曲

げ

試

験

，

縦

裏

曲

げ

試

験 

1．

形

状

及

び

寸

法

は

，

図

WP

-

51

0-

1

「

曲

げ

試

験

片

の

形

状

及

び

寸

法

」

に

よ

る

。 

JIS Z 3122 の「6.3.1

ローラ曲げ試験」によ

る。 

この場合において，押

しジグの形状を示す

JIS Z 3122の「図 9ロ

ーラ曲げ試験方法」の

d(押しジグの先端直

径）及び先端半径Rは，

母材の区分に応じ， 

それぞれ下表の寸法

とする。 
母材の区

分 

ジグの 

寸法 

R d 

P-11A, 

P-11B 又

は P-25 
3
1

3
𝑡 6

2

3
𝑡 

P-23 
8
1

4
𝑡 16

1

2
𝑡 

P-51 4t 8t 

P-52 

P-61 
5t 10t 

上記の母

材区分以

外のもの 

2t 4t 

 

   
 

 

ロ
ー
ラ
曲
げ
試
験 

側

曲

げ

試

験

，

裏

曲

げ

試

験

，

縦

表

曲

げ

試

験

，

縦

裏

曲

げ

試

験 

1．

形

状

及

び

寸

法

は

，

図

WP

-

51

0-

1

「

曲

げ

試

験

片

の

形

状

及

び

寸

法

」

に

よ

る

。 

JIS Z 3122 の「6.3.1

ローラ曲げ試験」及び

「6.6 曲げ角度及び試

験の終了」による。 

この場合において，押

しジグの形状を示す

JIS Z 3122の「図 9ロ

ーラ曲げ試験方法」の

d(押しジグの先端直

径）は，母材の区分に

応じ， それぞれ下表

の寸法とする。 

母材の区分 

ジグの

寸法 

d 

P-11A, P-

11B 又は P-

25 

 

6
2

3
𝑡 

P-23 
16

1

2
𝑡 

P-51 8t 

P-52 

 
10t 

上記の母材

区分以外の

もの 

4t 

 

 

   
 

表 WP-

520-1溶

接部の最

小引張強

さ 

 

母材の種類 合金番号 

JIS H 4000「ア

ルミニウム及び

アルミニウム合

金の板及び条」 

(略) 

JIS H 4040「ア

ルミニウム及び

アルミニウム合

金の棒及び線」 

(略) 

JIS H 4080「ア

ルミニウム及び

アルミニウム合

金継目無管」 

3003 

5052 

6061 

6063 
  

 

 

母材の種類 合金番号 

JIS H 4000「ア

ルミニウム及び

アルミニウム合

金の板及び条」 

(略) 

JIS H 4080「ア

ルミニウム及び

アルミニウム合

金継目無管」 

 

3003 

5052 
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表 WP-

520-3チ

タン、チ

タン合金

及びジル

コニウム

溶接部の

変色程度

と判定基

準 

 

溶接部の変色程度 判定 

銀色 

金色又は麦色 

紫 

青 

合格 

青白 

暗灰色 

白 

黄白 

不合格 

 

 

溶接部の変色程度 判定 

銀色 

金色又は麦色 

紫 

青 

青白、暗灰色、白及び

黄白色が存在しない 

合格 

青白 

暗灰色 

白 

黄白 

不合格 

  
 

図 WP-

420-2 試

験片の種

類数及び

採取位置

（管の場

合） 

(注) 

1.～4. （略） 

(注) 

1.～4. （略） 

5.試験材の厚さが 19mm 未満で初層部

を裏当てなしで溶接する場合，一つ

の溶接方法のときは②⑤の表曲げ

試験片を裏曲げ試験片に置き換え

る。 

WQ-310

確認項目 

溶接技能者の技能の確認は，次に掲

げる項目（資格区分）について，そ

れぞれの項目の組合せが異なるごと

に行う。 

溶接技能者の技能の確認は，次に掲

げる項目（資格区分）について，そ

れぞれの項目の区分の組合せが異な

るごとに行う。 

WQ-312

試験材及

び溶接姿

勢 

試験材及び溶接姿勢の区分は，表 WQ-

312-1 の試験材の区分及び溶接姿勢の

区分の組合せとする。 

ここで，板の溶接を行う姿勢は図 WQ-

312-1 のとおりとし，固定管の溶接を

行う姿勢は，図 WQ-312-2 のとおりと

する。 

自動溶接機を用いない溶接士の技能

の確認に当たっては、試験材及び溶

接姿勢の区分は、実用発電用原子炉

及びその附属施設の技術基準に関す

る規則の解釈（原規技発第 1306194

号）の「別記ー５ 溶接規格等の適用

に当たって」の「別表第１ 試験材及

び溶接姿勢の区分」に規定する試験

材の区分及び溶接姿勢の区分の組合

わせとする。この場合において、溶接

姿勢の区分が有壁水平固定及び有壁

鉛直固定にあっては、試験材の寸法、

取付け方法、試験片採取位置及び試

験の方法は別図によること。 

WQ-321

試験材の

種類がア

ルミニウ

ム、アル

ミニウム

合金又は

チタン以

外のもの

の場合 

 

曲げ試験の種類及び試験片の数は，継

手の種類及び厚さの区分によって，表

WQ-321-1のとおりとする。ただし，表

WQ-311-1 に掲げる溶接方法 TF 及び

TFB,並びに TFB の場合における試験片

の個数は，図 WQ-321-1,図 WQ-321-2, 

図 WQ-321-3,図 WQ-321-4,図 WQ-321-5

又は図 WQ-321-6 に示す表曲げ試験，

側曲げ試験及び裏曲げ試験の試験片

の個数の合計とし，すべての試験片に

ついて裏曲げ試験を行う。 

曲げ試験の種類及び試験片の数は，継

手の種類及び厚さの区分によって，表

WQ-321-1のとおりとする。ただし，表

WQ-311-1 に掲げる溶接方法の特殊技

能の区分(資格区分)TF 及び TFB の場合

における試験片の個数は，図 WQ-321-

1,図 WQ-321-2,図 WQ-321-3,図 WQ-

321-4,図 WQ-321-5又は図 WQ-321-6に

示す表曲げ試験，側曲げ試験及び裏曲

げ試験の試験片の個数の合計とし，す

べての試験片について裏曲げ試験を
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行う。 

WQ-322

試験材の

種類がア

ルミニウ

ム又はア

ルミニウ

ム合金の

ものの場

合 

試験片の数は，表 WQ-321-1 による。

ただし，表 WQ-311-1 に掲げる溶接方

法 TF及び TFB,並びに TFBの場合におけ

る試験片の個数は，図WQ-322-1,図WQ-

322-6 に示す表曲げ試験，側曲げ試験

及び裏曲げ試験の試験片の個数の合

計とし，すべての試験片について裏曲

げ試験を行う。 

試験片の数は，表 WQ-321-1 による。

ただし，表 WQ-311-1 に掲げる溶接方

法の特殊技能の区分(資格区分)TF 及

び TFB の場合における試験片の個数

は，図 WQ-322-1,図 WQ-322-6に示す表

曲げ試験，側曲げ試験及び裏曲げ試験

の試験片の個数の合計とし，すべての

試験片について裏曲げ試験を行う。 

WQ-323

試験材の

種類がチ

タンのも

のの場合 

曲げ試験の種類及び試験片の数は，継

手の種類及び厚さの区分によって，表

WQ-321-1のとおりとする。ただし，表

WQ-311-1 に掲げる溶接方法 TF 及び

TFB,並びに TFB の場合における試験片

の個数は，図 WQ-323-1,図 WQ-323-2,

図 WQ-323-3又は図 WQ-323-4に示す表

曲げ試験及び裏曲げ試験の試験片の

個数の合計とし，すべての試験片につ

いて裏曲げ試験を行う。 

曲げ試験の種類及び試験片の数は，継

手の種類及び厚さの区分によって，表

WQ-321-1のとおりとする。ただし，表

WQ-311-1 に掲げる溶接方法の特殊技

能の区分(資格区分) TF及び TFBの場合

における試験片の個数は，図 WQ-323-

1,図 WQ-323-2,図 WQ-323-3又は図 WQ-

323-4 に示す表曲げ試験及び裏曲げ試

験の試験片の個数の合計とし，すべて

の試験片について裏曲げ試験を行う。 

WQ-330

作業範囲 

(2)本試験に合格した溶接技能者が行

うことができる溶接の作業範囲

は，表 WQ-330-6の試験材の区分及

び溶接姿勢の区分に応じそれぞれ

同表の作業範囲の項に規定する範

囲とする。 

(3)表 WQ-330-6 の「下向」，「横向」，

「立向」，及び「上向」の溶接姿勢

の区分に合格した溶接技能者が，

溶接することができる突合せ溶接

及びすみ肉溶接の各溶接姿勢の基

準溶接姿勢からの傾斜角及び回転

角の範囲は，表 WQ-330-7とする。 

(2)本試験に合格した溶接技能者が

行うことができる溶接の作業範

囲は，実用発電用原子炉及びその

附属施設の技術基準に関する規

則の解釈の「別記－５ 溶接規格

等の適用に当たって」の「別表第

２－２ 試験材及び溶接姿勢の区

分と作業範囲」及び「別図 Ｗ-3-

0ｒ、Ｗ-3ｒ、Ｗ-4ｒ、Ｗ-13ｒ、

Ｗ-14ｒ、Ｗ-15ｒ、Ｗ-23ｒ及びＷ

-24ｒの試験材の寸法、取付け方

法、試験片採取位置及び試験の方

法」の試験材の区分及び溶接姿勢

の区分に応じ，それぞれ同表の作

業範囲の項に規定する範囲とす

る。 

(3)実用発電用原子炉及びその附属

施設の技術基準に関する規則の

解釈「別記－５ 溶接規格等の適

用に当たって」の「別表第２－２ 

試験材及び溶接姿勢の区分と作

業範囲」の「下向」，「横向」，「立

向」，及び「上向」の溶接姿勢の区

分に合格した溶接技能者が，溶接

することができる突合せ溶接及

びすみ肉溶接の各溶接姿勢の基

準溶接姿勢からの傾斜角及び回

転角の範囲は，表 WQ-330-7とす

る。 
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WQ-351

有効期間 

 

溶接技能確認試験で確認された溶接

技能者の資格は，2年間とする。 

ただし，本規格と同等と認められるも

のについては当該規格等の規定によ

る。 

溶接技能確認試験で確認された溶接

技能者の資格は，2年間とする。 

 

WQ-352

有効期間

の起算日 

溶接技能確認試験に合格した日とす

る。 

ただし，本規格と同等と認められるも

のについては当該規格等の規定によ

る。 

溶接技能確認試験に合格した日とす

る。 

 

WQ-421

溶接技能

者の技能

確認試験

に準じた

試験 

2) （略） 

3)サブマージアーク溶接機を用いた

エレクトロスラグ溶接によるクラ

ッド溶接及び肉盛溶接の溶接オペ

レータの確認試験は，J (サブマー

ジアーク溶接）の溶接オペレータの

確認試験でもよい。 

2) （略） 

 

WQ-430

作業範囲 

本試験に合格した溶接オペレータが

行う溶接の作業範囲は，溶接方法が同

じである限り，制限されないものとす

る。 

なお，サブマージアーク溶接機を用い

た帯状電極サブマージアーク溶接及

び帯状電極エレクトロスラグ溶接は，

溶接方法の区分 J (サブマージアーク

溶接）の作業範囲とする。 

帯状電極サブマージアーク溶接とは，

帯状電極を使用するサブマージアー

ク溶接のことをいう。 

帯状電極エレクトロスラグ溶接とは，

サブマージアーク溶接機を用いた帯

状電極を使用するエレクトロスラグ

溶接のことをいう。 

本試験に合格した溶接オペレータが

行う溶接の作業範囲は，溶接方法が同

じである限り，制限されないものとす

る。 

WQ-451

有効期間 

溶接技能確認試験で確認された溶接

オペレータの資格は，10年間とする。 

ただし，本規格と同等と認められる溶

接オペレータ資格については当該規

格等の規定による。 

溶接技能確認試験で確認された溶接

オペレータの資格は，10年間とする。 

 

WQ-452

有効期間

の起算日 

溶接技能確認試験に合格した日とす

る。 

ただし，本規格と同等と認められる溶

接オペレータ資格については当該規

格等の規定による。 

溶接技能確認試験に合格した日とす

る。 

 

表 WQ-

311-1 溶

接方法の

区分（溶

接技能

者） 

(注) 

1.・2. （略） 

3. Mは，ミグ溶接以外にマグ溶接を含

む。 

4.・5. （略） 

6. TB は，開先の底部に裏当て金，裏

(注) 

1.・2. （略） 

3. Mは，ミグ溶接以外にマグ溶接を含

む（炭酸ガスアーク溶接、フラック

ス入りワイヤミグ溶接及びフラッ

クス入りワイヤマグ溶接を除く。）。 
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当て材，母材，溶接金属（初層溶接

部）等があり，裏波を形成する必要

がない溶接や，裏はつりを行う両側

溶接を行うことが認められる区分

である。初層溶接に限定される区分

TFBを包含する。 

7.・8. （略） 

9. 残層部の溶接方法による抜け落

ち，裏波形状への影響，又は著しい

酸化等が生じない厚さまでを初層

部と見なす。 

4.・5. （略） 

6. TB は，開先の底部に裏当て金，母

材，溶接金属（初層溶接部）等があ

り，裏波を形成する必要がない溶接

や，裏はつりを行う両側溶接を行う

ことが認められる区分である。初層

溶接に限定される区分 TFB を包含す

る。 

7.・8. （略） 

表 WQ-

314-1 母

材の区分 

 

確認試験での母材の区分 

母材のグループ

区分 

母材の区分 

P-1X 

(アルミニウム，

アルミニウム合

金又はチタン以

外) 

 

(略) 

P-9B 

P-10H 

P-11A 

P-11B 

P-15E 

(略) 
 

 

確認試験での母材の区分 

母材のグループ

区分 

母材の区分 

P-1X 

(アルミニウム，

アルミニウム合

金又はチタン以

外) 

 

(略) 

P-9B 

P-11A 

P-11B 

(略) 
  

 

表 WQ-

323-2 溶

接部の変

色程度と

判定基準 

 

溶接部の変色程度 合否判定 

銀色 

金色又は麦色 

紫 

青 

合格 

青白 

暗灰色 

白 

黄白 

不合格 

 

 

溶接部の変色程度 合否判定 

銀色 

金色又は麦色 

紫 

青 

青白、暗灰色、白及び

黄白色が存在しない 

合格 

青白 

暗灰色 

白 

黄白 

不合格 

  
 

表 WQ-

330-5 溶

接技能確

認試験で

合格にな

った場合

に認めら

れる母材

の区分 

 

溶接技能確認試験

で使用した母材の

区分 

認められる母

材の区分 

母 材 の

グ ル ー

プ区分 

母材の

区分 

P-1X 

(アルミ

ニウム，

ア ル ミ

ニ ウ ム

合 金 又

は チ タ

(略) P-1, P-3,  

P-4, P-5,  

P-6, P-7,  

P-8, P-9A, 

P-9B, P-10H, 

P-11A, 

P-11B, 

P-9B 

P-10H 

P-11A 

P-11B 

P-15E 

(略) 

 

溶接技能確認試験

で使用した母材の

区分 

認められる母

材の区分 

母 材 の

グ ル ー

プ区分 

母材の

区分 

P-1X 

(アルミ

ニウム，

ア ル ミ

ニ ウ ム

合 金 又

は チ タ

(略) P-1, P-3,  

P-4, P-5,  

P-6, P-7,  

P-8, P-9A, 

P-9B, 

P-11A, 

P-11B, 

P-9B 

P-11A 

P-11B 

(略) 
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ン以外) P-15E, P-34, 

P-42, P-43, 

P-45 
   

 

ン以外) P-34, P-42, 

P-43, P-45 
 

表 WQ-

411-1 溶

接方法の

区分（溶

接オペレ

ータ） 

（注） 

1. Jは，サブマージアーク溶接機を用

いた帯状電極エレクトロスラグ溶

接（下向姿勢に限る。）を含む。 

2. SMは，溶接方法として，ミグ溶接

以外にマグ溶接を含む。 

（注） 

SMは，ミグ溶接以外にマグ溶接を含

む（炭酸ガスアーク溶接、フラックス

入りワイヤミグ溶接及びフラックス

入りワイヤマグ溶接は除く。）。 

   

（注） 

1.「表 WP-321-2 各種材料の母材の区分」は、適用除外とする。 

2.「WP-600 旧年版の規定等に基づいて確認された溶接施工法の扱い」は適用除外とす

る。 

3.「WQ-500 溶接技能者及び溶接オペレータの資格更新」から「WQ-554 試験材の放射線

透過試験」までは、適用除外とする。 

4.「WQ-600 他規格の溶接技能者」から「WQ-621 有効期間及び期間延長」までは、適用

除外とする。溶接技能確認試験と同等と認められるものは、「Ⅰ．「溶接規格 2007」

及び「溶接規格 2012(2013)」の適用に当たって」の「３．第３部 溶接士技能認証標

準（３）溶接士技能認証標準と同等と認められるもの（「溶接規格 2007」及び「溶接

規格 2012(2013)」）」によること。 

5.「表 WQ-312-1 試験材及び溶接姿勢の区分（溶接技能者）」は適用除外とする。試験材

及び溶接姿勢の区分は、Ⅰ．「「溶接規格 2007」及び「溶接規格 2012(2013)」の適用に

当たって」及び「別表第２－２ 試験材及び溶接姿勢の区分」によること。 

6.溶接技能者及び溶接オペレータの資格有効期間については、「Ⅰ．「溶接規格 2007」及

び「溶接規格 2012(2013)」の適用に当たって」の「３．第３部 溶接士技能認証標準

（４）溶接士技能認証標準に適合する溶接士技能の有効期間（「溶接規格 2007」及び

「溶接規格 2012(2013)」）」によること。7. 「第 10 章 コンクリート製原子炉格納容

器」及び「第 11 章 炉心支持構造物」は、適用除外とする。 

 

４．３．３６ 過去の技術評価における要望事項  

過去の技術評価において要望事項となっていたものについて、未反映であるものを次

に示す。これらについては、今後規格に反映することを要望する。 

なお、溶接規格 2012(2013)技術評価書において、次のとおり要望しているが、十分に

考慮されたとはいえないことから、引き続き要望することとする。 

５. 日本機械学会に対する要望事項 

日本機械学会は、最新の知見、最先端の技術に工学的判断を加え、発電用原子力設備規

格の策定にあたり、組織的な活動を展開していることについて評価することができる。 

しかし、今回の溶接規格の技術評価に際し、破壊靭性試験の再試験規定のように技術基

準への適合から逸脱する可能性のある誤記が検出されたこと、耐圧試験の試験圧力の表

等本文と解説で記載内容が整合していない場合があること、本文に規定すべき事項が解

説に記載されていることなど、規格変更時の検討が十分でない事項が散見された。また、

変更の理由として ASMEを参考としたものについては、ASMEの変更の技術的な根拠の確認

や溶接規格に取り込むことの妥当性等、技術評価に必要な情報が得られない項目もあっ

た。 
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今後の規格変更にあたっては、誤記の確認、変更内容を本文事項とするかまたは解説で

取り扱うか、根拠となる資料の収集と検討、関連規格との整合性の確認等が行われ、変更

内容の十分な説明がなされるようプロセスが構築されることを期待する。 

本規格の技術基準への適合性をより一層高め、規格が正しく解釈されるよう、以下の事項

について適切に対応されることを要望する。 

 

表 4.3.36 溶接規格に関する技術評価書の要望事項と反映状況 

溶接規格 2012(2013)における要望事項 反映状況 

・溶接規格の WP-420 の本文規定及び図 WP-400-1及び図 WP—400-2のみでは

試験の種類及び本数の全体の把握は難しいと考えられるので、第４部 

解説 解説表 WP-420-1 機械試験片の種類及び数を規格本文に移行する

ことを要望する。 

反映済 

開先面に関する規定（第１部 N-3030等） 

・ 溶接規格 2012 年版のクラス 2 容器及びクラス 2 配管の開先面検査の規

定は、原子炉格納容器バウンダリの内外に関係なく対象（圧延又は鍛造に

よって作られた母材の厚さが 50mm以下のものを除く。）としていたが、

平成 26 年 9 月 11 日付けの正誤表により、2007 年版と同様に原子炉格納

容器バウンダリ内の機器に限定されている。しかし、ASME 規格 NC-5130

の開先面検査に係る規定では、原子炉格納容器バウンダリで区分する記

述はなく、材料の厚さが 2インチ以上の継手区分 A、B、C、D及び類似の

継手を対象として、磁粉探傷試験又は浸透探傷試験を要求している。クラ

ス 2 機器の重要性の観点から、原子炉格納容器バウンダリで区分するこ

とが適切か再検討することを要望する。 

・ 設計・建設規格 2012年版の「図 PVC-4212-3クラス 2容器 継手区分 Dの

構造」に示す(7)及び(9)の図のように、管台が胴又は管に開けられた孔の

際に乗る形の継手区分 D の構造は、その孔の表面が新たな加工面として

直接内部流体に接することから、ASME 規格 NC-5140 では孔の内面につい

て磁粉探傷試験又は浸透探傷試験を規定している。溶接規格は、管台を取

り付ける溶接部の溶接後表面検査において、溶接部に隣接する孔の一部

は同時に検査されるが、孔の内面全体が検査されるとは限らない。したが

って、上記形状の管台については孔内面全体を表面試験する規定を溶接

規格又は設計・建設規格のいずれかに規定することの検討を要望する。 

未 反 映

（ 2012 年

版/2013 年

追補の技術

評価に対す

る検討中案

件№9）345 

 

 

 

未 反 映

（ 2012 年

版/2013 年

追補の技術

評価に対す

る検討中案

件№7）346 

レーザビーム溶接における確認項目（第２部 WP-200-3） 

・プラズマ除去ガスの無制限な増大は文献[15]に示すとおりビード表面性

状に影響し、アンダーフィルやハンピングビードを生じる要因となる可

能性が否定できないことを考慮し、プラズマ除去ガスに係る上限値を検

討することを要望する。 

[15] 益本、篠田、沓名、竹本、“レーザビーム溶接のビート形状にお

よぼすパラメータの影響”、溶接学会論文集、第 2巻第 2号、p.246、

（1984）．(Fig.13) 

未反映 

溶接部の機械試験板（第４部 表 N-X050-2） 

・機械試験板の溶接後熱処理の保持時間については、（注）2.において「本

体の溶接部について溶接後熱処理を行う場合は、試験板にこれと同等の

未 反 映

（ 2012 年

版/2013 年

 
345 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 

1-1-4 参考資料 2 
346 第１回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 

1-1-4 参考資料 2 
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溶接後熱処理を行うこと。」と規定している。しかし、解説では「試験板

の保持時間は、本体の合計の保持時間の 80%以上あれば良いこととする。

また、本体の保持時間より長くなっても差し支えない。」と緩和規定して

いる。本体の合計の保持時間の 80%以上でよいとする根拠について、日本

機械学会は ASME Sec.Ⅲ NB-2211「Test Coupon Heat Treatment for 

Ferritic Material」 の規定内容を参考にしたとしている。しかし、NB-

2211 は材料に対する熱処理の規定である。また、ASME Sec.Ⅲ NB-4333

「Heat Treatment of Qualification Welds for Ferritic Materials」

の規定にも同様に 80%以上の規定はあるが、溶接施工法の認証試験に相当

するものであって、そもそも機械試験板に対する規定は ASME Sec.Ⅲにな

い。 

機械試験板は本体の溶接部の機械的強度を確認するためのものであ

り、溶接後熱処理を行った場合はそれと同等の熱処理を機械試験板に与

える必要がある。機械試験板は ASME Sec.Ⅰに規定されているが、Sec.Ⅰ

にも本体の合計の保持時間の 80%以上でよいとする規定はない。また、火

力技術基準解釈においても、そのような規定はない。溶接後熱処理の累積

保持時間が長いと機械的強度が低下する場合もある（図 24[23]）。解説

のこの記載を運用すると、規定を逸脱した試験板での試験が行われる可

能性があることから、記載の再検討を要望する。 

[23]Ｒ＆Ｄ神戸製鋼技法、25(1975)、4. p.11（図 3･64） 

追補の技術

評価に対す

る 改 定 №

12。解説の

記載が変更

されたので

改めて評価

する。） 

母材の区分（第４部 解説表 WQ-314-1） 

・解説表 WQ-314-1 では、P-1X に対して同一とみなす母材の区分に、P-31

（銅及び銅合金）、P-32（ネーバル黄銅又は復水器用黄銅）、P-34（白銅

及び復水器用白銅）、P-35（アルミニウム青銅）を含めており、同解説(2)

によると、これらの区分は ASME Sec.Ⅸ(2004) QW-423を参考にした旨の

記載がある。しかしながら、ASME QW-423（2004年版及び 2013年追補）

では、P-34のみを同一区分として認めている。P-31の溶接において、銅

は炭素鋼（P-1）の約 8倍以上の熱伝導度があるので、溶接時に局部加熱

が難しく、十分な溶込みを得るには高温（400～500℃）の予熱が必要であ

ること、P-32及び P-35は低融点金属を多く含む材料であり、溶接性は異

なるため、P-1X に銅合金材料の P-31、P-32、P-35を含めてよいか技術的

妥当性を再確認することを要望する。 

反 映 済

（ 2012 年

版/2013 年

追補の技術

評価に対す

る 改 定 №

14） 

溶接部の機械試験板（第４部 表 N-X050-2 解説） 

・表中の「試験板の製作方法」における「溶接が同一の条件」については、

本文に規定されておらず、「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の解説

(1)A. 溶接が同一の条件に記載されている。同解説のうち下記の内容は、

機械試験板が対象とする溶接部を代表できるものとするための製作上の

重要事項であるので本文扱いとすることを検討することが望ましい。な

お、火力技術基準解釈では表の注書きで同様の内容が規定されている。 

火力技術基準解釈 解説(1)A,溶接が同一の条件（抜すい） 

1) 溶接施工法 

2) 母材の区分、ただし、母材の区分は P-11Aの他に P-3及び P-5につ

いてもグループ番号に細区分されているので「P-11A(合金鋼)」は「P-

3、P-5又は P-11A」に読み替える。 

3)母材の厚さ 

6)溶接後熱処理 

 また、試験板を溶接する際の溶接姿勢についても、本文に規定されてお

らず解説(2)試験板の製作 5)試験板の溶接姿勢 b)に記載されている。下

記の内容は、機械試験板が対象とする溶接部を代表できるものとするた

一部反映済

（ 2012 年

版/2013 年

追補の技術

評価に対す

る改定№8。

4.3.3.1(3)

③-3、③-4

にて評価） 
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めの製作上の重要事項であるので本文扱いとすることを要望する。なお、

火力技術基準解釈では表の注書きで規定されている。 

火力技術基準解釈 

(2)試験板の製作 5)試験板の溶接姿勢  

b)試験体を本体と別個に溶接部の附近に置く場合は、試験板を取付け

る対象となる本体の溶接部と同じ姿勢で行うこととする。なお、試験

板が代表する本体の溶接部の溶接姿勢が 2 種類以上となる場合の試

験板の溶接姿勢は、その中で最も厳しい姿勢で行うこととし、その順

序は、上向(o)、立向(v)、横向(h)、下向(f)の順とする。 
 

 

溶接規格 2007における要望事項 反映状況 

（１）耐圧保持後の検査 

・ 設計・建設規格では、耐圧保持後の漏えい確認検査に関す

る規定を 2005 年改訂版で PHT-5000 に追加規定している

が、「溶接部にあっては溶接規格で規定する検査による。」

としている。設計・建設規格 2007 年追補版でも同様な記

述がなされており、「溶接規格」においては、当該追補版

との整合を図った規定とするよう要望する。 

設計・建設規格 2012年版

にて当該規定は削除され

ており、反映済 

（２）溶接後熱処理の加熱範囲 

・ 溶接後熱処理の加熱範囲については、溶接規格 2007 年版

「表－5 溶接後熱処理の方法」の「熱処理の方法」欄に 5

項に以下のとおり規定している。5.次の(1)および(2)の掲

げる範囲 

(1)容器（管寄せを除く）については、溶接部の最大幅の

両側にそれぞれ母材の厚さの 3 倍以上の幅 

(2)管寄せまたは管については、溶接部の最大幅の両側に

それぞれ開先の 3 倍以上で、かつ、余盛り幅の 2 倍以

上の幅 

これについては、ASME Code との比較や国内の試験結果

を参照することなどにより見直しが可能か検討するよう要

望する。 

検討済（4.3.10(3)①-5に

て評価） 

（３）図―10 Ｗ－10 の試験材料の形状、寸法及び試験片採

取位置 

・ 溶接規格 2007 年版では、アルミニウム材の溶接士資格試

験における曲げ試験片の幅寸法を、JIS Z 3811(2000)「ア

ルミニウム溶接技術検定における試験方法及び判定基準」

と整合するように 20ｍｍから 40ｍｍに変更しているが、削

除部の幅が JIS Z 3811(2000) の「図 3 薄板の試験材料の

形状、寸法及び試験片の採取位置」では、約 10であるのに

対し、溶接規格 2007年版の図－10では、約 30となってお

り JIS 規定値と相違する。相違してもよいという理由はな

く、本寸法も JIS に合わせた方がよいと考えるため、今後

の溶接規格の改訂においてJIS 規格に合わせることを検討

するよう要望する。 

反映済 

（４）JIS Z 3811の改訂の解説文への反映 

・ JIS Z 3811の改訂により溶接規格第 4 部の解説文に JIS

一部未反映（未反映とし

た理由を脚注347に示す。） 

 
347 「WQ-322(5) 合否判定基準」の解説 
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の規定と整合がとれなくなった部分があるので、今後の溶

接規格の改訂において改訂JIS に合わせ解説文の記述を変

更することを要望する。 

（５）引用規格における引用箇所の明記 

・ 「JEAC4202-2004フェライト鋼の落重試験方法」の引用に

おいてその引用先が明示されておらず、規格のどの規定を

引用しようとしているのか明確となっていない。日本機械

学会に対しては、溶接規格を含め策定する規格において他

の規格を引用する場合は、その規格の引用箇所を明記する

よう要望する。 

・ また、溶接規格 2007 年版の第１部表－13(注 4)では、JEAC 

4206-2004 の「付録１ 非延性破壊防止のための解析法」の

「2.1.3 応力拡大係数の計算方法」により求めること、と

記述されているが、誤記と思われるため、日本機械学会に

対しては、今後の改訂において訂正することを要望する。 

未反映（解説の第 4部-1-

159頁に記載） 

 

 

 

 

 

反映済（2008年版追補に

おいて反映されたが、

2012年版で削除。破壊靱

性試験の方法及び判定基

準について設計・建設規

格を引用することに変更

したもので2012年版技術

評価書 3.2.2.9 にて評価

済。） 

（１）第 1 部（溶接規格） 

ａ） 溶接部の設計 

・溶接部の設計（継手の形状）は「設計・建設規格」にて規定

されており、その規定内容については、「技術基準の解釈」

とは一部相違している。 

「突合せ両側溶接」から「突合せ完全溶込み溶接」への

変更については、前者の｢両側溶接｣が「母材がほぼ同じ面

内の継手の溶接において、表及び裏の両側から行う溶接」

と溶接方法を意味するのに対して、後者の｢完全溶込み溶

接｣は「溶込みが継手の母材の厚さの全域にわたっている溶

接」と状態を意味することから対応する関係にはない。一

方、突合せ片側溶接については、裏あて金の使用又は十分

な裏波を要求していることから、溶接規格における「突合

せ完全溶込み溶接」は、「突合せ両側溶接」による「完全溶

込み溶接」と考えるがの論理的に適切である。したがって、

「突合せ完全溶込み溶接」は「突合せ完全溶込み両側溶接」

に限定することを保安院として明確化するとともに、適切

 

 

設計・建設規格に反映済

（設計･建設規格 2012、

2020においては、「完全

溶込み溶接による突合せ

両側溶接」と記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
溶接規格 2007 技術評価347の「４.２.１ JIS の引用年度等の変更」において、「JIS Z 3811の改訂により

溶接規格第 4 部の解説文に JIS の規定と整合がとれなくなった部分があるので、今後の溶接規格の改訂に

おいて改訂 JIS に合わせ解説文の記述を変更することを要望する。」とした。溶接規格 2007 技術評価書の

添-3-検-34 頁「JIS 変更の詳細検討 JIS Z3811「アルミニウム溶接技術検定における試験方法および判

定基準」（1976→2000）」は、「JIS 年度変更に対する評価結果」において「なお、当該 JIS の改訂により、

JIS 本文に外観試験が規定されたため、第 4 部 3.2(2)d.の「本文には外観試験は規定されていない」とし

ているのは間違いであること、また、第４部 3.2(2)e.の解説で「本文には『合否の判定・・・・こともあ

る』とある。」についても JIS本文にはそういった記載はなくなっているため、改訂 JIS に合わせ解説文

の記述を変更することが望ましい。」とある。前半部分の第 4 部 3.2(2)d.の解説については、溶接規格 2020

の「WQ-322(4)試験方法」の解説から削除されており、要望は反映済である。しかし、後半部分の第４部

3.2(2)e.の解説については、溶接規格 2020 の「WQ-322(5)合否判定基準」の解説 2.に従前のまま残されて

おり、要望は未反映である。したがって、溶接規格第 4 部の「WQ-322(5)合否判定基準」の JIS に関する

解説文は「JIS Z 3811(2000)アルミニウム溶接技術検定における試験方法及び判定基準」と整合がとれな

い部分があるので、解説文の記述を変更することが望まれる。 

1294



 

1063 

な見直しを日本機械学会に要望する。 

「初層イナート(不活性)ガスアーク溶接」の「溶込み不

良がなく十分な裏波が得られる溶接」への変更については、

突合せ片側溶接の場合、完全溶込み溶接を行うために特に

初層溶接方法を規定したものであり、初層イナートガスア

ーク溶接以外の方法も有効であることから、本修正は技術

的には問題ないと判断した。ただし、仕様規格には具体的

な手法の明確化が望ましいことから、日本機械学会として

「初層イナートガスアーク溶接」のほか対応する溶接手法

を解説等で例示することが望まれる。 

 

未反映（設計・建設規格の

「（解説 PVB-4200）溶接

部の設計」に記載の充実

なし） 

ｂ） 第 3種容器のうち原子炉格納容器の貫通部から最も近い

隔離弁までにあるものの扱い 

・「溶接技術基準の解釈」では、｢第 3種容器のうち、原子

炉格納容器の貫通部から最も近い隔離弁までにあるもの

の溶接に係る第１種継手から第４種継手までの溶接部、

肉盛溶接部又はクラッド溶接による溶接部の開先面は、

磁粉探傷試験又は浸透探傷試験を行い、これに適合しな

ければならない。｣と規定しているが、これに該当する容

器が存在しないとして「溶接規格」では削除されている。 

本件については、今後の新規設計プラント、または改

造プラントにおいて、本規定に該当する容器を設置する

可能性があることから、「クラス 2 容器のうち、原子炉

格納容器の貫通部から最も近い隔離弁までにある溶接」

に対して同等の要求を規定することを保安院として明確

化する。また、日本機械学会に対して「溶接規格」に同

等の規定を追加することを要望する。 

反映済（2007年版以降 N-

3030(3)に規定） 

ｅ） 補助ボイラー及びその付属設備に関する火力設備規定の

準用 

・「溶接規格」においては、原子力施設の補助ボイラー及

びその付属設備について発電用火力設備のボイラー等及

び熱交換器の規定を準用していることを規定している

が、準用すべき規定が明確でないことから、当面、｢溶接

技術基準の解釈｣の考え方に基づき、発電用火力機器（第

3 章）のボイラー等（第 1節）及び熱交換器等（第 2節）

の規定を準用することを保安院として明確化する。また、

日本機械学会に準用対象となる規定の早急な明確化を要

望する。 

反映済（2007年版以降 N-

9050又は N-HB050として

規定） 

（２） 第 2 部（溶接施工法認定標準） 

ｂ） 継手引張試験における例外規定 

・「溶接技術基準の解釈」では、本体付き機械試験板によ

る継手引張試験に際し、試験機の能力が不足で、試験片

の厚さのままでは試験が出来ない場合は、「薄のこぎり」

でこれを所要の厚さに分割することができると別表第

25(継手引張試験、型曲げ試験、ローラ曲げ試験及び衝撃

試験)に規定されているが、「溶接規格」では、この具体

的な「薄のこぎり」は他の手法もあるとして省略されて

いる。 

「溶接技術基準の解釈」による規定は、本体付き試験

体を切断する際に熱により材質を変えないようにする目

反映済（2007年版以降「切

断時の熱が試験片に悪影

響を及ぼさない切断方法

を使用」と規定、2020年

版 は 「 JIS  Z 

3121(2013)突合せ溶接継

手の引張試験方法」を引

用して代用） 
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的であり、熱を加えない手法であることを追加要求事項

とし、今後その考え方を「溶接規格」に反映することを

要望する。 

 

４．３．３７ 溶接規格の策定に関し望まれる事項 

（１）最新知見の取り入れに関すること 

○日本産業標準調査会によれば、「JIS の改正は、技術的動向や市場実態、国際規格と

の整合化等の観点から行われ、旧版の JISは効力を持たなくなるため、常に最新版の

JIS を適用することが望まれます。」とされている。類似する JIS 規格の適用年版は

同時に適用することが望まれる。 

○JIS規格等を参考にして規定を改定する場合は、参考にした規格の考え方、改定経緯

等を確認し、溶接規格の基本的考え方と矛盾がないものにすることが望まれる。 

○設計・建設規格だけでなく、材料規格の改定も反映することが望まれる。 

 

（２）技術的検討に関すること 

○エレクトロスラグ溶接又はエレクトロガスアーク溶接により極厚の炭素鋼又は低合

金鋼を溶接する場合については、大入熱により結晶粒が粗大化しやすいため結晶粒

微細化処理の要否を検討することが望まれる。 

 

（３）規格の構成に関すること 

○設計・建設規格等の他規格を引用する場合は、規定番号を明確にすることが望まれる。 

○溶接規格の本文で引用している規格を引用規格としてまとめて記載する場合には、

記載漏れのないようにすることが望まれる。 

○溶接規格 2020 の第 1 部溶接規格は各クラスの機器ごとに規定文が頁数(143)の約半

分にわたって記載されているが、内容は重複しているものが多い。溶接規格 2007ま

では重複部分の準用規定とされており、クラス・機器で異なる部分が分かりやすい様

式であった。重複規定は準用規定とし簡略化することが望まれる。 

○溶接規格は第 1 部溶接規格、第 2 部溶接施工法確認試験、第 3 部溶接技能確認試験

と規定が 3分割され、各部ごとに完結する（他の部の規定を引用しない）様式として

いるが、各部間にまたがる案件が改定作業の進捗差のためか各部間での整合性がな

い状態で発刊されている。発刊時の編集作業において各部間の整合性がとれている

か確認し、整合性のない改定案件は取り込みを延期するような仕組みを構築するこ

とが望まれる。 

○新規材料の追加に当たっては第 1 部溶接規格、第 2 部溶接施工法確認試験、第 3 部

溶接技能確認試験のどこに関係するかを明確にする仕組みの構築が望まれる。 

○溶接規格の改定審議資料を見ると、改定案件が細分化され複数の案件が同時並行的

に行われている。溶接分科会での管理番号（提案番号）も変わり、改定に使用した元

規定が審議終了した未発刊の改定規定の場合もある。発刊時の編集作業を複雑化し

ないために、改定時の元規定は発刊版とすることが望まれる。 
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（４）その他 

○正誤表を発行するとの回答が多くあった。規格の発刊前に、誤記の確認を行うことを

要望する。 

 

４．３．３８ 技術評価対象外の規定に対するコメント 

技術評価対象外とした規定について、気付きを以下に示す。 

 

４．３．３８．１ 第１部溶接規格 第１０章 コンクリート製原子炉格納容器 

①新たに規定した理由と規格の概要 

「第１部溶接規格 第１０章 コンクリート製原子炉格納容器」は、事例規格「コ

ンクリート製原子炉格納容器溶接規格 JSME SNB-CC-003( 2011年 6月)」を取り込ん

だとのことである。なお、同事例規格は、技術評価を行っていない。同事例規格の規

定内容を溶接規格に反映した理由及び同事例規格の概要について、日本機械学会は、

次のように説明している348。 

反映した理由 

 ⇒規格本体に取り込み、維持、2年ごとの見直し及び改定を行うため。 

事例規格制定の経緯 

 2011年に制定した。 

 資源エネルギー庁「大飯発電所 3、4号機用プレストレストコンクリート

格納容器に関する技術指針」（昭和 62 年 2 月）及び発電設備技術検査協

会「コンクリート製原子炉格納容器 溶接施行 技術指針」（JAPEIC-W-W02-

1991）を参考にした。溶接規格 2018年追補にて溶接規格本体（第 1部 第

10 章）に取り込んだ。 

事例規格の概要 

 CCV の部位及び継手区分に関する用語の定義を規定した。 

 規定の項目は、他クラスの機器と類似の構成としている。 

 （溶接の制限、開先面、溶接部の強度等、非破壊試験、機械試験、溶接

後熱処理、耐圧試験など） 

 溶接施工法、溶接士は 溶接規格 第 2部、第 3部を引用。 

 コンクリートに内張りされる、ライナプレート及び貫通部スリーブの溶

接部に対する漏えい試験の規定を設けている。 

 ライナプレートの溶接部の放射線透過試験の判定基準は、JIS Z 3104「鋼

溶接継手の放射線透過試験方法」の 2類以上 

「N-CV010 溶接部の設計」において、「溶接部の設計は，コンクリート製原子炉格

納容器規格 CVE-4500 「溶接部の設計」の規定による。」とし、「N-0015引用規格」に

おいて、コンクリート製原子炉格納容器規格の適用年版は記載されていない。一方、

技術基準規則解釈に引用しているコンクリート製原子炉格納容器規格は、2003 年版

 
348 第 3 回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 3-

3 3.(1)(a) 

1297



 

1066 

であるが、溶接部の設計は規定されていない。第１０章コンクリート製原子炉格納容

器の溶接部の設計（継手形状等）は、何を参照するのかについて、日本機械学会は、

次のように説明している349。 

ご指摘の通り、溶接規格では、引用するコンクリート製格納容器規格（CCV規

格）の年版は指定していません。 

溶接規格 2020年版における溶接部の設計では、コンクリート製原子炉格納容

器規格 2014 年版の規定番号（CVE-4510及び 4610）を記載している。 

（溶接規格 2020年版における記載は誤っておりますので、正誤表による対応を

検討いたします。） 

参考として「コンクリート製原子炉格納容器規格」と「溶接規格」の年版の関

係を示す。 

 
引用規格は適用年版を明確にすることが望まれる。 

 

②「表 N-X100-1 放射線透過試験」へのコンクリート製原子炉格納容器の規定の追加 

放射線透過試験の方法において「放射線源と溶接部の線源側との距離」の「クラス

MC 容器、クラス 2 容器、クラス 3 容器、クラス 3 相当容器、クラス 2 配管、クラス

3配管、クラス 3相当管、クラス 4配管」の欄にコンクリート製原子炉格納容器が追

加されている。事例規格「コンクリート製原子炉格納容器溶接規格」の取り込みに伴

い、「表 N-X100-1 放射線透過試験」の「放射線透過試験の方法」において「放射線

源と溶接部の線源側との距離」の対象機器にコンクリート製原子炉格納容器を追加

したものであり、妥当といえる。 

放射線透過試験の方法に、コンクリート製原子炉格納容器の「判定基準」（JIS Z 

3104(1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」の 2類以上）が追加されている。JIS 

Z 3104(1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」の「附属書 4 透過写真によるき

 
349 第 4 回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 4-

3 3.(1)(a) 
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ずの像の分類方法」の「6.2第 2種のきずの分類」では「ただし，1類と分類された

場合でも、溶込み不良又は融合不良があれば 2類とする」とあり、2類の場合には溶

込み不良や融合不良が許容される場合がある。しかし、「N-CV040 溶接部の強度等」

(2)には「溶接部は，溶込みが十分で，割れがなく」と規定している。判定基準を JIS 

Z 3104(1995)「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」の 2類以上とする根拠について、

日本機械学会は、次のように説明している350。 

コンクリート製原子炉格納容器では、コンクリート構造体が強度を負担して

おり、ライナプレート及び貫通部スリーブは荷重に対する強度は必要なく、漏え

い防止機能があれば良いとしています。 

したがって、ライナプレート及び貫通部スリーブの溶接部は漏えい防止機能

を有していればよいことを考慮し、透過写真のきずの分類は２類以上で良いと

しています。 

(溶接規格 JSME S NB1-2020 第 4部-1-65頁の N-CV100解説より) 

また、「N-CV040溶接部の強度等」(2)で「溶け込みが十分」とは、溶接部の健

全性について一般的なことを記載しており、健全性の具体的な確認方法として、

非破壊試験があります。 

(溶接規格 JSME S NB1-2020 第 4部-1-59頁の N-CV040解説、第 4部-1-15頁

の N-1040解説 より) 

したがって、非破壊試験で判定基準を満足すれば、「溶け込み十分」と判断で

きると考えます。 

事例規格「コンクリート製原子炉格納容器溶接規格」の取り込みに伴い、「表 N-

X100-1 放射線透過試験」の「判定基準」においてきずの分類を「2類以上」とし溶

接部の溶込み不良や融合不良を許容することは、規定本文を逸脱する判定基準であ

り妥当とはいえない。判定基準のコンクリート製原子炉格納容器の欄の 1.において、

「JIS Z 3104「鋼溶接継手の放射線透過試験方法」の附属書 4「透過写真によるきず

の像の分類方法」の 2類以上である。」とあるのは、「鋼溶接継手の放射線透過試験方

法」の附属書 4「透過写真によるきずの像の分類方法」の 1 類である。」に見直すこ

とが望まれる。 

③「WP-385 衝撃試験温度」において、クラス 1機器、クラス MC容器、クラス 2、3機

器の衝撃試験温度の要求値が規定されているが、コンクリート製原子炉格納容器に

ついての要求値が規定されていない。「表 N-X110-1 機械試験」においてはコンクリ

ート製原子炉格納容器についても破壊靭性試験が規定されていることから、当該容

器の衝撃試験温度の要求値について、日本機械学会は、次のように説明している351。 

第 1 部-72 ページ表 N-0030-1 における「コンクリート製原子炉格納容器 最

低使用温度より 17℃低い温度」です。当該部分にも記載すべき事項ですので、

今後、改定もしくは正誤表による対応を行います。 

 
350  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(45) 
351 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）2.1(80) 
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コンクリート製原子炉格納容器についての衝撃試験温度の要求値を明確にするこ

とが望まれる。 

④コンクリート製原子炉格納容器のクラス MC容器の規定の準用 

「N-CV001 適用範囲」には、コンクリートに内張りされる鋼板部に対する溶接施工

に適用するとし、コンクリートに内張りされていない鋼板部についての規定がない。

クラス MC容器の規定を準用する部分の根拠について、日本機械学会は、次のように

説明している352。 

コンクリートに内張りされていない鋼板部については、第 1部第 3章 クラス

MC 容器の規定によります。溶接規格にはそのことが記載ないため今後の改定で

反映します。 

コンクリートに内張りされていない鋼板部について規定することが望まれる。 

⑤コンクリート製原子炉格納容器の設計に適用する規格 

「N-CV010 溶接部の設計」において、「溶接部の設計は，コンクリート製原子炉格

納容器規格 CVE-4500「溶接部の設計」の規定による。」と規定されているが、コンク

リート製原子炉格納容器規格 2014年版の CVE-4500は「ライナプレート、ライナアン

カ等」になっている。なお、技術基準規則解釈で引用するコンクリート製原子炉格納

容器規格 2003年版には、CVE-4000番台は存在しない。「CVE-4500 「溶接部の設計」

の規定による。」は正しくは何によるのか、日本機械学会は、次のように説明してい

る353。 

正しくは、コンクリート製原子炉格納容器規格 2011年版では「CVE-3800溶接

部の設計」を、同 2014 年版では CVE-4500「ライナプレート、ライナアンカ等」

及び CVE-4600「ナックルおよび胴アンカ」によります。なお、2003年版には対

応する規定は存在しません。上記の点について、正誤表による修正を行います。

詳細につきましては、令和 5年 10月 02日 第 4回設計・建設、材料及び溶接に

係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム 資料 4-3の 2～4ペー

ジを参照ください。 

年版により規定番号が異なる場合があることを考慮して、規定することが望まれ

る。 

⑥ライナアンカを取り付ける継手に磁粉探傷試験等の要求が規定されていないことの

妥当性 

「N-CV030 開先面」(3)において、「表 N-X050-1のコンクリート製原子炉格納容器

の溶接部の区分に掲げる 1項～4項による溶接部の開先面は，磁粉探傷試験又は浸透

探傷試験」と規定し、「5.ライナアンカを取り付ける継手」が除外されている。ライ

ナアンカは内張をコンクリートに定着させるための重要なものであるが、「N-CV030 

開先面」(1)に規定する「溶接に先立ち，水分，塗料，油脂，ごみ，有害なさび，溶

けかす，その他有害な異物を除去する」だけで磁粉探傷試験、浸透探傷試験又は目視

 
352  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参

考資料 6-1-5：2.1(11) 
353 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.2(9) 
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試験を要求しないことの妥当性について、日本機械学会は、次のように説明している
354。 

磁粉探傷試験、浸透探傷試験又は目視試験は、開先面のラミネーション等の欠

陥を検出する為に実施するものであり、薄板を用いるライナアンカではラミネ

ーション等が発生しにくいため、これらの試験を要求しておりません。 

ライナプレートの表面にラミネーション欠陥があることは考えにくいが、ライナ

アンカ溶接前にライナプレート表面を清浄にする目的で部分的に研磨した場合には、

ラミネーション欠陥が出現することも考えられる。薄板のライナプレートに取り付

くライナアンカと比較的厚いライナプレート部の附属物取付部や貫通部アンカ、胴

アンカを区別した試験の要求とすることについて、日本機械学会は、次のように説明

している355。 

ライナプレートの研磨でラミネーションが発生し、ライナアンカの溶接に悪

影響を及ぼすことが想定される場合は、溶接施工工場の判断で処置をします。ま

た，ライナプレートとライナアンカの開先検査で，仮付溶接部と隣接する母材部

の状況、溶接後の外観検査においても溶接部に隣接する母材部を目視確認する

ので、母材のラミネーションの有無は確認できます。 上記の内容は，ライナプ

レート、ライナアンカの厚さにかかわらず、同様です。しかしながら溶接規格と

しては、薄板ではラミネーションが発生しにくいため、「ライナアンカを取り付

ける継手」では開先面の試験を除外しました。 

クラス MC容器の「N-2030 開先面」(3)においては、肉盛溶接部又はクラッド溶接

による溶接部の開先面は磁粉探傷試験又は浸透探傷試験を行うと規定している。ラ

イナプレートのライナアンカを取り付ける継手部についても、磁粉探傷試験又は浸

透探傷試験を行う規定とすることが望まれる。 

⑦「N-CV070厚さの異なる母材の突合せ溶接」に関し、日本機械学会は、次のように説

明している356。 

・厚さの異なる母材の突合せ溶接部の丸みｒ規定（厚さの 1/2以上のｒ）を除外して

いる妥当性。 

コンクリート製原子炉格納容器のライナプレートは，耐圧・強度機能を備えた

コンクリート駆体と一体となっており，内圧作用時等においてライナプレート

に生じる歪は鋼製格納容器に比べて十分な裕度を有しているため，厚さ変化部

端部（薄い側）のコーナ部の r仕上げ要求は行わないことにしています。 

技術基準規則解釈の別記-4 にて引用している規格「コンクリート製原子炉格納

容器 2003年版」には溶接部の規定はないが、コンクリート製原子炉格納容器規格

2014年版には「CVE-4510ライナプレート，ライナアンカ等の溶接部」において、

(1)～(7)（略）に掲げる設計を除き、設計・建設規格 PVE-4210に適合するもので

 
354 令和６年６月 14 日受領資料（https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100003121）：2.1(12) 
355 令和６年 8 月 21 日受領資料(https://www.da.nra.go.jp/detail/NRA100005866): 溶接規格に関する日

本機械学会への説明依頼事項（その５）へのご回答 2.1(12) 
356 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(14) 
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なければならないと規定されている。厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造は

PVE-4250 において、PVB-4232 の規定によるとしており、丸みｒ規定（厚さの 1/2

以上のｒ）が適用される。丸みｒ規定（厚さの 1/2以上のｒ）を追加することが望

まれる。 

・厚さの異なる母材の突合せ溶接において括弧書きで「継手区分 A及び継手区分 Bで

裏当て金を使用する突合せ片側溶接，継手区分 C又は継手区分 D に係るものを除

く。」としているが、継手区分 A及び継手区分 Bで裏当て金を使用する突合せ片側

溶接、継手区分 C又は継手区分 Dの場合の規定。 

継手区分 A及び継手区分 Bで裏当て金を使用する突合せ片側溶接、継手区分 C

又は継手区分 D では、厚さの異なる母材の突合せ溶接で勾配を設ける規定をし

ていません。 

「PVB-4232 厚さの異なる母材の突合せ溶接の構造」は、継手区分 C 又は継手区

分 Dに係るものを除くとしている。「継手区分 A及び継手区分 Bで裏当て金を使用

する突合せ片側溶接」の場合は、裏当て金が使用された面は段差がないと推定され

るが、余盛側は丸みｒ規定（厚さの 1/2以上のｒ）が適用されることから、規定を

見直すことが望まれる。 

⑧「表 N-X050-1  溶接部の非破壊試験」において、コンクリート製原子炉格納容器の

「溶接部の区分」の項に示す 2.(5)の規定する「底部のライナプレートの継手及びピ

ット部のライナプレートの継手並びに底部のライナプレートと胴，又はピット部の

ライナプレートとの継手（裏面がコンクリートで覆われている継手）」の対象継手に

ついて、日本機械学会は、次のように図を用いて説明している357。 

「及び」と「並びに」の接続で次の 3つの並列です。図 21で説明します。３．

については「又は」で接続した「胴」と「ピット部のライナプレート」が並列で

す。「裏面がコンクリートで覆われている継手」は全体にかかります。 

１．底部のライナプレートの継手（及び） 

２．ピット部のライナプレートの継手（並びに） 

３．底部のライナプレートと胴（のライナプレート），又はピット部のライナプ

レートとの継手 

 

 
357  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(21) 
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3.の「底部のライナプレートと胴（のライナプレート），又はピット部のライナプ

レートとの継手」は、それらのうちどちらかを選択でき、もう一方は試験要求がない

ようにも読める。分かりにくいので、次のように明確に規定することが望まれる。 

「裏面がコンクリートで覆われている継手であって、次に掲げるもの 

・底部のライナプレート同士の継手 

・ピット部のライナプレート同士の継手 

・底部のライナプレートと胴との継手 

・ピット部のライナプレートと底部のライナプレートとの継手」 

 

 

４．３．３８．２ 第１部溶接規格 第１１章 炉心支持構造物 

①新たに規定した理由と規格の概要 

「第１部溶接規格 第１１章 炉心支持構造物」の規定を追加した理由及び他規格

を取り込んだ場合のその内容について、日本機械学会は、次のように説明している358。 

規定した理由 

設計・建設規格において炉心支持構造物の規定が制定された。 

⇒溶接規格において溶接部の検査等を規定する必要が生じたため。 

本規定制定の経緯 

 溶接規格 2019年追補にて制定 

 設計・建設規格（JSME S NC1）及び ASME BPVC Section III, Division 1, 

Subsection NGを参考に制定 

本規格の概要 

 基本的にはクラス 1 容器と同等の規定としている。ただし、以下の様な

相違点がある。 

 本体付機械試験板は耐圧バウンダリの突合せ溶接に要求しているため、

耐圧バウンダリを構成しない炉心支持構造物では、「溶接部の機械試験」

の規定をしていない。 

 炉心支持構造物は、耐圧バウンダリを構成しないため、「耐圧試験」の規

定をしていない。 

 定義、継手の構造及び溶接部の非破壊試験等については、設計・建設規格

と同等の規定としている。 

「本体付機械試験板は耐圧バウンダリの突合せ溶接に要求しているため、耐圧バ

ウンダリを構成しない炉心支持構造物では、「溶接部の機械試験」の規定をしていな

い。」とのことだが、「表 N-0030-1 衝撃試験温度」には「炉心支持構造物」が規定さ

れている。その理由について、日本機械学会は、次のように説明している359。 

 
358 第 3 回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 3-

3 3.(1)(b) 
359 第 4 回設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合資料 4-

3 3.(1)(b) 
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 「表 N-0030-1 衝撃試験温度（第 1部－72）」は、「N-0030 溶接施工法（第

1 部－5）」で引用されており、溶接部の機械試験（本体付機械試験板）へ

の要求ではなく、溶接施工法への要求である。 

 設計・建設規格（「CSS-2300 破壊靭性試験要求」参照）では、炉心支持構

造物に靭性を要求していることから、溶接規格においても溶接施工法に

衝撃試験を要求している。 

日本機械学会は炉心支持構造物の溶接規定について「基本的にはクラス 1 容器と

同等の規定としている」と説明しているが、クラス 1容器等は耐圧部であるから機械

試験を要求しているのではなく、突合せ溶接であるから機械試験を要求している。そ

の証拠に「表 N-X050-2 溶接部の機械試験板」の(注)1.に「表 N-X050-2の機械試験

板は，突合せ溶接部に適用する。」と規定している。「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試

験」の炉心支持構造物にあっては継手の種類が完全溶込み溶接の継手の分類を継手

区分 A～Dに分けており、機械試験板の作成は可能である。炉心支持構造物の溶接部

は機械試験を行う必要がないという根拠はないことから、「表 N-X050-2 溶接部の機

械試験板」に炉心支持構造物の規定を追加することが望まれる。 

②「表 N-X100-1 放射線透過試験」への炉心支持構造物の規定の追加 

放射線透過試験の方法において「放射線源と溶接部の線源側との距離」の「クラ

ス MC容器、クラス 2容器、クラス 3容器、クラス 3相当容器、クラス 2配管、ク

ラス 3 配管、クラス 3 相当管、クラス 4 配管」の欄に炉心支持構造物が追加され

た。炉心支持構造物の規定を設けたことに伴い、「表 N-X100-1 放射線透過試験」

の「放射線透過試験の方法」において「放射線源と溶接部の線源側との距離」の対

象機器に炉心支持構造物を追加したことは評価するが、日本機械学会は①で「基本

的にはクラス 1容器と同等の規定としている。」と説明しており、「放射線源と溶接

部の線源側との距離」を「クラス 1容器、クラス 1配管」ではなく「クラス MC容

器、クラス 2容器、クラス 3容器、クラス 3相当容器、クラス 2配管、クラス 3配

管、クラス 3相当管、クラス 4配管」と同扱いしたことは適切でない。炉心支持構

造物の「放射線源と溶接部の線源側との距離」は「クラス 1容器、クラス 1配管」

と同じにすることが望まれる。 

放射線透過試験の方法において「判定基準」における「クラス 1容器、クラス MC

容器、クラス 2 容器、クラス 3容器、クラス 3相当容器、クラス 2配管、クラス 3

配管、クラス 3相当管、クラス 4配管」の欄に「炉心支持構造物」が追加された。

炉心支持構造物の規定を設けたことに伴い、「表 N-X100-1 放射線透過試験」の「判

定基準」の対象機器に炉心支持構造物を追加し、クラス 1容器及びクラス 1配管と

同じ扱いにしたことは、妥当といえる。 

③炉心支持構造物の溶接後熱処理における機器の区分 

「N-CSS096 溶接後熱処理を要しないもの」において、「表 N-X090-3 溶接後熱処理

を要しないものの条件」を引用しているが、「機器の区分」は容器又は管に区分され
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ている。炉心支持構造物の「機器の区分」について、日本機械学会は、次のように説

明している360。 

表 N-X090-3中の「容器」は炉心支持構造物では、「管以外」と見なすことがで

きますが、規格の中に明記されていないため、改定の要否を検討いたします。 

 炉心支持構造物は、「表 N-X090-3 溶接後熱処理を要しないものの条件」のどれに

該当するのか明確にすることが望まれる。 

④継手区分 Eに対して開先面検査を規定していないことの妥当性 

「N-CSS030 開先面」(3)において、継手区分 Aから継手区分 D までの溶接部、肉盛

溶接部又はクラッド溶接による溶接部に対して開先面検査（磁粉探傷試験又は浸透

探傷試験）を要求しているが、継手区分 Eが除外されている。継手区分 Eは炉心支持

構造物の重要な梁の端部の継手であるが、開先面検査（磁粉探傷試験又は浸透探傷試

験）を除外してよい根拠について、日本機械学会は、次のように説明している361。 

継手区分 Eは、「梁、ラグ、ブラケット等の端部の継手」であり、炉心支持構

造物の主要な円筒形部品の溶接継手ではないことから、開先面検査の対象外と

しています。 

炉心支持構造物の梁は燃料体を水平拘束する重要な部材である。開先面検査の要

否選定方法について見直すことが望まれる。 

⑤厚さが 25mm 以上 50mm 以下の開先面検査の対象が完全溶込み溶接部に限られている

ことの妥当性 

「N-CSS030 開先面」(3)に「ただし，圧延又は鍛造によって作られた母材であって，

厚さが 50mm以下のものは，この限りでないが，厚さが 25mm以上の完全溶込み溶接部

の開先面は，磁粉探傷試験又は浸透探傷試験を行う。」と規定されているが、完全溶

込み溶接部に限定することの妥当性について、日本機械学会は、次のように説明して

いる362。 

N-CSS030 の(3)項の「厚さが 25mm以上の完全溶け込み溶接部の開先面は，磁

粉探傷試験又は浸透探傷試験を行う。」という規定は、設計・建設規格の CSS-

4221「開先面」で「厚さが 25mm以上の完全溶け込み溶接部の開先面は，磁粉探

傷試験又は浸透探傷試験を行い、これに適合しなければならない。」と規定され

ている炉心支持構造物の場合の特別な規定の内容を反映しているものです。理

由としては、完全溶け込み溶接では継手効率が最も高く（安全率が最も低く）な

るため、開先面検査を規定しています。（表 N-X050-1(11/12)～(12/12)参照） 

設計・建設規格の CSS-4221「開先面」で規定されている炉心支持構造物の場合の

特別な規定を反映したものであり妥当といえる。 

⑥目視検査を行う非破壊試験員の資格 

 
360  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(19) 
361 第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(16) 
362  第６回 設計・建設、材料及び溶接に係る日本機械学会の規格の技術評価に関する検討チーム会合参考

資料 6-1-5：2.1(17) 
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「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」において、炉心支持構造物の規定試験の一つ

に「表面の目視検査」が規定されている。なお、「N-1100 非破壊試験」の(5)非破壊

試験員において引用する JIS Z 2305(2001 及び 2013)「非破壊試験技術者の資格及び

認証」には「1.適用範囲」に外観試験についての技能が規定されているが、「直接目

視だけによる観察及びほかの NDT 方法の適用時に実施される目視試験を除く」とあ

る。また、設計・建設規格 2020の GTN-8130に目視試験の試験技術者についての規定

がある。目視検査を行う非破壊試験員の資格について、日本機械学会は、次のように

説明している363。 

JIS Z 2305(2013)で VTが規定されましたが、VTに関する資格試験及び資格認

定は行われていないため、他のクラス機器を含め資格要件は規定しませんでし

た（規定がないため、製造者が要件を定め、事業者の合意を得ることになります）。

今後の改定検討項目といたします。 

設計・建設規格 2020 の GTN-8130 等を参考に目視試験の試験員の要件を規定する

ことが望まれる。 

⑦炉心支持構造物の溶接部の非破壊試験実施時期についての制限から継手区分 E除外 

「N-CSS052 溶接部の非破壊試験の実施時期」において、炉心支持構造物の継手区

分 A～Dを対象に規定し、継手区分 Eが除外されている。継手区分 Eは炉心支持構造

物の重要な梁の端部の継手であるが、継手区分 A～Dと区別する理由について、日本

機械学会は、次のように説明している364。 

継手区分 Eは、溶接後にクラッド溶接を行うことは想定されないため、除外し

ています。 

継手区分 E は溶接後にクラッド溶接を行うことは想定されないとしているが、規

定のまた書きは母材の区分が P-1（炭素鋼）又は P-3（モリブデン鋼）を対象として

おり、継手区分 A～Dにクラッドがあるにもかかわらず継手区分 Eにクラッドがない

ということは考え難い。炉心支持構造物の重要な梁がクラッド不要な材質に限定さ

れていれば、継手区分 Eを除外することはあり得るが、規定は材質を限定していない

ので継手区分 E にクラッドがあることを想定した規定にする必要がある。したがっ

て、「N-CSS052 溶接部の非破壊試験の実施時期」において、「P-1又は P-3の継手区

分 A,B,C 又は D であって，溶接後にクラッド溶接が実施されるもののうち溶接後熱

処理後に磁粉探傷試験（磁粉探傷試験が不適当な場合，浸透探傷試験）を実施するこ

とが困難な溶接部の磁粉探傷試験（磁粉探傷試験が不適当な場合，浸透探傷試験）」

は溶接後熱処理前に実施することができる、とする規定は、継手区分 Eを対象に含む

ことが望まれる。 
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⑧「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」において、炉心支持構造物の溶接部の区分に肉

盛り溶接及びクラッド溶接が規定されていない。この点について、日本機械学会は、

次のように説明している365。 

炉心支持構造物への肉盛溶接及びクラッド溶接の適用はないと考えています。 

「炉心支持構造物への肉盛溶接及びクラッド溶接の適用はない」とのことである

が、廃止措置中の国内プラントにおいて使用事例がある。材料規格 2020の「Part 2 

第 1 章 表 1 使用する材料の規格」においても、炉心支持構造物の材料に「JIS G 

3118(2017)中・常温圧力容器用炭素鋼鋼板」等が使用可とされている。また、「N-CSS052

溶接部の非破壊試験の実施時期」にはクラッド溶接部についての規定がある。 

「表 N-X050-1 溶接部の非破壊試験」の炉心支持構造物の溶接部の区分に、肉盛り

溶接及びクラッド溶接を規定することが望まれる。 

⑨「N-0030 溶接施工法」(2)において、炉心支持構造物の溶接部に適用する溶接施工法

は衝撃試験に適合することが規定されているが、「表 N-0030-1 衝撃試験温度」注 4.

において、溶接金属がオーステナイト系ステンレス鋼、ニッケルクロム鉄合金又は非

鉄金属のものの溶接金属部は除外されている。炉心支持構造物の材料のうち衝撃試

験が必要と想定されているものについて、日本機械学会は、次のように説明している
366。 

材料規格では、JIS G 3118「中・常温圧力容器用炭素鋼鋼板」、JIS G 3119「ボ

イラ及び圧力容器用マンガンモリブデン鋼及びマンガンモリブデンニッケル鋼

鋼板」等が、炉心支持構造物に使用できる材料として規定されているため、それ

らの材料を想定しています。 

日本機械学会の説明は炉心支持構造物の材料に炭素鋼等を想定したものであり妥

当と判断するが、前記⑧においては炉心支持構造物への肉盛溶接及びクラッド溶接

の適用はないとしている。規定の整合性を明確にする意味でも、溶接規格が想定する

炉心支持構造物の構成材料と溶接構造について明確にすることが望まれる。 
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